
行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）
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118931 21 環境省 特定有害物質の種類の通知申請 土壌汚染対策法施行規則 2002 3 省令又は規則 29 3 4 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

118932 21 環境省
汚染土壌処理業許可証の書換え・再交付申
請

汚染土壌処理業に関する
省令

2009 3 省令又は規則 10 17 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

118933 21 環境省 汚染土壌処理業の許可証の返納
汚染土壌処理業に関する
省令

2009 3 省令又は規則 10 17 4 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

118934 21 環境省
臭気判定士指定機関に臭気測定を委託し、
当指定機関が不正行為があった場合の書類
提出

悪臭防止法施行規則 1972 3 省令又は規則 39 9 2 1 申請等 3 地方等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

118935 21 環境省 臭気判定士免状の交付 悪臭防止法施行規則 1972 3 省令又は規則 39 12 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）

免状番号、臭気判定士試験合格証
番号、嗅覚検査合格証番号、免状
更新履歴、免状記載事項履歴、免
状申請日、免状・更新案内発送履
歴、失効日、本籍、氏名（ふりが
な）、生年月日、性別、住所、連絡
先、所属先（今後なくす予定）、業
種・職種、自治体などの求めに応じ
て提出する名簿への是非

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

国への報告。総秋での事
業報告。地方自治体から
の所有者情報の開示請求
に基づく報告

118936 21 環境省 臭気判定試験合格証書の交付 悪臭防止法施行規則 1972 3 省令又は規則 39 20 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）

免状番号、臭気判定士試験合格証
番号、嗅覚検査合格証番号、免状
更新履歴、免状記載事項履歴、免
状申請日、免状・更新案内発送履
歴、失効日、本籍、氏名（ふりが
な）、生年月日、性別、住所、連絡
先、所属先（今後なくす予定）、業
種・職種、自治体などの求めに応じ
て提出する名簿への是非

11 該当なし 1 有
5 各種会議や国会審議への
提出

3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

118937 21 環境省 嗅覚検査合格証の交付 悪臭防止法施行規則 1972 3 省令又は規則 39 21 1
悪臭防止法施行規則第
21条(第20条第1項を準用)

2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）

免状番号、臭気判定士試験合格証
番号、嗅覚検査合格証番号、免状
更新履歴、免状記載事項履歴、免
状申請日、免状・更新案内発送履
歴、失効日、本籍、氏名（ふりが
な）、生年月日、性別、住所、連絡
先、所属先（今後なくす予定）、業
種・職種、自治体などの求めに応じ
て提出する名簿への是非

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

118938 21 環境省 特定有害物質の種類の通知 土壌汚染対策法施行規則 2002 3 省令又は規則 29 3 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

118939 21 環境省 汚染土壌処理業許可証の書換え・再交付
汚染土壌処理業に関する
省令

2009 3 省令又は規則 10 17 2
2-3 交付等（民間手
続）

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

118940 21 環境省
搬出しようとする土壌の基準適合認定申請に
対する、自治体側からの認定通知

土壌汚染対策法施行規則 2002 3 省令又は規則 29 60 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

118941 21 環境省 施行管理方針の確認の申請 土壌汚染対策法施行規則 2002 3 省令又は規則 29 49 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
http://www.env.
go.jp/water/dojo
/chosa.html
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118942 21 環境省 指定機関の申請 悪臭防止法施行規則 1972 3 省令又は規則 39 23 2 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）

定款及び登記等事項証明書、役員
の名簿及び履歴書、実施及び収支
に係る計画書、試験検査事務の実
施に関する事務組織を記載した書
類等

11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

118943 21 環境省
国等が行う汚染土壌の処理における破損及
び事故により飛散し、流出し、地下に浸透し
又は発散したときの通知

土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 22 9 1 申請等 4-3 国又は地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

118944 21 環境省
国等が行う汚染土壌の処理における許可に
係る軽微な事項等の変更の通知

土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 23 3 1 申請等 4-3 国又は地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

118945 21 環境省
国等が行う汚染土壌の処理における事業の
休止、廃止又は休廃止後の再開の通知

土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 23 4 1 申請等 4-3 国又は地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

118946 21 環境省
国等が行う汚染土壌の処理における改善に
ついての協議の求め

土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 24 1 申請等 3 地方等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

118947 21 環境省
国等が行う汚染土壌の処理における許可の
取り消し及び事業の一部、全部停止について
の協議の求め

土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 25 1 申請等 3 地方等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

118948 21 環境省
国等が行う汚染土壌の処理における措置を
講ずべきことについての協議の求め

土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 27 2 1 申請等 3 地方等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

118949 21 環境省 臭気判定士免状の交付申請 悪臭防止法施行規則 1972 3 省令又は規則 39 13 1 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

× 21 環境省 1 有（データベースでの管理）

免状番号、臭気判定士試験合格証
番号、嗅覚検査合格証番号、免状
更新履歴、免状記載事項履歴、免
状申請日、免状・更新案内発送履
歴、失効日、本籍、氏名（ふりが
な）、生年月日、性別、住所、連絡
先、所属先（今後なくす予定）、業
種・職種、自治体などの求めに応じ
て提出する名簿への是非

11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

118950 21 環境省 臭気判定士免状の更新申請 悪臭防止法施行規則 1972 3 省令又は規則 39 14 1 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

× 21 環境省 1 有（データベースでの管理）

免状番号、臭気判定士試験合格証
番号、嗅覚検査合格証番号、免状
更新履歴、免状記載事項履歴、免
状申請日、免状・更新案内発送履
歴、失効日、本籍、氏名（ふりが
な）、生年月日、性別、住所、連絡
先、所属先（今後なくす予定）、業
種・職種、自治体などの求めに応じ
て提出する名簿への是非

11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

118951 21 環境省 臭気判定士免状の再交付の申請 悪臭防止法施行規則 1972 3 省令又は規則 39 15 1 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

× 21 環境省 1 有（データベースでの管理）

免状番号、臭気判定士試験合格証
番号、嗅覚検査合格証番号、免状
更新履歴、免状記載事項履歴、免
状申請日、免状・更新案内発送履
歴、失効日、本籍、氏名（ふりが
な）、生年月日、性別、住所、連絡
先、所属先（今後なくす予定）、業
種・職種、自治体などの求めに応じ
て提出する名簿への是非

11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

118952 21 環境省 臭気判定士免状の再交付時の免状返納 悪臭防止法施行規則 1972 3 省令又は規則 39 15 4 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

× 21 環境省 1 有（データベースでの管理）

免状番号、臭気判定士試験合格証
番号、嗅覚検査合格証番号、免状
更新履歴、免状記載事項履歴、免
状申請日、免状・更新案内発送履
歴、失効日、本籍、氏名（ふりが
な）、生年月日、性別、住所、連絡
先、所属先（今後なくす予定）、業
種・職種、自治体などの求めに応じ
て提出する名簿への是非

11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

118953 21 環境省 臭気判定士免状の書換え申請 悪臭防止法施行規則 1972 3 省令又は規則 39 16 1 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

× 21 環境省 1 有（データベースでの管理）

免状番号、臭気判定士試験合格証
番号、嗅覚検査合格証番号、免状
更新履歴、免状記載事項履歴、免
状申請日、免状・更新案内発送履
歴、失効日、本籍、氏名（ふりが
な）、生年月日、性別、住所、連絡
先、所属先（今後なくす予定）、業
種・職種、自治体などの求めに応じ
て提出する名簿への是非

11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

118954 21 環境省
臭気判定士免状の不正行為又は犯罪による
取消し返納

悪臭防止法施行規則 1972 3 省令又は規則 39 17 2 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

× 21 環境省 1 有（データベースでの管理）

受験年度,受験番号,受験地,合格証
書番号,氏名,ふりがな,本籍地（都道
府県名）,生年月日,年齢,合否情報,
性別,自宅住所〒,自宅住所,自宅電
話,携帯電話,所属先電話番号,所属
先,所属先部署名,入金日,受付日,振
込先,希望受験地,受験時の配慮事
項,発送番号

11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

118955 21 環境省
臭気判定士免状の死亡又は失踪宣告による
取消し返納

悪臭防止法施行規則 1972 3 省令又は規則 39 17 3 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

× 21 環境省 1 有（データベースでの管理）

受験年度,受験番号,受験地,合格証
書番号,氏名,ふりがな,性別,生年月
日,本籍地（都道府県名）,年齢,成績,
合否,自宅住所〒,自宅住所,発送番
号

11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

118956 21 環境省 臭気判定試験受験申請 悪臭防止法施行規則 1972 3 省令又は規則 39 19 1 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

× 21 環境省 1 有（データベースでの管理）

受検年度,合格番号,不合格番号,検
査機関番号,氏名,ふりがな,本籍地
（都道府県名）,生年月日,年齢,合否
情報,性別,送付先〒,送付先住所,連
絡先,入金日,振込先,受付日,検査日,
送付日,書留番号

11 該当なし 1 有
5 各種会議や国会審議への
提出

3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

118957 21 環境省 嗅覚検査受験申請 悪臭防止法施行規則 1972 3 省令又は規則 39 21 1
悪臭防止法施行規則第
21条(第19条第1項を準用)

1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

× 21 環境省 1 有（データベースでの管理）

受検年度,合格番号,不合格番号,検
査機関番号,氏名,ふりがな,本籍地
（都道府県名）,生年月日,年齢,合否
情報,性別,送付先〒,送付先住所,連
絡先,入金日,振込先,受付日,検査日,
送付日,書留番号

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

42876 21 環境省 騒音防止の方法の変更の届出 騒音規制法 1968 1 法律 98 8 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明

42877 21 環境省 有害物質貯蔵指定施設等の設置の届出 水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 5 3 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
自治事務であり、オンライ
ン化の検討状況含め不明

42878 21 環境省 指定地域の指定及び区域の公示
スパイクタイヤ粉じんの発
生の防止に関する法律

1990 1 法律 55 5 5 3 縦覧等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

42879 21 環境省
都道府県知事による指定地域に関する関係
市町村長への意見聴取

スパイクタイヤ粉じんの発
生の防止に関する法律

1990 1 法律 55 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
地方自治体の実施状態が
不明である

42880 21 環境省
都道府県知事による指定地域の指定、変更
又は解除に係る関係市町村長への通知

スパイクタイヤ粉じんの発
生の防止に関する法律

1990 1 法律 55 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
地方自治体の実施状態が
不明である

42883 21 環境省 特定施設の設置の届出 騒音規制法 1968 1 法律 98 6 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 特定施設の設置の届出件数 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

騒音規制法施
行状況調査

1 OD
http://www.env.
go.jp/air/noise/i
ndex.html
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42884 21 環境省 経過措置としての特定施設設置者の届出 騒音規制法 1968 1 法律 98 7 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明

42885 21 環境省 特定施設の数等の変更の届出 騒音規制法 1968 1 法律 98 8 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 特定施設の数等の変更の届出件数 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

騒音規制法施
行状況調査

1 OD
http://www.env.
go.jp/air/noise/i
ndex.html

7 構造化
PDF

1 年1回 3月頃

42886 21 環境省 氏名の変更等の届出 騒音規制法 1968 1 法律 98 10 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 氏名の変更等の届出件数 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

騒音規制法施
行状況調査

1 OD
http://www.env.
go.jp/air/noise/i
ndex.html

7 構造化
PDF

1 年1回 3月頃

42887 21 環境省 使用施設全廃の届出 騒音規制法 1968 1 法律 98 10 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 使用施設全廃の届出件数 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

騒音規制法施
行状況調査

1 OD
http://www.env.
go.jp/air/noise/i
ndex.html

7 構造化
PDF

1 年1回 3月頃

42888 21 環境省 特定施設設置者たる地位の承継の届出 騒音規制法 1968 1 法律 98 11 3 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
特定施設設置者たる地位の承継の
届出件数

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

騒音規制法施
行状況調査

1 OD
http://www.env.
go.jp/air/noise/i
ndex.html

7 構造化
PDF

1 年1回 3月頃

42889 21 環境省 特定建設作業の実施の届出 騒音規制法 1968 1 法律 98 14 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 特定建設作業の実施の届出件数 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

騒音規制法施
行状況調査

1 OD
http://www.env.
go.jp/air/noise/i
ndex.html

7 構造化
PDF

1 年1回 3月頃

42890 21 環境省
非常事態の発生により緊急に行う特定建設
作業の届出

騒音規制法 1968 1 法律 98 14 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明

43076 21 環境省 事故時の市町村長への通報 悪臭防止法 1971 1 法律 91 10 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
事故時の市町村長への通報件数及
び内容

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

悪臭防止法施
行状況調査報
告書

1 OD
http://www.env.
go.jp/air/akushu
/index.html

7 構造化
PDF

1 年1回 3月頃 自治事務のため詳細不明

43077 21 環境省
規制地域の指定、変更、解除及び規制基準
の設定、変更、廃止における都道府県知事
による市町村長からの意見の徴収

悪臭防止法 1971 1 法律 91 5 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明

43078 21 環境省
都道府県知事による規制地域の指定、変
更、解除及び規制基準の設定、変更、廃止の
公示

悪臭防止法 1971 1 法律 91 6 3 縦覧等 3 地方等 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明

43079 21 環境省
市町村長による事業場設置者に対する改善
勧告

悪臭防止法 1971 1 法律 91 8 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
市町村長による事業場設置者に対
する改善勧告件数及び内容

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

悪臭防止法施
行状況調査報
告書

1 OD
http://www.env.
go.jp/air/akushu
/index.html

7 構造化
PDF

1 年1回 3月頃 自治事務のため詳細不明

43080 21 環境省
市町村長による事業場設置者に対する改善
命令

悪臭防止法 1971 1 法律 91 8 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
市町村長による事業場設置者に対
する改善命令件数及び内容

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

悪臭防止法施
行状況調査報
告書

1 OD
http://www.env.
go.jp/air/akushu
/index.html

7 構造化
PDF

1 年1回 3月頃 自治事務のため詳細不明

43081 21 環境省
市町村長による都道府県知事等に対する規
制措置又は規制基準に関する要請

悪臭防止法 1971 1 法律 91 9 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明

43082 21 環境省
市町村長による関係市町村長に対する改善
勧告若しくは改善命令発動の要請

悪臭防止法 1971 1 法律 91 9 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明

43083 21 環境省 事故時における応急措置命令 悪臭防止法 1971 1 法律 91 10 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
事故時における応急措置命令の件
数及び内容

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

悪臭防止法施
行状況調査報
告書

1 OD
http://www.env.
go.jp/air/akushu
/index.html

7 構造化
PDF

1 年1回 3月頃 自治事務のため詳細不明

43084 21 環境省
市町村長による事業場設置者からの報告徴
収

悪臭防止法 1971 1 法律 91 20 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
市町村長による事業場設置者から
の報告徴収の件数及び内容

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

悪臭防止法施
行状況調査報
告書

1 OD
http://www.env.
go.jp/air/akushu
/index.html

7 構造化
PDF

1 年1回 3月頃 自治事務のため詳細不明

43085 21 環境省
都道府県知事による関係行政機関若しくは
関係地方公共団体の長への協力要請

悪臭防止法 1971 1 法律 91 21 1 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明

43086 21 環境省 臭気判定士試験の公示 悪臭防止法施行規則 1972 3 省令又は規則 39 18 1 3 縦覧等 1 国 × 21 環境省
試験、検査の公示に関
する申請等

○ 1 有（データベースでの管理） 臭気判定士試験の公示の内容 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

官報 1 OD

https://search.n
pb.go.jp/kanpou/
;jsessionid=6SQ
M6CB168RJEP3
5COPJ8DB669I6
AC1N60QMAOP
OCGR3C9OQBG
3LS08000J0000
0.kanpou_001

7 構造化
PDF

1 年1回 3月頃

43087 21 環境省 嗅覚検査試験の公示 悪臭防止法施行規則 1972 3 省令又は規則 39 21 1
悪臭防止法施行規則第
21条(第18条第1項を準用)

3 縦覧等 1 国 × 21 環境省
試験、検査の公示に関
する申請等

1 有（データベースでの管理） 嗅覚検査試験の公示の内容 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

官報 1 OD

https://search.n
pb.go.jp/kanpou/
;jsessionid=6SQ
M6CB168RJEP3
5COPJ8DB669I6
AC1N60QMAOP
OCGR3C9OQBG
3LS08000J0000
0.kanpou_001

7 構造化
PDF

1 年1回 3月頃

43088 21 環境省
委託者たる市町村長による臭気指数等測定
受託者に対する報告徴収

悪臭防止法施行規則 1972 3 省令又は規則 39 9 1 1 申請等 3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明

43249 21 環境省
政令の制定又は改廃の立案に係わる関係都
道府県知事及び関係市町村の長からの意見
聴取

建築物用地下水の採取の
規制に関する法律

1962 1 法律 100 3 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

都道府県における手続き
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため。

43252 21 環境省 地下水の採取の許可
建築物用地下水の採取の
規制に関する法律

1962 1 法律 100 4 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

都道府県における手続き
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため。

43253 21 環境省 揚水設備の変更の許可
建築物用地下水の採取の
規制に関する法律

1962 1 法律 100 4 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

都道府県における手続き
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため。

43254 21 環境省 経過措置としての地下水採取者の届出
建築物用地下水の採取の
規制に関する法律

1962 1 法律 100 6 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

都道府県における手続き
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため。

43255 21 環境省 地下水採取者の氏名等の変更の届出
建築物用地下水の採取の
規制に関する法律

1962 1 法律 100 7 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

都道府県における手続き
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため。

43256 21 環境省 地下水採取者たる地位の承継の届出
建築物用地下水の採取の
規制に関する法律

1962 1 法律 100 8 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

都道府県における手続き
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため。

43257 21 環境省 地下水の採取の廃止、施設変更等の届出
建築物用地下水の採取の
規制に関する法律

1962 1 法律 100 9 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

都道府県における手続き
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため。

43258 21 環境省
設備の構造及び地下水採取の状況について
の報告の徴収

建築物用地下水の採取の
規制に関する法律

1962 1 法律 100 13
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

都道府県における手続き
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため。

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

43259 21 環境省
建築物用地下水を採取する揚水設備につい
て国又は都道府県と都道府県知事との協議

建築物用地下水の採取の
規制に関する法律

1962 1 法律 100 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

都道府県における手続き
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため。

43260 21 環境省 許可取り消し
建築物用地下水の採取の
規制に関する法律

1962 1 法律 100 10 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

都道府県における手続き
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため。

43261 21 環境省 違反是正命令
建築物用地下水の採取の
規制に関する法律

1962 1 法律 100 10 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

都道府県における手続き
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため。

43262 21 環境省 必要な措置命令
建築物用地下水の採取の
規制に関する法律

1962 1 法律 100 10 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

都道府県における手続き
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため。

43263 21 環境省
環境大臣又は都道府県知事による土地の立
入に係わる土地占有者への通知

建築物用地下水の採取の
規制に関する法律

1962 1 法律 100 11 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
環境大臣実績なし、自治
事務に関しては不明

43264 21 環境省
損失の補償に係わる国又は都道府県と損失
を受けた者との協議

建築物用地下水の採取の
規制に関する法律

1962 1 法律 100 11 7 1 申請等 4-3 国又は地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
国の実績なし、当該手続
関係書類の国への報告義
務がないため不明。

43265 21 環境省
国、都道府県又は損失を受けた者による裁
決の申請

建築物用地下水の採取の
規制に関する法律

1962 1 法律 100 11 8 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
国の実績なし、当該手続
関係書類の国への報告義
務がないため不明。

43266 21 環境省
都道府県知事から環境大臣又は市町村長か
ら都道府県知事に対する意見の申出

建築物用地下水の採取の
規制に関する法律

1962 1 法律 100 15 1 申請等 3 地方等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

都道府県における手続き
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため。

43267 21 環境省 基本方針の決定の公表 湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 2 5 3 縦覧等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 6 その他 3 非公開 3-3 検討を行っていない
地方自治体での計画見直
し

43268 21 環境省 基本方針の変更の公表 湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 2 6 3 縦覧等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 6 その他 2 公開（OD未対応）
湖沼水質保全
基本方針

2 非OD
https://www.env
.go.jp/hourei/05
/000071.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない
地方自治体での計画見直
し

43269 21 環境省
指定湖沼又は指定地域の指定に当たっての
関係都道府県知事からの意見聴取

湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 3 3 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 6 その他 3 非公開 3-3 検討を行っていない
地方自治体での計画見直
し

43270 21 環境省
指定湖沼又は指定地域の指定の官報による
公示

湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 3 6 3 縦覧等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 6 その他 3 非公開 3-3 検討を行っていない
地方自治体での計画見直
し

43271 21 環境省
指定湖沼又は指定地域の指定の変更又は
解除に当たっての関係都道府県知事からの
意見聴取

湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 3 7
湖沼水質保全特別措置法
第3条第7項(第3項を準用)

1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

43272 21 環境省
指定湖沼又は指定地域の指定の変更又は
解除の官報による公示

湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 3 7
湖沼水質保全特別措置法
第3条第7項(第6項を準用)

3 縦覧等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

43273 21 環境省 要請に基づき講じた措置の通知 湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 12 3 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国（環境省）への報告義
務がない

43274 21 環境省
総量削減指定湖沼に係る関係都道府県知事
に対する意見の聴取

湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 23 4 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

43275 21 環境省
河川管理者等から都道府県知事に対する水
質保全に係る意見

湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 39 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国（環境省）への報告義
務がない

43276 21 環境省 指定施設の設置の届出 湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 15 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
民間における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がない

43277 21 環境省 経過措置としての指定施設設置者の届出 湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 16 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
民間における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がない

43278 21 環境省 指定施設の構造等の変更の届出 湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 17 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
民間における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がない

43279 21 環境省 氏名等の変更の届出 湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 17 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
民間における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がない

43280 21 環境省 指定施設の使用の廃止の届出 湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 17 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
民間における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がない

43281 21 環境省 指定施設設置者たる地位の承継の届出 湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 18 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
民間における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がない

43282 21 環境省 指定施設の状況等に関する報告徴収 湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 21 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43283 21 環境省 準用指定施設の状況等に関する報告徴収 湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 22
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43284 21 環境省
都道府県知事から環境大臣への指定湖沼の
申出

湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 3 1 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 6 その他 3 非公開 3-3 検討を行っていない
地方自治体での計画見直
し

43285 21 環境省
指定湖沼又は指定地域の指定に当たっての
関係市町村長からの意見聴取

湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 3 4 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43287 21 環境省
都道府県知事から環境大臣への指定湖沼の
変更又は解除の申出

湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 3 7 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

43288 21 環境省
指定湖沼又は指定地域の指定の変更又は
解除に当たっての関係市町村長からの意見
聴取

湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 3 7 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

43289 21 環境省
関係都道府県知事による湖沼水質保全計画
の協議

湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 4 2 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43290 21 環境省 事業者及び関係市長村長からの意見の聴取 湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 4 5 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43291 21 環境省
湖沼水質保全計画に係る都道府県知事と河
川管理者の協議

湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 4 5 1 申請等 3 地方等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43292 21 環境省
湖沼水質保全計画に係る都道府県知事と環
境大臣の協議

湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 4 5 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 6 その他 3 非公開 3-3 検討を行っていない
地方自治体での計画見直
し

43293 21 環境省
湖沼水質保全計画に係る都道府県知事から
市町村長への送付

湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 4 7 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43294 21 環境省 湖沼水質保全計画の公表 湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 4 7 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43295 21 環境省
関係都道府県知事による湖沼水質保全計画
の変更の協議

湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 4 8 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43296 21 環境省
湖沼水質保全計画の変更に対する事業者及
び関係市町村長からの意見の聴取

湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 4 8 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43297 21 環境省
湖沼水質保全計画の変更に係る都道府県知
事と河川管理者の協議

湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 4 8 1 申請等 3 地方等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43298 21 環境省
湖沼水質保全計画の変更に係る都道府県知
事と環境大臣の協議

湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 4 8 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 6 その他 2 公開（OD未対応）
水質保全計画
への環境大臣
の回答

2 非OD
http://www.env.
go.jp/press/107
931.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない
地方自治体での計画見直
し

43299 21 環境省
湖沼水質保全計画の変更に係る都道府県知
事から市町村長への送付

湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 4 8 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43300 21 環境省 湖沼水質保全計画の変更の公表 湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 4 8 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43301 21 環境省 規制基準の公示 湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 7 3 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43302 21 環境省 規制基準の変更又は廃止の公示 湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 7 3 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43303 21 環境省 湖沼特定事業場に係る計画変更命令の特例 湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 8
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43304 21 環境省 湖沼特定事業場に係る改善命令の特例 湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 10
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43305 21 環境省 適用除外施設に対する措置の要請 湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 12 2 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国（環境省）への報告義
務がない

43306 21 環境省 適用除外施設に対する措置の要請の準用 湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 12 3 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国（環境省）への報告義
務がない

43307 21 環境省 適用除外施設に対する改善命令に係る協議 湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 12 4 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国（環境省）への報告義
務がない

43308 21 環境省
河川管理者から都道府県知事に対する指定
施設の設置許可の通報

湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 15 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国への報告義務がない
ため

43309 21 環境省
河川管理者から都道府県知事に対する指定
施設の承継に係る届け出

湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 18
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国への報告義務がない
ため

43310 21 環境省
指定施設の構造または使用の方法に係る改
善勧告

湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 20 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43311 21 環境省
指定施設の構造または使用の方法に係る改
善命令

湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 20 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43312 21 環境省
準用指定施設の構造または使用の方法に係
る改善勧告

湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 22
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43313 21 環境省
準用指定施設の構造または使用の方法に係
る改善命令

湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 22
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43314 21 環境省 総量削減指定湖沼の申出 湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 23 3 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

43315 21 環境省
総量削減指定湖沼に係る関係市町村長に対
する意見の聴取

湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 23 5 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

43316 21 環境省
都道府県知事による水質保全のための指
導、助言及び勧告

湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 24
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43317 21 環境省
関係行政機関の長又は関係地方公共団体
の長から都道府県知事に対する資料の送付

湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 39 1 1 申請等 3 地方等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43318 21 環境省
都道府県知事から関係行政機関の長又は関
係地方公共団体の長に対する水質保全に係
る意見

湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 39 1 1 申請等 3 地方等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43320 21 環境省
政令で定める市から都道府県知事に対する
通知

湖沼水質保全特別措置法 1984 1 法律 61 42 2 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43365 21 環境省
政令の制定又は改廃により、指定地域とな
り、又は指定地域でなくなる地域を管轄する
都道府県知事及び市町村長からの意見聴取

工業用水法 1956 1 法律 146 3 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

都道府県における手続き
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため。

43366 21 環境省 土地の立入に係わる土地占有者への通知 工業用水法 1956 1 法律 146 22 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

都道府県における手続き
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため。

43367 21 環境省 異議申立に対する決定の予告 工業用水法 1956 1 法律 146 27 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

都道府県における手続き
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため。

43368 21 環境省 異議申立に係る意見の聴取 工業用水法 1956 1 法律 146 27 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

都道府県における手続き
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため。

43369 21 環境省 井戸使用の許可 工業用水法 1956 1 法律 146 3 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 許可井戸の総括表 11 該当なし 1 有 6 その他 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる 井戸台帳の作成

43370 21 環境省 井戸使用の許可の申請 工業用水法 1956 1 法律 146 4 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 許可井戸の総括表 11 該当なし 1 有 6 その他 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる 井戸台帳の作成

43371 21 環境省 経過措置としての井戸使用の届出 工業用水法 1956 1 法律 146 6 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 許可井戸の総括表 11 該当なし 1 有 6 その他 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる 井戸台帳の作成

43372 21 環境省 井戸の変更の許可 工業用水法 1956 1 法律 146 7 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 許可井戸の総括表 11 該当なし 1 有 6 その他 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる 井戸台帳の作成

43373 21 環境省 井戸使用者の氏名等変更の届出 工業用水法 1956 1 法律 146 9 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 許可井戸の総括表 11 該当なし 1 有 6 その他 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる 井戸台帳の作成

43374 21 環境省 井戸の使用者の地位の承継の届出 工業用水法 1956 1 法律 146 10 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 許可井戸の総括表 11 該当なし 1 有 6 その他 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる 井戸台帳の作成

43375 21 環境省 井戸使用の廃止、施設変更の届出 工業用水法 1956 1 法律 146 11 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 許可井戸の総括表 11 該当なし 1 有 6 その他 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる 井戸台帳の作成

43376 21 環境省
許可井戸の構造及び使用の状況に関する報
告

工業用水法 1956 1 法律 146 24 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 許可井戸の総括表 11 該当なし 1 有 6 その他 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる 井戸台帳の作成

43377 21 環境省 許可の取消 工業用水法 1956 1 法律 146 13 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

都道府県における手続き
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため。



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

43378 21 環境省 地下水採取停止命令 工業用水法 1956 1 法律 146 13 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

都道府県における手続き
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため。

43379 21 環境省 地下水採取制限命令 工業用水法 1956 1 法律 146 14 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

都道府県における手続き
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため。

43381 21 環境省 地下水採取停止命令に係る聴聞 工業用水法 1956 1 法律 146 26 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

都道府県における手続き
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため。

43382 21 環境省 聴聞に係る手続への参加の許可 工業用水法 1956 1 法律 146 26 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

都道府県における手続き
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため。

43493 21 環境省
特定事業者の都道府県知事に対する自動車
排出窒素酸化物等の排出の抑制に関する計
画の提出

自動車から排出される窒
素酸化物及び粒子状物質
の特定地域における総量
の削減等に関する特別措
置法

1992 1 法律 70 33 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
地方自治体の実施状態が
不明である

43494 21 環境省
特定事業者の都道府県知事に対する自動車
排出窒素酸化物等の排出の抑制に関する定
期の報告

自動車から排出される窒
素酸化物及び粒子状物質
の特定地域における総量
の削減等に関する特別措
置法

1992 1 法律 70 34 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
地方自治体の実施状態が
不明である

43495 21 環境省
特定事業者に対する業務の状況に関する報
告

自動車から排出される窒
素酸化物及び粒子状物質
の特定地域における総量
の削減等に関する特別措
置法

1992 1 法律 70 41 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
地方自治体の実施状態が
不明である

43496 21 環境省
周辺地域内自動車を使用する事業者の都道
府県知事に対する自動車排出窒素酸化物等
の排出の抑制に関する計画の提出

自動車から排出される窒
素酸化物及び粒子状物質
の特定地域における総量
の削減等に関する特別措
置法

1992 1 法律 70 36 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし
地方自治体の実施状態が
不明である

43497 21 環境省
都道府県の窒素酸化物総量削減計画の策
定の公告

自動車から排出される窒
素酸化物及び粒子状物質
の特定地域における総量
の削減等に関する特別措
置法

1992 1 法律 70 7 5 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
地方自治体の実施状態が
不明である

43498 21 環境省
都道府県の窒素酸化物総量削減計画の変
更の公告

自動車から排出される窒
素酸化物及び粒子状物質
の特定地域における総量
の削減等に関する特別措
置法

1992 1 法律 70 7 6 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
地方自治体の実施状態が
不明である

43499 21 環境省
都道府県の粒子状物質総量削減計画の策
定の公告

自動車から排出される窒
素酸化物及び粒子状物質
の特定地域における総量
の削減等に関する特別措
置法

1992 1 法律 70 9 3 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
地方自治体の実施状態が
不明である

43500 21 環境省
都道府県の粒子状物質総量削減計画の変
更の公告

自動車から排出される窒
素酸化物及び粒子状物質
の特定地域における総量
の削減等に関する特別措
置法

1992 1 法律 70 9 3 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
地方自治体の実施状態が
不明である

43501 21 環境省
都道府県知事の事業者に対する指導及び助
言

自動車から排出される窒
素酸化物及び粒子状物質
の特定地域における総量
の削減等に関する特別措
置法

1992 1 法律 70 32
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
地方自治体の実施状態が
不明である

43502 21 環境省
都道府県知事の特定事業者に対する自動車
排出窒素酸化物等の排出の抑制に関する勧
告

自動車から排出される窒
素酸化物及び粒子状物質
の特定地域における総量
の削減等に関する特別措
置法

1992 1 法律 70 35 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
地方自治体の実施状態が
不明である

43503 21 環境省
都道府県知事の勧告に従わなかった特定事
業者の公表

自動車から排出される窒
素酸化物及び粒子状物質
の特定地域における総量
の削減等に関する特別措
置法

1992 1 法律 70 35 2 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
地方自治体の実施状態が
不明である

43504 21 環境省
都道府県知事の勧告に従わなかった特定事
業者に対する命令

自動車から排出される窒
素酸化物及び粒子状物質
の特定地域における総量
の削減等に関する特別措
置法

1992 1 法律 70 35 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
地方自治体の実施状態が
不明である

43505 21 環境省
都道府県の関係行政機関の長、関係地方公
共団体の長又は関係道路管理者に対する資
料の送付その他の協力の要求

自動車から排出される窒
素酸化物及び粒子状物質
の特定地域における総量
の削減等に関する特別措
置法

1992 1 法律 70 45 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
地方自治体の実施状態が
不明である

43506 21 環境省
都道府県の関係行政機関の長、関係地方公
共団体の長又は関係道路管理者に対する意
見申述

自動車から排出される窒
素酸化物及び粒子状物質
の特定地域における総量
の削減等に関する特別措
置法

1992 1 法律 70 45 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
地方自治体の実施状態が
不明である

43507 21 環境省
都道府県知事の計画又は報告に係る事項の
環境大臣への通知

自動車から排出される窒
素酸化物及び粒子状物質
の特定地域における総量
の削減等に関する特別措
置法

1992 1 法律 70 42 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 計画又は報告 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない

43508 21 環境省
窒素酸化物重点対策地区を指定した旨の公
表（指定解除、変更）

自動車から排出される窒
素酸化物及び粒子状物質
の特定地域における総量
の削減等に関する特別措
置法

1992 1 法律 70 15 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
地方自治体の実施状態が
不明である

43509 21 環境省
窒素酸化物重点対策地区を指定した旨の関
係市町村への通知（指定解除、変更）

自動車から排出される窒
素酸化物及び粒子状物質
の特定地域における総量
の削減等に関する特別措
置法

1992 1 法律 70 15
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
地方自治体の実施状態が
不明である

43510 21 環境省
粒子状物質重点対策地区を指定した旨の公
表（指定解除、変更）

自動車から排出される窒
素酸化物及び粒子状物質
の特定地域における総量
の削減等に関する特別措
置法

1992 1 法律 70 17 2 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
地方自治体の実施状態が
不明である

43511 21 環境省
粒子状物質重点対策地区を指定した旨の関
係市町村への通知（指定解除、変更）

自動車から排出される窒
素酸化物及び粒子状物質
の特定地域における総量
の削減等に関する特別措
置法

1992 1 法律 70 17 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
地方自治体の実施状態が
不明である

43512 21 環境省
特定建物届出者に対する排出抑制の見地か
らの意見

自動車から排出される窒
素酸化物及び粒子状物質
の特定地域における総量
の削減等に関する特別措
置法

1992 1 法律 70 24 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
地方自治体の実施状態が
不明である

43513 21 環境省
特定建物届出者に対する排出抑制に関し必
要な措置の勧告

自動車から排出される窒
素酸化物及び粒子状物質
の特定地域における総量
の削減等に関する特別措
置法

1992 1 法律 70 25 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
地方自治体の実施状態が
不明である

43514 21 環境省
都道府県知事の勧告に従わなかった特定建
物届出者の公表

自動車から排出される窒
素酸化物及び粒子状物質
の特定地域における総量
の削減等に関する特別措
置法

1992 1 法律 70 25 7 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
地方自治体の実施状態が
不明である

43515 21 環境省
都道府県知事の周辺地域内事業者に対する
指導及び助言

自動車から排出される窒
素酸化物及び粒子状物質
の特定地域における総量
の削減等に関する特別措
置法

1992 1 法律 70 38 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
地方自治体の実施状態が
不明である

43516 21 環境省
都道府県知事の周辺地域内事業者に対する
自動車排出窒素酸化物等の排出の抑制に関
する勧告

自動車から排出される窒
素酸化物及び粒子状物質
の特定地域における総量
の削減等に関する特別措
置法

1992 1 法律 70 39 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
地方自治体の実施状態が
不明である

43517 21 環境省
都道府県知事の勧告に従わなかった周辺地
域内事業者の公表

自動車から排出される窒
素酸化物及び粒子状物質
の特定地域における総量
の削減等に関する特別措
置法

1992 1 法律 70 39 2 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
地方自治体の実施状態が
不明である

43571 21 環境省 特定施設の設置の届出 振動規制法 1976 1 法律 64 6 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 特定施設の設置の届出件数 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

振動規制法施
行状況調査

1 OD
http://www.env.
go.jp/air/sindo/i
ndex.html

7 構造化
PDF

1 年1回 3月頃

43572 21 環境省 経過措置としての特定施設設置者の届出 振動規制法 1976 1 法律 64 7 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明

43573 21 環境省 特定施設の変更等の届出 振動規制法 1976 1 法律 64 8 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 特定施設の変更等の届出件数 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

振動規制法施
行状況調査

1 OD
http://www.env.
go.jp/air/sindo/i
ndex.html

7 構造化
PDF

1 年1回 3月頃

43574 21 環境省 振動防止の方法の変更の届出 振動規制法 1976 1 法律 64 8 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明

43575 21 環境省
届出をした施設以外の施設が特定施設となっ
た場合の届出

振動規制法 1976 1 法律 64 8 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明

43576 21 環境省 氏名等の変更の届出 振動規制法 1976 1 法律 64 10 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 氏名等の変更の届出件数 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

振動規制法施
行状況調査

1 OD
http://www.env.
go.jp/air/sindo/i
ndex.html

7 構造化
PDF

1 年1回 3月頃

43577 21 環境省 使用施設全廃の届出 振動規制法 1976 1 法律 64 10 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 使用施設全廃の届出件数 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

振動規制法施
行状況調査

1 OD
http://www.env.
go.jp/air/sindo/i
ndex.html

7 構造化
PDF

1 年1回 3月頃

43578 21 環境省 特定施設設置者たる地位の承継の届出 振動規制法 1976 1 法律 64 11 3 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
特定施設設置者たる地位の承継の
届出件数

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

振動規制法施
行状況調査

1 OD
http://www.env.
go.jp/air/sindo/i
ndex.html

7 構造化
PDF

1 年1回 3月頃

43579 21 環境省 特定建設作業の実施の届出 振動規制法 1976 1 法律 64 14 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 特定建設作業の実施の届出件数 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

振動規制法施
行状況調査

1 OD
http://www.env.
go.jp/air/sindo/i
ndex.html

7 構造化
PDF

1 年1回 3月頃

43580 21 環境省
非常事態の発生により緊急に行う特定建設
作業の届出

振動規制法 1976 1 法律 64 14 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明

43581 21 環境省
指定施設の状況、特定建設作業等に関する
報告

振動規制法 1976 1 法律 64 17 1 1 申請等 3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明

43582 21 環境省
規制地域の指定、変更又は廃止に対する関
係市町村への意見聴取

振動規制法 1976 1 法律 64 3 2 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明

43583 21 環境省 地域の指定の公示 振動規制法 1976 1 法律 64 3 3 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明
43584 21 環境省 規制基準の公示 振動規制法 1976 1 法律 64 4 3 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明

43585 21 環境省 特定工場等に対する計画変更勧告 振動規制法 1976 1 法律 64 9 1 申請等 3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
特定工場等に対する計画変更勧告
件数

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

振動規制法施
行状況調査

1 OD
http://www.env.
go.jp/air/sindo/i
ndex.html

7 構造化
PDF

1 年1回 3月頃

43586 21 環境省 特定工場等に対する改善勧告 振動規制法 1976 1 法律 64 12 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
特定工場等に対する改善勧告件数
及び内容

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

振動規制法施
行状況調査

1 OD
http://www.env.
go.jp/air/sindo/i
ndex.html

7 構造化
PDF

1 年1回 3月頃

43587 21 環境省 特定工場等に対する改善命令 振動規制法 1976 1 法律 64 12 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
特定工場等に対する改善命令件数
及び内容

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

振動規制法施
行状況調査

1 OD
http://www.env.
go.jp/air/sindo/i
ndex.html

7 構造化
PDF

1 年1回 3月頃

43588 21 環境省 特定建設作業に対する改善勧告 振動規制法 1976 1 法律 64 15 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
特定建設作業に対する改善勧告件
数及び内容

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

振動規制法施
行状況調査

1 OD
http://www.env.
go.jp/air/sindo/i
ndex.html

7 構造化
PDF

1 年1回 3月頃

43589 21 環境省 特定建設作業に対する改善命令 振動規制法 1976 1 法律 64 15 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
特定建設作業に対する改善命令件
数及び内容

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

振動規制法施
行状況調査

1 OD
http://www.env.
go.jp/air/sindo/i
ndex.html

7 構造化
PDF

1 年1回 3月頃

43590 21 環境省
道路管理者又は都道府県公安委員会に対す
る道路交通振動防止の要請

振動規制法 1976 1 法律 64 16 1 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
道路管理者又は都道府県公安委員
会に対する道路交通振動防止の要
請の件数及び内容

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

振動規制法施
行状況調査

1 OD
http://www.env.
go.jp/air/sindo/i
ndex.html

7 構造化
PDF

1 年1回 3月頃

43591 21 環境省
関係行政機関に対し資料の送付その他の協
力を求め、又は振動防止に関し意見を述べる
こと

振動規制法 1976 1 法律 64 20 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明

43592 21 環境省 上乗せ排水基準の策定又は変更の勧告 水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 4 1 1 申請等 1 国 3 地方等 4 地方の事務でない × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国（環境省）への報告義
務がない

43593 21 環境省
総量規制の指定水域及び指定地域の制定・
改廃の立案に係る関係都道府県知事からの
意見聴取

水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 4 2 3 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続であ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43594 21 環境省
総量削減基本方針の策定又は変更に係る関
係都道府県知事からの意見聴取

水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 4 2 4 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続であ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43595 21 環境省
総量削減基本方針の策定又は変更に係る関
係都道府県知事への通知

水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 4 2 5 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続であ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43596 21 環境省 測定計画の策定に係る指示 水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 16 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続であ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43597 21 環境省
特定事業場の設置者等に対する特定施設の
状況等の報告徴収

水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 22 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国（環境省）への報告義
務がない

43598 21 環境省
関係地方公共団体に対する資料の提出の要
求等

水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 24 1 1 申請等 1 国 3 地方等 4 地方の事務でない × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国（環境省）への報告義
務がない

43599 21 環境省 環境大臣の都道府県知事等に対する指示 水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 24 2 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 4 地方の事務でない × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国（環境省）への報告義
務がない

43600 21 環境省 特定施設の設置の届出 水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 5 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国（環境省）への報告義
務がない

43601 21 環境省 有害物質使用特定施設の設置の届出 水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 5 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
自治事務であり、オンライ
ン化の検討状況含め不明

43602 21 環境省 経過措置としての特定施設設置者の届出 水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 6 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国（環境省）への報告義
務がない

43603 21 環境省
指定地域特定施設又は指定地域の指定に係
る経過措置としての指定地域特定施設設置
者の届出

水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 6 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続であ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43604 21 環境省
指定地域の指定に係る経過措置としての特
定施設設置者の届出

水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 6 3 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続であ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

43605 21 環境省 特定施設の構造等の変更の届出 水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 7 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国（環境省）への報告義
務がない

43606 21 環境省 氏名等の変更の届出 水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 10 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国（環境省）への報告義
務がない

43607 21 環境省 特定施設の使用廃止の届出 水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 10 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国（環境省）への報告義
務がない

43608 21 環境省 特定施設設置者たる地位の承継の届出 水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 11 3 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国（環境省）への報告義
務がない

43609 21 環境省 汚濁負荷量の測定手法の届出 水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 14 3 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続であ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43610 21 環境省 汚濁負荷量の測定手法変更の届出 水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 14 3 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続であ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43611 21 環境省
特定事業場における事故時の状況及び講じ
た施策の概要の届出

水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 14 2 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国（環境省）への報告義
務がない

43612 21 環境省
貯油事業場等における事故時の状況及び講
じた施策の概要の届出

水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 14 2 3 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国（環境省）への報告義
務がない

43614 21 環境省
指定地域における事業場の設置者等に対す
る汚水等の処理方法等の報告徴収

水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 22 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続であ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43615 21 環境省 上乗せ排水基準の関係機関への通知 水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 3 5 1 申請等 3 地方等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国（環境省）への報告義
務がない

43616 21 環境省
総量削減計画を定める際の関係市町村長か
らの意見聴取

水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 4 3 3 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続であ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43617 21 環境省
総量削減計画を定める際の環境大臣との協
議

水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 4 3 3 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

43618 21 環境省 総量削減計画の公表 水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 4 3 5 1 申請等 3 地方等 5 国民等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続であ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43619 21 環境省
総量削減計画を変更する際の関係市町村長
からの意見聴取

水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 4 3 6 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続であ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43620 21 環境省
総量削減計画を変更する際の環境大臣との
協議

水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 4 3 6 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
過去に当該手続きが行わ
れたか不明

43621 21 環境省 総量削減計画の変更の公表 水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 4 3 6 1 申請等 3 地方等 5 国民等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続であ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43622 21 環境省 総量規制基準の公示 水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 4 5 4 1 申請等 3 地方等 5 国民等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続であ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43623 21 環境省 総量規制基準の変更の公示 水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 4 5 4 1 申請等 3 地方等 5 国民等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続であ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43624 21 環境省 総量規制基準の廃止の公示 水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 4 5 4 1 申請等 3 地方等 5 国民等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続であ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43625 21 環境省 計画変更命令 水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 8 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国（環境省）への報告義
務がない

43626 21 環境省 計画の廃止の命令 水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 8 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国（環境省）への報告義
務がない

43627 21 環境省 指定地域内事業場に対する計画変更命令 水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 8 2 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続であ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43628 21 環境省 改善命令 水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 13 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国（環境省）への報告義
務がない

43629 21 環境省 一時停止命令 水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 13 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国（環境省）への報告義
務がない

43630 21 環境省 総量規制基準に係る改善命令 水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 13 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続であ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43631 21 環境省 特定地下浸透水に係る改善命令 水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 13 2 1 1 申請等 3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
自治事務であり、オンライ
ン化の検討状況含め不明

43632 21 環境省 特定地下浸透水に係る一時停止命令 水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 13 2 1 1 申請等 3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
自治事務であり、オンライ
ン化の検討状況含め不明

43633 21 環境省
指定地域内における指定地域内事業場以外
の者に対する指導、助言及び勧告

水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 13 4 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続であ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43634 21 環境省 事故時の応急措置命令 水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 14 2 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国（環境省）への報告義
務がない

43635 21 環境省 地下水の水質の浄化に係る措置命令等 水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 14 3 1 1 申請等 3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
自治事務であり、オンライ
ン化の検討状況含め不明

43636 21 環境省 地下水の水質の浄化に係る措置命令等 水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 14 3 2 1 申請等 3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
自治事務であり、オンライ
ン化の検討状況含め不明

43637 21 環境省
生活排水対策重点地域の指定に係る関係市
長村長からの意見聴取

水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 14 8 2 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
地方における手続きであ
り不明

43638 21 環境省
生活排水対策重点地域の指定に係る関係都
府県知事への通知

水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 14 8 3 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
地方における手続きであ
り不明

43640 21 環境省
生活排水対策重点地域の指定に係る関係市
町村長への通知

水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 14 8 4 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
地方における手続きであ
り不明

43641 21 環境省
生活排水対策重点地域の変更に係る関係市
長村長からの意見聴取

水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 14 8 2 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
地方における手続きであ
り不明

43642 21 環境省
生活排水対策重点地域の変更に係る関係都
府県知事への通知

水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 14 8 3 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
地方における手続きであ
り不明

43644 21 環境省
生活排水対策重点地域の変更に係る関係市
町村長への通知

水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 14 8 4 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
地方における手続きであ
り不明

43645 21 環境省
生活排水対策推進計画の策定に係る都道府
県知事への通知

水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 14 9 5 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
地方における手続きであ
り不明

43646 21 環境省
生活排水対策推進計画の策定に係る市町村
への助言及び勧告

水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 14 9 6
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
地方における手続きであ
り不明

43648 21 環境省
生活排水対策推進計画の変更に係る都道府
県知事への通知

水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 14 9 5 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
地方における手続きであ
り不明

43649 21 環境省
生活排水対策推進計画の変更に係る市町村
への助言及び勧告

水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 14 9 6
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
地方における手続きであ
り不明

43651 21 環境省
生活排水対策重点地域において生活排水を
排出する者に対する指導、助言及び勧告

水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 14 11 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
地方における手続きであ
り不明

43652 21 環境省 常時監視結果の報告 水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 15 2 1 申請等 3 地方等 1 国 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 公共用水域の水質測定結果 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-1 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに掲載）

公共用水域の
水質測定結果

1 OD

https://water-
pub.env.go.jp/wa
ter-pub/mizu-
site/

2 CSV 1 年1回 ３月頃

43653 21 環境省
測定計画の策定に係る都道府県と国の行政
機関の長との協議

水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 16 1 1 申請等 4-3 国又は地方等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43654 21 環境省 水質測定結果の送付 水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 16 4 1 申請等 4-3 国又は地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43655 21 環境省 地下水の水質測定に係る協力要請 水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 16 2 1 1 申請等 3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
自治事務であり、オンライ
ン化の検討状況含め不明

43656 21 環境省 水質測定結果の公表 水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 17 1 1 申請等 3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 公共用水域の水質測定結果 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

公共用水域の
水質測定結果

1 OD 都道府県ＨＰ
7 構造化
PDF

1 年1回
自治体毎
に異なる

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43657 21 環境省 緊急時の一般への周知 水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 18 1 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国（環境省）への報告義
務がない

43658 21 環境省 緊急時の措置の命令 水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 18 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国（環境省）への報告義
務がない

43659 21 環境省 適用除外による届出の通知 水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 23 2 1 申請等 1 国 3 地方等 4 地方の事務でない × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国（環境省）への報告義
務がない

43660 21 環境省 法律規定による措置の要請 水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 23 3 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

他の行政機関等における
手続きであり、当該手続
関係書類の環境省への報
告義務がない

43661 21 環境省 要請に基づき講じた措置の通知 水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 23 4 1 申請等 1 国 3 地方等 4 地方の事務でない × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国（環境省）への報告義
務がない

43662 21 環境省 改善命令等の実施に当たっての協議 水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 23 5 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

他の行政機関等における
手続きであり、当該手続
関係書類の環境省への報
告義務がない

43663 21 環境省 都道府県知事による資料の提出の要求等 水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 24 2 1 申請等 3 地方等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国（環境省）への報告義
務がない

43664 21 環境省 都道府県知事による関係機関への意見陳述 水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 24 2 1 申請等 3 地方等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国（環境省）への報告義
務がない

43665 21 環境省
河川管理者、港湾管理者等による都道府県
知事への意見陳述

水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 24 3 1 申請等 4-3 国又は地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国（環境省）への報告義
務がない

43667 21 環境省
基本計画の決定又は変更に係る関係府県知
事からの意見聴取

瀬戸内海環境保全特別措
置法

1973 1 法律 110 3 3 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
基本計画の変更に係る関係府県知
事からの意見聴取

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

43668 21 環境省
基本計画の決定又は変更の関係府県知事
への送付

瀬戸内海環境保全特別措
置法

1973 1 法律 110 3 4 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 瀬戸内海環境保全基本計画 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

計画の全文 1 OD
http://www.env.
go.jp/press/100
433.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

43669 21 環境省 指定物質削減指導方針策定の指示
瀬戸内海環境保全特別措
置法

1973 1 法律 110 12 4 1 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）  指定物質削減指導方針 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
指定物質削減
指導方針

2 非OD
http://www.env.
go.jp/hourei/ind
ex.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

43670 21 環境省 関係府県知事に対する勧告及び助言
瀬戸内海環境保全特別措
置法

1973 1 法律 110 20 1 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
過去に当該手続きが行わ
れたか不明

43671 21 環境省 勧告及び助言に係る措置の報告
瀬戸内海環境保全特別措
置法

1973 1 法律 110 20 2 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
過去に当該手続きが行わ
れたか不明

43672 21 環境省 環境大臣の指示
瀬戸内海環境保全特別措
置法

1973 1 法律 110 21 2 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
過去に当該手続きが行わ
れたか不明

43673 21 環境省 特定施設の設置の許可
瀬戸内海環境保全特別措
置法

1973 1 法律 110 5 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
各府県ごとに掲載ＵＲＬは
異なる

43674 21 環境省 経過措置としての特定施設設置者の届出
瀬戸内海環境保全特別措
置法

1973 1 法律 110 7 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
各府県ごとに掲載ＵＲＬは
異なる

43675 21 環境省 特定施設の構造等の変更の許可
瀬戸内海環境保全特別措
置法

1973 1 法律 110 8 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
各府県ごとに掲載ＵＲＬは
異なる

43676 21 環境省 特定施設の構造等の軽微な変更の届出
瀬戸内海環境保全特別措
置法

1973 1 法律 110 8 4 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
各府県ごとに状況が異な
るため

43677 21 環境省 氏名等の変更、又は使用施設廃止の届出
瀬戸内海環境保全特別措
置法

1973 1 法律 110 9 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
各府県ごとに状況が異な
るため

43678 21 環境省 特定施設設置者たる地位の承継の届出
瀬戸内海環境保全特別措
置法

1973 1 法律 110 10 3 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
各府県ごとに状況が異な
るため

43679 21 環境省
都道府県知事から指定物質排出者に対して
行う報告徴収

瀬戸内海環境保全特別措
置法

1973 1 法律 110 12 6 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
過去に当該手続きが行わ
れたか不明

43680 21 環境省
府県計画の策定に係る府県知事の環境大臣
との協議

瀬戸内海環境保全特別措
置法

1973 1 法律 110 4 3 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
各府県ごとに状況が異な
るため

43681 21 環境省
府県計画の策定に係る府県知事の協議会、
住民への意見聴取

瀬戸内海環境保全特別措
置法

1973 1 法律 110 4 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 5 国民等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
各府県ごとに状況が異な
るため

43682 21 環境省
府県計画の同意に係る環境大臣の関係行政
機関の長との協議

瀬戸内海環境保全特別措
置法

1973 1 法律 110 4 4 1 申請等 1 国 1 国 × 21 環境省 6 不明
各府県ごとに状況が異な
るため

43683 21 環境省
府県知事による策定した府県計画の関係市
町村への送付

瀬戸内海環境保全特別措
置法

1973 1 法律 110 4 5 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
各府県ごとに状況が異な
るため

43684 21 環境省
府県計画の変更に係る府県知事の環境大臣
との協議

瀬戸内海環境保全特別措
置法

1973 1 法律 110 4 6 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
各府県ごとに状況が異な
るため

43685 21 環境省
府県知事による変更した府県計画の関係市
町村への送付

瀬戸内海環境保全特別措
置法

1973 1 法律 110 4 6 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
各府県ごとに状況が異な
るため

43686 21 環境省 特定施設の設置許可申請の概要の告示
瀬戸内海環境保全特別措
置法

1973 1 法律 110 5 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 5 国民等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
各府県ごとに状況が異な
るため

43687 21 環境省 特定施設の設置許可申請書の縦覧
瀬戸内海環境保全特別措
置法

1973 1 法律 110 5 4 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
各府県ごとに状況が異な
るため

43688 21 環境省 設置許可申請に係る関係機関への意見聴取
瀬戸内海環境保全特別措
置法

1973 1 法律 110 5 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
各府県ごとに状況が異な
るため

43689 21 環境省
設置許可申請の概要の告示の関係機関へ
の通知

瀬戸内海環境保全特別措
置法

1973 1 法律 110 5 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
各府県ごとに状況が異な
るため

43690 21 環境省 特定施設の変更許可申請の概要の告示
瀬戸内海環境保全特別措
置法

1973 1 法律 110 8 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 5 国民等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
各府県ごとに状況が異な
るため

43691 21 環境省 特定施設の変更許可申請書の縦覧
瀬戸内海環境保全特別措
置法

1973 1 法律 110 8 3 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
各府県ごとに状況が異な
るため



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

43692 21 環境省 変更許可申請に係る関係機関への意見聴取
瀬戸内海環境保全特別措
置法

1973 1 法律 110 8 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
各府県ごとに状況が異な
るため

43693 21 環境省
変更許可申請の概要の告示の関係機関へ
の通知

瀬戸内海環境保全特別措
置法

1973 1 法律 110 8 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
各府県ごとに状況が異な
るため

43694 21 環境省 違反に対する措置命令
瀬戸内海環境保全特別措
置法

1973 1 法律 110 11 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
各府県ごとに状況が異な
るため

43695 21 環境省
指定物質策定指導方針の策定又は変更の
報告

瀬戸内海環境保全特別措
置法

1973 1 法律 110 12 4 3 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
各府県ごとに状況が異な
るため

43696 21 環境省
関係府県知事による指定物質策定指導方針
に従った、指導、助言及び勧告

瀬戸内海環境保全特別措
置法

1973 1 法律 110 12 5 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
各府県ごとに状況が異な
るため

43697 21 環境省 自然海岸保全地区内の行為の届出
瀬戸内海環境保全特別措
置法

1973 1 法律 110 12 8 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
各府県ごとに状況が異な
るため

43698 21 環境省
政令市の事務の委任に係る関係府県知事へ
の通知

瀬戸内海環境保全特別措
置法

1973 1 法律 110 23 2 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
各府県ごとに状況が異な
るため

43699 21 環境省
府県計画の変更に係る府県知事の協議会、
住民への意見聴取

瀬戸内海環境保全特別措
置法

1973 1 法律 110 4 6
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 5 国民等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
各府県ごとに状況が異な
るため

43700 21 環境省
府県計画の変更の同意に係る環境大臣の関
係行政機関の長との協議

瀬戸内海環境保全特別措
置法

1973 1 法律 110 4 6 1 申請等 1 国 1 国 × 21 環境省 6 不明
各府県ごとに状況が異な
るため

43716 21 環境省
特定施設の状況、特定建設作業等に関する
報告

騒音規制法 1968 1 法律 98 20 1 1 申請等 3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明

43717 21 環境省
規制地域の指定、変更又は廃止に対する関
係市町村への意見聴取

騒音規制法 1968 1 法律 98 3 2 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明

43718 21 環境省 規制地域の指定、変更又は廃止の公示 騒音規制法 1968 1 法律 98 3 3 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明
43719 21 環境省 規制基準の公示 騒音規制法 1968 1 法律 98 4 3 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明

43720 21 環境省 特定工場等に対する計画変更勧告 騒音規制法 1968 1 法律 98 9 1 申請等 3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
特定工場等に対する計画変更勧告
件数及び内容

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

騒音規制法施
行状況調査

1 OD
http://www.env.
go.jp/air/noise/i
ndex.html

7 構造化
PDF

1 年1回 3月頃

43721 21 環境省 特定工場等に対する改善勧告 騒音規制法 1968 1 法律 98 12 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
特定工場等に対する改善勧告件数
及び内容

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

騒音規制法施
行状況調査

1 OD
http://www.env.
go.jp/air/noise/i
ndex.html

7 構造化
PDF

1 年1回 3月頃

43722 21 環境省 特定工場等に対する改善命令 騒音規制法 1968 1 法律 98 12 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
特定工場等に対する改善命令件数
及び内容

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

騒音規制法施
行状況調査

1 OD
http://www.env.
go.jp/air/noise/i
ndex.html

7 構造化
PDF

1 年1回 3月頃

43723 21 環境省 特定建設作業に対する改善勧告 騒音規制法 1968 1 法律 98 15 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
特定建設作業に対する改善勧告件
数及び内容

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

騒音規制法施
行状況調査

1 OD
http://www.env.
go.jp/air/noise/i
ndex.html

7 構造化
PDF

1 年1回 3月頃

43724 21 環境省 特定建設作業に対する改善命令 騒音規制法 1968 1 法律 98 15 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
特定建設作業に対する改善命令件
数及び内容

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

騒音規制法施
行状況調査

1 OD
http://www.env.
go.jp/air/noise/i
ndex.html

7 構造化
PDF

1 年1回 3月頃

43725 21 環境省
都道府県公安委員会に対する道路交通法の
規定による措置の要請

騒音規制法 1968 1 法律 98 17 1 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
都道府県公安委員会に対する道路
交通法の規定による措置の要請の
件数及び内容

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

騒音規制法施
行状況調査

1 OD
http://www.env.
go.jp/air/noise/i
ndex.html

7 構造化
PDF

1 年1回 3月頃

43726 21 環境省
関係行政機関に対し資料の送付その他の協
力を求め、又は騒音防止に関し意見を述べる
こと

騒音規制法 1968 1 法律 98 22 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
自治事務のため詳細不明.
少なくとも国ではデータを
保持していない

43727 21 環境省
有害大気汚染物質ごとの大気汚染による人
の健康に係る被害が生ずるおそれの程度の
評価及び成果の定期的な公表

大気汚染防止法 1968 1 法律 97 18 36 2 3 縦覧等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
今後の有害大気汚染物質対策のあ
り方について（答申）

11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

今後の有害大
気汚染物質対
策のあり方に
ついて（中間
答申）

1 OD
http://www.env.
go.jp/air/kijun/in
dex.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期
今後の有害大気汚染
物質対策のあり方につ
いて（第２次答申）

1 OD
http://www.env.
go.jp/air/kijun/in
dex.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期
今後の有害大気汚染
物質対策のあり方につ
いて（第３次答申）

1 OD

http://ww
w.env.go.j
p/air/kiju
n/index.ht
ml

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期

43728 21 環境省
関係地方公共団体の長に対する資料の提出
要求等

大気汚染防止法 1968 1 法律 97 28 1 1 申請等 1 国 3 地方等 4 地方の事務でない × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国（環境省）への報告義
務がない

43729 21 環境省
都道府県知事等に対する都道府県知事等が
行う命令等に関する指示

大気汚染防止法 1968 1 法律 97 28 2 1 申請等 1 国 3 地方等 4 地方の事務でない × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国（環境省）への報告義
務がない

43730 21 環境省 ばい煙発生施設の設置の届出 大気汚染防止法 1968 1 法律 97 6 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明
43731 21 環境省 ばい煙発生施設の構造等の変更の届出 大気汚染防止法 1968 1 法律 97 8 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明

43732 21 環境省
ばい煙発生施設設置者に係る氏名の変更等
の届出

大気汚染防止法 1968 1 法律 97 11 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明

43733 21 環境省 ばい煙発生施設設置者に係る承継の届出 大気汚染防止法 1968 1 法律 97 12 3 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明
43735 21 環境省 一般粉じん発生施設の設置等の届出 大気汚染防止法 1968 1 法律 97 18 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明
43736 21 環境省 一般粉じん発生施設の変更の届出 大気汚染防止法 1968 1 法律 97 18 3 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明
43737 21 環境省 特定粉じん発生施設の設置等の届出 大気汚染防止法 1968 1 法律 97 18 6 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明
43738 21 環境省 特定粉じん発生施設の変更の届出 大気汚染防止法 1968 1 法律 97 18 6 3 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明

43739 21 環境省 特定粉じん排出等作業の実施の届出 大気汚染防止法 1968 1 法律 97 18 15 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明

43740 21 環境省
特定粉じん排出等作業の実施の届出（緊急
時）

大気汚染防止法 1968 1 法律 97 18 15 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明

43741 21 環境省
経過措置（ばい煙発生施設の設置の届出関
係）

大気汚染防止法 1968 1 法律 97 7 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明

43742 21 環境省
経過措置（一般粉じん発生施設の設置等の
届出関係）

大気汚染防止法 1968 1 法律 97 18 2 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明

43743 21 環境省
経過措置（特定粉じん発生施設の設置等の
届出関係）

大気汚染防止法 1968 1 法律 97 18 7 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明

43744 21 環境省
氏名の変更等の届出（一般粉じん発生施設
設置者に係る準用規定）

大気汚染防止法 1968 1 法律 97 18 13 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明

43745 21 環境省
承継の届出（一般粉じん発生施設設置者に
係る準用規定）

大気汚染防止法 1968 1 法律 97 18 13 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明

43746 21 環境省
氏名の変更等の届出（特定粉じん発生施設
設置者に係る準用規定）

大気汚染防止法 1968 1 法律 97 18 13 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明

43747 21 環境省
承継の届出（特定粉じん発生施設設置者に
係る準用規定）

大気汚染防止法 1968 1 法律 97 18 13 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明

43748 21 環境省 ばい煙発生施設の状況等の報告の徴収 大気汚染防止法 1968 1 法律 97 26 1 1 申請等 4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明

43749 21 環境省
適用除外関係（ばい煙発生施設等の届出事
項の都道府県知事への通知）

大気汚染防止法 1968 1 法律 97 27 2 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国（環境省）への報告義
務がない

43750 21 環境省
適用除外関係（計画変更命令等の措置の行
政機関の長への要請）

大気汚染防止法 1968 1 法律 97 27 3 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国（環境省）への報告義
務がない

43751 21 環境省
適用除外関係（要請に基づく措置の都道府県
への通知）

大気汚染防止法 1968 1 法律 97 27 4 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国（環境省）への報告義
務がない

43752 21 環境省
適用除外関係（改善命令等の実施の際の行
政機関の長への協議）

大気汚染防止法 1968 1 法律 97 27 5 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国（環境省）への報告義
務がない

43753 21 環境省 総量規制基準の公示 大気汚染防止法 1968 1 法律 97 5 2 7 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国（環境省）への報告義
務がない

43754 21 環境省
指定ばい煙総量削減計画を定める際の関係
市町村長からの意見聴取

大気汚染防止法 1968 1 法律 97 5 3 2 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
地方における手続きであ
り不明

43755 21 環境省 指定ばい煙総量削減計画の公告 大気汚染防止法 1968 1 法律 97 5 3 4 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
地方における手続きであ
り不明

43756 21 環境省
指定ばい煙総量削減計画の変更についての
準用規定（関係市町村長からの意見聴取）

大気汚染防止法 1968 1 法律 97 5 3 5 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国（環境省）への報告義
務がない

43757 21 環境省
指定ばい煙総量削減計画の変更についての
準用規定（公告）

大気汚染防止法 1968 1 法律 97 5 3 6 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
地方における手続きであ
り不明

43758 21 環境省
届出のあったばい煙発生施設の構造等に関
する計画の変更又は廃止の命令

大気汚染防止法 1968 1 法律 97 9
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続であ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43759 21 環境省
届出のあった特定工場等における指定ばい
煙の処理方法の改善等の命令

大気汚染防止法 1968 1 法律 97 9 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続であ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43760 21 環境省
ばい煙発生施設の構造等の改善命令又は使
用一時停止命令

大気汚染防止法 1968 1 法律 97 14 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続であ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43761 21 環境省 指定ばい煙の処理方法の改善等の改善命令 大気汚染防止法 1968 1 法律 97 14 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続であ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43762 21 環境省 季節による燃料使用基準の遵守勧告 大気汚染防止法 1968 1 法律 97 15 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続であ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43763 21 環境省 季節による燃料使用基準の遵守命令 大気汚染防止法 1968 1 法律 97 15 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続であ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43764 21 環境省 季節による燃料規制基準の公示 大気汚染防止法 1968 1 法律 97 15 5 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続であ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43765 21 環境省 指定地域における燃料使用基準の遵守勧告 大気汚染防止法 1968 1 法律 97 15 2 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続であ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43766 21 環境省 指定地域における燃料使用基準の遵守命令 大気汚染防止法 1968 1 法律 97 15 2 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続であ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43767 21 環境省
指定地域における燃料使用基準についての
準用規定（公示）

大気汚染防止法 1968 1 法律 97 15 2 5 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続であ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43768 21 環境省 事故時における措置命令 大気汚染防止法 1968 1 法律 97 17 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続であ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43769 21 環境省
一般粉じん発生施設に係る基準適合命令又
は使用一時停止命令

大気汚染防止法 1968 1 法律 97 18 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続であ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43770 21 環境省
届出のあった特定粉じん発生施設の構造等
に関する計画の変更又は廃止の命令

大気汚染防止法 1968 1 法律 97 18 8
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続であ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43771 21 環境省
特定粉じん発生施設の構造等の改善命令又
は使用一時停止命令

大気汚染防止法 1968 1 法律 97 18 11
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続であ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43772 21 環境省
届出のあった特定粉じん排出等作業の方法
に関する計画変更命令

大気汚染防止法 1968 1 法律 97 18 16
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続であ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43773 21 環境省
特定粉じん排出等作業の作業適合命令又は
使用一時停止命令

大気汚染防止法 1968 1 法律 97 18 19
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続であ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43774 21 環境省
都道府県公安委員会に対する道路交通法の
規定による措置の要請

大気汚染防止法 1968 1 法律 97 21 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
地方自治体の実施状態が
不明である

43775 21 環境省
道路管理者又は関係行政機関の長に対する
自動車排出ガス濃度減少に資する事項に関
する意見陳述

大気汚染防止法 1968 1 法律 97 21 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
地方自治体の実施状態が
不明である

43776 21 環境省 緊急時における協力要求 大気汚染防止法 1968 1 法律 97 23 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明

43777 21 環境省 緊急時における措置命令 大気汚染防止法 1968 1 法律 97 23 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明

43778 21 環境省
緊急時における都道府県公安委員会に対す
る措置要請

大気汚染防止法 1968 1 法律 97 23 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
地方自治体の実施状態が
不明である

43779 21 環境省 大気汚染状況の公表 大気汚染防止法 1968 1 法律 97 24 1 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省
大気の汚染の状況の公
表

○ 6 不明

大気汚染防止法第24条1
項の規定による都道府県
知事が行う大気汚染状況
の公表については、大気
汚染防止法施行規則第18
条の2より、「インターネット
の利用その他の適切な方
法により行うものとする。」
とされており、公表方法は
各都道府県知事に委ねら
れているが、自治事務の
ため、詳細不明。

43780 21 環境省
関係行政機関の長又は関係地方公共団体
の長に対する協力要求等

大気汚染防止法 1968 1 法律 97 28 2 1 申請等 3 地方等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続であ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43781 21 環境省 都道府県知事への必要な事項の通知 大気汚染防止法 1968 1 法律 97 31 2 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続であ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43783 21 環境省
指定物質排出施設の状況等に関する報告の
徴収

大気汚染防止法附則 1968 1 法律 97
備考
参照

11
附則第11項の規定であ
り、条が存在しない

3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省
指定物質排出施設の状
況等に関する報告の徴
収

○ 6 不明

地方等における手続であ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43784 21 環境省 指定物質の排出等についての勧告 大気汚染防止法附則 1968 1 法律 97
備考
参照

10
附則第10項の規定であ
り、条が存在しない

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省
指定物質の排出等につ
いての勧告

○ 6 不明

地方等における手続であ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43875 21 環境省 土壌汚染状況調査命令 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 36 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
http://www.env.
go.jp/water/dojo
/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

43876 21 環境省 指定調査機関に対する適合命令 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 39
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43877 21 環境省 指定支援法人の事業計画等の認可 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 48 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 事業計画書、収支予算書の写し 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43878 21 環境省 指定支援法人の事業報告提出 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 48 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 事業報告書、収支決算書の写し 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43879 21 環境省 指定支援法人に対する監督命令 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 51
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43880 21 環境省 報告徴収及び立入検査 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 54 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
http://www.env.
go.jp/water/dojo
/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

43881 21 環境省 指定調査機関に係る報告徴収及び立入検査 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 54 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43882 21 環境省 地方公共団体に対する資料等要求 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 56 1 ７３８３と重複
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

43883 21 環境省 地方公共団体に対する指示 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 57 1 ７３８４と重複
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43884 21 環境省 地方公共団体に対する資料等要求 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 56 1 ７３６３と重複
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43885 21 環境省 地方公共団体に対する指示 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 57 1 ７３６４と重複
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43886 21 環境省 指定支援法人に係る報告徴収及び立入検査 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 54 6
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43887 21 環境省 土壌汚染状況調査の結果の報告 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 3 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
http://www.env.
go.jp/water/dojo
/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

43888 21 環境省 土壌汚染状況調査の結果の報告 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 4 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
http://www.env.
go.jp/water/dojo
/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

43889 21 環境省 土壌汚染状況調査の結果の報告 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 5 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
http://www.env.
go.jp/water/dojo
/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

43890 21 環境省
土壌汚染状況調査の一時的免除の確認申
請

土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 3 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
http://www.env.
go.jp/water/dojo
/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

43891 21 環境省
土壌汚染状況調査の一時的免除の確認に係
る土地の利用方法の変更

土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 3 5 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
http://www.env.
go.jp/water/dojo
/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

43892 21 環境省 一定規模以上の土地形質の変更の届出 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 4 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
http://www.env.
go.jp/water/dojo
/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

43893 21 環境省 土地の形質の変更届出 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 12 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
http://www.env.
go.jp/water/dojo
/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

43894 21 環境省
形質変更時要届出区域が指定された際の土
地の形質の変更届出

土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 12 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
http://www.env.
go.jp/water/dojo
/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

43895 21 環境省 非常災害のための土地の形質の変更届出 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 12 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
http://www.env.
go.jp/water/dojo
/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

43896 21 環境省 要措置区域等の指定の申請 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 14 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
http://www.env.
go.jp/water/dojo
/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

43897 21 環境省 汚染土壌の区域外搬出の届出 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 16 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
https://www.env
.go.jp/water/doj
o/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

43898 21 環境省 汚染土壌の区域外搬出の届出の変更 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 16 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
https://www.env
.go.jp/water/doj
o/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

43899 21 環境省
非常災害のための汚染土壌の区域外搬出の
事後届出

土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 16 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
https://www.env
.go.jp/water/doj
o/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

43900 21 環境省
汚染土壌処理業の許可を受けようとする者の
許可申請

土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 22 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
https://www.env
.go.jp/water/doj
o/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

43901 21 環境省
破損及び事故により飛散し、流出し、地下に
浸透し又は発散したときの届出

土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 22 9 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
https://www.env
.go.jp/water/doj
o/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

43902 21 環境省
汚染土壌処理業者の許可に係る事項の変更
の許可申請

土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 23 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
https://www.env
.go.jp/water/doj
o/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

43903 21 環境省
汚染土壌処理業者の許可に係る軽微な事項
等の変更の届出

土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 23 3 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
https://www.env
.go.jp/water/doj
o/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

43904 21 環境省
汚染土壌処理業者の事業の休止、廃止又は
休廃止後の再開の届出

土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 23 4 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
https://www.env
.go.jp/water/doj
o/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

43905 21 環境省 調査の一時的免除の確認 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 3 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
http://www.env.
go.jp/water/dojo
/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

43906 21 環境省
有害物質使用特定施設の使用が廃止された
旨の通知

土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 3 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
http://www.env.
go.jp/water/dojo
/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

43907 21 環境省 調査の一時的免除確認の取り消し 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 3 6
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
http://www.env.
go.jp/water/dojo
/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

43908 21 環境省
土壌汚染状況調査の結果の報告又は是正
の命令

土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 3 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
http://www.env.
go.jp/water/dojo
/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

43909 21 環境省
一定規模の土地の形質変更の届出を受けた
土地の土壌汚染状況調査の命令

土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 4 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
http://www.env.
go.jp/water/dojo
/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

43910 21 環境省 土壌汚染状況調査の命令 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 5 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
http://www.env.
go.jp/water/dojo
/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

43911 21 環境省
土壌汚染状況調査の実施及び実施する旨の
公告

土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 5 2 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
http://www.env.
go.jp/water/dojo
/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

43912 21 環境省 要措置区域の指定、公示及び解除 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 6
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
http://www.env.
go.jp/water/dojo
/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

43913 21 環境省
形質変更時要届出区域の指定、公示及び解
除

土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 11
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
http://www.env.
go.jp/water/dojo
/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

43914 21 環境省
要措置区域等の指定台帳及び解除台帳の調
整、保管

土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 15 1 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
http://www.env.
go.jp/water/dojo
/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

43918 21 環境省
土地の形質の変更の施行方法に関する計画
変更命令

土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 12 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
http://www.env.
go.jp/water/dojo
/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

43919 21 環境省 運搬土壌搬出時の計画変更命令 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 16 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
https://www.env
.go.jp/water/doj
o/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

43920 21 環境省
汚染土壌の運搬、処理の委託に係る措置命
令

土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 19
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
https://www.env
.go.jp/water/doj
o/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

43921 21 環境省 汚染土壌処理業者に対する改善命令 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 24
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
https://www.env
.go.jp/water/doj
o/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

43922 21 環境省
汚染土壌処理業の許可の取り消し及び事業
の一部、全部停止命令

土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 25
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
https://www.env
.go.jp/water/doj
o/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

43923 21 環境省
汚染土壌処理施設を事業の用に供した者へ
の措置命令

土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 27 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
https://www.env
.go.jp/water/doj
o/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

43924 21 環境省 報告徴収及び立入検査 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 54 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
https://www.env
.go.jp/water/doj
o/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

43925 21 環境省
公共の用に供する施設の管理を行う者との
協議

土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 55 1 申請等 3 地方等
4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

公共の用に供する施
設の管理を行う不特
定多数の独立行政法
人が対象となりえるた
め特定は不可能であ
る。

1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
http://www.env.
go.jp/water/dojo
/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

43926 21 環境省 資料の送付等の要求等 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 56 2 ＩＤの７３６３と逆のもの 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
http://www.env.
go.jp/water/dojo
/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

43927 21 環境省 汚染土壌処理業の許可の更新の申請 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 22 5 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
https://www.env
.go.jp/water/doj
o/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

43977 21 環境省
公害防止統括者の選任及び死亡・解任の届
出

特定工場における公害防
止組織の整備に関する法
律

1971 1 法律 107 3 3 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

「地方（民間）における手
続きであり、当該手続関
係書類の国への報告義務
がないため」

43978 21 環境省
公害防止管理者の選任及び死亡・解任の届
出

特定工場における公害防
止組織の整備に関する法
律

1971 1 法律 107 4 3 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

「地方（民間）における手
続きであり、当該手続関
係書類の国への報告義務
がないため」

43979 21 環境省
公害防止主任管理者の選任及び死亡・解任
の届出

特定工場における公害防
止組織の整備に関する法
律

1971 1 法律 107 5 3 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

「地方（民間）における手
続きであり、当該手続関
係書類の国への報告義務
がないため」

43980 21 環境省
公害防止統括者の代理者の選任及び死亡・
解任の届出

特定工場における公害防
止組織の整備に関する法
律

1971 1 法律 107 6 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

「地方（民間）における手
続きであり、当該手続関
係書類の国への報告義務
がないため」

43981 21 環境省
公害防止管理者の代理者の選任及び死亡・
解任の届出

特定工場における公害防
止組織の整備に関する法
律

1971 1 法律 107 6 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

「地方（民間）における手
続きであり、当該手続関
係書類の国への報告義務
がないため」

43982 21 環境省
公害防止主任管理者の代理者の選任及び死
亡・解任の届出

特定工場における公害防
止組織の整備に関する法
律

1971 1 法律 107 6 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

「地方（民間）における手
続きであり、当該手続関
係書類の国への報告義務
がないため」

43983 21 環境省 特定事業者の地位の承継の届出
特定工場における公害防
止組織の整備に関する法
律

1971 1 法律 107 6 2 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

「地方（民間）における手
続きであり、当該手続関
係書類の国への報告義務
がないため」

43984 21 環境省 公害防止統括者等の解任命令
特定工場における公害防
止組織の整備に関する法
律

1971 1 法律 107 10 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

「地方（民間）における手
続きであり、当該手続関
係書類の国への報告義務
がないため」

43985 21 環境省
公害防止統括者等の職務の実施状況に関す
る報告の徴収

特定工場における公害防
止組織の整備に関する法
律

1971 1 法律 107 11 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

「地方（民間）における手
続きであり、当該手続関
係書類の国への報告義務
がないため」

43995 21 環境省 合格証書（国家試験）の再交付
特定工場における公害防
止組織の整備に関する法
律施行規則

1971 3 省令又は規則 3 17 1 1 申請等 5 国民等
4-2 独立行政法人等
又は地方等

一般社団法人産業環
境管理協会

× 21 環境省 6 不明

「一般社団法人における
手続きであり、当該手続
関係書類について報告を
受けていない」

43996 21 環境省 講習の受講申込み
特定工場における公害防
止組織の整備に関する法
律施行規則

1971 3 省令又は規則 3 18 1 1 申請等 5 国民等 2 独立行政法人等

一般社団法人産業環
境管理協会,一般社団
法人東京都金属プレ
ス工業会、一般社団
法人日本砕石協会

× 21 環境省 6 不明

「一般社団法人における
手続きであり、当該手続
関係書類について報告を
受けていない」

43997 21 環境省 修了証書の交付
特定工場における公害防
止組織の整備に関する法
律施行規則

1971 3 省令又は規則 3 18 5 1 申請等 2 独立行政法人等 5 国民等

一般社団法人産業環
境管理協会,一般社団
法人東京都金属プレ
ス工業会、一般社団
法人日本砕石協会

× 21 環境省 6 不明

「一般社団法人における
手続きであり、当該手続
関係書類について報告を
受けていない」

44009 21 環境省 基本方針の決定の公表

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 3 4 3 縦覧等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 6 その他 2 公開（OD未対応）

特定水道利水
障害のための
水道水源水域
の水質の保全
に関する基本
方針

2 非OD
http://www.env.
go.jp/hourei/05/
000183.html

8 その他
4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない
地方自治体での計画策定
等

html

44010 21 環境省 基本方針の変更の公表

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 3 5 3 縦覧等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

44011 21 環境省
指定に当たっての関係都道府県知事からの
意見聴取

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 4 4 1 申請等 1 国 3 地方等 4 地方の事務でない × 21 環境省 5 実績なし

44012 21 環境省 指定水域及び指定地域の指定の公示

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 4 7 3 縦覧等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

44013 21 環境省
指定の変更又は解除の届出に当たっての関
係都道府県知事からの意見聴取

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 4 9 1 申請等 1 国 3 地方等 4 地方の事務でない × 21 環境省 5 実績なし

44014 21 環境省
指定水域及び指定地域の変更又は解除の公
示

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 4 9 3 縦覧等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

44015 21 環境省 国から地方公共団体に対する助言

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 8 1 申請等 1 国 3 地方等 4 地方の事務でない × 21 環境省 5 実績なし

44016 21 環境省
国の行政機関の長による都道府県知事への
適用除外施設の届出の通知

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 16 2 1 申請等 1 国 3 地方等 4 地方の事務でない × 21 環境省 5 実績なし

44017 21 環境省
行政機関の長による要請に基づき講じた措
置に関する関係知事への通知

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 16 4 1 申請等 1 国 3 地方等 4 地方の事務でない × 21 環境省 5 実績なし

44018 21 環境省
都道府県が講じようとする勧告または命令に
関する国の行政機関の長との協議

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 16 5 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44019 21 環境省
水道水源特定事業場の状況等に関する報告
徴収

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 18 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44020 21 環境省
関係地方公共団体から環境大臣に対する資
料の提出及び説明

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 22 1 1 申請等 1 国 3 地方等 4 地方の事務でない × 21 環境省 5 実績なし

44021 21 環境省
河川管理者等から都道府県知事に対する水
質保全に係る意見

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 22 3 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44022 21 環境省 環境大臣から都道府県知事に対する指示

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 23 2 1 申請等 1 国 3 地方等 4 地方の事務でない × 21 環境省 5 実績なし

44023 21 環境省 水道水源特定施設の設置の届出

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 11 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし
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府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表
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データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

44024 21 環境省 特定施設等の設置の届出

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 11 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44025 21 環境省
水道水源特定施設又は指定地域の指定に係
る経過措置としての水道水源特定施設の設
置者の届出

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 12 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44026 21 環境省
特定施設等又は指定地域の指定に係る経過
措置としての特定施設等設置者の届出

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 12 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44027 21 環境省
水道水源特定施設等の構造等の変更の届
出

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 13 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44028 21 環境省
水道水源特定施設の設置者の氏名等の変
更の届出

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 13 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44029 21 環境省 水道水源特定施設の使用廃止の届出

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 13 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44030 21 環境省
水道水源特定施設等の設置者たる地位の承
継の届出

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 14 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44032 21 環境省
都道府県知事から環境大臣への指定水域及
び指定地域の申出

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 4 1 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44033 21 環境省 水道事業者から都道府県知事への要請

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 4 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44034 21 環境省
同法第4条第3項に基づく都府県知事から都
府県知事への通知

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 4 3 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44035 21 環境省
指定に当たっての水道事業者からの意見聴
取

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 4 5 1 申請等 3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44036 21 環境省
都道府県知事から環境大臣への指定水域及
び指定地域の届出の変更又は解除の申出

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 4 8 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44037 21 環境省
水道事業者から都道府県知事への要請の変
更又は解除の要請

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 4 9 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44038 21 環境省
要請に関する都道府県知事から都道府県知
事への通知

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 4 9 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44039 21 環境省
指定の変更又は解除の届出に当たっての水
道事業者からの意見聴取

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 4 9 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44040 21 環境省
関係都道府県知事による水質保全計画の協
議

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 5 6 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44041 21 環境省 関係市長村長からの意見の聴取

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 5 7 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44042 21 環境省 河川管理者との協議

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 5 7 1 申請等 3 地方等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44043 21 環境省
水質保全計画に係る都道府県知事と環境大
臣の協議

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 5 8 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44044 21 環境省
水質保全計画に係る都道府県知事から環境
大臣への報告

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 5 9 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44045 21 環境省 水質保全計画の公表

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 5 10 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44046 21 環境省
関係都道府県知事による水質保全計画の変
更に係る協議

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 5 12 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44047 21 環境省
関係市町村長からの水質保全計画の変更に
係る意見の聴取

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 5 12 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44048 21 環境省
水質保全計画の変更に係る河川管理者との
協議

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 5 12 1 申請等 3 地方等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44049 21 環境省
水質保全計画の変更に係る都道府県知事と
環境大臣の協議

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 5 12 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44050 21 環境省
水質保全計画の変更に係る都道府県知事か
ら環境大臣への報告

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 5 12 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44051 21 環境省 水質保全計画の変更の公表

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 5 12 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44053 21 環境省 基準の公示

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 9 4 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44054 21 環境省 基準の変更又は廃止の公示

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 9 4 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44055 21 環境省 計画変更勧告

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 15 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44056 21 環境省 一時停止勧告

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 15 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44057 21 環境省 改善勧告

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 15 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44058 21 環境省 勧告措置命令

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 15 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44060 21 環境省 適用除外施設に対する措置の要請

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 16 3 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44063 21 環境省
都道府県知事による水質保全のための指
導、助言及び勧告

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 17
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44064 21 環境省
関係行政機関の長又は関係地方公共団体
の長から都道府県知事に対する資料の送付

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 22 2 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44065 21 環境省
都道府県知事から関係行政機関の長又は関
係地方公共団体の長に対する水質保全に係
る意見

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 22 2 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44067 21 環境省 水道水に係る記録の提出の要求

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 23
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44068 21 環境省
政令で定める市から都道府県知事に対する
通知

特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別
措置法

1994 1 法律 9 27 2 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44070 21 環境省 特定原動機の型式指定申請
特定特殊自動車排出ガス
の規制等に関する法律

2005 1 法律 51 6 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
届出・申請に係る特定原動機の台
帳

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
型式指定特定
原動機一覧表

2 非OD

https://www.env
.go.jp/air/car/to
kutei_law/09081
4NE-all.pdf

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 4 その他

オープンデータ化又は公
開しないことについて、こ
れまで特段の検討を行っ
ていない

44071 21 環境省
型式指定特定原動機の製作等を行わなく
なった旨の届出

特定特殊自動車排出ガス
の規制等に関する法律

2005 1 法律 51 6 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
届出・申請に係る特定原動機の台
帳

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
型式指定特定
原動機一覧表

2 非OD

https://www.env
.go.jp/air/car/to
kutei_law/09081
4NE-all.pdf

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 4 その他

オープンデータ化又は公
開しないことについて、こ
れまで特段の検討を行っ
ていない

44072 21 環境省 特定特殊自動車の型式届出
特定特殊自動車排出ガス
の規制等に関する法律

2005 1 法律 51 10 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
届出・申請に係る特定特殊自動車
の台帳

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）

型式届出特定
特殊自動車一
覧 （2014年基
準適合車）

2 非OD

https://www.env
.go.jp/air/car/to
kutei_law/17032
2_nv3-all.pdf

7 構造化
PDF

2 年2～11
回

不定期 4 その他

オープンデータ化又は公
開しないことについて、こ
れまで特段の検討を行っ
ていない

44073 21 環境省
型式届出特定特殊自動車の記載事項の変
更の届出

特定特殊自動車排出ガス
の規制等に関する法律

2005 1 法律 51 10 3

特定特殊自動車排出ガス
の規制等に関する法律第
10条第3項、特定特殊自
動車排出ガスの規制等に
関する法律施行規則第14
条第2項

1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
届出・申請に係る特定原動機の台
帳

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）

型式届出特定
特殊自動車一
覧 （2014年基
準適合車）

2 非OD

https://www.env
.go.jp/air/car/to
kutei_law/17032
2_nv3-all.pdf

7 構造化
PDF

2 年2～11
回

不定期 4 その他

オープンデータ化又は公
開しないことについて、こ
れまで特段の検討を行っ
ていない

44074 21 環境省 少数生産特定特殊自動車の特例承認申請
特定特殊自動車排出ガス
の規制等に関する法律

2005 1 法律 51 12 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
届出・申請に係る特定原動機の台
帳

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）

型式承認少数
生産車一覧
（2014年少数
特例基準適合
車)

2 非OD

https://www.env
.go.jp/air/car/to
kutei_law/17032
8_ns3-all.pdf

7 構造化
PDF

2 年2～11
回

不定期 4 その他

オープンデータ化又は公
開しないことについて、こ
れまで特段の検討を行っ
ていない

44075 21 環境省
特定特殊自動車の技術基準適合の確認申
請

特定特殊自動車排出ガス
の規制等に関する法律

2005 1 法律 51 17 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
届出・申請に係る特定原動機の台
帳

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 4 その他

オープンデータ化又は公
開しないことについて、こ
れまで特段の検討を行っ
ていない

44076 21 環境省 財務諸表等
特定特殊自動車排出ガス
の規制等に関する法律

2005 1 法律 51 21 5 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
民間事業者が作成する資
料であり、国が把握してい
ないため

44085 21 環境省 対策地域の指定の報告
農用地の土壌の汚染防止
等に関する法律

1970 1 法律 139 3 4 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 対策地域の指定に関する情報 1 健康・医療・介護 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

農用地土壌汚
染防止法の施
行状況

1 OD

https://www.env
.go.jp/water/doj
o/nouyo/index.h
tml

7 構造化
PDF

1 年1回 12月頃

44086 21 環境省 対策地域の指定の通知
農用地の土壌の汚染防止
等に関する法律

1970 1 法律 139 3 4 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

44087 21 環境省
対策地域の区域の変更又は対策地域の指
定の解除の報告

農用地の土壌の汚染防止
等に関する法律

1970 1 法律 139 4 2 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
対策地域の変更・解除に関する情
報

1 健康・医療・介護 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

農用地土壌汚
染防止法の施
行状況

1 OD

https://www.env
.go.jp/water/doj
o/nouyo/index.h
tml

7 構造化
PDF

1 年1回 12月頃

44090 21 環境省 特別地区の指定の報告
農用地の土壌の汚染防止
等に関する法律

1970 1 法律 139 8 2 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

44091 21 環境省
特別地区の区域若しくは指定農作物等の範
囲の変更又は特別地区の指定の解除の報
告

農用地の土壌の汚染防止
等に関する法律

1970 1 法律 139 9 2 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

44092 21 環境省
農用地の土壌の汚染の防止に関する措置の
要請

農用地の土壌の汚染防止
等に関する法律

1970 1 法律 139 11
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

44093 21 環境省
農用地の土壌の汚染の防止に関する措置の
勧告

農用地の土壌の汚染防止
等に関する法律

1970 1 法律 139 11
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

44094 21 環境省 常時監視の結果の報告
農用地の土壌の汚染防止
等に関する法律

1970 1 法律 139 11 2 2 1 申請等 3 地方等 1 国 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 常時監視の対象地域・調査結果 1 健康・医療・介護 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

農用地土壌汚
染防止法の施
行状況

1 OD

https://www.env
.go.jp/water/doj
o/nouyo/index.h
tml

7 構造化
PDF

1 年1回 12月頃

44096 21 環境省 対策地域の指定に関する指示
農用地の土壌の汚染防止
等に関する法律

1970 1 法律 139 14 2 1 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

44097 21 環境省 特別地区の指定に関する指示
農用地の土壌の汚染防止
等に関する法律

1970 1 法律 139 14 2 1 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

44098 21 環境省
対策地域の区域の変更又は対策地域の指
定の解除に関する指示

農用地の土壌の汚染防止
等に関する法律

1970 1 法律 139 14 2 1 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

44099 21 環境省
特別地区の区域若しくは指定農作物等の範
囲の変更又は特別地区の指定の解除に関す
る指示

農用地の土壌の汚染防止
等に関する法律

1970 1 法律 139 14 2 1 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

44100 21 環境省
排水基準若しくは排出基準の変更のための
措置に関する指示

農用地の土壌の汚染防止
等に関する法律

1970 1 法律 139 14 2 1 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

44104 21 環境省 対策地域の指定要件の策定に関する報告
農用地の土壌の汚染防止
等に関する法律施行令

1971 2 政令 204 2 3 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

44298 21 環境省 構造等基準の遵守に係る改善命令 水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 13 3 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
自治事務であり、オンライ
ン化の検討状況含め不明

44299 21 環境省 構造等基準の遵守に係る一時停止命令 水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 13 3 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
自治事務であり、オンライ
ン化の検討状況含め不明

44300 21 環境省 指定調査機関の変更の届出 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 35 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 1 制度設計や制度の見直し 2 公開（OD未対応）
指定調査機関
一覧

2 非OD

http://www.env.
go.jp/water/dojo
/kikan/index.htm
l

8 その他
4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない HTML
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44301 21 環境省 指定調査機関の指定の申請 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 29 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 1 制度設計や制度の見直し 2 公開（OD未対応）
指定調査機関
一覧

2 非OD

http://www.env.
go.jp/water/dojo
/kikan/index.htm
l

8 その他
4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない HTML
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44302 21 環境省 指定調査機関の指定の更新の申請 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 32 2 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 1 制度設計や制度の見直し 2 公開（OD未対応）
指定調査機関
一覧

2 非OD

http://www.env.
go.jp/water/dojo
/kikan/index.htm
l

8 その他
4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない HTML
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44303 21 環境省 指定調査機関の業務規程の届出 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 37 1 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44304 21 環境省 指定調査機関の帳簿の備付け等 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 38 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44305 21 環境省 指定調査機関の廃止の届出 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 40 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 1 制度設計や制度の見直し 2 公開（OD未対応）
指定調査機関
一覧

2 非OD

http://www.env.
go.jp/water/dojo
/kikan/index.htm
l

8 その他
4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない HTML
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

44306 21 環境省 指定支援法人の指定 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 44 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 1 制度設計や制度の見直し 2 公開（OD未対応） 指定支援法人 2 非OD
http://www.env.
go.jp/water/dojo
/kikin_josei.html

8 その他
4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない HTML
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44307 21 環境省 指定支援法人の変更の届出 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 44 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 1 制度設計や制度の見直し 2 公開（OD未対応） 指定支援法人 2 非OD
http://www.env.
go.jp/water/dojo
/kikin_josei.html

8 その他
4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない HTML
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44308 21 環境省 指定支援法人の事業計画等の変更の認可 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 48 1 後段 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44309 21 環境省 技術管理者証の返納命令
土壌汚染対策法に基づく
指定調査機関及び指定支
援法人に関する省令

2002 3 省令又は規則 23 5 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44310 21 環境省 技術管理者証の交付申請
土壌汚染対策法に基づく
指定調査機関及び指定支
援法人に関する省令

2002 3 省令又は規則 23 6 1 1 申請等 5 国民等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44311 21 環境省 技術管理者証の更新申請
土壌汚染対策法に基づく
指定調査機関及び指定支
援法人に関する省令

2002 3 省令又は規則 23 7 1 1 申請等 5 国民等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44312 21 環境省 修了証の交付
土壌汚染対策法に基づく
指定調査機関及び指定支
援法人に関する省令

2002 3 省令又は規則 23 7 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44313 21 環境省 修了証の再交付
土壌汚染対策法に基づく
指定調査機関及び指定支
援法人に関する省令

2002 3 省令又は規則 23 7 3 1 申請等 5 国民等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44314 21 環境省 技術管理者証の再交付
土壌汚染対策法に基づく
指定調査機関及び指定支
援法人に関する省令

2002 3 省令又は規則 23 8 1 1 申請等 5 国民等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44315 21 環境省 技術管理者証の返納
土壌汚染対策法に基づく
指定調査機関及び指定支
援法人に関する省令

2002 3 省令又は規則 23 8 3 1 申請等 5 国民等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44316 21 環境省 技術管理者証の書換え
土壌汚染対策法に基づく
指定調査機関及び指定支
援法人に関する省令

2002 3 省令又は規則 23 9 1 申請等 5 国民等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44317 21 環境省 技術管理者証の返納
土壌汚染対策法に基づく
指定調査機関及び指定支
援法人に関する省令

2002 3 省令又は規則 23 10 1 申請等 5 国民等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44318 21 環境省 受験の申請
土壌汚染対策法に基づく
指定調査機関及び指定支
援法人に関する省令

2002 3 省令又は規則 23 14 1 申請等 5 国民等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44319 21 環境省 合格証書の交付
土壌汚染対策法に基づく
指定調査機関及び指定支
援法人に関する省令

2002 3 省令又は規則 23 15
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44320 21 環境省 合格証書の再交付
土壌汚染対策法に基づく
指定調査機関及び指定支
援法人に関する省令

2002 3 省令又は規則 23 16 1 申請等 5 国民等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44321 21 環境省 更新講習の申請
土壌汚染対策法に基づく
指定調査機関及び指定支
援法人に関する省令

2002 3 省令又は規則 23 7 2 1 申請等 5 国民等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44338 21 環境省
指定調査機関の指定、指定の取り消し並び
に失効の公示

土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 43 3 縦覧等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 指定調査機関に関する公示 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 2 公開（OD未対応）
指定調査機関
に関する公示

2 非OD

http://www.env.
go.jp/water/dojo
/kikan/index.htm
l

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44340 21 環境省
道路管理者又は関係行政機関の長への意
見陳述

騒音規制法 1968 1 法律 98 17 3 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
道路管理者又は関係行政機関の長
への意見陳述の件数及び内容

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

騒音規制法施
行状況調査

1 OD
http://www.env.
go.jp/air/noise/i
ndex.html

7 構造化
PDF

1 年1回 3月頃

44348 21 環境省 未査定液体物質の査定
海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 9 6 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44349 21 環境省
船舶からの廃棄物海洋投入処分の許可の申
請

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 10 6 2 1 申請等 4-3 国又は地方等 1 国 4 地方の事務でない × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44350 21 環境省
船舶からの廃棄物海洋投入処分の許可の申
請に係る公告・縦覧

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 10 6 4 3 縦覧等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-1 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに掲載）

申請書 1 OD
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44351 21 環境省
船舶からの廃棄物海洋投入処分の許可の申
請に係る意見書の提出

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 10 6 5 3 縦覧等 5 国民等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44352 21 環境省
船舶からの廃棄物海洋投入処分の許可証の
交付

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 10 6 6
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 4-3 国又は地方等 4 地方の事務でない × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44353 21 環境省
船舶からの廃棄物海洋投入処分の許可に係
る海上保安庁長官への通知

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 10 6 7
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44354 21 環境省
船舶からの廃棄物海洋投入処分の許可に係
る排出海域の監視報告

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 10 9 2 4 作成・保存等 4-3 国又は地方等 4 地方の事務でない × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44355 21 環境省
船舶からの廃棄物海洋投入処分の変更の許
可の申請

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 10 10 2 1 申請等 4-3 国又は地方等 1 国 4 地方の事務でない × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44356 21 環境省
船舶からの廃棄物海洋投入処分の変更の許
可の申請に係る公告・縦覧

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 10 10 3 3 縦覧等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書 1 OD
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44357 21 環境省
船舶からの廃棄物海洋投入処分の許可の変
更の申請に係る意見書の提出

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 10 10 3 3 縦覧等 5 国民等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44358 21 環境省
船舶からの廃棄物海洋投入処分の変更の許
可の許可証の交付

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 10 10 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 4-3 国又は地方等 4 地方の事務でない × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44359 21 環境省
船舶からの廃棄物海洋投入処分の許可の変
更の許可に係る海上保安庁長官への通知

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 10 10 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44360 21 環境省
船舶からの廃棄物海洋投入処分の許可に係
る軽微変更の届出

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 10 10 4 4 作成・保存等 4-3 国又は地方等 4 地方の事務でない × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44361 21 環境省
船舶からの廃棄物海洋投入処分の許可の取
消し

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 10 11
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 4-3 国又は地方等 4 地方の事務でない × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44362 21 環境省

有害水バラスト処理設備のうち薬剤の使用そ
の他環境省令で定める方法により有害水バ
ラストの処理を行うものについての環境大臣
の意見提出

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 17 2 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44363 21 環境省
海洋施設からの廃棄物海洋投入処分の許可
の申請

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 18 2 3 1 申請等 4-3 国又は地方等 1 国 4 地方の事務でない × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44364 21 環境省
海洋施設からの廃棄物海洋投入処分の許可
の申請に係る公告・縦覧

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 18 2 3 3 縦覧等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書 1 OD
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44365 21 環境省
海洋施設からの廃棄物海洋投入処分の許可
の申請に係る意見書の提出

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 18 2 3 3 縦覧等 5 国民等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44366 21 環境省
海洋施設からの廃棄物海洋投入処分の許可
証の交付

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 18 2 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 4-3 国又は地方等 4 地方の事務でない × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44367 21 環境省
海洋施設からの廃棄物海洋投入処分の許可
に係る海上保安庁長官への通知

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 18 2 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44368 21 環境省
海洋施設からの廃棄物海洋投入処分の許可
にかかる排出海域の監視報告

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 18 2 3 4 作成・保存等 4-3 国又は地方等 4 地方の事務でない × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44369 21 環境省
海洋施設からの廃棄物海洋投入処分の許可
に係る軽微変更の届け出

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 18 2 3 4 作成・保存等 4-3 国又は地方等 4 地方の事務でない × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44370 21 環境省
海洋施設からの廃棄物海洋投入処分の変更
の許可の申請

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 18 2 3 1 申請等 4-3 国又は地方等 1 国 4 地方の事務でない × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44371 21 環境省
海洋施設からの廃棄物海洋投入処分の変更
の許可の申請に係る公告・縦覧

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 18 2 3 3 縦覧等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書 1 OD
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44372 21 環境省
海洋施設からの廃棄物海洋投入処分の変更
の許可の申請に係る意見書の提出

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 18 2 3 3 縦覧等 5 国民等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44373 21 環境省
海洋施設からの廃棄物海洋投入処分の変更
の許可の許可証の交付

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 18 2 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 4-3 国又は地方等 4 地方の事務でない × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44374 21 環境省
海洋施設からの廃棄物海洋投入処分の変更
の許可に係る海上保安庁長官への通知

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 18 2 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44375 21 環境省
海洋施設からの廃棄物海洋投入処分の許可
の取消し

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 18 2 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 4-3 国又は地方等 4 地方の事務でない × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44376 21 環境省
特定二酸化炭素ガスの海底下廃棄の許可の
申請（懸念時監視・異常時監視・通常時監
視）

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 18 8 2 1 申請等 4-3 国又は地方等 1 国 4 地方の事務でない × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44377 21 環境省
特定二酸化炭素ガスの海底下廃棄の許可に
係る改善命令等

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 18 10
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 4-3 国又は地方等 4 地方の事務でない × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44378 21 環境省
特定二酸化炭素ガスの海底下廃棄の許可の
取消し

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 18 11
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 4-3 国又は地方等 4 地方の事務でない × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44379 21 環境省
特定二酸化炭素ガスの海底下廃棄の許可の
申請に係る公告・縦覧

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 18 12 3 縦覧等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書 1 OD
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44380 21 環境省
特定二酸化炭素ガスの海底下廃棄の許可の
申請に係る意見書の提出

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 18 12 3 縦覧等 5 国民等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44381 21 環境省
特定二酸化炭素ガスの海底下廃棄の許可証
の交付

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 18 12
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 4-3 国又は地方等 4 地方の事務でない × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44382 21 環境省
特定二酸化炭素ガスの海底下廃棄の許可に
係る海上保安庁長官への通知

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 18 12
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44383 21 環境省
特定二酸化炭素ガスの海底下廃棄の変更の
許可の申請

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 18 12 1 申請等 4-3 国又は地方等 1 国 4 地方の事務でない × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44384 21 環境省
特定二酸化炭素ガスの海底下廃棄の変更の
許可の申請に係る公告・縦覧

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 18 12 3 縦覧等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書 1 OD

http://www.env.
go.jp/water/kaiy
o/ocean_disp/2s
hinsei/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期

44385 21 環境省
特定二酸化炭素ガスの海底下廃棄の許可の
変更の申請に係る意見書の提出

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 18 12 3 縦覧等 5 国民等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44386 21 環境省
特定二酸化炭素ガスの海底下廃棄の変更の
許可の許可証の交付

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 18 12
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 4-3 国又は地方等 4 地方の事務でない × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44387 21 環境省
特定二酸化炭素ガスの海底下廃棄の許可の
変更の許可に係る海上保安庁長官への通知

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 18 12
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44388 21 環境省
特定二酸化炭素ガスの海底下廃棄の許可に
係る軽微変更の届け出

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 18 12 4 作成・保存等 4-3 国又は地方等 4 地方の事務でない × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44389 21 環境省
特定二酸化炭素ガスの海底下廃棄の許可に
係る相続の承認

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 18 14 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 4-3 国又は地方等 4 地方の事務でない × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44390 21 環境省 指定海域の指定等
海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 18 15 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44391 21 環境省 指定海域の指定等に係る公示
海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 18 15 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

告示 1 OD

http://www.env.
go.jp/water/kaiy
o/ccs2/eikyo_db
/laws.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期

44392 21 環境省 指定海域の指定等の解除
海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 18 15 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44393 21 環境省 指定海域の指定の解除に係る公示
海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 18 15 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

告示 1 OD

http://www.env.
go.jp/water/kaiy
o/ccs2/eikyo_db
/laws.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期

44394 21 環境省 海底及びその下の形質の変更の届け出
海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 19 2 1 4 作成・保存等 4-3 国又は地方等 4 地方の事務でない × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44395 21 環境省
海底及びその下の形質の変更に係る計画変
更命令

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 19 2 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 4-3 国又は地方等 4 地方の事務でない × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44396 21 環境省 海洋施設廃棄の許可
海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 43 2 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 4-3 国又は地方等 4 地方の事務でない × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44397 21 環境省
海洋施設廃棄の許可の申請に係る公告・縦
覧

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 43 4 3 縦覧等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書 1 OD

http://www.env.
go.jp/water/kaiy
o/ocean_disp/2s
hinsei/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期

44398 21 環境省
海洋施設廃棄の許可の申請に係る意見書の
提出

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 43 4 3 縦覧等 4-3 国又は地方等 4 地方の事務でない × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44399 21 環境省 海洋施設廃棄の許可証の交付
海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 43 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 4-3 国又は地方等 4 地方の事務でない × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44400 21 環境省
海洋施設廃棄の許可に係る海上保安庁長官
への通知

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 43 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44401 21 環境省 海洋施設廃棄に係る排出海域の監視報告
海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 43 4 4 作成・保存等 4-3 国又は地方等 4 地方の事務でない × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44402 21 環境省 海洋施設廃棄の変更の許可
海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 43 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 4-3 国又は地方等 4 地方の事務でない × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44403 21 環境省
海洋施設廃棄の許可に係る軽微変更の届け
出

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 43 4 4 作成・保存等 4-3 国又は地方等 4 地方の事務でない × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44404 21 環境省 海洋施設廃棄の変更の許可の申請
海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 43 4 1 申請等 4-3 国又は地方等 1 国 4 地方の事務でない × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44405 21 環境省
報告の徴収等（廃棄物の海洋投入処分、特
定二酸化炭素ガスの海底下廃棄、海洋施設
の廃棄）

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

1970 1 法律 136 48 3 4 作成・保存等 4-3 国又は地方等 4 地方の事務でない × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44772 21 環境省 揮発性有機化合物排出施設の設置の届出 大気汚染防止法 1968 1 法律 97 17 5 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明

44773 21 環境省
経過措置（揮発性有機化合物排出施設の設
置の届出関係）

大気汚染防止法 1968 1 法律 97 17 6 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

44774 21 環境省
揮発性有機化合物排出施設の構造等の変
更の届出

大気汚染防止法 1968 1 法律 97 17 7 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明

44775 21 環境省
届出のあった揮発性有機化合物排出施設の
構造等に関する計画の変更又は廃止の命令

大気汚染防止法 1968 1 法律 97 17 8
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続であ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44776 21 環境省
揮発性有機化合物排出施設の構造等の改
善命令又は使用一時停止命令

大気汚染防止法 1968 1 法律 97 17 11
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続であ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44777 21 環境省
氏名の変更等の届出（揮発性有機化合物排
出施設設置者に係る準用規定）

大気汚染防止法 1968 1 法律 97 17 13 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明

44778 21 環境省
承継の届出（揮発性有機化合物排出施設設
置者に係る準用規定）

大気汚染防止法 1968 1 法律 97 17 13 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明

111626 21 環境省 水銀排出施設の設置の届出 大気汚染防止法 1968 1 法律 97 18 23 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明

111627 21 環境省
経過措置（水銀排出施設の設置の届出関
係）

大気汚染防止法 1968 1 法律 97 18 24 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明

111628 21 環境省 水銀排出施設の構造等の変更の届出 大気汚染防止法 1968 1 法律 97 18 25 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明

111629 21 環境省
届出のあった水銀排出施設の構造等に関す
る計画の変更又は廃止の命令

大気汚染防止法 1968 1 法律 97 18 26
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続であ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

111630 21 環境省
水銀排出施設の構造等の改善勧告又は改
善命令

大気汚染防止法 1968 1 法律 97 18 29
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続であ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

111631 21 環境省
氏名の変更等の届出（水銀排出施設設置者
に係る準用規定）

大気汚染防止法 1968 1 法律 97 18 31 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明

111632 21 環境省
承継の届出（水銀排出施設設置者に係る準
用規定）

大気汚染防止法 1968 1 法律 97 18 31 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 自治事務のため詳細不明

111633 21 環境省
指定事業場における事故時の状況及び講じ
た施策の概要の届出

水質汚濁防止法 1970 1 法律 138 14 2 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国（環境省）への報告義
務がない

115334 21 環境省 指定調査機関の業務規程の変更の届出 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 37 1 後段 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

115335 21 環境省
調査の一時的免除確認に係る土地の形質の
変更の届出

土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 3 7 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
http://www.env.
go.jp/water/dojo
/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

115336 21 環境省 土壌汚染状況調査の命令 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 3 8
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
http://www.env.
go.jp/water/dojo
/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

115337 21 環境省 土壌汚染状況調査の結果の報告 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 3 8 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
http://www.env.
go.jp/water/dojo
/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

115338 21 環境省 汚染除去等計画の作成の指示 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 7 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
http://www.env.
go.jp/water/dojo
/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

115339 21 環境省 汚染除去等計画の提出 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 7 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
http://www.env.
go.jp/water/dojo
/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

115340 21 環境省 汚染除去等計画の提出の命令 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 7 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
http://www.env.
go.jp/water/dojo
/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

115341 21 環境省 変更後の汚染除去等計画の提出 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 7 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
http://www.env.
go.jp/water/dojo
/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

115342 21 環境省 汚染除去等計画の変更の命令 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 7 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
http://www.env.
go.jp/water/dojo
/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

115343 21 環境省 汚染除去等計画の審査期間の短縮の通知 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 7 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

115344 21 環境省 実施措置を講ずべき旨の命令 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 7 8
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
http://www.env.
go.jp/water/dojo
/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

115345 21 環境省 実施措置完了の報告 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 7 9 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
http://www.env.
go.jp/water/dojo
/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

115346 21 環境省 汚染の除去等の措置を講ずべき旨等の公告 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 7 10 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

115347 21 環境省 土地の形質の変更の事後届出 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 12 4 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

115348 21 環境省 管理票の交付 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 20 1
2-3 交付等（民間手
続）

7 国民等、民間事業者
等

7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 6 不明 未調査のため。

115349 21 環境省 非常災害のための搬出に係る管理票の交付 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 20 2
2-3 交付等（民間手
続）

7 国民等、民間事業者
等

7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 6 不明 未調査のため。

115350 21 環境省 運搬終了時の管理票の回付、写しの送付 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 20 3
2-3 交付等（民間手
続）

7 国民等、民間事業者
等

7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 6 不明 未調査のため。

115351 21 環境省 処理終了時の管理票の写しの送付 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 20 4
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 6 不明 未調査のため。

115352 21 環境省 管理票交付者の管理票の写しの保存 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 20 5 4 作成・保存等
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 6 不明 未調査のため。

115353 21 環境省 運搬受託者の管理票の写しの保存 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 20 7 4 作成・保存等
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 6 不明 未調査のため。

115354 21 環境省 処理受託者の管理票の保存 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 20 8 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

115355 21 環境省 運搬又は処理の状況を把握した結果の届出 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 20 6 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

115356 21 環境省
汚染土壌処理業に係る譲渡及び譲受の承認
の申請

土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 27 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

115357 21 環境省 汚染土壌処理業に係る譲渡及び譲受の承認 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 27 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

115358 21 環境省
汚染土壌処理業に係る合併又は分割の承認
の申請

土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 27 3 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

115359 21 環境省 汚染土壌処理業に係る合併又は分割の承認 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 27 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

115360 21 環境省 汚染土壌処理業に係る相続の承認の申請 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 27 4 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

115361 21 環境省 汚染土壌処理業に係る相続の承認 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 27 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

115362 21 環境省 国等が行う汚染土壌処理業に係る協議 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 27 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

115363 21 環境省 ただし書確認の地位承継の届出 土壌汚染対策法施行規則 2002 3 省令又は規則 29 16 5 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

115364 21 環境省 帯水層の深さに係る確認申請 土壌汚染対策法施行規則 2002 3 省令又は規則 29 44 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

115365 21 環境省
実施措置と一体として行われる土地の形質
の変更の確認申請

土壌汚染対策法施行規則 2002 3 省令又は規則 29 45 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

115366 21 環境省
地下水の水質の測定又は地下水汚染の拡
大の防止が講じられている土地の形質の変
更の確認申請

土壌汚染対策法施行規則 2002 3 省令又は規則 29 46 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

115367 21 環境省 施行管理方針の確認の申請 土壌汚染対策法施行規則 2002 3 省令又は規則 29 49 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
施行状況調査に件数が報告されて
いる

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

件数 1 OD
http://www.env.
go.jp/water/dojo
/chosa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月 未調査のため。

115368 21 環境省
施行管理方針の確認に係る土地の汚染状態
が人為等に由来することが確認された場合
等の届出

土壌汚染対策法施行規則 2002 3 省令又は規則 29 52 5 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

115369 21 環境省 施行管理方針の変更の届出 土壌汚染対策法施行規則 2002 3 省令又は規則 29 52 6 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

115370 21 環境省 施行管理方針の変更の事後届出 土壌汚染対策法施行規則 2002 3 省令又は規則 29 52 6 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

115371 21 環境省 施行管理方針の廃止の届出 土壌汚染対策法施行規則 2002 3 省令又は規則 29 52 7 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

115372 21 環境省 施行管理方針の確認の取り消し 土壌汚染対策法施行規則 2002 3 省令又は規則 29 52 8 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

115373 21 環境省 要措置区域等に搬入された土壌に係る届出 土壌汚染対策法施行規則 2002 3 省令又は規則 29 59 2 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

115374 21 環境省 搬出しようとする土壌の基準適合認定申請 土壌汚染対策法施行規則 2002 3 省令又は規則 29 60 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

115375 21 環境省 汚染土壌処理業の許可 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 22 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

115376 21 環境省 汚染土壌処理に関する記録の作成等 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 22 8 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

115377 21 環境省
汚染土壌処理業者の許可に係る事項の変更
の許可

土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 23 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

115378 21 環境省 許可の取消し後の措置の報告
汚染土壌処理業に関する
省令

2009 3 省令又は規則 10 13 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

115380 21 環境省 政令の制定又は改廃の立案に係る意見聴取
農用地の土壌の汚染防止
等に関する法律

1970 1 法律 139 3 2 1 申請等 1 国 1 国 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

115381 21 環境省 対策地域の指定に係る意見聴取
農用地の土壌の汚染防止
等に関する法律

1970 1 法律 139 3 3 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

115382 21 環境省 対策地域の指定の公告
農用地の土壌の汚染防止
等に関する法律

1970 1 法律 139 3 4 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

115383 21 環境省 対策地域の指定の要請
農用地の土壌の汚染防止
等に関する法律

1970 1 法律 139 3 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

115385 21 環境省
対策地域の区域の変更又は対策地域の指
定の解除に係る意見聴取

農用地の土壌の汚染防止
等に関する法律

1970 1 法律 139 4 2 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

115386 21 環境省
対策地域の区域の変更又は対策地域の指
定の解除の公告

農用地の土壌の汚染防止
等に関する法律

1970 1 法律 139 4 2 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

115387 21 環境省
対策地域の区域の変更又は対策地域の指
定の解除の通知

農用地の土壌の汚染防止
等に関する法律

1970 1 法律 139 4 2 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

115400 21 環境省 特別地区の指定の公告
農用地の土壌の汚染防止
等に関する法律

1970 1 法律 139 8 2 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

115401 21 環境省 特別地区の指定の通知
農用地の土壌の汚染防止
等に関する法律

1970 1 法律 139 8 2 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

115402 21 環境省 特別地区の指定の要請
農用地の土壌の汚染防止
等に関する法律

1970 1 法律 139 8 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

115404 21 環境省
特別地区の区域若しくは指定農作物等の範
囲の変更又は特別地区の指定の解除の公
告

農用地の土壌の汚染防止
等に関する法律

1970 1 法律 139 9 2 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

115405 21 環境省
特別地区の区域若しくは指定農作物等の範
囲の変更又は特別地区の指定の解除の通
知

農用地の土壌の汚染防止
等に関する法律

1970 1 法律 139 9 2 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 未調査のため。

115409 21 環境省 指定調査機関の指定の取消し 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 42
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
指定調査機関のリストをまとめてい
る

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

115410 21 環境省 指定支援法人の指定の取消し 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 52
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
指定支援法人のリストをまとめてい
る

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

115411 21 環境省 指定支援法人の指定等の公示 土壌汚染対策法 2002 1 法律 53 53 3 縦覧等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
指定支援法人のリストをまとめてい
る

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 2 公開（OD未対応）
指定支援法人
に関する公示

2 非OD
http://www.env.
go.jp/water/dojo
/kikin_josei.html

8 その他
4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない
HTML形式（HP上での掲
載）

今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

118958 21 環境省
大学における教育又は学術研究のための希
少野生動植物種の個体等の捕獲等の届出・
通知

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律施行規則

1993 3 省令又は規則 9 1 5 1 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 届出 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

118959 21 環境省
特定第一種国内種事業に係る譲渡し等のた
めにする繁殖の目的で行う特定第一種国内
希少野生動植物種の捕獲許可申請

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 10 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 4 地方の事務でない × 21 環境省
国内希少野生動植物種
の捕獲許可に関わる申
請等

3 有（紙媒体での管理） 申請書 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

118960 21 環境省
国内希少野生動植物種等の従事者証の交
付

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 10 6
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 従事者証 11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

118961 21 環境省
再交付に係る国内希少野生動植物種等の捕
獲許可証の交付

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 10 7
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 捕獲許可証 11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

118962 21 環境省
再交付に係る国内希少野生動植物種等の捕
獲従事者証の交付

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 10 7
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 従事者証 11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

118963 21 環境省 許可証及び従事者証の返納
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律施行規則

1993 3 省令又は規則 9 3 9 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 返納済み許可証及び従事者証 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

118964 21 環境省
非常災害のため必要な応急措置のための個
体等の譲受け等届出（通知）

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律施行規則

1993 3 省令又は規則 9 5 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 届出 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

118965 21 環境省
国内希少野生動植物種の輸出に係る環境大
臣の認定書の交付申請

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律施行規則

1993 3 省令又は規則 9 8 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 申請書 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

118966 21 環境省 事前登録済証への必要事項の記載
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 20 4 1 4 作成・保存等
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない × 21 環境省 5 実績なし

118967 21 環境省 登録票の返納
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 22 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 6 民間事業者等 個体等登録機関 4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 返納済み登録票 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

118968 21 環境省
亡失個体の登録票返納後の当該個体等の
回復に係る登録票の返納

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 22 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 6 民間事業者等 個体等登録機関 4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 返納済み登録票 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

118969 21 環境省 返納済登録票の還付
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 22 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

6 民間事業者等 個体等登録機関 4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 返納済み登録票 11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

118970 21 環境省 登録の取消し
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 22 2 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

6 民間事業者等 個体等登録機関 4 地方の事務でない × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 個体等登録データベース 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

118971 21 環境省 個体等登録機関の財務諸表等の請求
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 24 7 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 4 地方の事務でない × 21 環境省 5 実績なし

118972 21 環境省
個体等登録関係事務の休廃止の許可の申
請

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律施行規則

1993 3 省令又は規則 9 16 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 4 地方の事務でない × 21 環境省 5 実績なし

118973 21 環境省 個体等登録関係事務の休廃止の許可
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 24 9
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 4 地方の事務でない × 21 環境省 5 実績なし

118975 21 環境省 個体等登録等に関する手数料の納付
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 29 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

6 民間事業者等 個体等登録機関 4 地方の事務でない × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 入金データ 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

118977 21 環境省
緊急に保護を要するために捕獲等された生き
ている個体の譲受け等届出（通知）

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律施行規則

1993 3 省令又は規則 9 50 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 届出 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

42881 21 環境省 国内希少野生動植物種の捕獲許可申請
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 10 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 4 地方の事務でない × 21 環境省
国内希少野生動植物種
の捕獲許可に関わる申
請等

○ 3 有（紙媒体での管理） 申請書 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

42954 21 環境省 危険猟法許可証の再交付申請
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 37 7 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

42955 21 環境省 捕獲等許可後の許可証の亡失届出
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律施行規則

2002 3 省令又は規則 28 7 13 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

国における手続きについ
ては電子または紙媒体で
保有しているが、地方にお
ける手続きについては当
該手続関係書類の国への
報告義務がないため.

42957 21 環境省 危険猟法許可証の亡失届出
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律施行規則

2002 3 省令又は規則 28 46 6 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる
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42958 21 環境省
鳥獣捕獲許可証又は従事者証の再交付申
請

鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 9 9 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

43091 21 環境省 土地掘削の許可 温泉法 1948 1 法律 161 3 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43092 21 環境省 有効期限更新の申請 温泉法 1948 1 法律 161 5 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43093 21 環境省 工事完了の届出 温泉法 1948 1 法律 161 8 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43094 21 環境省 工事廃止の届出 温泉法 1948 1 法律 161 8 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43095 21 環境省 増掘、動力の装置の許可 温泉法 1948 1 法律 161 11 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43096 21 環境省 温泉利用の許可 温泉法 1948 1 法律 161 15 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43097 21 環境省 温泉成分の掲示の届出 温泉法 1948 1 法律 161 18 4 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43098 21 環境省 温泉成分分析を行う者の登録 温泉法 1948 1 法律 161 19 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43099 21 環境省 温泉成分分析を行う者の変更の届出 温泉法 1948 1 法律 161 20 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43100 21 環境省 温泉成分分析を行う者の廃止の届出 温泉法 1948 1 法律 161 21 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43101 21 環境省 温泉成分分析を行う者の報告の徴収 温泉法 1948 1 法律 161 28 1 1 申請等 3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43102 21 環境省 温泉管理者の報告の徴収 温泉法 1948 1 法律 161 34 1 申請等 3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43103 21 環境省 法人の分割等の承認（掘削） 温泉法 1948 1 法律 161 6 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43104 21 環境省 土地の掘削の相続 温泉法 1948 1 法律 161 7 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43105 21 環境省 掘削施設の変更 温泉法 1948 1 法律 161 7 2 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43106 21 環境省 採取の許可 温泉法 1948 1 法律 161 14 2 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43107 21 環境省 法人の分割等の承認（採取） 温泉法 1948 1 法律 161 14 3 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43108 21 環境省 採取の許可の相続 温泉法 1948 1 法律 161 14 4 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43109 21 環境省 採取の確認 温泉法 1948 1 法律 161 14 5 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43110 21 環境省 採取の確認の地位承継 温泉法 1948 1 法律 161 14 6 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43111 21 環境省 採取施設の変更 温泉法 1948 1 法律 161 14 7 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43112 21 環境省 採取事業の廃止 温泉法 1948 1 法律 161 14 8 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43113 21 環境省 利用許可の承継 温泉法 1948 1 法律 161 16 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43114 21 環境省 利用許可の相続 温泉法 1948 1 法律 161 17 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43115 21 環境省 原状回復命令 温泉法 1948 1 法律 161 10
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43116 21 環境省 温泉採取の制限命令 温泉法 1948 1 法律 161 12
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43117 21 環境省 環境大臣への協議 温泉法 1948 1 法律 161 13 1 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

43118 21 環境省
温泉ゆう出目的以外の土地掘削に対する措
置命令

温泉法 1948 1 法律 161 14 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43119 21 環境省 都道府県知事と関係行政機関の協議 温泉法 1948 1 法律 161 14 2 1 申請等 3 地方等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43120 21 環境省 公共的利用増進のための改善の指示 温泉法 1948 1 法律 161 30
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43121 21 環境省 掘削許可の取消し 温泉法 1948 1 法律 161 9 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43122 21 環境省 掘削に関する措置命令 温泉法 1948 1 法律 161 9 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43123 21 環境省
可燃性天然ガスによる災害防止のための措
置命令

温泉法 1948 1 法律 161 9 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43124 21 環境省 採取許可の取消し 温泉法 1948 1 法律 161 14 9 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43125 21 環境省 採取に関する措置命令 温泉法 1948 1 法律 161 14 9 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43126 21 環境省 採取に関する緊急措置命令 温泉法 1948 1 法律 161 14 10
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43127 21 環境省 利用許可の取消し 温泉法 1948 1 法律 161 31 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43128 21 環境省 利用許可に関する措置命令 温泉法 1948 1 法律 161 31 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43129 21 環境省 政令市等への事務の移管 温泉法 1948 1 法律 161 36 2 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43395 21 環境省
自然環境保全地域における実地調査に対す
る意見書の提出

自然環境保全法 1972 1 法律 85 31 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

43396 21 環境省 原因者の費用負担 自然環境保全法 1972 1 法律 85 37
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

43397 21 環境省 受益者の費用負担 自然環境保全法 1972 1 法律 85 38
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

43398 21 環境省 負担金の強制徴収に関する督促状の送付 自然環境保全法 1972 1 法律 85 40 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

43399 21 環境省 都道府県自然環境保全地域に関する報告 自然環境保全法 1972 1 法律 85 49 1 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

43400 21 環境省
都道府県自然環境保全地域に関する必要な
助言又は勧告

自然環境保全法 1972 1 法律 85 49 2 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

43401 21 環境省
国立公園における生態系維持回復事業の確
認

自然公園法 1957 1 法律 161 39 2 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43402 21 環境省
国立公園における生態系維持回復事業の認
定

自然公園法 1957 1 法律 161 39 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43403 21 環境省
国立公園における生態系維持回復事業の変
更確認

自然公園法 1957 1 法律 161 39 6 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43404 21 環境省
国立公園における生態系維持回復事業の変
更認定

自然公園法 1957 1 法律 161 39 6 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43405 21 環境省
国立公園における生態系維持回復事業の軽
微な変更の届出

自然公園法 1957 1 法律 161 39 9 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43406 21 環境省
国立公園における生態系維持回復事業の実
施状況等の報告

自然公園法 1957 1 法律 161 42 4 作成・保存等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43407 21 環境省
国定公園特別地域内における行為の許可申
請

自然公園法施行規則 1957 1 法律 41 10 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43408 21 環境省
国定公園特別地域内における既着手行為の
届出

自然公園法 1957 1 法律 161 20 6 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43409 21 環境省
国定公園特別地域内における非常災害のた
めの応急措置の届出

自然公園法 1957 1 法律 161 20 7 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43410 21 環境省
国定公園特別地域内における植栽又は放牧
の届出

自然公園法 1957 1 法律 161 20 8 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43411 21 環境省
国定公園特別保護地区内における行為の許
可申請

自然公園法施行規則 1957 1 法律 41 10 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43412 21 環境省
国定公園特別保護地区内における既着手行
為の届出

自然公園法 1957 1 法律 161 21 6 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43413 21 環境省
国定公園特別保護地区内における非常災害
のための応急措置の届出

自然公園法 1957 1 法律 161 21 7 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43414 21 環境省
国定公園海域公園地区内における行為の許
可申請

自然公園法施行規則 1957 1 法律 41 10 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43415 21 環境省
国定公園海域公園地区内における既着手行
為の届出

自然公園法 1957 1 法律 161 22 6 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43416 21 環境省
国定公園海域公園地区内における非常災害
のための応急措置の届出

自然公園法 1957 1 法律 161 22 7 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43417 21 環境省 国定公園普通地域内における行為の届出 自然公園法 1957 1 法律 161 33 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43418 21 環境省
国定公園における行為の実施状況その他必
要な事項についての報告の提出請求

自然公園法 1957 1 法律 161 35 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43419 21 環境省 実地調査に係る土地所有者の意見書の提出 自然公園法 1957 1 法律 161 62 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43420 21 環境省 処分に係る損失補償の請求 自然公園法 1957 1 法律 161 64 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43421 21 環境省 実地調査に係る損失補償の請求 自然公園法 1957 1 法律 161 64 5 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

43422 21 環境省
国定公園事業執行の変更の協議（認可申
請）

自然公園法 1957 1 法律 161 16 4 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43423 21 環境省 国定公園事業の休止及び廃止の届出 自然公園法 1957 1 法律 161 16 4 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43424 21 環境省 相続による国定公園事業の承継申請 自然公園法 1957 1 法律 161 16 4 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省
法第12条の規定に基づ
く承継承認

○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43425 21 環境省
法人の合併による国定公園事業の承認申請
（協議）

自然公園法 1957 1 法律 161 16 4 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省
法第12条の規定に基づ
く承継承認

6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43426 21 環境省
法人の分割による国定公園事業の承認申請
（協議）

自然公園法 1957 1 法律 161 16 4 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省
法第12条の規定に基づ
く承継承認

6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43427 21 環境省 国定公園事業の内容の軽微な変更の届出 自然公園法 1957 1 法律 161 16 4 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43428 21 環境省
国定公園利用調整地区内への立入りの認定
申請

自然公園法 1957 1 法律 161 24 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43429 21 環境省
国定公園における生態系維持回復事業の変
更の確認

自然公園法 1957 1 法律 161 41 2 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43430 21 環境省
国定公園における生態系維持回復事業の変
更の認定

自然公園法 1957 1 法律 161 41 3 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43431 21 環境省
国定公園における生態系維持回復事業の軽
微な変更の届出

自然公園法 1957 1 法律 161 41 4 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43432 21 環境省
国定公園における生態系維持回復事業の実
施状況等の報告

自然公園法 1957 1 法律 161 42 4 作成・保存等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43433 21 環境省
公園管理団体による風景地保護協定締結認
可申請

自然公園法 1957 1 法律 161 43 5 1 申請等 2 独立行政法人等 4-3 国又は地方等 4-3 国又は地方等

阿蘇グリーンストック/
自然公園財団/知床
財団/浅間山麓国際
自然学校/たきどぅん/
須川の自然を考える
会

1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43434 21 環境省
公園管理団体による風景地保護協定締結認
可事項変更申請

自然公園法 1957 1 法律 161 47 1 申請等 2 独立行政法人等 4-3 国又は地方等 4-3 国又は地方等

阿蘇グリーンストック/
自然公園財団/知床
財団/浅間山麓国際
自然学校/たきどぅん/
須川の自然を考える
会

1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43435 21 環境省 公園管理団体指定申請 自然公園法 1957 1 法律 161 49 1 1 申請等 2 独立行政法人等 4-3 国又は地方等 4-3 国又は地方等

阿蘇グリーンストック/
自然公園財団/知床
財団/浅間山麓国際
自然学校/たきどぅん/
須川の自然を考える
会

1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43436 21 環境省 国定公園事業の執行の協議 自然公園法 1957 1 法律 161 16 2 1 申請等 3 地方等 3 地方等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43437 21 環境省 国定公園特別地域内における行為の協議 自然公園法 1957 1 法律 161 68 1 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43438 21 環境省
国定公園特別地域内における既着手行為の
通知

自然公園法 1957 1 法律 161 68 3 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43439 21 環境省
国定公園特別地域内における非常災害のた
めの応急措置の通知

自然公園法 1957 1 法律 161 68 3 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43440 21 環境省
国定公園特別地域内における植栽又は放牧
の通知

自然公園法 1957 1 法律 161 68 3 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43441 21 環境省
国定公園特別保護地区内における行為の協
議

自然公園法 1957 1 法律 161 68 1 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43442 21 環境省
国定公園特別保護地区内における既着手行
為の通知

自然公園法 1957 1 法律 161 68 3 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43443 21 環境省
国定公園特別保護地区内における非常災害
のための応急措置の通知

自然公園法 1957 1 法律 161 68 3 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43444 21 環境省
国定公園海域公園地区内における行為の協
議

自然公園法 1957 1 法律 161 68 1 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43445 21 環境省
国定公園海域公園地区内における既着手行
為の通知

自然公園法 1957 1 法律 161 68 3 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43446 21 環境省
国定公園海域公園地区内における非常災害
のための応急措置の通知

自然公園法 1957 1 法律 161 68 3 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43447 21 環境省 国定公園普通地域内における行為の通知 自然公園法 1957 1 法律 161 68 3 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43448 21 環境省
国定公園普通地域内要届出行為の禁止・制
限等措置命令

自然公園法 1957 1 法律 161 33 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43449 21 環境省 原因者への工事費用負担命令 自然公園法 1957 1 法律 161 59
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

7 国民等、民間事業者
等

4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43450 21 環境省 法人の合併による国定公園事業の承継協議 自然公園法 1957 1 法律 161 16 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省
法第12条の規定に基づ
く承継承認

○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43451 21 環境省 法人の分割による国定公園事業の承継協議 自然公園法 1957 1 法律 161 16 4 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省
法第12条の規定に基づ
く承継承認

6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43452 21 環境省 国立公園事業の執行協議 自然公園法 1957 1 法律 161 10 2 1 申請等 3 地方等 1 国 4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 事業台帳 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43453 21 環境省 国立公園事業の認可申請 自然公園法 1957 1 法律 161 10 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 4-3 国又は地方等 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 事業台帳 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43454 21 環境省
国立公園事業内容の変更の協議（認可申
請）

自然公園法 1957 1 法律 161 10 6 1 申請等 3 地方等 1 国 4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 事業台帳 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43455 21 環境省 国立公園事業の内容の軽微な変更の届出 自然公園法 1957 1 法律 161 10 9 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 4-3 国又は地方等 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 事業台帳 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43456 21 環境省 事業施設利用者数報告 自然公園法 1957 1 法律 161 10 10 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 4-3 国又は地方等 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 事業台帳 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43457 21 環境省
法人の合併（分割）による国立公園事業の承
継協議（承認申請）

自然公園法 1957 1 法律 161 12 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 4-3 国又は地方等 × 21 環境省
法第12条の規定に基づ
く承継承認

1 有（データベースでの管理） 事業台帳 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43458 21 環境省 相続による国立公園事業の承継 自然公園法 1957 1 法律 161 12 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 4-3 国又は地方等 × 21 環境省
法第12条の規定に基づ
く承継承認

1 有（データベースでの管理） 事業台帳 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43459 21 環境省 国立公園事業の休止（廃止）の届出 自然公園法 1957 1 法律 161 13 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 4-3 国又は地方等 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 事業台帳 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43460 21 環境省 国立公園事業の執行認可の失効の届出 自然公園法 1957 1 法律 161 14 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 4-3 国又は地方等 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 事業台帳 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43461 21 環境省 国定公園事業の執行認可 自然公園法 1957 1 法律 161 16 3 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43462 21 環境省
国立公園特別地域内における行為の許可申
請

自然公園法施行規則 1957 1 法律 41 10 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-3 国又は地方等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可台帳 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43463 21 環境省
国立公園特別地域内における既着手行為の
届出

自然公園法 1957 1 法律 161 20 6 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 3 地方等 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可台帳 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43464 21 環境省
国立公園特別地域内における非常災害のた
めの応急措置の届出

自然公園法 1957 1 法律 161 20 7 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 3 地方等 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可台帳 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43465 21 環境省
国立公園特別地域内における植栽又は放牧
の届出

自然公園法 1957 1 法律 161 20 8 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 3 地方等 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可台帳 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43466 21 環境省
国立公園特別保護地区内における行為の許
可申請

自然公園法施行規則 1957 1 法律 41 10 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 3 地方等 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可台帳 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43467 21 環境省
国立公園特別保護地区内における既着手行
為の届出

自然公園法 1957 1 法律 161 21 6 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 3 地方等 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可台帳 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43468 21 環境省
国立公園特別保護地区内における非常災害
のための応急措置の届出

自然公園法 1957 1 法律 161 21 7 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 3 地方等 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可台帳 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43469 21 環境省
国立公園海域公園地区内における行為の許
可申請

自然公園法施行規則 1957 1 法律 41 10 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-3 国又は地方等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可台帳 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43470 21 環境省
国立公園海域公園地区内における既着手行
為の届出

自然公園法 1957 1 法律 161 22 6 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 3 地方等 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可台帳 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43471 21 環境省
国立公園海域公園地区内における非常災害
のための応急措置の届出

自然公園法 1957 1 法律 161 22 7 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 3 地方等 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可台帳 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43472 21 環境省
国立公園利用調整地区内への立入りの認定
申請

自然公園法 1957 1 法律 161 24 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43473 21 環境省 国立公園普通地域内における行為の届出 自然公園法 1957 1 法律 161 33 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 3 地方等 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可台帳 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43474 21 環境省
国立公園普通地域内要届出行為の禁止・制
限等措置命令

自然公園法 1957 1 法律 161 33 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可台帳 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43475 21 環境省

国定公園における法第２０条第３項、法第２１
条第３項、若しくは法第２２条の２第３項若しく
は法第２３条第３項の規定、法第３２条に基づ
く条件又は法第３３条第２項に基づく処分に違
反した者に対する原状回復命令又は原状回
復に代わるべき必要な措置命令

自然公園法 1957 1 法律 161 34 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43476 21 環境省

国立公園における法第２０条第３項、法第２１
条第３項、若しくは法第２２条の２第３項若しく
は法第２３条第３項の規定、法第３２条に基づ
く条件又は法第３３条第２項に基づく処分に違
反した者に対する原状回復命令又は原状回
復に代わるべき必要な措置命令

自然公園法 1957 1 法律 161 34 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 4 無

43477 21 環境省
国立公園における行為の実施状況その他必
要な事項についての報告の提出請求

自然公園法 1957 1 法律 161 35 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 × 21 環境省 4 無

43478 21 環境省
国立公園及び国定公園における風景地保護
協定締結の際の協議

自然公園法 1957 1 法律 161 43 4 1 申請等 3 地方等 4-3 国又は地方等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43479 21 環境省 公園管理団体指定事項変更届出 自然公園法 1957 1 法律 161 49 3 1 申請等 2 独立行政法人等 4-3 国又は地方等 4-3 国又は地方等

阿蘇グリーンストック/
自然公園財団/知床
財団/浅間山麓国際
自然学校/たきどぅん/
須川の自然を考える
会

1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43480 21 環境省 受益者への工事費用負担命令 自然公園法 1957 1 法律 161 58
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43481 21 環境省 国立公園事業の執行の協議 自然公園法 1957 1 法律 161 67 3 1 申請等 1 国 1 国 4-3 国又は地方等 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可台帳 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43482 21 環境省 国立公園特別地域内における行為の協議 自然公園法 1957 1 法律 161 68 1 1 申請等 1 国 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可台帳 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43483 21 環境省
国立公園特別保護地区内における行為の協
議

自然公園法 1957 1 法律 161 68 1 1 申請等 1 国 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可台帳 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43484 21 環境省
国立公園海域公園地区内における行為の協
議

自然公園法 1957 1 法律 161 68 1 1 申請等 1 国 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可台帳 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43485 21 環境省
国立公園特別地域内における既着手行為の
通知

自然公園法 1957 1 法律 161 68 3 1 申請等 1 国 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可台帳 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43486 21 環境省
国立公園特別地域内における非常災害のた
めの応急措置の通知

自然公園法 1957 1 法律 161 68 3 1 申請等 1 国 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可台帳 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43487 21 環境省
国立公園特別地域内における植栽又は放牧
の通知

自然公園法 1957 1 法律 161 68 3 1 申請等 1 国 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可台帳 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由
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月
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 オープンデータ
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月
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月
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ファイ
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式

更新
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43488 21 環境省
国立公園特別保護地区内における既着手行
為の通知

自然公園法 1957 1 法律 161 68 3 1 申請等 1 国 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可台帳 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43489 21 環境省
国立公園特別保護地区内における非常災害
のための応急措置の通知

自然公園法 1957 1 法律 161 68 3 1 申請等 1 国 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可台帳 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43490 21 環境省
国立公園海域公園地区内における既着手行
為の通知

自然公園法 1957 1 法律 161 68 3 1 申請等 1 国 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可台帳 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43491 21 環境省
国立公園海域公園地区内における非常災害
のための応急措置の通知

自然公園法 1957 1 法律 161 68 3 1 申請等 1 国 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可台帳 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43492 21 環境省 国立公園普通地域内における行為の通知 自然公園法 1957 1 法律 161 68 3 1 申請等 1 国 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可台帳 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43530 21 環境省
登録等に係る国際希少野生動植物種譲受け
等の届出

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 21 5 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 6 民間事業者等 個体等登録機関 4 地方の事務でない × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 個体等登録データベース 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

43701 21 環境省 希少野生動植物種の譲渡し等の許可申請
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 13 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 申請書 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

43702 21 環境省
国内希少野生動植物種の捕獲等従事者証
の交付申請

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 10 6 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 申請書 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

43703 21 環境省 個体等登録機関の機関登録申請
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 23 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 申請書 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

43704 21 環境省 登録機関の名称、所在地等変更の届出
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 24 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 届出 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

43707 21 環境省 帳簿の記載及び保存（個体等登録機関）
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 24 8 4 作成・保存等
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 帳簿 11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

43708 21 環境省
財産目録、貸借対照表及び損益計算書又は
収支計算書並びに事業報告書の作成及び保
存

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 24 6 4 作成・保存等
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 財産目録等 11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

43711 21 環境省
国内希少野生動植物種等の個体の保護目
的での移動・移植のための捕獲等の届出

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律施行規則

1993 3 省令又は規則 9 1 5 1 4 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 届出 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

43712 21 環境省
重要文化財等の保存のための行為に伴う希
少野生動植物種の個体等の譲受け等の届出

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律施行規則

1993 3 省令又は規則 9 5 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 届出 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

43713 21 環境省
博物館相当施設の繁殖又は展示のための希
少野生動植物種の個体等の譲受けの届出・
通知

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律施行規則

1993 3 省令又は規則 9 5 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 届出 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

43714 21 環境省
大学における教育又は学術研究のための希
少野生動植物種の個体等の譲渡し等の届
出・通知

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律施行規則

1993 3 省令又は規則 9 5 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 届出 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

43715 21 環境省
緊急に保護を要するために捕獲等された生き
ている個体の譲受け等届出（通知）

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律施行規則

1993 3 省令又は規則 9 5 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 届出 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

43814 21 環境省 捕獲等又は採取等の結果の報告
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 9 13 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

国における手続きについ
ては電子または紙媒体で
保有しているが、地方にお
ける手続きについては当
該手続関係書類の国への
報告義務がないため.

43815 21 環境省 狩猟免状の交付
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 43 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43816 21 環境省 狩猟免許の申請
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 41 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43817 21 環境省 狩猟免許の更新
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 51 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43818 21 環境省 住所、氏名の変更等の届出
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 46 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43819 21 環境省 狩猟者登録の申請
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 56 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43820 21 環境省 狩猟者登録証及び記章の交付
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 60
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43821 21 環境省 特別保護地区内における行為の許可
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 29 8 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

43822 21 環境省 鳥獣捕獲許可申請
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 9 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

国における手続きについ
ては電子または紙媒体で
保有しているが、地方にお
ける手続きについては当
該手続関係書類の国への
報告義務がないため.

43823 21 環境省 鳥獣捕獲許可証の交付
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 9 7
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43824 21 環境省 鳥獣捕獲従事者証の交付
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 9 8
2-1 申請等に基づく処
分通知等

7 国民等、民間事業者
等

4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

国における手続きについ
ては電子または紙媒体で
保有しているが、地方にお
ける手続きについては当
該手続関係書類の国への
報告義務がないため.

43825 21 環境省 鳥獣の飼養登録の申請
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 19 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43826 21 環境省 鳥獣の飼養登録票の交付
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 19 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43827 21 環境省 販売禁止鳥獣の販売の許可の申請
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 24 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43828 21 環境省 登録個体等の譲受け等の届出
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 20 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43829 21 環境省 狩猟者登録証の住所、氏名変更の届出
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 61 4 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43830 21 環境省 狩猟免状等の再交付
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 46 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43831 21 環境省 狩猟者登録証の再交付
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 61 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43832 21 環境省 猟区管理規程の変更の届出
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 71 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43833 21 環境省 鳥獣保護管理事業計画の公表
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 4 5 1 申請等 3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43834 21 環境省
鳥獣保護管理事業計画の環境大臣への報
告

鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 4 5 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43835 21 環境省
特定鳥獣保護管理計画の関係地方公共団
体への協議

鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 7 7 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43836 21 環境省
特定鳥獣保護管理計画の環境大臣への協
議

鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 7 6 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

43837 21 環境省 特定鳥獣保護管理計画の公表
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 7 8 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43838 21 環境省
特定鳥獣保護管理計画の環境大臣への報
告

鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 7 8 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

43839 21 環境省 狩猟鳥獣の捕獲禁止の届出
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 12 4 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

43840 21 環境省 狩猟期間の延長の届出
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 14 2 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

43841 21 環境省 狩猟者登録の管轄都道府県知事への通知
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 67 1 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43842 21 環境省
狩猟者登録取消しの管轄都道府県知事への
通知

鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 67 2 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43843 21 環境省 違反者への原状回復命令等
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 30 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43844 21 環境省 猟区設定認可の取消
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 72 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43845 21 環境省 都道府県知事の市町村長への指示
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 79 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43846 21 環境省
鳥獣保護区の保護に関する指針案における
公衆の縦覧

鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 28 4 3 縦覧等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

43847 21 環境省
鳥獣保護区の保護に関する指針案における
公衆の縦覧

鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 29 4 3 縦覧等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

43848 21 環境省 販売禁止鳥獣の販売許可証の交付
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 24 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43849 21 環境省 販売禁止鳥獣の販売許可証の再交付
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 24 6
2-1 申請等に基づく処
分通知等

7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43850 21 環境省 指定猟法禁止区域の公示
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 15 2 3 縦覧等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43851 21 環境省 指定猟法禁止区域における捕獲の許可
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 15 5 1 申請等 4-3 国又は地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43852 21 環境省 指定猟法許可証の再交付
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 15 7
2-1 申請等に基づく処
分通知等

7 国民等、民間事業者
等

4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

国における手続きについ
ては該当がなく、地方にお
ける手続きについては当
該手続関係書類の国への
報告義務がないため.

43853 21 環境省
住居集合地域等における麻酔銃猟の許可の
申請

鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 38 2 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43854 21 環境省 麻酔銃猟許可証の交付
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 38 2 6
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43855 21 環境省 麻酔銃猟許可証の再交付
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 38 2 7
2-1 申請等に基づく処
分通知等

7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43856 21 環境省 危険猟法許可証の交付
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 37 6
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

43857 21 環境省
特定猟具使用制限区域における承認対象捕
獲等の承認の申請

鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 35 4 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43858 21 環境省 承認対象捕獲等の承認証の再交付申請
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 35 8 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43859 21 環境省 承認対象捕獲等の承認証の再交付
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 35 8
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43860 21 環境省 鳥獣捕獲等事業者の認定の申請
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 18 3 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43861 21 環境省
認定鳥獣捕獲等事業者の名称、住所等の変
更の認定

鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 18 7 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

43862 21 環境省 認定鳥獣捕獲等事業者の有効期間の更新
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 18 8 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43863 21 環境省 認定鳥獣捕獲等事業者の認定の失効等
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 18 10 3 1 申請等 3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43864 21 環境省
捕獲等許可後の許可証の住所、氏名変更の
届出

鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律施行規則

2002 3 省令又は規則 28 7 11 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

国における手続きについ
ては電子または紙媒体で
保有しているが、地方にお
ける手続きについては当
該手続関係書類の国への
報告義務がないため.

43865 21 環境省
捕獲等許可後の従事者証の住所、氏名変更
の届出

鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律施行規則

2002 3 省令又は規則 28 7 12 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

国における手続きについ
ては電子または紙媒体で
保有しているが、地方にお
ける手続きについては当
該手続関係書類の国への
報告義務がないため.

43866 21 環境省 捕獲等許可後の従事者証の亡失届出
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律施行規則

2002 3 省令又は規則 28 7 14 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43867 21 環境省 猟区の事業の報告等
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律施行規則

2002 3 省令又は規則 28 76 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43868 21 環境省 猟区の維持管理事務の委託の報告
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律施行規則

2002 3 省令又は規則 28 76 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43869 21 環境省 違反行為の管轄都道府県知事への通知
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律施行規則

2002 3 省令又は規則 28 62 1 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43870 21 環境省 違反行為の環境大臣への通知
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律施行規則

2002 3 省令又は規則 28 62 2 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

43871 21 環境省 狩猟免状の住所変更の通知
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律施行規則

2002 3 省令又は規則 28 49 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43872 21 環境省 鳥獣捕獲等事業者の認定証の交付
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律施行規則

2002 3 省令又は規則 28 19 9 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43873 21 環境省 鳥獣捕獲等事業者の認定証の再交付
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律施行規則

2002 3 省令又は規則 28 19 9 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43874 21 環境省
鳥獣捕獲等事業者の名称、住所等の変更の
認定証の交付・再交付

鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律施行規則

2002 3 省令又は規則 28 19 11 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43929 21 環境省 第一種動物取扱業の登録の申請
動物の愛護及び管理に関
する法律

1973 1 法律 105 10 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方自治体における手続
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため

43930 21 環境省 第一種動物取扱業登録事項の変更の届出
動物の愛護及び管理に関
する法律

1973 1 法律 105 14 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方自治体における手続
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため

43931 21 環境省 第一種動物取扱業の廃業等の届出
動物の愛護及び管理に関
する法律

1973 1 法律 105 16 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方自治体における手続
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため

43932 21 環境省 第一種動物取扱業の登録の更新
動物の愛護及び管理に関
する法律

1973 1 法律 105 13 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方自治体における手続
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため

43933 21 環境省
第一種動物取扱業に対する飼養施設の状況
等に関する報告

動物の愛護及び管理に関
する法律

1973 1 法律 105 24 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方自治体における手続
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため

43934 21 環境省 第二種動物取扱業の届出
動物の愛護及び管理に関
する法律

1973 1 法律 105 24 2 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方自治体における手続
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため

43935 21 環境省 第二種動物取扱業届出事項の変更の届出
動物の愛護及び管理に関
する法律

1973 1 法律 105 24 3 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方自治体における手続
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため

43936 21 環境省 第二種動物取扱業廃業の届出
動物の愛護及び管理に関
する法律

1973 1 法律 105 24 3 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方自治体における手続
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため

43937 21 環境省 特定動物の飼養又は保管の許可の申請
動物の愛護及び管理に関
する法律

1973 1 法律 105 26 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方自治体における手続
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため

43938 21 環境省
特定動物の飼養又は保管に関する変更の許
可の申請

動物の愛護及び管理に関
する法律

1973 1 法律 105 28 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方自治体における手続
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため

43939 21 環境省
特定動物の飼養又は保管に関する軽微な変
更の届出

動物の愛護及び管理に関
する法律

1973 1 法律 105 28 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方自治体における手続
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため

43940 21 環境省 犬猫等販売業者定期報告届出
動物の愛護及び管理に関
する法律

1973 1 法律 105 21 5 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方自治体における手続
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため

43941 21 環境省 犬猫等販売業廃止の届出
動物の愛護及び管理に関
する法律

1973 1 法律 105 14 3 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方自治体における手続
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため

43942 21 環境省
第二種動物取扱業に対する飼養施設の状況
等に関する報告

動物の愛護及び管理に関
する法律

1973 1 法律 105 24 4 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方自治体における手続
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため

43943 21 環境省 犬猫等の個体に関する帳簿の保存
動物の愛護及び管理に関
する法律

1973 1 法律 105 21 5 1 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明

地方自治体における手続
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため

43944 21 環境省 第一種動物取扱業者登録簿の閲覧
動物の愛護及び管理に関
する法律

1973 1 法律 105 15 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方自治体における手続
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため

43945 21 環境省 第一種動物取扱業の登録証の交付
動物の愛護及び管理に関
する法律施行規則

2006 3 省令又は規則 1 2 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方自治体における手続
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため

43946 21 環境省
第一種動物取扱業の登録証の再交付の申
請

動物の愛護及び管理に関
する法律施行規則

2006 3 省令又は規則 1 2 6 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方自治体における手続
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため

43947 21 環境省 第一種動物取扱業の登録証亡失の届出
動物の愛護及び管理に関
する法律施行規則

2006 3 省令又は規則 1 2 8 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方自治体における手続
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため

43948 21 環境省 特定動物飼養・保管許可証の交付
動物の愛護及び管理に関
する法律施行規則

2006 3 省令又は規則 1 15 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方自治体における手続
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため

43949 21 環境省 特定動物飼養・保管許可証の再交付の申請
動物の愛護及び管理に関
する法律施行規則

2006 3 省令又は規則 1 15 7 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方自治体における手続
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため

43950 21 環境省 特定動物の飼養又は保管の廃止の届出
動物の愛護及び管理に関
する法律施行規則

2006 3 省令又は規則 1 16 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方自治体における手続
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため

43951 21 環境省 特定動物管轄区域外飼養・保管の通知
動物の愛護及び管理に関
する法律施行規則

2006 3 省令又は規則 1 13 11 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方自治体における手続
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため

43952 21 環境省 特定動物識別措置実施の届出
動物の愛護及び管理に関
する法律施行規則

2006 3 省令又は規則 1 20 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方自治体における手続
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため

44322 21 環境省 狩猟の結果報告
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 66 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44406 21 環境省 届出内容の変更命令 温泉法 1948 1 法律 161 18 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44407 21 環境省 登録分析機関の通知等 温泉法 1948 1 法律 161 19 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44408 21 環境省 登録分析機関登録簿の閲覧 温泉法 1948 1 法律 161 23 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44409 21 環境省 登録分析機関の取消し 温泉法 1948 1 法律 161 25
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44412 21 環境省 国定公園の区域指定の申出 自然公園法 1957 1 法律 161 5 2 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44413 21 環境省
国定公園の指定の解除及び区域の変更の申
出

自然公園法 1957 1 法律 161 6 2 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44414 21 環境省 国定公園の公園計画の決定の申出 自然公園法 1957 1 法律 161 7 2 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44415 21 環境省 国定公園の公園計画の廃止及び変更の申出 自然公園法 1957 1 法律 161 8 2 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44417 21 環境省 国定公園事業の執行認可の失効の届出 自然公園法 1957 1 法律 161 16 4 1 申請等 4-3 国又は地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44418 21 環境省
国定公園における生態系維持回復事業の確
認

自然公園法 1957 1 法律 161 41 2 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44419 21 環境省
国定公園における生態系維持回復事業の認
定

自然公園法 1957 1 法律 161 41 3 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44420 21 環境省
国立公園利用調整地区指定認定機関の指
定申請

自然公園法施行規則 1957 1 法律 41 13 11 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44421 21 環境省
国定公園利用調整地区指定認定機関の指
定申請

自然公園法施行規則 1957 1 法律 41 13 11 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44422 21 環境省
国立公園利用調整地区の認定関係事務の
実施に関する規定の認可申請

自然公園法施行規則 1957 1 法律 41 13 13 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 4 無

44423 21 環境省
国定公園利用調整地区の認定関係事務の
実施に関する規定の認可申請

自然公園法施行規則 1957 1 法律 41 13 13 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44424 21 環境省
国立公園利用調整地区指定認定機関の事
業計画等の認可申請

自然公園法施行規則 1957 1 法律 41 13 14 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44425 21 環境省
国定公園利用調整地区指定認定機関の事
業計画の認可申請

自然公園法施行規則 1957 1 法律 41 13 14 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44426 21 環境省
国立公園利用調整地区指定認定機関の認
定関係事務の休廃止の許可申請

自然公園法施行規則 1957 1 法律 41 13 15 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44427 21 環境省
国定公園利用調整地区指定認定機関の認
定関係事務の休廃止の許可申請

自然公園法施行規則 1957 1 法律 41 13 15 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44428 21 環境省
国立公園特別地域における自然を活用した
催しに関する計画の提出

自然公園法施行規則 1957 1 法律 41 12 30 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可台帳 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44429 21 環境省
国定公園特別地域における自然を活用した
催しに関する計画の提出

自然公園法施行規則 1957 1 法律 41 12 30 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44431 21 環境省
エコツーリズム推進協議会への特定事業者
等による構成員加入の申し出

エコツーリズム推進法 2007 1 法律 105 5 7 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
民間における手続であり、
当該手続関係書類の国へ
の報告義務がないため

44436 21 環境省 特定自然観光資源の指定の公示 エコツーリズム推進法 2007 1 法律 105 8 3 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし
44437 21 環境省 特定自然観光資源の解除の公示 エコツーリズム推進法 2007 1 法律 105 8 6 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44438 21 環境省 特定自然観光資源への立ち入り承認 エコツーリズム推進法 2007 1 法律 105 10 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
地方における手続であり、
当該手続関係書類の国へ
の報告義務がないため

44439 21 環境省 エコツーリズム推進協議会の活動状況報告 エコツーリズム推進法 2007 1 法律 105 12 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 4 無

44440 21 環境省 原生自然環境保全地域における行為許可 自然環境保全法 1972 1 法律 85 17 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

開発や調査研究内容等の
情報漏洩防止のため

44441 21 環境省
原生自然環境保全地域における非常災害に
係る応急措置の届出

自然環境保全法 1972 1 法律 85 17 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 5 実績なし



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

44442 21 環境省 原生自然環境保全地域における中止命令等 自然環境保全法 1972 1 法律 85 18 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 5 実績なし

44443 21 環境省
原生自然環境保全地域における許可行為に
係る報告徴収

自然環境保全法 1972 1 法律 85 20
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 5 実績なし

44444 21 環境省
原生自然環境保全地域における国等の行為
に係る環境大臣への協議

自然環境保全法 1972 1 法律 85 21 1 1 申請等 4-3 国又は地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

開発や調査研究内容等の
情報漏洩防止のため

44445 21 環境省
原生自然環境保全地域における非常災害に
係る応急措置の通知

自然環境保全法 1972 1 法律 85 21 2 1 申請等 4-3 国又は地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44446 21 環境省
地方公共団体による保全事業執行のための
協議

自然環境保全法 1972 1 法律 85 24 2 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44447 21 環境省 自然環境保全地域における行為許可 自然環境保全法 1972 1 法律 85 25 4 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

開発や調査研究内容等の
情報漏洩防止のため

44448 21 環境省
自然環境保全地域における非常災害に係る
応急措置の届出

自然環境保全法 1972 1 法律 85 25 7 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 5 実績なし

44449 21 環境省
自然環境保全地域における既着手行為に係
る届出

自然環境保全法 1972 1 法律 85 25 9 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 5 実績なし

44450 21 環境省 野生動植物保護地区における行為許可 自然環境保全法 1972 1 法律 85 26 3 7 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 5 実績なし

44451 21 環境省 海域特別地区における行為許可 自然環境保全法 1972 1 法律 85 27 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 5 実績なし

44452 21 環境省
海域特別地区における非常災害に係る応急
措置の届出

自然環境保全法 1972 1 法律 85 27 6 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 5 実績なし

44453 21 環境省
海域特別地区における期着手行為に係る届
出

自然環境保全法 1972 1 法律 85 27 8 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 5 実績なし

44454 21 環境省 普通地区における行為届出 自然環境保全法 1972 1 法律 85 28 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

開発や調査研究内容等の
情報漏洩防止のため

44455 21 環境省 普通地区における禁止命令等 自然環境保全法 1972 1 法律 85 28 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 5 実績なし

44456 21 環境省 普通地区における禁止命令等の期間の延長 自然環境保全法 1972 1 法律 85 28 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 5 実績なし

44457 21 環境省 自然環境保全地域における報告徴収 自然環境保全法 1972 1 法律 85 29 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 5 実績なし

44458 21 環境省 自然環境保全地域における中止命令等 自然環境保全法 1972 1 法律 85 30
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 5 実績なし

44459 21 環境省
自然環境保全地域における国等の行為に係
る環境大臣への協議

自然環境保全法 1972 1 法律 85 30 1 申請等 4-3 国又は地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

開発や調査研究内容等の
情報漏洩防止のため

44460 21 環境省
自然環境保全地域における非常災害に係る
応急措置の通知

自然環境保全法 1972 1 法律 85 30 1 申請等 4-3 国又は地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44461 21 環境省 生態系維持回復事業に係る確認 自然環境保全法 1972 1 法律 85 30 3 2 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44462 21 環境省 生態系維持回復事業に係る認定 自然環境保全法 1972 1 法律 85 30 3 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 5 実績なし

44463 21 環境省 生態系維持回復事業に係る確認の変更 自然環境保全法 1972 1 法律 85 30 3 6 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44464 21 環境省 生態系維持回復事業に係る認定の変更 自然環境保全法 1972 1 法律 85 30 3 6 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 5 実績なし

44465 21 環境省
生態系維持回復事業に係る確認の軽微な変
更

自然環境保全法 1972 1 法律 85 30 3 9 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44466 21 環境省
生態系維持回復事業に係る認定の軽微な変
更

自然環境保全法 1972 1 法律 85 30 3 9 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 5 実績なし

44467 21 環境省 生態系維持回復事業の認定の取消 自然環境保全法 1972 1 法律 85 30 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 5 実績なし

44468 21 環境省 生態系維持回復事業に係る報告徴収 自然環境保全法 1972 1 法律 85 30 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 5 実績なし

44469 21 環境省 損失の補償の請求 自然環境保全法 1972 1 法律 85 33 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 5 実績なし

44470 21 環境省 損失の補償の金額の通知 自然環境保全法 1972 1 法律 85 33 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 5 実績なし

44471 21 環境省
原生自然環境保全地域等の指定等に係る関
係行政機関の長への協議

自然環境保全法 1972 1 法律 85 43 1 1 申請等 1 国 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

協議の結果である指定書
等をすでに公表しており、
必要な情報が公開されて
いるため

44472 21 環境省
環境大臣以外の国の機関による保全事業執
行のための協議

自然環境保全法 1972 1 法律 85 43 2 1 申請等 1 国 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

44473 21 環境省
国内希少野生動植物種等の捕獲許可証の
交付

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 10 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 捕獲許可証 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

44474 21 環境省
国内希少野生動植物種等の捕獲許可証の
再交付申請

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 10 7 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 申請書 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44476 21 環境省 捕獲許可者に対する措置命令
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 11 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 措置命令 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

44477 21 環境省 捕獲許可条件違反等に対する措置命令
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 11 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 措置命令 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

44478 21 環境省 捕獲許可の取消し
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 11 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 取消し内容 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

44481 21 環境省 譲渡し等許可者に対する措置命令
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 14 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

44483 21 環境省
陳列又は広告をしている者に対する措置命
令

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 18 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 措置命令 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

44485 21 環境省 個体等の登録申請
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 20 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 6 民間事業者等 個体等登録機関 4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 申請書 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44486 21 環境省 登録票の交付
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 20 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

6 民間事業者等 個体等登録機関 4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 登録票 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

44487 21 環境省 個体等の区分変更に係る変更登録の申請
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 20 6 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 6 民間事業者等 個体等登録機関 4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 申請書 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44488 21 環境省 変更後の登録票の交付
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 20 8
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

6 民間事業者等 個体等登録機関 4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 登録票 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

44489 21 環境省 登録票の書換交付
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 20 9
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

6 民間事業者等 個体等登録機関 4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 登録票 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

44490 21 環境省 登録票の再交付
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 20 10
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

6 民間事業者等 個体等登録機関 4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 登録票 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

44491 21 環境省 登録氏名等の変更届出
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 20 11 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 6 民間事業者等 個体等登録機関 4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 届出 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44493 21 環境省 原材料器官等に係る事前登録申請
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 20 3 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 6 民間事業者等 個体等登録機関 4 地方の事務でない × 21 環境省 5 実績なし

44494 21 環境省 事前登録済証の交付
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 20 3 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

6 民間事業者等 個体等登録機関 4 地方の事務でない × 21 環境省 5 実績なし

44496 21 環境省 事前登録に係る環境大臣への報告
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 20 4 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 6 民間事業者等 個体等登録機関 4 地方の事務でない × 21 環境省 5 実績なし

44497 21 環境省 事前登録済証の返納
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 20 4 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 6 民間事業者等 個体等登録機関 4 地方の事務でない × 21 環境省 5 実績なし

44498 21 環境省 事前登録済証の返納命令
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 20 4 6
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない × 21 環境省 5 実績なし

44499 21 環境省 事前登録者に対する報告徴収
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 20 4 7
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 報告徴収 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44500 21 環境省 登録関係事務の規程の認可
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 24 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 認可書 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44501 21 環境省 個体等登録機関に対する適合命令
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 26 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 4 地方の事務でない × 21 環境省 5 実績なし

44502 21 環境省 個体等登録機関に対する改善命令
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 26 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 4 地方の事務でない × 21 環境省 5 実績なし

44503 21 環境省 個体等登録関係事務の規程の変更命令
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 26 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 4 地方の事務でない × 21 環境省 5 実績なし

44505 21 環境省 機関登録の取消し又は業務停止命令
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 26 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 4 地方の事務でない × 21 環境省 5 実績なし

44506 21 環境省 個体等登録機関に対する報告徴収
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 27 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 4 地方の事務でない × 21 環境省 5 実績なし

44533 21 環境省
生息地等保護区の指定等における公衆の縦
覧

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 36 5 3 縦覧等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 4 その他
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44534 21 環境省
生息地等保護区の指定等に関する意見書の
提出

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 36 6 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44535 21 環境省
生息地等保護区管理地区の指定等における
公衆の縦覧

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 37 3 3 縦覧等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 4 その他
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44536 21 環境省
生息地等保護区管理地区の指定等に関する
意見書の提出

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 37 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44537 21 環境省 生息地等保護区管理地区内の行為許可
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 37 5 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44538 21 環境省
生息地等保護区管理地区における既着手行
為に係る届出

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 37 8 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44539 21 環境省
生息地等保護区管理地区における非常災害
に係る応急措置の届出

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 37 10 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44541 21 環境省
生息地等保護区監視地区内の行為に係る届
出

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 39 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44542 21 環境省
生息地等保護区監視地区内の行為に対する
禁止命令等

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 39 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44545 21 環境省
生息地等保護区管理地区等における原状回
復命令

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 40 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44546 21 環境省
生息地等保護区管理地区等における報告徴
収

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 41 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44547 21 環境省 補償の請求
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 44 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44548 21 環境省 保護増殖事業の確認
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 46 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
保護増殖事業
計画・確認認
定一覧

1 OD

http://www.env.
go.jp/nature/nat
urebiodic/nature
/kisho/%E4%BF%
9D%E8%AD%B7%
E5%A2%97%E7%A
2%BA%E8%AA%8
D%E3%83%BB%E
8%AA%8D%E5%A
E%9A%EF%BC%8
8%E3%83%9B%E3
%83%BC%E3%83%
A0%E3%83%9A%E
3%83%BC%E3%82
%B8%E6%8E%B2%
E8%BC%89%E7%9
4%A8%EF%BC%8
90107.pdf

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44549 21 環境省 保護増殖事業の認定
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 46 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
保護増殖事業
計画・確認認
定一覧

1 OD

http://www.env.
go.jp/nature/nat
urebiodic/nature
/kisho/%E4%BF%
9D%E8%AD%B7%
E5%A2%97%E7%A
2%BA%E8%AA%8
D%E3%83%BB%E
8%AA%8D%E5%A
E%9A%EF%BC%8
8%E3%83%9B%E3
%83%BC%E3%83%
A0%E3%83%9A%E
3%83%BC%E3%82
%B8%E6%8E%B2%
E8%BC%89%E7%9
4%A8%EF%BC%8
90107.pdf

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44550 21 環境省 認定保護増殖事業者からの報告
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 47 4 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 5 実績なし

44551 21 環境省 環境大臣への通知
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 48 1 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44552 21 環境省 保護増殖事業の確認の取消し
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 48 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）

絶滅のおそれ
のある野生動
植物の種の保
存に関する法
律第46条第４
項の規定によ
る公示

1 OD

http://www.env.
go.jp/nature/kis
ho/hogozoushok
u/kakunin.html

8 その他
4 都度更
新

不定期
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

ホームページ本文に記載

44553 21 環境省 保護増殖事業の認定の取消し
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 48 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）

絶滅のおそれ
のある野生動
植物の種の保
存に関する法
律第46条第４
項の規定によ
る公示

1 OD

http://www.env.
go.jp/nature/kis
ho/hogozoushok
u/kakunin.html

8 その他
4 都度更
新

不定期
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

ホームページ本文に記載



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）
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府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
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の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
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式

更新
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公開
状況

更新
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調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

44555 21 環境省
国内希少野生動植物種の捕獲等、譲渡し等
の協議

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 54 2 1 申請等 4-3 国又は地方等 1 国 4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 協議書 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44556 21 環境省
生息地等保護区管理地区における既着手行
為等の通知

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 54 3 1 申請等 4-3 国又は地方等 1 国 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

44557 21 環境省
確認に係る南極地域活動以外の南極地域活
動の制限

南極地域の環境の保護に
関する法律

1997 1 法律 61 5 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 4 無

44558 21 環境省 南極地域活動計画の確認申請
南極地域の環境の保護に
関する法律

1997 1 法律 61 6 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 4 無

44559 21 環境省 南極地域活動計画の確認の審査に係る命令
南極地域の環境の保護に
関する法律

1997 1 法律 61 8 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 4 無

44560 21 環境省 南極地域活動計画の縦覧
南極地域の環境の保護に
関する法律

1997 1 法律 61 9 1 3 縦覧等 1 国 × 21 環境省 4 無

44561 21 環境省 承継の届出
南極地域の環境の保護に
関する法律

1997 1 法律 61 10 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 4 無

44562 21 環境省 申請書の氏名の確定届出
南極地域の環境の保護に
関する法律

1997 1 法律 61 11 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 4 無

44563 21 環境省 申請書の変更届出
南極地域の環境の保護に
関する法律

1997 1 法律 61 11 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 4 無

44564 21 環境省 申請書の変更届出の特例
南極地域の環境の保護に
関する法律

1997 1 法律 61 11 4 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 4 無

44565 21 環境省 行為者証の交付
南極地域の環境の保護に
関する法律

1997 1 法律 61 11 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 4 無

44566 21 環境省 行為者証の再交付
南極地域の環境の保護に
関する法律

1997 1 法律 61 11 6
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 4 無

44567 21 環境省 報告徴収
南極地域の環境の保護に
関する法律

1997 1 法律 61 21
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 4 無

44568 21 環境省 措置命令
南極地域の環境の保護に
関する法律

1997 1 法律 61 23 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 4 無

44569 21 環境省 措置命令
南極地域の環境の保護に
関する法律

1997 1 法律 61 23 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 4 無

44577 21 環境省 第一種使用等に係る損害回復命令

遺伝子組換え生物等の使
用等の規制による生物の
多様性の確保に関する法
律

2017 1 法律 97 10 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 5 実績なし

111634 21 環境省 第二種使用等に係る損害回復命令

遺伝子組換え生物等の使
用等の規制による生物の
多様性の確保に関する法
律

2017 1 法律 97 14 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 5 実績なし

111635 21 環境省 適正使用情報違反に係る損害回復命令

遺伝子組換え生物等の使
用等の規制による生物の
多様性の確保に関する法
律

2017 1 法律 97 26 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 5 実績なし

115217 21 環境省 沖合海底特別地区における行為許可 自然環境保全法 1972 1 法律 85 35 4 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 5 実績なし

115218 21 環境省
沖合海底特別地区における既着手行為に係
る届出

自然環境保全法 1972 1 法律 85 35 4 7 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 5 実績なし

115219 21 環境省
沖合海底特別地区に含まれない区域におけ
る行為届出

自然環境保全法 1972 1 法律 85 35 5 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 5 実績なし

115220 21 環境省
沖合海底特別地区に含まれない区域におけ
る禁止命令等

自然環境保全法 1972 1 法律 85 35 5 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 5 実績なし

115221 21 環境省
沖合海底特別地区に含まれない区域におけ
る禁止命令等の期間の延長

自然環境保全法 1972 1 法律 85 35 5 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 5 実績なし

115222 21 環境省
沖合海底自然環境保全地域における報告徴
収

自然環境保全法 1972 1 法律 85 35 6 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 5 実績なし

115223 21 環境省
沖合海底自然環境保全地域における中止命
令等

自然環境保全法 1972 1 法律 85 35 7
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 5 実績なし

115224 21 環境省
沖合海底自然環境保全地域における国等の
行為に係る環境大臣への協議

自然環境保全法 1972 1 法律 85 35 7 1 申請等 4-3 国又は地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

115225 21 環境省
沖合海底自然環境保全地域における損失の
補償の請求

自然環境保全法 1972 1 法律 85 35 11 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 5 実績なし

115226 21 環境省
沖合海底自然環境保全地域における損失の
補償の金額の通知

自然環境保全法 1972 1 法律 85 35 11
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 5 実績なし

115227 21 環境省 国定公園特別地域における行為の許可 自然公園法 1957 1 法律 161 21 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

115228 21 環境省 国立公園特別地域における行為の許可 自然公園法 1957 1 法律 161 20 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 行為許可に関する台帳 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

115229 21 環境省 国定公園特別保護地区における行為の許可 自然公園法 1957 1 法律 161 21 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

115230 21 環境省 国立公園特別保護地区における行為の許可 自然公園法 1957 1 法律 161 21 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 行為許可に関する台帳 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

115231 21 環境省
国定公園海域公園地区における行為の許可
申請

自然公園法 1957 1 法律 161 22 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

115232 21 環境省 国立公園海域公園地区における行為の許可 自然公園法 1957 1 法律 161 22 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 行為許可に関する台帳 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

115233 21 環境省 国定公園普通地域届出の処分の延長通知 自然公園法 1957 1 法律 161 33 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

115234 21 環境省 国立公園普通地域届出の処分の延長通知 自然公園法 1957 1 法律 161 33 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 行為許可に関する台帳 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

115235 21 環境省 国定公園利用調整地区内への立入りの認定 自然公園法 1957 1 法律 161 24 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

6 民間事業者等
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

115236 21 環境省 国立公園利用調整地区内への立入りの認定 自然公園法 1957 1 法律 161 24 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

6 民間事業者等
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

115237 21 環境省
国定公園利用調整地区の指定認定機関に対
する監督命令

自然公園法 1957 1 法律 161 29 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

115238 21 環境省
国立公園利用調整地区の指定認定機関に対
する監督命令

自然公園法 1957 1 法律 161 29 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

115239 21 環境省
国定公園利用調整地区の指定認定機関の
事業報告書等の提出

自然公園法 1957 1 法律 161 27 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

115240 21 環境省
国立公園利用調整地区の指定認定機関の
事業報告書等の提出

自然公園法 1957 1 法律 161 27 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

115241 21 環境省
国定公園利用調整地区への立入認定証の
再交付申請

自然公園法施行規則 1957 1 法律 41 13 9 1 1 申請等 3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

115242 21 環境省
国立公園利用調整地区への立入認定証の
再交付申請

自然公園法施行規則 1957 1 法律 41 13 9 1 1 申請等 4-3 国又は地方等
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

115243 21 環境省
国定公園利用調整地区の指定認定機関の
指定申請

自然公園法 1957 1 法律 161 25 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

115244 21 環境省
国立公園利用調整地区の指定認定機関の
指定

自然公園法 1957 1 法律 161 25 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

115245 21 環境省
国定公園利用調整地区の認定関係事務の
実施に関する規定の認可

自然公園法 1957 1 法律 161 27 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

115246 21 環境省
国立公園利用調整地区の認定関係事務の
実施に関する規定の認可

自然公園法 1957 1 法律 161 27 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

115247 21 環境省
国定公園利用調整地区の事業計画等の認
可

自然公園法 1957 1 法律 161 27 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

115248 21 環境省
国立公園利用調整地区の事業計画等の認
可

自然公園法 1957 1 法律 161 27 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

115249 21 環境省
国定公園利用調整地区の認定関係事務の
休廃止の許可

自然公園法 1957 1 法律 161 27 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

115250 21 環境省
国立公園利用調整地区の認定関係事務の
休廃止の許可

自然公園法 1957 1 法律 161 27 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

115251 21 環境省
国民公園及び千鳥ケ淵戦没者墓苑内におけ
る行為の許可の申請

国民公園、千鳥ケ淵戦没
者墓苑並びに戦後強制抑
留及び引揚死没者慰霊碑
苑地管理規則第２条＜厚
令＞

1959 3 省令又は規則 13 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省
公共施設使用許可申請
にかかる必要書類

○ 3 有（紙媒体での管理） 9 契約・決裁 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他 個人情報がある

115258 21 環境省 譲渡し等許可条件違反等に対する措置命令
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 14 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

115260 21 環境省 個体識別措置の変更登録申請
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 20 7 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 6 民間事業者等 個体等登録機関 4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 申請書 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

115261 21 環境省 登録票の書換交付申請
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 20 9 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 6 民間事業者等 個体等登録機関 4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 申請書 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

115262 21 環境省 登録票の再交付申請
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 20 10 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 6 民間事業者等 個体等登録機関 4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 申請書 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

115263 21 環境省 登録の更新申請
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 20 2 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 6 民間事業者等 個体等登録機関 4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 申請書 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

115264 21 環境省 更新後の登録票の交付
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 20 2 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

6 民間事業者等 個体等登録機関 4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 登録票 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

115265 21 環境省 命令違反者への事前登録済証の返納命令
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 20 4 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない × 21 環境省 5 実績なし

115266 21 環境省 登録内容の軽微な変更の届出
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 24 4 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 届出 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

115267 21 環境省
登録関係事務の規程の認可申請及び変更申
請

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 24 5 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 申請書 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

115268 21 環境省
個体等登録機関がした処分等に係る審査請
求

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 28 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 審査請求 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

115269 21 環境省 危険猟法許可証の申請
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 37 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 6 不明

国における手続きについ
ては電子または紙媒体で
保有しているが、地方にお
ける手続きについては当
該手続関係書類の国への
報告義務がないため.

115270 21 環境省
指定管理鳥獣捕獲等事業従事者証の交付
申請

鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律施行規則

2002 3 省令又は規則 28 13 9 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

115271 21 環境省 指定管理鳥獣捕獲等事業従事者証の交付
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律施行規則

2002 3 省令又は規則 28 13 9 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

115272 21 環境省
指定管理鳥獣捕獲等事業従事者証の再交
付申請

鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律施行規則

2002 3 省令又は規則 28 13 9 4 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

115273 21 環境省
指定管理鳥獣捕獲等事業従事者証の住所、
代表者氏名変更の届出

鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律施行規則

2002 3 省令又は規則 28 13 9 5 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

115274 21 環境省
指定管理鳥獣捕獲等事業従事者証の記載
者の住所、氏名変更の届出

鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律施行規則

2002 3 省令又は規則 28 13 9 6 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

115275 21 環境省
指定管理鳥獣捕獲等事業従事者証の亡失
届出

鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律施行規則

2002 3 省令又は規則 28 13 9 7 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

115276 21 環境省 指定猟法許可証の交付申請
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律施行規則

2002 3 省令又は規則 28 15 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

国における手続きについ
ては電子または紙媒体で
保有しているが、地方にお
ける手続きについては当
該手続関係書類の国への
報告義務がないため.

115277 21 環境省 指定猟法許可証の交付
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律施行規則

2002 3 省令又は規則 28 15 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

国における手続きについ
ては電子または紙媒体で
保有しているが、地方にお
ける手続きについては当
該手続関係書類の国への
報告義務がないため.

115278 21 環境省 指定猟法許可証の再交付申請
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律施行規則

2002 3 省令又は規則 28 15 5 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

国における手続きについ
ては電子または紙媒体で
保有しているが、地方にお
ける手続きについては当
該手続関係書類の国への
報告義務がないため.

115279 21 環境省 指定猟法許可証の住所、氏名変更の届出
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律施行規則

2002 3 省令又は規則 28 15 6 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

国における手続きについ
ては電子または紙媒体で
保有しているが、地方にお
ける手続きについては当
該手続関係書類の国への
報告義務がないため.



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

115280 21 環境省 指定猟法許可証の亡失届出
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律施行規則

2002 3 省令又は規則 28 15 7 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

国における手続きについ
ては電子または紙媒体で
保有しているが、地方にお
ける手続きについては当
該手続関係書類の国への
報告義務がないため.

115281 21 環境省 特定輸入鳥獣標識の再交付申請
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律施行規則

2002 3 省令又は規則 28 29 6 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 6 不明

国における手続きについ
ては電子または紙媒体で
保有しているが、地方にお
ける手続きについては当
該手続関係書類の国への
報告義務がないため.

115282 21 環境省
認定鳥獣捕獲等事業者の捕獲従事者である
ことを証する証明書

鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律施行規則

2002 3 省令又は規則 28 65 2 5 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

115283 21 環境省 鳥獣捕獲従事者証の交付申請
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 9 8 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

国における手続きについ
ては電子または紙媒体で
保有しているが、地方にお
ける手続きについては当
該手続関係書類の国への
報告義務がないため.

115284 21 環境省 狩猟鳥獣の捕獲等の承認証の交付
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 12 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

国における手続きについ
ては電子または紙媒体で
保有しているが、地方にお
ける手続きについては当
該手続関係書類の国への
報告義務がないため.

115285 21 環境省
認定鳥獣捕獲等事業者の認定を受けた事項
の変更の届出

鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 18 7 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

115286 21 環境省 認定鳥獣捕獲等事業の廃止の届出
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 18 7 4 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

115287 21 環境省 鳥獣の飼養登録票の再交付申請
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 19 6 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

115288 21 環境省 適法捕獲等証明書の交付申請
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 25 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 6 不明

国における手続きについ
ては電子または紙媒体で
保有しているが、地方にお
ける手続きについては当
該手続関係書類の国への
報告義務がないため.

115289 21 環境省 適法捕獲等証明書の交付
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 25 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 6 不明

国における手続きについ
ては電子または紙媒体で
保有しているが、地方にお
ける手続きについては当
該手続関係書類の国への
報告義務がないため.

115290 21 環境省 適法捕獲等証明書の再交付申請
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 25 4 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 6 不明

国における手続きについ
ては電子または紙媒体で
保有しているが、地方にお
ける手続きについては当
該手続関係書類の国への
報告義務がないため.

115291 21 環境省 特定輸入鳥獣標識の交付申請
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 26 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 6 不明

国における手続きについ
ては電子または紙媒体で
保有しているが、地方にお
ける手続きについては当
該手続関係書類の国への
報告義務がないため.

115292 21 環境省
特定猟具使用制限区域における捕獲等の承
認

鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 35 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

115293 21 環境省
特定猟具使用制限区域における捕獲等の承
認証の交付

鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 35 12
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

115294 21 環境省 猟区設定認可の申請
鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 68 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

115295 21 環境省
報告徴収及び立入検査等を行う職員の証明
書の発行

鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 75 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 4-3 国又は地方等 × 21 環境省 6 不明

国における手続きについ
ては電子または紙媒体で
保有しているが、地方にお
ける手続きについては当
該手続関係書類の国への
報告義務がないため.
また、地方における手続き
については、当該手続関
係書類の国への報告義務
がないため.

115296 21 環境省
環境大臣の権限の一部を行う職員の証明書
の発行

鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する
法律

2002 1 法律 88 77 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国 × 21 環境省 6 不明

国における手続きについ
ては電子または紙媒体で
保有しているが、地方にお
ける手続きについては当
該手続関係書類の国への
報告義務がないため.

123432 21 環境省
国内希少野生動植物種等の捕獲従事者証
の再交付申請

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 10 7 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

123433 21 環境省 費用負担命令
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 11 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない × 21 環境省 5 実績なし

123434 21 環境省 費用負担命令
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 14 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない × 21 環境省 5 実績なし

123435 21 環境省 事前登録済証への記載禁止命令
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 20 4 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない × 21 環境省 5 実績なし

123438 21 環境省 機関登録の取消し
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 26 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 4 地方の事務でない × 21 環境省 5 実績なし

123439 21 環境省 捕獲に係る報告
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律施行規則

1993 3 省令又は規則 9 3 10 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

123440 21 環境省
再交付に係る国内希少野生動植物種等の捕
獲許可証の返納

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律施行規則

1993 3 省令又は規則 9 3 11 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

123441 21 環境省
再交付に係る国内希少野生動植物種等の捕
獲従事者証の交付の返納

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律施行規則

1993 3 省令又は規則 9 3 11 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

124057 21 環境省
希少種保全動植物園等認定（変更の認定/
認定の更新）申請

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 48 4 3 1 申請等 3 地方等 1 国 4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
希少種保全動
植物園等の認
定等の公示

1 OD

https://www.env
.go.jp/nature/kis
ho/doshokubuts
uen-list.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

124058 21 環境省
希少種保全動植物園等の認定（更新）を受け
ようとする法人に係る誓約

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 48 4 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

124059 21 環境省
希少種保全動植物園等の認定事項に係る変
更届出

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 48 4 5 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
希少種保全動
植物園等の認
定等の公示

1 OD

https://www.env
.go.jp/nature/kis
ho/doshokubuts
uen-list.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

124060 21 環境省 認定希少種保全動植物園等の廃止届出
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 48 4 5 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
希少種保全動
植物園等の認
定等の公示

1 OD

https://www.env
.go.jp/nature/kis
ho/doshokubuts
uen-list.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

124061 21 環境省
希少野生動植物種の飼養等及び譲渡し等に
関する事項（報告）

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 48 7 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

124062 21 環境省 生息地等保護区管理地区内行為協議
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 54 2 1 申請等 4-3 国又は地方等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

124063 21 環境省
生息地等保護区管理地区内非常災害応急
措置通知

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 54 3 1 申請等 4-3 国又は地方等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

124064 21 環境省 生息地等保護区管理地区内行為通知
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 54 3 1 申請等 4-3 国又は地方等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

124065 21 環境省
生息地等保護区管理地区立入制限地区内
立入許可申請

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 38 4 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

124066 21 環境省
生息地等保護区管理地区立入制限地区内
立入協議

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律施行規則

1992 1 法律 75 54 2 1 申請等 4-3 国又は地方等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

124067 21 環境省
生息地等保護区管理地区立入制限地区内
立入通知

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律施行規則

1992 1 法律 75 54 3 1 申請等 4-3 国又は地方等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

124068 21 環境省 生息地等保護区監視地区内行為通知
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律施行規則

1992 1 法律 75 54 3 1 申請等 4-3 国又は地方等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

118907 21 環境省 中長期計画の認可申請

国立研究開発法人国立環
境研究所の業務運営並び
に財務及び会計等に関す
る省令

2001 3 省令又は規則 14 5 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
国立研究開発法人国
立環境研究所

× 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請への認可 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
国立研究開発法人国立環
境研究所

個別の法人に対する通知
のため

118908 21 環境省 中長期計画の変更の認可申請

国立研究開発法人国立環
境研究所の業務運営並び
に財務及び会計等に関す
る省令

2001 3 省令又は規則 14 5 2 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
国立研究開発法人国
立環境研究所

× 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請への認可 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
国立研究開発法人国立環
境研究所

個別の法人に対する通知
のため

118909 21 環境省 業務実績等報告書の提出

国立研究開発法人国立環
境研究所の業務運営並び
に財務及び会計等に関す
る省令

2001 3 省令又は規則 14 7 2
2-3 交付等（民間手
続）

2 独立行政法人等 1 国
国立研究開発法人国
立環境研究所

× 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 業務実績等報告書 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
業務実績等報
告書

2 非OD

http://www.nies.
go.jp/kihon/gyo
mu_hokoku/inde
x.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月 4 その他 一般閲覧
個別の法人の報告書であ
るため

118910 21 環境省
最初の国立研究開発法人の長の任期の終
了時における業務実績等報告書の提出

国立研究開発法人国立環
境研究所の業務運営並び
に財務及び会計等に関す
る省令

2001 3 省令又は規則 14 8 2
2-3 交付等（民間手
続）

2 独立行政法人等 1 国
国立研究開発法人国
立環境研究所

× 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
最初の国立研究開発法人の長の任
期の終了時における業務実績等報
告書

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）

最初の国立研
究開発法人の
長の任期の終
了時における
業務実績等報
告書

2 非OD

http://www.nies.
go.jp/kihon/gyo
mu_hokoku/inde
x.html

7 構造化
PDF

5 その他 6月 4 その他 一般閲覧
個別の法人の報告書であ
るため

118911 21 環境省 年度計画の提出

国立研究開発法人国立環
境研究所の業務運営並び
に財務及び会計等に関す
る省令

2001 3 省令又は規則 14 9 2
2-3 交付等（民間手
続）

2 独立行政法人等 1 国
国立研究開発法人国
立環境研究所

× 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 年度計画書 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応） 年度計画 2 非OD

http://www.nies.
go.jp/kihon/nen
dokeikaku/index.
html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月 4 その他 一般閲覧
個別の法人の年度計画書
であるため

118912 21 環境省 短期借入金の認可等の申請書類の提出

国立研究開発法人国立環
境研究所の業務運営並び
に財務及び会計等に関す
る省令

2001 3 省令又は規則 14 17 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
国立研究開発法人国
立環境研究所

× 21 環境省 5 実績なし
国立研究開発法人国立環
境研究所

個別法人に対する通知の
ため

118913 21 環境省 重要な財産の処分等の認可の申請

国立研究開発法人国立環
境研究所の業務運営並び
に財務及び会計等に関す
る省令

2001 3 省令又は規則 14 20 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
国立研究開発法人国
立環境研究所

× 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 申請への認可 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
国立研究開発法人国立環
境研究所

個別法人に対する通知の
ため

118914 21 環境省 人材認定等事業の登録通知
環境教育等による環境保
全の取組の促進に関する
法律

2003 1 法律 130 11 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 4 無

118915 21 環境省 人材認定等事業の登録の取消通知
環境教育等による環境保
全の取組の促進に関する
法律

2003 1 法律 130 14 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 4 無

118916 21 環境省 体験の機会の場の認定の取消通知
環境教育等による環境保
全の取組の促進に関する
法律

2003 1 法律 130 20 6 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 4 無

118917 21 環境省 環境教育等支援団体の指定の申請
環境教育等による環境保
全の取組の促進に関する
法律施行規則

2012 3 省令又は規則 2 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
申請者の個人情報及び事業内容情
報

2 教育 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
環境教育等支
援団体の指定
指定状況

1 OD
http://www.env.
go.jp/policy/post
_42.html

1 EXCEL
4 都度更
新

不定期
3-2 二次利用可能なルー
ルを定めていない

118918 21 環境省 支援事業の変更の届出
環境教育等による環境保
全の取組の促進に関する
法律施行規則

2012 3 省令又は規則 2 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 4 無

118919 21 環境省 支援事業の廃止の届出
環境教育等による環境保
全の取組の促進に関する
法律施行規則

2012 3 省令又は規則 2 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 4 無

118920 21 環境省 人材認定等事業の登録の申請
環境教育等による環境保
全の取組の促進に関する
法律施行規則

2012 3 省令又は規則 2 5 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
申請者の個人情報及び事業内容情
報

2 教育 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）

環境人材育
成・認定等事
業データベー
ス

1 OD

http://www.env.
go.jp/policy/kyoi
ku/jinzai/jinzai_it
iran_2111.pdf

1 EXCEL
4 都度更
新

不定期
3-2 二次利用可能なルー
ルを定めていない

118921 21 環境省 登録人材認定等事業の変更の届出
環境教育等による環境保
全の取組の促進に関する
法律施行規則

2012 3 省令又は規則 2 7 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 4 無

118922 21 環境省 登録人材認定等事業の廃止の届出
環境教育等による環境保
全の取組の促進に関する
法律施行規則

2012 3 省令又は規則 2 7 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 4 無

118923 21 環境省 体験の機会の場の認定の申請
環境教育等による環境保
全の取組の促進に関する
法律施行規則

2012 3 省令又は規則 2 9 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
申請者の個人情報及び事業内容情
報

2 教育 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
体験の機会の
場の認定 認定
状況

1 OD
http://www.env.
go.jp/policy/post
_60.html

1 EXCEL
4 都度更
新

不定期
3-2 二次利用可能なルー
ルを定めていない

118924 21 環境省 認定体験の機会の場の変更の届出
環境教育等による環境保
全の取組の促進に関する
法律施行規則

2012 3 省令又は規則 2 10 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 4 無

118925 21 環境省 認定体験の機会の場の廃止の届出
環境教育等による環境保
全の取組の促進に関する
法律施行規則

2012 3 省令又は規則 2 10 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 4 無

118926 21 環境省 認定体験の機会の場の更新の申請
環境教育等による環境保
全の取組の促進に関する
法律施行規則

2012 3 省令又は規則 2 11 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
申請者の個人情報及び事業内容情
報

2 教育 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
体験の機会の
場の認定 認定
状況

1 OD
http://www.env.
go.jp/policy/post
_60.html

1 EXCEL
4 都度更
新

不定期
3-2 二次利用可能なルー
ルを定めていない

118927 21 環境省
国又は地方公共団体との協働取組に係る申
出

環境教育等による環境保
全の取組の促進に関する
法律施行規則

2012 3 省令又は規則 2 15 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 4 無

118928 21 環境省 国民、民間団体等による協定の届出
環境教育等による環境保
全の取組の促進に関する
法律施行規則

2012 3 省令又は規則 2 18 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 4 無

118929 21 環境省 国民、民間団体等による協定の変更の届出
環境教育等による環境保
全の取組の促進に関する
法律施行規則

2012 3 省令又は規則 2 19 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 4 無

118930 21 環境省 国民、民間団体等による協定の廃止の届出
環境教育等による環境保
全の取組の促進に関する
法律施行規則

2012 3 省令又は規則 2 19 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 4 無

43233 21 環境省 環境基本計画の公表 環境基本法 1993 1 法律 91 15 4 3 縦覧等 1 国 × 21 環境省 4 無

環境基本計画は、HP上で
公開しているのみで、得ら
れるデータがないため、管
理データは該当ありませ
ん。



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

43234 21 環境省
環境教育の推進に必要な施策等に関する助
言、指導等

環境教育等による環境保
全の取組の促進に関する
法律

2003 1 法律 130 9 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 4 無

43235 21 環境省 登録人材認定等事業の通知・公示
環境教育等による環境保
全の取組の促進に関する
法律

2003 1 法律 130 11 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 4 無

43236 21 環境省 登録民間団体等に係る報告徴収、助言等
環境教育等による環境保
全の取組の促進に関する
法律

2003 1 法律 130 12
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 4 無

43237 21 環境省 都道府県又は市町村への情報提供、助言等
環境教育等による環境保
全の取組の促進に関する
法律

2003 1 法律 130 16
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 4 無

43238 21 環境省 環境教育等支援団体の申請・指定
環境教育等による環境保
全の取組の促進に関する
法律

2003 1 法律 130 10 2 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
申請者の個人情報及び事業内容情
報

2 教育 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
環境教育等支
援団体の指定
指定状況

1 OD
http://www.env.
go.jp/policy/post
_42.html

1 EXCEL
4 都度更
新

不定期
3-2 二次利用可能なルー
ルを定めていない

43239 21 環境省 人材認定等事業の申請
環境教育等による環境保
全の取組の促進に関する
法律

2003 1 法律 130 11 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
申請者の個人情報及び事業内容情
報

2 教育 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）

環境人材育
成・認定等事
業データベー
ス

1 OD

http://www.env.
go.jp/policy/kyoi
ku/jinzai/jinzai_it
iran_2111.pdf

1 EXCEL
4 都度更
新

不定期
3-2 二次利用可能なルー
ルを定めていない

43240 21 環境省 体験の機会の場の認定の申請
環境教育等による環境保
全の取組の促進に関する
法律

2003 1 法律 130 20 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
申請者の個人情報及び事業内容情
報

2 教育 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
体験の機会の
場の認定 認定
状況

1 OD
http://www.env.
go.jp/policy/post
_60.html

1 EXCEL
4 都度更
新

不定期
3-2 二次利用可能なルー
ルを定めていない

43241 21 環境省 環境保全に係る協働取組の申出
環境教育等による環境保
全の取組の促進に関する
法律

2003 1 法律 130 21 4 5 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 4 無

43242 21 環境省 国民、民間団体等による協定の届出等
環境教育等による環境保
全の取組の促進に関する
法律

2003 1 法律 130 21 5 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 4 無

43360 21 環境省 事業者負担金の額の通知
公害防止事業費事業者負
担法

1970 1 法律 133 9 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43361 21 環境省
事業者負担金の額の通知（当該公害防止事
業に係る区域に工場又は事業場が設置され
ていないもの）

公害防止事業費事業者負
担法

1970 1 法律 133 9 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43362 21 環境省 事業者負担金の額の変更の通知
公害防止事業費事業者負
担法

1970 1 法律 133 9 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43363 21 環境省
事業費負担金の額の通知（負担総額が設置
費と管理費に区分される場合）

公害防止事業費事業者負
担法

1970 1 法律 133 10 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43364 21 環境省 事業活動の報告及び帳簿書類の提出
公害防止事業費事業者負
担法

1970 1 法律 133 17 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43384 21 環境省 環境大臣と各省各庁の長との協議

国等における温室効果ガ
ス等の排出の削減に配慮
した契約の推進に関する
法律

2007 1 法律 56 5 5 1 申請等 1 国 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開 4 その他

当該手続きは閣議決定の
ための手続きを行うもので
あり,民間・地方公共団体
に対する手続きではない
ため。

当該手続きは閣議決定の
ための手続きを行うもので
あり,民間・地方公共団体
に対する手続きではない
ため。

43385 21 環境省 環境大臣による各省各庁の長への要請

国等における温室効果ガ
ス等の排出の削減に配慮
した契約の推進に関する
法律

2007 1 法律 56 9
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開 4 その他

当該手続きは閣議決定の
ための手続きを行うもので
あり,民間・地方公共団体
に対する手続きではない
ため。

当該手続きは閣議決定の
ための手続きを行うもので
あり,民間・地方公共団体
に対する手続きではない
ため。

43387 21 環境省 環境大臣と各省各庁の長との協議
国等による環境物品等の
調達の推進等に関する法
律

2000 1 法律 100 6 3 1 申請等 1 国 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開 4 その他

当該手続きは閣議決定の
ための手続きを行うもので
あり,民間・地方公共団体
に対する手続きではない
ため。

当該手続きは閣議決定の
ための手続きを行うもので
あり,民間・地方公共団体
に対する手続きではない
ため。

43388 21 環境省 環境大臣による各省各庁の長への要請
国等による環境物品等の
調達の推進等に関する法
律

2000 1 法律 100 9
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開 4 その他

当該手続きは閣議決定の
ための手続きを行うもので
あり,民間・地方公共団体
に対する手続きではない
ため。

当該手続きは閣議決定の
ための手続きを行うもので
あり,民間・地方公共団体
に対する手続きではない
ため。

44790 21 環境省
環境大臣による財務大臣への積立金の次中
長期目標の期間への繰り越しに係る協議

国立研究開発法人国立環
境研究所法

1999 1 法律 216 12 2 1 申請等 1 国 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 協議への回答 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

国立研究開発法人国立環
境研究所

個別の法人に対する通知
のため

44806 21 環境省 長期借入金の認可
中間貯蔵・環境安全事業
株式会社法

2004 1 法律 44 9

同条文では「大臣の認可
を受けて」とある。施行規
則では「認可を受けようと
するときは、次に掲げる事
項を記載した申請書を環
境大臣に提出しなければ
ならない。」とある。
そのため、法律は「認可
（2-1 申請等に基づく処分
通知等）」、施行規則は
「申請等」と整理する。

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
中間貯蔵・環境安全
事業株式会社

× 21 環境省 4 無

44808 21 環境省 事業計画の認可
中間貯蔵・環境安全事業
株式会社法

2004 1 法律 44 12

同条文では「大臣の認可
を受けなければならない」
とある。施行規則では「認
可を受けようとするとき
は、・・・環境大臣に提出し
なければならない。」とあ
る。
そのため、法律は「認可
（2-1 申請等に基づく処分
通知等）」、施行規則は
「申請等」と整理する。な
お、法第12条では、事業
計画の認可とその変更の
両方を含んでいる。

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
中間貯蔵・環境安全
事業株式会社

× 21 環境省 4 無

44810 21 環境省 重要な財産の譲渡等に係る認可
中間貯蔵・環境安全事業
株式会社法

2004 1 法律 44 13

法第13条では「大臣の認
可を受けなければならな
い。」とある。施行規則で
は「認可を受けようとする
ときは、次に掲げる事項を
記載した申請書を環境大
臣に提出しなければなら
ない。」とある。
そのため、法律は「認可
（2-1 申請等に基づく処分
通知等）」、施行規則は
「申請等」と整理する。

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
中間貯蔵・環境安全
事業株式会社

× 21 環境省 4 無

44812 21 環境省 定款の変更等に係る認可
中間貯蔵・環境安全事業
株式会社法

2004 1 法律 44 14

施行規則第13条、14条、
15条では「認可を受けよう
とするときは、・・・環境大
臣に提出しなければなら
ない。」とある。法第14条
では「大臣の認可を受け
なければならない。」とあ
る。
そのため、法律は「認可
（2-1 申請等に基づく処分
通知等）」、施行規則は
「申請等」と整理する。

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
中間貯蔵・環境安全
事業株式会社

× 21 環境省 4 無

44813 21 環境省 財務諸表の提出
中間貯蔵・環境安全事業
株式会社法

2004 1 法律 44 15 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
中間貯蔵・環境安全
事業株式会社

× 21 環境省 4 無

44814 21 環境省
JESCO法第7条第1項の事業以外の事業の
認可申請

中間貯蔵・環境安全事業
株式会社法施行規則

2004 3 省令又は規則 12 4

同条文では「認可を受け
ようとするときは、次に掲
げる事項を記載した申請
書を環境大臣に提出しな
ければならない。」とある。
法第７条第２項では「大臣
の認可を受けて」とのみあ
る。
そのため、法律は「認可
（2-1 申請等に基づく処分
通知等）」、施行規則は
「申請等」と整理する。

1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
中間貯蔵・環境安全
事業株式会社

× 21 環境省 4 無

44816 21 環境省 共通経費等配賦基準の承認申請
中間貯蔵・環境安全事業
株式会社の会計に関する
省令

2014 3 省令又は規則 32 8 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
中間貯蔵・環境安全
事業株式会社

× 21 環境省 4 無

44817 21 環境省 共通経費等配賦基準の承認
中間貯蔵・環境安全事業
株式会社の会計に関する
省令

2014 3 省令又は規則 32 8 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
中間貯蔵・環境安全
事業株式会社

× 21 環境省 4 無

44818 21 環境省 共通経費等配賦基準の変更承認申請
中間貯蔵・環境安全事業
株式会社の会計に関する
省令

2014 3 省令又は規則 32 8 4 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
中間貯蔵・環境安全
事業株式会社

× 21 環境省 4 無

44819 21 環境省 共通経費等配賦基準の変更承認
中間貯蔵・環境安全事業
株式会社の会計に関する
省令

2014 3 省令又は規則 32 8 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
中間貯蔵・環境安全
事業株式会社

× 21 環境省 4 無

44820 21 環境省
附則第７条第１項第１号に掲げる業務に係る
事業実施計画の変更認可

独立行政法人環境再生保
全機構法附則

2003 1 法律 43 7 7
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 4 無

44821 21 環境省 長期借入金又は債券発行の認可
独立行政法人環境再生保
全機構法附則

2003 1 法律 43 8 1

法第８条第１項について、
長期借入金は省令附則第
７条、機構債権には施行
令附則第16条に記載があ
り、それぞれに対応する
申請と解釈する。

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 4 無

44822 21 環境省 債券の発行等に関する事務の委託の認可
独立行政法人環境再生保
全機構法附則

2003 1 法律 43 8 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 4 無

44823 21 環境省 金銭債権の一部の信託の認可
独立行政法人環境再生保
全機構法附則

2003 1 法律 43 10
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 4 無

44824 21 環境省
金銭債権の一部の信託及び当該信託の受益
権の譲渡の認可

独立行政法人環境再生保
全機構法附則

2003 1 法律 43 11
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 4 無

44825 21 環境省 長期借入金及び債券の償還計画の認可
独立行政法人環境再生保
全機構法附則

2003 1 法律 43 14
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 4 無

44826 21 環境省 機構債券申込証の作成
独立行政法人環境再生保
全機構法施行令附則

2003 2 政令 489 9 3

作成についてであって、申
請ではないため、申請等
から修正。申請について
は、同条第１項及び第２項
が該当するため新規で追
加した。

4 作成・保存等 2 独立行政法人等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 9 契約・決裁 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

44827 21 環境省 債券の発行
独立行政法人環境再生保
全機構法施行令附則

2003 2 政令 489 13

第１項は債権の発行、第２
項は債権への記載事項に
ついて書かれている。第２
項を分離し、そちらは「作
成」とすることも考えたが、
「発行」としてひとまとまり
とした。

2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等
7 国民等、民間事業者
等

独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 9 契約・決裁 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

44828 21 環境省 機構債券原簿の作成
独立行政法人環境再生保
全機構法施行令附則

2003 2 政令 489 14 4 作成・保存等 2 独立行政法人等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 9 契約・決裁 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

44829 21 環境省 機構債券の発行の認可の申請
独立行政法人環境再生保
全機構法施行令附則

2003 2 政令 489 16

機構法附則に基づく機構
債権発行の認可のための
申請書の提出について
（長期借入金については、
省令附則第７条）

1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 4 無

44830 21 環境省 中期計画の認可の申請
独立行政法人環境再生保
全機構に関する省令

2004 3 省令又は規則 11 5

通則法に基づく中期計画
の認可又は中期計画の変
更認可のための申請手
続。中期計画の認可は通
則法にあり、ERCA法には
記載なし。

1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 4 無

44831 21 環境省 年度計画の変更届書の提出
独立行政法人環境再生保
全機構に関する省令

2004 3 省令又は規則 11 7 2

通則法に基づく年度計画
の認可又は年度計画の変
更認可のための申請手
続。年度計画の認可は通
則法にあり、ERCA法には
記載なし。

1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 4 無

44832 21 環境省 業務実績等報告書の提出
独立行政法人環境再生保
全機構に関する省令

2004 3 省令又は規則 11 8
通則法に基づく業務実績
評価のための手続。ERCA
法には記載なし。

1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 4 無

44833 21 環境省 償却資産の指定
独立行政法人環境再生保
全機構に関する省令

2004 3 省令又は規則 11 14
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 4 無

44834 21 環境省 資産除去債務に対応する除去費用等の指定
独立行政法人環境再生保
全機構に関する省令

2004 3 省令又は規則 11 15
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 4 無

44835 21 環境省 会計監査報告の作成
独立行政法人環境再生保
全機構に関する省令

2004 3 省令又は規則 11 19 3 4 作成・保存等 6 民間事業者等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応） 監査報告書 2 非OD
https://www.erc
a.go.jp/erca/kou
kai/kkansa.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月 3-3 検討を行っていない

44836 21 環境省 短期借入金の認可の申請
独立行政法人環境再生保
全機構に関する省令

2004 3 省令又は規則 11 20
通則法に基づく短期借入
金の認可を受けようとする
ときの申請書類の提出

1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 4 無

44837 21 環境省 譲渡取引の指定
独立行政法人環境再生保
全機構に関する省令

2004 3 省令又は規則 11 21 ERCA法に記載なし
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 4 無

44838 21 環境省 重要な財産の処分等の認可の申請
独立行政法人環境再生保
全機構に関する省令

2004 3 省令又は規則 11 24

通則法に基づく重要な財
産の譲渡等の認可を受け
ようとするときの申請書の
提出について。ERCA法に
記載なし。

1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 4 無

44839 21 環境省 長期借入金の認可の申請
独立行政法人環境再生保
全機構に関する省令附則

2004 3 省令又は規則 11 7

機構法附則第８条第１項
に基づく長期借入金の認
可のための申請書の提出
について（債券発行につ
いては、施行令第16条）

1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 4 無

44840 21 環境省
長期借入金及び債券の償還計画の認可の申
請

独立行政法人環境再生保
全機構に関する省令附則

2004 3 省令又は規則 11 8

機構法附則第14条に基づ
く長期借入金等の償還計
画の認可のための計画書
に提出について

1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 4 無

111625 21 環境省 体験の機会の場の認定通知
環境教育等による環境保
全の取組の促進に関する
法律

2003 1 法律 130 20 6
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 4 無

115809 21 環境省 国有施設減額使用の申請
環境省関係科学技術・イノ
ベーション創出の活性化
に関する法律施行規則

2008 3 省令又は規則 15 2 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

115810 21 環境省 国有施設減額使用の認定
環境省関係科学技術・イノ
ベーション創出の活性化
に関する法律施行規則

2008 3 省令又は規則 15 2 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115811 21 環境省 国有地減額使用の申請
環境省関係科学技術・イノ
ベーション創出の活性化
に関する法律施行規則

2008 3 省令又は規則 15 3 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

115812 21 環境省 国有地減額使用の認定
環境省関係科学技術・イノ
ベーション創出の活性化
に関する法律施行規則

2008 3 省令又は規則 15 3 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

115813 21 環境省 中核的研究機関の施設減額使用の申請
環境省関係科学技術・イノ
ベーション創出の活性化
に関する法律施行規則

2008 3 省令又は規則 15 5 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

115814 21 環境省 中核的研究機関の施設減額使用の認定
環境省関係科学技術・イノ
ベーション創出の活性化
に関する法律施行規則

2008 3 省令又は規則 15 5 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115815 21 環境省 中核的研究機関の土地減額使用の申請
環境省関係科学技術・イノ
ベーション創出の活性化
に関する法律施行規則

2008 3 省令又は規則 15 6 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

115816 21 環境省 中核的研究機関の土地減額使用の認定
環境省関係科学技術・イノ
ベーション創出の活性化
に関する法律施行規則

2008 3 省令又は規則 15 6 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123408 21 環境省 省令と異なる会計の整理の承認申請
中間貯蔵・環境安全事業
株式会社の会計に関する
省令

2014 3 省令又は規則 32 3 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
中間貯蔵・環境安全
事業株式会社

× 21 環境省 4 無

123409 21 環境省 省令と異なる会計の整理の承認
中間貯蔵・環境安全事業
株式会社の会計に関する
省令

2014 3 省令又は規則 32 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
中間貯蔵・環境安全
事業株式会社

× 21 環境省 4 無

123410 21 環境省 勘定間の資金の融通の承認申請
中間貯蔵・環境安全事業
株式会社の会計に関する
省令附則

2014 3 省令又は規則 32 2 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
中間貯蔵・環境安全
事業株式会社

× 21 環境省 4 無

123411 21 環境省 勘定間の資金の融通の承認
中間貯蔵・環境安全事業
株式会社の会計に関する
省令附則

2014 3 省令又は規則 32 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
中間貯蔵・環境安全
事業株式会社

× 21 環境省 4 無

123412 21 環境省
JESCO法第7条第1項の事業以外の事業の
認可

中間貯蔵・環境安全事業
株式会社法

2004 1 法律 44 7 2

同条文では「大臣の認可
を受けて」とある。施行規
則第４条では「認可を受け
ようとするときは、次に掲
げる事項を記載した申請
書を環境大臣に提出しな
ければならない。」とある。
そのため、法律は「認可
（2-1 申請等に基づく処分
通知等）」、施行規則は
「申請等」と整理する。

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
中間貯蔵・環境安全
事業株式会社

× 21 環境省 4 無

123413 21 環境省 代表取締役等の選定等の決議の認可
中間貯蔵・環境安全事業
株式会社法

2004 1 法律 44 10

同条文では「大臣の認可
を受けなければ、その効
力を生じない」とある。施
行規則では「認可を受け
ようとするときは、・・・・環
境大臣に提出しなければ
ならない。」とある。
そのため、法律は「認可
（2-1 申請等に基づく処分
通知等）」、施行規則は
「申請等」と整理する。

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
中間貯蔵・環境安全
事業株式会社

× 21 環境省 4 無

123414 21 環境省
ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理事業基本計画
の認可

中間貯蔵・環境安全事業
株式会社法

2004 1 法律 44 11

同条文では「大臣の認可
を受けなければならない」
とある。施行規則では「認
可を受けようとするとき
は、・・・・申請書を環境大
臣に提出しなければなら
ない。」とある。
そのため、法律は「認可
（2-1 申請等に基づく処分
通知等）」、施行規則は
「申請等」と整理する。な
お、法第11条では、基本
計画の認可と基本計画の
変更の認可の両方を含ん
でいる。

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
中間貯蔵・環境安全
事業株式会社

× 21 環境省 4 無

123415 21 環境省 長期借入金の借入れの認可の申請
中間貯蔵・環境安全事業
株式会社法施行規則

2004 3 省令又は規則 12 5

同条文では「認可を受け
ようとするときは、次に掲
げる事項を記載した申請
書を環境大臣に提出しな
ければならない。」とある。
法第９条では「大臣の認
可を受けて」とのみある。
そのため、法律は「認可
（2-1 申請等に基づく処分
通知等）」、施行規則は
「申請等」と整理する。

1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
中間貯蔵・環境安全
事業株式会社

× 21 環境省 4 無

123416 21 環境省
代表取締役等の選定等の決議の認可の申
請

中間貯蔵・環境安全事業
株式会社法施行規則

2004 3 省令又は規則 12 6

同条文では「認可を受け
ようとするときは、・・・・環
境大臣に提出しなければ
ならない。」とある。法第
10条では「大臣の認可を
受けなければ、その効力
を生じない」とのみある。
そのため、法律は「認可
（2-1 申請等に基づく処分
通知等）」、施行規則は
「申請等」と整理する。

1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
中間貯蔵・環境安全
事業株式会社

× 21 環境省 4 無

123417 21 環境省
ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理事業基本計画
の認可の申請

中間貯蔵・環境安全事業
株式会社法施行規則

2004 3 省令又は規則 12 9

同条文では「認可を受け
ようとするときは、・・・・申
請書を環境大臣に提出し
なければならない。」とあ
る。法第11条では「大臣の
認可を受けなければなら
ない」とある。
そのため、法律は「認可
（2-1 申請等に基づく処分
通知等）」、施行規則は
「申請等」と整理する。な
お、第１項は基本計画の
申請、第２項は計画の変
更の申請となっている。

1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
中間貯蔵・環境安全
事業株式会社

× 21 環境省 4 無

123418 21 環境省 事業計画の認可の申請
中間貯蔵・環境安全事業
株式会社法施行規則

2004 3 省令又は規則 12 10

施行規則では「認可を受
けようとするときは、・・・環
境大臣に提出しなければ
ならない。」とある。法第
12条では「大臣の認可を
受けなければならない」と
ある。
そのため、法律は「認可
（2-1 申請等に基づく処分
通知等）」、施行規則は
「申請等」と整理する。な
お、施行規則第10条第１
項で事業計画の認可申
請、第３項で事業計画変
更の認可申請について書
かれている。

1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
中間貯蔵・環境安全
事業株式会社

× 21 環境省 4 無

123419 21 環境省 重要な財産の譲渡等の認可の申請
中間貯蔵・環境安全事業
株式会社法施行規則

2004 3 省令又は規則 12 12

施行規則では「認可を受
けようとするときは、次に
掲げる事項を記載した申
請書を環境大臣に提出し
なければならない。」とあ
る。法第13条では「大臣の
認可を受けなければなら
ない。」とある。
そのため、法律は「認可
（2-1 申請等に基づく処分
通知等）」、施行規則は
「申請等」と整理する。

1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
中間貯蔵・環境安全
事業株式会社

× 21 環境省 4 無

123420 21 環境省 定款の変更の決議の認可の申請
中間貯蔵・環境安全事業
株式会社法施行規則

2004 3 省令又は規則 12 13

施行規則第13条、14条、
15条では「認可を受けよう
とするときは、・・・環境大
臣に提出しなければなら
ない。」とある。法第14条
では「大臣の認可を受け
なければならない。」とあ
る。
そのため、法律は「認可
（2-1 申請等に基づく処分
通知等）」、施行規則は
「申請等」と整理する。

1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
中間貯蔵・環境安全
事業株式会社

× 21 環境省 4 無

123421 21 環境省 剰余金の処分の決議の認可の申請
中間貯蔵・環境安全事業
株式会社法施行規則

2004 3 省令又は規則 12 14

施行規則第13条、14条、
15条では「認可を受けよう
とするときは、・・・環境大
臣に提出しなければなら
ない。」とある。法第14条
では「大臣の認可を受け
なければならない。」とあ
る。
そのため、法律は「認可
（2-1 申請等に基づく処分
通知等）」、施行規則は
「申請等」と整理する。

1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
中間貯蔵・環境安全
事業株式会社

× 21 環境省 4 無

123422 21 環境省 合併、分割又は解散の決議の認可の申請
中間貯蔵・環境安全事業
株式会社法施行規則

2004 3 省令又は規則 12 15

施行規則第13条、14条、
15条では「認可を受けよう
とするときは、・・・環境大
臣に提出しなければなら
ない。」とある。法第14条
では「大臣の認可を受け
なければならない。」とあ
る。
そのため、法律は「認可
（2-1 申請等に基づく処分
通知等）」、施行規則は
「申請等」と整理する。

1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
中間貯蔵・環境安全
事業株式会社

× 21 環境省 4 無

123426 21 環境省
附則第７条第１項第１号に掲げる業務に係る
事業実施計画の変更認可申請

独立行政法人環境再生保
全機構法附則

2003 1 法律 43 7 7

「認可を受けなければなら
ない」とのみあり、他に申
請について具体的記述は
ないため、この条文で「申
請」を含むと解釈。（政省
令で申請に係る手続の記
述もない。）

1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 4 無

123428 21 環境省
債券の発行等に関する事務の委託の認可申
請

独立行政法人環境再生保
全機構法附則

2003 1 法律 43 8 4

「認可を受けて」とのみあ
り、他に申請について具
体的記述はないため、こ
の条文で「申請」を含むと
解釈。申請については、
政省令とも記載なし。

1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 4 無

123429 21 環境省 金銭債権の一部の信託の認可申請
独立行政法人環境再生保
全機構法附則

2003 1 法律 43 10

「認可を受けて」とのみあ
り、他に申請について具
体的記述はないため、こ
の条文で「申請」を含むと
解釈。なお、施行令には
金銭債権の記述はあるも
のの申請手続等そのもの
と言えるものはない。

1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 4 無

123430 21 環境省
金銭債権の一部の信託及び当該信託の受益
権の譲渡の認可申請

独立行政法人環境再生保
全機構法附則

2003 1 法律 43 11

「認可を受けて」とのみあ
り、他に申請について具
体的記述はないため、こ
の条文で「申請」を含むと
解釈。なお、施行令には
金銭債権の記述はあるも
のの申請手続等そのもの
と言えるものはない。

1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 4 無

124069 21 環境省 機構債券申込
独立行政法人環境再生保
全機構法施行令附則

2003 2 政令 489 9 1
機構債権の募集に応じよ
うとする者ということなの
で、申請等と整理する。

1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

2 独立行政法人等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 9 契約・決裁 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

124070 21 環境省 機構債権申込（社債等振替法適用）
独立行政法人環境再生保
全機構法施行令附則

2003 2 政令 489 9 2
募集に応じようとする者と
いうことなので、申請等と
整理する。

1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

2 独立行政法人等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 9 契約・決裁 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

124071 21 環境省
機構債券申込証の作成（金銭債権担保機構
債権）

独立行政法人環境再生保
全機構法施行令附則

2003 2 政令 489 9 4
第３項は既に登録済み。
第４項も追加する。

4 作成・保存等 2 独立行政法人等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 9 契約・決裁 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

42970 21 環境省
フロン類算定漏えい量等の報告（連鎖化事業
者）

フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 19 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
フロン類算定漏えい量
等の報告

○ 1 有（データベースでの管理） 事業者からの報告に係る事項 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

特定漏えい者
のリスト

1 OD

http://www.env.
go.jp/earth/furo
n/operator/resul
t.html

1 EXCEL 1 年1回 2月頃

42971 21 環境省 フロン類算定漏えい量等の報告に係る通知
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 19 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国 × 21 環境省
フロン類算定漏えい量
等の報告

1 有（データベースでの管理） 事業者からの報告に係る事項 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

特定漏えい者
のリスト

1 OD

http://www.env.
go.jp/earth/furo
n/operator/resul
t.html

1 EXCEL 1 年1回 2月頃

42972 21 環境省
フロン類算定漏えい量等のファイル記録事項
に係る通知

フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 20 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省
フロン類算定漏えい量
等の集計結果の通知

○ 1 有（データベースでの管理） 事業者からの報告に係る事項 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

特定漏えい者
のリスト

1 OD

http://www.env.
go.jp/earth/furo
n/operator/resul
t.html

1 EXCEL 1 年1回 2月頃

42973 21 環境省
フロン類算定漏えい量等のファイル記録事項
の集計結果に係る通知

フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 20 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
4-1 国又は独立行政
法人等

一般財団法人 日本冷
媒・環境保全機構

× 21 環境省
フロン類算定漏えい量
等の集計結果の通知

1 有（データベースでの管理） 事業者からの報告に係る事項 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

特定漏えい者
のリスト

1 OD

http://www.env.
go.jp/earth/furo
n/operator/resul
t.html

1 EXCEL 1 年1回 2月頃

42974 21 環境省
フロン類算定漏えい量の増減の状況に関す
る情報等に係る提供

フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 23 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
フロン類算定漏えい量
等の報告

1 有（データベースでの管理） 事業者からの報告に係る事項 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

特定漏えい者
のリスト

1 OD

http://www.env.
go.jp/earth/furo
n/operator/resul
t.html

1 EXCEL 1 年1回 2月頃

42975 21 環境省
フロン類算定漏えい量の増減の状況に関す
る情報等に係る通知のファイルへの記録

フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 23 3 4 作成・保存等 1 国 × 21 環境省
フロン類算定漏えい量
等の報告

1 有（データベースでの管理） 事業者からの報告に係る事項 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

特定漏えい者
のリスト

1 OD

http://www.env.
go.jp/earth/furo
n/operator/resul
t.html

1 EXCEL 1 年1回 2月頃

42976 21 環境省
フロン類算定漏えい量の増減の状況に関す
る情報等に係る通知

フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 23 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国 × 21 環境省
フロン類算定漏えい量
等の報告

1 有（データベースでの管理） 事業者からの報告に係る事項 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

特定漏えい者
のリスト

1 OD

http://www.env.
go.jp/earth/furo
n/operator/resul
t.html

1 EXCEL 1 年1回 2月頃

42977 21 環境省
フロン類算定漏えい量の増減の状況に関す
る情報等のファイル記録事項の通知

フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 23 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省
フロン類算定漏えい量
等の集計結果の通知

1 有（データベースでの管理） 事業者からの報告に係る事項 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

特定漏えい者
のリスト

1 OD

http://www.env.
go.jp/earth/furo
n/operator/resul
t.html

1 EXCEL 1 年1回 2月頃

42978 21 環境省 フロン類破壊業者の許可の申請
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 63 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
フロン類破壊業者の許
可

2 有（電子媒体での管理） フロン類破壊業者名簿 11 該当なし 2 無 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
フロン類破壊
業者名簿

2 非OD
http://www.env.
go.jp/earth/ozon
e/cfc.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

随時
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

42979 21 環境省 フロン類破壊業者の許可の更新の申請
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 65 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
フロン類破壊業者の許
可の更新

2 有（電子媒体での管理） フロン類破壊業者名簿 11 該当なし 2 無 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
フロン類破壊
業者名簿

2 非OD
http://www.env.
go.jp/earth/ozon
e/cfc.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

随時
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

42980 21 環境省 フロン類破壊業者の変更の許可の申請
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 66 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
フロン類破壊業者の変
更の許可

2 有（電子媒体での管理） フロン類破壊業者名簿 11 該当なし 2 無 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
フロン類破壊
業者名簿

2 非OD
http://www.env.
go.jp/earth/ozon
e/cfc.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

随時
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

42981 21 環境省 フロン類破壊業者の軽微な変更の届出
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 66 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
フロン類破壊業者の軽
微な変更

2 有（電子媒体での管理） フロン類破壊業者名簿 11 該当なし 2 無 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
フロン類破壊
業者名簿

2 非OD
http://www.env.
go.jp/earth/ozon
e/cfc.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

随時
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

42982 21 環境省 フロン類破壊業者の廃業等の届出
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 68 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
フロン類破壊業者の廃
業等の届出

4 無

42983 21 環境省 破壊量等についての報告
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 71 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 破壊量等の記録等 2 有（電子媒体での管理） 再生量・破壊量の集計結果 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
再生量・破壊
量の集計結果

2 非OD

http://www.env.
go.jp/earth/ozon
e/cfc/report2.ht
ml

6 非構造
化PDF

1 年1回 8月頃
3-1 データ変換の作業が
負荷

42984 21 環境省 第一種特定製品廃棄等実施者による報告
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 45 4 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 4 無

42985 21 環境省 第一種フロン類充塡回収業者の登録の申請
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 27 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省
第一種フロン類充塡回
収業者の登録

○ 2 有（電子媒体での管理）
第一種フロン類充塡回収業者登録
簿

11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
第一種フロン
類充塡回収業
者登録簿

2 非OD
各都道府県の
HP

8 その他 5 その他 随時
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

HP上にベタ書き等

42986 21 環境省 第一種フロン類充塡回収業者の変更の届出
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 31 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省
第一種フロン類充塡回
収業者の変更届出

4 無

42987 21 環境省
第一種フロン類充塡回収業者の廃業等の届
出

フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 33 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省
第一種フロン類充塡回
収業者の廃業届出

4 無

42988 21 環境省 充塡量・回収量等の報告
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 47 3 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省
充塡量・回収量等の記
録等

○ 4 無

42989 21 環境省 第一種フロン類充塡回収業者登録簿の閲覧
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 32 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省
第一種フロン類充塡回
収業者の登録

2 有（電子媒体での管理）
第一種フロン類充塡回収業者登録
簿

11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
第一種フロン
類充塡回収業
者登録簿

2 非OD
各都道府県の
HP

8 その他 5 その他 随時
3-1 データ変換の作業が
負荷

HP上にベタ書き等

42990 21 環境省 報告事項の通知
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 47 4 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省
第一種フロン類充填回
収量の通知

2 有（電子媒体での管理） 充塡量・回収量の集計結果 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
充塡量・回収
量の集計結果

2 非OD

http://www.env.
go.jp/earth/ozon
e/cfc/report.htm
l

6 非構造
化PDF

1 年1回 12月頃
3-1 データ変換の作業が
負荷

42995 21 環境省 充塡量・回収量等の記録
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 47 1 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省
充塡量・回収量等の記
録等

4 無

42996 21 環境省 破壊量等の記録
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 71 1 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 破壊量等の記録等 ○ 2 有（電子媒体での管理） 再生量・破壊量の集計結果 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
再生量・破壊
量の集計結果

2 非OD

http://www.env.
go.jp/earth/ozon
e/cfc/report2.ht
ml

6 非構造
化PDF

1 年1回 8月頃
3-1 データ変換の作業が
負荷

42997 21 環境省 書面の写し又は委託確認書の写しの保存
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 43 3 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省
第一種特定製品廃棄等
実施者による書面の交
付等

4 無

42998 21 環境省 引取証明書の写しの保存
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 45 1 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 引取証明書の交付等 4 無

43002 21 環境省 フロン類算定漏えい量等のファイルへの記録
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 20 1 4 作成・保存等 1 国 × 21 環境省
フロン類算定漏えい量
等の報告

1 有（データベースでの管理） 事業者からの報告に係る事項 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

特定漏えい者
のリスト

1 OD

http://www.env.
go.jp/earth/furo
n/operator/resul
t.html

1 EXCEL 1 年1回 2月頃

43003 21 環境省 ファイル記録事項の開示の請求
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 21 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省
ファイル記録事項の開示
の請求

○ 4 無

43004 21 環境省
ファイル記録事項のうち開示請求に係る事項
の開示

フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 22 3 縦覧等 1 国 × 21 環境省
ファイル記録事項の開示
の請求

4 無

43005 21 環境省
フロン類算定漏えい量等の磁気ディスクによ
る報告等

フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 26 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
フロン類算定漏えい量
等の報告

1 有（データベースでの管理） 事業者からの報告に係る事項 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

特定漏えい者
のリスト

1 OD

http://www.env.
go.jp/earth/furo
n/operator/resul
t.html

1 EXCEL 1 年1回 2月頃

43006 21 環境省
ファイル記録事項の開示の磁気ディスクによ
る請求

フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 26 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
ファイル記録事項の開示
の請求

4 無

43007 21 環境省 ファイル記録事項の磁気ディスクによる開示
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 26 2 3 縦覧等 1 国 × 21 環境省
ファイル記録事項の開示
の請求

4 無

43008 21 環境省 第一種フロン類充塡回収業者の登録の通知
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 28 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省
第一種フロン類充塡回
収業者の登録

2 有（電子媒体での管理）
第一種フロン類充塡回収業者登録
簿

11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
第一種フロン
類充塡回収業
者登録簿

2 非OD
各都道府県の
HP

8 その他 5 その他 随時
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

HP上にベタ書き等

43009 21 環境省
第一種フロン類充塡回収業者の登録の拒否
の通知

フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 29 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省
第一種フロン類充塡回
収業者の登録

2 有（電子媒体での管理）
第一種フロン類充塡回収業者登録
簿

11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
第一種フロン
類充塡回収業
者登録簿

2 非OD
各都道府県の
HP

8 その他 5 その他 随時
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

HP上にベタ書き等

43010 21 環境省
第一種フロン類充塡回収業者の登録の更新
の申請

フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 30 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 4 無

43011 21 環境省 充塡証明書の交付
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 37 4
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省
充塡回収証明書の交付
等

○ 4 無

43012 21 環境省
情報処理センターへの充塡量等の登録によ
る充填証明書交付の免除規定

フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 38 1 1 申請等 6 民間事業者等 2 独立行政法人等
一般財団法人 日本冷
媒・環境保全機構

× 21 環境省
充塡回収証明書の交付
等

○ 4 無

43013 21 環境省 充塡量等の登録に係る事項の通知
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 38 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 6 民間事業者等
一般財団法人 日本冷
媒・環境保全機構

× 21 環境省
充塡回収証明書の交付
等

4 無

43014 21 環境省 充塡量等の登録に係る情報の記録・保存
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 38 3 4 作成・保存等 2 独立行政法人等
一般財団法人 日本冷
媒・環境保全機構

× 21 環境省
充塡回収証明書の交付
等

4 無

43015 21 環境省 第一種フロン類充塡回収業者に対する通知
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 39 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 4 無

43016 21 環境省 回収証明書の交付
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 39 6
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省
充塡回収証明書の交付
等

4 無

43017 21 環境省 情報処理センターへの回収量等の登録
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 40 1 1 申請等 6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省
充塡回収証明書の交付
等

4 無

43018 21 環境省 回収量等の登録に係る事項の通知
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 40 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 6 民間事業者等
一般財団法人 日本冷
媒・環境保全機構

× 21 環境省
充塡回収証明書の交付
等

4 無

43019 21 環境省 回収量等の登録に係る情報の記録・保存
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 40 2 4 作成・保存等 2 独立行政法人等
一般財団法人 日本冷
媒・環境保全機構

× 21 環境省
充塡回収証明書の交付
等

4 無

43020 21 環境省 特定解体工事元請業者による書面の交付
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 42 1
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 4 無

43021 21 環境省
第一種特定製品廃棄等実施者による書面の
交付

フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 43 1
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省
第一種特定製品廃棄等
実施者による書面の交
付等

○ 4 無

43022 21 環境省
第一種特定製品廃棄等実施者による委託確
認書の交付

フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 43 2
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省
第一種特定製品廃棄等
実施者による書面の交
付等

4 無

43023 21 環境省 再委託に係る書面の交付
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 43 4
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省
第一種特定製品廃棄等
実施者による書面の交
付等

4 無

43024 21 環境省 再委託に係る書面の保存
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 43 4 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省
第一種特定製品廃棄等
実施者による書面の交
付等

4 無

43025 21 環境省 委託確認書の回付
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 43 5
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省
第一種特定製品廃棄等
実施者による書面の交
付等

4 無

43026 21 環境省 委託確認書の回付
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 43 6
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省
第一種特定製品廃棄等
実施者による書面の交
付等

4 無

43027 21 環境省 委託確認書の写しの保存
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 43 7 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省
第一種特定製品廃棄等
実施者による書面の交
付等

4 無

43028 21 環境省 引取証明書の交付
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 45 1
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 引取証明書の交付等 ○ 4 無

43029 21 環境省 引取証明書の交付
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 45 2
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 引取証明書の交付等 4 無

43030 21 環境省 引取証明書の写しの保存
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 45 2 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 引取証明書の交付等 4 無

43031 21 環境省 引取証明書の写しの保存
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 45 3 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 引取証明書の交付等 4 無

43032 21 環境省 引取証明書の写しの保存
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 45 5 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 引取証明書の交付等 4 無

43033 21 環境省 充塡量・回収量等の記録の閲覧
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 47 2 3 縦覧等 6 民間事業者等 × 21 環境省
充塡量・回収量等の記
録等

4 無

43038 21 環境省 第一種フロン類再生業者の許可の申請
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 50 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
第一種フロン類再生業
者の許可

2 有（電子媒体での管理） 第一種フロン類再生業者名簿 11 該当なし 2 無 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
第一種フロン
類再生業者名
簿

2 非OD
http://www.env.
go.jp/earth/ozon
e/cfc.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

随時
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

43039 21 環境省
第一種フロン類再生業者の許可の更新の申
請

フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 52 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
第一種フロン類再生業
者許可の更新

2 有（電子媒体での管理） 第一種フロン類再生業者名簿 11 該当なし 2 無 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
第一種フロン
類再生業者名
簿

2 非OD
http://www.env.
go.jp/earth/ozon
e/cfc.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

随時
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

43040 21 環境省
第一種フロン類再生業者の変更の許可の申
請

フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 53 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
第一種フロン類再生業
者変更の許可

2 有（電子媒体での管理） 第一種フロン類再生業者名簿 11 該当なし 2 無 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
第一種フロン
類再生業者名
簿

2 非OD
http://www.env.
go.jp/earth/ozon
e/cfc.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

随時
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

43041 21 環境省
第一種フロン類再生業者の軽微な変更の届
出

フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 53 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
第一種フロン類再生業
者の軽微な変更

2 有（電子媒体での管理） 第一種フロン類再生業者名簿 11 該当なし 2 無 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
第一種フロン
類再生業者名
簿

2 非OD
http://www.env.
go.jp/earth/ozon
e/cfc.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

随時
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

43042 21 環境省 第一種フロン類再生業者の廃業等の届出
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 54 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
フロン類再生業者の廃
業等の届出

4 無

43043 21 環境省 第一種フロン類再生業者名簿の閲覧
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 56 3 縦覧等 1 国 × 21 環境省
第一種フロン類再生業
者の許可

2 有（電子媒体での管理） 第一種フロン類再生業者名簿 11 該当なし 2 無 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
第一種フロン
類再生業者名
簿

2 非OD
http://www.env.
go.jp/earth/ozon
e/cfc.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

随時
3-1 データ変換の作業が
負荷

43044 21 環境省 再生証明書の交付
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 59 1
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 再生証明書の交付等 ○ 4 無

43045 21 環境省 再生証明書の写しの保存
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 59 1 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 再生証明書の交付等 4 無

43046 21 環境省 再生証明書の回付
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 59 2
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 再生証明書の交付等 4 無

43047 21 環境省 再生証明書の写しの保存
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 59 2 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 再生証明書の交付等 4 無

43048 21 環境省 再生証明書の回付
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 59 3
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 再生証明書の交付等 4 無

43049 21 環境省 再生証明書の写しの保存
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 59 3 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 再生証明書の交付等 4 無

43050 21 環境省 再生量等の記録
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 60 1 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 再生量等の記録等 2 有（電子媒体での管理） 再生量・破壊量の集計結果 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
再生量・破壊
量の集計結果

2 非OD

http://www.env.
go.jp/earth/ozon
e/cfc/report2.ht
ml

6 非構造
化PDF

1 年1回 8月頃
3-1 データ変換の作業が
負荷

43051 21 環境省 再生量等の記録の閲覧
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 60 2 3 縦覧等 6 民間事業者等 × 21 環境省 再生量等の記録の閲覧 2 有（電子媒体での管理） 再生量・破壊量の集計結果 11 該当なし 2 無 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
再生量・破壊
量の集計結果

2 非OD

http://www.env.
go.jp/earth/ozon
e/cfc/report2.ht
ml

6 非構造
化PDF

1 年1回 8月頃
3-1 データ変換の作業が
負荷

43052 21 環境省 再生量等についての報告
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 60 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 再生量等の記録の報告 2 有（電子媒体での管理） 再生量・破壊量の集計結果 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
再生量・破壊
量の集計結果

2 非OD

http://www.env.
go.jp/earth/ozon
e/cfc/report2.ht
ml

6 非構造
化PDF

1 年1回 8月頃
3-1 データ変換の作業が
負荷

43055 21 環境省 フロン類破壊業者名簿の閲覧
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 68 3 縦覧等 1 国 × 21 環境省
フロン類破壊業者の許
可

2 有（電子媒体での管理） フロン類破壊業者名簿 11 該当なし 1 有 6 その他 2 公開（OD未対応）
フロン類破壊
業者名簿

2 非OD
http://www.env.
go.jp/earth/ozon
e/cfc.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

随時
3-1 データ変換の作業が
負荷

機器管理者が破壊業者を
探すために使う

43056 21 環境省 破壊証明書の交付
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 70 1
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 破壊証明書の交付等 ○ 4 無

43057 21 環境省 破壊証明書の写しの保存
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 70 1 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 破壊証明書の交付等 4 無

43058 21 環境省 破壊証明書の回付
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 70 2
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 破壊証明書の交付等 4 無

43059 21 環境省 破壊証明書の写しの保存
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 70 2 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 破壊証明書の交付等 4 無

43060 21 環境省 破壊量等の記録の閲覧
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 71 2 3 縦覧等 6 民間事業者等 × 21 環境省 破壊量等の記録等 2 有（電子媒体での管理） 再生量・破壊量の集計結果 11 該当なし 2 無 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
再生量・破壊
量の集計結果

2 非OD

http://www.env.
go.jp/earth/ozon
e/cfc/report2.ht
ml

6 非構造
化PDF

1 年1回 8月頃
3-1 データ変換の作業が
負荷

43062 21 環境省 情報処理センターの指定
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 76 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 情報処理センターの指定 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
情報処理セン
ターの指定

2 非OD
https://www.env
.go.jp/press/100
269-print.html

6 非構造
化PDF

5 その他 随時
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

43063 21 環境省 情報処理センターの変更の届出
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 76 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 4 無

43064 21 環境省 業務規程の認可
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 78 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 業務規程 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

43066 21 環境省 事業計画書等の認可
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 79 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 事業計画書 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

43067 21 環境省 事業報告書等の提出
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 79 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 事業報告書 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

43068 21 環境省 帳簿の保存
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 82 4 作成・保存等 6 民間事業者等
一般財団法人 日本冷
媒・環境保全機構

× 21 環境省 4 無

43785 21 環境省 管理口座の開設申請書
地球温暖化対策の推進に
関する法律

1998 1 法律 117 46 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 口座情報 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
おそれがある

43786 21 環境省 口座名義人の名称等変更届出
地球温暖化対策の推進に
関する法律

1998 1 法律 117 47 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 口座情報 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
おそれがある

43787 21 環境省 算定割当量の振替申請
地球温暖化対策の推進に
関する法律

1998 1 法律 117 48 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 口座情報 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
おそれがある

43788 21 環境省
割当量口座簿に記録されている事項を証明
した書面の交付請求

地球温暖化対策の推進に
関する法律

1998 1 法律 117 55 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 口座情報 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
おそれがある

43789 21 環境省 温室効果ガスの総排出量の公表
地球温暖化対策の推進に
関する法律

1998 3 省令又は規則 117 7 3 縦覧等 1 国 × 21 環境省 4 無

43790 21 環境省 報告事項の通知
地球温暖化対策の推進に
関する法律

1998 1 法律 117 28 1 1 申請等 1 国 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
各事業者の年間の温室効果ガス排
出量

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

43791 21 環境省 集計結果の通知
地球温暖化対策の推進に
関する法律

1998 1 法律 117 28 4 1 申請等 1 国 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
各事業者の年間の温室効果ガス排
出量を集計したもの

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

43792 21 環境省 ファイル記録事項の通知
地球温暖化対策の推進に
関する法律

1998 1 法律 117 29 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
各事業者の年間の温室効果ガス排
出量

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

43793 21 環境省 集計結果の通知
地球温暖化対策の推進に
関する法律

1998 1 法律 117 29 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
各事業者の年間の温室効果ガス排
出量を集計したもの

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

地球温暖化対
策の推進に関
する法律に基
づく温室効果
ガス排出量算
定・報告・公表
制度による温
室効果ガス排
出量の集計結
果

1 OD
https://ghg-
santeikohyo.env.
go.jp/result

7 構造化
PDF

1 年1回
準備がで
き次第

地球温暖化対策の推
進に関する法律に基づ
く温室効果ガス排出量
算定・報告・公表制度
による温室効果ガス排
出量の集計結果

1 OD
https://ghg-
santeikohyo.env.
go.jp/result

1 EXCEL 1 年1回
準備がで
き次第

43794 21 環境省 関連情報の通知
地球温暖化対策の推進に
関する法律

1998 1 法律 117 32 2 1 申請等 1 国 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 各事業者から提供された関連情報 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

43795 21 環境省 関連情報のファイル記録事項の通知
地球温暖化対策の推進に
関する法律

1998 1 法律 117 32 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 各事業者から提供された関連情報 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

43796 21 環境省 環境大臣の関係行政機関の長への協議
地球温暖化対策の推進に
関する法律

1998 1 法律 117 39 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国 × 21 環境省 4 無

43797 21 環境省
環境大臣の関係行政機関に対する協力の要
請

地球温暖化対策の推進に
関する法律

1998 1 法律 117 61 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国 × 21 環境省 4 無

43798 21 環境省
環境大臣の都道府県知事に対する資料提出
又は説明の要請

地球温暖化対策の推進に
関する法律

1998 1 法律 117 61 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 4 無

43799 21 環境省
環境大臣の全国地球温暖化防止活動推進セ
ンターに対する報告又は資料の提出の要請

地球温暖化対策の推進に
関する法律

1998 1 法律 117 38 4
地球温暖化対策の推進に
関する法律第38条4項及
び39条4項

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 4 無

43800 21 環境省
全国地球温暖化防止活動推進センターの指
定の申請

地球温暖化対策の推進に
関する法律

1998 1 法律 117 39 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

報道発表にて
指定団体を公
表

1 OD

http://www.env.
go.jp/press/pres
s.php?serial=129
80

8 その他 5 その他 不定期
環境省HPの報道発表に
掲載（URLはMJ欄）

43801 21 環境省 地球温暖化防止活動推進員の委嘱
地球温暖化対策の推進に
関する法律

1998 1 法律 117 37 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 5 国民等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43802 21 環境省 地域センターに対する命令
地球温暖化対策の推進に
関する法律

1998 1 法律 117 38 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43803 21 環境省 地域センターに対する指定の取り消し
地球温暖化対策の推進に
関する法律

1998 1 法律 117 38 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43804 21 環境省 地域センターの指定の申請
地球温暖化対策の推進に
関する法律施行規則

1999 3 省令又は規則 1 6 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43805 21 環境省 地域センターの名称等の変更
地球温暖化対策の推進に
関する法律施行規則

1999 3 省令又は規則 1 7 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43806 21 環境省
地域センターの施行規則第六条第二項各号
に掲げる書類の内容の変更

地球温暖化対策の推進に
関する法律施行規則

1999 3 省令又は規則 1 7 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43807 21 環境省
地域センターの都道府県知事等への事業計
画書及び収支予算書の提出

地球温暖化対策の推進に
関する法律施行規則

1999 3 省令又は規則 1 9 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43808 21 環境省
地域センターの都道府県知事等への事業報
告書及び収支決算書の提出

地球温暖化対策の推進に
関する法律施行規則

1999 3 省令又は規則 1 9 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43809 21 環境省
都道府県知事等の地域センターに対する報
告又は資料の提出の要請

地球温暖化対策の推進に
関する法律施行規則

1999 3 省令又は規則 1 9 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め.

43810 21 環境省 信託の記録申請
地球温暖化対策の推進に
関する法律施行令

1999 3 省令又は規則 143 10 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 口座情報 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
おそれがある

43811 21 環境省 信託の記録の抹消申請
地球温暖化対策の推進に
関する法律施行令

1999 3 省令又は規則 143 13 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 口座情報 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
おそれがある

43812 21 環境省 受託者の変更による算定割当量の振替等
地球温暖化対策の推進に
関する法律施行令

1999 3 省令又は規則 143 15 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 口座情報 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
おそれがある

43813 21 環境省 信託の記録の変更申請
地球温暖化対策の推進に
関する法律施行令

1999 3 省令又は規則 143 19 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 口座情報 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
おそれがある

44339 21 環境省 関連情報のファイル記録事項の通知
地球温暖化対策の推進に
関する法律

1998 1 法律 117 32 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
各事業者から提供された関連情報
を集計したもの

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

地球温暖化対
策の推進に関
する法律に基
づく温室効果
ガス排出量算
定・報告・公表
制度による温
室効果ガス排
出量の集計結
果

1 OD
https://ghg-
santeikohyo.env.
go.jp/result

7 構造化
PDF

1 年1回
準備がで
き次第

40998 21 環境省 原子力事業者の防災業務計画の協議
原子力災害対策特別措置
法

1999 1 法律 156 7 2 法第7条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため

40999 21 環境省 原子力防災要員現況届の受理
原子力災害対策特別措置
法

1999 1 法律 156 8 4 法第8条第4項 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
原子力防災要
員現況届

2 非OD

https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law_new/index.ht
ml

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41000 21 環境省 原子力防災管理者等の選任・解任届の受理
原子力災害対策特別措置
法

1999 1 法律 156 9 5 法第9条第5項 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）

原子力防災管
理者（副原子
力防災管理
者）選任・解任
届

2 非OD

https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law_new/index.ht
ml

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41001 21 環境省
放射線測定設備現況届及び原子力防災資機
材現況届の受理

原子力災害対策特別措置
法

1999 1 法律 156 11 3 法第11条第3項 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
原子力防災資
機材現況届

2 非OD

https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law_new/index.ht
ml

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41002 21 環境省 貯蔵の事業の許可
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 4 1 法第43条の4第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41003 21 環境省 貯蔵の事業の変更の許可
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 7 1 法第43条の7第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41004 21 環境省
使用済燃料貯蔵事業者である法人の合併又
は分割の認可

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 14 1 法第43条の14第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41005 21 環境省
再処理事業者の廃止措置計画の変更認可
（認可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 50 5 3 法第50条の5第3項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 4 無

41006 21 環境省 核燃料取扱主任者免状の返納命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 22 3 3 法第22条の3第3項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 × 21 環境省 5 実績なし

41007 21 環境省
試験の一部免除に係る所要資格を得させる
ための大学院課程の認定

核燃料取扱主任者試験の
実施細目等に関する規則

2013 3 省令又は規則 20 6 規則第6条
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
大学院を有する学校
法人

× 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
担当省庁の変更のため、
該当ページが存在しない。

41008 21 環境省
試験の一部免除に係る所要資格を得させる
ための大学院課程の認定の申請

核燃料取扱主任者試験の
実施細目等に関する規則

2013 3 省令又は規則 20 7 規則第7条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
大学院を有する学校
法人

× 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
担当省庁の変更のため、
該当ページが存在しない。

41009 21 環境省
認定課程の認定基準への適合性調査に係る
報告の徴収等

核燃料取扱主任者試験の
実施細目等に関する規則

2013 3 省令又は規則 20 10 規則第10条
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
大学院を有する学校
法人

× 21 環境省 5 実績なし

41010 21 環境省 認定課程の認定の取消し
核燃料取扱主任者試験の
実施細目等に関する規則

2013 3 省令又は規則 20 12 規則第12条
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
大学院を有する学校
法人

× 21 環境省 5 実績なし 25：記録なし

41011 21 環境省 原子炉主任技術者免状の返納命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 41 3 法第41条第3項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 × 21 環境省 5 実績なし

41012 21 環境省
筆記試験の一部免除に係る所要資格を得さ
せるための大学院課程の認定

原子炉主任技術者試験の
実施細目等に関する規則

1978 3 省令又は規則 51 9 規則第9条
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
大学院を有する学校
法人

× 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
担当省庁の変更のため、
該当ページが存在しない。

41013 21 環境省
筆記試験の一部免除に係る所要資格を得さ
せるための大学院課程の認定の申請

原子炉主任技術者試験の
実施細目等に関する規則

1978 3 省令又は規則 51 10 規則第10条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
大学院を有する学校
法人

× 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
担当省庁の変更のため、
該当ページが存在しない。

41014 21 環境省
認定課程の認定基準への適合性調査に係る
報告の徴収等

原子炉主任技術者試験の
実施細目等に関する規則

1978 3 省令又は規則 51 13 規則第13条
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
大学院を有する学校
法人

× 21 環境省 5 実績なし

41015 21 環境省 認定課程の認定の取消し
原子炉主任技術者試験の
実施細目等に関する規則

1978 3 省令又は規則 51 15 規則第15条
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
大学院を有する学校
法人

× 21 環境省 5 実績なし 25：記録なし

41016 21 環境省 加工事業者の変更の許可（許可）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 16 1 法第16条第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない -

41017 21 環境省
加工事業者の廃止措置計画の変更の認可
（認可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 22 8 3 法第22条の8第3項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない -

41019 21 環境省
旧加工事業者の廃止措置計画の変更の認
可（認可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 22 9 5 法第22条の9第5項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない -

41020 21 環境省
旧加工事業者等の廃止措置計画の認可（認
可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 22 9 2 法第22条の9第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない -

41021 21 環境省 加工事業者の許可の取消し
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 20 1 法第20条第1項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない -

41022 21 環境省
製錬事業者の保安規定の（変更）認可（認
可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 12 1 法第12条第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない -

41023 21 環境省 製錬事業者の廃止措置計画の認可（認可）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 12 6 2 法第12条の6第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない -

41024 21 環境省
旧製錬事業者等の廃止措置計画の変更の
認可（申請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 12 7 2 法第12条の7第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

41025 21 環境省 製錬事業者の指定の取消し
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 10 1 法第10条第1項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない -

41026 21 環境省 貯蔵の事業の設計及び工事の方法の認可
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 8 3 法第43条の8第3項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41027 21 環境省
貯蔵の事業の設計及び工事の方法の変更認
可（認可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 8 2 法第43条の8第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41028 21 環境省 貯蔵の事業の溶接の方法の認可
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 10 2 法第43条の10第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）

使用済燃料貯
蔵施設の溶接
の方法の認可
申請の変更届
出書

2 非OD

http://www.nsr.g
o.jp/disclosure/l
aw/STO/00000
047.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
使用済燃料貯蔵施設
の溶接の方法の認可
に係る申請

2 非OD

http://www.nsr.g
o.jp/disclosure/l
aw/STO/00000
052.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
使用済燃料貯蔵施設
の溶接の方法の認可
に係る申請

2 非OD

http://ww
w.nsr.go.jp
/disclosur
e/law/ST
O/000000
59.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41029 21 環境省 貯蔵の事業の許可の取消し
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 16 1 法第43条の16第1項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41030 21 環境省
貯蔵の事業の許可の取消し又は事業の停止
命令

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 16 2 法第43条の16第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

41031 21 環境省 貯蔵の事業の保安措置命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 19 1 法第43条の19第1項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

41032 21 環境省 貯蔵の事業の保安規定（認可）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 20 1 法第43条の20第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41033 21 環境省 貯蔵の事業の保安規定の変更命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 20 3 法第43条の20第3項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41034 21 環境省 貯蔵の事業の保安規定変更命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 20 3 法第43条の20第3項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

41035 21 環境省 使用済燃料取扱主任者の解任命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 24 法第43条の24
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

41036 21 環境省
旧使用済燃料貯蔵事業者等の廃止措置計
画の認可（認可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 28 2 法第43条の28第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41037 21 環境省
旧使用済燃料貯蔵事業者等の廃止措置計
画の変更の認可（認可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 28 4 法第43条の28第4項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41039 21 環境省
発電用原子炉の定期事業者検査時期変更
申請

実用発電用原子炉の設
置、運転等に関する規則

1978 3 省令又は規則 77 55 4 規則第55条第4項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 定期事業者検査時期変更申請書 7 インフラ 7 インフラ 2 無 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

41041 21 環境省 製錬事業の指定(申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 3 1 法第3条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応） 許可書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41042 21 環境省 製錬事業の変更の許可（許可）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 6 1 法第6条第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41043 21 環境省 製錬事業者の事業の停止
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 10 2 法第10条第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

41044 21 環境省 製錬事業者の核物質防護規定の認可
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 12 2 1 法第12条の2第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
核物質防護規定の認可
に関する申請

○ 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41045 21 環境省
製錬事業者の核物質防護規定の変更の認
可

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 12 2 1 法第12条の2第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
核物質防護規定の認可
に関する申請

3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41047 21 環境省 製錬事業者の核物質防護管理者の届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 12 3 2 法第12条の3第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
核物質防護管理者の届
出

○ 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41050 21 環境省 国規物の貯蔵の届出
国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 1 4 規則第1条の4 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 4 無

41051 21 環境省 国規物の廃棄の届出
国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 1 5 規則第1条の5 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 4 無

41052 21 環境省 旧製錬事業者等の国規物の使用の届出
国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 1 6 規則第1条の6 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 4 無

41053 21 環境省
旧使用済燃料貯蔵事業者等の国規物の貯
蔵の届出

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 1 7 規則第1条の7 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 4 無

41054 21 環境省 旧廃棄事業者等の国規物の廃棄の届出
国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 1 8 規則第1条の8 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 4 無

41055 21 環境省
国規物の使用者である法人の合併及び分割
の認可の申請

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 3 2 規則第3条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 国際規制物資使用者に関わる情報 11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）
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データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

41056 21 環境省 国際特定活動の届出
国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 4 2 10 規則第4条の2の10 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
国際特定活動で届け出た活動内容
の詳細

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41057 21 環境省
指定情報処理機関としての指定を受けようと
する者の申請

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 4 4 1 規則第4条の4第１項 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 4 無

41058 21 環境省
指定情報処理機関の業務規定の認可の申
請

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 4 5 2 規則第4条の5第2項 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41059 21 環境省
指定情報処理機関の事業計画等の認可の
申請

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 4 6 1 規則第4条の6第1項 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41060 21 環境省
指定情報処理機関の事業計画等の変更認
可の申請

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 4 6 2 規則第4条の6第2項 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 4 無

41061 21 環境省
指定情報処理機関の業務の休廃止の許可
の申請

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 4 7 規則第4条の7 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41063 21 環境省 使用の届出
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 3 2 1 法第3条の2第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 使用の届出 ○ 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法に
基づく申請・届
出等の状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45608.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

41065 21 環境省 使用届出に係る変更の届出
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 3 2 2 法第3条の2第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 使用届出の変更届出 ○ 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法に
基づく申請・届
出等の状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45608.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

41067 21 環境省 表示付認証機器の使用の届出
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 3 3 1 法第3条の3第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
表示付認証機器使用及
び変更の届出

○ 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法に
基づく申請・届
出等の状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45608.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

41068 21 環境省 表示付認証機器の使用に係る変更の届出
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 3 3 2 法第3条の3第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
表示付認証機器使用及
び変更の届出

1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法に
基づく申請・届
出等の状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45608.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

41070 21 環境省 販売及び賃貸の業の届出
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 4 1 法第4条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
販売及び賃貸の業の届
出

○ 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法に
基づく申請・届
出等の状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45608.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

41072 21 環境省 販売及び賃貸の業に係る変更の届出
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 4 2 法第4条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
販売及び賃貸の業に係
る変更の届出

○ 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法に
基づく申請・届
出等の状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45608.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

41075 21 環境省 許可使用に係る変更の許可の申請
放射性同位元素等の規制
に関する法律施行令

1960 2 政令 259 8 施行令8条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
許可使用に係る変更許
可申請

○ 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法に
基づく申請・届
出等の状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45608.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

41077 21 環境省 廃棄の業に係る変更の許可の申請
放射性同位元素等の規制
に関する法律施行令

1960 2 政令 259 10 1 施行令10条1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
廃棄の業に係る変更許
可申請

○ 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法に
基づく申請・届
出等の状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45608.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

41079 21 環境省 使用届出に係る氏名等の変更の届出
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 3 2 3 法第3条の2第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 氏名等の変更の届出 ○ 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法に
基づく申請・届
出等の状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45608.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

41080 21 環境省
販売及び賃貸の業に係る氏名等の変更の届
出

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 4 3 法第4条第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 氏名等の変更の届出 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法に
基づく申請・届
出等の状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45608.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

41081 21 環境省 許可使用に係る氏名等の変更の届出
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 10 1 法第10条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 氏名等の変更の届出 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法に
基づく申請・届
出等の状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45608.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

41082 21 環境省 廃棄の業に係る氏名等の変更の届出
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 11 1 法第11条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 氏名等の変更の届出 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法に
基づく申請・届
出等の状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45608.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

41084 21 環境省 許可使用に係る軽微な変更の届出
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 10 5 法第10条第5項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 軽微な変更の届出 ○ 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法に
基づく申請・届
出等の状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45608.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

41086 21 環境省
許可使用に係る使用の場所の一時的変更の
届出

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 10 6 法第10条第6項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
許可使用に係る一時的
な変更の届

○ 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法に
基づく申請・届
出等の状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45608.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

41088 21 環境省 許可証の再交付の申請
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 12 法第12条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 許可証の再交付申請 ○ 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法に
基づく申請・届
出等の状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45608.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

41090 21 環境省
放射性同位元素装備機器の設計認証及び特
定設計認証の申請

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 12 2 3 法第12条の2第3項 1 申請等 6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省
設計認証・特定設計認
証申請

○ 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者等か
らの報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法に
基づく申請・届
出等の状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45608.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

41092 21 環境省
原子力規制委員会が行う工場又は事業所外
の運搬に関する確認の申請

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 18 15 1 規則第18条の15第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 運搬確認申請 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法に
基づく申請・届
出等の状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45608.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

41093 21 環境省
工場又は事業所外の運搬に係る運搬容器の
承認の申請

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 18 17 1 規則第18条の17第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 容器承認申請 ○ 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法に
基づく申請・届
出等の状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45608.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

41095 21 環境省 承認容器使用期間の更新の申請
放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 18 19 2 規則第18条の19第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 容器承認申請 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
3-1 データ変換の作業が
負荷

41096 21 環境省 容器承認書の変更の届出
放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 18 20 1 規則第18条の20第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 容器承認申請 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
3-1 データ変換の作業が
負荷

41097 21 環境省 容器の使用の廃止に係る届出
放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 18 20 2 規則第18条の20第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 容器承認申請 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
3-1 データ変換の作業が
負荷

41099 21 環境省 原子力規制委員会が行う埋設確認の申請
放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 19 2 1 規則第19条の2第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 埋設確認申請 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法に
基づく申請・届
出等の状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45608.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

41100 21 環境省 放射線障害予防規程の届出
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 21 1 法第21条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 予防規定の届出 ○ 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法に
基づく申請・届
出等の状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45608.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

41102 21 環境省 放射線障害予防規程の変更の届出
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 21 3 法第21条第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 予防規定の届出 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法に
基づく申請・届
出等の状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45608.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

41104 21 環境省 許可使用者等の合併等に係る認可申請
放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 24 3 1 規則第24条の3第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
法人の合併・分割・廃
止・死亡・解散及び廃止
措置計画の届出

○ 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法に
基づく申請・届
出等の状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45608.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

41107 21 環境省
届出使用者等の合併等に係る地位継承の届
出

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 26 2 8 法第26条の2第8項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
法人の合併・分割・廃
止・死亡・解散及び廃止
措置計画の届出

1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法に
基づく申請・届
出等の状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45608.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

41109 21 環境省 許可届出使用者等の死亡等の届出
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 27 3 法第27条第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
法人の合併・分割・廃
止・死亡・解散及び廃止
措置計画の届出

1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法に
基づく申請・届
出等の状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45608.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

41111 21 環境省 許可届出使用者等の廃止の届出
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 27 1 法第27条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
法人の合併・分割・廃
止・死亡・解散及び廃止
措置計画の届出

1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法に
基づく申請・届
出等の状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45608.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

41113 21 環境省 廃止措置計画の届出
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 28 2 法第28条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
法人の合併・分割・廃
止・死亡・解散及び廃止
措置計画の届出

2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法に
基づく申請・届
出等の状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45608.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

41115 21 環境省 廃止措置計画の変更の届出
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 28 3 法第28条第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
法人の合併・分割・廃
止・死亡・解散及び廃止
措置計画の届出

1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法に
基づく申請・届
出等の状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45608.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

41120 21 環境省 廃止措置計画に記載した措置の終了の報告
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 28 5 法第28条第5項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
廃止等に伴う措置の報
告

○ 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法に
基づく申請・届
出等の状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45608.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

41123 21 環境省 放射線取扱主任者の選任及び解任の届出
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 34 2 法第34条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
主任者の選任及び解任
の届出

○ 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法に
基づく申請・届
出等の状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45608.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

41125 21 環境省
放射線取扱主任者の代理者の選任及び解任
の届出

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 37 3 法第37条第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
主任者の選任及び解任
の届出

1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法に
基づく申請・届
出等の状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45608.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

41127 21 環境省 第1種放射線取扱主任者免状の交付
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 35 2 法第35条第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 × 21 環境省 免状の交付 ○ 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法に
基づく申請・届
出等の状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45608.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期
放射線取扱主任者免
状の交付状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45609.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

41128 21 環境省 第2種放射線取扱主任者免状の交付
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 35 3 法第35条第3項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 × 21 環境省 免状の交付 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法に
基づく申請・届
出等の状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45608.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期
放射線取扱主任者免
状の交付状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45609.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

41129 21 環境省 第3種放射線取扱主任者免状の交付
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 35 4 法第35条第4項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 × 21 環境省 免状の交付 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法に
基づく申請・届
出等の状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45608.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期
放射線取扱主任者免
状の交付状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45609.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

41131 21 環境省 免状の訂正の申請
放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 37 規則第37条 1 申請等 5 国民等 1 国 × 21 環境省 免状の訂正・再交付 ○ 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法に
基づく申請・届
出等の状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45608.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

41132 21 環境省 免状の再交付の申請
放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 38 1 規則第38条第1項 1 申請等 5 国民等 1 国 × 21 環境省 免状の訂正・再交付 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法に
基づく申請・届
出等の状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45608.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

41133 21 環境省
放射線取扱主任者試験合格証の再交付の
申請

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 35 3 1 規則第35条の3第1項 1 申請等 5 国民等 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

41134 21 環境省
許可届出使用者等による放射線管理状況報
告書の提出

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 39 2 規則第39条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法に
基づく申請・届
出等の状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45608.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

41135 21 環境省
原子力規制委員会が期間を定めて求めたと
きの報告

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 39 3 規則第39条第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法に
基づく申請・届
出等の状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45608.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期
放射線管理状況報告
書集計結果

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45614.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

41139 21 環境省
指定保障措置検査等実施機関としての指定
を受けようとする者の申請

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 4 9 規則第4条の9 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41140 21 環境省
指定保障措置検査等実施機関の名称等の
変更の届出

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 4 12 規則第4条の12 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 4 無

41142 21 環境省
指定保障措置検査等実施機関の業務規定
の認可の申請

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 4 15 1 規則第4条の15第1項 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 4 無

41143 21 環境省
指定保障措置検査等実施機関の業務規定
の変更の認可の申請

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 4 15 2 規則第4条の15第2項 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 4 無

41144 21 環境省
指定保障措置検査等実施機関の事業計画
等の変更認可の申請

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 4 17 2 規則第4条の17第2項 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 4 無

41145 21 環境省
指定保障措置検査等実施機関の役員の選
任及び解任の認可の申請

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 4 18 1 規則第4条の18第1項 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理）
指定保障措置検査等実施機関の役
員の選任及び解任に関わる情報

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41146 21 環境省
指定保障措置検査等実施機関の保障措置
検査員の選任の認可の申請

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 4 18 2 規則第4条の18第2項 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理）
指定保障措置検査等実施機関の保
障措置検査員の選任に関わる情報

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41147 21 環境省
指定保障措置検査等実施機関の業務の休
廃止の許可の申請

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 4 19 規則第4条の19 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 5 実績なし

41148 21 環境省
指定保障措置検査等実施機関の予算経費
の流用等の承認の申請

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 4 27 4 規則第4条の27第4項 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 5 実績なし

41149 21 環境省
指定保障措置検査等実施機関のにおける予
算の繰越しの承認の申請

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 4 28 2 規則第4条の28第2項 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 5 実績なし

41150 21 環境省
指定保障措置検査等実施機関のにおける予
算の繰越計算書の提出

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 4 28 3 規則第4条の28第3項 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 5 実績なし

41151 21 環境省
指定保障措置検査等実施機関の会計規程
の承認の申請

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 4 30 2 規則第4条の30第2項 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 5 実績なし

41152 21 環境省
指定保障措置検査等実施機関の会計規程
の変更の承認の申請

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 4 30 2 規則第4条の30第2項 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 5 実績なし

41153 21 環境省
旧国規物使用者等による国規物の譲渡又は
廃棄の解散又は死亡の届出

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 5 2 規則第5条の2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

41154 21 環境省 国際特定活動の終了の届出
国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 6 1 規則第6条第1項 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 ○ 4 無

41155 21 環境省
国際特定活動実施者の解散又は死亡の届
出

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 6 2 規則第6条第2項 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 ○ 4 無

41156 21 環境省
製錬事業者の核原料物質（核燃料物質）受
入報告書又は払出報告書の提出

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 7 1 規則第7条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 1 有（データベースでの管理）
事業者から提出された核燃料物質
の計量に関するデータ

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41157 21 環境省
製錬事業者の核原料物質（核燃料物質）管
理報告書の提出

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 7 2 規則第7条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 4 無

41158 21 環境省
製錬事業者の核原料物質若しくは核燃料物
質の受入等又は損失の数量が一定量を超え
たことの報告

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 7 3 規則第7条第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

41159 21 環境省
使用済燃料貯蔵事業者の使用済燃料払出
時のICRの提出

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 7 9 規則第7条第9項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 1 有（データベースでの管理）
事業者から提出された核燃料物質
の計量に関するデータ

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41160 21 環境省

加工事業者又は再処理事業者の許可、指定
又は承認に係る申請書に記載された核燃料
物質の損失の数値を超えた核燃料物質の損
失の発生報告

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 7 19 規則第7条第19項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

41161 21 環境省
核原料物質を廃棄している廃棄事業者又は
国規物使用者の核原料物質管理報告書の
提出

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 7 20 規則第7条第20項 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

41162 21 環境省
試験研究用等原子炉設置者、発電用原子炉
設置者、廃棄事業者又は国際規制物資使用
者のMCR1の提出

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 7 22 規則第7条第22項 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 ○ 1 有（データベースでの管理）
事業者から提出された核燃料物質
の計量に関するデータ

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41163 21 環境省

試験研究用等原子炉設置者、発電用原子炉
設置者、廃棄事業者又は国規物使用者の減
速材物質（設備）受入（払出）実施計画報告
書の提出

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 7 25 規則第7条第25項 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理）
事業者から提出された核燃料物質
の計量に関するデータ

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41164 21 環境省
加工事業者等又は非原子力利用国規物使
用者のECR1の提出

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 7 26 規則第7条第26項 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理）
事業者から提出された核燃料物質
の計量に関するデータ

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41165 21 環境省
加工事業者等又は非原子力利用国規物使
用者の減速材物質（設備）受入（払出）実施
計画報告書の提出

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 7 28 規則第7条第28項 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理）
事業者から提出された核燃料物質
の計量に関するデータ

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41166 21 環境省
国規物を使用している者の核燃料物質の事
故損失又は封印の毀損等の発生及びその状
況等の報告

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 7 29 規則第7条第29項 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 ○ 4 無



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

41167 21 環境省
非原子力利用国規物使用者の核燃料物質
輸入（輸出）報告書輸出実施計画報告書の
提出

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 7 31 規則第7条第31項 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理）
事業者から提出された核燃料物質
の計量に関するデータ

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41168 21 環境省
非原子力利用国規物使用者の既に提出した
報告書について、より正確な数値が得られた
ときの修正報告書の提出

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 7 32 規則第7条第32項 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理）
事業者から提出された核燃料物質
の計量に関するデータ

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41169 21 環境省
製錬事業者の製錬の事業の実施状況に関す
る報告書の提出

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 7 33 規則第7条第33項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

41170 21 環境省 封印又は装置の取付けの通報
国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 9 規則第9条
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 ○ 1 有（データベースでの管理） 事業者から報告された施設の情報 11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41172 21 環境省 製錬事業者の廃止措置に係る措置命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 12 6 7 法第12条の6第7項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

41173 21 環境省 製錬事業者の廃止措置確認（確認）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 12 6 8 法第12条の6第8項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

41175 21 環境省 旧製錬事業者の廃止措置に係る措置命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 12 7 8 法第12条の7第8項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

41176 21 環境省 加工事業者の核物質防護規定の認可
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 22 6 1 法第22条の6第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
核物質防護規定の認可
に関する申請

3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41177 21 環境省
試験研究用等原子炉設置者の核物質防護
規定の認可

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 2 1 法第43条の2第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
核物質防護規定の認可
に関する申請

3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41178 21 環境省 発電用原子炉の設置の許可（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 5 2 法第43条の3の5第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

41179 21 環境省
発電用原子炉の設置の許可に際しての原子
力委員会への意見聴取

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 6 3 法第43条の3の6第3項 1 申請等 1 国 1 国 × 21 環境省 ○ 1 有（データベースでの管理） 意見聴取 7 インフラ 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応） 意見聴取 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/201704.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41180 21 環境省
発電用原子炉の設置の許可に際しての原子
力委員会への意見聴取（回答）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 6 3 法第43条の3の6第3項 1 申請等 1 国 1 国 × 21 環境省 ○ 1 有（データベースでの管理） 意見聴取（回答） 7 インフラ 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応） 回答 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/201704.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41181 21 環境省
設置許可事項の変更（災害の防止上支障が
ないことが明らかな変更）（届出）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 8 4 法第43条の3の8第4項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

41182 21 環境省 やむを得ない一時的工事（届出）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 9 5 法第43条の3の9第5項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

41183 21 環境省 軽微な設計及び工事計画の変更（届出）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 9 6 法第43条の3の9第6項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 1 有（データベースでの管理） 届出書 7 インフラ 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応） 届出書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/201704.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41185 21 環境省 発電用原子炉の運転計画
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 17 法第43条の3の17 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

41186 21 環境省
発電用原子炉設置者である法人の合併又は
分割（申請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 18 法第43条の3の18 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

41187 21 環境省 発電用原子炉設置者の地位の承継（届出）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 19 2 法第43条の3の19第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

41188 21 環境省
発電用原子炉設置者の核物質防護規定の
認可

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 27 1 法第43条の3の27第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
核物質防護規定の認可
に関する申請

3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41189 21 環境省 安全性向上のための事業者評価（届出）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 29 3 法第43条の3の29第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

41190 21 環境省
特定機器の設計の型式証明の設計の変更
（申請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 30 3 法第43条の3の30第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

41191 21 環境省
発電用原子炉施設に係る特定機器の設計の
型式証明の変更の申請

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 30 4 法第43条の3の30第4項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

41192 21 環境省 発電用原子炉の運転期間延長（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 32 4 法第43条の3の32第4項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 1 有（データベースでの管理） 申請書 7 インフラ 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/201704.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41193 21 環境省
使用済燃料貯蔵事業者の核物質防護規定
の認可

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 25 1 法第43条の25第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
核物質防護規定の認可
に関する申請

3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41194 21 環境省
使用済燃料貯蔵事業者の核物質防護規定
の変更の認可

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 25 1 法第43条の25第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
核物質防護規定の認可
に関する申請

3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41195 21 環境省
貯蔵の事業の型式証明の変更承認の申請
（承認）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 26 2 4 法第43条の26の2第4項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応） 承認書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/201902.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41196 21 環境省 貯蔵の事業の型式指定の取消し
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 26 3 5 法第43条の26の3第5項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

41197 21 環境省
指定外国容器等製造者等に係る型式指定の
取消し

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 26 3 6 法第43条の26の3第6項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

41198 21 環境省
使用済燃料貯蔵事業者の核物質防護管理
者の届出

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 26 2 法第43条の26第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
核物質防護管理者の届
出

3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41199 21 環境省
再処理事業の指定に係る原子力委員会への
意見聴取

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 44 2 2 法第44条の2第2項 1 申請等 1 国 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41200 21 環境省
再処理事業の指定に係る原子力委員会への
意見聴取（回答）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 44 2 2 法第44条の2第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

41201 21 環境省 再処理事業の変更に係る許可（許可）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 44 4 1 法第44条の4第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可 7 インフラ 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41202 21 環境省 再処理事業者の核物質防護規定の認可
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 50 3 1 法第50条の3第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
核物質防護規定の認可
に関する申請

3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41203 21 環境省 廃棄事業者の核物質防護規定の認可
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 23 1 法第51条の23第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
核物質防護規定の認可
に関する申請

3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41204 21 環境省
廃棄事業者の核物質防護規定の変更の認
可

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 23 1 法第51条の23第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
核物質防護規定の認可
に関する申請

3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41205 21 環境省 使用者の核物質防護規定の認可
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 57 2 1 法第57条の2第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
核物質防護規定の認可
に関する申請

3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41206 21 環境省 国際規制物質の使用の許可の申請
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 3 2 法第61条の3第2項 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 ○ 1 有（データベースでの管理）
核物質の数量や種類、使用の場
所、国籍

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41207 21 環境省 国際規制物質（核原料物質）の使用の許可
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 3 3 法第61条の3第3項 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 ○ 4 無

41208 21 環境省 国際規制物資の貯蔵の届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 3 5 法第61条の3第5項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 4 無

41209 21 環境省 国際規制物資の廃棄の届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 3 6 法第61条の3第6項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 4 無

41210 21 環境省
旧製錬事業者等の国際規制物資の使用の
届出

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 3 7 法第61条の3第7項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 4 無

41211 21 環境省
旧使用済燃料貯蔵事業者等の国際規制物
資の貯蔵の届出

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 3 8 法第61条の3第8項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 4 無

41212 21 環境省
旧廃棄事業者等の国際規制物資の廃棄の
届出

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 3 9 法第61条の3第9項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 4 無

41213 21 環境省
国際規制物資の使用法人の合併分割の認
可

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 5 2 1 法第61条の5の2第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理）
合併分割の契約、使用の場所、核
物質の数量

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41214 21 環境省 国際規制物資使用者の相続の届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 5 3 2 法第61条の5の3第2項 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

41215 21 環境省 国際規制物資の使用の取消し命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 6 1 法第61条の6第1項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 ○ 4 無

41216 21 環境省 国際規制物質の使用の記録
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 7 法第61条の7 4 作成・保存等
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 ○ 4 無

41219 21 環境省 計量管理規定の変更命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 8 3 法第61条の8第3項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 ○ 4 無

41220 21 環境省
国際規制物資使用者の解散又は死亡の届
出

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 9 2 3 法第61条の9の2第3項 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理）
核物質の数量や種類、使用の場
所、国籍

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41221 21 環境省 国際規制物資の使用の廃止等に伴う措置
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 9 3 1 法第61条の9の3第1項 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 ○ 4 無

41222 21 環境省 国際特定活動の届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 9 4 1 法第61条の9の4第1項 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 ○ 4 無

41223 21 環境省 国際特定活動の終了の届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 9 4 4 法第61条の9の4第4項 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 ○ 4 無

41224 21 環境省
国際特定活動実施者の解散又は死亡の届
出

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 9 4 5 法第61条の9の4第5項 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 ○ 4 無

41225 21 環境省 国際規制物資の返還又は譲渡命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 9 1 法第61条の9第1項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 ○ 4 無

41226 21 環境省 指定情報処理機関の指定
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 10 法第61条の10
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 4 無

41227 21 環境省 情報処理業務を行おうとする者の申請
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 11 法第61条の11 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 4 無

41228 21 環境省 指定情報処理機関の名称等の変更の届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 14 法第61条の14 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 4 無

41229 21 環境省 指定情報処理機関の業務規定の認可
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 16 1 法第61条の16第1項 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 4 無

41230 21 環境省
指定情報処理機関の業務規定の変更の認
可

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 16 1 法第61条の16第1項 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 4 無

41231 21 環境省 指定情報処理機関の業務規定の変更命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 16 3 法第61条の16第3項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 4 無

41232 21 環境省
指定情報処理機関の事業計画等の変更の
認可

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 17 1 法第61条の17第1項 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 4 無

41233 21 環境省
指定情報処理機関に対する指定基準の適合
命令

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 19 法第61条の19
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 4 無

41234 21 環境省 指定情報処理機関の業務の休廃止の許可
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 20 法第61条の20 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 4 無

41235 21 環境省
指定情報処理機関に対する指定の取消し等
の命令

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 21 法第61条の21
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 4 無

41236 21 環境省 指定情報処理機関の指定等の公示
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 22 法第61条の22 3 縦覧等 1 国 × 21 環境省 ○ 4 無

41237 21 環境省 指定保障措置検査等実施機関の指定
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 23 2 法第61条の23の2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 4 無

41238 21 環境省
保障措置検査等実施業務を行おうとする者
の申請

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 23 3 2 法第61条の23の3第2項 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 4 無

41239 21 環境省
指定保障措置検査等実施機関の名称等の
変更の届出

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 23 6 法第61条の23の6 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 4 無

41240 21 環境省
指定保障措置検査等実施機関の業務規定
の認可

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 23 8 1 法第61条の23の8第1項 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 4 無

41241 21 環境省
指定保障措置検査等実施機関の業務規定
の変更の認可

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 23 8 1 法第61条の23の8第1項 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 4 無

41242 21 環境省
指定保障措置検査等実施機関の業務規定
の変更命令

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 23 8 3 法第61条の23の8第3項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 4 無

41244 21 環境省
指定保障措置検査等実施機関の役員又は
保障措置検査員の解任命令

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 23 12 法第61条の23の12
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 4 無

41245 21 環境省 指定保障措置検査等実施機関の監督命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 23 14 法第61条の23の14
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 4 無

41246 21 環境省
指定保障措置検査等実施機関の業務の休
廃止の許可

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 23 15 法第61条の23の15 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 4 無

41247 21 環境省
指定保障措置検査等実施機関の指定の取
消し等の命令

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 23 16 法第61条の23の16
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 4 無

41248 21 環境省 指定保障措置検査等実施機関の帳簿記載
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 23 17 1 法第61条の23の17第1項 4 作成・保存等 2 独立行政法人等
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 4 無

41249 21 環境省
指定保障措置検査等実施機関の帳簿の保
存

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 23 17 2 法第61条の23の17第2項 4 作成・保存等 1 国 × 21 環境省 ○ 4 無

41250 21 環境省
指定保障措置検査等実施機関の指定等の
公示

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 23 19 法第61条の23の19 3 縦覧等 1 国 × 21 環境省 ○ 4 無

41251 21 環境省
指定保障措置検査等実施機関の事業計画
等の変更の認可

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 23 20 法第61条の23の20 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 4 無

41252 21 環境省
指定保障措置検査等実施機関に対する報告
徴収等

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 23 20 法第61条の23の20
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 4 無

41253 21 環境省 指定情報処理機関に対する報告徴収等
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 23 1 法第61条の23第1項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 4 無



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

41265 21 環境省
非原子力利用国際規制物資の輸出実施計
画報告書の提出

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 67 1 法第67条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理）
核物質の数量、種類、輸出入のス
ケジュール

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41266 21 環境省
非原子力利用国際規制物資使用者の既に提
出した報告書についてより正確な値が得られ
たときの修正報告書の提出

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 67 1 法第67条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 4 無

41287 21 環境省 定期事業者検査の技術基準不適合報告
実用発電用原子炉の設
置、運転等に関する規則

1978 3 省令又は規則 77 58 5 規則第58条第5項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
定期事業者検査の技術基準不適合
報告

7 インフラ 7 インフラ 2 無 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

41289 21 環境省 溶接検査省略指示　（届出分）

東京電力株式会社福島第
一原子力発電所原子炉施
設の保安及び特定核燃料
物質の防護に関する規則

2013 3 省令又は規則 2 28 2 2 規則第28条第2項第2号 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
特定原子力施設の輸入溶接検査変
更申請書

7 インフラ 7 インフラ 2 無 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

41290 21 環境省 認定課程の認定基準への適合性確認
核燃料取扱主任者試験の
実施細目等に関する規則

2013 3 省令又は規則 20 11 規則第11条
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
大学院を有する学校
法人

× 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 確認申請書に係る確認書 2 教育 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

確認書 1 OD

http://www.nsr.g
o.jp/procedure/
examination/rea
ctor/20170209_
01.html

7 構造化
PDF

5 その他 不定期
① 更新頻度：対象の課程
それぞれについて５年毎

41291 21 環境省 認定課程の認定基準への適合性確認
原子炉主任技術者試験の
実施細目等に関する規則

1978 3 省令又は規則 51 14 規則第14条
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
大学院を有する学校
法人

× 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 確認申請書に係る確認書 2 教育 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

確認書 1 OD

http://www.nsr.g
o.jp/procedure/
examination/rea
ctor/20170209_
02.html

7 構造化
PDF

5 その他 不定期
① 更新頻度：対象の課程
それぞれについて５年毎

41295 21 環境省
指定保障措置検査等実施機関の事業計画
等の認可の申請

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 4 17 1 規則第4条の17第1項 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 4 無

41296 21 環境省
試験研究用等原子炉設置者、発電用原子炉
設置者の特定燃料体挿入報告書の提出

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 7 7 規則第7条第7項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理）
事業者から提出された核燃料物質
の計量に関するデータ

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41297 21 環境省
加工事業者の核物質防護規定の変更の認
可

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 22 6 1 法第22条の6第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
核物質防護規定の認可
に関する申請

3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41298 21 環境省 再処理事業者の核物質防護管理者の届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 50 4 2 法第50条の4第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
核物質防護管理者の届
出

3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41299 21 環境省 指定情報処理機関の事業計画等の認可
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 17 1 法第61条の17第1項 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 4 無

41300 21 環境省
指定情報処理機関の事業計画報告書等の
提出

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 17 2 法第61条の17第2項 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 4 無

41301 21 環境省
指定保障措置検査等実施機関の役員の選
任及び解任の認可

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 23 11 1 法第61条の23の11第1項 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 4 無

41302 21 環境省
指定保障措置検査等実施機関の保障措置
検査員の選任の認可

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 23 11 2 法第61条の23の11第2項 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 4 無

41303 21 環境省
指定保障措置検査等実施機関の事業計画
等の認可

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 23 20 法第61条の23の20 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 4 無

41304 21 環境省
指定保障措置検査等実施機関の事業計画
報告書等の提出

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 23 20 法第61条の23の20 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 4 無

41310 21 環境省 核燃料取扱主任者試験の期日等の公告
核燃料取扱主任者試験の
実施細目等に関する規則

2013 3 省令又は規則 20 2 規則第2条 3 縦覧等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
核燃料取扱主任者試験の実施日及
び受験申込の案内

11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

受験案内 1 OD

https://www.nsr.
go.jp/procedure/
examination/fule
/20181214_02.ht
ml

8 その他 1 年1回 12月
試験実施の公告は、官報
でも掲載

①　ファイル形式：html及
び構造化PDF

41312 21 環境省 輸入溶接検査変更届出

東京電力株式会社福島第
一原子力発電所原子炉施
設の保安及び特定核燃料
物質の防護に関する規則

2013 3 省令又は規則 2 29 3 規則第29条第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
特定原子力施設の輸入溶接検査変
更申請書

7 インフラ 7 インフラ 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

41315 21 環境省 加工事業者の核物質防護管理者の届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 22 7 2 法第22条の7第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
核物質防護管理者の届
出

3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41319 21 環境省
再処理事業者の核物質防護規定の変更の
認可

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 50 3 1 法第50条の3第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
核物質防護規定の認可
に関する申請

3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41322 21 環境省 廃棄事業者の核物質防護管理者の届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 24 2 法第51条の24第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
核物質防護管理者の届
出

3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41330 21 環境省
指定保障措置検査等実施機関の保障措置
検査員の解任の報告

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 4 23 規則第4条の23 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理）
指定保障措置検査等実施機関の保
障措置検査員の解任に関わる情報

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41331 21 環境省

減速材物質を使用している試験研究用等原
子炉設置者若しくは発電用原子炉設置者、
減速材物質を廃棄している廃棄事業者又は
国規物使用者事業者等の国規物使用者の
MCR2の提出

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 7 23 規則第7条第23項 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理）
事業者から提出された核燃料物質
の計量に関するデータ

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41332 21 環境省

試験研究用等原子炉設置者、発電用原子炉
設置者、廃棄事業者又は国規物使用者等の
既に提出した報告書について、より正確な数
値が得られたとき時の修正報告書の提出

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 7 24 規則第7条第24項 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理）
事業者から提出された核燃料物質
の計量に関するデータ

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41333 21 環境省
ウラン鉱山においてウラン鉱の探鉱、採鉱及
び選鉱を行っている者のウラン鉱山に関する
報告書の提出

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 7 36 規則第7条第36項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理）
事業者から提出された核燃料物質
の計量に関するデータ

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41336 21 環境省
設計及び工事計画(規則で定めるもの)（届
出）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 10 1 法第43条の3の10第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 1 有（データベースでの管理） 届出書 7 インフラ 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応） 届出書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/201704.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41338 21 環境省
指定保障措置検査等実施機関の保障措置
検査員の解任の報告

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 23 20 法第61条の23の20 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 4 無

41342 21 環境省 認定課程に関する事項の変更に係る届出
核燃料取扱主任者試験の
実施細目等に関する規則

2013 3 省令又は規則 20 9 規則第9条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
大学院を有する学校
法人

× 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

41343 21 環境省 原子炉主任技術者試験の期日等の公告
原子炉主任技術者試験の
実施細目等に関する規則

1978 3 省令又は規則 51 4 規則第4条 3 縦覧等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
原子炉主任技術者試験（筆記・口
頭）の実施日及び受験申込の案内

11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

受験案内 1 OD

https://www.nsr.
go.jp/procedure/
examination/rea
ctor/20181214_
01.html

8 その他
2 年2～11
回

6、12月
試験実施の公告は、官報
でも掲載

①　ファイル形式：html及
び構造化PDF

41344 21 環境省 認定課程に関する事項の変更に係る届出
原子炉主任技術者試験の
実施細目等に関する規則

1978 3 省令又は規則 51 12 規則第12条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
大学院を有する学校
法人

× 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

41345 21 環境省 溶接検査申請

東京電力株式会社福島第
一原子力発電所原子炉施
設の保安及び特定核燃料
物質の防護に関する規則

2013 3 省令又は規則 2 27 1 規則第27条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 特定原子力施設の溶接検査申請書 7 インフラ 7 インフラ 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

41346 21 環境省
試験研究用等原子炉設置者の核物質防護
規定の変更の認可

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 2 1 法第43条の2第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
核物質防護規定の認可
に関する申請

3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41347 21 環境省
試験研究用等原子炉設置者の核物質防護
管理者の届出

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 2 2 法第43条の2第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
核物質防護管理者の届
出

3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41349 21 環境省 輸入溶接検査申請

東京電力株式会社福島第
一原子力発電所原子炉施
設の保安及び特定核燃料
物質の防護に関する規則

2013 3 省令又は規則 2 29 1 規則第29条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
特定原子力施設の輸入溶接検査申
請書

7 インフラ 7 インフラ 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

41350 21 環境省 試験使用申請

東京電力株式会社福島第
一原子力発電所原子炉施
設の保安及び特定核燃料
物質の防護に関する規則

2013 3 省令又は規則 2 25 1 法第25条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 特定原子力施設の試験使用申請書 7 インフラ 7 インフラ 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

41354 21 環境省 使用者の核物質防護規定の変更の認可
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 57 2 1 法第57条の2第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
核物質防護規定の認可
に関する申請

3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41356 21 環境省 原子炉主任技術者免状の交付
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 41 1 法第41条第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

合格者は公表されており、
それ以上の個人情報を公
開する必要はないと考え
られるため。

41357 21 環境省 使用者の核物質防護管理者の届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 57 3 2 法第57条の3第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
核物質防護管理者の届
出

3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41358 21 環境省 事故故障等の報告
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 62 3 法第62条の3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）

原子炉等規制
法または放射
線障害防止法
に基づく報告

2 非OD

http://www.nsr.g
o.jp/activity/bou
sai/trouble/houk
oku/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41359 21 環境省
加工事業者の保安規定の（変更）認可（認
可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 22 1 法第22条第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41360 21 環境省
指定保障措置検査等実施機関によるの保障
措置検査の結果の通知報告

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 4 14 規則第4条の14 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41361 21 環境省
指定保障措置検査等実施機関の保障措置
検査の結果報告

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 23 7 4 法第61条の23の7第4項 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 4 無

41362 21 環境省 設置許可事項の変更（届出）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 8 3 法第43条の3の8第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 1 有（データベースでの管理） 届出書 7 インフラ 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応） 届出書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/201704.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41363 21 環境省
設備を使用している加工事業者等又は非原
子力利用国規物使用者のECR2の提出

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 7 27 規則第7条第27項 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
事業者から提出された核燃料物質
の計量に関するデータ

7 インフラ 3 防災 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41364 21 環境省
発電用原子炉設置者の保安規定（変更）（申
請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 24 1 法第43条の3の24第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 1 有（データベースでの管理） 申請書 7 インフラ 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/201704.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41365 21 環境省 国際特定活動の変更の届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 9 4 3 法第61条の9の4第3項 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 4 無

41366 21 環境省 核燃料取扱主任者免状の交付
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 22 3 1 法第22条の3第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

合格者は公表されており、
それ以上の個人情報を公
開する必要はないと考え
られるため。

41367 21 環境省 溶接検査変更届出

東京電力株式会社福島第
一原子力発電所原子炉施
設の保安及び特定核燃料
物質の防護に関する規則

2013 3 省令又は規則 2 27 3 規則第27条第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
特定原子力施設の溶接検査変更申
請書

7 インフラ 7 インフラ 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

41368 21 環境省
指定保障措置検査等実施機関に対する保障
措置検査の実施指示書の交付

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 23 7 1 法第61条の23の7第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
公益財団法人核物質
管理センター

× 21 環境省 ○ 4 無

41369 21 環境省 筆記試験合格証の送付
原子炉主任技術者試験の
実施細目等に関する規則

1978 3 省令又は規則 51 6 規則第6条
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

合格者は公表されており、
それ以上の個人情報を公
開する必要はないと考え
られるため。

41370 21 環境省 使用前検査申請

東京電力株式会社福島第
一原子力発電所原子炉施
設の保安及び特定核燃料
物質の防護に関する規則

2013 3 省令又は規則 2 19 1 法第19条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
特定原子力施設の使用前検査申請
書

7 インフラ 7 インフラ 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

41372 21 環境省
発電用原子炉設置者の核物質防護規定の
変更の認可

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 27 1 法第43条の3の27第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
核物質防護規定の認可
に関する申請

3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41373 21 環境省

原子力事業者の核物質防護規定及び特定原
子力施設の実施計画の認可若しくは変更認
可に係る国家公安委員会又は海上保安庁長
官意見への聴取

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 72 1 法律第72条第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41374 21 環境省 経済産業大臣への意見聴取
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 72 1 法第72条第1項 1 申請等 1 国 1 国 × 21 環境省 ○ 1 有（データベースでの管理） 意見聴取 7 インフラ 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応） 意見聴取 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/201704.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41375 21 環境省
国家公安委員会又は海上保安庁長官への
連絡

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 72 5 法律第72条第5項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41376 21 環境省
経済産業大臣及び（又は）国土交通大臣へ
の通報

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律施行令

1957 2 政令 324 62 3 施行令第62条第3項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41378 21 環境省
国際特定活動実施者の国際特定活動におけ
る生産数量に関する報告書の提出

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 7 35 規則第7条第35項 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 ○ 4 無

41379 21 環境省
国際特定活動実施者の国際特定活動におけ
る生産数量に関する報告書の提出

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 67 1 法第67条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 1 有（データベースでの管理） 国際特定活動に関する報告 11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41380 21 環境省 実施計画変更認可申請
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 64 3 2 法第64条の3第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
実施計画の変更認可申請及びその
補正

7 インフラ 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

「福島第一原
子力発電所 特
定原子力施設
に係る実施計
画」の変更認
可申請

1 OD

http://www.nsr.g
o.jp/activity/eart
hquake/kisei/pla
n/

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期

41381 21 環境省 国規物の使用の廃止等の届出
国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 5 1 規則第5条第1項 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理） 国際規制物資の数量、使用場所 11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41382 21 環境省 国際規制物資の使用の廃止の届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 9 2 1 法第61条の9の2第1項 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 ○ 4 無

41383 21 環境省
国際規制物資の使用の廃止等に伴う措置の
報告

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 9 3 2 法第61条の9の3第2項 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理）
核物質の数量や種類、使用の場
所、国籍

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41386 21 環境省
試験研究用等原子炉設置者又は発電用原
子炉設置者の使用済燃料取出時又は払出
時の使用済燃料に係るICRの提出

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 7 8 規則第7条第8項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 1 有（データベースでの管理）
事業者から提出された核燃料物質
の計量に関するデータ

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41388 21 環境省
国規物使用者の核燃料物質輸入（輸出）実
施計画報告書の提出

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 7 18 規則第7条第18項 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理）
事業者から提出された核燃料物質
の計量に関するデータ

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41390 21 環境省

試験研究用等原子炉設置者、発電用原子炉
設置者及び使用済燃料貯蔵事業者の使用済
燃料取出時又は払出時の使用済燃料に係る
OCR1の提出

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 7 10 規則第7条第10項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 1 有（データベースでの管理）
事業者から提出された核燃料物質
の計量に関するデータ

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41393 21 環境省 計量管理規定の認可の申請
国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 4 2 2 規則第4条の2の2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 ○ 1 有（データベースでの管理）
事業者が国際規制物資を管理する
ために定める規定

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41394 21 環境省
非原子力利用の国規物使用者の核燃料物
質事故増加報告書の提出

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 7 30 規則第7条第30項 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理）
事業者から提出された核燃料物質
の計量に関するデータ

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41396 21 環境省
非原子力利用国際規制物資使用者の核燃
料物質事故増加報告書の提出

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 67 1 法第67条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 1 有（データベースでの管理）
核物質の数量、種類、国籍、保管場
所

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41397 21 環境省 計量管理規定の認可
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 8 1 法第61条の8第1項 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理） 核物質の使用場所 11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41398 21 環境省
原子炉主任技術者試験の受験申込書等の
提出（口答試験）

原子炉主任技術者試験の
実施細目等に関する規則

1978 3 省令又は規則 51 5 2 規則第5条第2項 1 申請等 5 国民等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

受験者数は公表されてお
り、それ以上の個人情報
を公開する必要はないと
考えられるため。

41399 21 環境省 使用前検査変更申請

東京電力株式会社福島第
一原子力発電所原子炉施
設の保安及び特定核燃料
物質の防護に関する規則

2013 3 省令又は規則 2 19 3 法第19条第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
特定原子力施設の使用前検査変更
申請書

7 インフラ 7 インフラ 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

41400 21 環境省

加工事業者、試験研究用等原子炉設置者、
発電用原子炉設置者、使用済燃料貯蔵事業
者、再処理事業者、廃棄事業者又は使用者
の施設操業計画報告書の提出

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 7 14 規則第7条第14項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理）
事業者から提出された核燃料物質
の計量に関するデータ

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

41401 21 環境省

加工事業者、試験研究用等原子炉設置者、
発電用原子炉設置者、使用済燃料貯蔵事業
者、再処理事業者、廃棄事業者又は使用者
（実効値の合計が一以上のプルトニウム、ウ
ラン又はトリウム及びその化合物を取り扱う
者に限る。）の施設操業計画報告書の提出

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 67 1 法第67条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理）
施設の運転状況、輸出入のスケ
ジュール

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41402 21 環境省 計量管理規定の変更の認可
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 8 1 法第61条の8第1項 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理） 核物質の使用場所 11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41403 21 環境省 国際規制物資の使用の届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 3 4 法第61条の3第4項 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 ○ 1 有（データベースでの管理）
核物質の数量や種類、使用の場
所、国籍

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41404 21 環境省 国規物の使用の届出
国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 1 3 規則第1条の3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 ○ 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41406 21 環境省 加工事業者等のサイト内建物報告書の提出
国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 7 34 規則第7条第34項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 4 無

41409 21 環境省 加工事業者等のＩＣＲの提出
国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 7 4 規則第7条第4項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 1 有（データベースでの管理）
事業者から提出された核燃料物質
の計量に関するデータ

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41410 21 環境省
加工事業者等の核燃料物質受払計画等報
告書の提出

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 7 15 規則第7条第15項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理）
事業者から提出された核燃料物質
の計量に関するデータ

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41411 21 環境省
加工事業者等の核燃料物質受払計画等報
告書の記載事項の変更の報告

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 7 16 規則第7条第16項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理）
事業者から提出された核燃料物質
の計量に関するデータ

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41412 21 環境省 国規物の使用者の氏名等の変更の届出
国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 2 1 規則第2条第1項 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 ○ 1 有（データベースでの管理） 国際規制物資使用者に関わる情報 11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
3-1 データ変換の作業が
負荷

41414 21 環境省 国際規制物資の使用場所等の変更届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 5 1 法第61条の5第1項 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理）
核物質の数量や種類、使用の場
所、国籍

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41415 21 環境省 国際規制物資の使用者氏名等の変更届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 5 2 法第61条の5第2項 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理） 使用の場所、代表者の氏名 11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41418 21 環境省 加工事業者等のOCR1又はOCR2の提出
国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 7 5 規則第7条第5項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 1 有（データベースでの管理）
事業者から提出された核燃料物質
の計量に関するデータ

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41419 21 環境省
加工事業者等の供給当事国ごとの数量内訳
変更に係るOCR2の提出

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 7 6 規則第7条第6項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 1 有（データベースでの管理）
事業者から提出された核燃料物質
の計量に関するデータ

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41423 21 環境省 加工事業者等のOCR3又はOCR4の提出
国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 7 12 規則第7条第12項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 1 有（データベースでの管理）
事業者から提出された核燃料物質
の計量に関するデータ

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41424 21 環境省
加工事業者等の既に提出した報告書につい
て、より正確な数値が得られたときの修正報
告書の提出

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 7 13 規則第7条第13項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理）
事業者から提出された核燃料物質
の計量に関するデータ

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41426 21 環境省
加工事業者等の実在庫量確認終了時の
MBR及びPILの提出

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 7 11 規則第7条第11項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 1 有（データベースでの管理）
事業者から提出された核燃料物質
の計量に関するデータ

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41428 21 環境省
非原子力利用国規物使用者の核燃料物質
管理報告書の提出

国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 7 21 規則第7条第21項 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 ○ 1 有（データベースでの管理）
事業者から提出された核燃料物質
の計量に関するデータ

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41430 21 環境省 製錬の事業開始等の届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 7 法第7条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

41431 21 環境省 製錬事業者の合併及び分割（認可）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 8 1 法第8条第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 4 無

41432 21 環境省 製錬事業者の合併及び分割（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 8 1 法第8条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41433 21 環境省 製錬事業者の地位の相続の届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 9 2 法第9条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41434 21 環境省
製錬事業者の廃止措置計画の軽微な変更の
届出

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 12 6 5 法第12条の6第5項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41435 21 環境省
旧製錬事業者等の廃止措置計画の軽微な変
更の届出

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 12 7 6 法第12条の7第6項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41436 21 環境省 加工事業の許可(申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 13 1 法第13条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 4 無

41437 21 環境省 加工事業開始、休止又は再開の届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 17 法第17条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

41438 21 環境省
加工事業者である法人の合併又は分割の認
可（認可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 18 1 法第18条第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 4 無

41439 21 環境省 加工事業者の地位の相続の届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 19 2 法第19条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 4 無

41440 21 環境省
加工事業者の廃止措置計画の軽微な変更の
届出

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 22 8 3 法第22条の8第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41441 21 環境省
旧加工事業者等の廃止措置計画の軽微な変
更の届出

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 22 9 5 法第22条の9第5項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41442 21 環境省
貯蔵の事業の事業開始、休止又は再開の届
出

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 12 法第43条の12 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

41443 21 環境省
使用済燃料貯蔵事業者の地位の相続の届
出

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 15 2 法第43条の15第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41444 21 環境省
使用済燃料貯蔵事業者の廃止措置計画の
軽微な変更の届出

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 27 3 法第43条の27第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41445 21 環境省
旧使用済燃料貯蔵事業者等の廃止措置計
画の軽微な変更の届出

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 28 4 法第43条の28第4項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41446 21 環境省
再処理事業の事業開始、休止又は再開の届
出

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 46 3 法第46条の3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

41447 21 環境省
再処理事業者の廃止措置計画の軽微な変更
の届出

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 50 5 3 法第50条の5第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 4 無

41448 21 環境省
旧再処理事業者等の廃止措置計画の軽微な
変更の届出

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 4 法第51条第4項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 4 無

41449 21 環境省 廃棄の事業の変更の届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 5 2 法第51条の5第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 4 無

41450 21 環境省 廃棄の事業の開始、休止又は再開の届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 11 法第51条の11 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

41451 21 環境省
廃棄事業者である法人の合併又は分割の認
可（認可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 12 1 法第51条の12第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 4 無

41452 21 環境省 廃棄事業者の地位の相続の届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 13 2 法第51条の13第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 4 無

41453 21 環境省
廃棄事業者の廃止措置計画の軽微な変更の
届出

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 25 3 法第51条の25第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 4 無

41454 21 環境省
旧廃棄事業者等の廃止措置計画の軽微な変
更の届出

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 26 4 法第51条の26第4項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 4 無

41455 21 環境省 運転計画
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 17 法第43条の3の17 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応）

発電用原子炉
設置者から原
子炉の運転計
画（平成31年
度から平成33
年度）を受理

2 非OD

http://www.nsr.g
o.jp/disclosure/l
aw/PLK/000000
83.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41458 21 環境省 加工事業者の許可に係る変更の届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 16 2 法第16条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41459 21 環境省
加工事業者の設計及び工事の方法の認可
（認可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 16 2 1 法第16条の2第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41460 21 環境省
加工事業者の設計及び工事の方法の変更の
認可（認可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 16 2 2 法第16条の2第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41461 21 環境省
加工事業者の設計及び工事の方法に係る軽
微な変更の届出

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 16 2 4 法第16条の2第4項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41462 21 環境省 貯蔵の事業の変更の届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 7 2 法第43条の7第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41463 21 環境省
貯蔵の事業の設計及び工事の方法の変更の
届出

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 8 5 法第43条の8第5項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41464 21 環境省 貯蔵の事業の貯蔵計画の届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 13 法第43条の13 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41466 21 環境省
使用済燃料取扱主任者の選任又は解任の
届出

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 22 2 法第43条の22第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41473 21 環境省 承認容器の廃止届出
核燃料物質等の工場又は
事業所の外における運搬
に関する規則

1973 3 省令又は規則 57 24 2 規則第24条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
承認容器廃止
届出書

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41474 21 環境省 承認容器の一部廃止届出
核燃料物質等の工場又は
事業所の外における運搬
に関する規則

1973 3 省令又は規則 57 24 3 規則第24条第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
承認容器一部
廃止届出書

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41476 21 環境省 核原料物質在庫報告書
核原料物質の使用に関す
る規則

1968 3 省令又は規則 46 6 1 規則第6条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 報告書 3 防災 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
核原料物質在
庫報告書

2 非OD

https://www.nsr.
go.jp/Document
s/kiseitu_shinsei
kyoka_index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
6 非構造
化PDF

4 都度更
新

3-3 検討を行っていない

41485 21 環境省
特定核燃料物質の防護のために講ずべき是
正措置（製錬）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 11 2 2 法第11条の2第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省
特定核燃料物質の防護
のために講ずべき是正
措置

○ 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41487 21 環境省
製錬事業者の廃止措置計画の軽微な変更の
届出

核原料物質又は核燃料物
質の製錬の事業に関する
規則

1957 3 省令又は規則 1 7 5 5 2 規則第7条の5の5第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41488 21 環境省
旧製錬事業者の廃止措置計画の軽微な変更
の届出

核原料物質又は核燃料物
質の製錬の事業に関する
規則

1957 3 省令又は規則 1 7 5 12 2 規則第7条の5の12第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41489 21 環境省
加工事業者の設計及び工事の方法に係る軽
微な変更の届出

核燃料物質の加工の事業
に関する規則

1966 3 省令又は規則 37 3 4 規制第3条の4 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41498 21 環境省 安全性の向上のための評価に係る届出
核燃料物質の加工の事業
に関する規則

1966 3 省令又は規則 37 9 3 3 1 規制第9条の3の3第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41499 21 環境省
加工事業者の廃止措置計画の軽微な変更の
届出

核燃料物質の加工の事業
に関する規則

1966 3 省令又は規則 37 9 7 2 規制第9条の7第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41500 21 環境省
旧加工事業者の廃止措置計画の変更の認
可の申請

核燃料物質の加工の事業
に関する規則

1966 3 省令又は規則 37 9 14 規制第9条の14 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41501 21 環境省
旧加工事業者の廃止措置計画の軽微な変更
の届出

核燃料物質の加工の事業
に関する規則

1966 3 省令又は規則 37 9 15 2 規制第9条の15第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41502 21 環境省 加工事業者の放射線等管理報告
核燃料物質の加工の事業
に関する規則

1966 3 省令又は規則 37 10 1 規制第10条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 報告書 3 防災 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
加工事業者の
放射線等管理
報告

2 非OD

https://www.nsr.
go.jp/Document
s/kiseitu_shinsei
kyoka_index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
6 非構造
化PDF

4 都度更
新

3-3 検討を行っていない

41519 21 環境省
再処理事業の設計及び工事の方法の軽微な
変更の届出

使用済燃料の再処理の事
業に関する規則

1971 3 省令又は規則 10 4 規則第4条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41528 21 環境省 再処理事業の指定の取消し
使用済燃料の再処理の事
業に関する規則

1971 3 省令又は規則 10 7 15 規則第7条の15
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41541 21 環境省 貯蔵の事業の型式証明の変更の届出
使用済燃料の貯蔵の事業
に関する規則

2000 3 省令又は規則 102 43 2 4 1 規則第43条の2の4第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41542 21 環境省
旧製錬事業者等の廃止措置計画の認可（申
請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 12 7 2 法第12条の7第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41543 21 環境省 安全性の向上のための評価に係る届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 22 7 2 3 法第22条の7の2第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

41544 21 環境省 原子力委員会への意見聴取
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 6 3 法第43条の3の6第3項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 意見聴取 7 インフラ 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 意見聴取 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/201704.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41545 21 環境省
再処理事業の設計及び工事の方法の軽微な
変更の届出

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 45 4 法第45条第4項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 届出 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41548 21 環境省
再処理施設の安全性の向上のための評価の
届出

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 50 4 2 3 法第50条の4の2第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

41549 21 環境省
特定廃棄物埋設施設等に関する設計及び工
事の方法に係る軽微な変更についての届出

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 7 4 法第51条の7第4項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 届出 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41553 21 環境省 届出を受理した場合における通報等
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律施行令

1957 2 政令 324 62 2 施行令第62第2項 1 申請等 1 国 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41554 21 環境省 廃棄物管理の事業の変更の届出

核燃料物質又は核燃料物
質によつて汚染された物
の廃棄物管理の事業に関
する規則

1988 3 省令又は規則 47 24 1 規則第24条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
廃棄物管理の
事業の変更の
届出

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41555 21 環境省 廃棄物管理の事業の開始等の届出

核燃料物質又は核燃料物
質によつて汚染された物
の廃棄物管理の事業に関
する規則

1988 3 省令又は規則 47 24 1 規則第24条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
廃棄物管理の
事業の開始等
の届出

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41556 21 環境省 第2種廃棄物埋設の事業の変更の届出

核燃料物質又は核燃料物
質によつて汚染された物
の第二種廃棄物埋設の事
業に関する規則

1988 3 省令又は規則 1 11 1 規則第11条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
第2種廃棄物
埋設の事業の
変更の届出

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41557 21 環境省 第2種廃棄物埋設の事業の相続の届出

核燃料物質又は核燃料物
質によつて汚染された物
の第二種廃棄物埋設の事
業に関する規則

1988 3 省令又は規則 1 11 1 規則第11条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
第2種廃棄物
埋設の事業の
相続の届出

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

41558 21 環境省 第2種廃棄物埋設の事業の開始等の届出

核燃料物質又は核燃料物
質によつて汚染された物
の第二種廃棄物埋設の事
業に関する規則

1988 3 省令又は規則 1 11 2 規則第11条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
第2種廃棄物
埋設の事業の
開始等の届出

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41559 21 環境省
旧第2種廃棄事業者等の廃止措置計画に係
る軽微な変更の届出

核燃料物質又は核燃料物
質によつて汚染された物
の第二種廃棄物埋設の事
業に関する規則

1988 3 省令又は規則 1 22 16 2 規則第22条の16第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）

旧第2種廃棄
事業者等の廃
止措置計画に
係る軽微な変
更の届出

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41560 21 環境省 第1種廃棄物埋設の事業の相続の届出

核燃料物質又は核燃料物
質によって汚染された物
の第一種廃棄物埋設の事
業に関する規則

2008 3 省令又は規則 23 42 1 規則第42条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
第1種廃棄物
埋設の事業の
開始の届出

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41564 21 環境省 閉鎖措置計画に係る軽微な変更

核燃料物質又は核燃料物
質によって汚染された物
の第一種廃棄物埋設の事
業に関する規則

2008 3 省令又は規則 23 75 2 規則第75条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

41565 21 環境省
第1種廃棄物埋設の事業の廃止措置計画に
係る軽微な変更の届出

核燃料物質又は核燃料物
質によって汚染された物
の第一種廃棄物埋設の事
業に関する規則

2008 3 省令又は規則 23 81 2 規則第81条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

41566 21 環境省
旧廃棄事業者等の廃止措置計画の軽微な変
更

核燃料物質又は核燃料物
質によって汚染された物
の第一種廃棄物埋設の事
業に関する規則

2008 3 省令又は規則 23 88 2 規則第88条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

41567 21 環境省
第一種廃棄物埋設事業の放射線等管理報
告

核燃料物質又は核燃料物
質によって汚染された物
の第一種廃棄物埋設の事
業に関する規則

2008 3 省令又は規則 23 91 1 規則第91条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

41568 21 環境省 放射線管理記録の交付

核燃料物質又は核燃料物
質によつて汚染された物
の第二種廃棄物埋設の事
業に関する規則

1988 3 省令又は規則 1 13 6 規則第13条第6項
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 5 国民等 × 21 環境省 5 実績なし

41570 21 環境省 廃止措置計画に係る軽微な変更

核燃料物質又は核燃料物
質によつて汚染された物
の第二種廃棄物埋設の事
業に関する規則

1988 3 省令又は規則 1 22 9 2 規則第22条の9第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応） 変更届 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41571 21 環境省
第二種廃棄物埋設事業の放射線等管理報
告

核燃料物質又は核燃料物
質によつて汚染された物
の第二種廃棄物埋設の事
業に関する規則

1988 3 省令又は規則 1 27 1 規則第27条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 報告書 3 防災 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）

第二種廃棄物
埋設事業の放
射線等管理報
告

2 非OD

https://www.nsr.
go.jp/Document
s/kiseitu_shinsei
kyoka_index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期
6 非構造
化PDF

4 都度更
新

3-3 検討を行っていない

41572 21 環境省 廃棄物管理の事業の相続の届出

核燃料物質又は核燃料物
質によつて汚染された物
の廃棄物管理の事業に関
する規則

1988 3 省令又は規則 47 24 1 規則第24条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

41575 21 環境省
廃棄物管理の事業の廃止措置計画に係る軽
微な変更の届出

核燃料物質又は核燃料物
質によつて汚染された物
の廃棄物管理の事業に関
する規則

1988 3 省令又は規則 47 35 8 2 規則第35条の8第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 届出 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41576 21 環境省 廃棄物管理事業の放射線等管理報告

核燃料物質又は核燃料物
質によつて汚染された物
の廃棄物管理の事業に関
する規則

1988 3 省令又は規則 47 40 1 規則第40条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 報告書 3 防災 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
廃棄物管理事
業の放射線等
管理報告

2 非OD

https://www.nsr.
go.jp/Document
s/kiseitu_shinsei
kyoka_index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期
6 非構造
化PDF

4 都度更
新

3-3 検討を行っていない

41577 21 環境省 特殊な方法による再処理施設の施設の認可
再処理施設の設計及び工
事の方法の技術基準に関
する規則

1987 3 省令又は規則 12 2 1 規則第2条第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
施設の認可通
知

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41579 21 環境省
再処理施設の安全性の向上のための評価の
届出

使用済燃料の再処理の事
業に関する規則

1971 3 省令又は規則 10 19 3 3 1 規則第19条の3の3第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
安全性向上評
価届出

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41581 21 環境省
再処理事業者の廃止措置計画の軽微な変更
の届出

使用済燃料の再処理の事
業に関する規則

1971 3 省令又は規則 10 19 7 2 規則第19条の7第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
廃止措置計画
の軽微な変更
の届出

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41582 21 環境省
旧再処理事業者等の廃止措置計画の軽微な
変更の届出

使用済燃料の再処理の事
業に関する規則

1971 3 省令又は規則 10 19 14 2 規則第19条の14第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）

再処理事業者
等の廃止措置
計画の軽微な
変更の届出

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41583 21 環境省 再処理事業の放射線等管理報告
使用済燃料の再処理の事
業に関する規則

1971 3 省令又は規則 10 21 1 規則第21条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 報告書 3 防災 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
再処理事業の
放射線等管理
報告

2 非OD

https://www.nsr.
go.jp/Document
s/kiseitu_shinsei
kyoka_index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期
6 非構造
化PDF

4 都度更
新

3-3 検討を行っていない

41584 21 環境省 再処理事業の環境放射線管理報告
使用済燃料の再処理の事
業に関する規則

1971 3 省令又は規則 10 21 2 規則第21条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 報告書 3 防災 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
再処理事業の
環境放射線管
理報告

2 非OD

https://www.nsr.
go.jp/Document
s/kiseitu_shinsei
kyoka_index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期
6 非構造
化PDF

4 都度更
新

3-3 検討を行っていない

41585 21 環境省
貯蔵の事業の型式設計特定容器等の製造
者等でなくなったときの届出

使用済燃料の貯蔵の事業
に関する規則

2000 3 省令又は規則 102 43 2 10 2
規則第43条の2の10第2
項

1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）

貯蔵の事業の
型式設計特定
容器等の製造
者等でなくなっ
たときの届出

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41587 21 環境省
貯蔵の事業の廃止措置計画の軽微な変更の
届出

使用済燃料の貯蔵の事業
に関する規則

2000 3 省令又は規則 102 43 5 2 規則第43条の5第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

41588 21 環境省
旧使用済燃料貯蔵事業者等の廃止措置計
画の軽微な変更

使用済燃料の貯蔵の事業
に関する規則

2000 3 省令又は規則 102 43 12 2 規則第43条の12第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

41590 21 環境省 貯蔵の事業の放射線等管理報告
使用済燃料の貯蔵の事業
に関する規則

2000 3 省令又は規則 102 48 1 規則第48条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 報告書 3 防災 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
貯蔵の事業の
放射線等管理
報告

2 非OD

https://www.nsr.
go.jp/Document
s/kiseitu_shinsei
kyoka_index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期
6 非構造
化PDF

4 都度更
新

3-3 検討を行っていない

41593 21 環境省
許可の取消し等に伴う措置に係る廃止措置
計画の変更の認可の申請

試験研究の用に供する原
子炉等の設置、運転等に
関する規則

1957 3 省令又は規則 83 16 12 規則第16条の12
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41595 21 環境省
試験研究用等原子炉設置者の放射線等管
理報告

試験研究の用に供する原
子炉等の設置、運転等に
関する規則

1957 3 省令又は規則 83 18 1 規則第18条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 報告書 3 防災 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）

試験研究用等
原子炉設置者
の放射線等管
理報告

2 非OD

https://www.nsr.
go.jp/Document
s/kiseitu_shinsei
kyoka_index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期
6 非構造
化PDF

4 都度更
新

3-3 検討を行っていない

41600 21 環境省 運転責任者に係る確認の申請
実用発電用原子炉の設
置、運転等に関する規則

1978 3 省令又は規則 77 87 1 4 規則第87条第4号 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）

発電用原子炉
設置者から運
転責任者の判
定方法等に係
る確認申請を
受理

2 非OD

http://www.nsr.g
o.jp/disclosure/l
aw/PLK/000000
40.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41601 21 環境省 運転責任者に係る確認の通知
実用発電用原子炉の設
置、運転等に関する規則

1978 3 省令又は規則 77 87 1 4 規則第87条第4号
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）

発電用原子炉
設置者に実用
発電用原子炉
の設置、運転
等に関する規
則第87条第4
号に基づく確
認結果を通知

2 非OD

http://www.nsr.g
o.jp/disclosure/l
aw/PLK/000000
52.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41602 21 環境省 発電用原子炉に係る放射線管理等報告書
実用発電用原子炉の設
置、運転等に関する規則

1978 3 省令又は規則 77 136 1 規則第136条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）

実用発電用原
子炉に係る
「平成30年度
上期放射線管
理等報告書」

2 非OD
http://www.nsr.g
o.jp/data/00025
5073.pdf

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41603 21 環境省 設置許可事項の変更（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 8 1 法第43条の3の8第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 1 有（データベースでの管理） 申請書 7 インフラ 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/201704.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41604 21 環境省
使用済燃料貯蔵事業者の廃止措置計画の
認可（認可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 27 3 法第43条の27第3項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41605 21 環境省
使用済燃料貯蔵事業者の廃止措置計画の
変更の認可（認可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 27 3 法第43条の27第3項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41606 21 環境省 廃棄の事業の許可（許可）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 2 1 法第51条の2第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 4 無

41607 21 環境省 廃棄の事業の変更の許可（許可）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 5 1 法第51条の5第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 4 無

41608 21 環境省
廃棄事業者の廃止措置計画の変更の認可
（認可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 25 3 法第51条の25第3項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 4 無

41609 21 環境省
旧廃棄事業者等の廃止措置計画の認可（認
可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 26 2 法第51条の26第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 4 無

41610 21 環境省
旧廃棄事業者等の廃止措置計画の変更の
認可（認可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 26 4 法第51条の26第4項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 4 無

41611 21 環境省 核燃料取扱主任者免状の再交付
核燃料取扱主任者試験の
実施細目等に関する規則

2013 3 省令又は規則 20 4 規則第4条
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報を含むため

41612 21 環境省 放射線測定設備現況届の届出

原子力災害対策特別措置
法に基づき原子力事業者
が作成すべき原子力事業
者防災業務計画等に関す
る命令

2012 3 省令又は規則 4 5 1 命令第5条第1号 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
許可・登録・届出事業者に関する台
帳

3 防災 3 防災 2 無 2 公開（OD未対応）
規制法令及び
通達に係る文
書

2 非OD
http://www.nsr.g
o.jp/disclosure/l
aw/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

41613 21 環境省 原子炉主任技術者免状の再交付
原子炉主任技術者試験の
実施細目等に関する規則

1978 3 省令又は規則 51 7 規則第7条
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報を含むため

41616 21 環境省 発電用原子炉の譲受け等（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 25 1 法第43条の3の25第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

41617 21 環境省 特定機器の設計の型式証明（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 30 1 法第43条の3の30第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

41618 21 環境省 特定機器の型式の指定（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 31 1 法第43条の3の31第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

41619 21 環境省
発電用原子炉設置者の廃止措置計画の変
更（申請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 34 3 法第43条の3の33第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 1 有（データベースでの管理） 申請書 7 インフラ 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/201704.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41620 21 環境省
発電用原子炉設置者の廃止措置計画の軽
微な変更（届出）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 34 3 法第43条の3の33第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

41621 21 環境省
発電用原子炉設置者の廃止措置の終了の
確認(申請)

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 34 3 法第43条の3の33第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

41626 21 環境省 燃料体の設計認可（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 12 2 法第43条の3の12第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 1 有（データベースでの管理） 申請書 7 インフラ 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/201704.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41627 21 環境省 貯蔵の事業の型式証明
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 26 2 1 法第43条の26の2第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41628 21 環境省 貯蔵の事業に係る型式指定（指定）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 26 3 1 法第43条の26の3第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41629 21 環境省
発電用原子炉設置者の廃止措置計画（申
請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 33 2 法第43条の3の33第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 1 有（データベースでの管理） 申請書 7 インフラ 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/201704.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41632 21 環境省 設計及び工事計画（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 9 1 法第43条の3の9第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 1 有（データベースでの管理） 申請書 7 インフラ 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/201704.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41634 21 環境省 設計及び工事計画の変更（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 9 2 法第43条の3の9第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 1 有（データベースでの管理） 申請書 7 インフラ 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/201704.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41636 21 環境省 国規物の使用の許可の申請
国際規制物資の使用等に
関する規則

1961 3 省令又は規則 50 1 2 規則第1条の2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 ○ 1 有（データベースでの管理）
国際規制物資使用者に関わる情報
（保有量、使用場所）

11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

核物質防護、他国との外
交上の関係で非公開とし
ている

41637 21 環境省 国際規制物資の使用の許可
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 3 1 法第61条の3第1項 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 ○ 1 有（データベースでの管理）
核物質の数量や種類、使用の場
所、国籍

11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
3-1 データ変換の作業が
負荷

41638 21 環境省
核燃料取扱主任者試験の受験申込書等の
提出

核燃料取扱主任者試験の
実施細目等に関する規則

2013 3 省令又は規則 20 3 規則第3条 1 申請等 5 国民等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

受験者数は公表されてお
り、それ以上の個人情報
を公開する必要はないと
考えられるため。

41640 21 環境省
原子炉主任技術者試験の受験申込書等の
提出（筆記試験）

原子炉主任技術者試験の
実施細目等に関する規則

1978 3 省令又は規則 51 5 1 規則第5条第1項 1 申請等 5 国民等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

受験者数は公表されてお
り、それ以上の個人情報
を公開する必要はないと
考えられるため。

41641 21 環境省 貯蔵の事業の許可の申請
使用済燃料の貯蔵の事業
に関する規則

2000 3 省令又は規則 102 2 1 規則第2条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41642 21 環境省 製錬事業の指定（指定）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 3 2 法第3条第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし -

41645 21 環境省
旧製錬事業者等の廃止措置計画の認可（認
可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 12 7 2 法第12条の7第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし -

41646 21 環境省
旧製錬事業者等の廃止措置計画の変更の
認可（認可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 12 7 4 法第12条の7第4項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし -

41647 21 環境省 加工事業の許可（許可）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 13 2 法第13条第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし -

41650 21 環境省
旧加工事業者等の廃止措置計画の認可（申
請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 22 9 2 法第22条の9第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない -

41653 21 環境省
旧使用済燃料貯蔵事業者等の廃止措置計
画の認可（申請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 28 2 法第43条の28第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41654 21 環境省
旧使用済燃料貯蔵事業者等の廃止措置計
画の変更の認可（申請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 28 4 法第43条の28第4項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41657 21 環境省 再処理事業者の地位の相続の届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 46 6 2 法第46条の6第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 4 無

41660 21 環境省
旧再処理事業者等の廃止措置計画の認可
（申請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 2 法第51条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 4 無

41661 21 環境省
旧再処理事業者等の廃止措置計画の変更
の認可（申請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 4 法第51条第4項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 4 無

41663 21 環境省
廃棄事業者に係る廃止措置計画の認可（認
可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 13 2 法第51条の13第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 4 無

41664 21 環境省
発電用原子炉設置者（研開炉）の放射線等
管理報告

研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

1967 3 省令又は規則 122 131 1 規則第131条第1項 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
国立研究開発法人日
本原子力研究開発機
構

× 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 報告書 3 防災 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）

発電用原子炉
設置者（研開
炉）の放射線
等管理報告

2 非OD

https://www.nsr.
go.jp/Document
s/kiseitu_shinsei
kyoka_index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期
6 非構造
化PDF

4 都度更
新

3-3 検討を行っていない

41672 21 環境省
加工事業者の保安規定の（変更）認可（申
請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 22 1 法第22条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない -

41673 21 環境省
製錬事業者の保安規定の（変更）認可（申
請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 12 1 法第12条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない -



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

41680 21 環境省 貯蔵の事業の溶接の方法の認可の申請
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 10 2 法第43条の10第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41683 21 環境省
使用済燃料貯蔵事業者である法人の合併又
は分割の認可（申請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 14 1 法第43条の14第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41684 21 環境省 貯蔵の事業の保安規定の認可（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 20 1 法第43条の20第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）

使用済燃料貯
蔵施設保安規
定の認可申請
書の一部補正

2 非OD

http://www.nsr.g
o.jp/disclosure/l
aw/STO/00000
048.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41686 21 環境省
貯蔵の事業に係る型式証明の変更承認（申
請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 26 2 3 法第43条の26の2第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41687 21 環境省 貯蔵の事業に係る型式指定（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 26 3 1 法第43条の26の3第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
型式指定申請
の補正書

2 非OD

http://www.nsr.g
o.jp/disclosure/l
aw/STO/00000
056.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 型式指定申請書 2 非OD

http://www.nsr.g
o.jp/disclosure/l
aw/STO/00000
058.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41688 21 環境省
使用済燃料貯蔵事業者の廃止措置計画の
認可（申請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 27 2 法第43条の27第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41689 21 環境省
使用済燃料貯蔵事業者の廃止措置計画の
変更の認可（申請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 27 3 法第43条の27第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41691 21 環境省 貯蔵の事業の変更の許可の申請
使用済燃料の貯蔵の事業
に関する規則

2000 3 省令又は規則 102 3 1 規則第3条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41693 21 環境省
貯蔵の事業の設計及び工事の方法の認可の
申請

使用済燃料の貯蔵の事業
に関する規則

2000 3 省令又は規則 102 4 1 規則第4条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41695 21 環境省
貯蔵の事業の設計及び工事の方法の変更認
可の申請

使用済燃料の貯蔵の事業
に関する規則

2000 3 省令又は規則 102 5 1 規則第5条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41699 21 環境省 貯蔵の事業の溶接方法の認可の申請
使用済燃料の貯蔵の事業
に関する規則

2000 3 省令又は規則 102 15 1 規則第15条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41702 21 環境省 容器承認の申請(申請)
核燃料物質等の工場又は
事業所の外における運搬
に関する規則

1973 3 省令又は規則 166 21 1 規則第21条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
容器承認申請
書

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41703 21 環境省 承認容器の使用期間更新の申請
核燃料物質等の工場又は
事業所の外における運搬
に関する規則

1973 3 省令又は規則 57 23 2 規則第23条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
承認容器使用
期間更新申請
書

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41704 21 環境省 容器承認書の記載事項変更届出
核燃料物質等の工場又は
事業所の外における運搬
に関する規則

1973 3 省令又は規則 57 24 1 規則第24条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
容器承認書記
載事項変更届
出書

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41726 21 環境省
使用許可取り消しに伴う廃止措置の終了確
認

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 57 6 4 法第57条の6第4項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 廃止措置の終了確認 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41743 21 環境省 製錬事業の変更の許可（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 6 1 法第6条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41744 21 環境省 製錬事業の許可に係る変更の届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 6 2 法第6条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41746 21 環境省 製錬事業者の廃止措置計画の認可（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 12 6 2 法第12条の6第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41747 21 環境省
製錬事業者の廃止措置計画の変更認可（申
請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 12 6 3 法第12条の6第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41748 21 環境省 製錬の事業の指定（申請）
核原料物質又は核燃料物
質の製錬の事業に関する
規則

1957 3 省令又は規則 1 1 2 1 規則第1条の2第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41749 21 環境省 製錬の事業の指定（申請）
核原料物質又は核燃料物
質の製錬の事業に関する
規則

1957 3 省令又は規則 1 1 2 2 規則第1条の2第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41750 21 環境省 製錬事業の変更の許可（申請）
核原料物質又は核燃料物
質の製錬の事業に関する
規則

1957 3 省令又は規則 1 2 2 規則第2条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41752 21 環境省 製錬事業者の合併及び分割の認可（申請）
核原料物質又は核燃料物
質の製錬の事業に関する
規則

1957 3 省令又は規則 1 3 1 規則第3条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41754 21 環境省 製錬事業者の廃止措置計画の認可（申請）
核原料物質又は核燃料物
質の製錬の事業に関する
規則

1957 3 省令又は規則 1 7 5 3 1 規則第7条の5の3第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41755 21 環境省 製錬事業者の廃止措置計画の認可（申請）
核原料物質又は核燃料物
質の製錬の事業に関する
規則

1957 3 省令又は規則 1 7 5 3 2 規則第7条の5の3第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
廃止措置計画
認可申請

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html
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新
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41757 21 環境省
製錬事業者の廃止措置計画の変更の認可
（申請）

核原料物質又は核燃料物
質の製錬の事業に関する
規則

1957 3 省令又は規則 1 7 5 4 1 規則第7条の5の4第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41758 21 環境省
製錬事業者の廃止措置計画の変更の認可
（申請）

核原料物質又は核燃料物
質の製錬の事業に関する
規則

1957 3 省令又は規則 1 7 5 4 2 規則第7条の5の4第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
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新

不定期 3-3 検討を行っていない

41762 21 環境省
旧製錬事業者の廃止措置計画の認可（申
請）

核原料物質又は核燃料物
質の製錬の事業に関する
規則

1957 3 省令又は規則 1 7 5 9 規則第7条の5の9 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41764 21 環境省
旧製錬事業者の廃止措置計画の変更の認
可（申請）

核原料物質又は核燃料物
質の製錬の事業に関する
規則

1957 3 省令又は規則 1 7 5 11 規則第7条の5の11 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41765 21 環境省
製錬事業者の保安規定の（変更）認可（申
請）

核原料物質又は核燃料物
質の製錬の事業に関する
規則

1957 3 省令又は規則 1 7 1 規則第7条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41766 21 環境省
廃止措置を行う製錬事業者の保安規定の
（変更）認可（申請）

核原料物質又は核燃料物
質の製錬の事業に関する
規則

1957 3 省令又は規則 1 7 2 規則第7条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41767 21 環境省 加工の事業の許可（申請）
核燃料物質の加工の事業
に関する規則

1966 3 省令又は規則 37 2 1 規制第2条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41768 21 環境省 加工の事業の許可（申請）
核燃料物質の加工の事業
に関する規則

1966 3 省令又は規則 37 2 2 規制第2条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
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41769 21 環境省
加工事業者の設計及び工事の方法の認可
（申請）

核燃料物質の加工の事業
に関する規則

1966 3 省令又は規則 37 3 2 1 規制第3条の2第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41770 21 環境省
加工事業者の設計及び工事の方法の認可
（申請）

核燃料物質の加工の事業
に関する規則

1966 3 省令又は規則 37 3 2 2 規制第3条の2第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41771 21 環境省
加工事業者の設計及び工事の方法の変更の
認可（申請）

核燃料物質の加工の事業
に関する規則

1966 3 省令又は規則 37 3 3 1 規制第3条の3第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41772 21 環境省
加工事業者の設計及び工事の方法の変更の
認可（申請）

核燃料物質の加工の事業
に関する規則

1966 3 省令又は規則 37 3 3 2 規制第3条の3第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 溶接検査申請 2 非OD
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41776 21 環境省 加工施設の溶接の方法の認可（申請）
核燃料物質の加工の事業
に関する規則

1966 3 省令又は規則 37 3 12 1 規制第3条の12第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41777 21 環境省 加工施設の溶接の方法の認可（申請）
核燃料物質の加工の事業
に関する規則

1966 3 省令又は規則 37 3 12 2 規制第3条の12第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 溶接検査申請 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html
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41781 21 環境省 加工の事業の変更の許可（申請）
核燃料物質の加工の事業
に関する規則

1966 3 省令又は規則 37 3 1 規制第3条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41782 21 環境省 加工の事業の変更の許可（申請）
核燃料物質の加工の事業
に関する規則

1966 3 省令又は規則 37 3 2 規制第3条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41783 21 環境省 加工事業者の合併及び分割の認可（申請）
核燃料物質の加工の事業
に関する規則

1966 3 省令又は規則 37 4 2 規制第4条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41784 21 環境省
加工事業者の保安規定の（変更）認可（申
請）

核燃料物質の加工の事業
に関する規則

1966 3 省令又は規則 37 8 1 規制第8条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41785 21 環境省
廃止措置を行う加工事業者の保安規定の
（変更）認可（申請）

核燃料物質の加工の事業
に関する規則

1966 3 省令又は規則 37 8 2 規則第8条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41787 21 環境省 加工事業者の廃止措置計画の認可（申請）
核燃料物質の加工の事業
に関する規則

1966 3 省令又は規則 37 9 5 1 規制第9条の5第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41788 21 環境省 加工事業者の廃止措置計画の認可（申請）
核燃料物質の加工の事業
に関する規則

1966 3 省令又は規則 37 9 5 2 規制第9条の5第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41789 21 環境省
加工事業者の廃止措置計画の変更の認可
（申請）

核燃料物質の加工の事業
に関する規則

1966 3 省令又は規則 37 9 6 1 規制第9条の6第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41790 21 環境省
加工事業者の廃止措置計画の変更の認可
（申請）

核燃料物質の加工の事業
に関する規則

1966 3 省令又は規則 37 9 6 2 規制第9条の6第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41792 21 環境省
試験研究用等原子炉等の設置の許可の申
請（書類の添付）

試験研究の用に供する原
子炉等の設置、運転等に
関する規則

1957 3 省令又は規則 83 1 3 2 規則第1条の3第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
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41794 21 環境省
試験研究用等原子炉等の設置の変更の許
可の申請（書類の添付）

試験研究の用に供する原
子炉等の設置、運転等に
関する規則

1957 3 省令又は規則 83 2 2 規則第2条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD

https://www.nsr.
go.jp/Document
s/kiseitu_shinsei
kyoka_index.html
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PDF
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新
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41797 21 環境省
試験研究用等原子炉の設計及び工事の計画
の変更の認可の申請

試験研究の用に供する原
子炉等の設置、運転等に
関する規則

1957 3 省令又は規則 83 3 2 1 規則第3条の2第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
核燃料物質の使用の廃
止に伴う廃止措置計画
の認可の申請

○ 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD

https://www.nsr.
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kyoka_index.html
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新
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41804 21 環境省
廃止措置計画の認可の申請（書類又は図面
の添付）

試験研究の用に供する原
子炉等の設置、運転等に
関する規則

1957 3 省令又は規則 83 16 6 2 規則第16条の6第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD

https://www.nsr.
go.jp/Document
s/kiseitu_shinsei
kyoka_index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41806 21 環境省
廃止措置計画の変更の認可の申請（資料の
添付）

試験研究の用に供する原
子炉等の設置、運転等に
関する規則

1957 3 省令又は規則 83 16 7 2 規則第16条の7第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD

https://www.nsr.
go.jp/Document
s/kiseitu_shinsei
kyoka_index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41808 21 環境省 廃止措置の終了の確認の申請
試験研究の用に供する原
子炉等の設置、運転等に
関する規則

1957 3 省令又は規則 83 16 10 1 規則第16条の10第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD

https://www.nsr.
go.jp/Document
s/kiseitu_shinsei
kyoka_index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41822 21 環境省
再処理事業者である法人の合併又は分割の
認可（申請）

使用済燃料の再処理の事
業に関する規則

1971 3 省令又は規則 10 7 14 1 規則第7条の14第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41823 21 環境省
再処理事業者である法人の合併又は分割の
認可（申請）

使用済燃料の再処理の事
業に関する規則

1971 3 省令又は規則 10 7 14 2 規則第7条の14第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41825 21 環境省 貯蔵の事業の合併及び分割の認可の申請
使用済燃料の貯蔵の事業
に関する規則

2000 3 省令又は規則 102 24 1 規則第24条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41828 21 環境省
貯蔵の事業の事業所内輸送における特別の
理由による承認の申請

使用済燃料の貯蔵の事業
に関する規則

2000 3 省令又は規則 102 34 2 規則第34条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41829 21 環境省 貯蔵の事業の保安規定の認可申請
使用済燃料の貯蔵の事業
に関する規則

2000 3 省令又は規則 102 37 1 規則第37条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41830 21 環境省
廃止措置計画の認可を受けようとする者の保
安規定の変更認可申請

使用済燃料の貯蔵の事業
に関する規則

2000 3 省令又は規則 102 37 2 規則第37条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41831 21 環境省
都道府県知事等による武力攻撃原子力災害
の通報

武力攻撃事態等における
国民の保護のための措置
に関する法律

2004 1 法律 112 105 3 法第105条第3項 1 申請等 3 地方等 1 国 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 5 実績なし

41833 21 環境省 使用の許可の申請
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 3 2 法第3条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法に
基づく申請・届
出等の状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45608.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

41834 21 環境省 廃棄の業の許可の申請
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 4 2 2 法第4条の2第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法に
基づく申請・届
出等の状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45608.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

41835 21 環境省 使用及び廃棄の業の許可証の交付
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 9 1 法第9条第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
3-1 データ変換の作業が
負荷

41836 21 環境省
許可使用に係る変更の許可の申請の際の許
可証の提出

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 10 4 法第10条第4項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
3-1 データ変換の作業が
負荷

41837 21 環境省
廃棄の業 に係る変更の許可の申請の際の
許可証の提出

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 11 4 法第11条第4項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
3-1 データ変換の作業が
負荷

41838 21 環境省
放射性同位元素装備機器の設計又は特定
設計の認証

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 12 3 1 法第12条の3第1項 1 申請等 6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

41840 21 環境省
認証機器製造者等による検査記録の作成及
び保存

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 12 4 2 法第12条の4第2項 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

41846 21 環境省
許可届出使用者等による放射線同位元素等
を運搬する旨の都道府県公安委員会への届
出

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 18 5 法第18条第5項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

41848 21 環境省 測定結果の記録の作成及び保存
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 20 3 法第20条第3項 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

41849 21 環境省
健康診断の結果について記録の作成及び保
存

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 23 2 法第23条第2項 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

41850 21 環境省
放射線障害の防止に関する許可届出使用者
の記帳義務

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 25 1 法第25条第1項 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

41851 21 環境省
放射線障害の防止に関する届出販売業者及
び届出賃貸業者の記帳義務

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 25 2 法第25条第2項 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

41852 21 環境省
放射線障害の防止に関する許可廃棄業者の
記帳義務

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 25 3 法第25条第3項 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

41853 21 環境省 帳簿の保存
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 25 4 法第25条第4項 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

41854 21 環境省 許可廃棄業者の相続の届出
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 26 3 2 法第26条の3第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

41855 21 環境省 廃棄物埋設地の譲受け等の許可
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 26 4 1 法第26条の4第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 埋設確認申請 ○ 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
3-1 データ変換の作業が
負荷

41856 21 環境省 原子力規制委員会への事故等の報告
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 31 2 法第31条の2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 7 インフラ 1 健康・医療・介護 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法の
基づく報告

1 OD

hyyps://www.nsr
.go.jp/activity/bo
usai/trouble/hou
koku/index.html

8 その他
4 都度更
新

不定期 HTML



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

41858 21 環境省 放射能濃度確認の申請
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 33 3 2 法第33条の3第2項 1 申請等 6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

41860 21 環境省 登録認証機関の登録の申請
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 39 法第39条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 登録の申請 ○ 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

41861 21 環境省 登録認証機関による登録事項の変更の届出
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 4 法第41条の4 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 登録事項の変更の届出 ○ 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
3-1 データ変換の作業が
負荷

41862 21 環境省
設計認証業務規程の認可及び変更認可の申
請

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 5 法第41条の5 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
業務規程の認可及び変
更認可の申請

○ 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
3-1 データ変換の作業が
負荷

41863 21 環境省 登録認証機関業務の休廃止の許可の申請
登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 9 規則第9条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 休廃止の許可の申請 ○ 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
3-1 データ変換の作業が
負荷

41864 21 環境省 設計認証員等の選任及び変更の届出
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 8 法第41条の8 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
設計認証員・検査員・確
認員等の選任及び変更
の届出

○ 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

41865 21 環境省 登録認証機関による帳簿の記載及び保存
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 13 法第41条の13 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

41866 21 環境省 登録検査機関の登録の申請
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 15 法第41条の15 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 登録の申請 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

41867 21 環境省 登録検査機関による登録事項の変更の届出
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 16 法第41条の16 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 登録事項の変更の届出 5 実績なし

41868 21 環境省 登録定期確認機関の登録の申請
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 17 法第41条の17 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 登録の申請 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

41869 21 環境省
登録定期確認機関による登録事項の変更の
届出

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 18 法第41条の18 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 登録事項の変更の届出 5 実績なし

41872 21 環境省 登録運搬物確認機関の登録の申請
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 21 法第41条の21 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 登録の申請 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

41873 21 環境省
登録運搬物確認機関による登録事項の変更
の届出

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 22 法第41条の22 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 登録事項の変更の届出 5 実績なし

41874 21 環境省 登録埋設確認機関の登録の申請
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 23 法第41条の23 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 登録の申請 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

41875 21 環境省
登録埋設確認機関による登録事項の変更の
届出

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 24 法第41条の24 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 登録事項の変更の届出 5 実績なし

41876 21 環境省 登録濃度確認機関の登録の申請
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 25 法第41条の25 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 登録の申請 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

41877 21 環境省
登録濃度確認機関による登録事項の変更の
届出

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 26 法第41条の26 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 登録事項の変更の届出 5 実績なし

41878 21 環境省 登録試験機関の登録の申請
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 27 法第41条の27 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 登録の申請 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

41879 21 環境省 登録試験機関による登録事項の変更の届出
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 30 法第41条の30 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 登録事項の変更の届出 5 実績なし

41880 21 環境省 登録資格講習機関の登録の申請
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 31 法第41条の31 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 登録の申請 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

41881 21 環境省
登録資格講習機関による登録事項の変更の
届出

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 34 法第41条の34 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 登録事項の変更の届出 5 実績なし

41882 21 環境省
登録放射線取扱主任者定期講習機関の登
録の申請

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 35 法第41条の35 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 登録の申請 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

41883 21 環境省
放射線取扱主任者定期講習業務規程の届
出及び変更の届出

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 38 1 法第41条の38第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
業務規程の届出及び変
更の届出

○ 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
3-1 データ変換の作業が
負荷

41884 21 環境省
登録放射線取扱主任者定期講習機関業務
の休廃止の届出

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 39 法第41条の39 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 休廃止の届出 ○ 5 実績なし

41885 21 環境省
登録放射線取扱主任者定期講習機関による
登録事項の変更の届出

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 40 法第41条の40 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 登録事項の変更の届出 5 実績なし

41886 21 環境省
登録認証機関等の処分等について不服があ
る者による審査請求

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 45 法第45条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

41887 21 環境省
原子力規制委員会が行う特定許可使用者の
施設検査の申請

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 14 14 1 規則第14条の14第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

41888 21 環境省
登録検査機関が行う特定許可使用者の施設
検査の申請

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 14 14 2 規則第14条の14第2項 1 申請等 6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

41889 21 環境省 許可廃棄業者の施設検査の申請
放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 14 15 規則第14条の15 1 申請等 6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

41890 21 環境省 施設検査合格証の交付
放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 14 16 規則第14条の16
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 事業者からの結果報告書 11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
3-1 データ変換の作業が
負荷

41891 21 環境省
原子力規制委員会が行う特定許可使用者の
定期検査の申請

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 14 17 1 規則第14条の17第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

41892 21 環境省
登録検査機関が行う特定許可使用者の定期
検査の申請

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 14 17 2 規則第14条の17第2項 1 申請等 6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

41893 21 環境省 許可廃棄業者の定期検査の申請
放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 14 18 規則第14条の18 1 申請等 6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

41894 21 環境省 定期検査合格証の交付
放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 14 19 規則第14条の19
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 事業者からの結果報告書 11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
3-1 データ変換の作業が
負荷

41895 21 環境省
原子力規制委員会が行う特定許可使用者又
は許可廃棄業者の定期確認の申請

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 14 20 1 規則第14条の20第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

41896 21 環境省
登録定期確認機関が行う特定許可使用者又
は許可廃棄業者の定期確認の申請

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 14 20 2 規則第14条の20第2項 1 申請等 6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

41897 21 環境省 定期確認証の交付
放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 14 21 規則第14条の21
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 事業者からの結果報告書 11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
3-1 データ変換の作業が
負荷

41898 21 環境省
登録運搬物確認機関が行う工場又は事業所
外の運搬に関する確認の申請

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 18 15 4 規則第18条の15第4項 1 申請等 6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

41899 21 環境省 運搬確認証の交付
放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 18 16 規則第18条の16
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 事業者からの結果報告書 11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
3-1 データ変換の作業が
負荷

41900 21 環境省 容器承認書の交付
放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 18 18 規則第18条の18
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

41901 21 環境省
承認容器として使用する期間更新に伴う書き
換えた容器承認書の交付

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 18 19 3 規則第18条の19第3項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
3-1 データ変換の作業が
負荷

41902 21 環境省 登録埋設確認機関による埋設確認の申請
放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 19 2 4 規則第19条の2第4項 1 申請等 6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

41903 21 環境省 埋設確認証の交付
放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 19 3 規則第19条の3第1項
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 事業者からの結果報告書 11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
3-1 データ変換の作業が
負荷

41905 21 環境省 廃棄物埋設地等の譲受けの許可の申請
放射性同位元素等の規制
に関する法律施行令

1960 2 政令 259 20 施行令20条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

41908 21 環境省 濃度確認証の交付
放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 29 5 規則第29条の5
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 事業者からの結果報告書 11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
3-1 データ変換の作業が
負荷

41909 21 環境省
放射能濃度の測定及び評価の方法の認可の
申請

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 29 6 規則第29条の6 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

41911 21 環境省 放射線取扱主任者試験合格証の交付
放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 35 2 規則第35条の2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法に
基づく申請・届
出等の状況

1 OD

https://www.nsr.
go.jp/procedure/
examination/inde
x.html

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

41912 21 環境省
原子力規制委員会が行う資格講習の受講手
続

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 35 5 1 規則第35条の5第1項 1 申請等 5 国民等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

41913 21 環境省
登録資格講習機関が行う資格講習の受講手
続

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 35 5 2 規則第35条の5第2項 1 申請等 5 国民等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

41914 21 環境省 放射線取扱主任者講習修了証の交付
放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 35 6 規則第35条の6
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 5 国民等 × 21 環境省 5 実績なし

41915 21 環境省
放射線取扱主任者講習修了証の再交付の
申請

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 35 7 1 規則第35条の7第1項 1 申請等 5 国民等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

41916 21 環境省 放射線取扱主任者試験の受験手続
放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 35 規則第35条 1 申請等 5 国民等 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

41917 21 環境省 放射線取扱主任者に係る研修修了証の交付
放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 38 2 規則第38条の2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

41919 21 環境省
許可届出使用者等による放射線施設の廃止
に伴う措置の報告

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 39 1 規則第39条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

41920 21 環境省 収去証の交付
放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 40 規則第40条
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

41928 21 環境省
簡易運搬に関し留意すべき事項を記載した
書面の携行及び保存

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 18 13 5 規則第18条の13第5号 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

41929 21 環境省
測定結果の電磁的方法による記録の作成及
び保存

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 20 2 1 規則第20条の2第1項 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

41937 21 環境省
放射線障害の防止に関する記帳事項の電磁
的方法による保存

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 24 2 1 規則第24条の2第1項 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法に
基づく申請・届
出等の状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45608.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

41946 21 環境省 貯蔵の事業の型式証明の申請
使用済燃料の貯蔵の事業
に関する規則

2000 3 省令又は規則 102 43 2 2 1 規則第43条の2の2第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41948 21 環境省 貯蔵の事業の型式証明の変更申請
使用済燃料の貯蔵の事業
に関する規則

2000 3 省令又は規則 102 43 2 3 1 規則第43条の2の3第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41950 21 環境省 型式指定の申請
使用済燃料の貯蔵の事業
に関する規則

2000 3 省令又は規則 102 43 2 8 1 規則第43条の2の8第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41952 21 環境省 貯蔵の事業の型式指定の変更の届出
使用済燃料の貯蔵の事業
に関する規則

2000 3 省令又は規則 102 43 2 10 1
規則第43条の2の10第1
項

1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41953 21 環境省 製錬事業者の廃止措置確認（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 12 6 8 法第12条の6第8項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

41954 21 環境省 旧製錬事業者の廃止措置確認（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 12 7 9 法第12条の7第9項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

41955 21 環境省 加工事業者の廃止措置計画の認可（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 22 8 2 法第22条の8第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41956 21 環境省 加工事業者の廃止措置終了確認（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 22 8 3
法第22条の8第3項（法第
12条の6第8項準用）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

41957 21 環境省 旧加工事業者の廃止措置終了確認（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 22 9 5
法第22条の9第5項（法第
12条7第9項準用）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

41959 21 環境省 発電用原子炉の設置（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 5 1 法第43条の3の5第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

41961 21 環境省 再処理事業の変更に係る許可（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 44 4 1 法第44条の4第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）

輸入特定廃棄
物埋設施設の
溶接検査の申
請

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41962 21 環境省 再処理事業の変更届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 44 4 2 法第44条の4第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 届出 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41963 21 環境省 再処理事業の指定（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 44 2 法第44条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41964 21 環境省
再処理事業の設計及び工事の方法の認可
（申請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 45 1 法第45条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41965 21 環境省
再処理事業の設計及び工事の方法の変更認
可（申請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 45 2 法第45条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41967 21 環境省
再処理事業の保安規定の（変更）認可（申
請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 50 1 法第50条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41968 21 環境省 廃棄の事業の許可の申請
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 2 2 法第51条の2第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41970 21 環境省
特定廃棄物埋設施設等に関する設計及び工
事の方法の認可（申請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 7 1 法第51条の7第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41971 21 環境省
特定廃棄物埋設施設等に関する設計及び工
事の方法の変更認可（申請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 7 2 法第51条の7第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41972 21 環境省
特定廃棄物埋設施設の溶接の方法に係る認
可（申請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 9 2 法第51条の9第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41974 21 環境省
廃棄事業に係る保安規定の（変更）認可（申
請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 18 1 法第51条の18第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41976 21 環境省 閉鎖措置計画の認可（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 24 2 1 法第51条の24の2第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

41977 21 環境省 閉鎖措置計画の変更の認可（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 24 2 3 法第51条の24の2第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

41978 21 環境省 廃棄事業に係る廃止措置計画の認可（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 25 2 法第51条の25第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

41985 21 環境省 加工事業の許可（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律施行令

1957 2 政令 324 7 2 施行令第7条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41986 21 環境省 加工事業者の変更の許可（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律施行令

1957 2 政令 324 8 施行令第8条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41990 21 環境省 再処理の事業の指定（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律施行令

1957 2 政令 324 26 2 施行令第26条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41991 21 環境省 再処理事業の変更許可（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律施行令

1957 2 政令 324 27 1 施行令第27条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41992 21 環境省 廃棄の事業の許可の申請
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律施行令

1957 2 政令 324 30 2 施行令第30条の2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41993 21 環境省 廃棄の事業の変更の許可の申請
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律施行令

1957 2 政令 324 33 施行令第33条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41994 21 環境省 廃棄物埋設地の譲受けの許可の申請
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律施行令

1957 2 政令 324 37 1 施行令第37条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41995 21 環境省 廃棄物管理の事業の許可の申請

核燃料物質又は核燃料物
質によつて汚染された物
の廃棄物管理の事業に関
する規則

1988 3 省令又は規則 47 2 1 規則第2条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41996 21 環境省 廃棄物管理の事業の許可の申請(添付書類)

核燃料物質又は核燃料物
質によつて汚染された物
の廃棄物管理の事業に関
する規則

1988 3 省令又は規則 47 2 2 規則第2条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41997 21 環境省 廃棄物管理の事業変更の許可の申請

核燃料物質又は核燃料物
質によつて汚染された物
の廃棄物管理の事業に関
する規則

1988 3 省令又は規則 47 3 1 規則第3条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

41998 21 環境省
廃棄物管理の事業変更の許可の申請(添付
書類)

核燃料物質又は核燃料物
質によつて汚染された物
の廃棄物管理の事業に関
する規則

1988 3 省令又は規則 47 3 2 規則第3条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

41999 21 環境省 設計及び工事の方法の認可の申請

核燃料物質又は核燃料物
質によつて汚染された物
の廃棄物管理の事業に関
する規則

1988 3 省令又は規則 47 4 1 規則第4条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42000 21 環境省
設計及び工事の方法の認可の申請(添付書
類)

核燃料物質又は核燃料物
質によつて汚染された物
の廃棄物管理の事業に関
する規則

1988 3 省令又は規則 47 4 2 規則第4条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42001 21 環境省 設計及び工事の方法の変更の認可の申請

核燃料物質又は核燃料物
質によつて汚染された物
の廃棄物管理の事業に関
する規則

1988 3 省令又は規則 47 5 1 規則第5条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42002 21 環境省
設計及び工事の方法の変更の認可の申請
(添付書類)

核燃料物質又は核燃料物
質によつて汚染された物
の廃棄物管理の事業に関
する規則

1988 3 省令又は規則 47 5 2 規則第5条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42004 21 環境省 溶接の方法の認可の申請

核燃料物質又は核燃料物
質によつて汚染された物
の廃棄物管理の事業に関
する規則

1988 3 省令又は規則 47 15 1 規則第15条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42005 21 環境省
廃棄物管理の事業の合併及び分割の認可の
申請

核燃料物質又は核燃料物
質によつて汚染された物
の廃棄物管理の事業に関
する規則

1988 3 省令又は規則 47 23 1 規則第23条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42006 21 環境省
廃棄物管理の事業の合併及び分割の認可の
申請

核燃料物質又は核燃料物
質によつて汚染された物
の廃棄物管理の事業に関
する規則

1988 3 省令又は規則 47 23 2 規則第23条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42007 21 環境省 第2種廃棄物埋設の事業の許可の申請

核燃料物質又は核燃料物
質によつて汚染された物
の第二種廃棄物埋設の事
業に関する規則

1988 3 省令又は規則 1 2 1 規則第2条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42008 21 環境省
第2種廃棄物埋設の事業の変更の許可の申
請

核燃料物質又は核燃料物
質によつて汚染された物
の第二種廃棄物埋設の事
業に関する規則

1988 3 省令又は規則 1 3 1 規則第3条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42009 21 環境省
第2種廃棄物埋設の事業の合併及び分割の
認可の申請

核燃料物質又は核燃料物
質によつて汚染された物
の第二種廃棄物埋設の事
業に関する規則

1988 3 省令又は規則 1 10 1 規則第10条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42010 21 環境省
第2種廃棄物埋設の事業の廃止措置計画の
認可の申請

核燃料物質又は核燃料物
質によつて汚染された物
の第二種廃棄物埋設の事
業に関する規則

1988 3 省令又は規則 1 22 7 1 規則第22条の7第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42011 21 環境省
第2種廃棄物埋設の事業の廃止措置計画の
変更の認可の申請

核燃料物質又は核燃料物
質によつて汚染された物
の第二種廃棄物埋設の事
業に関する規則

1988 3 省令又は規則 1 22 8 1 規則第22条の8第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42012 21 環境省
旧第2種廃棄事業者等の廃止措置計画の認
可の申請

核燃料物質又は核燃料物
質によつて汚染された物
の第二種廃棄物埋設の事
業に関する規則

1988 3 省令又は規則 1 22 13 1 規則第22条の13第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42013 21 環境省
旧第2種廃棄事業者等の廃止措置計画の変
更の認可の申請

核燃料物質又は核燃料物
質によつて汚染された物
の第二種廃棄物埋設の事
業に関する規則

1988 3 省令又は規則 1 22 15 1 規則第22条の15第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42014 21 環境省 第1種廃棄物埋設の事業の許可の申請

核燃料物質又は核燃料物
質によって汚染された物
の第一種廃棄物埋設の事
業に関する規則

2008 3 省令又は規則 23 3 1 規則第3条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42015 21 環境省
第1種廃棄物埋設の事業の許可の申請(添付
書類)

核燃料物質又は核燃料物
質によって汚染された物
の第一種廃棄物埋設の事
業に関する規則

2008 3 省令又は規則 23 3 2 規則第3条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42016 21 環境省
第1種廃棄物埋設の事業の変更の許可の申
請

核燃料物質又は核燃料物
質によって汚染された物
の第一種廃棄物埋設の事
業に関する規則

2008 3 省令又は規則 23 4 1 規則第4条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42019 21 環境省 設計及び工事の方法の認可の申請

核燃料物質又は核燃料物
質によって汚染された物
の第一種廃棄物埋設の事
業に関する規則

2008 3 省令又は規則 23 15 1 規則第15条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42021 21 環境省 設計及び工事の方法の変更の認可の申請

核燃料物質又は核燃料物
質によって汚染された物
の第一種廃棄物埋設の事
業に関する規則

2008 3 省令又は規則 23 16 1 規則第16条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42024 21 環境省 溶接の方法の認可の申請

核燃料物質又は核燃料物
質によって汚染された物
の第一種廃棄物埋設の事
業に関する規則

2008 3 省令又は規則 23 29 1 規則第29条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42026 21 環境省
第1種廃棄物埋設の事業の合併及び分割の
認可の申請

核燃料物質又は核燃料物
質によって汚染された物
の第一種廃棄物埋設の事
業に関する規則

2008 3 省令又は規則 23 41 1 規則第41条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42028 21 環境省 第1種廃棄物埋設の事業の変更の届出

核燃料物質又は核燃料物
質によって汚染された物
の第一種廃棄物埋設の事
業に関する規則

2008 3 省令又は規則 23 42 1 規則第42条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42029 21 環境省 保安規定の認可申請

核燃料物質又は核燃料物
質によって汚染された物
の第一種廃棄物埋設の事
業に関する規則

2008 3 省令又は規則 23 63 1 規則第63条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42030 21 環境省
廃止措置計画の認可を受けようとする者の保
安規定の変更認可の申請

核燃料物質又は核燃料物
質によって汚染された物
の第一種廃棄物埋設の事
業に関する規則

2008 3 省令又は規則 23 63 2 規則第63条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42032 21 環境省 閉鎖措置計画の認可の申請

核燃料物質又は核燃料物
質によって汚染された物
の第一種廃棄物埋設の事
業に関する規則

2008 3 省令又は規則 23 73 1 規則第73条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42034 21 環境省 閉鎖措置計画の変更の認可の申請

核燃料物質又は核燃料物
質によって汚染された物
の第一種廃棄物埋設の事
業に関する規則

2008 3 省令又は規則 23 74 1 規則第74条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42038 21 環境省
第1種廃棄物埋設の事業の廃止措置計画の
認可の申請

核燃料物質又は核燃料物
質によって汚染された物
の第一種廃棄物埋設の事
業に関する規則

2008 3 省令又は規則 23 79 1 規則第79条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
閉鎖措置の確
認の申請

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42040 21 環境省
第1種廃棄物埋設の事業の廃止措置計画の
変更の認可の申請

核燃料物質又は核燃料物
質によって汚染された物
の第一種廃棄物埋設の事
業に関する規則

2008 3 省令又は規則 23 80 1 規則第80条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 審査書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42044 21 環境省
旧第1種廃棄事業者等の廃止措置計画の認
可の申請

核燃料物質又は核燃料物
質によって汚染された物
の第一種廃棄物埋設の事
業に関する規則

2008 3 省令又は規則 23 85 1 規則第85条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42045 21 環境省
旧第1種廃棄事業者等の廃止措置計画の認
可の申請

核燃料物質又は核燃料物
質によって汚染された物
の第一種廃棄物埋設の事
業に関する規則

2008 3 省令又は規則 23 85 2 規則第85条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42049 21 環境省 保安規定の認可申請

核燃料物質又は核燃料物
質によつて汚染された物
の第二種廃棄物埋設の事
業に関する規則

1988 3 省令又は規則 1 20 1 規則第20条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42050 21 環境省
廃止措置計画の認可を受けようとする者の保
安規定の変更認可

核燃料物質又は核燃料物
質によつて汚染された物
の第二種廃棄物埋設の事
業に関する規則

1988 3 省令又は規則 1 20 2 規則第20条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42051 21 環境省
放射能の減衰に応じた第二種廃棄物埋設に
ついての保安のために講ずべき措置に関す
る事項の保安規定の変更認可

核燃料物質又は核燃料物
質によつて汚染された物
の第二種廃棄物埋設の事
業に関する規則

1988 3 省令又は規則 1 20 3 規則第20条第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42052 21 環境省 廃棄物埋設地の譲受けの許可の申請

核燃料物質又は核燃料物
質によつて汚染された物
の第二種廃棄物埋設の事
業に関する規則

1988 3 省令又は規則 1 21 2 規則第21条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42058 21 環境省 保安規定の認可

核燃料物質又は核燃料物
質によつて汚染された物
の廃棄物管理の事業に関
する規則

1988 3 省令又は規則 47 34 1 規則第34条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42059 21 環境省
廃止措置計画の認可を受けようとする者の保
安規定の変更認可

核燃料物質又は核燃料物
質によつて汚染された物
の廃棄物管理の事業に関
する規則

1988 3 省令又は規則 47 34 2 規則第34条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42060 21 環境省
廃棄物管理の事業の廃止措置計画の認可
の申請

核燃料物質又は核燃料物
質によつて汚染された物
の廃棄物管理の事業に関
する規則

1988 3 省令又は規則 47 35 6 1 規則第35条の6第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42061 21 環境省
廃棄物管理の事業の廃止措置計画の認可
の申請

核燃料物質又は核燃料物
質によつて汚染された物
の廃棄物管理の事業に関
する規則

1988 3 省令又は規則 47 35 6 2 規則第35条の6第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42062 21 環境省
廃棄物管理の事業の廃止措置計画の変更
の認可の申請

核燃料物質又は核燃料物
質によつて汚染された物
の廃棄物管理の事業に関
する規則

1988 3 省令又は規則 47 35 7 1 規則第35条の7第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42063 21 環境省
廃棄物管理の事業の廃止措置計画の変更
の認可の申請

核燃料物質又は核燃料物
質によつて汚染された物
の廃棄物管理の事業に関
する規則

1988 3 省令又は規則 47 35 7 2 規則第35条の7第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42067 21 環境省
旧廃棄物管理事業者等の廃止措置計画の
認可の申請

核燃料物質又は核燃料物
質によつて汚染された物
の廃棄物管理の事業に関
する規則

1988 3 省令又は規則 47 35 12 1 規則第35条の12第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42068 21 環境省
旧廃棄事業者等の廃止措置計画の変更の
認可の申請

核燃料物質又は核燃料物
質によつて汚染された物
の廃棄物管理の事業に関
する規則

1988 3 省令又は規則 47 35 14 規則第35条の14 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42070 21 環境省
再処理事業者の廃止措置計画の認可（申
請）

使用済燃料の再処理の事
業に関する規則

1971 3 省令又は規則 10 19 5 1 規則第19条の5第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
止措置計画の
認可申請書

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42072 21 環境省
再処理事業者の廃止措置計画の認可（特定
再処理施設に係る申請）

使用済燃料の再処理の事
業に関する規則

1971 3 省令又は規則 10 19 5 4 規則第19条の5第4項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
廃止措置計画
の認可申請書

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42073 21 環境省
再処理事業者の廃止措置計画の変更の認
可（申請）

使用済燃料の再処理の事
業に関する規則

1971 3 省令又は規則 10 19 6 1 規則第19条の6第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
廃止措置計画
の変更認可申
請書

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42074 21 環境省
再処理事業者の廃止措置計画の変更の認
可（申請）

使用済燃料の再処理の事
業に関する規則

1971 3 省令又は規則 10 19 6 2 規則第19条の6第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
廃止措置計画
の変更認可申
請書

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42075 21 環境省
再処理事業者の廃止措置計画の変更の認
可（特定再処理施設に係る申請）

使用済燃料の再処理の事
業に関する規則

1971 3 省令又は規則 10 19 6 3 規則第19条の6第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
廃止措置計画
の変更認可申
請書

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42077 21 環境省 再処理事業者の廃止措置確認（申請）
使用済燃料の再処理の事
業に関する規則

1971 3 省令又は規則 10 19 9 2 規則第19条の9第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
廃止措置確認
申請

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42078 21 環境省
旧再処理事業者等の廃止措置計画の認可
（申請）

使用済燃料の再処理の事
業に関する規則

1971 3 省令又は規則 10 19 11 規則第19条の11 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
廃止措置計画
の認可申請

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42079 21 環境省
旧再処理事業者等の廃止措置計画の変更
の認可（申請）

使用済燃料の再処理の事
業に関する規則

1971 3 省令又は規則 10 19 13 規則第19条の13 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
廃止措置計画
の変更認可申
請書

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42080 21 環境省 貯蔵の事業の廃止措置計画の認可の申請
使用済燃料の貯蔵の事業
に関する規則

2000 3 省令又は規則 102 43 3 2 1 規則第43条の3の2第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42082 21 環境省
貯蔵の事業の廃止措置計画の変更の認可
の申請

使用済燃料の貯蔵の事業
に関する規則

2000 3 省令又は規則 102 43 4 1 規則第43条の4第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42083 21 環境省
貯蔵の事業の廃止措置計画の変更の認可
の申請（添付書類）

使用済燃料の貯蔵の事業
に関する規則

2000 3 省令又は規則 102 43 4 2 規則第43条の4第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42086 21 環境省
旧使用済燃料貯蔵事業者等の廃止措置計
画の認可の申請

使用済燃料の貯蔵の事業
に関する規則

2000 3 省令又は規則 102 43 9 1 規則第43条の9第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
廃止措置の終
了の確認申請

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42087 21 環境省
旧使用済燃料貯蔵事業者等の廃止措置計
画の変更の認可の申請

使用済燃料の貯蔵の事業
に関する規則

2000 3 省令又は規則 102 43 11 規則第43条の11 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
廃止措置の終
了の確認申請

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42088 21 環境省
貯蔵の事業の型式指定の変更承認の申請
(添付書類)

使用済燃料の貯蔵の事業
に関する規則

2000 3 省令又は規則 102 43 2 規則第43条の2の9第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
廃止措置の終
了の確認申請

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42089 21 環境省 試験炉等の放射能濃度の確認の申請

試験研究の用に供する原
子炉等に係る放射能濃度
についての確認等に関す
る規則

2005 3 省令又は規則 49 3 1 規則第3条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

42090 21 環境省 測定及び評価の方法の認可の申請

試験研究の用に供する原
子炉等に係る放射能濃度
についての確認等に関す
る規則

2005 3 省令又は規則 49 5 1 規則第5条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
廃止措置の終
了の確認申請

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42092 21 環境省
許可の取消し等に伴う措置に係る廃止措置
計画の認可の申請

試験研究の用に供する原
子炉等の設置、運転等に
関する規則

1957 3 省令又は規則 83 16 12 規則第16条の12 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD

https://www.nsr.
go.jp/Document
s/kiseitu_shinsei
kyoka_index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42097 21 環境省 発電用原子炉の譲受け等（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 25 1 法第43条の3の25第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42099 21 環境省
特定機器の設計の型式証明の設計の変更
（申請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 30 3 法第43条の3の30第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42101 21 環境省 発電用原子炉の運転期間延長（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 32 4 法第43条の3の32第4項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42102 21 環境省
発電用原子炉設置者の廃止措置計画（申
請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 34 2 法第43条の3の34第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42103 21 環境省
旧発電用原子炉設置者等の廃止措置計画
（申請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 35 2 法第43条の3の35第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42104 21 環境省
旧発電用原子炉設置者等の廃止措置計画
（変更）（申請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 35 4 法第43条の3の35第4項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42105 21 環境省
旧発電用原子炉設置者等の廃止措置計画
の変更（届出）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 35 4 法第43条の3の35第4項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続
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項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
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式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

42107 21 環境省 試験炉施設の使用の停止等
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 36 1 法第36条第1項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

42109 21 環境省
貯蔵の事業の溶接方法の認可の申請（添付
書類）

使用済燃料の貯蔵の事業
に関する規則

2000 3 省令又は規則 102 15 2 規則第15条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 溶接検査申請 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42118 21 環境省 使用施設等の合併及び分割の認可の申請
核燃料物質の使用等に関
する規則

1957 3 省令又は規則 84 2 10 1 規則第2条の10第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
核燃料物質使用者の合
併又は分割の認可（申
請）

3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42121 21 環境省
試験研究用等原子炉の譲受け等の許可の申
請等（書類の添付）

試験研究の用に供する原
子炉等の設置、運転等に
関する規則

1957 3 省令又は規則 83 15 3 2 規則第15条の3第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42124 21 環境省
試験研究用等原子炉の譲受け等の許可の申
請（書類の添付）

船舶に設置する原子炉
（研究開発段階にあるもの
を除く。）の設置、運転等
に関する規則

1978 3 省令又は規則 70 31 2 規則第31条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

42125 21 環境省
廃止措置計画の認可の申請（書類又は図面
の添付）

船舶に設置する原子炉
（研究開発段階にあるもの
を除く。）の設置、運転等
に関する規則

1978 3 省令又は規則 70 32 6 2 規則第32条の6第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42129 21 環境省
試験研究用等原子炉設置者（原子力船）の
放射線等管理報告

船舶に設置する原子炉
（研究開発段階にあるもの
を除く。）の設置、運転等
に関する規則

1978 3 省令又は規則 70 37 規則第37条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 報告書 3 防災 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 報告書 2 非OD

https://www.nsr.
go.jp/Document
s/kiseitu_shinsei
kyoka_index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
6 非構造
化PDF

4 都度更
新

3-3 検討を行っていない

42135 21 環境省
外国原子力船に設置した試験研究用等原子
炉に係る許可（申請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 23 2 2 法第23条の2第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 4 無

42136 21 環境省 試験研究用等原子炉の設置の許可（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 23 2 法第23条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD

https://www.nsr.
go.jp/Document
s/kiseitu_shinsei
kyoka_index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42138 21 環境省
外国原子力船に設置した試験研究用等原子
炉の設置の許可に関する意見聴取

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 24 2 2 法第24条の2第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 意見聴取 2 非OD

https://www.nsr.
go.jp/Document
s/kiseitu_shinsei
kyoka_index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42140 21 環境省
試験研究用等原子炉の設置の許可に関する
意見聴取

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 24 2 法第24条第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 意見聴取 2 非OD

https://www.nsr.
go.jp/Document
s/kiseitu_shinsei
kyoka_index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42141 21 環境省 外国原子力船に係る変更に関する意見聴取
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 26 2 3 法第26条の2第3項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 意見聴取 2 非OD

https://www.nsr.
go.jp/Document
s/kiseitu_shinsei
kyoka_index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42142 21 環境省
試験研究用等原子炉の設置の変更の許可に
関する意見聴取

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 26 4 法第26条第4項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 意見聴取 2 非OD

https://www.nsr.
go.jp/Document
s/kiseitu_shinsei
kyoka_index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42144 21 環境省 試験研究用等原子炉の合併及び分割の認可
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 31 2 法第31条第2項 1 申請等 1 国 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD

https://www.nsr.
go.jp/Document
s/kiseitu_shinsei
kyoka_index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42145 21 環境省
試験研究用等原子炉設置者による原子力船
の入港の届出

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 36 2 1 法第36条の2第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 届出等 2 非OD

https://www.nsr.
go.jp/Document
s/kiseitu_shinsei
kyoka_index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42146 21 環境省
外国原子力船運行者による当該原子力船の
入港の届け出

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 36 2 2 法第36条の2第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 届出等 2 非OD

https://www.nsr.
go.jp/Document
s/kiseitu_shinsei
kyoka_index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42155 21 環境省 使用の許可（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 52 2 法第52条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
核燃料物質の使用の許
可の申請

○ 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42156 21 環境省 使用の許可（許可）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 52 1 法第52条第1項 1 申請等 1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 通知 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42158 21 環境省
使用者の地位の相続に係る規制委員会への
届出

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 55 4 2 法第55条の4第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42165 21 環境省 特定原子力事業者等の実施計画の認可
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 64 3 1 法第64条の3第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 実施計画 7 インフラ 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

東京電力ホー
ルディングス
株式会社 福島
第一原子力発
電所 特定原子
力施設に係る
実施計画

1 OD

http://www.tepc
o.co.jp/decommi
ssion/informatio
n/implementatio
n/

7 構造化
PDF

5 その他 不定期

42167 21 環境省 命令の規定違反の申告
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 66 1 法第66条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）

関西電力株式
会社高浜発電
所放水口防潮
堤地盤改良工
事に係る申告
について

2 非OD

https://www.nsr.
go.jp/procedure/
shinkoku/shinko
ku_3.html

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

中国電力株式会社島
根原子力発電所２号
機の取水槽等の鉄筋
工事に係る申告につ
いて

2 非OD

https://www.nsr.
go.jp/procedure/
shinkoku/shinko
ku_3.html

7 構造化
PDF

5 その他 不定期

関西電力(株)高浜発電
所３・４号機補助建屋
機器ハッチ開閉装置の
耐震性に関する申告に
つ/いて

2 非OD

https://w
ww.nsr.go.
jp/proced
ure/shink
oku/shink
oku_3.html

7 構造化
PDF

5 その他 不定期 3-3 検討を行っていない

42169 21 環境省 廃棄物の適正な処理のための連絡
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 72 2 2 1 法第72条の2の2第1項 1 申請等 1 国 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

42170 21 環境省 廃棄物の適正な処理のための連絡（認可）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 72 2 2 2 法第72条の2の2第2項 1 申請等 1 国 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

42171 21 環境省 廃棄物の適正な処理のための協力依頼
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 72 2 2 3 法第72条の2の2第3項 1 申請等 1 国 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

42173 21 環境省 国家公安委員会等との関係（研開炉）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 72 5 法第72条第5項 1 申請等 1 国 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

42176 21 環境省 廃止措置の終了の確認の申請
核燃料物質の使用等に関
する規則

1957 3 省令又は規則 84 6 6 1 規則第6条の6第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42177 21 環境省 フレキシブルディスクによる手続
核燃料物質の使用等に関
する規則

1957 3 省令又は規則 84 10 規則第10条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42180 21 環境省 変更の許可の申請（研開炉）
研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

2000 3 省令又は規則 122 5 2 規則第5条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42181 21 環境省
発電用原子炉施設の位置、構造及び設備の
変更の届出（研開炉）

研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

2000 3 省令又は規則 122 7 3 規則第7条第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42182 21 環境省 工事の計画の認可等の申請
研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

2000 3 省令又は規則 122 9 3 規則第9条第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42183 21 環境省 工事の計画の認可等の申請
研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

2000 3 省令又は規則 122 9 4 規則第9条第4項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42184 21 環境省 工事の計画の届出（研開炉）
研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

2000 3 省令又は規則 122 12 3 規則第12条第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42185 21 環境省 工事の計画の届出（研開炉）
研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

2000 3 省令又は規則 122 12 4 規則第12条第4項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42195 21 環境省 合併及び分割の認可の申請
研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

2000 3 省令又は規則 122 60 2 規則第60条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

42196 21 環境省 発電用原子炉の譲受けの許可の申請
研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

2000 3 省令又は規則 122 89 2 規則第89条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

42197 21 環境省 型式証明の変更（添付書類）
研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

2000 3 省令又は規則 122 97 2 規則第97条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42198 21 環境省 型式指定の変更の承認（添付書類）
研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

2000 3 省令又は規則 122 103 2 規則第103条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42199 21 環境省
発電用原子炉の運転の期間の延長に係る認
可の申請（研開炉）（添付書類）

研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

2000 3 省令又は規則 122 108 2 規則第108条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42200 21 環境省 廃止措置計画の認可の申請（添付書類）
研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

2000 3 省令又は規則 122 111 2 規則第111条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42201 21 環境省 廃止措置計画の認可の申請（添付書類）
研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

2000 3 省令又は規則 122 111 4 規則第111条第4項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42202 21 環境省
廃止措置計画の変更の認可の申請（添付書
類）

研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

2000 3 省令又は規則 122 112 2 規則第112条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42203 21 環境省 廃止措置の終了の確認の申請
研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

2000 3 省令又は規則 122 115 2 規則第115条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/201704.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42204 21 環境省 申請書及び添付書類
研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

2000 3 省令又は規則 122 123 規則第123条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42205 21 環境省 事故報告
原子力発電工作物に係る
電気関係報告規則

2012 3 省令又は規則 71 3 規則第3条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
電気関係事故
報告

2 非OD

https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law_new/index.ht
ml

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42206 21 環境省 測定及び評価の方法の認可の申請

試験研究の用に供する原
子炉等に係る放射能濃度
についての確認等に関す
る規則

2005 3 省令又は規則 49 5 2 規則第5条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

42208 21 環境省 設置許可事項の変更（申請）（添付書類）
実用発電用原子炉の設
置、運転等に関する規則

1978 3 省令又は規則 77 5 2 規則第5条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

42224 21 環境省
特定機器の設計の型式証明の設計の変更
（届出）

実用発電用原子炉の設
置、運転等に関する規則

1978 3 省令又は規則 77 103 規則第103条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

42226 21 環境省 型式証明番号等の告示
実用発電用原子炉の設
置、運転等に関する規則

1978 3 省令又は規則 77 105 規則第105条
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 ○ 5 実績なし

42227 21 環境省 特定機器の型式の指定（変更届出）
実用発電用原子炉の設
置、運転等に関する規則

1978 3 省令又は規則 77 109 規則第109条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

42230 21 環境省 指定番号等の告示
実用発電用原子炉の設
置、運転等に関する規則

1978 3 省令又は規則 77 112 規則第112条
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 ○ 5 実績なし

42236 21 環境省
当該書類に記載すべきこととされている事項
の電磁的記録媒体による提出

実用発電用原子炉の設
置、運転等に関する規則

1978 3 省令又は規則 77 138 規則第138条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

42237 21 環境省
特殊な方法による発電用原子炉施設の施設
の認可

実用発電用原子炉及びそ
の附属施設の技術基準に
関する規則

2013 3 省令又は規則 6 3 1 規則第3条第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

42238 21 環境省
特殊な方法による発電用原子炉施設の施設
の認可（申請）

実用発電用原子炉及びそ
の附属施設の技術基準に
関する規則

2013 3 省令又は規則 6 3 2 規則第3条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

42239 21 環境省 容器承認の申請(申請)
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 59 3 法第59条第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42241 21 環境省 貯蔵施設の使用前検査（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律(附則）

1957 1 法律 166 7 法附則第7条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

42242 21 環境省 核燃料取扱主任者選任に係る届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 22 2 2 法第22条の2第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 届出書 3 防災 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
核燃料取扱主
任者選任に係
る届出

2 非OD

https://www.nsr.
go.jp/Document
s/kiseitu_shinsei
kyoka_index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
6 非構造
化PDF

4 都度更
新

3-3 検討を行っていない

42245 21 環境省 再処理施設の使用前検査（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律(附則）

1957 1 法律 166 7 法附則第7条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

42247 21 環境省 再処理事業の報告の徴収
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 67 1 法第67条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 報告書 3 防災 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
再処理事業の
報告の徴収

2 非OD

https://www.nsr.
go.jp/Document
s/kiseitu_shinsei
kyoka_index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
6 非構造
化PDF

4 都度更
新

3-3 検討を行っていない

42251 21 環境省 設置許可事項の変更（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 8 法第43条の3の8 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 1 有（データベースでの管理） 申請書 7 インフラ 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/201704.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42254 21 環境省 使用施設等の施設検査
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 55 2 1 法第55条の2第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 施設検査申請 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/201704.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42255 21 環境省 製錬事業者の廃止措置計画の認可の申請
核原料物質又は核燃料物
質の製錬の事業に関する
規則

1957 3 省令又は規則 1 7 5 6 1 規則第7条の5の6第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42256 21 環境省
製錬事業者の廃止措置計画の変更の認可
の申請

核原料物質又は核燃料物
質の製錬の事業に関する
規則

1957 3 省令又は規則 1 7 5 7 1 規則第7条の5の7第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42265 21 環境省
試験研究用等原子炉の保安規定（変更）の
認可の申請

試験研究の用に供する原
子炉等の設置、運転等に
関する規則

1957 3 省令又は規則 83 15 1 規則第15条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/201704.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42267 21 環境省
加工施設の安全性の向上のための評価の公
表

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 22 7 2 5 法第22条の7の2第5項 3 縦覧等 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）

試験研究用等
原子炉の施設
定期検査合格
書

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42270 21 環境省 外国原子力船に係る変更の許可（許可）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 26 2 1 法第26条の2第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

42271 21 環境省
試験研究用等原子炉の設計及び工事の計画
の認可（認可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 27 1 法第27条第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/201704.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42272 21 環境省
試験研究用等原子炉の設計及び工事の計画
の変更の認可（認可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 27 2 法第27条第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/201704.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42276 21 環境省 試験研究用等原子炉の使用前検査（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律(附則）

1957 1 法律 166 7 法附則第7条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

42277 21 環境省
試験研究用等原子炉の使用前事業者検査
（交付）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 28 2 法第28条第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

42284 21 環境省 発電用原子炉の廃止に伴う措置
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 33 3 法第43条の3の33第3項 3 縦覧等 6 民間事業者等 × 21 環境省 ○ 1 有（データベースでの管理） 廃止措置計画 7 インフラ 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/201704.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42286 21 環境省 核燃料物質使用者の施設の使用の停止等
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 56 4 1 法第56条の4第1項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42287 21 環境省 核燃料物質使用者の許可の取消し等
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 56 1 法第56条第1項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42288 21 環境省 核原料物質の使用に係る是正命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 57 7 5 法第57条の7第5項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42289 21 環境省 核原料物質の使用に係る記録
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 57 7 6 法第57条の7第6項 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42292 21 環境省 実用発電用原子炉の報告徴収
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 67 1 法第67条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 3 有（紙媒体での管理） 7 インフラ 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
放射線管理等
報告書

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

42293 21 環境省 製錬事業の報告の徴収
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 67 1 法第67条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

42294 21 環境省 加工事業者の報告の徴収
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 67 1 法第67条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 報告書 3 防災 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
加工事業者の
報告の徴収

2 非OD

https://www.nsr.
go.jp/Document
s/kiseitu_shinsei
kyoka_index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期
6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42297 21 環境省 船舶の船長からの報告徴収
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 67 4 法第67条第4項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）

規制法令及び
通達に基づく
申請・届出・許
認可等の文書

2 非OD

https://www.nsr.
go.jp/Document
s/kiseitu_shinsei
kyoka_index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42298 21 環境省 核原料物質使用の廃止の届出
核原料物質の使用に関す
る規則

1968 3 省令又は規則 46 3 4 2 規則第3条の4第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42300 21 環境省 核原料物質使用者の解散・死亡の届出
核原料物質の使用に関す
る規則

1968 3 省令又は規則 46 4 規則第4条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42301 21 環境省
当該書類に記載すべきこととされている事項
のフレキシブルディスクによる提出

核原料物質の使用に関す
る規則

1968 3 省令又は規則 46 9 規則第9条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42302 21 環境省 承認容器の使用期間更新の申請
核燃料物質等の工場又は
事業所の外における運搬
に関する規則

1973 3 省令又は規則 57 23 2 規則第23条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42305 21 環境省 試験炉等の放射能濃度の確認の申請

試験研究の用に供する原
子炉等に係る放射能濃度
についての確認等に関す
る規則

2005 3 省令又は規則 49 3 1 規則第3条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
放射能濃度確
認申請書

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/201704.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42306 21 環境省 設置許可事項の変更（申請）
実用発電用原子炉の設
置、運転等に関する規則

1978 3 省令又は規則 77 5 規則第5条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 1 有（データベースでの管理） 申請書 7 インフラ 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/201704.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42320 21 環境省 特定機器の型式の指定（変更申請）
実用発電用原子炉の設
置、運転等に関する規則

1978 3 省令又は規則 77 108 規則第108条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

42326 21 環境省
発電用原子炉の廃止措置の終了確認の申
請

実用発電用原子炉の設
置、運転等に関する規則

1978 3 省令又は規則 77 120 規則第120条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

42333 21 環境省
発電用原子炉設置者である法人の合併又は
分割（認可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 18 1 法第43条の3の18第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42334 21 環境省
発電用原子炉設置者の保安規定（変更）（認
可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 24 2 法第43条の3の24第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42335 21 環境省
発電用原子炉設置者の保安規定（変更）（変
更命令）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 24 3 法第43条の3の24第3項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42336 21 環境省 発電用原子炉の譲受け等（許可）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 25 1 法第43条の3の25第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42338 21 環境省 特定機器の設計の型式証明（型式証明）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 30 1 法第43条の3の30第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42339 21 環境省
特定機器の設計の型式証明の設計の変更
（承認）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 30 3 法第43条の3の30第3項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42340 21 環境省
特定機器の設計の型式証明（型式証明の取
消し）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 30 5 法第43条の3の30第5項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42341 21 環境省 特定機器の型式の指定（指定）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 31 1 法第43条の3の31第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42342 21 環境省 特定機器の型式の指定（指定の取消）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 31 5 法第43条の3の31第5項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42343 21 環境省 特定機器の型式の指定（指定の取消）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 31 6 法第43条の3の31第6項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42344 21 環境省 発電用原子炉の運転期間延長（認可）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 32 5 法第43条の3の32第5項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42345 21 環境省
発電用原子炉設置者の廃止措置計画（認
可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 34 2 法第43条の3の34第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42346 21 環境省
旧発電用原子炉設置者等の廃止措置計画
（認可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 35 2 法第43条の3の35第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42347 21 環境省
旧発電用原子炉設置者等の廃止措置計画
（変更）（認可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 35 4 法第43条の3の35第4項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42348 21 環境省
旧発電用原子炉設置者等の廃止措置計画
（災害防止のための措置命令）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 35 4 法第43条の3の35第4項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42349 21 環境省
旧発電用原子炉設置者等の廃止措置計画
（終了の確認）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 34 4 法第43条の3の34第4項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 ○ 3 有（紙媒体での管理） 7 インフラ 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

42350 21 環境省 記録の写し
研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

1967 3 省令又は規則 122 62 6 規則第62条第6項 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 記録 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42353 21 環境省 工事の計画の認可等の申請
研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

1967 3 省令又は規則 122 9 規則第9条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42354 21 環境省
工事の計画の認可（非常時の一時的な工事
の届出）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 9 5 法第43条の3の9第5項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42355 21 環境省 工事の計画の認可（軽微な変更の届出）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 9 6 法第43条の3の9第6項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42359 21 環境省 合併及び分割の認可の申請
研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

1967 3 省令又は規則 122 60 規則第60条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42360 21 環境省 発電用原子炉設置者の地位の相続の届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 19 2 法第43条の3の19第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42365 21 環境省 保安規定
研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

1967 3 省令又は規則 122 87 1 規則第87条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42366 21 環境省 保安規定
研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

1967 3 省令又は規則 122 87 2 規則第87条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42367 21 環境省 保安規定
研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

1967 3 省令又は規則 122 87 4 規則第87条第4項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42368 21 環境省 発電用原子炉施設の譲受けの許可の申請
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律施行令

1957 2 政令 324 20 5 施行令第20条の5 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42369 21 環境省
発電用原子炉施設の安全性の向上のための
評価

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 29 3 法第43条の3の29第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42370 21 環境省 型式証明の申請
研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

1967 3 省令又は規則 122 96 規則第96条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42371 21 環境省 型式証明の変更
研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

1967 3 省令又は規則 122 97 規則第97条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42372 21 環境省 型式証明に係る変更の届出
研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

1967 3 省令又は規則 122 98 規則第98条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42373 21 環境省 特定機器型式証明通知書等の交付
研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

1967 3 省令又は規則 122 99 規則第99条
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応） 通知書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html
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4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42374 21 環境省 型式指定の申請
研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

1967 3 省令又は規則 122 102 規則第102条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42375 21 環境省 型式指定の変更の承認
研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

1967 3 省令又は規則 122 103 規則第103条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42376 21 環境省 型式指定に係る変更の届出等
研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

1967 3 省令又は規則 122 104 1 規則第104条第1号 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42377 21 環境省 型式指定に係る変更の届出等
研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

1967 3 省令又は規則 122 104 2 規則第104条第2号 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42378 21 環境省 型式指定通知書等の交付
研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

1967 3 省令又は規則 122 105 規則第105条
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応） 通知書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42379 21 環境省 品質保証の実施の記録の保存
研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

1967 3 省令又は規則 122 106 規則第106条 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

42380 21 環境省 廃止措置計画の認可の申請
研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

1967 3 省令又は規則 122 111 規則第111条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42381 21 環境省 廃止措置計画の変更の認可の申請
研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

1967 3 省令又は規則 122 112 規則第112条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42382 21 環境省 発電用原子炉の廃止に伴う措置
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 34 3 法第43条の3の34第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42383 21 環境省
旧発電用原子炉設置者等の廃止措置計画
の変更の認可の申請

研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

1967 3 省令又は規則 122 119 規則第119条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42384 21 環境省
旧発電用原子炉設置者等の廃止措置計画
の軽微な変更

研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

1967 3 省令又は規則 122 120 2 規則第120条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42385 21 環境省 使用の廃止措置計画の変更の認可（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 57 5 3 法第57条の5第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
核燃料物質の使用の廃
止に伴う廃止措置計画
変更の認可の申請

○ 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42387 21 環境省 使用の廃止措置計画の変更の届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 57 5 3 法第57条の5第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
核燃料物質の使用の廃
止措置計画変更の届出

○ 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 届出 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42388 21 環境省
使用許可取り消しに伴う廃止措置計画の変
更の認可（申請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 57 6 4 法第57条の6第4項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
核燃料物質の使用許可
取り消しに伴う廃止措置
計画変更の認可申請

○ 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42389 21 環境省
使用許可取り消しに伴う廃止措置計画の変
更の認可（通知）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 57 6 4 法第57条の6第4項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省
核燃料物質の使用許可
取り消しに伴う廃止措置
計画変更の認可申請

3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 通知 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42390 21 環境省
使用許可取り消しに伴う廃止措置計画の変
更の届出

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 57 6 4 法第57条の6第4項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 届出 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42391 21 環境省 核原料物質使用者の解散・死亡の届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 57 7 8 法第57条の8第7項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42394 21 環境省 試験研究用等原子炉の設置の変更の届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 26 2 法第26条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

届出等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

42395 21 環境省 外国原子力船名称の届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 26 3 法第26条第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

届出等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

42397 21 環境省 外国原子力船に係る名称の変更の届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 26 2 2 法第26条の2第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

届出等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

42398 21 環境省
試験研究用等原子炉の設計及び工事の計画
のやむを得ない工事の届出

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 27 4 法第27条第4項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

届出等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

42401 21 環境省
試験研究用等原子炉設置者の地位の相続
の届出

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 32 2 法第32条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

届出等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

42402 21 環境省 試験研究用等原子炉の許可の取消（休止）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 33 1 法第33条
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

42403 21 環境省 記録の作成及び保存
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 34 法第34条 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

記録等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

42405 21 環境省
試験研究用等原子炉の譲受け等の許可の申
請等

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 39 法第39条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

42408 21 環境省
許可の取消し等に伴う措置に係る廃止措置
計画の認可の申請

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 3 2 法第43条の3の3第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

42411 21 環境省 貯蔵の事業の溶接方法の認可
使用済燃料の貯蔵の事業
に関する規則

2000 3 省令又は規則 102 15 3 規則第15条第3項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42416 21 環境省 貯蔵計画
使用済燃料の貯蔵の事業
に関する規則

2000 3 省令又は規則 102 23 1 規則第23条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42417 21 環境省
核燃料物質使用者の合併又は分割の認可
（申請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 55 3 1 法第55条の3第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
核燃料物質使用者の合
併又は分割の認可（申
請）

○ 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42418 21 環境省
核燃料物質使用者の合併又は分割の認可
（通知）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 55 3 1 法第55条の3第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省
核燃料物質使用者の合
併又は分割の認可（通
知）

○ 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 通知 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42424 21 環境省
発電用原子炉の定期事業者検査時期変更
（使用の状況）

実用発電用原子炉の設
置、運転等に関する規則

1978 3 省令又は規則 77 55 3 1 規則第55条第3項第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

42425 21 環境省 使用前検査省略

東京電力株式会社福島第
一原子力発電所原子炉施
設の保安及び特定核燃料
物質の防護に関する規則

2013 3 省令又は規則 2 20 2 3 法第20条第2項第3号
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

42426 21 環境省 原子力規制委員会が適当と認める工程

東京電力株式会社福島第
一原子力発電所原子炉施
設の保安及び特定核燃料
物質の防護に関する規則

2013 3 省令又は規則 2 28 1 規則第28条第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

42427 21 環境省 溶接検査省略指示

東京電力株式会社福島第
一原子力発電所原子炉施
設の保安及び特定核燃料
物質の防護に関する規則

2013 3 省令又は規則 2 28 2 1 規則第28条第2項第1号
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

42429 21 環境省 核燃料物質の使用の許可の申請
核燃料物質の使用等に関
する規則

1957 3 省令又は規則 84 1 2 1 規則第1条の2第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
核燃料物質の使用の許
可の申請

3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42436 21 環境省
試験研究用等原子炉の設置の許可の申請
（書類の添付）

船舶に設置する原子炉
（研究開発段階にあるもの
を除く。）の設置、運転等
に関する規則

1978 3 省令又は規則 70 3 2 規則第3条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

42437 21 環境省
外国原子力船に設置した試験研究用等原子
炉に係る許可の申請（書類の添付）

船舶に設置する原子炉
（研究開発段階にあるもの
を除く。）の設置、運転等
に関する規則

1978 3 省令又は規則 70 4 2 規則第4条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

42438 21 環境省
試験研究用等原子炉の設置の変更の許可
の申請（書類の添付）

船舶に設置する原子炉
（研究開発段階にあるもの
を除く。）の設置、運転等
に関する規則

1978 3 省令又は規則 70 5 2 規則第5条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

42439 21 環境省
外国原子力船に係る変更の許可の申請（書
類の添付）

船舶に設置する原子炉
（研究開発段階にあるもの
を除く。）の設置、運転等
に関する規則

1978 3 省令又は規則 70 6 2 規則第6条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

42440 21 環境省
試験研究用等原子炉の設計及び工事の計画
の認可の申請（書類の添付）

船舶に設置する原子炉
（研究開発段階にあるもの
を除く。）の設置、運転等
に関する規則

1978 3 省令又は規則 70 7 2 規則第7条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

42441 21 環境省
試験研究用等原子炉の設計及び工事の計画
の軽微な変更の届出

船舶に設置する原子炉
（研究開発段階にあるもの
を除く。）の設置、運転等
に関する規則

1978 3 省令又は規則 70 8 2 規則第8条の2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

届出等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

42442 21 環境省
試験研究用等原子炉の設計及び工事の計画
の変更の認可の申請（書類の添付）

船舶に設置する原子炉
（研究開発段階にあるもの
を除く。）の設置、運転等
に関する規則

1978 3 省令又は規則 70 8 2 規則第8条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

42446 21 環境省
試験研究用等原子炉の合併及び分割の認可
の申請（書類の添付）

船舶に設置する原子炉
（研究開発段階にあるもの
を除く。）の設置、運転等
に関する規則

1978 3 省令又は規則 70 17 2 規則第17条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

42449 21 環境省 保安規定（変更）の認可の申請

船舶に設置する原子炉
（研究開発段階にあるもの
を除く。）の設置、運転等
に関する規則

1978 3 省令又は規則 70 29 規則第29条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

42451 21 環境省 廃止措置計画の認可の申請

船舶に設置する原子炉
（研究開発段階にあるもの
を除く。）の設置、運転等
に関する規則

1978 3 省令又は規則 70 32 6 1 規則第32条の6第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

42452 21 環境省 廃止措置計画の変更の認可の申請

船舶に設置する原子炉
（研究開発段階にあるもの
を除く。）の設置、運転等
に関する規則

1978 3 省令又は規則 70 32 7 1 規則第32条の7第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

42453 21 環境省
廃止措置計画の変更の認可の申請（説明資
料の添付）

船舶に設置する原子炉
（研究開発段階にあるもの
を除く。）の設置、運転等
に関する規則

1978 3 省令又は規則 70 32 7 2 規則第32条の7第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

42454 21 環境省 廃止措置計画に係る軽微な変更の届出

船舶に設置する原子炉
（研究開発段階にあるもの
を除く。）の設置、運転等
に関する規則

1978 3 省令又は規則 70 32 8 2 規則第32条の8第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

届出等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

42455 21 環境省
許可の取消し等に伴う措置に係る廃止措置
計画の認可の申請

船舶に設置する原子炉
（研究開発段階にあるもの
を除く。）の設置、運転等
に関する規則

1978 3 省令又は規則 70 33 規則第33条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

42456 21 環境省
貯蔵の事業の事業所内輸送における特別の
理由による承認

使用済燃料の貯蔵の事業
に関する規則

2000 3 省令又は規則 102 34 2 規則第34条第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42457 21 環境省
貯蔵の事業の型式証明変更承認通知書の
交付

使用済燃料の貯蔵の事業
に関する規則

2000 3 省令又は規則 102 43 2 5 1 2
規則第43条の2の5第1項
第2号

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42458 21 環境省 貯蔵の事業の型式証明取消通知書の交付
使用済燃料の貯蔵の事業
に関する規則

2000 3 省令又は規則 102 43 2 5 1 3
規則第43条の2の5第1項
第3号

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42461 21 環境省 加工施設の使用前検査（合格通知）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律(附則）

1957 1 法律 166 7 法附則第7条
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

42465 21 環境省 加工の事業の停止命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 20 2 法第20条第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

42468 21 環境省 核燃料取扱主任者免状の返納の命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 22 3 3 法第22条の3第3項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

42469 21 環境省 核燃料取扱主任者の解任の命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 22 5 法第22条の5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

42470 21 環境省
安全性の向上のための評価に係る方法の変
更命令

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 22 7 2 4 法第22条の7の2第4項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

42472 21 環境省 加工事業者の廃止措置に係る措置命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 22 8 3
法第22条の8第3項（法第
12条の6第7項準用）

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

42474 21 環境省 旧加工事業者の廃止措置に係る措置命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 22 9 5
法第22条の9第5項（法第
12条の7第8項準用）

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

42476 21 環境省
外国原子力船に設置した試験研究用等原子
炉に係る許可（許可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 23 2 1 法第23条の2第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 4 無

42477 21 環境省 試験研究用等原子炉の設置の許可（許可）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 23 1 法第23条第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

42478 21 環境省
試験研究用等原子炉の設置の変更の許可
（許可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 26 1 法第26条第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

42480 21 環境省 外国原子力船の許可の取消
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 33 3 法第33条第3項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

42481 21 環境省
外国原子力船の入港の届出に係る国土交通
大臣への通知

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 36 2 3 法第36条の2第3項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

通知書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

42483 21 環境省
試験研究用等原子炉施設及び外国原子力船
の使用の停止等の命令

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 36 1 法第36条第1項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

命令等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

42485 21 環境省
試験研究用等原子炉に係る保安規定の認可
（認可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 37 1 法第37条第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

42486 21 環境省 保安規定変更の命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 37 3 法第37条第3項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

命令等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

42487 21 環境省
試験研究用等原子炉の譲り受けに係る許可
（許可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 39 1 法第39条第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

42488 21 環境省 原子力船の譲り受けに係る許可（許可）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 39 2 法第39条第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

42490 21 環境省
試験研究用原子炉に係る廃止措置計画の認
可（認可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 2 2 法第43条の3の2第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

42491 21 環境省
試験研究用等原子炉に係る廃止措置の変更
の認可（認可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 2 3 法第43条の3の2第3項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

42492 21 環境省
旧試験研究用等原子炉に係る廃止措置の変
更の認可（認可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 3 4 法第43条の3の3第4項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

42493 21 環境省 発電用原子炉の設置の許可（許可）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 5 1 法第43条の3の5第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

42494 21 環境省 許可の欠格条項
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 7 法第43条の3の7
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

42495 21 環境省
設置許可事項の変更（災害の防止上支障が
ないことが明らかな変更）（変更・中止命令）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 8 6 法第43条の3の8第6項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

42496 21 環境省
設置許可事項の変更（災害の防止上支障が
ないことが明らかな変更）（審査の延長通知）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 8 7 法第43条の3の8第7項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

42497 21 環境省
設計及び工事計画(規則で定めるもの)（命
令）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 10 4 法第43条の3の10第4項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

42498 21 環境省
設計及び工事計画(規則で定めるもの)（通
知）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 10 5 法第43条の3の10第5項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

42499 21 環境省 燃料体の設計認可（認可）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 12 2 法第43条の3の12第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 ○ 1 有（データベースでの管理） 認可 7 インフラ 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応） 認可書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/201704.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42501 21 環境省 発電用原子炉に係る許可の取消
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 20 1 法第43条の3の20第1項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

42502 21 環境省 発電用原子炉に係る運転停止命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 20 2 法第43条の3の20第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

42504 21 環境省 発電用原子炉施設の使用の停止等の命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 23 1 法第43条の3の23第1項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

42505 21 環境省
発電用原子炉の防護措置に係る是正措置等
の命令

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 23 2 法第43条の3の23第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

42508 21 環境省
発電用原子炉に係る核物質防護規定の変更
命令

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 27 2 法第43条の3の27第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

42509 21 環境省 安全性向上のための事業者評価（変更命令）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 29 4 法第43条の3の29第4項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

42511 21 環境省
発電用原子炉施設に係る特定機器の設計の
型式証明（証明）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 30 2 法第43条の3の30第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

42513 21 環境省
発電用原子炉施設に係る特定機器の設計の
型式証明の変更の承認

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 30 4 法第43条の3の30第4項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

42516 21 環境省 特定機器の型式の指定（指定の取消）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 31 5 法第43条の3の31第5項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

42517 21 環境省 特定機器の型式の指定（指定の取消）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 31 6 法第43条の3の31第6項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

42523 21 環境省
旧発電用原子炉設置者等の廃止措置計画
（災害防止のための措置命令）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 34 4 法第43条の3の34第4項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

42525 21 環境省
貯蔵の事業の使用前検査の申請（合格通
知）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律(附則）

1957 1 法律 166 7 法附則第7条
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

42528 21 環境省 貯蔵の事業の防護措置に係る是正措置命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 19 2 法第43条の19第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

42531 21 環境省 再処理事業の指定（指定）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 44 1 法第44条第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 指定書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/201704.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42532 21 環境省
再処理施設の溶接の方法及び検査(溶接方
法の認可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 46 2 2 法第46条の2第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 認可書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/201704.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42535 21 環境省 再処理事業の指定の取消し
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 46 7 1 法第46条の7第1項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

42536 21 環境省 再処理事業の指定の取消し又は事業の停止
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 46 7 2 法第46条の7第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

42537 21 環境省 再処理施設の使用前検査（合格通知）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律(附則）

1957 1 法律 166 7 法附則第7条
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

42538 21 環境省 再処理事業の施設の使用停止等の命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 49 1 法第49条第1項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

42540 21 環境省
再処理施設の安全性の向上のための評価等
の方法の変更の命令

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 50 4 2 4 法第50条の4の2第4項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

42543 21 環境省 再処理事業の保安規定の変更の命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 50 3 法第50条第3項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

42544 21 環境省 再処理事業の保安規定変更命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 50 3 法第50条第3項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

42545 21 環境省
埋設予定の核燃料物質等の保安措置に係る
確認（申請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 6 2 法第51条の6第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書 3 防災 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）

埋設予定の核
燃料物質等の
保安措置に係
る確認（申請）

2 非OD

https://www.nsr.
go.jp/Document
s/kiseitu_shinsei
kyoka_index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
6 非構造
化PDF

4 都度更
新

3-3 検討を行っていない

42546 21 環境省
特定廃棄物埋設施設等に関する設計及び工
事の方法の認可（認可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 7 1 法第51条の7第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

42547 21 環境省
特定廃棄物埋設施設等に関する設計及び工
事の方法の変更認可（認可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 7 2 法第51条の7第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

42548 21 環境省
特定廃棄物埋設施設に関する使用前検査の
合格

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律(附則）

1957 1 法律 166 7 法附則第7条
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

42549 21 環境省
特定廃棄物埋設施設の溶接の方法に係る認
可（認可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 9 2 法第51条の9第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

42553 21 環境省 廃棄事業の許可の取消し
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 14 1 法第51条の14第1項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

42554 21 環境省
廃棄事業の許可の取消し又は事業の停止の
命令

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 14 2 法第51条の14第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

42555 21 環境省 廃棄物埋設施設等の使用の停止等の命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 17 1 法第51条の17第1項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

42556 21 環境省 廃棄事業の防護措置に係る是正措置の命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 17 2 法第51条の17第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

42557 21 環境省
廃棄事業に係る保安規定の（変更）認可（認
可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 18 2 法第51条の18第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

42558 21 環境省 廃棄事業に係る保安規定の変更の命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 18 3 法第51条の18第3項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

42560 21 環境省 廃棄物埋設地の譲受けの許可
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 19 1 法第51条の19第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

42561 21 環境省 廃棄物取扱主任者の解任命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 22 法第51条の22
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

42562 21 環境省 閉鎖措置計画の認可（認可）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 24 2 1 法第51条の24の2第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

42563 21 環境省 閉鎖措置計画の変更の認可（認可）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 24 2 3 法第51条の24の2第3項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

42564 21 環境省 廃棄事業に係る廃止措置計画の認可（認可）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 25 2 法第51条の25第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

42565 21 環境省
旧再処理事業者等の廃止措置計画の変更
の認可（認可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 4 法第51条第4項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

42569 21 環境省 使用施設の廃止措置に係る変更認可（認可）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 57 5 3 法第57条の5第3項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 通知 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42575 21 環境省 運搬者に対する必要な措置の命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 59 11 法第59条第11項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 5 実績なし

42576 21 環境省
貯蔵事業の貯蔵方法に係る必要な措置の命
令

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 60 2 法第60条第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

42577 21 環境省 特定原子力施設の指定
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 64 2 1 法第64条の2第1項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 指定書 7 インフラ 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

東京電力株式
会社福島第一
原子力発電所
に設置される
原子炉施設の
特定原子力施
設の指定につ
いて

1 OD
http://www.nsr.g
o.jp/data/00006
9062.pdf

7 構造化
PDF

5 その他 不定期

42578 21 環境省
特定原子力施設に係る措置を講ずべき事項
の提示

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 64 2 2 法第64条の2第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 指示文書 7 インフラ 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

東京電力株式
会社福島第一
原子力発電所
に設置される
特定原子力施
設に対する「措
置を講ずべき
事項」に基づく
「実施計画」の
提出について

1 OD
http://www.nsr.g
o.jp/data/00006
9063.pdf

7 構造化
PDF

5 その他 不定期

42579 21 環境省 特定原子力施設の指定解除
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 64 2 3 法第64条の2第3項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

42580 21 環境省 特定原子力施設の指定解除の公表
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 64 2 4 法第64条の2第4項 3 縦覧等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

42583 21 環境省 核燃料施設等の許可等についての意見等
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 71 2 法第71条第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国 × 21 環境省 ○ 1 有（データベースでの管理） 意見聴取 7 インフラ 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応） 意見聴取 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/201704.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42585 21 環境省 許可等についての意見等
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 71 2 法第71条第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 ○ 1 有（データベースでの管理） 意見聴取 7 インフラ 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応） 意見聴取 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/201704.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42587 21 環境省 許可等についての意見等（研開炉）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 71 6 法第71条第6項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42592 21 環境省
試験研究用等原子炉の設置の許可の申請
（書類の添付）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律施行令

1957 2 政令 324 12 2 施行令第12条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

42593 21 環境省
外国原子力船に設置した試験研究用等原子
炉に係る許可の申請（書類の添付）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律施行令

1957 2 政令 324 13 2 施行令第13条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

42594 21 環境省
試験研究用等原子炉の設置の変更の許可
の申請

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律施行令

1957 2 政令 324 14 施行令第14条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

42595 21 環境省 外国原子力船に係る変更の許可の申請
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律施行令

1957 2 政令 324 15 施行令第15条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

42597 21 環境省
試験研究用等原子炉の譲受け等の許可の申
請等

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律施行令

1957 2 政令 324 19 施行令第19条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

42598 21 環境省
発電用原子炉の設置の許可の申請（研開
炉）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律施行令

1957 2 政令 324 20 2 2 施行令第20の2条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42600 21 環境省
核燃料物質使用者の合併又は分割の認可
（申請）

核燃料物質の使用等に関
する規則

1957 3 省令又は規則 84 2 10 2 規則第2条の10第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
使用施設等の合併及び
分割の認可の申請

3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42601 21 環境省 廃止措置計画の認可の申請
核燃料物質の使用等に関
する規則

1957 3 省令又は規則 84 6 3 1 規則第6条の3第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
核燃料物質の使用の廃
止に伴う廃止措置計画
の認可の申請

3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42602 21 環境省 廃止措置計画の認可の申請
核燃料物質の使用等に関
する規則

1957 3 省令又は規則 84 6 3 2 規則第6条の3第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
核燃料物質の使用の廃
止に伴う廃止措置計画
の認可の申請

3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42603 21 環境省 廃止措置計画の変更の認可の申請
核燃料物質の使用等に関
する規則

1957 3 省令又は規則 84 6 3 2 1 規則第6条の3の2第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
核燃料物質の使用の廃
止に伴う廃止措置計画
変更の認可の申請

3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42604 21 環境省 廃止措置計画の変更の認可の申請
核燃料物質の使用等に関
する規則

1957 3 省令又は規則 84 6 3 2 2 規則第6条の3の2第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
核燃料物質の使用の廃
止に伴う廃止措置計画
変更の認可の申請

3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42605 21 環境省 廃止措置計画に係る軽微な変更
核燃料物質の使用等に関
する規則

1957 3 省令又は規則 84 6 4 2 規則第6条の4第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
核燃料物質の使用の廃
止措置計画変更の届出

3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 届出 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42606 21 環境省 核燃料物質の使用の許可の申請
核燃料物質の使用等に関
する規則

1957 3 省令又は規則 84 1 2 2 規則第1条の2第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
核燃料物質の使用の許
可の申請

3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42607 21 環境省 変更の許可の申請
核燃料物質の使用等に関
する規則

1957 3 省令又は規則 84 2 1 規則第2条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
核燃料物質の使用変更
の許可の申請

3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42609 21 環境省 溶接の方法の認可

核燃料物質又は核燃料物
質によつて汚染された物
の廃棄物管理の事業に関
する規則

1988 3 省令又は規則 47 15 3 規則第15条第3項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42610 21 環境省 溶接の方法の認可

核燃料物質又は核燃料物
質によって汚染された物
の第一種廃棄物埋設の事
業に関する規則

2008 3 省令又は規則 23 29 3 規則第29条第3項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 4 無

42611 21 環境省
発電用原子炉の設置の許可の申請（研開
炉）

研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

1967 3 省令又は規則 122 3 規則第3条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42612 21 環境省 変更の許可の申請（研開炉）
研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

1967 3 省令又は規則 122 5 規則第5条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42613 21 環境省
発電用原子炉施設の位置、構造及び設備の
変更の届出（研開炉）

研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

1967 3 省令又は規則 122 7 規則第7条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42614 21 環境省
工事の計画に係る軽微な変更の届出（研開
炉）

研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

1967 3 省令又は規則 122 10 規則第10条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42615 21 環境省 工事の計画の届出（研開炉）
研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

1967 3 省令又は規則 122 12 規則第12条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42616 21 環境省 評価の結果等の届出（研開炉）
研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

1967 3 省令又は規則 122 94 4 規則第94条の4 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42617 21 環境省 届出事項（研開炉）
研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

1967 3 省令又は規則 122 94 5 規則第94条の5 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42618 21 環境省
評価に係る調査及び分析並びに評定の方法
（研開炉）

研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

1967 3 省令又は規則 122 94 6 規則第94条の6 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42619 21 環境省 型式証明の申請（添付書類）
研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

1967 3 省令又は規則 122 96 2 規則第96条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42620 21 環境省 型式指定の申請（添付書類）
研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

1967 3 省令又は規則 122 102 3 規則第102条第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42621 21 環境省
発電用原子炉の運転の期間の延長に係る認
可の申請（研開炉）

研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

1967 3 省令又は規則 122 108 規則第108条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42622 21 環境省 廃止措置計画に係る軽微な変更（研開炉）
研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

1967 3 省令又は規則 122 113 規則第113条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42623 21 環境省
旧発電用原子炉設置者等の廃止措置計画
の認可の申請（研開炉）

研究開発段階発電用原子
炉の設置、運転等に関す
る規則

1967 3 省令又は規則 122 117 規則第117条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42624 21 環境省
廃止措置中の発電用原子炉施設の変更の
認可又は届出

研究開発段階発電用原子
炉及びその附属施設の技
術基準に関する規則

2013 3 省令又は規則 9 3 2 規則第3条の2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42625 21 環境省
特殊な設計による発電用原子炉施設（研開
炉）

研究開発段階発電用原子
炉及びその附属施設の技
術基準に関する規則

2013 3 省令又は規則 9 3 2 規則第3条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42626 21 環境省 貯蔵の事業の型式指定の取消し
使用済燃料の貯蔵の事業
に関する規則

2000 3 省令又は規則 102 43 2 10 3
規則第43条の2の10第3
項

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

42627 21 環境省
貯蔵の事業の型式設計特定容器等指定取
消通知書の交付

使用済燃料の貯蔵の事業
に関する規則

2000 3 省令又は規則 102 43 2 11 1 3
規則第43条の2の11第1
項第3号

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42628 21 環境省 測定及び評価の方法の認可の申請

試験研究の用に供する原
子炉等に係る放射能濃度
についての確認等に関す
る規則

2005 3 省令又は規則 49 6 規則第6条
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42633 21 環境省 容器承認書の交付
核燃料物質等の工場又は
事業所の外における運搬
に関する規則

1973 3 省令又は規則 166 22 規則第22条
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 容器承認書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42640 21 環境省 原子力災害対策指針の公表
原子力災害対策特別措置
法

1999 1 法律 156 6 2 3 法第6条の2第3項 3 縦覧等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 原子力災害対策指針 3 防災 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

原子力災害対
策指針

1 OD

https://www.nsr.
go.jp/activity/bo
usai/measure/in
dex.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

42641 21 環境省
原子力事業者の防災業務計画に関する届出
の受理

原子力災害対策特別措置
法

1999 1 法律 156 7 3 法第7条第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
原子力事業者
防災業務計画

2 非OD

https://www.nsr.
go.jp/activity/bo
usai/measure/e
mergency_action
_plan/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42642 21 環境省 原子力事業者防災業務計画の修正の命令
原子力災害対策特別措置
法

1999 1 法律 156 7 4 法第7条第4項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

42643 21 環境省
原子力防災組織の設置又は原子力防災要
員の配置の命令

原子力災害対策特別措置
法

1999 1 法律 156 8 5 法第8条第5項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

42644 21 環境省
原子力防災管理者等の選解任の届出の写し
の送付

原子力災害対策特別措置
法

1999 1 法律 156 9 5 法第9条第5項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）

原子力防災管
理者（副原子
力防災管理
者）選任・解任
届

2 非OD

https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law_new/index.ht
ml

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42645 21 環境省
原子力防災管理者又は副原子力防災管理
者の選任又は解任の命令

原子力災害対策特別措置
法

1999 1 法律 156 9 7 法第9条第7項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

42646 21 環境省 原子力防災管理者の通報義務
原子力災害対策特別措置
法

1999 1 法律 156 10 1 法第10条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 第１０条通報 2 非OD

http://www.nsr.g
o.jp/activity/bou
sai/trouble/gens
ai_25/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42647 21 環境省 専門的知識を有する職員の派遣要請
原子力災害対策特別措置
法

1999 1 法律 156 10 2 法第10条第2項 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため

42648 21 環境省 放射線測定設備検査申請

原子力災害対策特別措置
法に基づき原子力防災管
理者が通報すべき事象等
に関する規則

2012 3 省令又は規則 47 9 1 規則第9条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
許可・登録・届出事業者に関する台
帳

3 防災 3 防災 2 無 2 公開（OD未対応）
規制法令及び
通達に係る文
書

2 非OD
http://www.nsr.g
o.jp/disclosure/l
aw/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

42649 21 環境省 放射線測定設備検査済証の交付

原子力災害対策特別措置
法に基づき原子力防災管
理者が通報すべき事象等
に関する規則

2012 3 省令又は規則 47 9 2 規則第9条第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
許可・登録・届出事業者に関する台
帳

3 防災 3 防災 2 無 2 公開（OD未対応）
規制法令及び
通達に係る文
書

2 非OD
http://www.nsr.g
o.jp/disclosure/l
aw/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
3-2 二次利用可能なルー
ルを定めていない

公印のマスキング

42650 21 環境省
放射線測定設備の設置、維持、若しくは改善
又は原子力防災資機材の備え付け若しくは
保守点検のために必要な措置の命令

原子力災害対策特別措置
法

1999 1 法律 156 11 6 法第11条第6項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

42651 21 環境省 検出された放射線量の数値の記録
原子力災害対策特別措置
法

1999 1 法律 156 11 7 法第11条第7項 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

42652 21 環境省 検出された放射線量の数値の公表
原子力災害対策特別措置
法

1999 1 法律 156 11 7 法第11条第7項 3 縦覧等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

42653 21 環境省 防災訓練の実施の結果の報告の写しの送付
原子力災害対策特別措置
法

1999 1 法律 156 13 2 1 法第13条の2第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
防災訓練実施
結果報告書

2 非OD

http://www.nsr.g
o.jp/activity/bou
sai/measure/ku
nren/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42654 21 環境省 防災訓練の実施の結果の報告
原子力災害対策特別措置
法

1999 1 法律 156 13 2 1 法第13条の2第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
防災訓練実施
結果報告書

2 非OD

http://www.nsr.g
o.jp/activity/bou
sai/measure/ku
nren/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42655 21 環境省
防災訓練の方法の改善その他必要な措置の
命令

原子力災害対策特別措置
法

1999 1 法律 156 13 2 2 法第13条の2第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

42656 21 環境省
原子力緊急事態が発生したと認めるときの公
示案及び指示案の提示

原子力災害対策特別措置
法

1999 1 法律 156 15 1 法第15条第1項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

42657 21 環境省 応急措置の概要の報告
原子力災害対策特別措置
法

1999 1 法律 156 25 2 法第25条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）

原子力災害対
策特別措置法
第25条第2項
に基づく報告
資料等

2 非OD

http://www.nsr.g
o.jp/activity/bou
sai/trouble/gens
ai_25/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42658 21 環境省 報告聴取命令
原子力災害対策特別措置
法

1999 1 法律 156 31 法第31条
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

42659 21 環境省 原子力事業者から除かれる者の指定
原子力災害対策特別措置
法施行令

2000 2 政令 195 1 1 施行令第1条第1項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
原子力規制委
員会告示

2 非OD
https://kanpou.g
o.jp

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42660 21 環境省
原子力事業者から除かれる者の指定に係る
調査報告

原子力災害対策特別措置
法施行令

2000 2 政令 195 1 2 施行令第1条第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

42661 21 環境省 原子力事業者から除かれる者の指定解除
原子力災害対策特別措置
法施行令

2000 2 政令 195 1 4 施行令第1条第4項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
原子力規制委
員会告示

2 非OD
https://kanpou.g
o.jp

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42662 21 環境省
原子力事業者から除かれる者の指定及び指
定解除の告示

原子力災害対策特別措置
法施行令

2000 2 政令 195 1 5 施行令第1条第5項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
原子力規制委
員会告示

2 非OD
https://kanpou.g
o.jp

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42666 21 環境省

原子力災害対策特別措置法に基づき原子力
事業者が作成すべき原子力事業者防災業務
計画等に関する命令第4条第4項の規定の適
用の申請

原子力災害対策特別措置
法に基づき原子力事業者
が作成すべき原子力事業
者防災業務計画等に関す
る命令

2012 3 省令又は規則 4 4 5 命令第4条第5項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

42667 21 環境省

原子力災害対策特別措置法に基づき原子力
事業者が作成すべき原子力事業者防災業務
計画等に関する命令第4条第4項の規定の適
用の変更の申請

原子力災害対策特別措置
法に基づき原子力事業者
が作成すべき原子力事業
者防災業務計画等に関す
る命令

2012 3 省令又は規則 4 4 6 命令第4条第6項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

42668 21 環境省 原子力防災資機材現況の届出

原子力災害対策特別措置
法に基づき原子力事業者
が作成すべき原子力事業
者防災業務計画等に関す
る命令

2012 3 省令又は規則 4 5 2 命令第5条第2号 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
原子力防災資
機材現況届

2 非OD

https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law_new/index.ht
ml

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42677 21 環境省 貯蔵の事業の型式証明通知書の交付
使用済燃料の貯蔵の事業
に関する規則

2000 3 省令又は規則 102 43 2 5 1 1
規則第43条の2の5第1項
第1号

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
型式証明通知
書

2 非OD

http://www.nsr.g
o.jp/disclosure/l
aw/STO/00000
049.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42678 21 環境省 容器承認の申請(承認)
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 59 3 法第59条第3項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

42679 21 環境省
特定原子力事業者等の実施計画の遵守状
況の検査の結果に係る通知

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 64 3 7 法第64条の3第7項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 通知書 7 インフラ 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

東京電力ホー
ルディングス
株式会社 福島
第一原子力発
電所における
実施計画検査
の実施につい
て

1 OD

http://www.nsr.g
o.jp/activity/eart
hquake/kisei/jis
shi/index.html

7 構造化
PDF

2 年2～11
回

4半期毎

42680 21 環境省 核燃料物質の使用の許可（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律施行令

1957 2 政令 324 38 2 施行令第38条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
核燃料物質の使用の許
可の申請

3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42681 21 環境省
使用許可取り消しに伴う廃止措置計画の認
可（申請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 57 6 2 法第57条の6第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
核燃料物質の使用許可
取り消しに伴う廃止措置
計画の認可申請

○ 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42682 21 環境省
使用許可取り消しに伴う廃止措置計画の認
可（通知）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 57 6 2 法第57条の6第2項 1 申請等 1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省
核燃料物質の使用許可
取り消しに伴う廃止措置
計画の認可申請

3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 通知 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42683 21 環境省 核原料物質使用の届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 57 7 1 法第57条の7第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42684 21 環境省 核原料物質使用の廃止の届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 57 7 7 法第57条の7第7項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42686 21 環境省 試験使用承認

東京電力株式会社福島第
一原子力発電所原子炉施
設の保安及び特定核燃料
物質の防護に関する規則

2013 3 省令又は規則 2 20 2 1 法第20条第2項第1号
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 特定原子力施設の試験使用承認 7 インフラ 7 インフラ 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

42689 21 環境省
使用の廃止に伴う廃止措置計画の認可（申
請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 57 5 2 法第57条の5第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
核燃料物質の使用の廃
止に伴う廃止措置計画
の認可の申請

○ 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42690 21 環境省
使用の廃止に伴う廃止措置計画の認可（通
知）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 57 5 2 法第57条の5第2項 1 申請等 1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 通知 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42696 21 環境省
再処理事業の保安規定の（変更）認可（認
可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 50 2 法第50条第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 認可書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/201704.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42698 21 環境省 容器承認書の有効期間の書き換え
核燃料物質等の工場又は
事業所の外における運搬
に関する規則

1973 3 省令又は規則 57 23 3 規則第23条第3項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 容器承認書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42699 21 環境省
設計及び工事計画及び設計及び工事計画変
更（認可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 9 3 法第43条の3の9第3項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 ○ 1 有（データベースでの管理） 認可 7 インフラ 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応） 認可書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/201704.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42701 21 環境省 核原料物質使用の変更の届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 57 7 3 法第57条の7第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42702 21 環境省 一部使用承認

東京電力株式会社福島第
一原子力発電所原子炉施
設の保安及び特定核燃料
物質の防護に関する規則

2013 3 省令又は規則 2 20 2 2 法第20条第2項第2号
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 特定原子力施設の一部使用承認 7 インフラ 7 インフラ 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

42703 21 環境省 核原料物質使用の変更の届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律施行令

1957 2 政令 324 45 施行令第45条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42704 21 環境省 溶接検査終了証交付

東京電力株式会社福島第
一原子力発電所原子炉施
設の保安及び特定核燃料
物質の防護に関する規則

2013 3 省令又は規則 2 33 規則第33条
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 特定原子力施設の溶接検査終了証 7 インフラ 7 インフラ 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

42705 21 環境省
再処理事業の設計及び工事の方法の変更認
可（認可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 45 3 法第45条第3項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応） 認可書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/201704.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42709 21 環境省
核燃料使用施設に係る保安規定の認可又は
変更認可（通知）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 57 1 法第57条第1項 1 申請等 1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 通知 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

8 その他
4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない
29公開データ①：41条該
当施設のみ

42713 21 環境省
核燃料使用施設に係る保安規定の認可又は
変更認可（申請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 57 1 法第57条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
核燃料使用施設に係る
保安規定の認可申請等

○ 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

8 その他
4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない
29公開データ①：41条該
当施設のみ

42714 21 環境省
核燃料使用施設に係る保安規定の認可又は
変更認可（申請）

核燃料物質の使用等に関
する規則

1957 3 省令又は規則 84 2 12 1 規則第2条の12第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
核燃料使用施設に係る
保安規定の認可申請等

3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42716 21 環境省 使用前検査終了証交付

東京電力株式会社福島第
一原子力発電所原子炉施
設の保安及び特定核燃料
物質の防護に関する規則

2013 3 省令又は規則 2 24 法第24条
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
特定原子力施設の使用前検査終了
証

7 インフラ 7 インフラ 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

42719 21 環境省 核燃料物質の使用変更の許可（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 55 1 法第55条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
核燃料物質の使用変更
の許可の申請

○ 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

8 その他
4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない
29公開データ①：41条該
当施設のみ

42720 21 環境省 核燃料物質の使用変更の許可（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律施行令

1957 2 政令 324 40 施行令第40条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
核燃料物質の使用変更
の許可の申請

3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42723 21 環境省 許可等についての意見等
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 71 1 法第71条第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

意見書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

42724 21 環境省 設置許可事項の変更（許可）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 8 法第43条の3の8
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 ○ 1 有（データベースでの管理） 許可 7 インフラ 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応） 認可書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/201704.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42726 21 環境省 核燃料物質の使用の変更の許可（通知）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 55 1 法第55条第1項 1 申請等 1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 通知 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

8 その他
4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない
29公開データ①：41条該
当施設のみ

42727 21 環境省 公安委員会・海上保安庁への通知
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律施行令

1957 2 政令 324 64 施行令第64条
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国 × 21 環境省
公安委員会・海上保安
庁への通知

○ 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 連絡票 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/201704.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42729 21 環境省 公安委員会・海上保安庁への通知
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 72 5 法第72条第5項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国 × 21 環境省
公安委員会・海上保安
庁への通知

3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

42730 21 環境省 核燃料物質使用の変更の届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 55 2 法第55条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 届出 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

8 その他
4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない
29公開データ①：41条該
当施設のみ

42735 21 環境省
承認容器の一部廃止に伴う容器承認書の書
き換え

核燃料物質等の工場又は
事業所の外における運搬
に関する規則

1973 3 省令又は規則 57 24 3 規則第24条第3項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 容器承認書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42782 21 環境省 輸入溶接検査申請

東京電力株式会社福島第
一原子力発電所原子炉施
設の保安及び特定核燃料
物質の防護に関する規則

2013 3 省令又は規則 2 29 2 規則第29条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

42803 21 環境省
廃止措置を行う再処理事業の保安規定の
（変更）認可

使用済燃料の再処理の事
業に関する規則

1971 3 省令又は規則 10 17 2 規則第17条第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
保安規定の変
更認可申請書

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42809 21 環境省 貯蔵の事業の型式指定の変更承認の申請
使用済燃料の貯蔵の事業
に関する規則

2000 3 省令又は規則 102 43 2 9 1 規則第43条の2の9第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42810 21 環境省 発電用原子炉の設置（許可）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 6 1 法第43条の3の6第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

42814 21 環境省 製錬事業の放射線等管理報告
核原料物質又は核燃料物
質の製錬の事業に関する
規則

1957 3 省令又は規則 1 12 1 規則第12条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

42821 21 環境省
武力攻撃原子力災害の対策本部長等への
通知

武力攻撃事態等における
国民の保護のための措置
に関する法律

2004 1 法律 112 105 2 法第105条第2項 1 申請等 1 国
4-1 国又は独立行政
法人等

× 21 環境省 5 実績なし

42822 21 環境省
原子力規制委員会等による武力攻撃原子力
災害の通知

武力攻撃事態等における
国民の保護のための措置
に関する法律

2004 1 法律 112 105 4 法第105条第4項 1 申請等 1 国 3 地方等 × 21 環境省 5 実績なし

42823 21 環境省 登録認証機関による財務諸表等の提出
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 7 1 法第41条の7第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 財務諸表等の提出 ○ 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

42825 21 環境省 指定の申請
放射線業務従事者に係る
放射線管理記録の引渡し
機関に関する省令

2011 3 省令又は規則 12 3 2 省令第3条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

42827 21 環境省 記録の保存
放射線業務従事者に係る
放射線管理記録の引渡し
機関に関する省令

2011 3 省令又は規則 12 7 省令第7条 4 作成・保存等 2 独立行政法人等
公益財団法人放射線
影響協会

× 21 環境省 5 実績なし

42828 21 環境省 業務の報告
放射線業務従事者に係る
放射線管理記録の引渡し
機関に関する省令

2011 3 省令又は規則 12 15 省令第15条 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
公益財団法人放射線
影響協会

× 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない

42831 21 環境省
旧第1種廃棄事業者等の廃止措置計画の変
更の認可の申請

核燃料物質又は核燃料物
質によって汚染された物
の第一種廃棄物埋設の事
業に関する規則

2008 3 省令又は規則 23 87 1 規則第87条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

42847 21 環境省
貯蔵の事業の型式設計特定容器等指定通
知書等の交付

使用済燃料の貯蔵の事業
に関する規則

2000 3 省令又は規則 102 43 2 11 1 1
規則第43条の2の11第1
項第1号

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
型式の指定に
ついての通知
書

2 非OD

http://www.nsr.g
o.jp/disclosure/l
aw/STO/00000
057.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

42859 21 環境省 使用前検査申請

東京電力株式会社福島第
一原子力発電所原子炉施
設の保安及び特定核燃料
物質の防護に関する規則

2013 3 省令又は規則 2 19 2 規則第19条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

42860 21 環境省 試験使用承認等申請（添付書類）

東京電力株式会社福島第
一原子力発電所原子炉施
設の保安及び特定核燃料
物質の防護に関する規則

2013 3 省令又は規則 2 25 2 規則第25条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

42861 21 環境省 溶接検査申請

東京電力株式会社福島第
一原子力発電所原子炉施
設の保安及び特定核燃料
物質の防護に関する規則

2013 3 省令又は規則 2 27 2 規則第27条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

111638 21 環境省 原子力事業者の防災業務計画の作成
原子力災害対策特別措置
法

1999 1 法律 156 7 1 法第7条第1項 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため

111639 21 環境省 原子力事業者の防災業務計画の協議
原子力災害対策特別措置
法

1999 1 法律 156 7 2 法第7条第2項 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため

111640 21 環境省 原子力防災要員現況届の写しの送付
原子力災害対策特別措置
法

1999 1 法律 156 8 4 法第8条第4項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
原子力防災要
員現況届

2 非OD

https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law_new/index.ht
ml

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

111641 21 環境省
原子力防災管理者等の選解任の届出の写し
の送付

原子力災害対策特別措置
法

1999 1 法律 156 9 6 法第9条第6項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため

111642 21 環境省 原子力防災管理者の通報を受けた旨の通報
原子力災害対策特別措置
法

1999 1 法律 156 10 1 法第10条第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため

111643 21 環境省 原子力事業者の応急措置の概要の報告
原子力災害対策特別措置
法

1999 1 法律 156 25 2 法第25条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）

原子力災害対
策特別措置法
第25条第2項
に基づく報告
資料等

2 非OD

http://www.nsr.g
o.jp/activity/bou
sai/trouble/gens
ai_25/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

111644 21 環境省 原子力事業者の応急措置の概要の報告
原子力災害対策特別措置
法

1999 1 法律 156 25 2 法第25条第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
であり、当該手続関係書
類の国への報告義務がな
いため

111646 21 環境省
発電用原子炉設置者の核物質防護管理者
の届出

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 28 2 法第43条の3の28第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
核物質防護管理者の届
出

3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

111647 21 環境省
特定核燃料物質の防護のために講ずべき是
正措置（加工）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 21 3 2 法第21条の3第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省
特定核燃料物質の防護
のために講ずべき是正
措置

5 実績なし

111648 21 環境省
特定核燃料物質の防護のために講ずべき是
正措置（試験炉）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 36 2 法第36条第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省
特定核燃料物質の防護
のために講ずべき是正
措置

5 実績なし

111649 21 環境省
特定核燃料物質の防護のために講ずべき是
正措置（実用炉）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 23 2 法第43条の3の23第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省
特定核燃料物質の防護
のために講ずべき是正
措置

5 実績なし

111650 21 環境省
特定核燃料物質の防護のために講ずべき是
正措置（貯蔵）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 19 2 法第43条の19第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省
特定核燃料物質の防護
のために講ずべき是正
措置

5 実績なし

111651 21 環境省
特定核燃料物質の防護のために講ずべき是
正措置（再処理）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 49 2 法第49条第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省
特定核燃料物質の防護
のために講ずべき是正
措置

5 実績なし

111652 21 環境省
特定核燃料物質の防護のために講ずべき是
正措置（廃棄埋設）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 17 2 法第51条の17第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省
特定核燃料物質の防護
のために講ずべき是正
措置

5 実績なし

111653 21 環境省
特定核燃料物質の防護のために講ずべき是
正措置（使用）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 56 4 2 法第56条の4第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省
特定核燃料物質の防護
のために講ずべき是正
措置

5 実績なし

111654 21 環境省
特定核燃料物質の防護のために講ずべき是
正措置（特定原子炉）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 64 3 6 法律第64条の3第6項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省
特定核燃料物質の防護
のために講ずべき是正
措置

5 実績なし

111655 21 環境省 核物質防護規定の変更命令（製錬）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 12 2 3 法律第12条の2第3項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省
核物質防護規定の変更
命令

○ 5 実績なし

111656 21 環境省 核物質防護規定の変更命令（加工）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 22 6 2 法律第22条の6第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省
核物質防護規定の変更
命令

5 実績なし

111657 21 環境省 核物質防護規定の変更命令（試験炉）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 2 2 法律第43条の2第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省
核物質防護規定の変更
命令

5 実績なし

111658 21 環境省 核物質防護規定の変更命令（実用炉）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 27 2
法律第43条の3の27第2
項

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省
核物質防護規定の変更
命令

5 実績なし

111659 21 環境省 核物質防護規定の変更命令（貯蔵）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 25 2 法律第43条の25第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省
核物質防護規定の変更
命令

5 実績なし
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111660 21 環境省 核物質防護規定の変更命令（再処理）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 50 3 2 法律第50条の3第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省
核物質防護規定の変更
命令

5 実績なし

111661 21 環境省 核物質防護規定の変更命令（廃棄埋設）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 23 2 法律第51条の23第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省
核物質防護規定の変更
命令

5 実績なし

111662 21 環境省 核物質防護規定の変更命令（使用）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 57 2 2 法律第57条の2第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省
核物質防護規定の変更
命令

5 実績なし

111663 21 環境省
特定核燃料物質の防護のための実施計画の
変更命令（特定原子炉）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 64 3 4 法律第64条の3第4項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

111664 21 環境省
特定原子力事業者等の実施計画の認可（核
物質防護）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 64 3 1 法第64条の3第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 検査結果についての通知文 7 インフラ 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

111665 21 環境省
特定原子力事業者等の実施計画の変更の
認可（核物質防護）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 64 3 2 法第64条の3第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 検査結果についての通知文 7 インフラ 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

115412 21 環境省 使用の許可
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 3 1 法第3条第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
3-1 データ変換の作業が
負荷

115413 21 環境省 廃棄の業の許可
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 4 2 1 法第4条の2第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
3-1 データ変換の作業が
負荷

115414 21 環境省 許可使用に係る変更の許可
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 10 2 法第10条第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
3-1 データ変換の作業が
負荷

115415 21 環境省 廃棄の業に係る変更の許可
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 11 2 法第11条第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
3-1 データ変換の作業が
負荷

115416 21 環境省 許可証の再交付
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 12 法第12条
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
3-1 データ変換の作業が
負荷

115417 21 環境省 許可証の再交付申請に係る許可証の提出
放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 14 2 規則14条2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
3-1 データ変換の作業が
負荷

115418 21 環境省 許可証の再交付申請に係る許可証の返納
放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 14 3 規則14条3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開
3-1 データ変換の作業が
負荷

115419 21 環境省
放射性同位元素装備機器の設計又は特定
設計の認証に係る実地調査

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 12 3 2 法第12条の3第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

115420 21 環境省 設計認証等の取消し
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 12 7 1 法第12条の7第1項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115421 21 環境省 認証機器製造者への措置命令
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 12 7 2 法第12条の7第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115422 21 環境省 特定許可使用者の施設検査の合格
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 12 8 1 法第12条の8第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

115423 21 環境省 許可廃棄業者の施設検査の合格
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 12 8 2 法第12条の8第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

115424 21 環境省
許可使用者に対する使用施設等の基準適合
命令

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 14 1 法第14条第1項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115425 21 環境省
届出使用者に対する貯蔵施設の基準適合命
令

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 14 2 法第14条第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115426 21 環境省
許可廃棄業者に対する廃棄物詰替施設等の
基準適合命令

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 14 3 法第14条第3項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115427 21 環境省 使用に関する措置命令
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 15 2 法第15条第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115428 21 環境省 保管に関する措置命令
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 16 2 法第16条第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115429 21 環境省 工場又は事業所の運搬に関する措置命令
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 17 2 法第17条第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115430 21 環境省 工場又は事業所外の運搬に関する措置命令
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 18 4 法第18条第4項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115431 21 環境省
事業所外の運搬に関する都道府県公安委員
会の間の連絡

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 18 10 法第18条第10項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

115432 21 環境省 人の測定結果の記録の写しの交付
放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 20 4 6 規則第20条第4項第6号
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 5 国民等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

115433 21 環境省 放射線障害予防規程の作成
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 21 1 法第21条第1項 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
3-1 データ変換の作業が
負荷

115434 21 環境省 健康診断の記録の写し交付
放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 22 2 2 規則第22条第2項第2号
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 5 国民等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

115435 21 環境省 健康診断の記録の電磁的方法による保存
放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 22 2 1 規則第22条の2第1項 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

115436 21 環境省
許可届出使用者及び許可廃棄業者への特定
放射性同元素防護措置の改善命令

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 25 3 2 法第25条の3第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115437 21 環境省 特定放射性同位元素防護規程の届出
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 25 4 1 法第25条の4第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
防護規程の届出・変更
の届出

○ 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

115438 21 環境省 特定放射性同位元素防護規程の作成
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 25 4 1 法第25条の4第1項 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

115439 21 環境省 特定放射性同位元素防護規程の変更命令
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 25 4 2 法第25条の4第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115440 21 環境省
特定放射性同位元素防護規程の変更の届
出

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 25 4 3 法第25条の4第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
防護規程の届出・変更
の届出

1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

115441 21 環境省
原子力規制委員会が行う特定放射性同位元
素の運搬に関する確認の申請

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 24 2 6 規則第24条の2の6 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 運搬確認申請 5 実績なし

115442 21 環境省
登録運搬物確認機関が行う特定放射性同位
元素の運搬に関する確認の申請

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 24 2 6 規則第24条の2の6 1 申請等 6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

115443 21 環境省
特定放射性同位元素の運搬に関する運搬確
認証の交付

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 24 2 6 規則第24条の2の6
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 事業者からの結果報告書 11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

115444 21 環境省
特定放射性同位元素の運搬に関する容器承
認の申請

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 24 2 7 規則第24条の2の7 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 容器承認申請 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法に
基づく申請・届
出等の状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45608.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

115445 21 環境省
特定放射性同位元素の運搬に関する容器承
認書の交付

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 24 2 7 規則第24条の2の7
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115446 21 環境省
特定放射性同位元素の運搬に関する承認容
器使用期間更新申請

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 24 2 7 規則第24条の2の7 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 容器承認申請 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

115447 21 環境省
特定放射性同位元素の運搬に関する承認容
器として使用する期間更新に伴う書き換えた
容器承認書の交付

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 24 2 7 規則第24条の2の7
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

115448 21 環境省
特定放射性同位元素の運搬に関する容器承
認書の変更の届出

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 24 2 7 規則第24条の2の7 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 容器承認申請 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

115449 21 環境省
特定放射性同位元素の運搬に関する容器の
使用の廃止に係る届出

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 24 2 7 規則第24条の2の7 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 容器承認申請 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

115450 21 環境省
特定放射性同位元素の運搬に関する取決め
の締結の届出

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 25 6 2 法第25条の6第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

115451 21 環境省 特定放射性同位元素に係る報告
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 25 7 法第25条の7 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法に
基づく申請・届
出等の状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45608.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

115452 21 環境省 特定放射性同位元素の変更等に係る報告
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 25 7 法第25条の7 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法に
基づく申請・届
出等の状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45608.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

115453 21 環境省 特定放射性同位元素の所持に係る報告
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 25 7 法第25条の7 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法に
基づく申請・届
出等の状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45608.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

115454 21 環境省
特定放射性同位元素の防護に関する記帳義
務

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 25 9 1 法第25条の9第1項 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

115455 21 環境省
特定放射性同位元素の防護に関する帳簿の
保存

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 25 9 2 法第25条の9第2項 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

115456 21 環境省
特定放射性同位元素の防護に関する記帳事
項の電磁的方法による保存

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 24 2 12 4
規則第24条の2の12第4
項

4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

115457 21 環境省
許可使用者等に対しての許可の取消し等の
命令

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 26 1 法第26条第1項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115458 21 環境省
届出使用者等に対しての許可の取消し等の
命令

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 26 2 法第26条第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115459 21 環境省 許可使用者の合併等についての認可
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 26 2 1 法第26条の2第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
3-1 データ変換の作業が
負荷

115460 21 環境省 許可廃棄業者の合併等に係る認可
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 26 2 2 法第26条の2第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
3-1 データ変換の作業が
負荷

115461 21 環境省 許可取消使用者等への必要な措置の命令
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 28 6 法第28条第6項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115462 21 環境省 危険時の措置に係る必要な措置の命令
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 33 3 法第33条第3項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115463 21 環境省 放射能濃度確認
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 33 3 1 法第33条の3第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

115464 21 環境省
放射線取扱主任者試験合格証の再交付に係
る合格証の提出

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 35 3 2 規則第35条の3第2項 1 申請等 5 国民等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115465 21 環境省
放射線取扱主任者試験合格証の再交付に係
る合格証の返納

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 35 3 3 規則第35条の3第3項 1 申請等 5 国民等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115466 21 環境省
原子力規制委員会が行う放射線取扱主任者
講習修了証の再交付に係る講習修了証の提
出

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 35 7 2 規則第35条の7第2項 1 申請等 5 国民等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

115467 21 環境省
登録資格講習機関が行う放射線取扱主任者
講習修了証の再交付に係る講習修了証の提
出

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 35 7 3 規則第35条の7第3項 1 申請等 5 国民等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

115468 21 環境省
放射線取扱主任者講習修了証の再交付に係
る講習修了証の返納

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 35 7 4 規則第35条の7第4項 1 申請等 5 国民等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

115469 21 環境省 免状の交付の申請
放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 36 2 1 規則第36条の2第1項 1 申請等 5 国民等 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法に
基づく申請・届
出等の状況

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0000
45608.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

115470 21 環境省 免状の再交付の申請に係る免状の提出
放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 38 2 規則第38条第2項 1 申請等 5 国民等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115471 21 環境省 免状の再交付の申請に係る免状の返納
放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 38 3 規則第38条第3項 1 申請等 5 国民等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

115472 21 環境省
特定放射性同位元素防護管理者の選任及び
解任の届出

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 38 2 2 法第38条の2第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

115473 21 環境省
許可届出使用者等に対する特定放射性同位
元素防護管理者の研修の指示

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 38 3 法第38条の3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115474 21 環境省
特定放射性同位元素防護管理者の代理者
の選任及び解任の届出

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 38 3 法第38条の3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

115475 21 環境省
特定放射性同位元素防護管理者及び代理者
の解任命令

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 38 3 法第38条の3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115476 21 環境省
特定放射性同位元素防護管理者に係る研修
修了証の交付

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則

1960 3 省令又は規則 56 38 9 規則第38条の9
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115477 21 環境省 登録認証機関登録簿の記載
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 2 法第41条第2項 4 作成・保存等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法
登録機関等リ
スト

1 OD

https://www.nsr.
go.jp/activity/ri_
kisei/tourokunin
shou/index.html

8 その他
4 都度更
新

不定期 HTML

115478 21 環境省
登録認証機関登録の更新による登録簿の記
載

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 2 2 法第41条の2第2項 4 作成・保存等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法
登録機関等リ
スト

1 OD

https://www.nsr.
go.jp/activity/ri_
kisei/tourokunin
shou/index.html

8 その他
4 都度更
新

不定期 HTML

115479 21 環境省 登録認証機関の登録の更新
登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 3 規則第3条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 登録の更新 ○ 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115480 21 環境省
登録認証機関による設計認証等結果報告書
の提出

登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 4 2 規則第4条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
登録認証機関等による
結果報告書の提出

○ 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
3-1 データ変換の作業が
負荷

115481 21 環境省
登録認証機関による設計認証等の拒否の通
知

登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 5 規則第5条
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115482 21 環境省
登録認証機関による財務諸表等の作成及び
備付け

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 7 1 法第41条の7第1項 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

115483 21 環境省
登録認証機関の財務諸表等の閲覧等の請
求

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 7 2 法第41条の7第2項 1 申請等 6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

115484 21 環境省 登録認証機関の役員の選任の届出
登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 12 1 規則第12条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 役員の選任の届出 ○ 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115485 21 環境省 登録認証機関の役員の解任の届出
登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 12 2 規則第12条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 役員の解任の届出 ○ 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115486 21 環境省 登録認証機関に対する適合命令
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 10 法第41条の10
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115487 21 環境省 登録認証機関に対する改善命令
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 11 法第41条の11
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115488 21 環境省 登録認証機関に対する登録の取消し等命令
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 12 法第41条の12
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115489 21 環境省 登録認証機関による設計認証業務の引継ぎ
登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 14 規則第14条
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

115490 21 環境省 登録検査機関登録簿の記載
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 16 法第41条の16 4 作成・保存等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法
登録機関等リ
スト

1 OD

https://www.nsr.
go.jp/activity/ri_
kisei/tourokunin
shou/index.html

8 その他
4 都度更
新

不定期 HTML

115491 21 環境省
登録検査機関登録の更新による登録簿の記
載

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 16 法第41条の16 4 作成・保存等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法
登録機関等リ
スト

1 OD

https://www.nsr.
go.jp/activity/ri_
kisei/tourokunin
shou/index.html

8 その他
4 都度更
新

不定期 HTML

115492 21 環境省 登録検査機関の登録の更新
登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 17 規則第17条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 登録の更新 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115493 21 環境省
登録検査機関による施設検査等結果報告書
の提出

登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 18 2 規則第18条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
登録認証機関等による
結果報告書の提出

2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115494 21 環境省
登録検査機関による施設検査等の拒否の通
知

登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 19 規則第19条
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115495 21 環境省 検査業務規程の認可及び変更認可の申請
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 16 法第41条の16 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
業務規程の認可及び変
更認可の申請

2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
3-1 データ変換の作業が
負荷



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

115496 21 環境省 登録検査機関業務の休廃止の許可の申請
登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 23 1 規則第23条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 休廃止の許可の申請 5 実績なし

115497 21 環境省 登録検査機関による財務諸表等の提出
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 16 法第41条の16 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 財務諸表等の提出 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

115498 21 環境省
登録検査機関による財務諸表等の作成及び
備付け

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 16 法第41条の16 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

115499 21 環境省
登録検査機関の財務諸表等の閲覧等の請
求

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 16 法第41条の16 1 申請等 6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

115500 21 環境省 検査員等の選任及び変更の届出
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 16 法第41条の16 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
設計認証員・検査員・確
認員等の選任及び変更
の届出

2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115501 21 環境省 登録検査機関の役員の選任の届出
登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 26 1 規則第26条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 役員の選任の届出 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115502 21 環境省 登録検査機関の役員の解任の届出
登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 26 2 規則第26条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 役員の解任の届出 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115503 21 環境省 登録検査機関に対する適合命令
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 16 法第41条の16
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115504 21 環境省 登録検査機関に対する改善命令
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 16 法第41条の16
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115505 21 環境省 登録検査機関に対する登録の取消し等命令
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 16 法第41条の16
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115506 21 環境省 登録検査機関による帳簿の記載及び保存
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 16 法第41条の16 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

115507 21 環境省 登録検査機関による検査業務の引継ぎ
登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 28 規則第28条
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

115508 21 環境省 登録定期確認機関登録簿の記載
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 18 法第41条の18 4 作成・保存等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法
登録機関等リ
スト

1 OD

https://www.nsr.
go.jp/activity/ri_
kisei/tourokunin
shou/index.html

8 その他
4 都度更
新

不定期 HTML

115509 21 環境省
登録定期確認機関登録の更新による登録簿
の記載

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 18 法第41条の18 4 作成・保存等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法
登録機関等リ
スト

1 OD

https://www.nsr.
go.jp/activity/ri_
kisei/tourokunin
shou/index.html

8 その他
4 都度更
新

不定期 HTML

115510 21 環境省 登録定期確認機関の登録の更新
登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 31 規則第31条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 登録の更新 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115511 21 環境省
登録定期確認機関による定期確認結果報告
書の提出

登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 32 2 規則第32条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
登録認証機関等による
結果報告書の提出

2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115512 21 環境省
登録定期確認機関による定期確認の拒否の
通知

登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 33 1 規則第33条第1項
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115513 21 環境省
定期確認業務規程の認可及び変更認可の申
請

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 18 法第41条の18 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
業務規程の認可及び変
更認可の申請

2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
3-1 データ変換の作業が
負荷

115514 21 環境省
登録定期確認機関業務の休廃止の許可の
申請

登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 37 規則第37条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 休廃止の許可の申請 5 実績なし

115515 21 環境省 登録定期確認機関による財務諸表等の提出
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 18 法第41条の18 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 財務諸表等の提出 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

115516 21 環境省
登録定期確認機関による財務諸表等の作成
及び備付け

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 18 法第41条の18 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

115517 21 環境省
登録定期確認機関の財務諸表等の閲覧等
の請求

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 18 法第41条の18 1 申請等 6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

115518 21 環境省 定期確認員等の選任及び変更の届出
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 18 法第41条の18 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
設計認証員・検査員・確
認員等の選任及び変更
の届出

2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115519 21 環境省 登録定期確認機関の役員の選任の届出
登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 40 1 規則第40条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 役員の選任の届出 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115520 21 環境省 登録定期確認機関の役員の解任の届出
登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 40 2 規則第40条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 役員の解任の届出 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115521 21 環境省 登録定期確認機関に対する適合命令
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 18 法第41条の18
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115522 21 環境省 登録定期確認機関に対する改善命令
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 18 法第41条の18
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115523 21 環境省
登録定期確認機関に対する登録の取消し等
命令

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 18 法第41条の18
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115524 21 環境省
登録定期確認機関による帳簿の記載及び保
存

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 18 法第41条の18 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

115525 21 環境省
登録定期確認機関による定期確認業務の引
継ぎ

登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 42 規則第42条
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

115526 21 環境省 登録運搬物確認機関登録簿の記載
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 22 法第41条の22 4 作成・保存等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法
登録機関等リ
スト

1 OD

https://www.nsr.
go.jp/activity/ri_
kisei/tourokunin
shou/index.html

8 その他
4 都度更
新

不定期 HTML

115527 21 環境省
登録運搬物確認機関登録の更新による登録
簿の記載

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 22 法第41条の22 4 作成・保存等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法
登録機関等リ
スト

1 OD

https://www.nsr.
go.jp/activity/ri_
kisei/tourokunin
shou/index.html

8 その他
4 都度更
新

不定期 HTML

115528 21 環境省 登録運搬物確認機関の登録の更新
登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 45 規則第45条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 登録の更新 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115529 21 環境省
登録運搬物確認機関による運搬物確認結果
報告書の提出

登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 46 2 規則第46条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
登録認証機関等による
結果報告書の提出

2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115530 21 環境省
登録運搬物確認機関による運搬物確認の拒
否の通知

登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 47 規則第47条
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115531 21 環境省
運搬物確認業務規程の認可及び変更認可の
申請

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 22 法第41条の22 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
業務規程の認可及び変
更認可の申請

2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
3-1 データ変換の作業が
負荷

115532 21 環境省
登録運搬物確認機関業務の休廃止の許可
の申請

登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 51 規則第51条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 休廃止の許可の申請 5 実績なし

115533 21 環境省
登録運搬物確認機関による財務諸表等の提
出

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 22 法第41条の22 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 財務諸表等の提出 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

115534 21 環境省
登録運搬物確認機関による財務諸表等の作
成及び備付け

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 22 法第41条の22 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

115535 21 環境省
登録運搬物確認機関の財務諸表等の閲覧
等の請求

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 22 法第41条の22 1 申請等 6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

115536 21 環境省 運搬物確認員等の選任及び変更の届出
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 22 法第41条の22 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
設計認証員・検査員・確
認員等の選任及び変更
の届出

2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115537 21 環境省 登録運搬物確認機関の役員の選任の届出
登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 54 1 規則第54条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 役員の選任の届出 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115538 21 環境省 登録運搬物確認機関の役員の解任の届出
登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 54 2 規則第54条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 役員の解任の届出 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115539 21 環境省 登録運搬物確認機関に対する適合命令
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 22 法第41条の22
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115540 21 環境省 登録運搬物確認機関に対する改善命令
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 22 法第41条の22
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115541 21 環境省
登録運搬物確認機関に対する登録の取消し
等命令

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 22 法第41条の22
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115542 21 環境省
登録運搬物確認機関による帳簿の記載及び
保存

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 22 法第41条の22 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

115543 21 環境省
登録運搬物確認機関による運搬物確認業務
の引継ぎ

登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 56 規則第56条
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

115544 21 環境省 登録埋設確認機関登録簿の記載
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 24 法第41条の24 4 作成・保存等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法
登録機関等リ
スト

1 OD

https://www.nsr.
go.jp/activity/ri_
kisei/tourokunin
shou/index.html

8 その他
4 都度更
新

不定期 HTML

115545 21 環境省
登録埋設物確認機関登録の更新による登録
簿の記載

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 24 法第41条の24 4 作成・保存等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法
登録機関等リ
スト

1 OD

https://www.nsr.
go.jp/activity/ri_
kisei/tourokunin
shou/index.html

8 その他
4 都度更
新

不定期 HTML

115546 21 環境省 登録埋設確認機関の登録の更新
登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 59 規則第59条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 登録の更新 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115547 21 環境省
登録埋設確認機関による埋設確認結果報告
書の提出

登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 60 2 規則第60条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
登録認証機関等による
結果報告書の提出

2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115548 21 環境省
登録埋設確認機関による埋設確認の拒否の
通知

登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 61 規則第61条
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115549 21 環境省
埋設確認業務規程の認可及び変更認可の申
請

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 24 法第41条の24 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
業務規程の認可及び変
更認可の申請

2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
3-1 データ変換の作業が
負荷

115550 21 環境省
登録埋設確認機関業務の休廃止の許可の
申請

登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 65 規則第65条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 休廃止の許可の申請 5 実績なし

115551 21 環境省 登録埋設確認機関による財務諸表等の提出
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 24 法第41条の24 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 財務諸表等の提出 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

115552 21 環境省
登録埋設確認機関による財務諸表等の作成
及び備付け

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 24 法第41条の24 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

115553 21 環境省
登録埋設確認機関の財務諸表等の閲覧等
の請求

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 24 法第41条の24 1 申請等 6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

115554 21 環境省 埋設確認員等の選任及び変更の届出
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 24 法第41条の24 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
設計認証員・検査員・確
認員等の選任及び変更
の届出

2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115555 21 環境省 登録埋設確認機関の役員の選任の届出
登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 68 1 規則第68条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 役員の選任の届出 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115556 21 環境省 登録埋設確認機関の役員の解任の届出
登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 68 2 規則第68条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 役員の解任の届出 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115557 21 環境省 登録埋設機関に対する適合命令
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 24 法第41条の24
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115558 21 環境省 登録埋設機関に対する改善命令
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 24 法第41条の24
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115559 21 環境省 登録埋設機関に対する登録の取消し等命令
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 24 法第41条の24
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115560 21 環境省
登録埋設確認機関による帳簿の記載及び保
存

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 24 法第41条の24 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

115561 21 環境省
登録埋設確認機関による埋設確認業務の引
継ぎ

登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 70 規則第70条
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

115562 21 環境省 登録濃度確認機関登録簿の記載
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 26 法第41条の26 4 作成・保存等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法
登録機関等リ
スト

1 OD

https://www.nsr.
go.jp/activity/ri_
kisei/tourokunin
shou/index.html

8 その他
4 都度更
新

不定期 HTML

115563 21 環境省
登録濃度確認機関登録の更新による登録簿
の記載

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 26 法第41条の26 4 作成・保存等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法
登録機関等リ
スト

1 OD

https://www.nsr.
go.jp/activity/ri_
kisei/tourokunin
shou/index.html

8 その他
4 都度更
新

不定期 HTML

115564 21 環境省 登録濃度確認機関の登録の更新
登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 73 規則第73条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 登録の更新 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115565 21 環境省
登録濃度確認機関による濃度確認結果報告
書の提出

登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 74 2 規則第74条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
登録認証機関等による
結果報告書の提出

2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115566 21 環境省
登録濃度確認機関による濃度確認の拒否の
通知

登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 75 規則第75条
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115567 21 環境省
濃度確認業務規程の認可及び変更認可の申
請

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 26 法第41条の26 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
業務規程の認可及び変
更認可の申請

2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
3-1 データ変換の作業が
負荷

115568 21 環境省
登録濃度確認機関業務の休廃止の許可の
申請

登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 79 規則第79条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 休廃止の許可の申請 5 実績なし

115569 21 環境省 登録濃度確認機関による財務諸表等の提出
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 26 法第41条の26 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 財務諸表等の提出 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

115570 21 環境省
登録濃度確認機関による財務諸表等の作成
及び備付け

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 26 法第41条の26 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

115571 21 環境省
登録濃度確認機関の財務諸表等の閲覧等
の請求

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 26 法第41条の26 1 申請等 6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

115572 21 環境省 濃度確認員等の選任及び変更の届出
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 26 法第41条の26 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
設計認証員・検査員・確
認員等の選任及び変更
の届出

2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115573 21 環境省 登録濃度確認機関の役員の選任の届出
登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 82 1 規則第82条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 役員の選任の届出 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115574 21 環境省 登録濃度確認機関の役員の解任の届出
登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 82 2 規則第82条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 役員の解任の届出 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115575 21 環境省 登録埋設機関に対する適合命令
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 26 法第41条の26
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115576 21 環境省 登録埋設機関に対する改善命令
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 26 法第41条の26
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115577 21 環境省 登録埋設機関に対する登録の取消し等命令
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 26 法第41条の26
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115578 21 環境省
登録濃度確認機関による帳簿の記載及び保
存

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 26 法第41条の26 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

115579 21 環境省
登録濃度確認機関による濃度確認業務の引
継ぎ

登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 84 規則第84条
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

115580 21 環境省
登録試験機関による試験業務の管理に関す
る文書の作成

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 29 1 法第41条の29第1項 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

115581 21 環境省 登録試験機関登録簿の記載
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 30 法第41条の30 4 作成・保存等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法
登録機関等リ
スト

1 OD

https://www.nsr.
go.jp/activity/ri_
kisei/tourokunin
shou/index.html

8 その他
4 都度更
新

不定期 HTML

115582 21 環境省
登録試験機関登録の更新による登録簿の記
載

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 30 法第41条の30 4 作成・保存等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法
登録機関等リ
スト

1 OD

https://www.nsr.
go.jp/activity/ri_
kisei/tourokunin
shou/index.html

8 その他
4 都度更
新

不定期 HTML

115583 21 環境省 登録試験機関の登録の更新
登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 87 規則第87条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 登録の更新 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115584 21 環境省 登録試験機関による試験結果報告書の提出
登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 89 1 規則第89条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
登録認証機関等による
結果報告書の提出

2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115585 21 環境省
登録試験機関による試験結果報告に係る合
格者一覧表の提出

登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 89 2 規則第89条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射線取扱主
任者試験合格
者について

1 OD
https://www.nsr.
go.jp/data/0002
87691.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

115586 21 環境省 試験業務規程の認可及び変更認可の申請
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 30 法第41条の30 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
業務規程の認可及び変
更認可の申請

2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
3-1 データ変換の作業が
負荷

115587 21 環境省 登録試験機関業務の休廃止の許可の申請
登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 93 規則第93条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 休廃止の許可の申請 5 実績なし

115588 21 環境省 登録試験機関による財務諸表等の提出
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 30 法第41条の30 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 財務諸表等の提出 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

115589 21 環境省
登録試験機関による財務諸表等の作成及び
備付け

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 30 法第41条の30 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

115590 21 環境省
登録試験機関の財務諸表等の閲覧等の請
求

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 30 法第41条の30 1 申請等 6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

115591 21 環境省 試験委員の選任及び変更の届出
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 30 法第41条の30 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

115592 21 環境省 登録試験機関に対する適合命令
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 30 法第41条の30
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115593 21 環境省 登録試験機関に対する改善命令
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 30 法第41条の30
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115594 21 環境省 登録試験機関に対する登録の取消し等命令
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 30 法第41条の30
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115595 21 環境省 登録試験機関による帳簿の記載及び保存
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 30 法第41条の30 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

115596 21 環境省 登録試験機関による試験業務の引継ぎ
登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 97 規則第97条
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

115597 21 環境省 登録資格講習機関登録簿の記載
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 34 法第41条の34 4 作成・保存等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法
登録機関等リ
スト

1 OD

https://www.nsr.
go.jp/activity/ri_
kisei/tourokunin
shou/index.html

8 その他
4 都度更
新

不定期 HTML

115598 21 環境省
登録資格講習機関登録の更新による登録簿
の記載

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 34 法第41条の34 4 作成・保存等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法
登録機関等リ
スト

1 OD

https://www.nsr.
go.jp/activity/ri_
kisei/tourokunin
shou/index.html

8 その他
4 都度更
新

不定期 HTML

115599 21 環境省 登録資格講習機関の登録の更新
登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 100 規則第100条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 登録の更新 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115600 21 環境省
登録資格講習機関による資格講習結果報告
書の提出

登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 101 1 規則第101条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
登録認証機関等による
結果報告書の提出

2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115601 21 環境省
登録資格講習機関による資格講習結果報告
に係る修了者一覧表の提出

登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 101 2 規則第101条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115602 21 環境省
資格講習業務規程の認可及び変更認可の申
請

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 34 法第41条の34 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
業務規程の認可及び変
更認可の申請

2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
3-1 データ変換の作業が
負荷

115603 21 環境省
登録資格講習機関業務の休廃止の許可の
申請

登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 105 規則第105条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 休廃止の許可の申請 5 実績なし

115604 21 環境省 登録資格講習機関による財務諸表等の提出
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 34 法第41条の34 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 財務諸表等の提出 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

115605 21 環境省
登録資格講習機関による財務諸表等の作成
及び備付け

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 34 法第41条の34 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

115606 21 環境省
登録資格講習機関の財務諸表等の閲覧等
の請求

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 34 法第41条の34 1 申請等 6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

115607 21 環境省 講師の選任及び変更の届出
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 34 法第41条の34 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115608 21 環境省 登録資格講習機関に対する適合命令
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 34 法第41条の34
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115609 21 環境省 登録資格講習機関に対する改善命令
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 34 法第41条の34
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115610 21 環境省
登録資格講習機関に対する登録の取消し等
命令

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 34 法第41条の34
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115611 21 環境省
登録資格講習機関による帳簿の記載及び保
存

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 34 法第41条の34 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

115612 21 環境省
登録資格講習機関による資格講習業務の引
継ぎ

登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 109 規則第109条
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

115613 21 環境省
登録放射線取扱主任者定期講習機関登録
簿の記載

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 40 法第41条の40 4 作成・保存等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法
登録機関等リ
スト

1 OD

https://www.nsr.
go.jp/activity/ri_
kisei/tourokunin
shou/index.html

8 その他
4 都度更
新

不定期 HTML

115614 21 環境省
登録放射線取扱主任者定期講習機関登録
の更新による登録簿の記載

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 40 法第41条の40 4 作成・保存等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法
登録機関等リ
スト

1 OD

https://www.nsr.
go.jp/activity/ri_
kisei/tourokunin
shou/index.html

8 その他
4 都度更
新

不定期 HTML

115615 21 環境省
登録放射線取扱主任者定期講習機関の登
録の更新

登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 112 規則第112条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 登録の更新 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115616 21 環境省
登録放射線取扱主任者定期講習機関による
放射線取扱主任者定期講習結果報告書の
提出

登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 113 1 規則第113条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
登録認証機関等による
結果報告書の提出

2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115617 21 環境省
登録放射線取扱主任者定期講習機関による
放射線取扱主任者定期講習結果報告に係る
修了者一覧表の提出

登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 113 2 規則第113条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115618 21 環境省
登録放射線取扱主任者定期講習機関による
財務諸表等の提出

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 40 法第41条の40 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 財務諸表等の提出 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

115619 21 環境省
登録放射線取扱主任者定期講習機関による
財務諸表等の作成及び備付け

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 40 法第41条の40 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

115620 21 環境省
登録放射線取扱主任者定期講習機関の財
務諸表等の閲覧等の請求

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 40 法第41条の40 1 申請等 6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

115621 21 環境省
登録放射線取扱主任者定期講習機関に対す
る適合命令

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 40 法第41条の40
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115622 21 環境省
登録放射線取扱主任者定期講習機関に対す
る改善命令

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 40 法第41条の40
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115623 21 環境省
登録放射線取扱主任者定期講習機関に対す
る登録の取消し等命令

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 40 法第41条の40
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115624 21 環境省
登録放射線取扱主任者定期講習機関による
帳簿の記載及び保存

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 40 法第41条の40 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

115625 21 環境省
登録放射線取扱主任者定期講習機関による
放射線取扱主任者定期講習業務の引継ぎ

登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 120 規則第120項
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

115626 21 環境省
登録特定放射性同位元素防護管理者定期
講習機関の登録の申請

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 41 法第41条の41 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 登録の申請 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115627 21 環境省
登録特定放射性同位元素防護管理者定期
講習機関登録簿の記載

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 46 法第41条の46 4 作成・保存等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法
登録機関等リ
スト

1 OD

https://www.nsr.
go.jp/activity/ri_
kisei/tourokunin
shou/index.html

8 その他
4 都度更
新

不定期 HTML

115628 21 環境省
登録特定放射性同位元素防護管理者定期
講習機関登録の更新による登録簿の記載

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 46 法第41条の46 4 作成・保存等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

放射性同位元
素等規制法
登録機関等リ
スト

1 OD

https://www.nsr.
go.jp/activity/ri_
kisei/tourokunin
shou/index.html

8 その他
4 都度更
新

不定期 HTML

115629 21 環境省
登録特定放射性同位元素防護管理者定期
講習機関の登録の更新

登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 123 規則第123項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 登録の更新 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115630 21 環境省
登録特定放射性同位元素防護管理者定期
講習機関による特定放射性同位元素防護管
理者定期講習結果報告書の提出

登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 124 1 規則第124項第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
登録認証機関等による
結果報告書の提出

2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115631 21 環境省

登録特定放射性同位元素防護管理者定期
講習機関による特定放射性同位元素防護管
理者定期講習結果報告に係る修了者一覧表
の提出

登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 124 2 規則第124項第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115632 21 環境省
登録特定放射性同位元素防護管理者定期
講習機関による登録事項の変更の届出

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 46 法第41条の46 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 登録事項の変更の届出 5 実績なし

115633 21 環境省
特定放射性同位元素防護管理者定期講習
業務規程の届出及び変更の届出

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 44 1 法第41条の44第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
業務規程の届出及び変
更の届出

2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
3-1 データ変換の作業が
負荷

115634 21 環境省
登録特定放射性同位元素防護管理者定期
講習機関業務の休廃止の届出

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 45 法第41条の45 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 休廃止の届出 5 実績なし

115635 21 環境省
登録特定放射性同位元素防護管理者定期
講習機関による財務諸表等の提出

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 46 法第41条の46 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 財務諸表等の提出 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

115636 21 環境省
登録特定放射性同位元素防護管理者定期
講習機関による財務諸表等の作成及び備付
け

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 46 法第41条の46 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

115637 21 環境省
登録特定放射性同位元素防護管理者定期
講習機関の財務諸表等の閲覧等の請求

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 46 法第41条の46 1 申請等 6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

115638 21 環境省
登録特定放射性同位元素防護管理者定期
講習機関に対する適合命令

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 46 法第41条の46
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115639 21 環境省
登録特定放射性同位元素防護管理者定期
講習機関に対する改善命令

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 46 法第41条の46
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115640 21 環境省
登録特定放射性同位元素防護管理者定期
講習機関に対する登録の取消し等命令

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 46 法第41条の46
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115641 21 環境省
登録特定放射性同位元素防護管理者定期
講習機関による帳簿の記載及び保存

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 41 46 法第41条の46 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

115642 21 環境省
登録防護管理者定期講習機関による防護管
理者定期講習業務の引継ぎ

登録認証機関等に関する
規則

2005 3 省令又は規則 37 131 規則第131条
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

115643 21 環境省
原子力規制委員会が行う許可等の関係行政
機関の長への連絡

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 47 1 法第47条第1項 1 申請等 1 国 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

115644 21 環境省
原子力規制委員会が行う許可等の国家公安
委員会等への連絡

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 47 2 法第47条第2項 1 申請等 1 国 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

115645 21 環境省
特定放射性同位元素防護規程等の届出の
国家公安委員会への連絡

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 48 2 1 法第48条の2第1項 1 申請等 1 国 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

115646 21 環境省
原子力規制委員会が行う濃度確認等の環境
大臣への連絡

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 48 3 2 法第48条の3第2項 1 申請等 1 国 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

115647 21 環境省
登録濃度確認機関による濃度確認の環境大
臣への連絡

放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 48 3 3 法第48条の3第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

115648 21 環境省 申請等に係る手数料の納付
放射性同位元素等の規制
に関する法律

1957 1 法律 167 49 1 法第49条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
3-1 データ変換の作業が
負荷

115649 21 環境省 指定記録保存機関による記録の保存

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則の
規定に基づく記録に引渡し
機関に関する規則

2009 3 省令又は規則 14 1 1 省令第1条第1号 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

115650 21 環境省 指定記録保存機関の指定の申請

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則の
規定に基づく記録の引渡
し機関に関する規則

2009 3 省令又は規則 14 3 1 省令第3条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない

115651 21 環境省
指定記録保存機関の記録保存等業務の実
施

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則の
規定に基づく記録に引渡し
機関に関する規則

2009 3 省令又は規則 14 6 省令第6条 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

115652 21 環境省 指定記録保存機関による記録の保存

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則の
規定に基づく記録に引渡し
機関に関する規則

2009 3 省令又は規則 14 7 省令第7条 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

115653 21 環境省 指定記録保存機関による名称等の変更届出

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則の
規定に基づく記録の引渡
し機関に関する規則

2009 3 省令又は規則 14 8 省令第8条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

115654 21 環境省
指定記録保存機関業務規程の届出及び変更
の届出

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則の
規定に基づく記録の引渡
し機関に関する規則

2009 3 省令又は規則 14 9 省令第9条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
3-1 データ変換の作業が
負荷

115655 21 環境省
指定記録保存機関による業務の休廃止の届
出

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則の
規定に基づく記録の引渡
し機関に関する規則

2009 3 省令又は規則 14 10 1 省令第10条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

115656 21 環境省
指定記録保存機関の業務の廃止による記録
の引渡し

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則の
規定に基づく記録に引渡し
機関に関する規則

2009 3 省令又は規則 14 10 2 省令第10条第2項
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115657 21 環境省
指定記録保存機関による事業報告書等の提
出

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則の
規定に基づく記録の引渡
し機関に関する規則

2009 3 省令又は規則 14 11 省令第11条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
 事業者に関する台帳、事業者から
の報告を集計した統計

11 該当なし 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
3-1 データ変換の作業が
負荷

115658 21 環境省 指定記録保存機関に対する勧告

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則の
規定に基づく記録に引渡し
機関に関する規則

2009 3 省令又は規則 14 12 省令第12条
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115659 21 環境省
指定記録保存機関に対する指定の取消し等
命令

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則の
規定に基づく記録に引渡し
機関に関する規則

2009 3 省令又は規則 14 13 1 省令第13条第1項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115660 21 環境省
指定記録保存機関による帳簿の備え付け及
び保存

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則の
規定に基づく記録に引渡し
機関に関する規則

2009 3 省令又は規則 14 14 省令第14条 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
当該手続きは、各事業者
のみの対応であり、把握
するのは困難。

115661 21 環境省
指定記録保存機関に対する業務状況の報告
徴求

放射性同位元素等の規制
に関する法律施行規則の
規定に基づく記録に引渡し
機関に関する規則

2009 3 省令又は規則 14 15 省令第15条
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

115662 21 環境省
発電用原子炉主任技術者の選任・解任の届
出

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 26 2
法第43条の3の26第2項
にて準用する法第40条第
2項の規定

1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）

発電用原子炉
主任技術者の
選任又は解任
届出書を受理

2 非OD
http://www.nsr.g
o.jp/data/00032
2065.pdf

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

115663 21 環境省
原子力規制検査及び総合的な評定の結果の
通知

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 2 2 9 法第61条の2の2第9項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 4 無

119006 21 環境省 筆記試験又は口答試験の合格者の公告
原子炉主任技術者試験の
実施細目等に関する規則

1978 3 省令又は規則 51 6 規則第6条 3 縦覧等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 合格者の受験番号 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

合格者 1 OD
https://www.nsr.
go.jp/procedure/
examination/

7 構造化
PDF

2 年2～11
回

6、10月
合格者の公告は、官報で
も掲載

119007 21 環境省 認定課程の認定の公示
核燃料取扱主任者試験の
実施細目等に関する規則

2013 3 省令又は規則 20 13 規則第13条 3 縦覧等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 課程確認書 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

認定書 1 OD
https://www.nsr.
go.jp/procedure/
examination/

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期
課程の認定等の公告は、
官報でも掲載

新組織では実績なしのた
め申請があった場合を仮
定して記載

119008 21 環境省 認定課程の認定の公示
原子炉主任技術者試験の
実施細目等に関する規則

1978 3 省令又は規則 51 16 規則第16条 3 縦覧等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 課程確認書 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

認定書 1 OD
https://www.nsr.
go.jp/procedure/
examination/

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期
課程の認定等の公告は、
官報でも掲載

新組織では実績なしのた
め申請があった場合を仮
定して記載

123452 21 環境省 廃棄物取扱主任者選任、解任の届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 20 2 法第51条の20第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

123453 21 環境省 坑道の閉鎖に係る確認（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 24 2 2 法第51条の24の2第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

123454 21 環境省 坑道の閉鎖に係る確認（確認）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 24 2 2 法第51条の24の2第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123455 21 環境省 廃棄の事業の廃止に係る措置命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 25 3
法第51条25第3項（法第
12条の6第7項準用）

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123456 21 環境省 廃棄の事業の終了の確認（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 25 3
法第51条25第3項（法第
12条の6第8項準用）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

123457 21 環境省 廃棄の事業の終了の確認（確認）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 25 3
法第51条25第3項（法第
12条の6第8項準用）

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123458 21 環境省 旧廃棄事業の終了の確認（確認）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 26 4
法第51条26第4項（法第
12条の7第8項準用）

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

123459 21 環境省 旧廃棄事業の終了の確認（確認）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 26 4
法第51条26第4項（法第
12条の7第9項準用）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

123460 21 環境省 旧廃棄事業の終了の確認（確認）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 26 4
法第51条26第4項（法第
12条の7第9項準用）

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123461 21 環境省
廃棄物埋設施設の敷地の指定に係る違反に
関する中止命令等

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 30 法第51条の30
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123462 21 環境省 核燃料物質の使用の許可の取消し等の命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 56 法第56条
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123463 21 環境省
核燃料物質の使用施設の使用の停止等の
命令

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 56 4 1 法第56条の4第1項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123464 21 環境省
核燃料物質の使用施設等に係る防護措置に
関する是正措置命令

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 56 4 2 法第56条の4第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123465 21 環境省
核燃料物質の使用施設等に係る保安規定変
更命令

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 57 法第57条
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123466 21 環境省
核燃料物質の使用施設等の廃止に係る是正
措置命令

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 57 5 3
法第57条の5第3項法第
(12条の6第7項準用)

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123467 21 環境省
核燃料物質の使用施設等の廃止措置終了
確認（申請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 57 5 3
法第57条の5第3項法第
(12条の6第8項準用)

1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

123468 21 環境省
核燃料物質の使用施設等の廃止措置終了
確認（確認）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 57 5 3
法第57条の5第3項法第
(12条の6第8項準用)

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123469 21 環境省
旧核燃料物質使用者の使用施設等の廃止に
係る是正措置命令

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 57 6 4
法第57条の6第4項法第
(12条の6第8項準用)

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123470 21 環境省
旧核燃料物質使用者の使用使用施設等の
廃止措置終了確認（申請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 57 6 4
法第57条の6第4項法第
(12条の6第8項準用)

1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

123471 21 環境省
旧核燃料物質使用者の使用使用施設等の
廃止措置終了確認（確認）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 57 6 4
法第57条の6第4項法第
(12条の6第9項準用)

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123472 21 環境省
核原料物質使用者に対する技術基準適合命
令

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 57 7 5 法第57条の7第5項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123473 21 環境省 事業所外廃棄についての確認（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 58 2 法第58条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

123474 21 環境省 事業所外廃棄についての確認（確認）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 58 2 法第58条第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123475 21 環境省 事業所外廃棄の停止等措置命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 58 3 法第58条第3項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123476 21 環境省 事業所外運搬についての確認（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 59 2 法第59条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

123477 21 環境省 事業所外運搬についての確認（確認）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 59 2 法第59条第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

123478 21 環境省 事業所外運搬の停止等措置命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 59 4 法第59条第4項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123479 21 環境省
事業所外運搬に係る都道府県公安委員会へ
の届出

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 59 5 法第59条第5項 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

123480 21 環境省 事業所外運搬に係る運搬証明書の交付
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 59 5 法第59条第5項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

123481 21 環境省
事業所外運搬に係る都道府県公安委員会に
よる必要な指示

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 59 6 法第59条第6項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 指示文 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

123482 21 環境省
事業所外運搬に係る運搬証明書内容の変更
届出（届出）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 59 9 法第59条第9項 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 届出書 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

123483 21 環境省
事業所外運搬に係る運搬証明書内容の変更
届出（書換え）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 59 9 法第59条第9項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123484 21 環境省
事業所外運搬に係る運搬証明書の喪失等に
関する再交付申請

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 59 10 法第59条第10項 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 × 21 環境省 5 実績なし

123485 21 環境省
事業所外運搬に係る運搬責任者と受取人と
の間の取決めの確認（申請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 59 2 2 法第59条の2第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

123486 21 環境省
事業所外運搬に係る運搬責任者と受取人と
の間の取決めの確認（確認）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 59 2 2 法第59条の2第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 確認書 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

123487 21 環境省 放射能濃度についての確認（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 2 2 法第61条の2第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

123488 21 環境省 放射能濃度についての確認（確認）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 2 2 法第61条の2第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 確認書 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

123489 21 環境省 命令その他必要な措置
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 61 2 2 10 法第61条の2の2第10項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 4 無

123490 21 環境省
検査の結果並びに追加検査の区分及び検査
事項の通知

原子力規制検査等に関す
る規則

2020 3 省令又は規則 1 3 3 規則第3条第3項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 4 無

123491 21 環境省 安全活動の改善状況に係る報告
原子力規制検査等に関す
る規則

2020 3 省令又は規則 1 3 4 規則第3条第4項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 4 無

123492 21 環境省 安全実績指標の報告
原子力規制検査等に関す
る規則

2020 3 省令又は規則 1 5 1 規則第5条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 4 無

123493 21 環境省 加工事業者の変更の許可（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 16 1 法第16条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応） 許可書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

123494 21 環境省
加工事業者の設計及び工事の方法の認可
（申請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 16 2 1 法第16条の2第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応） 認可書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

123495 21 環境省
加工事業者の設計及び工事の方法の変更の
認可（申請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 16 2 2 法第16条の2第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応） 認可書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

123496 21 環境省
加工事業者である法人の合併又は分割の認
可（申請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 18 1 法第18条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

123497 21 環境省 加工事業者の廃止措置計画の認可（認可）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 22 8 2 法第22条の8第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123498 21 環境省
加工事業者の廃止措置計画の変更の認可
（申請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 22 8 3 法第22条の8第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

123500 21 環境省
旧加工事業者の廃止措置計画の変更の認
可（申請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 22 9 5 法第22条の9第5項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

123501 21 環境省
使用済燃料貯蔵事業者である法人の合併又
は分割の認可（認可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 14 1 法第43条の14第1項 1 申請等 1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123502 21 環境省 貯蔵の事業の許可（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 4 1 法第43条の4第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応） 認可書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

123503 21 環境省 貯蔵の事業の変更の許可（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 7 1 法第43条の7第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応） 許可書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

123504 21 環境省
貯蔵の事業の設計及び工事の方法の変更認
可（申請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 8 2 法第43条の8第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応） 認可書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

123505 21 環境省
貯蔵の事業に係る型式証明の変更承認（承
認）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 26 2 3 法第43条の26の2第3項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 型式証明書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

123506 21 環境省
再処理事業の設計及び工事の方法の認可
（認可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 45 1 法第45条第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 認可書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

123507 21 環境省
再処理事業者の廃止措置計画の変更認可
（申請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 50 5 3 法第50条の5第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

123508 21 環境省
再処理事業者の廃止措置計画の認可（申
請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 50 5 2 法第50条の5第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

123509 21 環境省
再処理事業者の廃止措置計画の認可（認
可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 50 5 2 法第50条の5第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123510 21 環境省
特定廃棄物埋設施設等に関する設計及び工
事の方法の変更認可（申請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 7 2 法第51条の7第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

123511 21 環境省
特定廃棄物埋設施設等に関する設計及び工
事の方法の変更認可（申請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 7 2 法第51条の7第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123512 21 環境省
廃棄事業者である法人の合併又は分割の認
可（申請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 12 1 法第51条の12第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

123513 21 環境省 廃棄の事業の許可（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 2 1 法第51条の2第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応） 認可書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

123514 21 環境省 廃棄の事業の変更の許可（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 5 1 法第51条の5第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 許可書 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

123517 21 環境省 廃棄物埋設地の譲受けの許可（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 19 1 法第51条の19第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

123518 21 環境省
廃棄事業者の廃止措置計画の変更の認可
（申請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 25 3 法第51条の25第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

123519 21 環境省
旧廃棄事業者等の廃止措置計画の変更の
認可（申請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 26 4 法第51条の26第4項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

123522 21 環境省
旧再処理事業者等の廃止措置計画の認可
（認可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 2 法第51条第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書等 7 インフラ 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

123523 21 環境省 製錬施設に係る廃止措置実施方針の公表
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 12 5 2 1 法第12条の5の2第1項 3 縦覧等 6 民間事業者等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 実施方針 7 インフラ 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 実施方針 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

123524 21 環境省 加工施設に係る廃止措置実施方針の公表
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 22 7 3 1 法第22条の7の3第1項 3 縦覧等 6 民間事業者等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 実施方針 7 インフラ 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 実施方針 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

123525 21 環境省 貯蔵施設に係る廃止措置実施方針の公表
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 26 4 1 法第43条の26の4第1項 3 縦覧等 6 民間事業者等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 実施方針 7 インフラ 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 実施方針 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

123526 21 環境省 再処理施設に係る廃止措置実施方針の公表
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 50 4 3 1 法第50条の4の3第1項 3 縦覧等 6 民間事業者等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 実施方針 7 インフラ 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 実施方針 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

123527 21 環境省
廃棄物埋設施設又は廃棄物管理施設の廃
止措置実施方針の公表

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 24 3 1 法第51条の24の3第1項 3 縦覧等 6 民間事業者等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 実施方針 7 インフラ 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 実施方針 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

123528 21 環境省 製錬事業者の指定の取消
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 10 1 法第10条第1項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123529 21 環境省
製錬事業者の特定核燃料物質の防護のため
に必要な措置の命令

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 11 2 2 法第11条の2第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123530 21 環境省 製錬事業者の保安規定の変更命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 12 3 法第12条第3項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123531 21 環境省
製錬事業者の核物質防護管理者の解任命
令

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 12 5 法第12条の5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123532 21 環境省 旧製錬事業者の廃止措置確認（確認）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 12 7 9 法第12条の7第9項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123533 21 環境省 加工の事業の許可の取消し
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 20 1 法第20条第1項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123534 21 環境省 加工施設の使用の停止等の命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 21 3 1 法第21条の3第1項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123535 21 環境省 加工施設の防護措置に係る是正措置の命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 21 3 2 法第21条の3第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123536 21 環境省 加工施設の保安規定の変更命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 22 3 法第22条第3項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123537 21 環境省
加工事業者の核物質防護管理者の解任命
令

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 22 7 2 法第22条の7第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123538 21 環境省 加工事業者の廃止措置終了確認（確認）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 22 8 3
法第22条の8第3項（法第
12条の6第8項準用）

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123539 21 環境省 旧加工事業者の廃止措置終了確認（確認）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 22 9 5
法第22条の9第5項（法第
12条の7第9項準用）

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123540 21 環境省
試験研究用等原子炉の設計及び工事の計画
の軽微変更の届出

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 27 5 法第27条第5項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

123541 21 環境省
試験研究用等原子炉の運転計画の届出及び
変更届出

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 30 法第30条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

123542 21 環境省 試験炉の運転計画の届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 30 法第30条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

123543 21 環境省 試験炉の許可の取消し
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 33 1 法第33条第1項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123544 21 環境省 試験炉の許可の取消し又は運転停止命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 33 2 法第33条第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123545 21 環境省 試験研究用等原子炉の許可の取消
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 33 2 法第33条第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

届出等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

123546 21 環境省 試験炉施設の防護措置に係る是正措置命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 36 2 法第36条第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123547 21 環境省 試験炉の保安規定変更命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 37 3 法第37条第3項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123548 21 環境省
原子力船の譲り受けに係る許可に関する意
見聴取

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 39 3 法第39条第3項 1 申請等 1 国 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

123549 21 環境省 試験炉炉主任の選任・解任の届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 40 2 法第40条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

123550 21 環境省 原子炉主任技術者免状の返納命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 41 3 法第41条第3項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123551 21 環境省 試験炉原子炉主任技術者の解任命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 法第43条
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123552 21 環境省
試験研究用等原子炉の廃止措置実施方針
の公表

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 1 法第43条の3第1項
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

意見聴取 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

123553 21 環境省
試験研究用等原子炉の廃止措置実施方針
変更の公表

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 3 法第43条の3第3項
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

公表資料 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

123554 21 環境省 試験炉の廃止措置に係る措置命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 2 3
法第43条の3の2第3項
（法第12条の6第7項準
用）

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123555 21 環境省 試験炉の廃止措置終了確認（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 2 3
法第43条の3の2第3項
（法第12条の6第8項準
用）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

123556 21 環境省 試験炉の廃止措置終了確認（確認）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 2 3
法第43条の3の2第3項
（法第12条の6第8項準
用）

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123557 21 環境省
試験研究用等原子炉に係る廃止措置に係る
軽微な変更の届出

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 2 3 法第43条の3の2第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

届出等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

123558 21 環境省
試験研究用等原子炉に係る廃止措置に係る
災害を防止するために必要な措置命令

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 2 3 法第43条の3の2第3項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

命令等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

123559 21 環境省
試験研究用等原子炉に係る廃止措置に係る
終了の確認

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 2 3 法第43条の3の2第3項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

123560 21 環境省
旧試験研究用等原子炉に係る廃止措置計画
の変更の認可（認可）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 3 4 法第43条の3の3第4項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

123561 21 環境省
旧試験研究用等原子炉に係る廃止措置に係
る軽微な変更の届出

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 3 4 法第43条の3の3第4項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

届出等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

123562 21 環境省
旧試験研究用等原子炉に係る廃止措置に係
る災害を防止するために必要な措置命令

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 3 4 法第43条の3の3第4項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

届出等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

123563 21 環境省
旧試験研究用等原子炉に係る廃止措置に係
る終了の確認

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 3 4 法第43条の3の3第4項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

123564 21 環境省 旧試験炉設置者の廃止措置に係る措置命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 3 4
法第43条の3の3第4項
（法第12条の7第8項準
用）

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123565 21 環境省
旧試験炉設置者の廃止措置終了確認（申
請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 3 4
法第43条の3の3第4項
（法第12条の7第9項準
用）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

123566 21 環境省
旧試験炉設置者の廃止措置終了確認（確
認）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 3 4
法第43条の3の3第4項
（法第12条の7第9項準
用）

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123567 21 環境省 貯蔵計画の届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 13 法第43条の13 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

123569 21 環境省 貯蔵の事業の保安措置命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 19 2 法第43条の19第1項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123570 21 環境省 使用済燃料取扱主任者の選任、解任届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 22 2 法第43条の22第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123571 21 環境省
使用済燃料貯蔵事業者の核物質防護管理
者の解任命令

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 26 2 法第43条の26第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123572 21 環境省 型式証明の取消し
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 26 2 5 法第43条の26の2第5項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123573 21 環境省 型式指定の取消し
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 26 3 5 法第43条の26の3第5項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123574 21 環境省 指定外国容器等に係る型式指定の取消し
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 26 3 6 法第43条の26の3第6項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123575 21 環境省 貯蔵事業の廃止措置に係る措置命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 27 3
法第43条の27第3項（法
第12条の6第7項準用）

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123576 21 環境省 貯蔵事業の廃止措置終了確認（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 27 3
法第43条の27第3項（法
第12条の6第8項準用）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

123577 21 環境省 貯蔵事業の廃止措置終了確認（確認）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 27 3
法第43条の27第3項（法
第12条の6第8項準用）

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123578 21 環境省 旧貯蔵事業者の廃止措置に係る措置命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 28 4
法第43条の28第4項（法
第12条の7第8項準用）

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123579 21 環境省 旧貯蔵事業者の廃止措置終了確認（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 28 4
法第43条の28第4項（法
第12条の7第9項準用）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

123580 21 環境省 旧貯蔵事業者の廃止措置終了確認（確認）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 28 4
法第43条の28第4項（法
第12条の7第9項準用）

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123581 21 環境省
試験研究用等原子炉設置者の核物質防護
管理者の解任命令

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 2 2 法第43条の2第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123582 21 環境省
発電用原子炉設置者の核物質防護管理者
の解任命令

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 28 2 法第43条の3の28第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123583 21 環境省 再処理施設の使用計画の届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 46 4 法第43条の4 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

123585 21 環境省 再処理施設の防護措置に係る是正措置命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 49 2 法第49条第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123586 21 環境省 再処理施設の使用の停止等の命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 49 1 法第49条第1項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123588 21 環境省 核燃料取扱主任者の選任、解任の届出
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 50 2 2
法第50条の2第2項(法第
22条の2第2項の準用)

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123589 21 環境省 核燃料取扱主任者の解任命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 50 2 2
法第50条の2第2項(法第
22条の5の準用)

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123590 21 環境省
再処理事業者の核物質防護管理者の解任
命令

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 50 4 2 法第50条の4第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123591 21 環境省 再処理事業の廃止措置に係る措置命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 50 5 3
法第50条の5第3項（法第
12条の6第7項準用）

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123592 21 環境省 再処理事業の廃止措置終了確認（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 50 5 3
法第50条の5第3項（法第
12条の6第8項準用）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

123593 21 環境省 再処理事業の廃止措置終了確認（確認）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 50 5 3
法第50条の5第3項（法第
12条の6第8項準用）

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123594 21 環境省 旧再処理事業者の廃止措置に係る措置命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 4
法第51条第4項（法第12
条の7第8項準用）

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123595 21 環境省
旧再処理事業者の廃止措置終了確認（申
請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 4
法第51条第4項（法第12
条の7第9項準用）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

123596 21 環境省
旧再処理事業者の廃止措置終了確認（確
認）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 4
法第51条第4項（法第12
条の7第9項準用）

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123597 21 環境省
廃棄物埋設施設等の保安措置に係る確認
（申請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 6 1 法第51条の6第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

123598 21 環境省
廃棄物埋設施設等の保安措置に係る確認
（確認）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 6 1 法第51条の6第1項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123599 21 環境省
埋設予定の核燃料物質等の保安措置に係る
確認（確認）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 6 2 法第51条の6第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123601 21 環境省
廃棄事業者の核物質防護管理者の解任命
令

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 24 2 法第51条の24第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123602 21 環境省 核燃料物質の使用に係る記録
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 56 2 法第56条の2 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 記録 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 記録 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

123604 21 環境省 使用者の核物質防護管理者の解任命令
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 57 3 2 法第57条の3第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123606 21 環境省
使用許可取り消しに伴う廃止措置に係る是
正命令

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 57 6 4 法第57条の6第4項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

123607 21 環境省
許可の取消し及び施設の使用の停止に係る
通知

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 71 5 法第71条第5項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

②国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるもの

123608 21 環境省 手数料の納付
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 75 法第75条
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

手続等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

123609 21 環境省 試験研究用等原子炉の届出の写しの送付
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律施行令

1957 2 政令 324 62 2 施行令第62条第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

届出等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

123610 21 環境省
試験研究用等原子炉の設計及び工事の計画
の認可の申請

試験研究の用に供する原
子炉等の設置、運転等に
関する規則

1957 3 省令又は規則 83 3 1 規則第3条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

123611 21 環境省 合併及び分割の認可の申請
試験研究の用に供する原
子炉等の設置、運転等に
関する規則

1957 3 省令又は規則 83 5 1 規則第5条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

123612 21 環境省 合併及び分割の認可の申請（書類の添付）
試験研究の用に供する原
子炉等の設置、運転等に
関する規則

1957 3 省令又は規則 83 5 2 規則第5条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

123613 21 環境省
試験研究用等原子炉施設の経年劣化に関す
る技術的な評価

試験研究の用に供する原
子炉等の設置、運転等に
関する規則

1957 3 省令又は規則 83 9 2 規則第9条の2 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

評価等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

123614 21 環境省 試験研究用等原子炉施設の定期的な評価
試験研究の用に供する原
子炉等の設置、運転等に
関する規則

1957 3 省令又は規則 83 14 2 規則第14条の2 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

評価等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

123615 21 環境省 廃止措置計画の認可の申請
試験研究の用に供する原
子炉等の設置、運転等に
関する規則

1957 3 省令又は規則 83 16 6 1 規則第16条の6第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

123616 21 環境省 廃止措置計画の変更の認可の申請
試験研究の用に供する原
子炉等の設置、運転等に
関する規則

1957 3 省令又は規則 83 16 7 1 規則第16条の7第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

123617 21 環境省
許可の取消し等に伴う措置に係る廃止措置
の終了確認の申請

試験研究の用に供する原
子炉等の設置、運転等に
関する規則

1957 3 省令又は規則 83 16 12 規則第16条の12 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

123618 21 環境省
試験研究用等原子炉の設計及び工事の計画
の認可の申請

船舶に設置する原子炉
（研究開発段階にあるもの
を除く。）の設置、運転等
に関する規則

1978 3 省令又は規則 70 7 1 規則第7条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

123619 21 環境省
試験研究用等原子炉の設計及び工事の計画
の変更の認可の申請

船舶に設置する原子炉
（研究開発段階にあるもの
を除く。）の設置、運転等
に関する規則

1978 3 省令又は規則 70 8 1 規則第8条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

123620 21 環境省
試験研究用等原子炉の合併及び分割の認可
の申請

船舶に設置する原子炉
（研究開発段階にあるもの
を除く。）の設置、運転等
に関する規則

1978 3 省令又は規則 70 17 1 規則第17条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

123621 21 環境省 廃止措置の終了の確認の申請

船舶に設置する原子炉
（研究開発段階にあるもの
を除く。）の設置、運転等
に関する規則

1978 3 省令又は規則 70 32 10 規則第32条の10 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

123622 21 環境省
許可の取消し等に伴う措置に係る廃止措置
計画の変更の認可の申請

船舶に設置する原子炉
（研究開発段階にあるもの
を除く。）の設置、運転等
に関する規則

1978 3 省令又は規則 70 33 規則第33条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

123623 21 環境省
許可の取消し等に伴う措置に係る廃止措置
の終了確認の申請

船舶に設置する原子炉
（研究開発段階にあるもの
を除く。）の設置、運転等
に関する規則

1978 3 省令又は規則 70 33 規則第33条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

申請書等 2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

124091 21 環境省 加工施設の使用前事業者検査（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 16 3 2 法第16条の3第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

124092 21 環境省 加工施設の使用前事業者検査（交付）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 16 3 3 法第16条の3第3項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

124093 21 環境省 加工施設の定期事業者検査（保存）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 16 5 1 法第16条の5第1項 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

124094 21 環境省 加工施設の定期事業者検査（報告）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 16 5 3 法第16条の5第3項
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

124095 21 環境省
試験研究用等原子炉の使用前事業者検査
（申請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 28 3 法第28条第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

124096 21 環境省
試験研究用等原子炉の定期事業者検査（保
存）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 29 1 法第29条第1項 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

124097 21 環境省
試験研究用等原子炉の定期事業者検査（報
告）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 29 3 法第29条第3項
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

124098 21 環境省
試験研究用等原子炉の使用前検査（合格通
知）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律(附則）

1957 1 法律 166 7 法附則第7条
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

124099 21 環境省 貯蔵施設の使用前事業者検査（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 9 3 法第43条の9第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

124100 21 環境省 貯蔵施設の使用前事業者検査（交付）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 9 2 法第43条の9第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

124101 21 環境省 貯蔵施設の定期事業者検査（保存）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 11 1 法第43条の11第1項 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

124102 21 環境省 貯蔵施設の定期事業者検査（報告）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 11 3 法第43条の11第3項
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

124103 21 環境省 再処理施設の使用前事業者検査（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 46 3 法第46条第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

124104 21 環境省 再処理施設の使用前事業者検査（交付）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 46 2 法第46条第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

124105 21 環境省 再処理施設の定期事業者検査（保存）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 46 2 2 1 法第46条2の2第1項 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

124106 21 環境省 再処理施設の定期事業者検査（報告）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 46 2 2 3 法第46条2の2第3項
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

124107 21 環境省
第一種廃棄物埋設施設又は廃棄物埋設施
設の使用前事業者検査（申請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 8 3 法第51条8の第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

124108 21 環境省
第一種廃棄物埋設施設又は廃棄物埋設施
設の使用前事業者検査（交付）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 8 2 法第51条8の第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

124109 21 環境省
第一種廃棄物埋設施設又は廃棄物埋設施
設の定期事業者検査（保存）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 10 1 法第51条の10第1項 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

124110 21 環境省
第一種廃棄物埋設施設又は廃棄物埋設施
設の定期事業者検査（報告）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 51 10 3 法第51条の10第3項
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

124111 21 環境省
第一種廃棄物埋設施設又は廃棄物埋設施
設に関する使用前検査（申請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律(附則）

1957 1 法律 166 7 法附則第7条
2-1 申請等に基づく処
分通知等

6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

124112 21 環境省 使用施設等の使用前検査等（申請）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 55 3 法第55条第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

124113 21 環境省 使用施設等の使用前検査等（交付）
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 55 2 法第55条第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

124114 21 環境省
発電用原子炉施設の使用前事業者検査（申
請）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 11 3 法第43条3の11第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

124115 21 環境省
発電用原子炉施設の使用前事業者検査（交
付）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 11 2 法第43条3の11第2項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

124116 21 環境省
発電用原子炉施設の定期事業者検査（保
存）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 16 1 法第43条の3の16第1項 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

124117 21 環境省
発電用原子炉施設の定期事業者検査（報
告）

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

1957 1 法律 166 43 3 16 3 法第43条の3の16第3項
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
HP掲載のとお
り

2 非OD
https://www.nsr.
go.jp/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため

118978 21 環境省
産業廃棄物の輸出の一括確認に係る事項の
変更の届出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行規則

1971 3 省令又は規則 35 12 12 25 4 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 申請書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

118979 21 環境省
分析試験の用に供する産業廃棄物の輸出の
届出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行規則

1971 3 省令又は規則 35 12 12 25 5 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 申請書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

118980 21 環境省 輸入された産業廃棄物の返還の届出
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行規則

1971 3 省令又は規則 35 12 12 25 6 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 申請書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

118981 21 環境省
産業廃棄物の輸出の確認に係る産業廃棄物
の処分の終了の報告

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行規則

1971 3 省令又は規則 35 12 12 26 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 申請書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

118982 21 環境省
廃棄物の輸入の一括許可に係る事項の変更
の届出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行規則

1971 3 省令又は規則 35 12 12 20 4 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 申請書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

118983 21 環境省 分析試験の用に供する廃棄物の輸入の届出
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行規則

1971 3 省令又は規則 35 12 12 20 5 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 申請書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

118984 21 環境省
廃棄物の輸入の許可に係る廃棄物の処分の
終了の報告

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行規則

1971 3 省令又は規則 35 12 12 21 1,2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 申請書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

118985 21 環境省
輸入された廃棄物の適正な処分又は再生が
困難である旨の確認の申請

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行令

1971 2 政令 300 6 2 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 申請書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

118986 21 環境省
一般廃棄物の輸出の一括確認に係る事項の
変更の届出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行規則

1971 3 省令又は規則 35 6 27 4 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 申請書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

118987 21 環境省
分析試験の用に供する一般廃棄物の輸出の
届出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行規則

1971 3 省令又は規則 35 6 27 5 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 申請書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

118988 21 環境省
一般廃棄物の輸出の確認に係る一般廃棄物
の処分の終了の報告

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行規則

1971 3 省令又は規則 35 6 28 1,2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 申請書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

118989 21 環境省
特定施設の整備計画に係る関係市町村の意
見の聴取

産業廃棄物の処理に係る
特定施設の整備の促進に
関する法律

1992 1 法律 62 6 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め「データの管理状況」は
不明

118990 21 環境省 産業廃棄物処理事業振興財団の指定
産業廃棄物の処理に係る
特定施設の整備の促進に
関する法律

1992 1 法律 62 16 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 7 インフラ 2 無 2 公開（OD未対応） 官報に掲載 2 非OD 官報に掲載 8 その他 5 その他
事由発生
時

3-3 検討を行っていない 官報

118991 21 環境省
産業廃棄物処理事業振興財団の名称及び住
所並びに事務所の所在地の変更の届出

産業廃棄物の処理に係る
特定施設の整備の促進に
関する法律

1992 1 法律 62 16 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 7 インフラ 2 無 2 公開（OD未対応） 官報に掲載 2 非OD 官報に掲載 8 その他 5 その他
事由発生
時

3-3 検討を行っていない 官報

118992 21 環境省
産業廃棄物処理事業振興財団の業務の一
部の委託の認可申請

産業廃棄物の処理に係る
特定施設の整備の促進に
関する法律

1992 1 法律 62 18 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 7 インフラ 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

118993 21 環境省
産業廃棄物処理事業振興財団の事業計画
の認可申請、変更の認可申請

産業廃棄物の処理に係る
特定施設の整備の促進に
関する法律

1992 1 法律 62 20 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 7 インフラ 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

118994 21 環境省
産業廃棄物処理事業振興財団の事業報告
書及び収支決算書の提出

産業廃棄物の処理に係る
特定施設の整備の促進に
関する法律

1992 1 法律 62 20 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 7 インフラ 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

118995 21 環境省
産業廃棄物処理事業振興財団の業務若しく
は資産の状況に関する報告

産業廃棄物の処理に係る
特定施設の整備の促進に
関する法律

1992 1 法律 62 22 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 7 インフラ 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

118996 21 環境省
産業廃棄物処理事業振興財団の指定の取
消

産業廃棄物の処理に係る
特定施設の整備の促進に
関する法律

1992 1 法律 62 24 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

118997 21 環境省 産業廃棄物適正処理推進センターの指定
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 13 12 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 7 インフラ 2 無 2 公開（OD未対応） 官報に掲載 2 非OD 官報に掲載 8 その他 5 その他
事由発生
時

3-3 検討を行っていない 官報

118998 21 環境省
産業廃棄物適正処理推進センターの名称、
住所又は事務所の所在地の変更に関する届
出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 13 16 第13条の２第３項の準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 7 インフラ 2 無 2 公開（OD未対応） 官報に掲載 2 非OD 官報に掲載 8 その他 5 その他
事由発生
時

3-3 検討を行っていない 官報

118999 21 環境省
産業廃棄物適正処理推進センターの事業計
画の認可申請、事業計画の変更の認可申請

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 13 16 第13条の５第１項の準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 7 インフラ 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

119000 21 環境省
産業廃棄物適正処理推進センターの事業報
告書及び収支決算書の提出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 13 16 第13条の５第２項の準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 7 インフラ 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

119001 21 環境省
産業廃棄物適正処理推進センターの指定の
取消

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 13 16 第13条の11第１項の準用
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

119002 21 環境省
廃棄物処理センターの業務若しくは資産の状
況に関する報告

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 13 都道府県への事務委任 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め「データの管理状況」は
不明

119003 21 環境省
熱回収の機能を有する産業廃棄物処理施設
に係る特例の認定の更新

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 3 3 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め「データの管理状況」は
不明

119004 21 環境省
熱回収の機能を有する産業廃棄物処理施設
に係る特例の認定を受けた者の報告

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行規則

1971 3 省令又は規則 35 12 11 11 第5条の5の11の準用 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め「データの管理状況」は
不明

119005 21 環境省 指定廃棄物の保管場所変更届出

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法施行規則

2011 3 省令又は規則 33 15 13 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 指定廃棄物に関する書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

42960 21 環境省 一般廃棄物処分委託に係る市町村への通知
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行令

1971 2 政令 300 4 9
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43073 21 環境省 違反事業者に対する改善命令
ポリ塩化ビフェニル廃棄物
の適正な処理の推進に関
する特別措置法

2001 1 法律 65 12
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 4 無

43075 21 環境省 保管又は処分に関する報告の徴収
ポリ塩化ビフェニル廃棄物
の適正な処理の推進に関
する特別措置法

2001 1 法律 65 24
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 4 無

43130 21 環境省 合理化事業計画の承認の申請
下水道の整備等に伴う一
般廃棄物処理業等の合理
化に関する特別措置法

1975 1 法律 31 3 1 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43131 21 環境省 合理化事業計画の変更の承認の申請
下水道の整備等に伴う一
般廃棄物処理業等の合理
化に関する特別措置法

1975 1 法律 31 4 1 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43132 21 環境省 事業の転換に関する計画の認定の申請
下水道の整備等に伴う一
般廃棄物処理業等の合理
化に関する特別措置法

1975 1 法律 31 7 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43133 21 環境省
事業の転換に関する計画の変更の認定の申
請

下水道の整備等に伴う一
般廃棄物処理業等の合理
化に関する特別措置法施
行規則

1975 3 省令又は規則 31 5 3 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43134 21 環境省 事業の転換に関する計画の認定の取消し

下水道の整備等に伴う一
般廃棄物処理業等の合理
化に関する特別措置法施
行規則

1975 3 省令又は規則 31 5 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

43245 21 環境省 指定検査機関（指定の申請）
環境省関係浄化槽法施行
規則

1984 3 省令又は規則 17 54 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
自治事務であり当該手続
関係書類の国への報告義
務がないため

43531 21 環境省
浄化槽管理士（浄化槽管理士免状の返納命
令）

浄化槽法 1983 1 法律 43 45 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 × 21 環境省 5 実績なし

43540 21 環境省
浄化槽管理士（指定試験機関に対する監督
命令）

浄化槽法 1983 1 法律 43 46 2
浄化槽法第46条の2にお
いて準用する第43条の10

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

43541 21 環境省
浄化槽管理士（指定試験機関の指定の取消
し）

浄化槽法 1983 1 法律 43 46 2
浄化槽法第46条の2にお
いて準用する第43条の12

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

43542 21 環境省
浄化槽管理士（指定講習機関の事業計画の
認可等に係る講習業務規程の変更命令）

浄化槽法 1983 1 法律 43 46 2
浄化槽法第46条の2にお
いて準用する第43条の20

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

43543 21 環境省
浄化槽管理士（指定講習機関に対する監督
命令）

浄化槽法 1983 1 法律 43 46 2
浄化槽法第46条の2にお
いて準用する第43条の23

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

43544 21 環境省
浄化槽管理士（指定講習機関に対する指定
の取消し等 ）

浄化槽法 1983 1 法律 43 46 2
浄化槽法第46条の2にお
いて準用する第43条の25

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

43546 21 環境省
浄化槽管理士（指定試験機関の役員の解
任）

浄化槽法 1983 1 法律 43 46 2
浄化槽法第46条の2にお
いて準用する43条の3第2
項

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

43547 21 環境省 浄化槽管理士（試験事務規程（変更命令）） 浄化槽法 1983 1 法律 43 46 2
浄化槽法第46条の2にお
いて準用する43条の5第3
項

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

43548 21 環境省
浄化槽管理士（指定試験機関の浄化槽管理
士試験委員の選任）

浄化槽法 1983 1 法律 43 46 2
浄化槽法第46条の2にお
いて準用する第43条の6
第３項及び読替え

1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

43550 21 環境省
浄化槽の保守点検及び浄化槽の清掃等（浄
化槽管理者の義務（使用開始の報告））

浄化槽法 1983 1 法律 43 10 2 1 1 申請等 5 国民等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
自治事務であり当該手続
関係書類の国への報告義
務がないため

43551 21 環境省
浄化槽の保守点検及び浄化槽の清掃等（浄
化槽管理者の義務（浄化槽技術管理者の変
更））

浄化槽法 1983 1 法律 43 10 2 2 1 申請等 5 国民等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
自治事務であり当該手続
関係書類の国への報告義
務がないため

43552 21 環境省
浄化槽の保守点検及び浄化槽の清掃等（浄
化槽管理者の義務（浄化槽管理者の変更））

浄化槽法 1983 1 法律 43 10 2 3 1 申請等 5 国民等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
自治事務であり当該手続
関係書類の国への報告義
務がないため

43553 21 環境省 浄化槽清掃業の許可（許可） 浄化槽法 1983 1 法律 43 35 3 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
自治事務であり当該手続
関係書類の国への報告義
務がないため

43554 21 環境省 浄化槽清掃業の許可（届出の変更） 浄化槽法 1983 1 法律 43 37 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
自治事務であり当該手続
関係書類の国への報告義
務がないため

43555 21 環境省 浄化槽清掃業の許可（廃業等の届出） 浄化槽法 1983 1 法律 43 38 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
自治事務であり当該手続
関係書類の国への報告義
務がないため



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）
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独立行政法人
等の名称
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条
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府省共
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ファイ
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式
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公開
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根拠法令名
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（西暦）
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月
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調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
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式
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43556 21 環境省 浄化槽の設置（設置等の届出） 浄化槽法 1983 1 法律 43 5 1 1 申請等 5 国民等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
自治事務であり当該手続
関係書類の国への報告義
務がないため

43557 21 環境省
浄化槽の保守点検及び浄化槽の清掃等（廃
止の届出）

浄化槽法 1983 1 法律 43 11 3 1 申請等 5 国民等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
自治事務であり当該手続
関係書類の国への報告義
務がないため

44105 21 環境省 情報処理センターの指定の取消
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 13 11
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 4 無

44106 21 環境省 廃棄物処理センターの指定の取消等
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 15
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 4 無

44107 21 環境省 一般廃棄物収集運搬業の許可申請
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 7 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44108 21 環境省 一般廃棄物処分業の許可申請
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 7 6 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44109 21 環境省 一般廃棄物処分業の変更許可申請
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 7 2 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44110 21 環境省 一般廃棄物収集運搬業の変更許可申請
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 7 2 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44111 21 環境省 一般廃棄物処分業の廃止・変更届出
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 7 2 3 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44112 21 環境省 一般廃棄物収集運搬業の廃止・変更届出
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 7 2 3 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44113 21 環境省 一般廃棄物処理施設の設置許可申請
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 8 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44114 21 環境省
一般廃棄物処理施設の構造又は規模の変
更の許可申請

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44115 21 環境省
一般廃棄物処理施設の軽微な変更、廃止、
休止又は再開の届出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 3 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44116 21 環境省
一般廃棄物の最終処分場の埋立処分終了
の届出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 4 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44117 21 環境省
一般廃棄物の最終処分場の廃止の確認の
申請

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 5 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44118 21 環境省
市町村設置の一般廃棄物処理施設の設置
届出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 3 1 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44119 21 環境省
市町村設置の一般廃棄物処理施設の変更
届出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 3 8 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44120 21 環境省
市町村設置の一般廃棄物処理施設の軽微な
変更、廃止、休止又は再開の届出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 3 11 法第9条第3項準用 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44121 21 環境省
市町村設置の一般廃棄物の最終処分場に係
る埋立処分終了の届出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 3 11 法第9条第4項準用 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44122 21 環境省
市町村設置の一般廃棄物の最終処分場に係
る廃止の確認の届出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 3 11 法第9条第5項準用 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44123 21 環境省
市町村による非常災害に係る一般廃棄物処
理施設の設置協議

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 3 2 1 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44124 21 環境省
市町村による非常災害に係る一般廃棄物処
理施設の変更協議

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 3 2 1 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44125 21 環境省
非常災害に係る一般廃棄物処理施設の設置
の届出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 3 3 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44126 21 環境省
非常災害に係る一般廃棄物処理施設の設置
届出に係る計画の変更又は廃止の命令

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 3 3 3 法第9条の3第10項準用
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44127 21 環境省
一般廃棄物処理施設の許可施設設置者の
譲受け等の許可の申請

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 5 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44128 21 環境省
一般廃棄物処理施設の許可施設設置者の
合併又は分割の認可の申請

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 6 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44129 21 環境省
一般廃棄物処理施設の許可施設設置者の
相続の届出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 7 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44130 21 環境省 廃棄物再生事業者の登録の申請
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 20 2 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44131 21 環境省 産業廃棄物管理票に関する報告書の提出
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 12 3 7 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明
法定受託事務により自治
体で対応しているため不
明

44132 21 環境省
産業廃棄物収集運搬業又は処分業の事業
の範囲の変更の許可

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 14 2 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）  業者名、代表者名、住所 11 該当なし 11 該当なし 1 有 6 その他 2 公開（OD未対応）
業者名、代表
者名、住所

2 非OD

http://www.env.
go.jp/recycle/wa
ste/sanpai/sear
ch.php

2 CSV
4 都度更
新

ほぼ毎月 2-1 個人情報が含まれる
全国の自治体に共有し行
政事務に活用

全国の自治体に共有し行
政事務に活用

44133 21 環境省

産業廃棄物収集運搬業又は処分業の変更
等の届出（１）事業の廃止（２）氏名、名称、役
員、事務所及び事業場の所在地（３）施設、
設備

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 14 2 3 第7条の2第3項準用 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）  業者名、代表者名、住所 11 該当なし 11 該当なし 1 有 6 その他 2 公開（OD未対応）
業者名、代表
者名、住所

2 非OD

http://www.env.
go.jp/recycle/wa
ste/sanpai/sear
ch.php

2 CSV
4 都度更
新

ほぼ毎月 2-1 個人情報が含まれる
全国の自治体に共有し行
政事務に活用

全国の自治体に共有し行
政事務に活用

44134 21 環境省 特別管理産業廃棄物収集運搬業の許可
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 14 4 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）  業者名、代表者名、住所 11 該当なし 11 該当なし 1 有 6 その他 2 公開（OD未対応）
業者名、代表
者名、住所

2 非OD

http://www.env.
go.jp/recycle/wa
ste/sanpai/sear
ch.php

2 CSV
4 都度更
新

ほぼ毎月 2-1 個人情報が含まれる
全国の自治体に共有し行
政事務に活用

全国の自治体に共有し行
政事務に活用

44135 21 環境省
特別管理産業廃棄物収集運搬業の許可の
更新

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 14 4 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）  業者名、代表者名、住所 11 該当なし 11 該当なし 1 有 6 その他 2 公開（OD未対応）
業者名、代表
者名、住所

2 非OD

http://www.env.
go.jp/recycle/wa
ste/sanpai/sear
ch.php

2 CSV
4 都度更
新

ほぼ毎月 2-1 個人情報が含まれる
全国の自治体に共有し行
政事務に活用

全国の自治体に共有し行
政事務に活用

44136 21 環境省 特別管理産業廃棄物処分業の許可
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 14 4 6 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）  業者名、代表者名、住所 11 該当なし 11 該当なし 1 有 6 その他 2 公開（OD未対応）
業者名、代表
者名、住所

2 非OD

http://www.env.
go.jp/recycle/wa
ste/sanpai/sear
ch.php

2 CSV
4 都度更
新

ほぼ毎月 2-1 個人情報が含まれる
全国の自治体に共有し行
政事務に活用

全国の自治体に共有し行
政事務に活用

44137 21 環境省 特別管理産業廃棄物処分業の許可の更新
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 14 4 7 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 業者名、代表者名、住所 11 該当なし 11 該当なし 1 有 6 その他 2 公開（OD未対応）
業者名、代表
者名、住所

2 非OD

http://www.env.
go.jp/recycle/wa
ste/sanpai/sear
ch.php

2 CSV
4 都度更
新

ほぼ毎月 2-1 個人情報が含まれる
全国の自治体に共有し行
政事務に活用

全国の自治体に共有し行
政事務に活用

44138 21 環境省
特別管理産業廃棄物収集運搬業又は処分
業の事業範囲の変更の許可

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 14 5 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）  業者名、代表者名、住所 11 該当なし 11 該当なし 1 有 6 その他 2 公開（OD未対応）
業者名、代表
者名、住所

2 非OD

http://www.env.
go.jp/recycle/wa
ste/sanpai/sear
ch.php

2 CSV
4 都度更
新

ほぼ毎月 2-1 個人情報が含まれる
全国の自治体に共有し行
政事務に活用

全国の自治体に共有し行
政事務に活用

44139 21 環境省

特別管理産業廃棄物収集運搬業の変更等
の届出（１）事業の廃止（２）氏名、名称、役
員、事務所及び事業場の所在地（３）施設、
設備

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 14 5 3 第7条の2第3項準用 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 業者名、代表者名、住所 11 該当なし 11 該当なし 1 有 6 その他 2 公開（OD未対応）
業者名、代表
者名、住所

2 非OD

http://www.env.
go.jp/recycle/wa
ste/sanpai/sear
ch.php

2 CSV
4 都度更
新

ほぼ毎月 2-1 個人情報が含まれる
全国の自治体に共有し行
政事務に活用

全国の自治体に共有し行
政事務に活用

44140 21 環境省 産業廃棄物処理施設の設置の許可
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 4 無

44141 21 環境省 産業廃棄物処理施設の変更の許可
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 2 6 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 4 無

44142 21 環境省
産業廃棄物処理施設の軽微変更、廃止、休
止又は再開の届出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 2 6 3 （第9条第3項準用） 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 4 無

44143 21 環境省
産業廃棄物の最終処分場の埋立処分終了
の届出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 2 6 3 （第9条第4項準用） 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 4 無

44144 21 環境省
産業廃棄物処理施設の譲り受け又は借り受
けの許可、合併及び分割の許可

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 4
（第9条の5第1項及び第9
条の6第1項準用）

1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 4 無

44145 21 環境省 相続の届出
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 4 （第9条の7第2項準用） 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 4 無

44146 21 環境省 産業廃棄物の保管の届出
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 12 3 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 4 無

44147 21 環境省
非常災害のために必要な応急措置として産
業廃棄物の保管を行った事業者の届出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 12 4 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 4 無

44148 21 環境省
産業廃棄物収集運搬業又は処分業の欠格
要件に係る届出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 14 2 3 （第7条の2第4項準用） 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 4 無

44149 21 環境省 利害関係者からの意見書の提出
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 6 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 4 無

44150 21 環境省 維持管理積立金の額の通知
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 2 4 （第8条の5第4項準用）
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 4 無

44151 21 環境省 産業廃棄物処理施設の欠格要件に係る届出
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 2 6 3 （第9条第6項準用） 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 4 無

44152 21 環境省 産業廃棄物の最終処分場の廃止の確認
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 3 2 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 4 無

44153 21 環境省
熱回収の機能を有する産業廃棄物処理施設
に係る特例の認定

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 3 3 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め「データの管理状況」は
不明

44154 21 環境省 事業計画等の提出
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 8 1 都道府県へ事務の委任 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 4 無

44155 21 環境省 事故時の措置
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 21 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44156 21 環境省 情報処理センターによる報告
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 12 5 8 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 4 無

44157 21 環境省 都道府県知事による勧告及び命令
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 12 6
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 4 無

44158 21 環境省 産業廃棄物収集運搬業の事業の停止
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 14 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）   業者名、代表者名、住所 11 該当なし 11 該当なし 1 有 6 その他 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる
全国の自治体に共有し行
政事務に活用

全国の自治体に共有し行
政事務に活用

44159 21 環境省
産業廃棄物収集運搬業又は産業廃棄物処
分業の許可の取消し

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 14 3 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）  業者名、代表者名、住所 11 該当なし 11 該当なし 1 有 6 その他 2 公開（OD未対応）
 業者名、代表
者名、住所

2 非OD
http://www.env.
go.jp/recycle/sh
obun/

2 CSV
4 都度更
新

ほぼ毎月 2-1 個人情報が含まれる
全国の自治体に共有し行
政事務に活用

全国の自治体に共有し行
政事務に活用

44160 21 環境省 申請年月日等の告示及び申請書等の縦覧
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 4 3 縦覧等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 4 無

44162 21 環境省 産業廃棄物処理施設の改善命令等
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 2 7
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）  業者名、代表者名、住所 11 該当なし 11 該当なし 1 有 6 その他 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる
全国の自治体に共有し行
政事務に活用

全国の自治体に共有し行
政事務に活用

44163 21 環境省 産業廃棄物処理施設設置許可の取消し
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 4 無

44164 21 環境省
熱回収の機能を有する産業廃棄物処理施設
に係る特例の認定の取消し

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 3 3 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め「データの管理状況」は
不明

44165 21 環境省 監督命令
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 14 都道府県へ事務の委任
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 4 無

44166 21 環境省 報告の徴収
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 18 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 4 無

44167 21 環境省 事業者等に対する改善命令
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 19 3 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）   業者名、代表者名、住所 11 該当なし 11 該当なし 1 有 6 その他 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる
全国の自治体に共有し行
政事務に活用

全国の自治体に共有し行
政事務に活用

44168 21 環境省 処分者等への措置命令
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 19 5 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）   業者名、代表者名、住所 11 該当なし 11 該当なし 1 有 6 その他 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる
全国の自治体に共有し行
政事務に活用

全国の自治体に共有し行
政事務に活用

44169 21 環境省 措置命令書の交付
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 19 5 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 4 無

44170 21 環境省 排出事業者等への措置命令
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 19 6 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理）   業者名、代表者名、住所 11 該当なし 11 該当なし 1 有 6 その他 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる
全国の自治体に共有し行
政事務に活用

全国の自治体に共有し行
政事務に活用

44171 21 環境省 措置命令書の交付
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 19 6 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 4 無

44173 21 環境省 都道府県知事への意見
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 23 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 4 無

44174 21 環境省
一般廃棄物収運業者及び処分業者の備える
帳簿

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 7 15 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 ○ 6 不明

民間における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44175 21 環境省
一般廃棄物の無害化処理の認定を受けた者
の備える帳簿

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 10 5 法第7条第15項適用 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 ○ 6 不明
「24データの管理状況」が
「6不明」の理由：民間所有
データのため

44177 21 環境省
一般廃棄物の広域的処理の認定を受けた者
の備える帳簿

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 9 5 法第7条第15項適用 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 ○ 6 不明
「24データの管理状況」が
「6不明」の理由：民間所有
データのため

44178 21 環境省 事業者の帳簿
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 12 13 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 4 無

44179 21 環境省 産業廃棄物収集運搬業の帳簿
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 14 17 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 4 無

44180 21 環境省 処理困難通知の写しの保存
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 14 14 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 4 無

44181 21 環境省 情報処理センターの帳簿
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 13 8 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 4 無

44182 21 環境省
産業廃棄物の再生利用の認定に係る帳簿の
備え付け

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 4 2 3
第7条第15項及び第16項
準用（再生利用認定）

4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
民間における手続であり、
当該手続関係書類の国へ
の報告義務がないため

44183 21 環境省
産業廃棄物の広域的処理の認定に係る帳簿
の備え付け

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 4 3 3
第9条の9第5項準用（広
域認定）

4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
民間における手続であり、
当該手続関係書類の国へ
の報告義務がないため

44184 21 環境省
特別管理産業廃棄物の排出事業者に係る帳
簿の備え付け

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 12 2 14
第7条第15項及び第16項
準用（特管事業者）

4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 4 無

44185 21 環境省
特別管理産業廃棄物処理業者に係る帳簿の
備え付け

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 14 4 18
第7条第15項及び第16項
準用（特管処理業者）

4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 4 無



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

44186 21 環境省 産業廃棄物収集運搬業の許可
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 14 1 第14条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 業者名、代表者名、住所 11 該当なし 11 該当なし 1 有 6 その他 2 公開（OD未対応）
業者名、代表
者名、住所

2 非OD

http://www.env.
go.jp/recycle/wa
ste/sanpai/sear
ch.php

2 CSV
4 都度更
新

ほぼ毎月 2-1 個人情報が含まれる
全国の自治体に共有し行
政事務に活用

全国の自治体に共有し行
政事務に活用

44187 21 環境省 産業廃棄物処分業の許可
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 14 6 第14条第6項 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 業者名、代表者名、住所 11 該当なし 11 該当なし 1 有 6 その他 2 公開（OD未対応）
業者名、代表
者名、住所

2 非OD

http://www.env.
go.jp/recycle/wa
ste/sanpai/sear
ch.php

2 CSV
4 都度更
新

ほぼ毎月 2-1 個人情報が含まれる
全国の自治体に共有し行
政事務に活用

全国の自治体に共有し行
政事務に活用

44190 21 環境省
一般廃棄物収運業者及び処分業者の欠格要
件に係る届出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 7 2 4 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44191 21 環境省
一般廃棄物収運業及び処分業者の許可の取
消し

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 7 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44192 21 環境省
一般廃棄物処理施設の設置に係る申請書等
の縦覧

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 8 4 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44193 21 環境省
一般廃棄物処理施設の設置に係る市町村長
の意見聴取

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 8 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44194 21 環境省
一般廃棄物処理施設の設置に係る利害関係
者の意見書の提出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 8 6 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44195 21 環境省
一般廃棄物処理施設の使用前の検査の申
請

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 8 2 5 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44196 21 環境省 一般廃棄物処理施設の定期検査の申請
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 8 2 2 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44197 21 環境省
一般廃棄物処理施設の定期検査結果の通
知

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 8 2 2 1 規則第4条の4の4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44198 21 環境省
一般廃棄物処理施設の維持管理に関し備え
置く記録

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 8 4 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 ○ 6 不明

民間における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44199 21 環境省
一般廃棄物処理施設の維持管理に関する記
録の閲覧

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 8 4 3 縦覧等 6 民間事業者等 × 21 環境省 ○ 6 不明

民間における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44200 21 環境省
特定一般廃棄物最終処分場の維持管理積
立金の額の通知

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 8 5 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44201 21 環境省
特定一般廃棄物最終処分場の維持管理積
立金に係る通知

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 8 5 4 規則第4条の10第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 2 独立行政法人等 環境再生保全機構 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44202 21 環境省
特定一般廃棄物最終処分場の維持管理積
立金に係る通知

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 8 5 4 規則第4条の10第3項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等 3 地方等 環境再生保全機構 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44203 21 環境省
特定一般廃棄物最終処分場の維持管理積
立金の取戻しの申請

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 8 5 6 1 申請等 6 民間事業者等 2 独立行政法人等 環境再生保全機構 × 21 環境省 ○ 6 不明

民間における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44204 21 環境省
特定一般廃棄物最終処分場の地位を承継し
た者に係る維持管理積立金の額の通知

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 8 5 7 規則4条の16第1項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44205 21 環境省
一般廃棄物処理施設の変更申請書等の縦
覧

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 2 法第8条第4項準用 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44206 21 環境省
一般廃棄物処理施設の変更に係る市町村長
の意見聴取

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 2 法第8条第5項準用 4 作成・保存等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44207 21 環境省
一般廃棄物処理施設の変更に係る利害関係
者の意見書の提出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 2 法第8条第6項準用 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44208 21 環境省
一般廃棄物処理施設の変更に係る使用前の
検査の申請

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 2
法第8条の2第5項準用
規則第4条の4第1項

1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44209 21 環境省
一般廃棄物処理施設の設置許可を受けた者
の欠格要件に係る届出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 6 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44210 21 環境省
一般廃棄物処理施設の設置許可を受けた者
に対する改善命令等

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 2 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44211 21 環境省 一般廃棄物処理施設の設置許可の取消し
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 2 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44212 21 環境省
旧設置者等による一般廃棄物の最終処分場
の廃止の確認の申請

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 2 3 2
規則第5条の5の4
規則第5条の5の2準用

1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44213 21 環境省
熱回収の機能を有する一般廃棄物処理施設
に係る認定の申請

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 2 4 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44214 21 環境省
熱回収の機能を有する一般廃棄物処理施設
に係る認定の取消し

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 2 4 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44215 21 環境省
市町村設置の一般廃棄物処理施設の設置
届出等の縦覧

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 3 2 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44216 21 環境省
市町村設置の一般廃棄物処理施設の設置
届出に係る計画の変更又は廃止の命令

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 3 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44217 21 環境省
市町村設置の一般廃棄物処理施設の設置
届出の内容が相当であると認める通知

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 3 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44218 21 環境省
市町村設置の一般廃棄物処理施設の維持
管理に関し備え置く記録

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 3 7 4 作成・保存等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44219 21 環境省
市町村設置の一般廃棄物処理施設の維持
管理に関する記録の閲覧

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 3 7 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44220 21 環境省
市町村設置の一般廃棄物処理施設の変更
届出等の縦覧

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 3 9 法第9条の3第2項準用 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44221 21 環境省
市町村設置の一般廃棄物処理施設の変更
届出に係る計画の変更又は廃止の命令

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 3 9 法第9条の3第3項準用
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44222 21 環境省
市町村設置の一般廃棄物処理施設の変更
届出の内容が相当であると認める通知

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 3 9 法第9条の3第4項準用
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44223 21 環境省
市町村設置の一般廃棄物処理施設の設置
届出をした者に対する改善命令等

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 3 10
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44224 21 環境省
非常災害に係る一般廃棄物処理施設の設置
届出等の縦覧

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 3 3 2 3 縦覧等 6 民間事業者等 × 21 環境省 ○ 6 不明

民間における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44225 21 環境省
非常災害に係る一般廃棄物処理施設の設置
届出の内容が相当であると認める通知

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 3 3 3 法第9条の3第4項準用
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44226 21 環境省
非常災害に係る一般廃棄物処理施設の維持
管理に関し備え置く記録

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 3 3 3 法第9条の3第7項準用 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 ○ 6 不明

民間における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44227 21 環境省
非常災害に係る一般廃棄物処理施設の維持
管理に関する記録の閲覧

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 3 3 3 法第9条の3第7項準用 3 縦覧等 6 民間事業者等 × 21 環境省 ○ 6 不明

民間における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44228 21 環境省
非常災害に係る一般廃棄物処理施設の変更
届出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 3 3 3 法第9条の3第8項準用 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44229 21 環境省
非常災害に係る一般廃棄物処理施設の変更
届出等の縦覧

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 3 3 3
法第9条の3第9項準用
法第9条の3の3第2項

3 縦覧等 6 民間事業者等 × 21 環境省 ○ 6 不明

民間における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44230 21 環境省
非常災害に係る一般廃棄物処理施設の変更
届出に係る計画の変更又は廃止の命令

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 3 3 3
法第9条の3第9項準用
法第9条の3第3項

2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44231 21 環境省
非常災害に係る一般廃棄物処理施設の変更
届出の内容が相当であると認める通知

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 3 3 3
法第9条の3第9項準用
法第9条の3第4項

2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44232 21 環境省 一般廃棄物の再生利用の認定の申請
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 8 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理） 各種書類、手続きの経過 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44235 21 環境省 一般廃棄物の再生利用の認定の変更申請
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 8 6 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理） 各種書類、手続きの経過 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44236 21 環境省
一般廃棄物の再生利用の認定の軽微な変更
等の届出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 8 8 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理） 各種書類、手続きの経過 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44237 21 環境省 一般廃棄物の再生利用の認定の取消し
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 8 9
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

44238 21 環境省 一般廃棄物の広域的処理の認定の申請
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 9 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理） 各種書類、手続きの経過 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44239 21 環境省
一般廃棄物の広域的処理の認定を受けた者
に対する改善命令

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 9 5 法19条の3適用
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

44240 21 環境省
一般廃棄物の広域的処理の認定の変更申
請

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 9 6 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理） 各種書類、手続きの経過 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44241 21 環境省
一般廃棄物の広域的処理の認定の軽微な変
更等の届出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 9 8 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理） 各種書類、手続きの経過 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44242 21 環境省 一般廃棄物の広域的処理の認定の取消し
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 9 10
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

44243 21 環境省 一般廃棄物の無害化処理の認定の申請
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 10 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
一般廃棄物処理に係る
無害化認定申請

○ 2 有（電子媒体での管理） 申請書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44244 21 環境省
一般廃棄物の無害化処理の認定の変更の
届出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 10 6 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理） 届出書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44245 21 環境省 一般廃棄物の無害化処理の認定の取消し
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 10 7
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

44246 21 環境省
一般廃棄物の無害化処理施設の設置に係る
申請書等の縦覧

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 10 8 法第8条第4項準用 3 縦覧等 1 国 × 21 環境省
一般廃棄物処理に係る
無害化認定申請

3 有（紙媒体での管理） 縦覧書類 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

44247 21 環境省
一般廃棄物の無害化処理施設の設置に係る
市町村長の意見聴取

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 10 8 法第8条第5項準用 4 作成・保存等 1 国 × 21 環境省
一般廃棄物処理に係る
無害化認定申請

2 有（電子媒体での管理） 報告書 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44248 21 環境省
一般廃棄物の無害化処理施設の維持管理に
関し備え置く記録

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 10 8 法第8条の4準用 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 ○ 6 不明
「24データの管理状況」が
「6不明」の理由：民間所有
データのため

44249 21 環境省
一般廃棄物の無害化処理施設の維持管理に
関する記録の閲覧

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 10 8 法第8条の4準用 3 縦覧等 6 民間事業者等 × 21 環境省 ○ 6 不明
「24データの管理状況」が
「6不明」の理由：民間所有
データのため

44250 21 環境省
非常災害に係る一般廃棄物処理施設の軽微
な変更、廃止、休止又は再開の届出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 9 3 3 3 法第9条第3項準用 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44251 21 環境省
特定一般廃棄物最終処分場の維持管理積
立金に係る通知

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 8 5 4 規則第4条の11第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44252 21 環境省 事業の停止命令
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 7 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44253 21 環境省
一般廃棄物処理基準が適用される者に対す
る改善命令

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 19 3 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44254 21 環境省 無害化処理認定業者に対する改善命令
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 19 3 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 ○ 5 実績なし

44255 21 環境省 措置命令
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 19 4 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

44256 21 環境省 措置命令書の交付
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 19 4 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44257 21 環境省 措置命令
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 19 4 2 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44258 21 環境省 措置命令書の交付
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 19 4 2 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44259 21 環境省
生活環境保全上の支障の除去等の措置を講
じた際の維持管理積立金に係る通知

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 19 7 6
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 2 独立行政法人等 環境再生保全機構 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44260 21 環境省
一般廃棄物の再生利用に係る特例に係る報
告

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行規則

1971 3 省令又は規則 35 6 12 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理） 各種書類、手続きの経過 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44261 21 環境省
特定一般廃棄物最終処分場の許可を受けた
者の報告書の提出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行規則

1971 3 省令又は規則 35 4 17 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44262 21 環境省
一般廃棄物の広域的処理の認定を受けた者
の報告書の提出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行規則

1971 3 省令又は規則 35 6 24 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 1 有（データベースでの管理） 申請書類、報告を集計した統計 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）

広域認定制度
による一般廃
棄物の処理状
況

2 非OD

https://www.env
.go.jp/recycle/w
aste/kouiki/jisse
ki.html

8 その他 1 年1回 ７月以降
広域認定制度による
一般廃棄物の処理状
況

2 非OD

https://www.env
.go.jp/recycle/w
aste/kouiki/jisse
ki.html

7 構造化
PDF

1 年1回 ７月以降 3-3 検討を行っていない HTML

44263 21 環境省
熱回収の機能を有する一般廃棄物処理施設
の廃止、休止、再開又は変更の届出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行令

1971 2 政令 300 5 5 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44265 21 環境省 廃棄物再生事業者の登録の取消し
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行令

1971 2 政令 300 22
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44266 21 環境省
一般廃棄物の無害化処理の認定を受けた者
の報告書の提出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行規則

1971 3 省令又は規則 35 6 24 16 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理） 報告書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44267 21 環境省 廃棄物再生事業者の変更の届出
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行令

1971 2 政令 300 20 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44268 21 環境省 廃棄物再生事業者の休廃止の届出
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行令

1971 2 政令 300 21 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44269 21 環境省
認定熱回収施設設置者に係る休廃止等の届
出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行令

1971 2 政令 300 7 4 第5条の5の準用 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明

民間における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44270 21 環境省
一般廃棄物の収運を行う船舶に備え付ける
書面

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行令

1971 2 政令 300 3 1 4 作成・保存等
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 ○ 6 不明

民間における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44271 21 環境省 運搬車の書面携帯
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行令

1971 2 政令 300 6 1 1 4 作成・保存等
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 4 無

44272 21 環境省 委託契約書、書面作成
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行令

1971 2 政令 300 6 2 4 4 作成・保存等
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 4 無

44273 21 環境省 特管再委託契約書、書面作成
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行令

1971 2 政令 300 6 15 2 4 作成・保存等
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 4 無

44275 21 環境省 委託契約書、書面の写し
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行令

1971 2 政令 300 6 2 6 4 作成・保存等
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 4 無

44276 21 環境省 特管収集運搬車の書面
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行令

1971 2 政令 300 6 5 1 1 第6条第1項第1号準用 4 作成・保存等
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 4 無

44277 21 環境省 特管委託契約書、書面作成
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行令

1971 2 政令 300 6 6 2
第6条の2第4号及び第6
号準用

4 作成・保存等
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 4 無

44278 21 環境省
特別管理一般廃棄物の収運を行う者の携帯
する文書

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行令

1971 2 政令 300 4 2 1 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 ○ 6 不明

民間における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44279 21 環境省
特別管理一般廃棄物の運搬又は処分を委託
しようとする者への通知

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行令

1971 2 政令 300 4 4 2
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 ○ 6 不明

民間における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44280 21 環境省 一般廃棄物の広域的処理の廃止の届出
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行令

1971 2 政令 300 5 10 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理） 各種書類、手続きの経過 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44281 21 環境省
一般廃棄物の無害化処理の認定を受けた者
の廃止、休止又は再開の届出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行令

1971 2 政令 300 5 12 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理） 届出書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44601 21 環境省 産業廃棄物の輸出の確認の申請
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 4 7 1 第10条第１項の準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 申請書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44602 21 環境省 廃棄物の輸入の許可の申請
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 4 5 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 申請書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44603 21 環境省 一般廃棄物の輸出の確認の申請
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 10 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 申請書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44604 21 環境省
廃棄物の調査義務の対象となる水道施設に
係る環境大臣の確認の申請

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法施行規則

2011 3 省令又は規則 33 6 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 確認に関する書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44605 21 環境省
廃棄物の調査義務の対象となる水道施設に
係る環境大臣の確認

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法施行規則

2011 3 省令又は規則 33 6
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 確認に関する書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44606 21 環境省
廃棄物の調査義務の対象となる公共下水道
及び流域下水道に係る環境大臣の確認の申
請

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法施行規則

2011 3 省令又は規則 33 8 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 確認に関する書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44607 21 環境省
廃棄物の調査義務の対象となる公共下水道
及び流域下水道に係る環境大臣の確認

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法施行規則

2011 3 省令又は規則 33 8
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 確認に関する書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44608 21 環境省
廃棄物の調査義務の対象となる工業用水道
施設に係る環境大臣の確認の申請

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法施行規則

2011 3 省令又は規則 33 9 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 確認に関する書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44609 21 環境省
廃棄物の調査義務の対象となる工業用水道
施設に係る環境大臣の確認

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法施行規則

2011 3 省令又は規則 33 9
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 確認に関する書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44610 21 環境省
廃棄物の調査義務の対象となる集落排水施
設に係る環境大臣の確認の申請

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法施行規則

2011 3 省令又は規則 33 11 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 確認に関する書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44611 21 環境省
廃棄物の調査義務の対象となる集落排水施
設に係る環境大臣の確認

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法施行規則

2011 3 省令又は規則 33 11
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 確認に関する書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44612 21 環境省
環境大臣の調査による指定廃棄物の指定の
取消し

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法施行規則

2011 3 省令又は規則 33 14 2 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44613 21 環境省
環境大臣の調査による指定廃棄物の指定の
取消しについての一時保管者及び処理責任
者への協議

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法施行規則

2011 3 省令又は規則 33 14 2 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44614 21 環境省 指定廃棄物の指定の取消しに係る申出

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法施行規則

2011 3 省令又は規則 33 14 2 2 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 指定廃棄物に関する書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44615 21 環境省 申出による指定廃棄物の指定の取消し

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法施行規則

2011 3 省令又は規則 33 14 2 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 指定廃棄物に関する書類 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44616 21 環境省
申出による指定廃棄物の指定の取消しにつ
いての処理責任者への協議

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法施行規則

2011 3 省令又は規則 33 14 2 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 指定廃棄物に関する書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44617 21 環境省
一時保管者及び処理責任者への指定廃棄物
の指定の取消しの通知

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法施行規則

2011 3 省令又は規則 33 14 2 4 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 指定廃棄物に関する書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44618 21 環境省
市町村又は都道府県等への指定廃棄物の
指定の取消しの通知

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法施行規則

2011 3 省令又は規則 33 14 2 4 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 指定廃棄物に関する書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44619 21 環境省
特定一般廃棄物に係る環境大臣の確認の申
請

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法施行規則

2011 3 省令又は規則 33 28 2 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 確認に関する書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44620 21 環境省 特定一般廃棄物に係る環境大臣の確認

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法施行規則

2011 3 省令又は規則 33 28 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 確認に関する書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44621 21 環境省
特定産業廃棄物に係る環境大臣の確認の申
請

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法施行規則

2011 3 省令又は規則 33 30 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 確認に関する書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44622 21 環境省 特定産業廃棄物に係る環境大臣の確認

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法施行規則

2011 3 省令又は規則 33 30
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 確認に関する書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44623 21 環境省
特定一般廃棄物処理施設に係る環境大臣の
確認の申請

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法施行規則

2011 3 省令又は規則 33 32 2 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 確認に関する書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44624 21 環境省
特定一般廃棄物処理施設に係る環境大臣の
確認

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法施行規則

2011 3 省令又は規則 33 32 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 確認に関する書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44625 21 環境省
特定産業廃棄物処理施設に係る環境大臣の
確認の申請

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法施行規則

2011 3 省令又は規則 33 34 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 確認に関する書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

44626 21 環境省
特定産業廃棄物処理施設に係る環境大臣の
確認

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法施行規則

2011 3 省令又は規則 33 34 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 確認に関する書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44627 21 環境省

除染実施区域に係る除染等の措置等の実施
者を合意により変更した場合にその実施者が
除染等の措置等を委託により実施する場合
の通知

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法施行規則

2011 3 省令又は規則 33 45 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

独立行政法人通則法
第２条第１項に規定す
る独立行政法人、国
立大学法人法第２条
第１項に規定する国立
大学法人及び同条第
３項に規定する大学共
同利用法人

2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明

関係省庁・自治体等の手
続きであり、環境省は実
施しておらず、関係書類を
保有せず

44638 21 環境省 浄化槽の設置（勧告及び変更命令） 浄化槽法 1983 1 法律 43 5 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 5 国民等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
自治事務であり当該手続
関係書類の国への報告義
務がないため

44639 21 環境省
浄化槽の設置（設置後等の水質検査につい
ての勧告及び命令等 ）

浄化槽法 1983 1 法律 43 7 2 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 5 国民等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
自治事務であり当該手続
関係書類の国への報告義
務がないため

44640 21 環境省
浄化槽の保守点検及び浄化槽の清掃等（保
守点検又は清掃についての改善命令）

浄化槽法 1983 1 法律 43 12 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
自治事務であり当該手続
関係書類の国への報告義
務がないため

44641 21 環境省
浄化槽の保守点検及び浄化槽の清掃等（定
期検査についての勧告及び命令等）

浄化槽法 1983 1 法律 43 12 2 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 5 国民等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
自治事務であり当該手続
関係書類の国への報告義
務がないため

44654 21 環境省 浄化槽清掃業の許可（許可の通知） 浄化槽法 1983 1 法律 43 35 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
自治事務であり当該手続
関係書類の国への報告義
務がないため

44655 21 環境省
浄化槽清掃業の許可（指示、許可の取消し、
事業の停止等）

浄化槽法 1983 1 法律 43 41 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
自治事務であり当該手続
関係書類の国への報告義
務がないため

44665 21 環境省 浄化槽管理士（浄化槽管理士免状の交付） 浄化槽法 1983 1 法律 43 45 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 × 21 環境省 5 実績なし

44666 21 環境省
浄化槽管理士（指定試験機関の事業計画の
認可等）

浄化槽法 1983 1 法律 43 46 2
浄化槽法第46条の2にお
いて準用する43条の4第２
項

1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 事業計画 9 契約・決裁 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる 会社情報を含むため

44667 21 環境省
浄化槽管理士（指定試験機関の帳簿の備付
け等）

浄化槽法 1983 1 法律 43 46 2
浄化槽法第46条の2にお
いて準用する第43条の9

4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 帳簿他 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる
指定試験機関のみで完結
するため、詳細は不明

44669 21 環境省
浄化槽管理士（指定講習機関の事業計画の
認可等に係る事業計画及び収支予算の作
成）

浄化槽法 1983 1 法律 43 46 2
浄化槽法第46条の2にお
いて準用する第43条の19
第1項

4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 事業計画、収支予算書 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

事業計画書、
収支計算書

1 OD

https://www.jec
es.or.jp/spread/
pdf/r03%20keika
ku.pdf
https://www.jec
es.or.jp/about/p
df/r2_syushi.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 7月
指定講習機関のみで完結
するため、詳細は不明

44670 21 環境省
浄化槽管理士（指定講習機関の事業計画の
認可等に係る事業報告書及び収支決算書の
提出）

浄化槽法 1983 1 法律 43 46 2
浄化槽法第46条の2にお
いて準用する第43条の19
第2項

1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 事業報告、収支決算書 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

事業計画書、
収支計算書

1 OD

https://www.jec
es.or.jp/spread/
pdf/r03%20keika
ku.pdf
https://www.jec
es.or.jp/about/p
df/r2_syushi.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 7月 2-1 個人情報が含まれる 会社情報を含むため

44671 21 環境省
浄化槽管理士（指定講習機関の帳簿の備付
け等）

浄化槽法 1983 1 法律 43 46 2
浄化槽法第46条の2にお
いて準用する第43条の22

4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 予算書、決算書他 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる
指定講習機関のみで完結
するため、詳細は不明

44673 21 環境省 附則　浄化槽管理士免状の特例 浄化槽法 1983 1 法律 43 8 附則
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 氏名、住所生年月日、本籍、勤務先 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

44674 21 環境省
浄化槽の保守点検及び清掃等（保守点検の
時期及び記録等）

環境省関係浄化槽法施行
規則

1984 3 省令又は規則 17 5 2 4 作成・保存等 5 国民等 × 21 環境省 6 不明
事業者のみで完結するた
め

44675 21 環境省
浄化槽の保守点検及び清掃等（保守点検の
時期及び記録等）

環境省関係浄化槽法施行
規則

1984 3 省令又は規則 17 5 2
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 5 国民等 × 21 環境省 6 不明
事業者のみで完結するた
め

44676 21 環境省
浄化槽の保守点検及び清掃等（保守点検の
時期及び記録等）

環境省関係浄化槽法施行
規則

1984 3 省令又は規則 17 5 8 4 作成・保存等 5 国民等 × 21 環境省 6 不明
事業者のみで完結するた
め

44677 21 環境省
浄化槽の保守点検及び清掃等（保守点検の
時期及び記録等）

環境省関係浄化槽法施行
規則

1984 3 省令又は規則 17 5 9 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
事業者のみで完結するた
め

44678 21 環境省 浄化槽管理士免状（免状の申請手続）
環境省関係浄化槽法施行
規則

1984 3 省令又は規則 17 15 1 申請等 5 国民等 1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
氏名、住所、生年月日、本籍、勤務
先

11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

44679 21 環境省 浄化槽管理士免状（免状の再交付）
環境省関係浄化槽法施行
規則

1984 3 省令又は規則 17 17 1 1 申請等 5 国民等 1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 氏名、住所、生年月日、本籍 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

44680 21 環境省 浄化槽管理士免状（免状の書換え）
環境省関係浄化槽法施行
規則

1984 3 省令又は規則 17 18 1 1 申請等 5 国民等 1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 氏名、住所、生年月日、本籍 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

44681 21 環境省 浄化槽管理士試験（受験の申請）
環境省関係浄化槽法施行
規則

1984 3 省令又は規則 17 22 1 申請等 5 国民等 1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 氏名 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる
指定試験機関にて処理を
行うため

44682 21 環境省 浄化槽管理士試験（合格証書の交付）
環境省関係浄化槽法施行
規則

1984 3 省令又は規則 17 23
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 6 民間事業者等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 氏名、生年月日 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる
指定試験機関にて処理を
行うため

44683 21 環境省 浄化槽管理士試験（合格証書の再交付）
環境省関係浄化槽法施行
規則

1984 3 省令又は規則 17 24 1 申請等 5 国民等 1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる
指定試験機関にて処理を
行うため

44684 21 環境省
浄化槽管理士試験（浄化槽管理士試験委
員）

環境省関係浄化槽法施行
規則

1984 3 省令又は規則 17 25 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 氏名、住所、生年月日、学歴、職歴 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

44685 21 環境省 指定試験機関（指定の申請）
環境省関係浄化槽法施行
規則

1984 3 省令又は規則 17 27 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

44686 21 環境省 指定試験機関（名称の変更の届出）
環境省関係浄化槽法施行
規則

1984 3 省令又は規則 17 28 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

44687 21 環境省
指定試験機関（事務所の新設又は廃止の届
出）

環境省関係浄化槽法施行
規則

1984 3 省令又は規則 17 28 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

44688 21 環境省
指定試験機関（役員の選任及び解任の認可
の申請）

環境省関係浄化槽法施行
規則

1984 3 省令又は規則 17 29 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 氏名、住所、生年月日、学歴、職歴 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

44689 21 環境省 指定試験機関（事業計画等の認可の申請）
環境省関係浄化槽法施行
規則

1984 3 省令又は規則 17 30 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 事業計画、収支予算書 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

事業計画書 1 OD

https://www.jec
es.or.jp/spread/
pdf/r03%20keika
ku.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 7月
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44690 21 環境省 指定試験機関（事業計画等の変更の申請）
環境省関係浄化槽法施行
規則

1984 3 省令又は規則 17 30 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

44691 21 環境省
指定試験機関（試験事務規程の認可の申
請）

環境省関係浄化槽法施行
規則

1984 3 省令又は規則 17 31 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 規程 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44692 21 環境省
指定試験機関（試験事務規程の変更の申
請）

環境省関係浄化槽法施行
規則

1984 3 省令又は規則 17 31 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 規程 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44693 21 環境省 指定試験機関（受験停止の処分の報告）
環境省関係浄化槽法施行
規則

1984 3 省令又は規則 17 35 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

44694 21 環境省
指定試験機関（試験事務の実施結果の報
告）

環境省関係浄化槽法施行
規則

1984 3 省令又は規則 17 37 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
合格者氏名、生年月日、住所、勤務
先、試験結果

11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

44695 21 環境省
指定試験機関（試験事務の休廃止の許可の
申請）

環境省関係浄化槽法施行
規則

1984 3 省令又は規則 17 38 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

44696 21 環境省 浄化槽管理士に係る講習（受講の申請）
環境省関係浄化槽法施行
規則

1984 3 省令又は規則 17 44
2-3 交付等（民間手
続）

5 国民等 6 民間事業者等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 氏名、住所生年月日、本籍、勤務先 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる
指定講習機関にて処理を
行うため

44697 21 環境省 浄化槽管理士に係る講習（修了証書の交付）
環境省関係浄化槽法施行
規則

1984 3 省令又は規則 17 46
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 5 国民等 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 氏名、生年月日 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる
指定講習機関にて処理を
行うため

44698 21 環境省
浄化槽管理士に係る講習（修了証書の再交
付）

環境省関係浄化槽法施行
規則

1984 3 省令又は規則 17 47
2-3 交付等（民間手
続）

5 国民等 6 民間事業者等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる
指定講習機関にて処理を
行うため

44699 21 環境省 浄化槽管理士に係る講習（指定の申請）
環境省関係浄化槽法施行
規則

1984 3 省令又は規則 17 48 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

44700 21 環境省
浄化槽管理士に係る講習（講習実施結果の
報告）

環境省関係浄化槽法施行
規則

1984 3 省令又は規則 17 51 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
修了者氏名、生年月日、住所、勤務
先、講習結果

11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

44701 21 環境省 指定講習機関（名称の変更の届出）
環境省関係浄化槽法施行
規則

1984 3 省令又は規則 17 53
環境省関係浄化槽法施行
規則第53条において準用
する第28条

1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

44702 21 環境省 指定講習機関（事業計画等の認可の申請）
環境省関係浄化槽法施行
規則

1984 3 省令又は規則 17 53
環境省関係浄化槽法施行
規則第53条において準用
する第30条第1項

1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 事業計画、収支予算書 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

事業計画書 1 OD

https://www.jec
es.or.jp/spread/
pdf/r03%20keika
ku.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 7月
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44703 21 環境省 指定講習機関（事業計画等の変更の申請）
環境省関係浄化槽法施行
規則

1984 3 省令又は規則 17 53
環境省関係浄化槽法施行
規則第53条において準用
する第30条第2項

1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 事業計画、収支予算書 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44704 21 環境省
指定講習機関（講習事務規程の認可の申
請）

環境省関係浄化槽法施行
規則

1984 3 省令又は規則 17 53
環境省関係浄化槽法施行
規則第53条において準用
する第31条第1項

1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 規程 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44705 21 環境省
指定講習機関（講習事務規程の変更の申
請）

環境省関係浄化槽法施行
規則

1984 3 省令又は規則 17 53
環境省関係浄化槽法施行
規則第53条において準用
する第31条第2項

1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 規程 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44706 21 環境省
指定講習機関（講習事務の休廃止の許可の
申請）

環境省関係浄化槽法施行
規則

1984 3 省令又は規則 17 53
環境省関係浄化槽法施行
規則第53条において準用
する第38条

1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

44707 21 環境省
雑則（附則第8条の規定による免状の申請手
続）

浄化槽法 1983 1 法律 43 8 附則（昭60.8.2厚令34） 1 申請等 5 国民等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

44720 21 環境省 措置命令
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 19 10 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44721 21 環境省 措置命令書の交付
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 19 10 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44723 21 環境省 土地の形質の変更に関する措置命令
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 19 11 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44724 21 環境省
土地の形質の変更に関する措置命令書の交
付

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 19 11 2 法第19条の4第2項準用
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 ○ 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

44841 21 環境省
二以上の事業者による産業廃棄物の処理に
係る特例の認定

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 12 7 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 4 無

44842 21 環境省
二以上の事業者による産業廃棄物の処理に
係る特例の認定の変更認定

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 12 7 7 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 4 無

44843 21 環境省
二以上の事業者による産業廃棄物の処理に
係る特例の認定の軽微変更の届出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 12 7 9 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 4 無

44844 21 環境省
二以上の事業者による産業廃棄物の処理に
係る特例の認定の取り消し

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 12 7 10
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 4 無

44845 21 環境省 産業廃棄物収集運搬業の許可の更新
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 14 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 4 無

44846 21 環境省 産業廃棄物処分業の許可の更新
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 14 7 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 4 無

44847 21 環境省
産業廃棄物処理業の廃止にかかる処理困難
通知の写しの保存

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 14 2 5 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 4 無

44848 21 環境省
産業廃棄物処理業の許可取消しにかかる処
理困難通知の写しの保存

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 14 3 2 4 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 4 無

44849 21 環境省
特別管理産業廃棄物処理業の欠格要件に係
る届出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 14 5 3 第7条の2第4項準用 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 4 無

44850 21 環境省 産業廃棄物の最終処分場の廃止の確認
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 2 6 3 第9条第5項準用
2-1 申請等に基づく処
分通知等

6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 4 無

44851 21 環境省 産業廃棄物の再生利用に係る特例の認定
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 4 2 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44852 21 環境省
産業廃棄物の再生利用に係る特例の認定に
係る改善命令

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 4 2 3 第9条の8第5項準用
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 5 実績なし

44853 21 環境省
産業廃棄物の再生利用に係る特例の認定に
係る報告の徴収

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 4 2 3 第9条の8第5項準用
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

44854 21 環境省
産業廃棄物の再生利用に係る特例の認定に
係る変更認定

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 4 2 3 第9条の8第6項準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44855 21 環境省
産業廃棄物の再生利用に係る特例の認定に
係る軽微変更の届出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 4 2 3 第9条の8第8項準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44856 21 環境省
産業廃棄物の再生利用に係る特例の認定の
取り消し

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 4 2 3 第9条の8第9項準用
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

44857 21 環境省 産業廃棄物の広域的処理に係る特例の認定
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 4 3 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44858 21 環境省
産業廃棄物の広域的処理に係る特例の認定
に係る改善命令

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 4 3 3 第9条の9第5項準用
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 5 実績なし

44859 21 環境省
産業廃棄物の広域的処理に係る特例の認定
に係る変更認定

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 4 3 3 第9条の9第6項準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44860 21 環境省
産業廃棄物の広域的処理に係る特例の認定
に係る軽微変更の届出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 4 3 3 第9条の9第8項準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44861 21 環境省
産業廃棄物の広域的処理に係る特例の認定
の取り消し

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 4 3 3 第9条の9第10項準用
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

44862 21 環境省 産業廃棄物の無害化処理に係る特例の認定
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 4 4 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省
産業廃棄物処理に係る
無害化認定申請

○ 2 有（電子媒体での管理） 申請書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44863 21 環境省
産業廃棄物の無害化処理に係る特例の認定
に係る施設の維持管理に関し備え置く記録

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 4 4 3 第8条の4準用 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
民間における手続であり、
当該手続関係書類の国へ
の報告義務がないため

44864 21 環境省
産業廃棄物の無害化処理に係る特例の認定
に係る施設の維持管理に関する記録の閲覧

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 4 4 3 第8条の4準用 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
民間における手続であり、
当該手続関係書類の国へ
の報告義務がないため

44865 21 環境省
産業廃棄物の無害化処理に係る特例の認定
に係る帳簿の備え付け

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 4 4 3 第9条の10第5項準用 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
民間における手続であり、
当該手続関係書類の国へ
の報告義務がないため

44866 21 環境省
産業廃棄物の無害化処理に係る特例の認定
に係る変更の届出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 4 4 3 第9条の10第6項準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 届出書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44867 21 環境省
産業廃棄物の無害化処理に係る特例の認定
の取り消し

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 4 4 3 第9条の10第7項準用
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

44868 21 環境省
産業廃棄物の無害化処理施設の設置に係る
申請書等の縦覧

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 4 4 3 第15条第4項準用 3 縦覧等 1 国 × 21 環境省
産業廃棄物処理に係る
無害化認定申請

3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

44869 21 環境省
産業廃棄物の無害化処理施設の設置に係る
都道府県及び市町村の長の意見聴取

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 4 4 3 第15条第5項準用
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 4 地方の事務でない × 21 環境省
産業廃棄物処理に係る
無害化認定申請

2 有（電子媒体での管理） 報告書 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44872 21 環境省 事業報告書及び収支決算書の提出
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 8 2 都道府県へ事務の委任 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め不明

44873 21 環境省 有害使用済機器の保管に係る届出
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 17 2 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明
自治体の事務なので網羅
的には把握していない

44874 21 環境省
有害使用済機器の保管に係る届出に係る変
更の届出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 17 2 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明
自治体の事務なので網羅
的には把握していない

44875 21 環境省
有害使用済機器の保管に係る届出者に係る
報告徴収

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 17 2 3 第18条準用
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明
自治体の事務なので網羅
的には把握していない

44877 21 環境省
有害使用済機器の保管に係る届出者に係る
改善命令

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 17 2 3 第19条の3準用
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明
自治体の事務なので網羅
的には把握していない

44878 21 環境省
有害使用済機器の保管に係る届出者に係る
措置命令

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 17 2 3 第19条の5準用
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明
自治体の事務なので網羅
的には把握していない

44879 21 環境省 二以上の者の認定に係る廃止の届出
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行令

1971 2 政令 300 6 7 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め不明



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

44880 21 環境省
産業廃棄物の再生利用の認定に係る事業の
廃止、休止又は再開の届出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行令

1971 2 政令 300 7 6 令第5条の8準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44881 21 環境省
産業廃棄物の広域的処理の認定に係る事業
の廃止の届出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行令

1971 2 政令 300 7 7 令第5条の10準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44882 21 環境省
無害化処理の認定に係る事業の廃止、休止
又は再開の届出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行令

1971 2 政令 300 7 10 令第5条の12準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 届出書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44883 21 環境省
有害使用済機器の保管に係る届出に係る事
業の全部又は一部の廃止の届出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行令

1971 2 政令 300 16 4 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明
自治体の事務なので網羅
的には把握していない

44884 21 環境省
二以上の事業者による産業廃棄物の処理に
係る特例の認定に係る報告

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行規則

1971 3 省令又は規則 35 3 38 11 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 4 無

44885 21 環境省
産業廃棄物の再生利用認定に係る役員の変
更の届出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行規則

1971 3 省令又は規則 35 12 12 7 規則第6条の6の3準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44886 21 環境省
産業廃棄物の再生利用に係る特例の認定に
係る報告

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行規則

1971 3 省令又は規則 35 12 12 7 規則第6条の12準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 申請書類、報告を集計した統計 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）

産業廃棄物処
理施設の設
置、産業廃棄
物処理業の許
可等に関する
状況（平成29
年度実績等）
について

2 非OD
http://www.env.
go.jp/press/107
913.html

8 その他 1 年1回 4月頃 3-3 検討を行っていない HTML

44887 21 環境省
産業廃棄物の広域的処理に係る特例の認定
に係る報告

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行規則

1971 3 省令又は規則 35 12 12 13 規則第6条の24準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 申請書類、報告を集計した統計 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）

産業廃棄物処
理施設の設
置、産業廃棄
物処理業の許
可等に関する
状況（平成29
年度実績等）
について

2 非OD
http://www.env.
go.jp/press/107
913.html

8 その他 1 年1回 4月頃 3-3 検討を行っていない HTML

44888 21 環境省 無害化処理に係る特例の認定に係る報告
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行規則

1971 3 省令又は規則 35 12 12 19 規則第6条の24の16準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 報告書類 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）

廃棄物処理法
第15条の４の
４第１項の規
定に基づき無
害化処理認定
を受けた者に
よる処分の状
況

2 非OD
https://www.env
.go.jp/recycle/p
oly/facilities.html

8 その他 1 年1回 1月頃 2-1 個人情報が含まれる HTML

44889 21 環境省
有害使用済機器の届出者に係る帳簿の備え
付け

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行規則

1971 3 省令又は規則 35 13 12 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 6 不明
民間における手続であり、
当該手続関係書類の国へ
の報告義務がないため

44890 21 環境省
放射性物質汚染対処特措法基本方針の関
係行政機関への協議

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法

2011 1 法律 110 7 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国 × 21 環境省 4 無

44891 21 環境省 関係原子力機関への協力要請

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法

2011 1 法律 110 10 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44892 21 環境省
関係原子力機関が自治体の協力要請に応じ
ない場合の通知

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法

2011 1 法律 110 10 3 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44893 21 環境省 関係原子力機関への協力勧告

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法

2011 1 法律 110 10 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

44895 21 環境省
汚染廃棄物対策地域の指定に関する関係地
方公共団体の長の意見聴取

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法

2011 1 法律 110 11 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 地域指定に関する書類 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

44896 21 環境省
汚染廃棄物対策地域の指定に関する関係地
方公共団体の長への通知

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法

2011 1 法律 110 11 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44897 21 環境省
汚染廃棄物対策地域の指定に関する都道府
県知事又は市町村長による環境大臣に対す
る要請

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法

2011 1 法律 110 11 4 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44898 21 環境省
対策地域内廃棄物処理計画の関係行政機
関の長への協議

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法

2011 1 法律 110 13 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 地域指定に関する書類 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

44899 21 環境省
対策地域内廃棄物処理計画に係る関係地方
公共団体の長の意見聴取

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法

2011 1 法律 110 13 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 地域指定に関する書類 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

44900 21 環境省
対策地域内廃棄物処理計画の関係地方公
共団体の長への通知

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法

2011 1 法律 110 13 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 地域指定に関する書類 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

44901 21 環境省 水道施設等における廃棄物の調査報告

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法

2011 1 法律 110 16 1 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 調査に関する書類 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44902 21 環境省 報告に係る是正命令等

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法

2011 1 法律 110 16 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44903 21 環境省 廃棄物の指定

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法

2011 1 法律 110 17 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 指定廃棄物に関する書類 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44904 21 環境省 廃棄物の指定の申請

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法

2011 1 法律 110 18 1 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 指定廃棄物に関する書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44905 21 環境省
指定申請に係る調査に関する報告又は資料
提出の求め

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法

2011 1 法律 110 18 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44906 21 環境省
除染特別地域の指定の要件に係る環境省令
の関係行政機関の長への協議

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法

2011 1 法律 110 25 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国 × 21 環境省 4 無

44907 21 環境省
除染特別地域の指定に係る関係地方公共団
体の長への意見聴取

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法

2011 1 法律 110 25 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 4 無

44908 21 環境省
除染特別地域を指定したことの公告及び関
係地方公共団体の長への通知

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法

2011 1 法律 110 25 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 4 無

44909 21 環境省
除染特別地域内の汚染の状況の調査測定に
係る聴聞

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法

2011 1 法律 110 27 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 4 無

44910 21 環境省
特別地域内除染実施計画の関係行政機関
の長への協議及び地方公共団体の長への意
見聴取

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法

2011 1 法律 110 28 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 4-3 国又は地方等 4 地方の事務でない × 21 環境省 4 無

44911 21 環境省
特別地域内除染実施計画の公告及び関係地
方公共団体の長への通知

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法

2011 1 法律 110 28 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 4 無

44912 21 環境省
国による特別地域内除染実施計画に基づく
土壌等の除染等の措置実施の同意が得られ
ない場合の官報掲載

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法

2011 1 法律 110 30 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 通知文 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44913 21 環境省
国による特別地域内除染実施計画に基づく
土壌等の除染等の措置実施の同意が得られ
ない場合の官報掲載を受けた意見書の提出

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法

2011 1 法律 110 30 5 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 × 21 環境省 5 実績なし

44914 21 環境省
除染特別地域内の土地等に係る除去土壌等
の保管についての通知及び意見聴取

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法

2011 1 法律 110 31 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

× 21 環境省 4 無

44915 21 環境省
汚染状況重点調査地域の指定の要件に係る
環境省令の関係行政機関の長への協議

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法

2011 1 法律 110 32 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 4 地方の事務でない × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
汚染状況重点調査地域の指定の要
件に係る環境省令の関係行政機関
の長への協議

11 該当なし 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

44916 21 環境省
汚染状況重点調査地域の指定に係る関係地
方公共団体の長への意見聴取

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法

2011 1 法律 110 32 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
汚染状況重点調査地域の指定に係
る関係地方公共団体の長への意見
聴取

11 該当なし 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

44917 21 環境省
汚染状況重点調査地域を指定したことの公
告及び関係地方公共団体の長への通知

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法

2011 1 法律 110 32 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
除汚染状況重点調査地域を指定し
たことの関係地方公共団体の長へ
の通知

11 該当なし 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

44918 21 環境省
汚染状況重点調査地域内の汚染の状況の
調査測定に係る聴聞

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法

2011 1 法律 110 34 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明

都道府県知事等の手続き
であり、当該手続き関係
書類の国への報告義務が
ない



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

44919 21 環境省
都道府県知事等が除染実施計画を定めよう
とする場合の除染実施者等への意見聴取

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法

2011 1 法律 110 36 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等
4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

独立行政法人通則法
第２条第１項に規定す
る独立行政法人、国
立大学法人法第２条
第１項に規定する国立
大学法人及び同条第
３項に規定する大学共
同利用法人

2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
都道府県知事等が除染実施計画を
定めようとする場合の除染実施者
等への意見聴取

11 該当なし 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

44920 21 環境省
都道府県知事等が除染実施計画を定めよう
とする場合の環境大臣への協議

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法

2011 1 法律 110 36 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 1 国 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

44921 21 環境省
都道府県知事等が除染実施計画を定めた場
合の公告及び関係市町村長への通知

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法

2011 1 法律 110 36 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明

都道府県知事等の手続き
であり、当該手続き関係
書類の国への報告義務が
ない

44922 21 環境省
除染実施計画に基づく土壌等の除染等の措
置実施の同意が得られない場合の官報掲載

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法

2011 1 法律 110 38 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

独立行政法人通則法
第２条第１項に規定す
る独立行政法人、国
立大学法人法第２条
第１項に規定する国立
大学法人及び同条第
３項に規定する大学共
同利用法人

2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明
当該地方自治体等が公報
に掲載するもので、国へ
の報告義務がない

44923 21 環境省
除染実施計画に基づく土壌等の除染等の措
置実施の同意が得られない場合の官報掲載
を受けた意見書の提出

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法

2011 1 法律 110 38 5 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-3 国又は地方等 4 地方の事務でない × 21 環境省 6 不明

関係省庁・自治体等に対
する意見書であり、環境省
は該当しておらず関係書
類を保有しない

44924 21 環境省
除染実施計画を定めた都道府県知事等の除
染実施者に対する進捗の報告徴収

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法

2011 1 法律 110 38 8
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等
4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

独立行政法人通則法
第２条第１項に規定す
る独立行政法人、国
立大学法人法第２条
第１項に規定する国立
大学法人及び同条第
３項に規定する大学共
同利用法人

2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
除染実施者の除染実施計画の進捗
状況に関する報告

7 インフラ 11 該当なし 1 有
5 各種会議や国会審議への
提出

1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

除染実施計画
に基づく除染
等の措置の進
捗状況

1 OD
http://josen.env.
go.jp/zone/

7 構造化
PDF

2 年2～11
回

3.6.9.12月
末時点
（H24/9月
～H30/3
月完了）

44925 21 環境省
除染実施区域内の土地等に係る除去土壌等
の保管についての通知及び意見聴取

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法

2011 1 法律 110 39 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等
7 国民等、民間事業者
等

2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明

都道府県知事等の手続き
であり、当該手続き関係
書類の国への報告義務が
ない

44926 21 環境省
除染実施区域内の土地等に係る除去土壌等
の保管についての除染実施者から除染実施
計画を定めた都道府県知事等への届出

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法

2011 1 法律 110 39 3 1 申請等 4-3 国又は地方等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明

都道府県知事等の手続き
であり、当該手続き関係
書類の国への報告義務が
ない

44927 21 環境省

除染実施区域内の土地等に係る除去土壌等
の保管について変更が生じた場合の除染実
施者から除染実施計画を定めた都道府県知
事等への届出

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法

2011 1 法律 110 39 4 1 申請等 4-3 国又は地方等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
除去土壌の処理の基準に係る環境
省令の関係行政機関の長への協議

11 該当なし 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

44928 21 環境省
土壌等の除染等の措置の基準に係る環境省
令の関係行政機関の長への協議

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法

2011 1 法律 110 40 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 4-3 国又は地方等 4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

44929 21 環境省
除去土壌の処理の基準に係る環境省令の関
係行政機関の長への協議

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法

2011 1 法律 110 41 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 4 地方の事務でない × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

44930 21 環境省
指定廃棄物の一時保管者に対する報告の徴
収

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法

2011 1 法律 110 49 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44931 21 環境省
特定廃棄物の処理を行った者その他の関係
者に対する報告の徴収

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法

2011 1 法律 110 49 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

44932 21 環境省
指定廃棄物の一時保管を行った者に対する
措置命令

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法

2011 1 法律 110 51 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 5 実績なし

44933 21 環境省
特定廃棄物の処理を行った者に対する措置
命令

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法

2011 1 法律 110 51 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

44934 21 環境省

除染実施区域に係る除染等の措置等の実施
者を合意により変更した場合にその実施者が
除染等の措置等を委託により実施する場合
の通知

平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発
電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環
境の汚染への対処に関す
る特別措置法施行規則

2011 3 省令又は規則 33 45 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

3 地方等

独立行政法人通則法
第２条第１項に規定す
る独立行政法人、国
立大学法人法第２条
第１項に規定する国立
大学法人及び同条第
３項に規定する大学共
同利用法人

2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明

関係省庁・自治体等に対
する通知であり、環境省は
該当しておらず関係書類
を保有しない

111636 21 環境省 浄化槽の設置（設置後の水質検査） 浄化槽法 1983 1 法律 43 7 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
自治事務であり当該手続
関係書類の国への報告義
務がないため

111637 21 環境省
浄化槽の保守点検及び浄化槽の清掃等（定
期検査）

浄化槽法 1983 1 法律 43 11 2
浄化槽法第11条第2項に
おいて準用する第7条第2
項

1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
自治事務であり当該手続
関係書類の国への報告義
務がないため

115297 21 環境省
浄化槽の保守点検及び浄化槽の清掃等（休
止の届出）

浄化槽法 2020 1 法律 43 11 2 1 申請等 5 国民等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
自治事務であり当該手続
関係書類の国への報告義
務がないため

115298 21 環境省 浄化槽処理促進区域（指定の公告） 浄化槽法 2020 1 法律 43 12 4 3 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
自治事務であり当該手続
関係書類の国への報告義
務がないため

115299 21 環境省 公共浄化槽（完了の通知） 浄化槽法 2020 1 法律 43 12 7 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 5 国民等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
自治事務であり当該手続
関係書類の国への報告義
務がないため

115300 21 環境省 公共浄化槽（受忍義務等） 浄化槽法 2020 1 法律 43 12 9 3 1 申請等 5 国民等 5 国民等 4 地方の事務でない × 21 環境省 6 不明
自治事務であり当該手続
関係書類の国への報告義
務がないため

115301 21 環境省 公共浄化槽（設置の承認） 浄化槽法 2020 1 法律 43 12 10 1 申請等 5 国民等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
自治事務であり当該手続
関係書類の国への報告義
務がないため

115302 21 環境省 公共浄化槽（使用の開始） 浄化槽法 2020 1 法律 43 12 11 1 申請等 5 国民等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
自治事務であり当該手続
関係書類の国への報告義
務がないため

115303 21 環境省 公共浄化槽（検査） 浄化槽法 2020 1 法律 43 12 12 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 5 国民等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
自治事務であり当該手続
関係書類の国への報告義
務がないため

115304 21 環境省 公共浄化槽（土地の立入り） 浄化槽法 2020 1 法律 43 12 15 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 5 国民等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
自治事務であり当該手続
関係書類の国への報告義
務がないため

115305 21 環境省 公共浄化槽（使用の廃止） 浄化槽法 2020 1 法律 43 12 16 2 1 申請等 5 国民等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
自治事務であり当該手続
関係書類の国への報告義
務がないため

115306 21 環境省 浄化槽台帳の作成（情報提供) 浄化槽法 2020 1 法律 43 49 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
自治事務であり当該手続
関係書類の国への報告義
務がないため

115307 21 環境省 附則　特定単独処置浄化槽に対する措置 浄化槽法 2020 1 法律 43 11 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 5 国民等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明
自治事務であり当該手続
関係書類の国への報告義
務がないため

115308 21 環境省 廃棄物処理センターの指定
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 5 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 法人名、指定日、事業の実施状況 7 インフラ 1 有 6 その他 2 公開（OD未対応）

廃棄物処理セ
ンターの指定
及び事業実施
状況

2 非OD

http://www.env.
go.jp/recycle/20
20/07/15/waste
/center%20ichira
n%20R2.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期 3-3 検討を行っていない 指定状況の把握

115309 21 環境省 廃棄物処理センターの所在地の変更
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 5 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 7 インフラ 2 無 2 公開（OD未対応） 官報に掲載 2 非OD 官報に掲載 8 その他 5 その他
事由発生
時

3-3 検討を行っていない 官報

115310 21 環境省
廃棄物処理センターの事業計画等の提出、
変更の提出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 8 1 都道府県への事務委任 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め「データの管理状況」は
不明

115311 21 環境省
廃棄物処理センターの事業報告書及び収支
決算書の提出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 8 2 都道府県への事務委任 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め「データの管理状況」は
不明

115313 21 環境省
特定施設の整備計画認定の関係市町村へ
の通知

産業廃棄物の処理に係る
特定施設の整備の促進に
関する法律

1992 1 法律 62 7 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め「データの管理状況」は
不明

115314 21 環境省
高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管等の
届出

ポリ塩化ビフェニル廃棄物
の適正な処理の推進に関
する特別措置法

2001 1 法律 65 8 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

115315 21 環境省
高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分終了
の届出

ポリ塩化ビフェニル廃棄物
の適正な処理の推進に関
する特別措置法

2001 1 法律 65 10 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

115316 21 環境省
高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物の特例処分
期限日係る届出

ポリ塩化ビフェニル廃棄物
の適正な処理の推進に関
する特別措置法

2001 1 法律 65 10 3 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

115317 21 環境省
高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分の特
例処分期限日に係る届出事項の変更の届出

ポリ塩化ビフェニル廃棄物
の適正な処理の推進に関
する特別措置法

2001 1 法律 65 10 4 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

115318 21 環境省
高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の地
位承継の届出

ポリ塩化ビフェニル廃棄物
の適正な処理の推進に関
する特別措置法

2001 1 法律 65 16 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

115319 21 環境省
低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物に係る保管
等の届出

ポリ塩化ビフェニル廃棄物
の適正な処理の推進に関
する特別措置法

2001 1 法律 65 15 第８条第１項の準用 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

115320 21 環境省
低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分終了
の届出

ポリ塩化ビフェニル廃棄物
の適正な処理の推進に関
する特別措置法

2001 1 法律 65 15 第10条第2項の準用 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

115321 21 環境省
高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品の特例処
分期日に係る届出

ポリ塩化ビフェニル廃棄物
の適正な処理の推進に関
する特別措置法

2001 1 法律 65 18 2 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

115322 21 環境省
高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品の所有等
の届出

ポリ塩化ビフェニル廃棄物
の適正な処理の推進に関
する特別措置法

2001 1 法律 65 19 第８条第１項の準用 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

115323 21 環境省
高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品の破棄終
了の届出

ポリ塩化ビフェニル廃棄物
の適正な処理の推進に関
する特別措置法

2001 1 法律 65 19 第10条第２項の準用 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

115324 21 環境省
高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品の廃棄の
特例処分期限日に係る届出事項の変更の届
出

ポリ塩化ビフェニル廃棄物
の適正な処理の推進に関
する特別措置法

2001 1 法律 65 19 第10条第４項の準用 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

115325 21 環境省
高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品の所有の
地位継承に係る届出

ポリ塩化ビフェニル廃棄物
の適正な処理の推進に関
する特別措置法

2001 1 法律 65 19 第16条第２項の準用 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

115326 21 環境省
高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物に係る保管
の場所等の変更（保管事業者・保有事業者）
の届出

ポリ塩化ビフェニル廃棄物
の適正な処理の推進に関
する特別措置法施行規則

2001 3 省令又は規則 23 10 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

115327 21 環境省
高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管場所
の変更確認申請書の提出

ポリ塩化ビフェニル廃棄物
の適正な処理の推進に関
する特別措置法施行規則

2001 3 省令又は規則 23 10 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

115328 21 環境省
高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物に係る保管
等の変更（処分業者）の届出

ポリ塩化ビフェニル廃棄物
の適正な処理の推進に関
する特別措置法施行規則

2001 3 省令又は規則 23 11 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

115329 21 環境省
高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管等に
係る届出の縦覧

ポリ塩化ビフェニル廃棄物
の適正な処理の推進に関
する特別措置法施行規則

2001 3 省令又は規則 23 12 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

115330 21 環境省
低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物に係る保管
等の変更の届出

ポリ塩化ビフェニル廃棄物
の適正な処理の推進に関
する特別措置法施行規則

2001 3 省令又は規則 23 21 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

115331 21 環境省
ポリ塩化ビフェニル廃棄物の譲受けに係る届
出

ポリ塩化ビフェニル廃棄物
の適正な処理の推進に関
する特別措置法施行規則

2001 3 省令又は規則 23 26 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

115332 21 環境省
高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在場
所の変更の届出

ポリ塩化ビフェニル廃棄物
の適正な処理の推進に関
する特別措置法施行規則

2001 3 省令又は規則 23 28 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

115333 21 環境省
高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品の譲受け
に係る届出

ポリ塩化ビフェニル廃棄物
の適正な処理の推進に関
する特別措置法施行規則

2001 3 省令又は規則 23 36 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

123442 21 環境省 多量排出事業者処理計画
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 12 9 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明
法定受託事務により自治
体で対応しているため不
明

123443 21 環境省 多量排出事業者処理計画の実施状況報告
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 12 10 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明
法定受託事務により自治
体で対応しているため不
明

123444 21 環境省
特別管理産業廃棄物の多量排出事業者処
理計画

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 12 2 10 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明
法定受託事務により自治
体で対応しているため不
明

123445 21 環境省
特別管理産業廃棄物の多量排出事業者処
理計画の実施状況報告

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 12 2 11 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明
法定受託事務により自治
体で対応しているため不
明

123446 21 環境省 情報処理センターの指定
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 13 2 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 4 無

123447 21 環境省
情報処理センターの名称、住所又は事務所
の所在地の変更に関する届出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 13 2 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

123448 21 環境省
情報処理センターによる事業計画の認可申
請、事業計画の変更の認可申請

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 13 5 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

123449 21 環境省
情報処理センターによる事業報告書及び収
支決算書の提出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 13 5 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 情報管理センターの報告書等 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

123450 21 環境省
一般廃棄物の再生利用の認定の役員の変
更の届出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行規則

1971 3 省令又は規則 35 6 6 3 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理） 各種書類、手続きの経過 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

123451 21 環境省
一般廃棄物の再生利用の認定の休廃止等
の届出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行令

1971 2 政令 300 5 8 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理） 各種書類、手続きの経過 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

124073 21 環境省 管理票交付者が講ずべき措置
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 12 3 8 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明
法定受託事務により自治
体で対応しているため不
明

124074 21 環境省
産業廃棄物処理施設における一般廃棄物処
理施設設置の届出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 2 5 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明
法定受託事務により自治
体で対応しているため不
明

124075 21 環境省
産業廃棄物処理施設における一般廃棄物処
理施設設置の非常時における事後届出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 2 5 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明
法定受託事務により自治
体で対応しているため不
明

124076 21 環境省
産業廃棄物の無害化処理に係る利害関係者
からの意見書の提出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 4 4 3 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 4 無

124077 21 環境省
国外廃棄物（特別管理産業廃棄物）の保管
の届出

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 4 6 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 6 不明
法定受託事務により自治
体で対応しているため不
明

124078 21 環境省 土地の形質の変更の届出
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 19 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明
法定受託事務により自治
体で対応しているため不
明

124079 21 環境省 土地の形質の変更に着手している者の届出
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 19 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明
法定受託事務により自治
体で対応しているため不
明

124080 21 環境省 非常災害における土地の形質の変更の届出
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

1970 1 法律 137 15 19 3 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明
法定受託事務により自治
体で対応しているため不
明

124081 21 環境省 指定機関の業務規程提出
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行規則

1971 3 省令又は規則 35 9 2 3 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 4 無

124082 21 環境省 指定機関の役員の選解任の届出
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行規則

1971 3 省令又は規則 35 9 2 5 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 4 無

124083 21 環境省 指定機関の業務の休廃止の届出
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行規則

1971 3 省令又は規則 35 9 2 6 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 4 無

124084 21 環境省
輸入された廃棄物の適正な処分又は再生が
困難である旨の確認の申請

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行規則

1971 3 省令又は規則 35 8 3 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 4 無

124085 21 環境省 定期検査の申請
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行規則

1971 3 省令又は規則 35 12 5 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明
法定受託事務により自治
体で対応しているため不
明

124086 21 環境省
機構による維持管理積立金取り戻し状況の
通知

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行規則

1971 3 省令又は規則 35 12 7 8 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 6 不明
法定受託事務により自治
体で対応しているため不
明

124087 21 環境省 機構による積立期限超過の通知
廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行規則

1971 3 省令又は規則 35 12 7 9 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 6 不明
法定受託事務により自治
体で対応しているため不
明

124088 21 環境省
機構による特定産業廃棄物最終処分場の状
況の報告

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行規則

1971 3 省令又は規則 35 12 7 15 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 6 不明
法定受託事務により自治
体で対応しているため不
明

124089 21 環境省
産業廃棄物処理施設における一般廃棄物処
理施設設置に関する変更又は廃止届

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行規則

1971 3 省令又は規則 35 12 7 17 5 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明
法定受託事務により自治
体で対応しているため不
明

124090 21 環境省
産業廃棄物の最終処分場の廃止の確認の
申請

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行規則

1971 3 省令又は規則 35 12 11 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明
法定受託事務により自治
体で対応しているため不
明

118906 21 環境省
ばい煙発生施設等設置者等に対する報告の
徴収等

公害健康被害の補償等に
関する法律

1973 1 法律 111 141 1 4 作成・保存等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 1 有 6 その他 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

公害健康被害の補償等に
関する法律施行令の改正
の際に活用

42866 21 環境省 現況の届出
環境省関係石綿による健
康被害の救済に関する法
律施行規則

2006 3 省令又は規則 3 14 1 申請等 5 国民等 2 独立行政法人等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれるた
め。

42867 21 環境省 公害保健福祉事業の承認
公害健康被害の補償等に
関する法律

1973 1 法律 111 46
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 1 国 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 9 契約・決裁 1 健康・医療・介護 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

42868 21 環境省 遺族補償費の額の改定
公害健康被害の補償等に
関する法律

1973 1 法律 111 32
2-1 申請等に基づく処
分通知等

5 国民等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国への報告義務がない
ため

42869 21 環境省 補償給付の一時差止め
公害健康被害の補償等に
関する法律

1973 1 法律 111 138
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 5 国民等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国への報告義務がない
ため

42870 21 環境省 公害医療手帳の返還
公害健康被害の補償等に
関する法律施行規則

1974 3 省令又は規則 60 12 1 申請等 5 国民等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国への報告義務がない
ため

43246 21 環境省 特別拠出金の額の決定、通知等
石綿による健康被害の救
済に関する法律

2006 1 法律 4 49 1

石綿による健康被害の救
済に関する法律第49条第
1項、同条第2項及び同条
第3項

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等
7 国民等、民間事業者
等

独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
特別事業主情報、特別拠出金の
額、納付期限

1 健康・医療・介護 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため。

43247 21 環境省 損害のてん補を受けた場合の届出
環境省関係石綿による健
康被害の救済に関する法
律施行規則

2006 3 省令又は規則 3 19 1 申請等 5 国民等 2 独立行政法人等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 5 実績なし

43248 21 環境省 他の法令による給付を受けた場合の届出
環境省関係石綿による健
康被害の救済に関する法
律施行規則

2006 3 省令又は規則 3 20 1 申請等 5 国民等 2 独立行政法人等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
手帳番号、氏名、性別、生年月日、
住所、電話番号、支給される他の法
令のよる給付

1 健康・医療・介護 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれるた
め。

43321 21 環境省 汚染負荷量賦課金の申告書の提出
公害健康被害の補償等に
関する法律

1973 1 法律 111 55 1 1 申請等 6 民間事業者等 2 独立行政法人等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省
汚染負荷量賦課金の申
告に係る手続

○ 1 有（データベースでの管理） 汚染負荷量賦課金申告書 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

43322 21 環境省 汚染負荷料賦課金の延納の申請
公害健康被害の補償等に
関する法律

1973 1 法律 111 56 1 申請等 6 民間事業者等 2 独立行政法人等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省
汚染負荷量賦課金の申
告に係る手続

1 有（データベースでの管理） 汚染負荷量賦課金申告書 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

43323 21 環境省 名称等変更届出書の提出
公害健康被害の補償等に
関する法律

1973 1 法律 111 55 1 1 申請等 6 民間事業者等 2 独立行政法人等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省
汚染負荷量賦課金の申
告に係る手続

1 有（データベースでの管理） 名称等変更届 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

43324 21 環境省
損害を填補したばい煙発生施設等設置者か
らの請求

公害健康被害の補償等に
関する法律

1973 1 法律 111 13 2 1 申請等 6 民間事業者等 2 独立行政法人等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 3 有（紙媒体での管理）
公害健康被害の補償等に関する法
律第13条第２項の規定に基づく支
払金の請求について

11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

43325 21 環境省 特定賦課金の額の決定、通知等
公害健康被害の補償等に
関する法律

1973 1 法律 111 64
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等 6 民間事業者等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 特定賦課金額決定通知 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

43326 21 環境省 後順位者からの遺族補償費の請求
公害健康被害の補償等に
関する法律

1973 1 法律 111 34 1 申請等 5 国民等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国への報告義務がない
ため

43327 21 環境省 未支給の補償給付の支給
公害健康被害の補償等に
関する法律

1973 1 法律 111 12
2-1 申請等に基づく処
分通知等

5 国民等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国への報告義務がない
ため

43328 21 環境省 公害医療機関の診療報酬の請求
公害健康被害の補償等に
関する法律

1973 1 法律 111 23 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国への報告義務がない
ため

43329 21 環境省 特定賦課金の徴収の請求
公害健康被害の補償等に
関する法律

1973 1 法律 111 66
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等 3 地方等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 4 無

43330 21 環境省 他の法令による給付等を支給した者の求償
公害健康被害の補償等に
関する法律

1973 1 法律 111 14 2 1 申請等 4-3 国又は地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国への報告義務がない
ため

43331 21 環境省 障害補償費の請求
公害健康被害の補償等に
関する法律

1973 1 法律 111 25 1 申請等 5 国民等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国への報告義務がない
ため

43332 21 環境省 障害補償費の額の改定
公害健康被害の補償等に
関する法律

1973 1 法律 111 28
2-1 申請等に基づく処
分通知等

5 国民等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国への報告義務がない
ため

43333 21 環境省 遺族補償費の請求
公害健康被害の補償等に
関する法律

1973 1 法律 111 29 1 申請等 5 国民等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国への報告義務がない
ため

43334 21 環境省 遺族補償費一時金の請求
公害健康被害の補償等に
関する法律

1973 1 法律 111 35 1 申請等 5 国民等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国への報告義務がない
ため

43335 21 環境省 遺族補償一時金（差額）の請求
公害健康被害の補償等に
関する法律

1973 1 法律 111 35 3 1 申請等 5 国民等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国への報告義務がない
ため

43336 21 環境省 療養手当の請求
公害健康被害の補償等に
関する法律

1973 1 法律 111 40 1 申請等 5 国民等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国への報告義務がない
ため

43337 21 環境省 葬祭料の請求
公害健康被害の補償等に
関する法律

1973 1 法律 111 41 1 申請等 5 国民等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国への報告義務がない
ため

43338 21 環境省 療養費の請求
公害健康被害の補償等に
関する法律

1973 1 法律 111 24 1 2項 1 申請等 5 国民等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国への報告義務がない
ため

43339 21 環境省 認定
公害健康被害の補償等に
関する法律

1973 1 法律 111 4 1 申請等 5 国民等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国への報告義務がない
ため

43340 21 環境省 認定都道府県知事の変更の届出
公害健康被害の補償等に
関する法律

1973 1 法律 111 4 6 1 申請等 5 国民等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国への報告義務がない
ため

43341 21 環境省 申請中に死亡した者に係る決定
公害健康被害の補償等に
関する法律

1973 1 法律 111 5 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

5 国民等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国への報告義務がない
ため

43342 21 環境省 認定の更新
公害健康被害の補償等に
関する法律

1973 1 法律 111 8 1

公害健康被害の補償等に
関する法律第8条第1項・2
項　及び法律第8条のニの
1項・2項

2-1 申請等に基づく処
分通知等

5 国民等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国への報告義務がない
ため

43343 21 環境省 公害医療機関とならない旨の申出
公害健康被害の補償等に
関する法律

1973 1 法律 111 20 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国への報告義務がない
ため

43344 21 環境省 認定の取消し
公害健康被害の補償等に
関する法律

1973 1 法律 111 9
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 5 国民等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国への報告義務がない
ため

43345 21 環境省 公害医療機関への指導
公害健康被害の補償等に
関する法律

1973 1 法律 111 21 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国への報告義務がない
ため

43346 21 環境省 補償給付の停止
公害健康被害の補償等に
関する法律

1973 1 法律 111 42
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 5 国民等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国への報告義務がない
ため

43347 21 環境省 認定を受けた者等に対する報告の徴収等
公害健康被害の補償等に
関する法律

1973 1 法律 111 136
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 5 国民等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国への報告義務がない
ため

43348 21 環境省 都道府県知事の受診命令
公害健康被害の補償等に
関する法律

1973 1 法律 111 137
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 5 国民等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国への報告義務がない
ため

43349 21 環境省 公害医療機関に対する報告の徴収等
公害健康被害の補償等に
関する法律

1973 1 法律 111 139
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国への報告義務がない
ため

43350 21 環境省 診療を行った者等に対する報告の徴収等
公害健康被害の補償等に
関する法律

1973 1 法律 111 140
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国への報告義務がない
ため

43351 21 環境省
二以上の障害補償を受けることになった場合
の届出

公害健康被害の補償等に
関する法律施行規則

1974 3 省令又は規則 60 21 1 申請等 5 国民等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国への報告義務がない
ため



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

43352 21 環境省 遺族補償費が支給されなくなる場合の届出
公害健康被害の補償等に
関する法律施行規則

1974 3 省令又は規則 60 26 1 申請等 5 国民等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国への報告義務がない
ため

43353 21 環境省 認定疾病の治癒の届出
公害健康被害の補償等に
関する法律施行規則

1974 3 省令又は規則 60 9 1 申請等 5 国民等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国への報告義務がない
ため

43354 21 環境省 被認定者の死亡の届出
公害健康被害の補償等に
関する法律施行規則

1974 3 省令又は規則 60 10 1 申請等 5 国民等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国への報告義務がない
ため

43355 21 環境省 公害医療手帳の再交付の申請
公害健康被害の補償等に
関する法律施行規則

1974 3 省令又は規則 60 11 1 申請等 5 国民等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国への報告義務がない
ため

43356 21 環境省 損害の填補を受けた場合の届出
公害健康被害の補償等に
関する法律施行規則

1974 3 省令又は規則 60 14 1 申請等 5 国民等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国への報告義務がない
ため

43357 21 環境省 他の法令による給付等を受けた場合の届出
公害健康被害の補償等に
関する法律施行規則

1974 3 省令又は規則 60 15 1 申請等 5 国民等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国への報告義務がない
ため

43358 21 環境省 被認定者等の氏名等の変更の届出
公害健康被害の補償等に
関する法律施行規則

1974 3 省令又は規則 60 39 1 申請等 5 国民等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国への報告義務がない
ため

43359 21 環境省 代理人選任の届出
公害健康被害の補償等に
関する法律施行規程

1974 3 省令又は規則 4 20 1 申請等 6 民間事業者等 2 独立行政法人等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 納付義務者情報 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

43953 21 環境省 集計結果の公表

特定化学物質の環境への
排出量の把握等及び管理
の改善の促進に関する法
律

1999 1 法律 86 8 4
第8条第4項及び第9条第
2項

3 縦覧等 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 事業者からの報告を集計した統計 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

集計結果概要 1 OD

http://www.env.
go.jp/chemi/prtr
/result/gaiyo.ht
ml

7 構造化
PDF

1 年1回 3月頃
個別事業所の排出量・
届出量（PRTR）データ

1 OD
http://www.env.
go.jp/chemi/prtr
/kaiji/index.html

2 CSV 1 年1回 3月頃
都道府県別に集計され
た集計表

1 OD

http://ww
w2.env.go.
jp/chemi/
prtr/prtrin
fo/conten
ts/syuuke
i.jsp

2 CSV 1 年1回 3月頃

化管法はデータの公表等
により事業者による化学
物質の自主的な管理の改
善を促進することを目的と
している。

43954 21 環境省 主務大臣の集計結果の公表

特定化学物質の環境への
排出量の把握等及び管理
の改善の促進に関する法
律

1999 1 法律 86 8 5 3 縦覧等 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 事業者からの報告を集計した統計 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

集計結果概要 1 OD

http://www.env.
go.jp/chemi/prtr
/result/gaiyo.ht
ml

7 構造化
PDF

1 年1回 3月頃
個別事業所の排出量・
届出量（PRTR）データ

1 OD
http://www.env.
go.jp/chemi/prtr
/kaiji/index.html

2 CSV 1 年1回 3月頃
都道府県別に集計され
た集計表

1 OD

http://ww
w2.env.go.
jp/chemi/
prtr/prtrin
fo/conten
ts/syuuke
i.jsp

2 CSV 1 年1回 3月頃

化管法はデータの公表等
により事業者による化学
物質の自主的な管理の改
善を促進することを目的と
している。

43955 21 環境省
第一種指定化学物質に係る調査等の成果の
公表

特定化学物質の環境への
排出量の把握等及び管理
の改善の促進に関する法
律

1999 1 法律 86 12 3 縦覧等 1 国 × 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 化学物質ファクトシート 11 該当なし 1 有 6 その他
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

化学物質ファ
クトシート

1 OD

http://www.env.
go.jp/chemi/com
munication/facts
heet.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
化学物質に関するリスクコ
ミュニケーションの推進等

43957 21 環境省
第一種指定化学物質名の対応化学物質名
への変更又は維持の請求があった旨の通知

特定化学物質の環境への
排出量の把握等及び管理
の改善の促進に関する法
律

1999 1 法律 86 6 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 5 実績なし 過去手続き実績なし

43959 21 環境省 ファイル記録事項の通知

特定化学物質の環境への
排出量の把握等及び管理
の改善の促進に関する法
律

1999 1 法律 86 8 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 4-3 国又は地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開 1-3 個別法令（その他）

「第一種指定化学物質の
排出量等の届出事項の集
計の方法等を定める省
令」第三条において磁気
ディスクに複写したものの
交付により行うことが規定
されているため。

43960 21 環境省 集計結果の通知

特定化学物質の環境への
排出量の把握等及び管理
の改善の促進に関する法
律

1999 1 法律 86 8 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 4-3 国又は地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

通知の方法は法令等で規
定されてはいないが、第8
条第2項の通知とあわせ
て実施されることから磁気
ディスクに複写したものの
交付により行っている。

通知の方法は法令等で規
定されてはいないが、第8
条第2項の通知とあわせ
て実施されることから磁気
ディスクに複写したものの
交付により行っている。

44595 21 環境省 再調査の請求
公害健康被害の補償等に
関する法律

1973 1 法律 111 106 1 1 申請等 5 国民等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明

地方等における手続きで
あり、当該手続関係書類
の国への報告義務がない
ため

44726 21 環境省

石綿による健康被害の救済に関する法律に
関する認定又は救済給付の支給に係る処分
についての審査請求（不服申立て）

石綿による健康被害の救
済に関する法律

2006 1 法律 4 75 1 1 1 申請等 5 国民等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 健康・医療・介護 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人の病歴や生い立ちが
含まれるため、公開しな
い。

44727 21 環境省

石綿による健康被害の救済に関する法律に
関する特別拠出金の徴収に係る処分につい
ての審査請求

石綿による健康被害の救
済に関する法律

2006 1 法律 4 75 1 2
石綿による健康被害の救
済に関する法律第75条第
1項の１

1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

44728 21 環境省
公害健康被害の補償等に関する法律第106
条の2項に関する審査請求（不服申立て）

公害健康被害の補償等に
関する法律

1973 1 法律 111 106 2 1 申請等 5 国民等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 健康・医療・介護 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人の病歴や生い立ちが
含まれるため、公開しな
い。

44729 21 環境省 利害関係人に対する審査請求書の送付
公害健康被害の補償等に
関する法律

1973 1 法律 111 126
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
4-2 独立行政法人等
又は地方等

石綿法の対象処分庁
（環境再生保全機構）
公健法の対象処分庁
（水俣病・大気汚染関
係自治体）

1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 健康・医療・介護 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人の病歴や生い立ちが
含まれるため、公開しな
い。

44730 21 環境省
審理の期日及び場所の通知 公害健康被害の補償等に

関する法律
1973 1 法律 111 127

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 健康・医療・介護 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

請求人と処分庁など当事
者間にしか送付しないた
め、公開しない。

44731 21 環境省
審理の公開の可否にかかる申立て 公害健康被害の補償等に

関する法律
1973 1 法律 111 128 1 申請等 5 国民等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 健康・医療・介護 2 無 3 非公開

2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報以外は記載され
ていないため公開しない。

44732 21 環境省
審理における意見陳述 公害健康被害の補償等に

関する法律
1973 1 法律 111 130

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 健康・医療・介護 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人の病歴や生い立ちが
含まれるため、公開しな
い。

44733 21 環境省 受診命令
公害健康被害の補償等に
関する法律

1973 1 法律 111 131
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 健康・医療・介護 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報以外は記載され
ていないため公開しない。

44734 21 環境省 認定の申請
石綿による健康被害の救
済に関する法律

2006 1 法律 4 4 2 1 申請等 5 国民等 2 独立行政法人等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
申請日、申請疾病など一部情報を
データベース管理。

1 健康・医療・介護 11 該当なし 1 有 6 その他 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

備考C（27）については関
係団体に確認中

個人情報が含まれるため

44735 21 環境省 申請中死亡者に係る決定の申請
石綿による健康被害の救
済に関する法律

2006 1 法律 4 5 1 1 申請等 5 国民等 2 独立行政法人等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 申請者死亡日をデータベース管理。 1 健康・医療・介護 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれるため

44736 21 環境省 認定の更新の申請
石綿による健康被害の救
済に関する法律

2006 1 法律 4 7 1 1 申請等 5 国民等 2 独立行政法人等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
手帳番号、氏名、性別、生年月日、
住所、電話番号、

1 健康・医療・介護 11 該当なし 1 有 6 その他 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

備考C（27）については関
係団体に確認中

個人情報が含まれるた
め。

44737 21 環境省 判定の申出
石綿による健康被害の救
済に関する法律

2006 1 法律 4 10 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
判定申出日、申出番号等をデータ
ベース管理。

1 健康・医療・介護 11 該当なし 1 有 6 その他 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

備考C（27）については関
係団体に確認中

個人情報が含まれるため

44738 21 環境省 判定結果の通知
石綿による健康被害の救
済に関する法律

2006 1 法律 4 10 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
申出番号等、申請者氏名等、疾病
名等

1 健康・医療・介護 11 該当なし 1 有 6 その他 2 公開（OD未対応）

石綿健康被害
救済法に基づ
く医学的判定
の件数

2 非OD
http://www.env.
go.jp/air/asbest
os/index.html

7 構造化
PDF

3 年12回
以上

毎月一回
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

備考C（27）については関
係団体に確認中

個人情報が含まれるため

44739 21 環境省 医療費の請求
石綿による健康被害の救
済に関する法律

2006 1 法律 4 11 1 1 申請等 5 国民等 2 独立行政法人等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
手帳番号、氏名、性別、生年月日、
住所、電話番号、社会保険の種類、
振込金融機関

1 健康・医療・介護 11 該当なし 1 有 6 その他 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

備考C（27）については関
係団体に確認中

個人情報が含まれるため

44740 21 環境省 緊急時等における医療費の支給の請求
石綿による健康被害の救
済に関する法律

2006 1 法律 4 15 1
石綿による健康被害の救
済に関する法律第15条第
1項、同条第2項

1 申請等 5 国民等 2 独立行政法人等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
手帳番号、氏名、性別、生年月日、
住所、電話番号、社会保険の種類、
振込金融機関

1 健康・医療・介護 11 該当なし 1 有 6 その他 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

備考C（27）については関
係団体に確認中

個人情報が含まれるため

44741 21 環境省 療養手当の請求
石綿による健康被害の救
済に関する法律

2006 1 法律 4 16 1 1 申請等 5 国民等 2 独立行政法人等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
手帳番号、氏名、性別、生年月日、
住所、電話番号、振込金融機関

1 健康・医療・介護 11 該当なし 1 有 6 その他 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

備考C（27）については関
係団体に確認中

個人情報が含まれるため

44742 21 環境省 未支給の医療費等の請求
石綿による健康被害の救
済に関する法律

2006 1 法律 4 18 1 1 申請等 5 国民等 2 独立行政法人等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
手帳番号、氏名、性別、生年月日、
死亡年月日、住所、電話番号、振込
金融機関

1 健康・医療・介護 11 該当なし 1 有 6 その他 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

備考C（27）については関
係団体に確認中

個人情報が含まれるため

44743 21 環境省 葬祭料の請求
石綿による健康被害の救
済に関する法律

2006 1 法律 4 19 1 1 申請等 5 国民等 2 独立行政法人等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
手帳番号、氏名、性別、生年月日、
死亡年月日、住所、電話番号、振込
金融機関

1 健康・医療・介護 11 該当なし 1 有 6 その他 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

備考C（27）については関
係団体に確認中

個人情報が含まれるため

44744 21 環境省
施行前死亡者及び未申請死亡者に係る特別
遺族弔慰金等の請求

石綿による健康被害の救
済に関する法律

2006 1 法律 4 20 1 1 申請等 5 国民等 2 独立行政法人等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
請求日、請求疾病、認定疾病、認定
日など一部情報をデータベース管
理。

1 健康・医療・介護 11 該当なし 1 有 6 その他 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

備考C（27）については関
係団体に確認中

個人情報が含まれるため

44745 21 環境省 救済給付調整金の請求
石綿による健康被害の救
済に関する法律

2006 1 法律 4 23 2 1 申請等 5 国民等 2 独立行政法人等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
手帳番号、氏名、性別、生年月日、
死亡年月日、住所、電話番号、振込
金融機関

1 健康・医療・介護 11 該当なし 1 有 6 その他 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

備考C（27）については関
係団体に確認中

個人情報が含まれるため

44746 21 環境省 特別拠出金の延納の申請
石綿による健康被害の救
済に関する法律

2006 1 法律 4 50 1 申請等 6 民間事業者等 2 独立行政法人等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人の権利利益を害する
恐れがあるため。

44747 21 環境省
特別事業主に対する報告の徴収等（文書の
提出）

石綿による健康被害の救
済に関する法律

2006 1 法律 4 50 6 1
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 2 独立行政法人等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 5 実績なし

44748 21 環境省 資料の提出
石綿による健康被害の救
済に関する法律

2006 1 法律 4 57
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 5 実績なし

44749 21 環境省 氏名等の変更の届出
環境省関係石綿による健
康被害の救済に関する法
律施行規則

2006 3 省令又は規則 3 5 1 1 申請等 5 国民等 2 独立行政法人等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
手帳番号、氏名、性別、生年月日、
住所、電話番号

1 健康・医療・介護 11 該当なし 1 有 6 その他 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

備考C（27）については関
係団体に確認中

個人情報が含まれるた
め。

44750 21 環境省 認定疾病が治った場合の届出
環境省関係石綿による健
康被害の救済に関する法
律施行規則

2006 3 省令又は規則 3 6 1 申請等 5 国民等 2 独立行政法人等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 手帳番号、氏名、住所、電話番号 1 健康・医療・介護 11 該当なし 1 有 6 その他 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

備考C（27）については関
係団体に確認中

個人情報が含まれるた
め。

44751 21 環境省 死亡の届出
環境省関係石綿による健
康被害の救済に関する法
律施行規則

2006 3 省令又は規則 3 7 1 申請等 5 国民等 2 独立行政法人等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
手帳番号、氏名、性別、生年月日、
死亡年月日、死亡の原因、住所、電
話番号、

1 健康・医療・介護 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれるた
め。

44752 21 環境省 石綿健康被害医療手帳の再交付の申請
環境省関係石綿による健
康被害の救済に関する法
律施行規則

2006 3 省令又は規則 3 8 1 1 申請等 5 国民等 2 独立行政法人等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
手帳番号、氏名、性別、生年月日、
住所、電話番号

1 健康・医療・介護 11 該当なし 1 有 6 その他 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

備考C（27）については関
係団体に確認中

個人情報が含まれるた
め。

44753 21 環境省
法第13条第１項に規定する方式によらない旨
の申出

環境省関係石綿による健
康被害の救済に関する法
律施行規則

2006 3 省令又は規則 3 11 1 申請等 5 国民等 2 独立行政法人等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 5 実績なし

44754 21 環境省 認定及び救済給付に関する処分の通知
環境省関係石綿による健
康被害の救済に関する法
律施行規則

2006 3 省令又は規則 3 23
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 5 国民等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
認定日、認定疾病等をデータベース
管理。

1 健康・医療・介護 11 該当なし 1 有 6 その他 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

備考C（27）については関
係団体に確認中

個人情報が含まれるた
め。

44755 21 環境省 特別拠出金の充当の通知
環境省関係石綿による健
康被害の救済に関する法
律施行規則

2006 3 省令又は規則 3 32
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等 6 民間事業者等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 5 実績なし

44756 21 環境省 特別拠出金に関する書類の保存義務
環境省関係石綿による健
康被害の救済に関する法
律施行規則

2006 3 省令又は規則 3 39 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

44757 21 環境省 特定賦課金の共同納付の申し出
公害健康被害の補償等に
関する法律

1973 1 法律 111 65 1 1 申請等 6 民間事業者等 2 独立行政法人等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 4 無

44758 21 環境省 特定賦課金の延納の申請
公害健康被害の補償等に
関する法律

1973 1 法律 111 66
公害健康被害の補償等に
関する法律第66条(第56
条を準用)

1 申請等 6 民間事業者等 2 独立行政法人等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 4 無

44759 21 環境省 汚染負荷料賦課金の額の決定通知
公害健康被害の補償等に
関する法律

1973 1 法律 111 55 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 6 民間事業者等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 4 無

44760 21 環境省 督促
公害健康被害の補償等に
関する法律

1973 1 法律 111 57 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等 6 民間事業者等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 4 無

44761 21 環境省
汚染負荷量賦課金の別途の納付方法の届
出

公害健康被害の補償等に
関する法律施行規程

1974 3 省令又は規則 4 5 1 申請等 6 民間事業者等 2 独立行政法人等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 4 無

44762 21 環境省 汚染負荷料賦課金の充当の通知
公害健康被害の補償等に
関する法律施行規程

1974 3 省令又は規則 4 7
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 6 民間事業者等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
汚染負荷量賦課金の額の更正増減
決議書

11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

44763 21 環境省 特定賦課金の充当の通知
公害健康被害の補償等に
関する法律施行規程

1974 3 省令又は規則 4 10
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 6 民間事業者等
独立行政法人環境再
生保全機構

× 21 環境省 4 無

44764 21 環境省
第一種指定化学物質名の対応化学物質名
への変更又は維持の請求に係る決定の際の
第一種指定化学物質の名称の通知

特定化学物質の環境への
排出量の把握等及び管理
の改善の促進に関する法
律

1999 1 法律 86 7 2,3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 4-3 国又は地方等 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 5 実績なし 過去手続き実績なし

44791 21 環境省 審査調書の閲覧許可申請
公害健康被害の補償等に
関する法律

1973 1 法律 111 132 1 申請等 1 国 5 国民等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 健康・医療・介護 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

請求人と処分庁など当事
者間にしか送付しないた
め、公開しない。

44792 21 環境省 国への認定等の申請
水俣病の認定業務の促進
に関する臨時措置法

1978 1 法律 104 2 1 1 申請等 5 国民等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 健康・医療・介護 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

機微な個人情報を含むた
め

機微な個人情報を含むた
め

44793 21 環境省
自治体による認定等の申請にかかる資料の
収集及び送付

水俣病の認定業務の促進
に関する臨時措置法

1978 1 法律 104 2 4 1 申請等 3 地方等 1 国 2 第1号法定受託事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 健康・医療・介護 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

機微な個人情報を含むた
め

機微な個人情報を含むた
め

44794 21 環境省 認定等の処分を行う旨の通知
水俣病の認定業務の促進
に関する臨時措置法

1978 1 法律 104 2 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 健康・医療・介護 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

機微な個人情報を含むた
め

機微な個人情報を含むた
め

44795 21 環境省
認定に関する処分を行った旨の申請者と自
治体への通知

水俣病の認定業務の促進
に関する臨時措置法 施行
規則

1979 3 省令又は規則 54 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 健康・医療・介護 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

機微な個人情報を含むた
め

機微な個人情報を含むた
め

44796 21 環境省 事業再編計画の認可の申請
水俣病被害者の救済及び
水俣病問題の解決に関す
る特別措置法

2009 1 法律 81 9 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

企業情報を含むため 企業情報を含むため

44797 21 環境省 事業会社の株式譲渡を承認する旨の通知
水俣病被害者の救済及び
水俣病問題の解決に関す
る特別措置法

2009 1 法律 81 12 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

44798 21 環境省 指定支給法人の所在地を変更する旨の届出
水俣病被害者の救済及び
水俣病問題の解決に関す
る特別措置法

2009 1 法律 81 17 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

企業情報を含むため 企業情報を含むため

44799 21 環境省
指定支給法人から特定事業者に対する納付
期限等の通知

水俣病被害者の救済及び
水俣病問題の解決に関す
る特別措置法

2009 1 法律 81 19 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

6 民間事業者等 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし

44800 21 環境省 事業計画書及び収支予算書の作成及び認可
水俣病被害者の救済及び
水俣病問題の解決に関す
る特別措置法

2009 1 法律 81 21 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

企業情報を含むため 企業情報を含むため

44801 21 環境省
指定支給法人による支給業務に関する帳簿
の保存

水俣病被害者の救済及び
水俣病問題の解決に関す
る特別措置法

2009 1 法律 81 24 4 作成・保存等 6 民間事業者等 × 21 環境省 5 実績なし 企業情報を含むため 企業情報を含むため

44802 21 環境省 事業計画等の認可の申請
水俣病被害者の救済及び
水俣病問題の解決に関す
る特別措置法施行規則

2010 3 省令又は規則 9 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

企業情報を含むため 企業情報を含むため

44803 21 環境省 事業計画等の変更の認可の申請
水俣病被害者の救済及び
水俣病問題の解決に関す
る特別措置法施行規則

2009 3 省令又は規則 9 4 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

企業情報を含むため 企業情報を含むため

44804 21 環境省 事業報告書等の提出
水俣病被害者の救済及び
水俣病問題の解決に関す
る特別措置法施行規則

2010 3 省令又は規則 9 5 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 × 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

企業情報を含むため 企業情報を含むため

31791 20 国土交通省
認可に係る都道府県知事から関係都道府県
知事への通知

軌道法施行令 1953 2 政令 258 16
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 3 地方等 1 自治事務 × 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

289 03 人事院 各省の訓令に対する審査会の同意の申請 国家公務員倫理法 1999 1 法律 66 5 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

7827 10 消費者庁

特定商取引に関する法律第六十一条第一項
に規定する指定法人が行う同条第二項第四
号に規定する特定商取引に関する苦情処理
又は相談に係る業務を担当する者を養成す
る業務に関する命令第3条第3項の規定に基
づく申請

特定商取引に関する法律
第六十一条第一項に規定
する指定法人が行う同条
第二項第四号に規定する
特定商取引に関する苦情
処理又は相談に係る業務
を担当する者を養成する
業務に関する命令

2000 3 省令又は規則 210 3 3 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
一般財団法人日本産
業協会

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

加工・編集可能なデータと
すると、第三者の権利利
益を害するおそれがある
ため。

7828 10 消費者庁

特定商取引に関する法律第六十一条第一項
に規定する指定法人が行う同条第二項第四
号に規定する特定商取引に関する苦情処理
又は相談に係る業務を担当する者を養成す
る業務に関する省令第三条第六項に基づく
申請

特定商取引に関する法律
第六十一条第一項に規定
する指定法人が行う同条
第二項第四号に規定する
特定商取引に関する苦情
処理又は相談に係る業務
を担当する者を養成する
業務に関する命令

2000 3 省令又は規則 210 3 6 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
一般財団法人日本産
業協会

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

加工・編集可能なデータと
すると、第三者の権利利
益を害するおそれがある
ため。



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

7829 10 消費者庁

特定商取引に関する法律第六十一条第一項
に規定する指定法人が行う同条第二項第四
号に規定する特定商取引に関する苦情処理
又は相談に係る業務を担当する者を養成す
る業務に関する省令第三条第七項に基づく
届出

特定商取引に関する法律
第六十一条第一項に規定
する指定法人が行う同条
第二項第四号に規定する
特定商取引に関する苦情
処理又は相談に係る業務
を担当する者を養成する
業務に関する命令

2000 3 省令又は規則 210 3 7 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
一般財団法人日本産
業協会

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

加工・編集可能なデータと
すると、第三者の権利利
益を害するおそれがある
ため。

7830 10 消費者庁

特定商取引に関する法律第六十一条第一項
に規定する指定法人が行う同条第二項第四
号に規定する特定商取引に関する苦情処理
又は相談に係る業務を担当する者を養成す
る業務に関する省令第三条第八項に基づく
届出

特定商取引に関する法律
第六十一条第一項に規定
する指定法人が行う同条
第二項第四号に規定する
特定商取引に関する苦情
処理又は相談に係る業務
を担当する者を養成する
業務に関する命令

2000 3 省令又は規則 210 3 8 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
一般財団法人日本産
業協会

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

加工・編集可能なデータと
すると、第三者の権利利
益を害するおそれがある
ため。

7831 10 消費者庁 指定法人の指定の申請 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 61 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
一般財団法人日本産
業協会

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

加工・編集可能なデータと
すると、第三者の権利利
益を害するおそれがある
ため。

7832 10 消費者庁 指定法人の名称等の変更の届出
特定商取引適正化業務を
行う者に関する命令

1999 3 省令又は規則 1 3 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
一般財団法人日本産
業協会

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

加工・編集可能なデータと
すると、第三者の権利利
益を害するおそれがある
ため。

7833 10 消費者庁 事業計画書等の提出
特定商取引適正化業務を
行う者に関する命令

1999 3 省令又は規則 1 4 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
一般財団法人日本産
業協会

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

加工・編集可能なデータと
すると、第三者の権利利
益を害するおそれがある
ため。

7834 10 消費者庁 事業報告書等の提出
特定商取引適正化業務を
行う者に関する命令

1999 3 省令又は規則 1 4 2 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
一般財団法人日本産
業協会

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

加工・編集可能なデータと
すると、第三者の権利利
益を害するおそれがある
ため。

7835 10 消費者庁 合理的な根拠を示す資料の提出 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 6 2

6条の2","12条の2","21
条の2","34条の2","36条
の2","43条の2","44条の
2","52条の2","54条の
2(特商法の違反行為類型
ごとに各手続が定められ
ているが、手続の内容は
同一のものであるためま
とめた。)

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 事業者等からの報告内容 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれてお
り、国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるため。

7880 10 消費者庁 指定法人に対する報告徴収への報告 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 66 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
一般財団法人日本産
業協会

●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

7881 10 消費者庁 訪問販売に関する業務停止命令 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 8 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 事業者に交付した書面の内容 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれてお
り、国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるため。

7882 10 消費者庁 通信販売に関する業務停止命令 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 15 1

項:1","2(命令の対象者は
異なるが、手続の内容は
同一であるためまとめ
た。)

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 事業者に交付した書面の内容 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれてお
り、国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるため。

7883 10 消費者庁 電話勧誘販売に関する業務停止命令 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 23 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 事業者に交付した書面の内容 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれてお
り、国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるため。

7884 10 消費者庁 連鎖販売取引に関する業務停止命令 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 39 1

項:1","2","3","4(命令の
対象者は異なるが、手続
の内容は同一であるため
まとめた。)

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 事業者に交付した書面の内容 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれてお
り、国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるため。

7885 10 消費者庁 特定継続的役務提供に関する業務停止命令 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 47 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 事業者に交付した書面の内容 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれてお
り、国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるため。

7886 10 消費者庁 業務提供誘引販売取引の業務停止命令 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 57 1

項:1","2(命令の対象者は
異なるが、手続の内容は
同一であるためまとめ
た。)

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 事業者に交付した書面の内容 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれてお
り、国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるため。

7887 10 消費者庁 訪問販売に関する指示 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 7 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 事業者に交付した書面の内容 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれてお
り、国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるため。

7888 10 消費者庁 連鎖販売取引に関する指示 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 38 1

項:1","2","3","4(命令の
対象者は異なるが、手続
の内容は同一であるため
まとめた。)

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 事業者に交付した書面の内容 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれてお
り、国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるため。

7889 10 消費者庁 特定継続的役務提供に関する指示 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 46 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 事業者に交付した書面の内容 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれてお
り、国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるため。

7890 10 消費者庁 業務提供誘引販売取引に関する指示 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 56 1

項:1","2(命令の対象者は
異なるが、手続の内容は
同一であるためまとめ
た。)

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 事業者に交付した書面の内容 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれてお
り、国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるため。

7891 10 消費者庁 通信販売に関する指示 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 14 1

項:1","2(命令の対象者は
異なるが、手続の内容は
同一であるためまとめ
た。)

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 事業者に交付した書面の内容 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれてお
り、国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるため。

7892 10 消費者庁 電話勧誘販売に関する指示 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 22 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 事業者に交付した書面の内容 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれてお
り、国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるため。

7893 10 消費者庁 指定法人に対する改善命令 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 62
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
一般財団法人日本産
業協会

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれてお
り、国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるため。

7894 10 消費者庁 指定法人に対する指定の取消し 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 63
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
一般財団法人日本産
業協会

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれてお
り、国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるため。

7895 10 消費者庁 報告及び立入検査 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 66 1

項：1","2","3"(命令の対
象者は異なるが、手続の
内容は同一であるためま
とめた。)

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
事業者に交付した書面の内容及び
事業者からの回答

11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれてお
り、国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるため。

7903 10 消費者庁 都道府県知事からの要請
特定商取引に関する法律
施行令

1976 2 政令 295 19 1

項:1","2","3(特商法の販
売類型ごとに各手続が定
められているが、手続の
内容は同一のものである
ためまとめた。)

1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれてお
り、国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるため。

7911 10 消費者庁 大臣への申出 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 60 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれてお
り、国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるため。

7912 10 消費者庁 事務結果の報告
特定商取引に関する法律
施行令

1976 2 政令 295 19 7 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれてお
り、国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるため。

7913 10 消費者庁 訪問販売における書面の交付 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 4

条：4","5(書面の交付しな
ければならない時期につ
いては異なるが、手続の
内容は同一であるためま
とめた。)

2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 5 国民等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

7914 10 消費者庁 訪問販売における契約の申込みの撤回等 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 9
2-3 交付等（民間手
続）

5 国民等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

7915 10 消費者庁 通信販売についての広告 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 11
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 5 国民等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

7916 10 消費者庁 通信販売における承諾等の通知 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 13
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 5 国民等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

7917 10 消費者庁 電話勧誘販売における書面の交付 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 18

条：18","19(書面の交付し
なければならない時期に
ついては異なるが、手続
の内容は同一であるため
まとめた。)

2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 5 国民等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

7918 10 消費者庁 電話勧誘販売における承諾等の通知 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 20
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 5 国民等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

7919 10 消費者庁
電話勧誘販売における契約の申込みの撤回
等

特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 24
2-3 交付等（民間手
続）

5 国民等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

7920 10 消費者庁 連鎖販売取引における書面の交付 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 37
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 5 国民等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

7921 10 消費者庁 連鎖販売契約の解除等 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 40
2-3 交付等（民間手
続）

5 国民等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

7922 10 消費者庁 特定継続的役務提供における書面の交付 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 42
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 5 国民等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

7923 10 消費者庁 書類の備付け及び閲覧等 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 45 1 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

7924 10 消費者庁 特定継続的役務提供等契約の解除等 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 48
2-3 交付等（民間手
続）

5 国民等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

7925 10 消費者庁 業務提供誘引販売取引における書面の交付 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 55
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 5 国民等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

7926 10 消費者庁 業務提供誘引販売契約の解除 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 58
2-3 交付等（民間手
続）

5 国民等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

7927 10 消費者庁 訪問購入における書面の交付 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 58 7

58条の7","58条の8(書面
の交付しなければならな
い時期については異なる
が、手続の内容は同一で
あるためまとめた。)

2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 5 国民等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

7928 10 消費者庁 物品の引渡しを受ける第三者に対する通知 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 58 11

58条の11の2(通知する相
手方は異なるが、手続の
内容は同一であるためま
とめた。)

2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等
7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

7929 10 消費者庁 訪問購入における契約の申込みの撤回等 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 58 14
2-3 交付等（民間手
続）

5 国民等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

8005 10 消費者庁 訪問購入に関する業務停止命令 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 58 13 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 事業者に交付した書面の内容 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれてお
り、国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるため。

8006 10 消費者庁 訪問購入に関する指示 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 58 12 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 事業者に交付した書面の内容 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれてお
り、国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるため。

8066 10 消費者庁 訪問販売に関する業務禁止命令 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 8 2 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 事業者に交付した書面の内容 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれてお
り、国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるため。

8067 10 消費者庁 通信販売に関する業務禁止命令 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 15 2 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 事業者に交付した書面の内容 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれてお
り、国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるため。

8068 10 消費者庁 電話勧誘販売に関する業務禁止命令 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 23 2 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 事業者に交付した書面の内容 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれてお
り、国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるため。

8069 10 消費者庁 連鎖販売取引に関する業務禁止命令 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 39 2 1

項:1","2","3(命令の対象
者は異なるが、手続の内
容は同一であるためまと
めた。)

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 事業者に交付した書面の内容 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれてお
り、国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるため。

8070 10 消費者庁 特定継続的役務提供に関する業務禁止命令 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 47 2 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 事業者に交付した書面の内容 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれてお
り、国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるため。

8071 10 消費者庁
業務提供誘引販売取引に関する業務禁止命
令

特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 57 2 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 事業者に交付した書面の内容 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれてお
り、国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるため。

8072 10 消費者庁 訪問購入に関する業務禁止命令 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 58 13 2 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 事業者に交付した書面の内容 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれてお
り、国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるため。

11963 12 総務省 委託による統計の作成等 統計法 2007 1 法律 53 34 1 4 作成・保存等
4-1 国又は独立行政
法人等

日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

11964 12 総務省 匿名データの作成の諮問 統計法 2007 1 法律 53 35 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

12871 12 総務省 口頭意見陳述の申立て
情報公開・個人情報保護
審査会設置法

2003 1 法律 60 10 1 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国
全ての独立行政法人
等

1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

活動概況（口
頭意見陳述，
口頭説明聴取
等の実績）

1 OD

https://www.sou
mu.go.jp/main_co
ntent/00071507
2.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

19254 18 農林水産省
特殊土壌地帯対策事業計画に関する国土審
議会への意見の申出

特殊土壌地帯災害防除及
び振興臨時措置法

1952 1 法律 96 8 1 申請等 4-3 国又は地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

19466 18 農林水産省 研究開発・成果利用事業計画の認定の申請

地域資源を活用した農林
漁業者等による新事業の
創出等及び地域の農林水
産物の利用促進に関する
法律

2010 1 法律 67 7 1

申請者が農地法の特例の
適用を受ける場合は不動
産登記事項証明書の添付
が必要。さらに、当該申請
者が法人である場合は法
人登記事項証明書の添付
も必要。不動産登記事項
証明書の添付を求める根
拠法令は、地域資源を活
用した農林漁業者等によ
る新事業の創出等及び地
域の農林水産物の利用促
進に関する法律に基づく
研究開発・成果利用事業
計画の認定等に関する省
令第２条第２項第４号ロ、
法人登記事項証明書の添
付を求める根拠法令は、
同施行規則地域資源を活
用した農林漁業者等によ
る新事業の創出等及び地
域の農林水産物の利用促
進に関する法律に基づく
研究開発・成果利用事業
計画の認定等に関する命
令第２条第２項第４号イ

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

19577 18 農林水産省 研究開発・成果利用事業計画の認定

地域資源を活用した農林
漁業者等による新事業の
創出等及び地域の農林水
産物の利用促進に関する
法律

2010 1 法律 67 7 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

19578 18 農林水産省
研究開発・成果利用事業計画の都道府県知
事への協議
（農地法の特例の適用を受ける場合）

地域資源を活用した農林
漁業者等による新事業の
創出等及び地域の農林水
産物の利用促進に関する
法律

2010 1 法律 67 7 5 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

19579 18 農林水産省 研究開発・成果利用事業計画の変更の申請

地域資源を活用した農林
漁業者等による新事業の
創出等及び地域の農林水
産物の利用促進に関する
法律

2010 1 法律 67 8 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

19580 18 農林水産省 研究開発・成果利用事業計画の変更の認定

地域資源を活用した農林
漁業者等による新事業の
創出等及び地域の農林水
産物の利用促進に関する
法律

2010 1 法律 67 8 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

19581 18 農林水産省
研究開発・成果利用事業計画の軽微な変更
の届出

地域資源を活用した農林
漁業者等による新事業の
創出等及び地域の農林水
産物の利用促進に関する
法律

2010 1 法律 67 8 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

19582 18 農林水産省
研究開発・成果利用事業計画の認定の取消
し

地域資源を活用した農林
漁業者等による新事業の
創出等及び地域の農林水
産物の利用促進に関する
法律

2010 1 法律 67 8 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

19583 18 農林水産省
研究開発・成果利用事業計画の実施状況の
報告徴収

地域資源を活用した農林
漁業者等による新事業の
創出等及び地域の農林水
産物の利用促進に関する
法律

2010 1 法律 67 21 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

23087 19 経済産業省
特定省資源事業者又は特定再利用事業者に
係る業務の状況に関する報告

資源の有効な利用の促進
に関する法律

1991 1 法律 48 37 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

23088 19 経済産業省
指定省資源化事業者、指定再利用促進事業
者又は指定表示事業者に係る業務の状況に
関する報告

資源の有効な利用の促進
に関する法律

1991 1 法律 48 37 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

23089 19 経済産業省
認定に係る使用済指定再資源化製品の自主
回収又は再資源化の実施の状況に関する報
告

資源の有効な利用の促進
に関する法律

1991 1 法律 48 37 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

23090 19 経済産業省
使用済指定再資源化製品の自主回収又は
再資源化の実施の状況に関する報告

資源の有効な利用の促進
に関する法律

1991 1 法律 48 37 4 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

23091 19 経済産業省
指定副産物事業者に係る業務の状況に関す
る報告

資源の有効な利用の促進
に関する法律

1991 1 法律 48 37 5 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

23092 19 経済産業省
使用済指定再資源化製品の自主回収及び再
資源化の認定の申請

資源の有効な利用の促進
に関する法律

1991 1 法律 48 27 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23093 19 経済産業省
使用済指定再資源化製品の自主回収及び再
資源化の変更の認定の申請

資源の有効な利用の促進
に関する法律

1991 1 法律 48 28 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23094 19 経済産業省
容器包装廃棄物の排出の抑制の促進に関す
る定期の報告

容器包装に係る分別収集
及び再商品化の促進等に
関する法律

1995 1 法律 112 7 6 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個社の売り上げ等の情報
に関わるため

23601 19 経済産業省
第二種特定商品市場類似施設の変更の許
可

商品先物取引法 1950 1 法律 239 345 第335条第1項準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23602 19 経済産業省
第二種特定商品市場類似施設の変更の届
出

商品先物取引法 1950 1 法律 239 345 第335条第3項準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23603 19 経済産業省 帳簿の作成・保存 商品先物取引法 1950 1 法律 239 345 第336条第1項準用 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明

民間における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

23604 19 経済産業省
第二種特定商品市場類似施設の廃止の届
出

商品先物取引法 1950 1 法律 239 345 第337条第1項準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23606 19 経済産業省
第一種特定施設開設者に対する報告徴収
（命令）

商品先物取引法 1950 1 法律 239 338 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23607 19 経済産業省
第一種特定施設開設者に係る意見聴取等
（意見・報告の提出）

商品先物取引法 1950 1 法律 239 339 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23608 19 経済産業省
第一種特定施設開設者に対する許可の取消
し又は業務の全部若しくは一部の停止命令
に係る意見聴取等（意見・報告の提出）

商品先物取引法 1950 1 法律 239 340 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23609 19 経済産業省
第二種特定施設開設者に対する業務改善命
令に係る意見聴取等（意見・報告の提出）

商品先物取引法 1950 1 法律 239 344 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23610 19 経済産業省
第二種特定施設開設者に対する報告徴収
（報告・資料提出命令）

商品先物取引法 1950 1 法律 239 345 第338条第1項準用
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23611 19 経済産業省
第二種特定施設開設者に対する許可の取消
し又は業務の全部若しくは一部の停止命令
に係る意見聴取等（意見・報告の提出）

商品先物取引法 1950 1 法律 239 345 第340条第2項準用
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23646 19 経済産業省 委託者保護基金の財務諸表等の縦覧 商品先物取引法 1950 1 法律 239 318 3 3 縦覧等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明

民間における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

23702 19 経済産業省
商品先物取引仲介業者の外務員の登録の
更新

商品先物取引法 1950 1 法律 239 240 11 第200条第7項準用 1 申請等 6 民間事業者等 2 独立行政法人等
日本商品先物取引協
会

●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明

23703 19 経済産業省
商品先物取引仲介業者の外務員の氏名変
更等の届出書の提出

商品先物取引法 1950 1 法律 239 240 11 第203条第1項準用 1 申請等 6 民間事業者等 2 独立行政法人等
日本商品先物取引協
会

●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明

23708 19 経済産業省 返還資金融資の適格性の認定 商品先物取引法 1950 1 法律 239 308 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23709 19 経済産業省
第一種特定商品市場類似施設の開設の許
可

商品先物取引法 1950 1 法律 239 332 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明

23710 19 経済産業省 第一種特定施設開設者の地位承継の届出 商品先物取引法 1950 1 法律 239 334 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23711 19 経済産業省
第一種特定施設開設許可申請事項の変更
の許可

商品先物取引法 1950 1 法律 239 335 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明

23712 19 経済産業省
第一種特定施設開設許可申請事項の変更
の届出

商品先物取引法 1950 1 法律 239 335 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明

23713 19 経済産業省
第一種特定施設開設者による帳簿記載事項
の報告

商品先物取引法 1950 1 法律 239 336 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明

23714 19 経済産業省 第一種特定商品市場類似施設廃止の届出 商品先物取引法 1950 1 法律 239 337 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23715 19 経済産業省
第二種特定商品市場類似施設の開設の許
可

商品先物取引法 1950 1 法律 239 342 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明

23716 19 経済産業省 第二種特定施設開設者の地位承継の届出 商品先物取引法 1950 1 法律 239 345 第334条第2項準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23717 19 経済産業省
第二種特定施設開設許可申請事項の変更
の許可

商品先物取引法 1950 1 法律 239 345 第335条第1項準用
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明

23718 19 経済産業省
第二種特定施設開設許可申請事項の変更
の届出

商品先物取引法 1950 1 法律 239 345 第335条第3項準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明

23719 19 経済産業省
第二種特定施設開設者による帳簿記載事項
の報告

商品先物取引法 1950 1 法律 239 345 第336条第2項準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明

23720 19 経済産業省 第二種特定商品市場類似施設廃止の届出 商品先物取引法 1950 1 法律 239 345 第337条第1項準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23721 19 経済産業省 商品先物取引協会の設立の認可 商品先物取引法 1950 1 法律 239 245 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
日本商品先物取引協
会

●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23722 19 経済産業省 商品先物取引協会の設立の認可申請 商品先物取引法 1950 1 法律 239 247 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
日本商品先物取引協
会

●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23724 19 経済産業省 商品先物取引協会の定款等の変更申請 商品先物取引法 1950 1 法律 239 250 3 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
日本商品先物取引協
会

●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明

23725 19 経済産業省 商品先物取引協会の会員名簿の縦覧 商品先物取引法 1950 1 法律 239 252 3 縦覧等 2 独立行政法人等
日本商品先物取引協
会

●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明

民間における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

23726 19 経済産業省
商品先物取引協会に対する報告徴収（回答
等）

商品先物取引法 1950 1 法律 239 263 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
日本商品先物取引協
会

●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23727 19 経済産業省
商品先物取引協会による事業概況報告書等
の提出

商品先物取引法 1950 1 法律 239 268 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
日本商品先物取引協
会

●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明

23728 19 経済産業省 委託者保護基金の設立の認可申請 商品先物取引法 1950 1 法律 239 279 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
日本商品委託者保護
基金

●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23729 19 経済産業省 委託者保護基金の定款変更の認可申請 商品先物取引法 1950 1 法律 239 283 2 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
日本商品委託者保護
基金

●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23730 19 経済産業省 委託者保護基金の役員等の変更届出 商品先物取引法 1950 1 法律 239 283 3 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
日本商品委託者保護
基金

●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明

23731 19 経済産業省 委託者保護基金の役員選任等の認可申請 商品先物取引法 1950 1 法律 239 286 2 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
日本商品委託者保護
基金

●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明

23732 19 経済産業省 委託者保護基金の業務規程の変更申請 商品先物取引法 1950 1 法律 239 301 2 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
日本商品委託者保護
基金

●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23733 19 経済産業省 委託者保護基金による資料の提出請求 商品先物取引法 1950 1 法律 239 302 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等 6 民間事業者等
日本商品委託者保護
基金

●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明

民間における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

23734 19 経済産業省
商品先物取引業者から委託者保護基金への
通知

商品先物取引法 1950 1 法律 239 303 1
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 2 独立行政法人等
日本商品委託者保護
基金

●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明

民間における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

23735 19 経済産業省 主務大臣から委託者保護基金への通知 商品先物取引法 1950 1 法律 239 303 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
日本商品委託者保護
基金

●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23736 19 経済産業省 委託者保護基金の予算等の提出 商品先物取引法 1950 1 法律 239 317 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
日本商品委託者保護
基金

●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明

23737 19 経済産業省 委託者保護基金の財務諸表等の承認 商品先物取引法 1950 1 法律 239 318 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明

23738 19 経済産業省 委託者保護基金に対する報告徴収（回答等） 商品先物取引法 1950 1 法律 239 322 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
日本商品委託者保護
基金

●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23739 19 経済産業省 委託者保護基金の設立認可の取り消し 商品先物取引法 1950 1 法律 239 324 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
日本商品委託者保護
基金

●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23742 19 経済産業省 会員商品取引所の設立の許可 商品先物取引法 1950 1 法律 239 9
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23743 19 経済産業省 会員商品取引所の成立の届出 商品先物取引法 1950 1 法律 239 16 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23744 19 経済産業省
会員商品取引所の役員又は会員の氏名等
の変更

商品先物取引法 1950 1 法律 239 19 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23745 19 経済産業省 会員商品取引所の合併の認可 商品先物取引法 1950 1 法律 239 76 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23746 19 経済産業省 会員商品取引所の解散の届出 商品先物取引法 1950 1 法律 239 76 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23747 19 経済産業省 株式会社商品取引所の許可 商品先物取引法 1950 1 法律 239 79
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23748 19 経済産業省
株式会社商品取引所の資本の額の減少の
認可

商品先物取引法 1950 1 法律 239 88 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23749 19 経済産業省
株式会社商品取引所の資本の額の増加の
届出

商品先物取引法 1950 1 法律 239 88 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23750 19 経済産業省 会員等の取引停止の解除の報告 商品先物取引法 1950 1 法律 239 99 4 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23753 19 経済産業省 相場及び取引高報告書の提出等 商品先物取引法 1950 1 法律 239 112 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23754 19 経済産業省 会員商品取引所の組織変更の認可 商品先物取引法 1950 1 法律 239 132 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23755 19 経済産業省 商品取引所の合併の認可 商品先物取引法 1950 1 法律 239 145 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23756 19 経済産業省 商品取引所の定款変更の認可 商品先物取引法 1950 1 法律 239 155 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23757 19 経済産業省
商品取引所の商品取引債務引受業等の兼
業の承認

商品先物取引法 1950 1 法律 239 173 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23759 19 経済産業省 聴聞の期日の変更の申し出
商品先物取引法に基づく
不利益処分に係る聴聞手
続規則

1994 3 省令又は規則 3
農林水産省・通商産業省
令

1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23760 19 経済産業省 関係人の参加許可の申請
商品先物取引法に基づく
不利益処分に係る聴聞手
続規則

1994 3 省令又は規則 4
農林水産省・通商産業省
令

1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23761 19 経済産業省 文書等の閲覧の申請
商品先物取引法に基づく
不利益処分に係る聴聞手
続規則

1994 3 省令又は規則 5 1
農林水産省・通商産業省
令

1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23762 19 経済産業省 文書等の閲覧聴聞許可の通知
商品先物取引法に基づく
不利益処分に係る聴聞手
続規則

1994 3 省令又は規則 5 2
農林水産省・通商産業省
令

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23763 19 経済産業省 補佐人の閲覧出頭許可の通知申請
商品先物取引法に基づく
不利益処分に係る聴聞手
続規則

1994 3 省令又は規則 7 1
農林水産省・通商産業省
令

1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23765 19 経済産業省 仮取締役等の選任 商品先物取引法 1950 1 法律 239 89 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23766 19 経済産業省 株式会社商品取引所の許可の失効の届出 商品先物取引法 1950 1 法律 239 94 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23767 19 経済産業省
株式会社商品取引所の解散の決議又は合
併の認可

商品先物取引法 1950 1 法律 239 96 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23768 19 経済産業省 株式会社商品取引所の解散の届出 商品先物取引法 1950 1 法律 239 96 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23769 19 経済産業省
会員の純資産額の低下に伴う取引停止の報
告

商品先物取引法 1950 1 法律 239 99 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23770 19 経済産業省 会員等の取引の制限 商品先物取引法 1950 1 法律 239 118
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23771 19 経済産業省
商品取引所又は会員等に対する報告徴収
（命令）

商品先物取引法 1950 1 法律 239 157
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

23772 19 経済産業省
商品取引所に対する業務改善命令に係る意
見聴取等

商品先物取引法 1950 1 法律 239 158 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23773 19 経済産業省
商品取引所に対する監督上の処分に係る意
見聴取等（回答等）

商品先物取引法 1950 1 法律 239 159 5 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23774 19 経済産業省
会員等に対する監督上の処分に係る意見聴
取等（回答等）

商品先物取引法 1950 1 法律 239 160 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23775 19 経済産業省
商品取引清算機構機関又は清算参加者に対
する報告徴収（回答等）

商品先物取引法 1950 1 法律 239 184 1 第158条準用
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23776 19 経済産業省
商品取引清算機関に対する業務改善命令に
係る意見聴取等（回答等）

商品先物取引法 1950 1 法律 239 187 第158条準用
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23777 19 経済産業省
商品取引清算機関に対する監督上の処分に
係る意見聴取等（回答等）

商品先物取引法 1950 1 法律 239 187 第159条準用
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23843 19 経済産業省
会員商品取引所の会員になろうとする者によ
る書面公布交付

商品先物取引法 1950 1 法律 239 12 3
2-3 交付等（民間手
続）

7 国民等、民間事業者
等

7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明

民間における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

23844 19 経済産業省 組織変更時発行株式の引受けの申込み 商品先物取引法 1950 1 法律 239 130 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

7 国民等、民間事業者
等

6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明

民間における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

23848 19 経済産業省
吸収合併存続株式会社商品取引所の事後
開示事項を記載した書面

商品先物取引法 1950 1 法律 239 144 12 1 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明

民間における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

23849 19 経済産業省
新設合併消滅株式会社商品取引所の事前
開示事項を記載した書面

商品先物取引法 1950 1 法律 239 144 13 1 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明

民間における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

23850 19 経済産業省
新設合併設立株式会社商品取引所の事後
開示事項を記載した書面

商品先物取引法 1950 1 法律 239 144 19 2 第144条の11準用
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等
7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明

民間における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

23851 19 経済産業省 発行済株式の総数、総株主の議決権の数 商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 32 4
農林水産省・経済産業省
令

3 縦覧等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明

民間における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

23852 19 経済産業省 定款、業務規程、会員名簿の備置き 商品先物取引法 1950 1 法律 239 57 1 3 縦覧等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明

民間における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）
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公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C
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データの活用状況

独立行政法人
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調査項目群A 調査項目群B

公開
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法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
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式
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公開
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更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

23853 19 経済産業省 議事録、議事録の謄本の備置き 商品先物取引法 1950 1 法律 239 57 2 3 縦覧等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明

民間における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

23854 19 経済産業省
定款、業務規程、会員名簿、議事録、議事録
の謄本の備置き

商品先物取引法 1950 1 法律 239 77 2 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明

民間における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

23855 19 経済産業省 業務規程、取引参加者名簿の備置き 商品先物取引法 1950 1 法律 239 93 1 3 縦覧等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明

民間における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

23856 19 経済産業省 帳簿その他業務に関する書類の保存 商品先物取引法 1950 1 法律 239 115 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明

民間における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

23857 19 経済産業省
組織変更をする会員商品取引所の事前開示
事項を記載した書面

商品先物取引法 1950 1 法律 239 123 1 3 縦覧等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明

民間における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

23858 19 経済産業省
組織変更をする会員商品取引所の事前開示
事項を記載した書面、組織変更をする会員商
品取引所の事後開示事項等を記載した書面

商品先物取引法 1950 1 法律 239 125 1 3 縦覧等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明

民間における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

23859 19 経済産業省
吸収合併消滅会員商品取引所の事前開示
事項を記載した書面

商品先物取引法 1950 1 法律 239 144 1 3 縦覧等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明

民間における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

23862 19 経済産業省 決算関係書類等の備置き 商品先物取引法 1950 1 法律 239 68 2 1 3 縦覧等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明

民間における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

23863 19 経済産業省 決算関係書類等の写しの備置き 商品先物取引法 1950 1 法律 239 68 2 2 3 縦覧等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明

民間における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

23864 19 経済産業省
吸収合併存続会員商品取引所の事前開示
事項を記載した書面

商品先物取引法 1950 1 法律 239 144 2 1 3 縦覧等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明

民間における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

23865 19 経済産業省
吸収合併存続会員商品取引所の事後開示
事項を記載した書面

商品先物取引法 1950 1 法律 239 144 2 5 3 縦覧等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明

民間における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

23866 19 経済産業省
新設合併消滅会員商品取引所の事前開示
事項を記載した書面

商品先物取引法 1950 1 法律 239 144 3 1 3 縦覧等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明

民間における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

23867 19 経済産業省
新設合併設立会員商品取引所の事後開示
事項を記載した書面

商品先物取引法 1950 1 法律 239 144 4 4 3 縦覧等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明

民間における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

23868 19 経済産業省
吸収合併存続株式会社商品取引所の事前
開示事項を記載した書面

商品先物取引法 1950 1 法律 239 144 5 1 3 縦覧等
7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明

民間における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

23869 19 経済産業省
吸収合併存続株式会社商品取引所の事後
開示事項を記載した書面

商品先物取引法 1950 1 法律 239 144 12 2 3 縦覧等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明

民間における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

23870 19 経済産業省
新設合併消滅株式会社商品取引所の事前
開示事項を記載した書面

商品先物取引法 1950 1 法律 239 144 13 1 3 縦覧等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明

民間における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

23871 19 経済産業省
新設合併設立株式会社商品取引所の事後
開示事項を記載した書面

商品先物取引法 1950 1 法律 239 144 21 2 3 縦覧等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明

民間における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

23872 19 経済産業省 発行済株式の総数、総株主の議決権の数 商品先物取引法 1950 1 法律 239 87 3 縦覧等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明

民間における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

23873 19 経済産業省 自主規制委員会の議事録 商品先物取引法 1950 1 法律 239 96 14 1 3 縦覧等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明

民間における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

23892 19 経済産業省 商品取引所の兼業業務の認可 商品先物取引法 1950 1 法律 239 3 1 ただし書
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

23893 19 経済産業省 商品取引所の子会社の認可 商品先物取引法 1950 1 法律 239 3 2 1 ただし書
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

23894 19 経済産業省
株式会社商品取引所の役員又は取引参加
者の氏名等の変更の届出書の提出

商品先物取引法 1950 1 法律 239 85 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

23895 19 経済産業省
株式会社商品取引所の議決権の特定保有
者の届出

商品先物取引法 1950 1 法律 239 86 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23896 19 経済産業省
株式会社商品取引所の議決権の対象議決
権保有届出書の提出

商品先物取引法 1950 1 法律 239 86 2 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23897 19 経済産業省 株式会社商品取引所の主要株主の認可 商品先物取引法 1950 1 法律 239 96 19 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23898 19 経済産業省
株式会社商品取引所の議決権の特定保有
団体等の届出

商品先物取引法 1950 1 法律 239 96 19 3 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23899 19 経済産業省
株式会社商品取引所の特定保有団体等でな
くなった旨の届出

商品先物取引法 1950 1 法律 239 96 19 5 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23900 19 経済産業省
株式会社商品取引所の主要株主の認可失
効の届出

商品先物取引法 1950 1 法律 239 96 23 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23901 19 経済産業省 商品取引所持株会社の認可 商品先物取引法 1950 1 法律 239 96 25 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23902 19 経済産業省
特定持株会社が株式会社商品取引所を子会
社とする認可

商品先物取引法 1950 1 法律 239 96 25 3 ただし書
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23903 19 経済産業省 特定持株会社の届出 商品先物取引法 1950 1 法律 239 96 25 4 第96条の19第3項準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23904 19 経済産業省 特定持株会社でなくなった旨の届出 商品先物取引法 1950 1 法律 239 96 25 4 第96条の19第5項準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23905 19 経済産業省
商品取引所持株会社の議決権の特定保有
者の届出

商品先物取引法 1950 1 法律 239 96 28 3 第31条の3準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23906 19 経済産業省
商品取引所持株会社の議決権の対象議決
権保有届出書の提出

商品先物取引法 1950 1 法律 239 96 29 第31条の3準用 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23907 19 経済産業省 商品取引所持株会社の主要株主の認可 商品先物取引法 1950 1 法律 239 96 31 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23908 19 経済産業省
商品取引所持株会社の議決権の特定保有
団体等の届出

商品先物取引法 1950 1 法律 239 96 31 4 第96条の19第3項準用 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23909 19 経済産業省
商品取引所持株会社の特定保有団体等でな
くなった旨の届出

商品先物取引法 1950 1 法律 239 96 31 4 第96条の19第5項準用 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23910 19 経済産業省
商品取引所持株会社の主要株主の認可失
効の届出

商品先物取引法 1950 1 法律 239 96 35 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23911 19 経済産業省 商品取引所持株会社の子会社の認可 商品先物取引法 1950 1 法律 239 96 37 1 ただし書
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23912 19 経済産業省 商品取引所持株会社の認可失効の届出 商品先物取引法 1950 1 法律 239 96 41 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23913 19 経済産業省 上場商品の格付人の特例の承認 商品先物取引法 1950 1 法律 239 104 5 ただし書
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23914 19 経済産業省
設立商品市場の開設後最初の立会等の届
出

商品先物取引法 1950 1 法律 239 107 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23915 19 経済産業省 自己玉及び委託者建玉報告書の提出等 商品先物取引法 1950 1 法律 239 112 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23916 19 経済産業省
商品取引所の業務規程、受託契約準則、紛
争処理規程又は市場取引監視委員会規程
の変更の認可

商品先物取引法 1950 1 法律 239 156 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

23917 19 経済産業省
商品取引所の業務規程、受託契約準則、紛
争処理規程又は市場取引監視委員会規程
の軽微な変更の届出

商品先物取引法 1950 1 法律 239 156 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23918 19 経済産業省 商品取引債務引受業の許可 商品先物取引法 1950 1 法律 239 167
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23919 19 経済産業省 商品取引清算機関の兼業の承認 商品先物取引法 1950 1 法律 239 170 2 ただし書
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

23920 19 経済産業省
商品取引清算機関の兼業業務の廃止の届
出

商品先物取引法 1950 1 法律 239 170 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23921 19 経済産業省
商品取引清算機関の資本の額等の変更の
届出

商品先物取引法 1950 1 法律 239 171 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

23922 19 経済産業省
商品取引清算機関に係る取引証拠金の預託
に代わる法第103条第7項の契約の締結の承
認

商品先物取引法 1950 1 法律 239 179 7 第103条第7項準用
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

23923 19 経済産業省
商品取引清算機関の定款又は業務方法書
の変更の認可

商品先物取引法 1950 1 法律 239 182
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

23924 19 経済産業省
商品取引債務引受業の廃止又は解散の決
議の認可

商品先物取引法 1950 1 法律 239 183
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23934 19 経済産業省 外務員の登録の申請 商品先物取引法 1950 1 法律 239 200 1 1 申請等 6 民間事業者等 2 独立行政法人等
日本商品先物取引協
会

●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明

23935 19 経済産業省 外務員の登録の更新 商品先物取引法 1950 1 法律 239 200 7 1 申請等 6 民間事業者等 2 独立行政法人等
日本商品先物取引協
会

●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明

23936 19 経済産業省 外務員の氏名変更等の届出書の提出 商品先物取引法 1950 1 法律 239 203 1 申請等 6 民間事業者等 2 独立行政法人等
日本商品先物取引協
会

●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明

23948 19 経済産業省 商品先物取引仲介業者の外務員の登録 商品先物取引法 1950 1 法律 239 240 11 第200条第３項準用 1 申請等 6 民間事業者等 2 独立行政法人等
日本商品先物取引協
会

●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明

23955 19 経済産業省
商品取引所に係る取引証拠金の預託に代わ
る法第103条第7項の契約の締結又は契約の
変更の承認

商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 239 44 3
農林水産省・経済産業省
令

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23956 19 経済産業省
商品取引所に係る取引証拠金の預託に代わ
る法第103条第7項の契約を締結したときは、
におけるその契約書の写しをの提出

商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 44 5
農林水産省・経済産業省
令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23957 19 経済産業省
商品取引所に係る取引証拠金の預託に代わ
る法第103条第7項の契約を解除したときは、
におけるその事実を証する書面をの提出

商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 44 6
農林水産省・経済産業省
令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23958 19 経済産業省
商品取引清算機関に係る取引証拠金の預託
に代わる法第103条第7項の契約を締結した
ときは、におけるその契約書の写しをの提出

商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 45
農林水産省・経済産業省
令
第44条第5項準用

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

23959 19 経済産業省

商品取引清算機関に係る取引証拠金の預託
に代わる法第103条第7項の契約を解除した
ときは、におけるその事実を証する書面をの
提出

商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 45
農林水産省・経済産業省
令
第44条第6項準用

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23960 19 経済産業省 仲介の処理状況の報告書の提出 商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 52
農林水産省・経済産業省
令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23961 19 経済産業省
市場取引監視委員会の委員の要件の特例
の承認

商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 64
農林水産省・経済産業省
令
ただし書

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

23964 19 経済産業省
事故の確認を受けずに顧客に対し、損失補て
んを行った場合の報告

商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 103 3 3
農林水産省・経済産業省
令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国 2 独立行政法人等
日本商品先物取引協
会

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

23976 19 経済産業省 商品先物取引協会の登録抹消時の届出 商品先物取引法 1950 1 法律 239 206 4 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
日本商品先物取引協
会

●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明

23977 19 経済産業省

商品取引清算機関商品取引所に係る取引証
拠金の預託に代わる法第103条第8項の契約
を締結したときは、におけるその契約書の写
しをの提出

商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 45 2 2
農林水産省・経済産業省
令

2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明
民間における手続であり、
当該手続関係書類の国へ
の報告義務がないため

23978 19 経済産業省

商品取引清算機関商品取引所に係る取引証
拠金の預託に代わる法第103条第8項の契約
を解除したときは、におけるその事実を証す
る書面をの提出

商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 45 2 3
農林水産省・経済産業省
令

2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明
民間における手続であり、
当該手続関係書類の国へ
の報告義務がないため

23979 19 経済産業省 苦情の処理状況報告書の提出 商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 129 1
農林水産省・経済産業省
令

1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
日本商品先物取引協
会

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

23980 19 経済産業省 あっせん又は調停の状況報告書の提出 商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 131 1
農林水産省・経済産業省
令

1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
日本商品先物取引協
会

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

24036 19 経済産業省 商品先物取引仲介業者事故報告 商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 126 20 3
農林水産省・経済産業省
令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国 2 独立行政法人等
日本商品先物取引協
会

●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

24067 19 経済産業省 会員取引による会員の除名 商品先物取引法 1950 1 法律 43 2
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明

民間における手続きであ
り、当該手続き関係書類
の国への報告義務がない
ため

25572 19 経済産業省 事業用電気工作物の工事計画の届出 電気事業法 1964 1 法律 170 48 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

25573 19 経済産業省 事業用電気工作物の工事計画の変更届出 電気事業法 1964 1 法律 170 48 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

25599 19 経済産業省 特殊な設計による施設の認可
発電用原子力設備に関す
る技術基準を定める省令

1965 3 省令又は規則 62 3 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 手続書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

25606 19 経済産業省
自家用電気工作物を設置する者の原子力発
電所の出力の変更等の報告

原子力発電工作物に係る
電気関係報告規則

2012 3 省令又は規則 71 5 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

25615 19 経済産業省
事業用電気工作物の工事計画の変更の認
可

電気事業法 1964 1 法律 170 47 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

25617 19 経済産業省 事業用電気工作物の工事計画変更届出 電気事業法 1964 1 法律 170 48 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

26497 19 経済産業省 経営力向上計画の申請 中小企業等経営強化法 1999 1 法律 18 17 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 経営力向上計画に係る認定申請書 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

経営状況等、法人や個人
情報が含まれるため。

26498 19 経済産業省 経営革新計画の申請 中小企業等経営強化法 1999 1 法律 18 14 1 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

26531 19 経済産業省
組合の総代会の招集請求があつた日から１０
日以内に理事が総代会招集の手続をしない
場合等の総代会招集の承認

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 55 6 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

調査項目群Ｂに記載する
手続は経済産業省におい
て行われた手続

他省庁管理のため不明

26532 19 経済産業省

組合の役員改選総会の招集請求があつた日
から１０日以内に理事が役員改選総会招集
の手続をしない場合等の役員改選総会招集
の承認

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 48 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

調査項目群Ｂに記載する
手続は経済産業省におい
て行われた手続

他省庁管理のため不明

26533 19 経済産業省

組合の役員改選総代会の招集請求があつた
日から１０日以内に理事が役員改選総代会
招集の手続をしない場合等の役員改選総代
会招集の承認

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 55 6 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

調査項目群Ｂに記載する
手続は経済産業省におい
て行われた手続

他省庁管理のため不明

26534 19 経済産業省
火災共済協同組合等の業況等の報告書の
提出

中小企業等協同組合法施
行規則

2008 3 省令又は規則 188 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

26537 19 経済産業省

商工組合及び商工組合連合会の総代会の招
集請求があった日から１０日以内に理事が総
代会招集の手続をしない場合等の総代会招
集の承認

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 47 2 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

26538 19 経済産業省
事業協同組合等から株式会社に組織変更し
た旨の届出

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 100 11 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）
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データの活用先

の の の の 代表
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データの活用状況

独立行政法人
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公開
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法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
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式
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頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

26539 19 経済産業省

商工組合及び商工組合連合会の役員改選総
会の招集請求があつた日から１０日以内に理
事が役員改選総会招集の手続をしない場合
等の役員改選総会招集の承認

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 47 2 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

26540 19 経済産業省

商工組合及び商工組合連合会の役員改選総
代会の招集請求があつた日から１０日以内に
理事が役員改選総代会招集の手続をしない
場合等の役員改選総代会招集の承認

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 47 2 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

26557 19 経済産業省 経営革新等支援機関の認定申請 中小企業等経営強化法 1999 1 法律 18 26 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 ○ 1 有（データベースでの管理） 認定に関する台帳 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 2 公開（OD未対応）

今回認定の
「経営革新等
支援機関」一
覧

2 非OD

https://www.chu
sho.meti.go.jp/ke
iei/kakushin/nint
ei/kikan.htm

1 EXCEL
2 年2～11
回

約2ヶ月毎 2-1 個人情報が含まれる

26558 19 経済産業省 経営革新等支援機関の変更届出申請 中小企業等経営強化法 1999 1 法律 18 26 4 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 ○ 3 有（紙媒体での管理） 1 有 1 制度設計や制度の見直し 2 公開（OD未対応）
経営革新等支
援機関認定一
覧

2 非OD

https://www.chu
sho.meti.go.jp/ke
iei/kakushin/nint
ei/kikan.htm

1 EXCEL
2 年2～11
回

約2ヶ月毎 2-1 個人情報が含まれる

26559 19 経済産業省 経営革新計画の変更申請 中小企業等経営強化法 1999 1 法律 18 15 1 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

26860 19 経済産業省 経営革新等支援機関の更新申請 中小企業等経営強化法 1999 1 法律 18 28 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 ○ 1 有（データベースでの管理） 更新に関する台帳 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 2 公開（OD未対応）
経営革新等支
援機関認定一
覧

2 非OD

https://www.chu
sho.meti.go.jp/ke
iei/kakushin/nint
ei/kikan.htm

1 EXCEL
2 年2～11
回

約2ヶ月毎 2-1 個人情報が含まれる

26861 19 経済産業省 経営革新等支援機関の廃止申請 中小企業等経営強化法 1999 1 法律 18 29 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 ○ 3 有（紙媒体での管理） 1 有 1 制度設計や制度の見直し 2 公開（OD未対応）
経営革新等支
援機関認定一
覧

2 非OD

https://www.chu
sho.meti.go.jp/ke
iei/kakushin/nint
ei/kikan.htm

1 EXCEL
2 年2～11
回

約2ヶ月毎 2-1 個人情報が含まれる

27331 19 経済産業省
商品取引清算機関に係る取引証拠金の預託
に代わる法第103条第8項の契約を締結した
ときは、におけるその契約書の写しをの提出

商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 45 3 2
農林水産省・経済産業省
令第45条の2第2項準用

2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明
民間における手続であり、
当該手続関係書類の国へ
の報告義務がないため

27332 19 経済産業省

商品取引清算機関に係る取引証拠金の預託
に代わる法第103条第8項の契約を解除した
ときは、におけるその事実を証する書面をの
提出

商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 45 3 3
農林水産省・経済産業省
令第45条の2第3項準用

2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明
民間における手続であり、
当該手続関係書類の国へ
の報告義務がないため

27333 19 経済産業省
商品取引所に係る取引証拠金の預託に代わ
る法第103条第8項の契約の締結の届出

商品先物取引法 1950 1 法律 239 103 8
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明
民間における手続であり、
当該手続関係書類の国へ
の報告義務がないため

27334 19 経済産業省
商品取引清算機関に係る取引証拠金の預託
に代わる法第103条第8項の契約の締結の届
出

商品先物取引法 1950 1 法律 239 179 8 第103条第８項準用
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明
民間における手続であり、
当該手続関係書類の国へ
の報告義務がないため

28039 20 国土交通省
国家機関の建築物の営繕及びその付帯施設
の建設並びにこれらの保全に関して必要な
報告又は資料の提出

官公庁施設の建設等に関
する法律

1951 1 法律 181 13 2 4 作成・保存等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 保全実態調査 11 該当なし 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

31789 20 国土交通省 基本計画の同意

大都市地域における宅地
開発及び鉄道整備の一体
的推進に関する特別措置
法※

1989 1 法律 61 4 7
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

31790 20 国土交通省 基本計画変更に係る協議・同意

大都市地域における宅地
開発及び鉄道整備の一体
的推進に関する特別措置
法※

1989 1 法律 61 5 1 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

40919 12 総務省
諮問庁への資料（ヴォーンインデックス）提出
の求めに対する当該資料の提出

情報公開・個人情報保護
審査会設置法

2003 1 法律 60 9 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

1 国
全ての独立行政法人
等

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

活動概況
（ヴォーンイン
デックス）

1 OD

https://www.sou
mu.go.jp/main_co
ntent/00071507
2.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

40922 12 総務省 意見書又は資料の提出
情報公開・個人情報保護
審査会設置法

2003 1 法律 60 11 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国
全ての独立行政法人
等

1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 意見書又は資料の提出 ○ 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

40923 12 総務省
情報公開・個人情報保護審査会から提出を
求められた意見書又は資料の提出

情報公開・個人情報保護
審査会設置法

2003 1 法律 60 9 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

1 国
全ての独立行政法人
等

1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 意見書又は資料の提出 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

40924 12 総務省
審査会に提出された意見書又は資料の閲覧
の求め

情報公開・個人情報保護
審査会設置法

2003 1 法律 60 13 2 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国
全ての独立行政法人
等

1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

43705 21 環境省 認定機関の機関登録申請
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 26 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 申請書 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

43706 21 環境省 認定機関の事業所の所在地変更の届出
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 27 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 届出書 11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

43709 21 環境省 帳簿の記載及び保存（事業登録機関）
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 16 8 4 作成・保存等 6 民間事業者等 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

43961 21 環境省 防除の認定の取消し
特定外来生物による生態
系等に係る被害の防止に
関する法律

2004 1 法律 78 20 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 認定取消に係る内容 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

43962 21 環境省 特定外来生物飼養等許可申請
特定外来生物による生態
系等に係る被害の防止に
関する法律

2004 1 法律 78 5 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可申請に係る内容 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

43963 21 環境省 特定外来生物の防除の確認又は認定申請
特定外来生物による生態
系等に係る被害の防止に
関する法律

2004 1 法律 78 18 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 確認又は認定に係る内容 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

43964 21 環境省 損失の補償の請求
特定外来生物による生態
系等に係る被害の防止に
関する法律

2004 1 法律 78 14 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

43965 21 環境省 特定外来生物の放出等に係る許可申請
特定外来生物による生態
系等に係る被害の防止に
関する法律

2004 1 法律 78 9 2 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可申請に係る内容 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

43966 21 環境省
防除の公示の案に係る関係都道府県の意見
聴取

特定外来生物による生態
系等に係る被害の防止に
関する法律施行規則

2005 3 省令又は規則 2 14 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 関係都道府県からの意見 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない

43967 21 環境省 防除の確認に係る公示
特定外来生物による生態
系等に係る被害の防止に
関する法律施行規則

2005 3 省令又は規則 2 27 1

特定外来生物による生態
系等に係る被害の防止に
関する法律施行規則第27
条第1項及び2項

3 縦覧等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
防除の確認を取得している地方自
治体の情報

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

防除の確認に
係る公示

1 OD

http://www.env.
go.jp/nature/intr
o/3control/kaku
nin.html

8 その他
2 年2～11
回

不定期 html形式

43968 21 環境省 防除の認定に係る公示
特定外来生物による生態
系等に係る被害の防止に
関する法律施行規則

2005 3 省令又は規則 2 27 1

特定外来生物による生態
系等に係る被害の防止に
関する法律施行規則第27
条第1項及び2項

3 縦覧等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
防除の認定を取得している団体の
情報

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

防除の認定に
係る公示

1 OD

http://www.env.
go.jp/nature/intr
o/3control/kaku
nin.html

8 その他
2 年2～11
回

不定期 html形式

43969 21 環境省
特定外来生物飼養等許可に係る住所等の変
更又は主たる飼養等取扱者の住所等の変更
届出

特定外来生物による生態
系等に係る被害の防止に
関する法律施行規則

2005 3 省令又は規則 2 4 7 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 飼養等許可に係る住所の変更内容 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

43970 21 環境省
特定外来生物飼養等許可証の写しの交付申
請

特定外来生物による生態
系等に係る被害の防止に
関する法律施行規則

2005 3 省令又は規則 2 4 9 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可証の写しの公布申請の内容 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

43971 21 環境省 特定外来生物飼養等許可の失効届出
特定外来生物による生態
系等に係る被害の防止に
関する法律施行規則

2005 3 省令又は規則 2 10 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可証の執行届出の内容 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

43972 21 環境省 特定外来生物飼養等許可証の再交付申請
特定外来生物による生態
系等に係る被害の防止に
関する法律施行規則

2005 3 省令又は規則 2 4 5 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可証の再交付申請の内容 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

43973 21 環境省 特定外来生物飼養等許可証亡失届出
特定外来生物による生態
系等に係る被害の防止に
関する法律施行規則

2005 3 省令又は規則 2 4 8 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可証の亡失届出に関する内容 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

44088 21 環境省 対策計画の変更の協議
農用地の土壌の汚染防止
等に関する法律

1970 1 法律 139 6 2 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

44089 21 環境省 対策計画の変更の同意
農用地の土壌の汚染防止
等に関する法律

1970 1 法律 139 6 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

44095 21 環境省
資料又は情報の提供、意見の開陳、その他
の協力依頼

農用地の土壌の汚染防止
等に関する法律

1970 1 法律 139 14 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

44101 21 環境省
農作物等の作付け等に関する勧告に関する
指示

農用地の土壌の汚染防止
等に関する法律

1970 1 法律 139 14 2 2 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

44102 21 環境省
資料提供の協力依頼又は農用地の土壌の
汚染防止に関する意見の提出に関する指示

農用地の土壌の汚染防止
等に関する法律

1970 1 法律 139 14 2 2 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

44103 21 環境省 農作物等の作付け等に関する勧告
農用地の土壌の汚染防止
等に関する法律※

1970 1 法律 139 10 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 未調査のため

44482 21 環境省 違法譲受け者に対する措置命令
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 16 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 措置命令 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

44484 21 環境省
希少野生動植物種の個体等の取扱い等に係
る報告徴収

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 19 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

44554 21 環境省 負担金の納付命令
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 52 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 納付命令 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

48782 17 厚生労働省
栄養士養成施設及び管理栄養士養成施設の
指定の取消

栄養士法施行令 1953 2 政令 231 16
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省
栄養士養成施設及び管
理栄養士養成施設の指
定等

1 有（データベースでの管理） 台帳 1 健康・医療・介護 11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない

48784 17 厚生労働省
栄養士養成施設及び管理栄養士養成施設の
前年度卒業者の員数及び学生又は生徒の現
在員数の届出

栄養士法施行令 1953 2 政令 231 13 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 3 地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省
栄養士養成施設及び管
理栄養士養成施設の指
定等

1 有（データベースでの管理） 台帳 1 健康・医療・介護 11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない

48785 17 厚生労働省
栄養士養成施設及び管理栄養士養成施設の
名称、所在地等の変更の届出

栄養士法施行令 1953 2 政令 231 14 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 3 地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省
栄養士養成施設及び管
理栄養士養成施設の指
定等

1 有（データベースでの管理） 台帳 1 健康・医療・介護 11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない

48786 17 厚生労働省
栄養士養成施設及び管理栄養士養成施設廃
止の届出

栄養士法施行令 1953 2 政令 231 15 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 3 地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省
栄養士養成施設及び管
理栄養士養成施設の指
定等

1 有（データベースでの管理） 台帳 1 健康・医療・介護 11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない

53145 17 厚生労働省 障害者職業生活相談員の選任届書の提出
障害者の雇用の促進等に
関する法律施行規則

1976 3 省令又は規則 38 40 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

実績を把握していないた
め

53994 12 総務省
開示決定等［訂正決定等、利用停止決定等］
に係る行政文書［法人文書、保有個人情報］
の提示の求めに対する当該文書の提出

情報公開・個人情報保護
審査会設置法

2003 1 法律 60 9 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

1 国
全ての独立行政法人
等

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

活動概況（イン
カメラ）

1 OD

https://www.sou
mu.go.jp/main_co
ntent/00071507
2.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

55678 15 財務省
資金会計官等から国庫金振替書を受領した
場合における振替済書の送信

日本銀行特別調達資金出
納取扱規程

1951 3 省令又は規則 100 4 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 1 国 日本銀行
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

55884 15 財務省
政府担保番号を政府担保振替国債に付した
旨等の通知

日本銀行政府担保振替国
債取扱規則

2011 3 省令又は規則 14 2 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等 1 国 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

55885 15 財務省
政府担保振替国債の元本及び利息の支払が
確定した場合における政府担保振替国債の
政府担保番号等の通知

日本銀行政府担保振替国
債取扱規則

2011 3 省令又は規則 14 3 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等 1 国 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

55886 15 財務省
政府担保振替国債の元本及び利息を保管金
として受け入れた旨の通知

日本銀行政府担保振替国
債取扱規則

2011 3 省令又は規則 14 3 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等 1 国 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

56234 15 財務省
政府保管有価証券払込受入済報告書の送
付

日本銀行政府有価証券取
扱規程

1922 3 省令又は規則 11 10 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 1 国 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

56235 15 財務省 政府保管有価証券受託証書の交付
日本銀行政府有価証券取
扱規程

1922 3 省令又は規則 11 11
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 1 国 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

56236 15 財務省
政府保管有価証券受託証書又は政府保管
有価証券払込済通知書の返付

日本銀行政府有価証券取
扱規程

1922 3 省令又は規則 11 14
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 1 国 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

56237 15 財務省 政府保管有価証券受託証書の送付
日本銀行政府有価証券取
扱規程

1922 3 省令又は規則 11 16 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 1 国 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

56238 15 財務省
政府所有有価証券払渡請求書の番号を記載
した書類を添えた、政府所有有価証券月計突
合表の取扱主任官への送付

日本銀行政府有価証券取
扱規程

1922 3 省令又は規則 11 38 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等 1 国 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

56239 15 財務省

政府保管有価証券払渡請求書の番号を記載
した書類を添えた、政府保管有価証券月計突
合表又は供託有価証券月計突合表の取扱
主任官への送付

日本銀行政府有価証券取
扱規程

1922 3 省令又は規則 11 39 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等 1 国 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

56240 15 財務省
政府所有有価証券等現在額の証明手続を
行った旨の通知

日本銀行政府有価証券取
扱規程

1922 3 省令又は規則 11 44 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 1 国 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

56243 15 財務省 政府所有有価証券現在額報告表の提出
日本銀行政府有価証券取
扱規程

1922 3 省令又は規則 11 41 2 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

56283 15 財務省
外国送金不足額を補てんした旨の財務大臣
への通知

日本銀行特別調達資金出
納取扱規程

1951 3 省令又は規則 100 7
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等 1 国 日本銀行
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

56292 15 財務省 特別調達資金月計突合表の送付
日本銀行特別調達資金出
納取扱規程

1951 3 省令又は規則 100 15 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等 1 国 日本銀行
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

56317 15 財務省 保管有価証券口座の閉鎖の通知
日本銀行政府有価証券取
扱規程

1922 3 省令又は規則 11 16 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 1 国 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

56319 15 財務省
誤りがある旨の通知を受けた際の政府所有
有価証券月計突合表の取扱主任官への再
送付

日本銀行政府有価証券取
扱規程

1922 3 省令又は規則 11 38 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 1 国 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

56320 15 財務省
誤りがある旨の通知を受けた際の政府保管
有価証券月計突合表の取扱主任官への再
送付

日本銀行政府有価証券取
扱規程

1922 3 省令又は規則 11 39 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 1 国 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

56321 15 財務省
政府所有有価証券月計突合表に誤りを含ん
だ際の通知

政府所有有価証券取扱規
程

1922 3 省令又は規則 7 6 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

56322 15 財務省
政府所有有価証券寄託書に誤謬を含んだ際
の訂正請求書の送付

政府所有有価証券取扱規
程

1922 3 省令又は規則 7 7
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

56329 15 財務省 政府保管有価証券受託証書の交付
政府保管有価証券取扱規
程

1922 3 省令又は規則 8 9
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 1 国 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

56340 15 財務省
供託振替口座における増額又は減額の記載
等に係る通知

日本銀行供託振替国債取
扱規程

2002 3 省令又は規則 70 2
供託振替国債取扱規程
第3条第2項、第4条第2項

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等 1 国 日本銀行
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

56347 15 財務省 供託有価証券寄託書及び供託書の提出 供託有価証券取扱規程 1922 3 省令又は規則 9 2 1 申請等 1 国 2 独立行政法人等 日本銀行
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

56348 15 財務省 供託有価証券受託証書の交付 供託有価証券取扱規程 1922 3 省令又は規則 9 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 1 国 日本銀行
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

56349 15 財務省 振替国債の供託を受理する場合の振替申請 供託振替国債取扱規程 2002 3 省令又は規則 69 3 1
2-3 交付等（民間手
続）

7 国民等、民間事業者
等

6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

56362 15 財務省
資金会計官又は分任資金会計官への特別
調達資金領収証書の交付

日本銀行特別調達資金出
納取扱規程

1951 3 省令又は規則 100 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 1 国 日本銀行
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

56364 15 財務省 振替済通知書の送付
日本銀行特別調達資金出
納取扱規程

1951 3 省令又は規則 100 4 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 1 国 日本銀行
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

56365 15 財務省 資金出納命令官への振替済書の送信
日本銀行特別調達資金出
納取扱規程

1951 3 省令又は規則 100 4 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 1 国 日本銀行
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

56369 15 財務省
特別調達資金債権管理職員への振替済通
知書の送付

日本銀行特別調達資金出
納取扱規程

1951 3 省令又は規則 100 8 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 1 国 日本銀行
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

56371 15 財務省
資金会計官等への特別調達資金組入済通
知書の送付

日本銀行特別調達資金出
納取扱規程

1951 3 省令又は規則 100 9
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 1 国 日本銀行
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

56372 15 財務省
資金出納官吏への特別調達資金領収証書
の交付

日本銀行特別調達資金出
納取扱規程

1951 3 省令又は規則 100 10
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 1 国 日本銀行
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

56373 15 財務省 資金出納官吏への受入済通知書の送付
日本銀行特別調達資金出
納取扱規程

1951 3 省令又は規則 100 12
日本銀行特別調達資金出
納取扱規程13条第2項

2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 1 国 日本銀行
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

56374 15 財務省
資金会計官、分任資金会計官、資金出納命
令官及び資金出納官吏への特別調達資金月
計突合表の再送付

日本銀行特別調達資金出
納取扱規程

1951 3 省令又は規則 100 15 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 1 国 日本銀行
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

56375 15 財務省
資金会計官、分任資金会計官、資金出納命
令官、資金出納官吏又は特別調達資金債権
管理職員への訂正手続をした旨の通知

日本銀行特別調達資金出
納取扱規程

1951 3 省令又は規則 100 19
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 1 国 日本銀行
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

56376 15 財務省

資金会計官、分任資金会計官、資金出納命
令官又は資金出納官吏への振替済通知書、
領収証書、領収済通知書又は特別調達資金
組入済通知書にかかる証明書の交付

日本銀行特別調達資金出
納取扱規程

1951 3 省令又は規則 100 21
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 1 国 日本銀行
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

56562 15 財務省
資金会計官等の発した国庫金振替書の受領
に伴う振替済通知書の送付

日本銀行特別調達資金出
納取扱規程

1951 3 省令又は規則 100 4 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 1 国 日本銀行
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

56563 15 財務省
特別調達資金出納官吏からの国庫金振替書
等の受領に伴う振替済通知書の送付

日本銀行特別調達資金出
納取扱規程

1951 3 省令又は規則 100 11 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等 1 国 日本銀行
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

107807 10 消費者庁 訪問販売協会の社員の名簿の縦覧 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 27 2 2 3 縦覧等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

107808 10 消費者庁 訪問販売協会の成立の届出 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 27 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

107809 10 消費者庁 訪問販売協会の名称等の変更の届出 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 27 4 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
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107810 10 消費者庁
協会会員の訪問販売の業務に関する苦情に
ついての解決の申出

特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 29 1
2-3 交付等（民間手
続）

5 国民等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

107811 10 消費者庁 訪問販売協会の会員への資料の提出の求め 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 29 2
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

107812 10 消費者庁 訪問販売協会に対する改善命令 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 29 5 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

107813 10 消費者庁 通信販売協会の成立の届出 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 30 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

107814 10 消費者庁 通信販売協会の名称等の変更の届出 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 30 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

107815 10 消費者庁
協会会員の通信販売の業務に関する苦情の
解決の申出

特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 32 1
2-3 交付等（民間手
続）

5 国民等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

107816 10 消費者庁 通信販売協会の会員への資料の提出の求め 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 32 2
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

107817 10 消費者庁 通信販売協会に対する改善命令 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 32 2 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

108587 15 財務省
文部科学大臣と財務大臣との協議（特定公
益増進法人に該当する各種学校の基準）

法人税法施行規則 1965 3 省令又は規則 12 23 2 2 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108588 15 財務省
経済産業大臣と財務大臣との協議（エネル
ギーの使用の合理化に資する減価償却資
産）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 27 5 1
令和３年４月１日施行で規
定の削除

1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108589 15 財務省
経済産業大臣と財務大臣との協議（工場等
におけるエネルギーの使用の合理化に資す
る減価償却資産）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 27 5 2
令和３年４月１日施行で規
定の削除

1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108590 15 財務省
経済産業大臣と財務大臣との協議（貨物の
輸送に係るエネルギーの使用の合理化に資
する減価償却資産））

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 27 5 3
令和３年４月１日施行で規
定の削除

1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108591 15 財務省
経済産業大臣と財務大臣との協議（地域の
成長発展の基盤強化に著しく資する基準）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 27 11 2 2 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108592 15 財務省
経済産業大臣と財務大臣との協議（再生可
能エネルギー利用資産の持続的な利用に資
する減価償却資産）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 28 1
令和３年４月１日施行で規
定の削除

1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108593 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（特定海
上運送業の経営の合理化及び環境への負荷
の低減に資する船舶）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 28 4
手続名訂正、令和３年４月
１日施行で条項移動（４項
→２項）

1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108594 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（海洋運
輸業の用に供される船舶のうち環境への負
荷の低減に著しく資するもの）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 28 5
令和３年４月１日施行で条
項移動（５項→３項）

1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108595 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（沿海運
輸業の用に供される船舶のうち環境への負
荷の低減に著しく資するもの）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 28 8
令和３年４月１日施行で条
項移動（８項→５項）

1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108596 15 財務省
厚生労働大臣と財務大臣との協議（高度な医
療の提供に資する医療用の機械装置及び器
具備品）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 28 10 2 1 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108597 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（特定臨
港地区）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 29 6 1 2 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108598 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（物資の
輸送の合理化に著しく資する倉庫用の建物
及び構築物）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 29 6 2 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108599 15 財務省
経済産業大臣と財務大臣との協議（安定な供
給を確保することが特に必要な金属鉱物）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 34 1 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108600 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（施行再
建マンションの住戸の規模及び構造の基準）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 38 4 19 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108601 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（決議要
除却認定マンション除却後の土地に新築され
るマンションの住戸の規模及び構造の基準）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 38 4 21

手続名訂正。マンションの
管理の適正化の推進に関
する法律及びマンションの
建替え等の円滑化に関す
る法律の一部を改正する
法律（令和二年法律第六
十二号）附則第一条第三
号に掲げる規定の施行の
日からは、「決議特定要除
却認定マンション除却後
の土地に新築されるマン
ションの住戸の規模及び
構造の基準」

1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108602 15 財務省
経済産業大臣と財務大臣との協議（認定商
店街活性化事業計画の基準）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 39 5 19 1
令和３年４月１日施行で条
項移動（19項→17項）

1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108603 15 財務省
経済産業大臣と財務大臣との協議（認定商
店街活性化事業支援計画の基準）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 39 5 19 1
令和３年４月１日施行で条
項移動（19項→17項）

1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108604 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（環境へ
の負荷の低減に資する船舶（新造船））

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 39 7 9 1
令和３年４月１日施行で条
項移動（９項→７項）

1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108605 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（環境へ
の負荷の低減に資する船舶（中古船舶））

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 39 7 9 2
令和３年４月１日施行で条
項移動（９項→７項）

1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108606 15 財務省
厚生労働大臣と財務大臣との協議（特定医
療法人の基準）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 39 25 1 1 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108607 15 財務省
農林水産大臣と財務大臣との協議（肉用牛
の改良増殖に著しく寄与する登録）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 39 26 1 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108609 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（地震に
対する安全性に係る基準）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 40 4 2 3 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108610 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（家屋のう
ち、居室、調理室、浴室、便所その他の室）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 40 4 2 5 3 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108611 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（地震に
対する安全性に係る基準）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 40 4 2 5 4 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108612 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（高齢者
等が自立した日常生活を営むのに必要な構
造及び設備の基準）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 40 4 2 5 5 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108613 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（エネル
ギーの使用の合理化に資する修繕又は模様
替）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 40 4 2 5 6 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108614 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（保証保
険契約）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 40 4 2 5 7 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108615 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（エネル
ギーの使用の合理化に資する住宅用の家屋
等の基準）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 40 4 2 8 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108616 15 財務省
文部科学大臣と財務大臣との協議（学校等
に直接支払われる金銭）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 40 4 3 7 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108617 15 財務省
文部科学大臣と財務大臣との協議（学校等
以外の者に直接支払われる金銭）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 40 4 3 8 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108618 15 財務省
内閣総理大臣と財務大臣との協議（婚礼のた
めに要する費用）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 40 4 4 6 1 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108619 15 財務省
内閣総理大臣と財務大臣との協議（家賃、敷
金その他これらに類する費用）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 40 4 4 6 2 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108620 15 財務省
内閣総理大臣と財務大臣との協議（転居をす
るための費用）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 40 4 4 6 3 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108621 15 財務省
内閣総理大臣と財務大臣との協議（不妊治
療のため又は妊娠中に要する費用）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 40 4 4 7 1 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108622 15 財務省
内閣総理大臣と財務大臣との協議（出産に
係る分べん費その他これに類する費用）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 40 4 4 7 2 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108623 15 財務省
内閣総理大臣と財務大臣との協議（小学校
就学前の子の医療のために要する費用）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 40 4 4 7 3 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108624 15 財務省
内閣総理大臣と財務大臣との協議（子に係る
保育料その他これに類する費用）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 40 4 4 7 4 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108625 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（地震に
対する安全性に係る基準）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 40 5 2 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108626 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（家屋のう
ち、居室、調理室、浴室、便所その他の室）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 40 5 4 3 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108627 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（地震に
対する安全性に係る基準）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 40 5 4 4 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108628 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（高齢者
等が自立した日常生活を営むのに必要な構
造及び設備の基準）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 40 5 4 5 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108629 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（エネル
ギーの使用の合理化に資する修繕又は模様
替）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 40 5 4 6 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108630 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（保証保
険契約）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 40 5 4 7 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108631 15 財務省
農林水産大臣と財務大臣との協議（農業に
従事することを不可能にさせる故障）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 40 6 51 4 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108632 15 財務省
農林水産大臣と財務大臣との協議（山林の
経営を行うことを不可能にさせる故障）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 40 7 6 17 4 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108633 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（土地の
処分の公正かつ適切な実施を確保するため
に設立した法人）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 40 12 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108634 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（都市計
画駐車場）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 40 15 1 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108635 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（空地に
係る利用形態等の基準）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 40 23 2 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108636 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（空地に
係る利用形態等の基準）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 40 23 5 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108637 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（地震に
対する安全性に係る基準）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 42 1 2 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108638 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（家屋のう
ち、居室、調理室、浴室、便所その他の室）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 42 2 2 2 3 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108639 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（地震に
対する安全性に係る基準）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 42 2 2 2 4 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108640 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（高齢者
等が自立した日常生活を営むのに必要な構
造及び設備の基準）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 42 2 2 2 5 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108641 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（エネル
ギーの使用の合理化に資する修繕又は模様
替）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 42 2 2 2 6 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108642 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（保証保
険契約）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 42 2 2 2 7 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108643 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（マンショ
ン建替事業の基準）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 42 3 1 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108644 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（特定国
際船舶）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 43 3 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108645 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（特例の
対象となる不動産特定共同事業契約の内
容）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 43 3 1 4 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108646 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（地震に
対する安全性に係る基準）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 43 3 3 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108647 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（特例の
対象となる小規模不動産特定共同事業契約
の内容）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 43 3 6 4 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108648 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（登記の
免税を受ける建設線の範囲）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 43 5 1 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108649 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（耐震基
準に適合する旨を証明する書類）

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 23 5 2 4 1 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108650 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（特例の
対象となる工事を証明する書類）

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 23 5 2 5 1 イ 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108651 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（特例の
対象となる工事を証明する書類）

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 23 5 2 5 1 ロ 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108652 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（特例の
対象となる工事を証明する書類）

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 23 5 2 5 1 ハ 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108653 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（特例の
対象となる工事を証明する書類）

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 23 5 2 5 1 ニ 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108654 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（特例の
対象となる工事を証明する書類）

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 23 5 2 5 1 ホ 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108655 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（特例の
対象となる工事を証明する書類）

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 23 5 2 5 1 ヘ 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108656 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（特例の
対象となる工事を証明する書類）

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 23 5 2 5 1 ト 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108657 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（特例の
対象となる工事を証明する書類）

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 23 5 2 5 1 チ 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108658 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（一定の
省エネ基準を満たす家屋等を証明する書類）

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 23 5 2 6 1 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108659 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（耐震改
修に係る申請書類）

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 23 5 2 7 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108660 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（耐震基
準に適合することを証明する書類）

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 23 5 2 8 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108661 15 財務省
文部科学大臣、厚生労働大臣と財務大臣と
の協議（保育所その他これに類するもの）

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 23 5 3 2 4 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108662 15 財務省
文部科学大臣と財務大臣との協議（外国の
学校教育制度により位置づけられた教育施
設その他の教育施設）

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 23 5 3 3 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108663 15 財務省
内閣総理大臣と財務大臣との協議（医療機
関）

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 23 5 4 2 4 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108664 15 財務省
内閣総理大臣と財務大臣との協議（保育を目
的とする施設）

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 23 5 4 2 7 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108665 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（耐震基
準に適合する旨を証明する書類）

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 23 6 4 1 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108666 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣の協議（特例の対
象となる工事を証明する書類）

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 23 6 5 1 イ 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108667 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣の協議（特例の対
象となる工事を証明する書類）

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 23 6 5 1 ロ 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108668 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣の協議（特例の対
象となる工事を証明する書類）

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 23 6 5 1 ハ 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108669 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣の協議（特例の対
象となる工事を証明する書類）

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 23 6 5 1 ニ 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108670 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣の協議（特例の対
象となる工事を証明する書類）

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 23 6 5 1 ホ 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108671 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣の協議（特例の対
象となる工事を証明する書類）

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 23 6 5 1 ヘ 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108672 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣の協議（特例の対
象となる工事を証明する書類）

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 23 6 5 1 ト 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108673 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣の協議（特例の対
象となる工事を証明する書類）

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 23 6 5 1 チ 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108674 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（耐震改
修に係る申請書類）

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 23 6 6 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108675 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（耐震基
準に適合することを証明する書類）

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 23 6 7 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108676 15 財務省
文部科学大臣と財務大臣との協議（保存及
び活用を図るべき文化財の指定）

地価税法施行令 1991 2 政令 174 17 3 2 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108677 15 財務省
環境大臣と財務大臣との協議（指定特別地
域と同等の規制を受けるものの指定）

地価税法施行規則 1991 3 省令又は規則 31 3 2 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108678 15 財務省
環境大臣と財務大臣との協議（指定特別地
区と同等の規制を受けるものの指定）

地価税法施行規則 1991 3 省令又は規則 31 3 3 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108679 15 財務省
文部科学大臣と財務大臣との協議（重要伝
統的建造物群保存地区の歴史的風致の維
持に資するものとして指定した建物）

地価税法施行規則 1991 3 省令又は規則 31 3 5 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108680 15 財務省
特定離島路線に係る国土交通大臣から財務
大臣への協議

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 50 4 1 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108681 15 財務省

都道府県に代わって高等学校等の生徒に学
資としての資金の貸付けに係る事業を行う法
人に係る文部科学大臣から財務大臣への協
議

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 52 2 1 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため
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式
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定年
（西暦）

経由機関
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（地方等が手続
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場合）

項 号
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更新
月
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式
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更新
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調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
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(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
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4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況
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月

データ名
更新
月
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URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

108682 15 財務省
経済産業大臣と財務大臣との協議（地域の
成長発展の基盤強化に著しく資する特定事
業用機械等）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 5 5 2 2 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108683 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（環境へ
の負荷の低減に資する船舶）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 5 8 4 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108684 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（環境へ
の負荷の低減に著しく資する海洋運輸業の
用に供される船舶）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 5 8 5 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108685 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（環境へ
の負荷の低減に著しく資する沿海運輸業の
用に供される船舶）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 5 8 8 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108686 15 財務省
厚生労働大臣と財務大臣との協議（高度な医
療の提供に資する医療用の機械及び並びに
器具及び備品）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 6 4 2 1 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108687 15 財務省
文部科学大臣と財務大臣との協議（非課税と
される金品の交付を行う財団法人日本オリン
ピック委員会に加盟している団体）

所得税法施行令 1965 2 政令 96 28 1 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108688 15 財務省

経済産業大臣と財務大臣との協議（高度省エ
ネルギー増進設備等の特別償却又は所得税
額の特別控除の対象となる機械その他の減
価償却資産）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 5 4 1 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108689 15 財務省

経済産業大臣と財務大臣との協議（高度省エ
ネルギー増進設備等の特別償却又は所得税
額の特別控除の対象となる機械その他の減
価償却資産）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 5 4 2 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108691 15 財務省
経済産業大臣と財務大臣との協議（租税特
別措置法11条の表の各欄の法律に掲げる機
械その他の減価償却資産）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 5 8 1 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108692 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（臨海地
区のうち輸出入に係る貨物の流通の拠点と
なる地区）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 8 1 2 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108693 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（物資の
輸送の合理化に著しく資する倉庫用の建物
及び構築物）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 8 2 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108694 15 財務省
経済産業大臣と財務大臣との協議（安定的な
供給を確保することが特に必要な鉱物）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 14 1 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108695 15 財務省
農林水産大臣と財務大臣との協議（肉用牛
の売却における、肉用牛の改良増殖に著しく
寄与するものとなる登録）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 17 1 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108696 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（良好な居
住環境の確保に資する施行再建マンションの
住戸の規模及び構造）

租税特別措置法施行令 1965 2 政令 43 20 2 9 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108697 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（良好な居
住環境を備えたマンションの住戸の規模及び
構造）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 20 2 11 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108698 15 財務省
経済産業大臣と財務大臣との協議（特定住
宅地造成事業等のために土地等を譲渡した
場合の認定商店街活性化事業計画）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 22 8 18 1 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108699 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（居住用
財産の譲渡所得の地震に対する安全に係る
基準）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 23 5 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108700 15 財務省

国土交通大臣と財務大臣との協議（特定の
居住用財産の買換の場合の長期譲渡所得
の課税の特例で建築後使用されたことのある
家屋で耐火建築物の地震に対する安全性）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 24 2 3 1 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108701 15 財務省

国土交通大臣と財務大臣との協議（特定の
事業用資産の買換えの場合の譲渡所得の課
税の特例で、建造の後事業の用に供された
ことのない船舶のうち環境への負荷の軽減に
資する船舶）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 25 15 1 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108702 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（人口集
中かつ中高層住宅の建設を要する区域）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 25 4 6 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108703 15 財務省
内閣総理大臣と財務大臣との協議（安定した
収益の確保及び効率的な運用を行うための
信託財産）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 25 13 15 2 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108704 15 財務省
関係大臣と財務大臣との協議（国立大学法
人等に贈与又は遺贈した財産）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 25 17 7 2 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108706 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（居住用
財産の譲渡所得の特別控除の対象となる被
相続人の居住用家屋）

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 18 2 2 2 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108707 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（特定の
居住用財産の買換えの特例に係る建築後使
用されたことある家屋で耐火建物）

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 18 4 2 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108709 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（特定の
増改築等に係る増築、改築、修繕、模様替）

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 18 23 2 1 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108710 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（居住用
財産の買換え等の譲渡損失等の住宅借入金
等の貸付者）

租税特別措置法施行規則 1965 3 省令又は規則 15 18 25 11 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108711 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（特定居
住用財産の譲渡損失等の住宅借入金等の
貸付者）

租税特別措置法施行規則 1965 3 省令又は規則 15 18 26 10 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108712 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（既存住
宅の耐震改修の特別控除における地震に対
する安全性の耐震改修の基準等）

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 19 11 2 1 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108720 15 財務省 財務大臣への協議 消費税法施行令 1988 2 政令 360 14 2 3 11 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108721 15 財務省 財務大臣への協議 消費税法施行令 1988 2 政令 360 14 2 3 12 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108722 15 財務省 財務大臣への協議 消費税法施行令 1988 2 政令 360 14 2 3 13 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108723 15 財務省 財務大臣への協議 消費税法施行令 1988 2 政令 360 14 3 1 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108724 15 財務省 財務大臣への協議 消費税法施行令 1988 2 政令 360 14 3 5 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108725 15 財務省 財務大臣への協議 消費税法施行令 1988 2 政令 360 14 3 8 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108726 15 財務省 財務大臣への協議 消費税法施行令 1988 2 政令 360 14 4 1 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108727 15 財務省 財務大臣への協議 消費税法施行令 1988 2 政令 360 14 4 2 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108728 15 財務省 財務大臣への協議 消費税法施行令 1988 2 政令 360 18 2 2 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108932 15 財務省 政府所有有価証券受託証書の交付
日本銀行政府有価証券取
扱規程

1922 3 省令又は規則 11 6
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 1 国 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

108935 15 財務省
センター支出官からの小切手振出済通知書
の送付

日本銀行国庫金取扱規程 1947 3 省令又は規則 93 26
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

111003 19 経済産業省 商品取引債務引受業の許可の申請 商品先物取引法 1950 1 法律 239 168 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

111004 19 経済産業省 商品取引清算機関の兼業の承認申請 商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 67
農林水産省・経済産業省
令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

111005 19 経済産業省
商品取引所に係る取引証拠金の預託に代わ
る法第103条第7項の契約の締結の承認申請

商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 44 3
農林水産省・経済産業省
令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

111006 19 経済産業省
商品取引清算機関の定款又は業務方法書
の変更の認可申請

商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 75
農林水産省・経済産業省
令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

111007 19 経済産業省
商品取引債務引受業の廃止又は解散の決
議の認可申請

商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 77
農林水産省・経済産業省
令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

111008 19 経済産業省
商品先物取引仲介業者の外務員の登録の
通知

商品先物取引法 1950 1 法律 239 240 11 第200条第6項準用
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 6 民間事業者等
日本商品先物取引協
会

●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明

111009 19 経済産業省 外務員の登録原簿の登録 商品先物取引法 1950 1 法律 239 200 5 4 作成・保存等 2 独立行政法人等
日本商品先物取引協
会

●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明

111010 19 経済産業省 外務員の登録の通知 商品先物取引法 1950 1 法律 239 200 6
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 6 民間事業者等
日本商品先物取引協
会

●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明

111011 19 経済産業省
第一種特定施設開設者に対する報告徴収
（報告・資料提出）

商品先物取引法 1950 1 法律 239 338 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

111012 19 経済産業省 会員商品取引所の設立の許可申請 商品先物取引法 1950 1 法律 239 14 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

111013 19 経済産業省 会員商品取引所の合併の認可申請 商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 27
農林水産省・経済産業省
令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

111014 19 経済産業省 株式会社商品取引所の許可申請 商品先物取引法 1950 1 法律 239 78 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

111015 19 経済産業省
株式会社商品取引所の資本の額の減少の
認可申請

商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 33
農林水産省・経済産業省
令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

111016 19 経済産業省
第一種特定商品市場類似施設の開設の許
可申請

商品先物取引法 1950 1 法律 239 332 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明

111017 19 経済産業省
第一種特定施設開設許可申請事項の変更
の許可申請

商品先物取引法 1950 1 法律 239 335 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明

111018 19 経済産業省
第二種特定商品市場類似施設の開設の許
可申請

商品先物取引法 1950 1 法律 239 342 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明

111019 19 経済産業省
第二種特定施設開設許可申請事項の変更
の許可申請

商品先物取引法 1950 1 法律 239 345 第335条第1項準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明

111020 19 経済産業省 会員商品取引所の組織変更の認可申請 商品先物取引法 1950 1 法律 239 132 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

111021 19 経済産業省 商品取引所の合併の認可申請 商品先物取引法 1950 1 法律 239 145 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

111022 19 経済産業省 商品取引所の定款変更の認可申請 商品先物取引法 1950 1 法律 239 155 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

111023 19 経済産業省
商品取引所の商品取引債務引受業等の兼
業の承認申請

商品先物取引法 1950 1 法律 239 173 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

111024 19 経済産業省
株式会社商品取引所の解散の決議又は合
併の認可申請

商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 35
農林水産省・経済産業省
令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

111025 19 経済産業省
商品取引所又は会員等に対する報告徴収
（報告・資料提出）

商品先物取引法 1950 1 法律 239 157 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

111026 19 経済産業省
商品取引所に対する業務改善命令に係る意
見聴取等（意見・報告の提出）

商品先物取引法 1950 1 法律 239 158 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

111027 19 経済産業省
商品取引所に対する監督上の処分に係る意
見聴取等（意見・報告の提出）

商品先物取引法 1950 1 法律 239 159 5
2-3 交付等（民間手
続）

7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

111028 19 経済産業省
会員等に対する監督上の処分に係る意見聴
取等（意見・報告の提出）

商品先物取引法 1950 1 法律 239 160 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

111029 19 経済産業省 商品取引所の兼業業務の認可申請 商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 1 10
ただし書　農林水産省・経
済産業省令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

111030 19 経済産業省 商品取引所の子会社の認可申請 商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 1 12
ただし書　農林水産省・経
済産業省令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

111031 19 経済産業省
株式会社商品取引所の主要株主の認可申
請

商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 36 7
農林水産省・経済産業省
令

1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

111032 19 経済産業省 商品取引所持株会社の認可申請 商品先物取引法 1950 1 法律 239 96 26 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

111033 19 経済産業省
特定持株会社が株式会社商品取引所を子会
社とする認可申請

商品先物取引法 1950 1 法律 239 96 26 1 ただし書 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

111034 19 経済産業省 商品取引所持株会社の子会社の認可申請 商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 36 12
ただし書　農林水産省・経
済産業省令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

111035 19 経済産業省 上場商品の格付人の特例の承認申請 商品先物取引法 1950 1 法律 239 104 5 ただし書 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

111036 19 経済産業省
商品取引所の業務規程、受託契約準則、紛
争処理規程又は市場取引監視委員会規程
の変更の認可申請

商品先物取引法 1950 1 法律 239 156 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

111038 19 経済産業省
商品先物取引協会の定款等の変更の認可
申請

商品先物取引法 1950 1 法律 239 250 2 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
日本商品先物取引協
会

●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明

111039 19 経済産業省
商品取引所に対する業務改善命令に係る意
見聴取等（回答等）

商品先物取引法 1950 1 法律 239 158 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

111040 19 経済産業省
商品取引所に対する監督上の処分に係る意
見聴取等（回答等）

商品先物取引法 1950 1 法律 239 159 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

111041 19 経済産業省
会員等に対する監督上の処分に係る意見聴
取等（回答等）

商品先物取引法 1950 1 法律 239 160 2
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

111307 19 経済産業省
商品取引所取引清算機関に係る法第103条
第7項の契約の締結の承認申請

商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 45
農林水産省・経済産業省
令第44条第3項準用

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

111970 10 消費者庁 情報の提供等 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 29 4 1 申請等 1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

111971 10 消費者庁 書類の備付け及び閲覧等 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 45 2 3 縦覧等 5 国民等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

111972 10 消費者庁 協力依頼 特定商取引に関する法律 1976 1 法律 57 66 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 4-3 国又は地方等
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
官庁、公共団体等に交付した書面
の内容及び官庁、公共団体等から
の回答

11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれてお
り、国や公共の安全、秩序
の維持に支障を及ぼすお
それがあるため。

112806 15 財務省
文部科学大臣と財務大臣との協議（東京オリ
ンピック、パラリンピック大会関連業務を行う
外国法人）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 26 33 1 11 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112807 15 財務省
文部科学大臣と財務大臣との協議（東京オリ
ンピック、パラリンピック大会関連業務を行う
外国法人）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 26 33 3 4 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112808 15 財務省
文部科学大臣と財務大臣との協議（東京オリ
ンピック、パラリンピック大会関連業務を行う
外国法人）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 39 33 3 1 5 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112809 15 財務省
内閣総理大臣と財務大臣との協議（外国通
貨に係る外国における加重平均値に相当す
る利率）

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 19 15 7 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112810 15 財務省 登録免許税の過誤納金還付通知の請求 登録免許税法 1967 1 法律 35 31 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112811 15 財務省 使用済の印紙等の再使用証明の申出 登録免許税法 1967 1 法律 35 31 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112812 15 財務省
再使用証明がされた印紙等に係る登録免許
税の還付の申出

登録免許税法 1967 1 法律 35 31 5 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112813 15 財務省
電子申請の取下げをした場合の登録免許税
の過誤納金還付通知の請求

登録免許税法 1967 1 法律 35 31 6 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112840 15 財務省 認定した課税標準及び税額の通知 登録免許税法 1967 1 法律 35 26 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112842 15 財務省 登記等の却下に伴う印紙等の再使用証明 登録免許税法 1967 1 法律 35 31 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112843 15 財務省 登記機関における関係書類の保存 登録免許税法施行令 1967 2 政令 146 34 1 4 作成・保存等
4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112844 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（地震に
対する安全性に係る基準）

東日本大震災の被災者等
に係る国税関係法律の臨
時特例に関する法律施行
令

2011 2 政令 112 29 2 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112845 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（家屋のう
ち、居室、調理室、浴室、便所その他の室）

東日本大震災の被災者等
に係る国税関係法律の臨
時特例に関する法律施行
令

2011 2 政令 112 29 2 5 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112846 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（地震に
対する安全性に係る基準）

東日本大震災の被災者等
に係る国税関係法律の臨
時特例に関する法律施行
令

2011 2 政令 112 29 2 5 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112847 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（高齢者
等が自立した日常生活を営むのに必要な構
造及び設備の基準）

東日本大震災の被災者等
に係る国税関係法律の臨
時特例に関する法律施行
令

2011 2 政令 112 29 2 5 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112848 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（エネル
ギーの使用の合理化に資する修繕又は模様
替）

東日本大震災の被災者等
に係る国税関係法律の臨
時特例に関する法律施行
令

2011 2 政令 112 29 2 5 6
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

112849 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（保証保
険契約）

東日本大震災の被災者等
に係る国税関係法律の臨
時特例に関する法律施行
令

2011 2 政令 112 29 2 5 7
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112850 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（エネル
ギーの使用の合理化に資する住宅用の家屋
等の基準）

東日本大震災の被災者等
に係る国税関係法律の臨
時特例に関する法律施行
令

2011 2 政令 112 29 2 8
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112852 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（耐震基
準に適合する旨を証明する書類）

東日本大震災の被災者等
に係る国税関係法律の臨
時特例に関する法律施行
規則

2011 3 省令又は規則 20 14 2 5 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112853 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（特例の
対象となる工事を証明する書類）

東日本大震災の被災者等
に係る国税関係法律の臨
時特例に関する法律施行
規則

2011 3 省令又は規則 20 14 2 6 1 イ
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112854 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（特例の
対象となる工事を証明する書類）

東日本大震災の被災者等
に係る国税関係法律の臨
時特例に関する法律施行
規則

2011 3 省令又は規則 20 14 2 6 1 ロ
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112855 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（特例の
対象となる工事を証明する書類）

東日本大震災の被災者等
に係る国税関係法律の臨
時特例に関する法律施行
規則

2011 3 省令又は規則 20 14 2 6 1 ハ
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112856 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（特例の
対象となる工事を証明する書類）

東日本大震災の被災者等
に係る国税関係法律の臨
時特例に関する法律施行
規則

2011 3 省令又は規則 20 14 2 6 1 ニ
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112857 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（特例の
対象となる工事を証明する書類）

東日本大震災の被災者等
に係る国税関係法律の臨
時特例に関する法律施行
規則

2011 3 省令又は規則 20 14 2 6 1 ホ
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112858 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（特例の
対象となる工事を証明する書類）

東日本大震災の被災者等
に係る国税関係法律の臨
時特例に関する法律施行
規則

2011 3 省令又は規則 20 14 2 6 1 ヘ
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112859 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（特例の
対象となる工事を証明する書類）

東日本大震災の被災者等
に係る国税関係法律の臨
時特例に関する法律施行
規則

2011 3 省令又は規則 20 14 2 6 1 ト
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112860 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（特例の
対象となる工事を証明する書類）

東日本大震災の被災者等
に係る国税関係法律の臨
時特例に関する法律施行
規則

2011 3 省令又は規則 20 14 2 6 1 チ
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112861 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（一定の
省エネ基準を満たす家屋等を証明する書類）

東日本大震災の被災者等
に係る国税関係法律の臨
時特例に関する法律施行
規則

2011 3 省令又は規則 20 14 2 7 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112862 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（耐震改
修に係る申請書類）

東日本大震災の被災者等
に係る国税関係法律の臨
時特例に関する法律施行
規則

2011 3 省令又は規則 20 14 2 9
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112863 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（耐震基
準に適合することを証明する書類）

東日本大震災の被災者等
に係る国税関係法律の臨
時特例に関する法律施行
規則

2011 3 省令又は規則 20 14 2 10
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112864 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（地震に
対する安全性に係る基準）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 26 2 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112865 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（住宅の
新築等に要する資金の貸付けを行っていると
認められる法人等）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 26 18 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112866 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（一室の
床又は壁の全部について行う修繕等）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 26 28 3 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112867 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（地震に
対する安全性に係る基準に適合させるため
の修繕等）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 26 28 4 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112868 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（高齢者
等が自立した日常生活を営むのに必要な構
造等の基準に適合させるための修繕等）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 26 28 5 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112869 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（エネル
ギーの使用の合理化に著しく若しくは相当程
度資する修繕等）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 26 28 6 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112870 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（高齢者
等が自立した日常生活を営むのに必要な構
造等の基準に適合させるための修繕等）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 26 4 4 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112871 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（エネル
ギーの使用の合理化に著しく若しくは相当程
度資する修繕等）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 26 4 7 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112872 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（他の世
帯との同居をするのに必要な設備の数を増
加させるための増築等）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 26 4 8 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112873 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（構造の
腐食等を防止し、又は維持保全を容易にする
ための増築等）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 26 4 9 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112874 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（使用者
に代わって住宅の増改築等に要する資金の
貸付けを行っていると認められる法人等）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 26 4 17 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112875 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（エネル
ギーの使用の合理化に相当程度資する修繕
等）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 26 4 19 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112876 15 財務省
厚生労働大臣と財務大臣との協議（健康の
保持増進及び疾病の予防への取組）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 26 27 2 1 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112877 15 財務省

厚生労働大臣と財務大臣との協議（医療保
険各法等の規定により療養の給付として支
給される薬剤との代替性が特に高い一般医
薬品等）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 26 27 2 2 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112878 15 財務省
文部科学大臣と総務大臣と財務大臣の協議
（学生等に対する就学の支援のための事業
に充てられることが確実である寄附金）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 26 28 2 3 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112879 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（既存住
宅の耐震改修の内容に応じて定める金額）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 26 28 4 2 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112880 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（高齢者
等居住改修工事等の内容に応じて定める金
額）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 26 28 5 1 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112881 15 財務省
国土交通大臣と経済産業大臣と財務大臣の
協議（一般断熱改修工事等の内容に応じて
定める金額）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 26 28 5 4 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112882 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（多世帯
同居改修工事等の内容に応じて定める金額）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 26 28 5 7 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112883 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（耐久性
向上改修工事等の内容に応じて定める金額）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 26 28 5 11 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112884 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（高齢者
等が自立した日常生活を営むのに必要な構
造等の基準に適合させるための修繕等）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 26 28 5 14 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112885 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（エネル
ギーの使用の合理化に相当程度資する修繕
等）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 26 28 5 15 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112886 15 財務省
国土交通大臣と経済産業大臣と財務大臣の
協議（設備と一体となって効用を果たすエネ
ルギーの使用の合理化に著しく資する設備）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 26 28 5 17 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112887 15 財務省
経済産業大臣と財務大臣との協議（家屋と一
体となって効用を果たす太陽光を電気に変換
する設備）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 26 28 5 19 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112888 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（他の世
帯との同居をするのに必要な設備の数を増
加させるための増築等）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 26 28 5 21 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112889 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（構造の
腐食等を防止し、又は維持保全を容易にする
ための増築等）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 26 28 5 22 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112890 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（認定住
宅について講じられた構造及び設備に係る
標準的な費用の額）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 26 28 6 1 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112892 15 財務省
文部科学大臣と財務大臣との協議（初等教
育又は中等教育を外国語により施すことを目
的として設置された各種学校の基準）

所得税法施行規則 1965 3 省令又は規則 11 40 9 2 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112894 15 財務省
金融庁長官と財務大臣との協議（新生命保
険料の対象となる保険契約）

所得税法施行令 1965 2 政令 96 208 3 1 1 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112895 15 財務省
農林水産大臣と財務大臣との協議（新生命
保険料の対象となる掛金の契約）

所得税法施行令 1965 2 政令 96 208 3 1 2 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112896 15 財務省

経済産業大臣と財務大臣との協議（高度省エ
ネルギー増進設備等の特別償却又は所得税
額の特別控除の対象となる機械その他の減
価償却資産）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 5 4 3 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112897 15 財務省

文部科学大臣と総務大臣と財務大臣の協議
（学生又は不安定な雇用状態にある研究者
に対するこれらの研究への助成等に充てら
れることが確実である寄附金）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 26 28 2 4 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

112898 15 財務省
総務大臣と財務大臣との協議（相互協議又
は合意の内容が地方公共団体が課する租税
に係るものであるとき）

租税条約等の実施に伴う
所得税法、法人税法及び
地方税法の特例等に関す
る法律

1969 1 法律 46 8 1 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

114210 19 経済産業省 基本計画の協議
地域経済牽引事業の促進
による地域の成長発展の
基盤強化に関する法律

2007 1 法律 40 4 1 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 基本計画記載事項 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 2 公開（OD未対応） 基本計画 1 OD

https://www.met
i.go.jp/policy/sm
e_chiiki/miraitous
hi/miraitoushi-
kihonkeikaku.htm
l

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

114211 19 経済産業省 基本計画の変更の協議
地域経済牽引事業の促進
による地域の成長発展の
基盤強化に関する法律

2007 1 法律 40 5 1 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 基本計画記載事項 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 2 公開（OD未対応） 基本計画 1 OD

https://www.met
i.go.jp/policy/sm
e_chiiki/miraitous
hi/miraitoushi-
kihonkeikaku.htm
l

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

114212 19 経済産業省 基本計画の変更の届出
地域経済牽引事業の促進
による地域の成長発展の
基盤強化に関する法律

2007 1 法律 40 5 2 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 基本計画記載事項 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 2 公開（OD未対応） 基本計画 1 OD

https://www.met
i.go.jp/policy/sm
e_chiiki/miraitous
hi/miraitoushi-
kihonkeikaku.htm
l

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

114249 19 経済産業省
消費税の転嫁拒否に関する立入検査（事業
者との資料やりとり）

消費税の円滑かつ適正な
転嫁の確保のための消費
税の転嫁を阻害する行為
の是正等に関する特別措
置法

2013 1 法律 41 15 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

114251 19 経済産業省
消費税の転嫁拒否に関する指導（事務連絡・
改善報告含む）

消費税の円滑かつ適正な
転嫁の確保のための消費
税の転嫁を阻害する行為
の是正等に関する特別措
置法

2013 1 法律 41 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

115252 21 環境省 未判定外来生物の輸入届出
特定外来生物による生態
系等に係る被害の防止に
関する法律

2004 1 法律 78 21 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115253 21 環境省 未判定外来生物の本邦への輸出届出
特定外来生物による生態
系等に係る被害の防止に
関する法律

2004 1 法律 78 24 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

115254 21 環境省
特定外来生物放出等許可の失効届出

特定外来生物による生態
系等に係る被害の防止に
関する法律施行規則

2005 3 省令又は規則 2 11 5 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可証の失効届出の内容 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115255 21 環境省
特定外来生物放出等許可証亡失届出

特定外来生物による生態
系等に係る被害の防止に
関する法律施行規則

2005 3 省令又は規則 2 11 2 6 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可証の亡失届出に関する内容 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115256 21 環境省
特定外来生物放出等許可に係る住所等の変
更又は主たる放出等実施者の住所等の変更
届出

特定外来生物による生態
系等に係る被害の防止に
関する法律施行規則

2005 3 省令又は規則 2 11 2 5 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 放出等許可に係る住所の変更内容 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115257 21 環境省
特定外来生物放出等許可証の再交付申請
書

特定外来生物による生態
系等に係る被害の防止に
関する法律施行規則

2005 3 省令又は規則 2 11 2 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可証の再交付申請の内容 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

115259 21 環境省 違法輸入者に対する措置命令
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 16 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省

115389 21 環境省 対策計画の策定の協議
農用地の土壌の汚染防止
等に関する法律

1970 1 法律 139 5 4 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

115390 21 環境省 対策計画の策定の同意
農用地の土壌の汚染防止
等に関する法律

1970 1 法律 139 5 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

115391 21 環境省 対策計画の策定の協議に係る意見聴取
農用地の土壌の汚染防止
等に関する法律

1970 1 法律 139 5 5 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明
地方自治体が実施する事
項であるため

115392 21 環境省 対策計画の策定の公告
農用地の土壌の汚染防止
等に関する法律

1970 1 法律 139 5 6 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 未調査のため

115393 21 環境省 対策計画の策定の通知
農用地の土壌の汚染防止
等に関する法律

1970 1 法律 139 5 6
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 未調査のため

115395 21 環境省 対策計画の変更の協議に係る意見聴取
農用地の土壌の汚染防止
等に関する法律

1970 1 法律 139 6 2 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明
地方自治体が実施する事
項であるため

115396 21 環境省 対策計画の変更の公告
農用地の土壌の汚染防止
等に関する法律

1970 1 法律 139 6 2 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 未調査のため

115397 21 環境省 対策計画の変更の通知
農用地の土壌の汚染防止
等に関する法律

1970 1 法律 139 6 2 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明
地方自治体が実施する事
項であるため

115406 21 環境省
農用地の土壌の特定有害物質による汚染状
況の公表

農用地の土壌の汚染防止
等に関する法律

1970 1 法律 139 12 3 縦覧等 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 未調査のため

115407 21 環境省 土壌又は農作物等の収集
農用地の土壌の汚染防止
等に関する法律

1970 1 法律 139 13 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

115408 21 環境省
資料又は情報の提供その他の協力依頼及び
意見陳述

農用地の土壌の汚染防止
等に関する法律

1970 1 法律 139 14 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 未調査のため

119381 17 厚生労働省 監理団体許可証の返納

外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律施行規
則

2016 3 省令又は規則 3 38 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

201001 01 内閣官房
職務上の秘密に属する事項の発表に係る所
轄庁の長の許可を求める申請

国家公務員法 1947 1 法律 120 100 2 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

201002 01 内閣官房 任命権者への届出 国家公務員法 1947 1 法律 120 106 23 1 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 再就職情報の届出 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）

国家公務員法
第106条の25
第1項等の規
定に基づく国
家公務員の再
就職状況の報
告

2 非OD

http://www.cas.
go.jp/jp/gaiyou/j
imu/jinjikyoku/ji
nji_j.html#kohyo

6 非構造
化PDF

2 年2～11
回

3月、6月、
9月、12月

4 その他 他省庁管理のため

201003 01 内閣官房 兼業に関する許可を求める申請 国家公務員法 1947 1 法律 120 104 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

201004 01 内閣官房 求職の承認を求める申請 国家公務員法 1947 1 法律 120 106 3 2 4 1 申請等 5 国民等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

201005 01 内閣官房 再就職者による依頼等の承認を求める申請 国家公務員法 1947 1 法律 120 106 4 5 6 1 申請等 5 国民等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

201009 01 内閣官房
職務上の秘密に属する事項の発表に係る所
轄庁の長の許可

国家公務員法 1947 1 法律 120 100 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 4 無

201010 01 内閣官房 兼業に関する許可 国家公務員法 1947 1 法律 120 104
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 兼業許可に関する台帳 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため

201011 01 内閣官房 求職の承認 国家公務員法 1947 1 法律 120 106 3 2 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

201012 01 内閣官房 再就職者による依頼等の承認 国家公務員法 1947 1 法律 120 106 4 5 6
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

203001 03 人事院 派遣先企業による派遣期間延長の申出
国と民間企業との間の人
事交流に関する法律

1999 1 法律 224 8 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203002 03 人事院 本省庁の課長等の官職への採用の協議
人事院規則8‒12（職員の
任免）

2011 3 省令又は規則 18 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203003 03 人事院 特定幹部職に係る人事院への報告
人事院規則8‒12（職員の
任免）

2011 3 省令又は規則 24 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省
特定官職への任命結果
報告

5 実績なし

203004 03 人事院 別段の定めについての協議
人事院規則8‒12（職員の
任免）

2011 3 省令又は規則 31 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203005 03 人事院 公共的施設の指定申請
人事院規則11‒4（職員の
身分保障）

1952 3 省令又は規則 3 1 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 公共的施設の指定申請 ○ 5 実績なし

203006 03 人事院 公共的施設及び業務の指定申請
人事院規則11‒4（職員の
身分保障）

1952 3 省令又は規則 3 1 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 公共的施設の指定申請 5 実績なし

203007 03 人事院 共同研究等に係る施設の指定申請
人事院規則11‒4（職員の
身分保障）

1952 3 省令又は規則 3 1 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203008 03 人事院 公共的機関の指定申請
人事院規則11‒4（職員の
身分保障）

1952 3 省令又は規則 3 1 4 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203009 03 人事院
人事院規則11‒4第3条第1項第1号休職の期
間の更新申請

人事院規則11‒4（職員の
身分保障）

1952 3 省令又は規則 5 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203010 03 人事院
人事院規則11‒4第3条第1項第3号休職の期
間の更新申請

人事院規則11‒4（職員の
身分保障）

1952 3 省令又は規則 5 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203011 03 人事院
人事院規則11‒4第3条第1項第2号休職の期
間の更新期間の設定申請

人事院規則11‒4（職員の
身分保障）

1952 3 省令又は規則 5 4 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203012 03 人事院
人事院規則11‒4第3条第1項第3号休職の期
間の更新期間の設定申請

人事院規則11‒4（職員の
身分保障）

1952 3 省令又は規則 5 4 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203013 03 人事院 研究休職及び役員兼業休職の報告
人事院規則11‒4（職員の
身分保障）

1952 3 省令又は規則 12 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203014 03 人事院 処分説明書（写）の提出
人事院規則11‒4（職員の
身分保障）

1952 3 省令又は規則 13 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203015 03 人事院
５年を超える派遣期間の設定及び更新の協
議

人事院規則18-0（職員の
国際機関等への派遣）

1970 3 省令又は規則 4 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203016 03 人事院 任命権者の人事院への報告
人事院規則18-0（職員の
国際機関等への派遣）

1970 3 省令又は規則 9 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 国際派遣状況報告書 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

203017 03 人事院 任命権者の人事院への報告

人事院規則1-64（職員の
公益財団法人東京オリン
ピック・パラリンピック競技
大会組織委員会への派
遣）

2015 3 省令又は規則 13 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203019 03 人事院 留学費用償還状況等報告
人事院規則10-12（職員の
留学費用の償還）

2006 3 省令又は規則 13 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
調査元（内閣人事局及び人事院研
修推進課）へ提出した調査票

11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203020 03 人事院 研修概要報告
人事院規則10-14（人事院
が行う研修等）

2014 3 省令又は規則 5 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
調査元（内閣人事局及び人事院研
修推進課）へ提出した調査票

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203021 03 人事院
人事院規則１－２４第２条第１項により採用を
行った職員に関する報告

人事院規則1-24（公務の
活性化のために民間の人
材を採用する場合の特例）

1998 3 省令又は規則 2 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203022 03 人事院
任命結果通知（採用報告）・辞退・無応答に
該当する者の通知

人事院規則8-12（職員の
任免）

2009 3 省令又は規則 12 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 任命結果通知 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203023 03 人事院 任命権者による選択結果の通知
人事院規則8-12（職員の
任免）

2009 3 省令又は規則 17 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 任命権者による選択結果の通知 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203024 03 人事院
採用候補者名簿が５人未満の官職への選考
採用の申請承認

人事院規則8‒12（職員の
任免）

2009 3 省令又は規則 18 1 6 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203025 03 人事院
その他競争試験によることが不適当と認めら
れる官職への選考採用の申請承認

人事院規則8‒12（職員の
任免）

2009 3 省令又は規則 18 1 10 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203026 03 人事院
人事院規則８－１２第１８条第１項第3号、第8
号から第9号の2の規定による選考採用の採
用状況報告

人事院規則8‒12（職員の
任免）

2009 3 省令又は規則 24 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 選考採用の採用状況報告 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203027 03 人事院
採用候補者名簿が５人未満の官職への臨時
的任用の認定申請・承認

人事院規則8‒12（職員の
任免）

2009 3 省令又は規則 39 1 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203028 03 人事院 臨時的任用の報告
人事院規則8‒12（職員の
任免）

2009 3 省令又は規則 39 4 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 臨時的任用の報告 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203029 03 人事院
採用候補者名簿が５人未満の官職への臨時
的任用の更新申請・承認

人事院規則8‒12（職員の
任免）

2009 3 省令又は規則 40 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203030 03 人事院 任期を定めた採用等の報告
人事院規則8‒12（職員の
任免）

2009 3 省令又は規則 45 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203031 03 人事院
任命権者を異にする官職に併任されている
職員の任免に関する他の任命権者に対する
通知

人事院規則8‒12（職員の
任免）

2009 3 省令又は規則 57 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203032 03 人事院 勤務延長の期限の延長の申請書 国家公務員法 1947 1 法律 120 81 3 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203034 03 人事院 非常勤職員の給与の申請
一般職の職員の給与に関
する法律

1950 1 法律 95 22 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203035 03 人事院
第一号任期付研究員の最高号俸を超える俸
給月額への決定に係る承認の申請

一般職の任期付研究員の
採用、給与及び勤務時間
の特例に関する法律

1997 1 法律 65 6 4 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203036 03 人事院
特定任期付職員の最高号俸を超える俸給月
額への決定に係る承認の申請

一般職の任期付職員の採
用及び給与の特例に関す
る法律

2000 1 法律 125 7 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203037 03 人事院
東京オリンピック・パラリンピック競技大会組
織委員会派遣職員が職務復帰した場合の号
俸の決定に係る協議

人事院規則1-64（職員の
公益財団法人東京オリン
ピック・パラリンピック競技
大会組織委員会への派
遣）

2015 3 省令又は規則 12 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203038 03 人事院
ラグビーワールドカップ組織委員会派遣職員
が職務復帰した場合の号俸の決定等に係る
協議

人事院規則1-65（職員の
公益財団法人ラグビー
ワールドカップ2019組織委
員会への派遣）

2015 3 省令又は規則 12 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203039 03 人事院
特別の事情がある場合の給与簿の特例に係
る承認の申請

人事院規則9-5（給与簿） 1951 3 省令又は規則 17 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203040 03 人事院
俸給の調整額の対象官職の職務内容及び勤
労条件に関する報告書

人事院規則9-6（俸給の調
整額）

1957 3 省令又は規則 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203041 03 人事院 給与の月２回払いに係る承認の申請
人事院規則9-7（俸給等の
支給）

1953 3 省令又は規則 1 5 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203042 03 人事院 給与の月２回払いに係る報告
人事院規則9-7（俸給等の
支給）

1953 3 省令又は規則 1 6 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203043 03 人事院
選考採用者に対する初任給基準表の適用の
特例に係る報告

人事院規則9-8（初任給、
昇格、昇給等の基準）

1969 3 省令又は規則 13 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203044 03 人事院
特殊の官職に採用する場合等の号俸の決定
に関する基準に係る承認の申請

人事院規則9-8（初任給、
昇格、昇給等の基準）

1969 3 省令又は規則 18 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203045 03 人事院
人事交流採用職員等に対する初任給の学歴
調整、経験年数調整の特例に係る承認の申
請

人事院規則9-8（初任給、
昇格、昇給等の基準）

1969 3 省令又は規則 19 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203046 03 人事院
在級期間表を適用する場合の在級した期間
の特例に係る承認の申請

人事院規則9-8（初任給、
昇格、昇給等の基準）

1969 3 省令又は規則 20 2 4 1,2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203047 03 人事院 殉職等特別の場合の昇格に係る承認の申請
人事院規則9-8（初任給、
昇格、昇給等の基準）

1969 3 省令又は規則 22 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203048 03 人事院
降格した職員の号俸の決定の特例に係る承
認の申請

人事院規則9-8（初任給、
昇格、昇給等の基準）

1969 3 省令又は規則 24 2 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203049 03 人事院
初任給基準異動した職員の号俸の決定に関
する基準に係る承認の申請

人事院規則9-8（初任給、
昇格、昇給等の基準）

1969 3 省令又は規則 26 1 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203050 03 人事院
俸給表異動した職員の号俸の決定に関する
基準に係る承認の申請

人事院規則9-8（初任給、
昇格、昇給等の基準）

1969 3 省令又は規則 28 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203051 03 人事院
指定職俸給表から他の俸給表へ異動した職
員の号俸の決定に係る承認の申請

人事院規則9-8（初任給、
昇格、昇給等の基準）

1969 3 省令又は規則 30 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203052 03 人事院
基準期間の６分の１又は２分の１の期間以上
勤務していない職員の昇給区分の決定の特
例に係る協議

人事院規則9-8（初任給、
昇格、昇給等の基準）

1969 3 省令又は規則 37 5 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203053 03 人事院 殉職等特別の場合の昇給に係る承認の申請
人事院規則9-8（初任給、
昇格、昇給等の基準）

1969 3 省令又は規則 40 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203054 03 人事院
派遣職員が復帰した場合の号俸の決定に係
る承認の申請

人事院規則9-8（初任給、
昇格、昇給等の基準）

1969 3 省令又は規則 44 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203055 03 人事院
派遣職員が派遣期間中に退職した場合の号
俸の調整に係る承認の申請

人事院規則9-8（初任給、
昇格、昇給等の基準）

1969 3 省令又は規則 44 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203056 03 人事院 俸給の訂正に係る承認の申請
人事院規則9-8（初任給、
昇格、昇給等の基準）

1969 3 省令又は規則 45 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203057 03 人事院
平成24年2月1日前に告知された試験の初任
給決定の特例に係る報告

人事院規則9-8（初任給、
昇格、昇給等の基準）

1969 3 省令又は規則 46 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203058 03 人事院
定めることとされている基準等が定められる
までの間の号俸等の個別承認の申請

人事院規則9-8（初任給、
昇格、昇給等の基準）

1969 3 省令又は規則 48 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203059 03 人事院
必要があると認めるときに人事院が求める報
告

人事院規則9-8（初任給、
昇格、昇給等の基準）

1969 3 省令又は規則 48 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203060 03 人事院
規則9-8により難い場合の取扱いに係る承認
の申請

人事院規則9-8（初任給、
昇格、昇給等の基準）

1969 3 省令又は規則 49 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203061 03 人事院
試験欄の適用に関する特例に係る承認の申
請

人事院規則9-8（初任給、
昇格、昇給等の基準）

1969 3 省令又は規則 13 2 別表第二ル備考 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203062 03 人事院 期末手当等の一時差止処分に関する通知書
人事院規則9-40（期末手
当及び勤勉手当）

1963 3 省令又は規則 6 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203063 03 人事院 休日給の支給される日についての協議書 人事院規則9-43（休日給） 1985 3 省令又は規則 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203064 03 人事院
特地官署等の所在地における生活環境等の
実情の人事院への報告

人事院規則9-55（特地勤
務手当等）

1970 3 省令又は規則 8 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203065 03 人事院 やむを得ない事情にかかる協議
人事院規則9-89（単身赴
任手当）

1990 3 省令又は規則 2 5 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203066 03 人事院 通勤困難に係る協議
人事院規則9-89（単身赴
任手当）

1990 3 省令又は規則 3 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203067 03 人事院
勤務延長等において任命権者を異にする場
合の通知書

人事院規則11-8（職員の
定年）

1984 3 省令又は規則 10
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203068 03 人事院 定年退職日の指定の報告書
人事院規則11-8（職員の
定年）

1984 3 省令又は規則 13 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203069 03 人事院 勤務延長職員の異動の報告書
人事院規則11-8（職員の
定年）

1984 3 省令又は規則 13 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203070 03 人事院 勤務延長の状況報告書
人事院規則11-8（職員の
定年）

1984 3 省令又は規則 13 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 勤務延長の状況報告書 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203071 03 人事院 再任用、再任用の任期の更新の状況報告書
人事院規則11-9（定年退
職者等の再任用）

1999 3 省令又は規則 7
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
再任用、再任用の任期の更新の状
況報告書

11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203072 03 人事院 処分説明書（写）の提出
人事院規則11-10（職員の
降給）

2009 3 省令又は規則 8 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203073 03 人事院
育児休業をした職員の職務復帰後における
号俸の調整に係る協議

人事院規則19-0（職員の
育児休業等）

1992 3 省令又は規則 16 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203074 03 人事院
交流派遣職員が職務復帰した場合の号俸の
決定等に係る協議

人事院規則21-0（国と民
間企業との間の人事交
流）

1999 3 省令又は規則 41 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203075 03 人事院
法科大学院派遣職員が職務に復帰した場合
の号俸の決定に係る協議

人事院規則24-0（検察官
その他の職員の法科大学
院への派遣）

2003 3 省令又は規則 15 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203076 03 人事院
自己啓発等休業をした職員の職務復帰後に
おける号俸の調整に係る協議

人事院規則25-0（職員の
自己啓発等休業）

2007 3 省令又は規則 13 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203077 03 人事院
配偶者同行休業者が職務復帰した場合の号
俸の決定等に係る協議

人事院規則26-0（職員の
配偶者同行休業）

2014 3 省令又は規則 15 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203078 03 人事院 贈与等報告書の写しの送付 国家公務員倫理法 1999 1 法律 66 6 2 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203079 03 人事院 株取引等報告書の写しの送付 国家公務員倫理法 1999 1 法律 66 7 2 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203080 03 人事院 所得等報告書等の写しの送付 国家公務員倫理法 1999 1 法律 66 8 3 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203081 03 人事院 調査の端緒に係る任命権者の報告 国家公務員倫理法 1999 1 法律 66 22 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203082 03 人事院 任命権者による調査開始の通知 国家公務員倫理法 1999 1 法律 66 23 1 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203083 03 人事院 任命権者による調査の結果の報告 国家公務員倫理法 1999 1 法律 66 23 3 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし
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203084 03 人事院
任命権者による懲戒処分を行う際の承認の
申請

国家公務員倫理法 1999 1 法律 66 26 1 申請等 1 国
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

203085 03 人事院 懲戒処分又は退職に係る処分の協議 国家公務員倫理法 1999 1 法律 66 28 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203086 03 人事院 勧告に係る措置についての報告 国家公務員倫理法 1999 1 法律 66 29 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203087 03 人事院
刑事裁判所に係属中の懲戒手続の承認の申
請

国家公務員倫理法 1999 1 法律 66 33 1 申請等 1 国
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

203088 03 人事院
任命権者が懲戒処分を行った場合の処分説
明書の写しの送付

人事院規則22-2（倫理法
又は同法に基づく命令の
違反に係る調査及び懲戒
の手続）

2000 3 省令又は規則 11 2 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203089 03 人事院 退職に係る処分に関する協議

人事院規則22-2（倫理法
又は同法に基づく命令の
違反に係る調査及び懲戒
の手続）

2000 3 省令又は規則 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203090 03 人事院 確認資料の写しの提出

人事院規則22-2（倫理法
又は同法に基づく命令の
違反に係る調査及び懲戒
の手続）

2000 3 省令又は規則 11 4 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203091 03 人事院 専従許可の文書の交付
人事院規則17－2（職員団
体のための職員の行為）

1968 3 省令又は規則 1 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203092 03 人事院 専従許可の取消し 国家公務員法 1947 1 法律 120 108 6 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203093 03 人事院 任命権者による懲戒処分 国家公務員倫理法 1999 1 法律 66 26
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203094 03 人事院 補償を受ける権利を有する旨の通知 国家公務員災害補償法 1951 1 法律 191 8
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203095 03 人事院 年次休暇の請求
一般職の職員の勤務時
間、休暇等に関する法律

1994 1 法律 33 17 3 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203096 03 人事院 介護休暇の請求
一般職の職員の勤務時
間、休暇等に関する法律

1994 1 法律 33 21 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203097 03 人事院 特別休暇の請求
一般職の職員の勤務時
間、休暇等に関する法律

1994 1 法律 33 21 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203098 03 人事院 病気休暇の請求
一般職の職員の勤務時
間、休暇等に関する法律

1994 1 法律 33 21 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203099 03 人事院 育児休業の承認の請求
国家公務員の育児休業等
に関する法律

1991 1 法律 109 3 2 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203100 03 人事院 育児休業の期間の延長の請求
国家公務員の育児休業等
に関する法律

1991 1 法律 109 4 3 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203101 03 人事院 自己啓発等休業の承認の請求
国家公務員の自己啓発等
休業に関する法律

2007 1 法律 45 3 1 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203102 03 人事院 自己啓発等休業の期間の延長の請求
国家公務員の自己啓発等
休業に関する法律

2007 1 法律 45 4 1 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203103 03 人事院 育児短時間勤務の承認の請求
国家公務員の育児休業等
に関する法律

1991 1 法律 109 12 2 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203104 03 人事院 育児短時間勤務の期間の延長の請求
国家公務員の育児休業等
に関する法律

1991 1 法律 109 13 2 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203105 03 人事院 育児時間の承認の請求
国家公務員の育児休業等
に関する法律

1991 1 法律 109 26 1 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203106 03 人事院 処分説明書の交付 国家公務員法 1947 1 法律 120 89 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203107 03 人事院 交渉の委任の証明 国家公務員法 1947 1 法律 120 108 5 6 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203108 03 人事院 利害関係者と共に飲食をする場合の届出 国家公務員倫理規程 2000 2 政令 101 8 1 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203109 03 人事院 講演等に関する倫理監督官の承認 国家公務員倫理規程 2000 2 政令 101 9 1 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203110 03 人事院 法令違反行為の主任大臣に対する報告 国家公務員倫理規程 2000 2 政令 101 15 1 4 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203111 03 人事院
各省各庁の長等又はその委任を受けた者へ
の贈与等報告書の提出

国家公務員倫理法 1999 1 法律 66 6 1 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 贈与等報告書 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203112 03 人事院
各省各庁の長等又はその委任を受けた者へ
の株取引等報告書の提出

国家公務員倫理法 1999 1 法律 66 7 1 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 株取引等報告書 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203113 03 人事院
各省各庁の長等又はその委任を受けた者へ
の所得等報告書の提出

国家公務員倫理法 1999 1 法律 66 8 1 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 所得等報告書 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203114 03 人事院
各省各庁の長等又はその委任を受けた者へ
の所得等報告書に代わる納税申告書の写し
による提出

国家公務員倫理法 1999 1 法律 66 8 2 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 所得等報告書 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203115 03 人事院 贈与等報告書の閲覧 国家公務員倫理法 1999 1 法律 66 9 2 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203116 03 人事院 配偶者同行休業の承認の請求
国家公務員の配偶者同行
休業に関する法律

2013 1 法律 78 3 1 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203117 03 人事院 配偶者同行休業の期間の延長の請求
国家公務員の配偶者同行
休業に関する法律

2013 1 法律 78 4 1 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203118 03 人事院 育児を行う職員の早出遅出勤務の請求

人事院規則10－11（育児
又は介護を行う職員の早
出遅出勤務並びに深夜勤
務及び超過勤務の制限）

1998 3 省令又は規則 4 1 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

203119 03 人事院
育児を行う職員の早出遅出勤務の状況変更
届

人事院規則10－11（育児
又は介護を行う職員の早
出遅出勤務並びに深夜勤
務及び超過勤務の制限）

1998 3 省令又は規則 5 3 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

203120 03 人事院 介護を行う職員の早出遅出勤務の請求

人事院規則10－11（育児
又は介護を行う職員の早
出遅出勤務並びに深夜勤
務及び超過勤務の制限）

1998 3 省令又は規則 13 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

203121 03 人事院
介護を行う職員の早出遅出勤務の状況変更
届

人事院規則10－11（育児
又は介護を行う職員の早
出遅出勤務並びに深夜勤
務及び超過勤務の制限）

1998 3 省令又は規則 13 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

203122 03 人事院 育児を行う職員の深夜勤務制限の請求

人事院規則10－11（育児
又は介護を行う職員の早
出遅出勤務並びに深夜勤
務及び超過勤務の制限）

1998 3 省令又は規則 7 1 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

203123 03 人事院
育児を行う職員の深夜勤務制限の状況変更
届

人事院規則10－11（育児
又は介護を行う職員の早
出遅出勤務並びに深夜勤
務及び超過勤務の制限）

1998 3 省令又は規則 8 3 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

203124 03 人事院
介護を行う職員の深夜勤務制限の状況変更
届

人事院規則10－11（育児
又は介護を行う職員の早
出遅出勤務並びに深夜勤
務及び超過勤務の制限）

1998 3 省令又は規則 13 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

203125 03 人事院 介護を行う職員の深夜勤務制限の請求

人事院規則10－11（育児
又は介護を行う職員の早
出遅出勤務並びに深夜勤
務及び超過勤務の制限）

1998 3 省令又は規則 13 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

203126 03 人事院 育児を行う職員の超過勤務制限の請求

人事院規則10－11（育児
又は介護を行う職員の早
出遅出勤務並びに深夜勤
務及び超過勤務の制限）

1998 3 省令又は規則 11 1 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

203127 03 人事院
育児を行う職員への超過勤務制限開始日の
変更の通知

人事院規則10－11（育児
又は介護を行う職員の早
出遅出勤務並びに深夜勤
務及び超過勤務の制限）

1998 3 省令又は規則 11 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 4 無

203128 03 人事院
育児を行う職員の超過勤務制限の状況変更
届

人事院規則10－11（育児
又は介護を行う職員の早
出遅出勤務並びに深夜勤
務及び超過勤務の制限）

1998 3 省令又は規則 12 3 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

203129 03 人事院
介護を行う職員の超過勤務制限の状況変更
届

人事院規則10－11（育児
又は介護を行う職員の早
出遅出勤務並びに深夜勤
務及び超過勤務の制限）

1998 3 省令又は規則 13 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

203130 03 人事院 介護を行う職員の超過勤務制限の請求

人事院規則10－11（育児
又は介護を行う職員の早
出遅出勤務並びに深夜勤
務及び超過勤務の制限）

1998 3 省令又は規則 13 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

203131 03 人事院
介護を行う職員への超過勤務制限開始日の
変更の通知

人事院規則10－11（育児
又は介護を行う職員の早
出遅出勤務並びに深夜勤
務及び超過勤務の制限）

1998 3 省令又は規則 13
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 4 無

203132 03 人事院 留学費用の償還を要する者に対する通知
人事院規則10－12（職員
の留学費用の償還）

2006 3 省令又は規則 6
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203133 03 人事院 懲戒処分書の交付
人事院規則12－0（職員の
懲戒）

1952 3 省令又は規則 5 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203135 03 人事院 技術移転兼業報告
人事院規則14－17（研究
職員の技術移転事業者の
役員等との兼業）

2000 3 省令又は規則 6 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203136 03 人事院 技術移転事業者に係る事項の内容変更報告
人事院規則14－17（研究
職員の技術移転事業者の
役員等との兼業）

2000 3 省令又は規則 7 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203137 03 人事院 研究成果活用兼業報告
人事院規則14－18（研究
職員の研究成果活用企業
の役員等との兼業）

2000 3 省令又は規則 6 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし
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203138 03 人事院
研究成果活用企業に係る事項の内容変更報
告

人事院規則14－18（研究
職員の研究成果活用企業
の役員等との兼業）

2000 3 省令又は規則 7 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203139 03 人事院 監査役兼業状況報告
人事院規則14－19（研究
職員の株式会社の監査役
との兼業）

2000 3 省令又は規則 6 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203140 03 人事院 監査役企業に係る事項の内容変更報告
人事院規則14－19（研究
職員の株式会社の監査役
との兼業）

2000 3 省令又は規則 7 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203141 03 人事院 株式所有の報告

人事院規則14－21（株式
所有により営利企業の経
営に参加し得る地位にあ
る職員の報告等）

2000 3 省令又は規則 2 1 1 申請等 5 国民等 1 国
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203142 03 人事院 措置を講じた職員の報告等

人事院規則14－21（株式
所有により営利企業の経
営に参加し得る地位にあ
る職員の報告等）

2000 3 省令又は規則 6 1 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203143 03 人事院
職務上適当でないと認められなかった職員等
の報告等

人事院規則14－21（株式
所有により営利企業の経
営に参加し得る地位にあ
る職員の報告等）

2000 3 省令又は規則 8 1 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203144 03 人事院 経営に参加し得る地位の変更の場合の報告

人事院規則14－21（株式
所有により営利企業の経
営に参加し得る地位にあ
る職員の報告等）

2000 3 省令又は規則 9 1 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203145 03 人事院
フレックスタイム制適用職員の勤務時間の申
告

人事院規則15－14（職員
の勤務時間、休日及び休
暇）

1994 3 省令又は規則 4 4 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203146 03 人事院
フレックスタイム制適用職員への勤務時間割
振りの通知

人事院規則15－14（職員
の勤務時間、休日及び休
暇）

1994 3 省令又は規則 9 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203147 03 人事院 週休日及び勤務時間の割振り等の明示
人事院規則15－14（職員
の勤務時間、休日及び休
暇）

1994 3 省令又は規則 9 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203148 03 人事院 休日の代休日の指定
人事院規則15－14（職員
の勤務時間、休日及び休
暇）

1994 3 省令又は規則 17 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203149 03 人事院 産前の場合の特別休暇の申出
人事院規則15－14（職員
の勤務時間、休日及び休
暇）

1994 3 省令又は規則 27 2 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203150 03 人事院 産後の場合の特別休暇の届出
人事院規則15－14（職員
の勤務時間、休日及び休
暇）

1994 3 省令又は規則 27 3 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203151 03 人事院 年次休暇の請求
人事院規則15－15（非常
勤職員の勤務時間及び休
暇）

1994 3 省令又は規則 3 2 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203152 03 人事院 年次休暇以外の休暇の請求
人事院規則15－15（非常
勤職員の勤務時間及び休
暇）

1994 3 省令又は規則 4 3 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203153 03 人事院
産前の場合の休暇の申出及び産後の場合の
休暇の届出

人事院規則15－15（非常
勤職員の勤務時間及び休
暇）

1994 3 省令又は規則 5 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203154 03 人事院 公務災害に係る被災職員等からの申出
人事院規則16－0（職員の
災害補償）

1973 3 省令又は規則 20 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203155 03 人事院 補償事務主任者から実施機関への報告
人事院規則16－0（職員の
災害補償）

1973 3 省令又は規則 20 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203156 03 人事院 通勤災害に係る被災職員等からの申出
人事院規則16－0（職員の
災害補償）

1973 3 省令又は規則 21 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203157 03 人事院 補償を受ける権利を有する旨の通知
人事院規則16－0（職員の
災害補償）

1973 3 省令又は規則 23 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 公務（通勤）災害補償通知書 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203158 03 人事院 公務外又は通勤外通知書
人事院規則16－0（職員の
災害補償）

1973 3 省令又は規則 23 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203159 03 人事院 遺族補償一時金(失権差額一時金)請求書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 1 4 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203160 03 人事院 介護補償請求書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 1 1 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203161 03 人事院 休業補償請求書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 1 1 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203162 03 人事院 障害補償請求書（一時金）
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 1 1 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203163 03 人事院 葬祭補償請求書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 1 1 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203164 03 人事院 療養補償請求書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 1 1 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203165 03 人事院 補償の支給決定に関する通知書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 2 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 災害補償決定通知書 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203166 03 人事院 介護補償に係る介護状態変更の届出
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 3 2 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203167 03 人事院
療養補償･休業補償･介護補償を受けている
者が死亡した場合のその遺族からの届出

人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 3 1 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203168 03 人事院 傷病補償年金に関する通知書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203169 03 人事院 傷病補償年金請求書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 5 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203170 03 人事院 傷病補償年金の支給決定に関する通知
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 6 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203171 03 人事院
年金証書（傷病補償年金）の亡失等に係る新
たな証書の請求

人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 8 1 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203172 03 人事院 失権届出（傷病補償年金）
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 9 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203173 03 人事院 傷病補償年金変更請求書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 11 1 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）
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203174 03 人事院 治癒認定通知書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 11 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203175 03 人事院 障害補償請求書（年金）
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 11 3 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203176 03 人事院 失権届出（障害補償年金）
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 11 4 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203177 03 人事院 障害補償変更請求書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 11 4 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203178 03 人事院
年金証書（障害補償年金）の亡失等に係る新
たな証書の請求

人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 11 4 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203179 03 人事院 遺族補償請求書（年金）
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 12 1 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203180 03 人事院 失権届出（遺族補償年金）
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 13 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203181 03 人事院
年金証書（遺族補償年金）の亡失等に係る新
たな証書の請求

人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 13 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203182 03 人事院
遺族補償年金受給権者の代表者選任、解任
の届出

人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 14 2 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203183 03 人事院
遺族補償年金の支給停止又は支給停止解
除に関する通知書

人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 15 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203184 03 人事院 遺族補償年金支給停止解除申請書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 15 2 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203185 03 人事院 遺族補償年金支給停止申請書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 15 1 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203186 03 人事院
遺族補償年金受給資格者数の増減等の届
出

人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 16 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203187 03 人事院 年金額の改定通知書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 17
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203188 03 人事院 過誤払による返還金債権への充当通知書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 17 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203189 03 人事院 障害補償年金差額一時金請求書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 19 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203190 03 人事院 障害補償年金前払一時金請求書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 20 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203191 03 人事院 遺族補償年金前払一時金請求書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 20 2 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203192 03 人事院 障害補償年金等の支給停止終了の通知書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 20 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203193 03 人事院 未支給の補償請求書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 20 5 1 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203194 03 人事院 福祉事業の支給決定等に関する通知書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 21 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203195 03 人事院 福祉事業申請書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 21 1 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203196 03 人事院 ｱﾌﾀｰｹｱ費用支給申請書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 22 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203197 03 人事院 ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ費用支給申請書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 22 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203198 03 人事院 外科後処置費用支給申請書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 22 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203199 03 人事院 旅行費支給申請書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 22 2 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203200 03 人事院 ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟｻｰﾋﾞｽ費用支給申請書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 22 4 1 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203201 03 人事院 ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟｻｰﾋﾞｽの失権に係る届出
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 22 5 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203202 03 人事院 遺族特別支給金支給申請書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 22 6 1 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203203 03 人事院 休業援護金支給申請書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 22 6 1 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

203204 03 人事院 傷病特別支給金支給申請書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 22 6 1 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203205 03 人事院 障害特別支給金支給申請書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 22 6 1 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203206 03 人事院 障害特別給付金（一時金）支給申請書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 22 6 1 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203207 03 人事院 障害差額特別給付金支給申請書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 22 6 1 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203208 03 人事院
遺族特別支給金受給権者の代表者選任の
届出

人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 22 7 2 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203209 03 人事院
遺族特別援護金受給権者の代表者選任の
届出

人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 22 8 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203210 03 人事院 就労保育援護金支給申請書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 22 9 1 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203211 03 人事院 奨学援護金支給申請書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 22 9 1 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203212 03 人事院
奨学援護金･就労保育援護金の支給を受け
ている者からの内容変更の届出

人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 22 10 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203213 03 人事院
奨学援護金･就労保育援護金支給額改定通
知書

人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 23
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203214 03 人事院 傷病特別給付金支給申請書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 23 2 1 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203215 03 人事院 障害特別給付金（年金）支給申請書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 23 2 1 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203216 03 人事院
傷病特別給付金､障害･遺族特別給付金（年
金）の支給額の改定通知書

人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 23 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203217 03 人事院
遺族特別給付金（年金）受給権者の代表者
選任、解任の届出

人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 24 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203218 03 人事院 長期家族介護者援護金支給申請書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 24 2 1 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203219 03 人事院
第三者から損害賠償を受けた場合の被災職
員からの届出

人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 27 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203220 03 人事院 遺族の現状報告書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 32 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203221 03 人事院 定期報告の必要がないとする通知
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 32
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203222 03 人事院 療養の現状報告書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 32 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203223 03 人事院 療養の現状報告書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 33 1 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203224 03 人事院 奨学援護金の支給に係る現状報告書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 34 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203225 03 人事院 定期報告の必要がないとする通知
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 34
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203226 03 人事院 他の法令による給付に関する届出
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 35 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203227 03 人事院 管理職員等の通知
人事院規則17－0（管理職
員等の範囲）

1966 3 省令又は規則 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 管理職員等の管理通知 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203228 03 人事院 専従許可の申請
人事院規則17－2（職員団
体のための職員の行為）

1968 3 省令又は規則 1 1 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203229 03 人事院 専従許可の更新申請
人事院規則17－2（職員団
体のための職員の行為）

1968 3 省令又は規則 2 1 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203230 03 人事院 専従許可の取消
人事院規則17－2（職員団
体のための職員の行為）

1968 3 省令又は規則 3 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203231 03 人事院 専従許可の復職
人事院規則17－2（職員団
体のための職員の行為）

1968 3 省令又は規則 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203232 03 人事院 短期従事の許可申請
人事院規則17－2（職員団
体のための職員の行為）

1968 3 省令又は規則 6 5 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203233 03 人事院
育児休業により子を養育するための計画の
申出

人事院規則19－0（職員の
育児休業等）

1992 3 省令又は規則 4 5 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203234 03 人事院 育児休業に係る子が死亡した場合等の届出
人事院規則19－0（職員の
育児休業等）

1992 3 省令又は規則 10 1 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203235 03 人事院
人事異動通知書の交付（育児休業の承認
等）

人事院規則19－0（職員の
育児休業等）

1992 3 省令又は規則 12
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

203236 03 人事院
人事異動通知書の交付（育児短時間勤務の
承認等）

人事院規則19－0（職員の
育児休業等）

1992 3 省令又は規則 24
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

203237 03 人事院
人事異動通知書の交付（育児休業に伴う任
期付採用）

人事院規則19－0（職員の
育児休業等）

1992 3 省令又は規則 14
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 人事情報に関するデータベース 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203238 03 人事院
人事異動通知書の交付（育児短時間勤務に
伴う任期付短時間勤務職員の任用）

人事院規則19－0（職員の
育児休業等）

1992 3 省令又は規則 26
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203239 03 人事院 人事異動通知書
人事院規則20－0（任期付
研究員の採用、給与及び
勤務時間の特例）

1997 3 省令又は規則 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203240 03 人事院 人事異動通知書
人事院規則21－0（国と民
間企業との間の人事交
流）

2014 3 省令又は規則 39
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203241 03 人事院
事情聴取等を求められた職員の勤務の免除
の承認

人事院規則22-2（倫理法
又は同法に基づく命令の
違反に係る調査及び懲戒
の手続）

2000 3 省令又は規則 6 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203242 03 人事院 出頭を求められた職員の勤務の免除の承認

人事院規則22－2（倫理法
又は同法に基づく命令の
違反に係る調査及び懲戒
の手続）

2000 3 省令又は規則 9 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203243 03 人事院 人事異動通知書
人事院規則23-0（任期付
職員の採用及び給与の特
例）

2000 3 省令又は規則 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 人事情報に関するデータベース 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203244 03 人事院
人事異動通知書の交付（自己啓発等休業の
承認等）

人事院規則25－0（職員の
自己啓発等休業）

2007 3 省令又は規則 11
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

203246 03 人事院
大学等における修学又は国際貢献活動の状
況の報告

人事院規則25－0（職員の
自己啓発等休業）

2007 3 省令又は規則 12 1 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203247 03 人事院 辞職の申出
人事院規則8‒12（職員の
任免）

2009 3 省令又は規則 51 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203248 03 人事院
人事異動通知書（採用、昇任、転任、配置換
等）

人事院規則8‒12（職員の
任免）

2009 3 省令又は規則 53
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 人事情報に関するデータベース 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203249 03 人事院 人事異動通知書（降任、休職、免職）
人事院規則8‒12（職員の
任免）

2009 3 省令又は規則 54
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203250 03 人事院 降任の同意
人事院規則8‒12（職員の
任免）

2009 3 省令又は規則 29 2 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる
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203251 03 人事院 超勤代休時間の指定
人事院規則15－14（職員
の勤務時間、休日及び休
暇）

1994 3 省令又は規則 16 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203252 03 人事院 配偶者が死亡した場合等の届出
人事院規則26－0（職員の
配偶者同行休業）

2014 3 省令又は規則 10 1 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203253 03 人事院
人事異動通知書の交付（配偶者同行休業の
承認等）

人事院規則26－0（職員の
配偶者同行休業）

2014 3 省令又は規則 12
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

203254 03 人事院
人事異動通知書の交付（配偶者同行休業に
伴う任期付採用）

人事院規則26－0（職員の
配偶者同行休業）

2014 3 省令又は規則 14
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 人事情報に関するデータベース 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203255 03 人事院
専門スタッフ職職員のフレックスタイムについ
ての協議

人事院規則15-14（職員の
勤務時間、休日及び休暇）

1994 3 省令又は規則 3 2 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203256 03 人事院
週休日、勤務時間の割振り等について別段
の定めをするための人事院の承認

人事院規則15-14（職員の
勤務時間、休日及び休暇）

1994 3 省令又は規則 32 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

203257 03 人事院
勤務時間、休日及び休暇に関する事務の実
施状況についての報告

人事院規則15-14（職員の
勤務時間、休日及び休暇）

1994 3 省令又は規則 33 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203258 03 人事院
勤務時間の状況等に応じて行う面接指導等
の申出

人事院規則10－4(職員の
保健及び安全保持）

1973 3 省令又は規則 22 2 1 2 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 面接指導等の申出のメール 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203259 03 人事院
勤務時間の状況等に応じて行う面接指導等
の意見聴取

人事院規則10－4(職員の
保健及び安全保持）

1973 3 省令又は規則 22 2 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203260 03 人事院
心理的な負担の程度を把握するための検査
等の結果の通知

人事院規則10－4(職員の
保健及び安全保持）

1973 3 省令又は規則 22 4 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

5 国民等 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） ストレスチェックの個人結果 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203261 03 人事院
心理的な負担の程度を把握するための検査
等の面接指導の申出

人事院規則10－4(職員の
保健及び安全保持）

1973 3 省令又は規則 22 4 4 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 面接指導等の申出のメール 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203262 03 人事院 指導区分決定等のための変更の意見等
人事院規則10－4(職員の
保健及び安全保持）

1973 3 省令又は規則 23 2 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 指導区分対象者一覧 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203263 03 人事院 緊急作業に係る健康診断の結果の通知
人事院規則10－5（職員の
放射線障害の防止）

1963 3 省令又は規則 26 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203264 03 人事院 他の任命権者に対する通知
人事院規則12－0（職員の
懲戒）

1952 3 省令又は規則 6 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203265 03 人事院 処分説明書の写の提出
人事院規則12－0（職員の
懲戒）

1952 3 省令又は規則 7 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203266 03 人事院
刑事裁判所に係属する間の懲戒手続（確認
資料の写の提出）

人事院規則12－0（職員の
懲戒）

1952 3 省令又は規則 8 2 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203267 03 人事院
政治的行為の禁止又は制限に違反する行為
又は事実の通知

人事院規則14－7（政治的
行為）

1949 3 省令又は規則 8
項立てのみで条がないた
め、「条」番号は空欄

1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203268 03 人事院 役員兼業等承認申請
人事院規則14－8（営利企
業の役員等との兼業）

1950 3 省令又は規則 1
項立てのみで条がないた
め、「条」番号は空欄

1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203269 03 人事院 兼業承認状況報告
人事院規則14－8（営利企
業の役員等との兼業）

1950 3 省令又は規則 3
項立てのみで条がないた
め、「条」番号は空欄

1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 兼業許可台帳 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203270 03 人事院 所轄庁の長等の見解の送付

人事院規則14－21（株式
所有により営利企業の経
営に参加し得る地位にあ
る職員の報告等）

2000 3 省令又は規則 2 4 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203271 03 人事院 権限の委任に係る報告書
人事院規則16－0（職員の
災害補償）

1973 3 省令又は規則 7 3 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203272 03 人事院 平均給与額に係る承認
人事院規則16－0（職員の
災害補償）

1973 3 省令又は規則 11 1 2

人事院規則16－0（職員
の災害補償）第11条第1
項第4号、第13条第3号、
第19条

1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203273 03 人事院 特別公務災害の認定に当たっての承認
人事院規則16－0（職員の
災害補償）

1973 3 省令又は規則 22 2 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203274 03 人事院 補償制限の承認
人事院規則16－0（職員の
災害補償）

1973 3 省令又は規則 28 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203275 03 人事院 補償制限の承認

人事院規則16－2（在外公
館に勤務する職員、船員
である職員等に係る災害
補償の特例）

1973 3 省令又は規則 6 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203276 03 人事院 特別公務災害の認定に当たっての承認

人事院規則16－2（在外公
館に勤務する職員、船員
である職員等に係る災害
補償の特例）

1973 3 省令又は規則 6 2 2 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203277 03 人事院 権限の委任に係る報告書
人事院規則16－3（災害を
受けた職員の福祉事業）

1973 3 省令又は規則 4 2 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203278 03 人事院 福祉事業の支給制限の承認
人事院規則16－3（災害を
受けた職員の福祉事業）

1973 3 省令又は規則 19 8 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203279 03 人事院 傷病補償年金の承認
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 6 2 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203280 03 人事院 変更請求を受けた傷病補償年金の承認
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 11 2 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203281 03 人事院
変更請求を受けた傷病補償年金の支給決定
に関する通知

人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 11 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203282 03 人事院 障害補償年金の承認
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 11 4 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203283 03 人事院 障害補償年金の支給決定に関する通知
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 11 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203284 03 人事院 変更請求を受けた障害補償年金の承認
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 11 4 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203285 03 人事院
変更請求を受けた障害補償年金の支給決定
に関する通知

人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 11 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203286 03 人事院 遺族補償年金の承認
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 13 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203287 03 人事院 遺族補償年金の支給決定に関する通知
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 13
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203288 03 人事院 予後補償請求書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 18 1 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203289 03 人事院 行方不明補償請求書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 18 3 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203290 03 人事院
予後補償・行方不明補償の支給決定に関す
る通知書

人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 18 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由
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条
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法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
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(公開データのファイル
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4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況
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月

データ名
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URL
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ル形
式
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203291 03 人事院
障害補償差額一時金等の支給決定に関する
通知

人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 20 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203292 03 人事院 未支給の補償の支給決定に関する通知
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 20 5 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203293 03 人事院 福祉事業の費用の支給決定等に関する通知
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 22 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203294 03 人事院
ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟｻｰﾋﾞｽ費用の支給決定に関する通
知

人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 22 4 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203295 03 人事院 障害特別援護金支給申請書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 22 6 1 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203296 03 人事院 遺族特別援護金支給申請書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 22 6 1 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203297 03 人事院 遺族特別給付金（一時金）支給申請書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 22 6 1 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203298 03 人事院 休業援護金等の支給決定に関する通知
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 22 6 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203299 03 人事院
就労保育援護金・奨学援護金の支給決定に
関する通知

人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 22 9 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203300 03 人事院 遺族特別給付金（年金）支給申請書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 23 2 1 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203301 03 人事院 傷病特別給付金等の支給決定に関する通知
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 23 2 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203302 03 人事院 特別給付金（年金）の承認
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 23 2 3 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203303 03 人事院
長期家族介護者援護金の支給決定に関する
通知

人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 24 2 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203304 03 人事院 未支給の福祉事業支給申請書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 26 1 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203305 03 人事院 未支給の福祉事業の支給決定に関する通知
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 26 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203306 03 人事院 災害補償報告書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 30 1 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 各省の災害補償の件数 11 該当なし 2 無
1-1 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに掲載）

国家公務員災
害補償統計

1 OD

https://www.jinji.
go.jp/toukei/013
1_saigaihosho/sa
igaihosho.html

1 EXCEL 1 年1回 2月頃

203307 03 人事院 福祉事業報告書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 30 1 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 各省の災害補償の件数 11 該当なし 2 無
1-1 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに掲載）

国家公務員災
害補償統計

1 OD

https://www.jinji.
go.jp/toukei/013
1_saigaihosho/sa
igaihosho.html

1 EXCEL 1 年1回 2月頃

203308 03 人事院 特別給付金支給報告書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 30 1 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 各省の災害補償の件数 11 該当なし 2 無
1-1 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに掲載）

国家公務員災
害補償統計

1 OD

https://www.jinji.
go.jp/toukei/013
1_saigaihosho/sa
igaihosho.html

1 EXCEL 1 年1回 2月頃

203309 03 人事院 失権報告書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 30 2 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203310 03 人事院 障害の現状報告書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 32 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203311 03 人事院 就労保育援護金の支給に係る現状報告書
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 34 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203312 03 人事院 平均給与額に係る承認
人事院規則18－0（職員の
国際機関等への派遣）

1970 3 省令又は規則 8 3 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203313 03 人事院 人事異動通知書
人事院規則11-8（職員の
定年）

1984 3 省令又は規則 11
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 人事情報に関するデータベース 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203314 03 人事院 人事異動通知書
人事院規則11-9（定年退
職者等の再任用）

1999 3 省令又は規則 6
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 人事情報に関するデータベース 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203315 03 人事院 通勤届
人事院規則9－24（通勤手
当）

1958 3 省令又は規則 3 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
支給者、支給額等に関する台帳及
びデータベース

11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203316 03 人事院 住居届
人事院規則9－54（住居手
当）

1974 3 省令又は規則 5 1 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
支給者、支給額等に関する台帳及
びデータベース

11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203317 03 人事院 給与の振込についての職員からの申出
人事院規則9－7（俸給等
の支給）

1953 3 省令又は規則 1 3 1 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
債主情報に関する台帳及びデータ
ベース

11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203318 03 人事院 単身赴任届
人事院規則9－89（単身赴
任手当）

1990 3 省令又は規則 7 1 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
支給者、支給額等に関する台帳及
びデータベ

11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203319 03 人事院 給与支給明細書 人事院規則9－5（給与簿） 1951 3 省令又は規則 13
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 給与支給明細書（PDFデータ） 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203320 03 人事院 人事異動通知書（降給）
人事院規則11－10（職員
の降給）

2009 3 省令又は規則 7
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203321 03 人事院
４週８休制以外の適用に関する人事院との協
議

一般職の職員の勤務時
間、休暇等に関する法律

1994 1 法律 33 7 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203322 03 人事院 船員の勤務時間の特例に関する協議
一般職の職員の勤務時
間、休暇等に関する法律

1994 1 法律 33 11 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203323 03 人事院 健康安全管理規程の人事院報告
人事院規則10－4(職員の
保健及び安全保持）

1973 3 省令又は規則 12 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 規程改正に係る内容 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

203324 03 人事院
第一種有害物質の使用等の承認に関する手
続き

人事院規則10－4(職員の
保健及び安全保持）

1973 3 省令又は規則 16 2 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

203327 03 人事院 健康診断の実施結果等の人事院報告
人事院規則10－4(職員の
保健及び安全保持）

1973 3 省令又は規則 27 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 各省からの報告を集計した統計 11 該当なし 2 無
1-1 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに掲載）

年次報告書 1 OD

https://www.jinji.
go.jp/toukei/013
1_saigaihosho/sa
igaihosho.html

1 EXCEL 1 年1回 6月頃

203328 03 人事院 設備等の届出
人事院規則10-4(職員の
保健及び安全保持）

1973 3 省令又は規則 33 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

203329 03 人事院 重大災害の人事院報告
人事院規則10-4(職員の
保健及び安全保持）

1973 3 省令又は規則 35 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 各地方事務局（所）の報告内容 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 4 その他
各省庁共通の手続きであ
るため、他省庁の状況も
見ながら検討したい

203330 03 人事院 年次災害等の人事院報告
人事院規則10-4(職員の
保健及び安全保持）

1973 3 省令又は規則 35 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 各地方事務局（所）の報告内容 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 4 その他
各省庁共通の手続きであ
るため、他省庁の状況も
見ながら検討したい

203331 03 人事院 エックス線装置の届出
人事院規則10-5（職員の
放射線障害の防止）

1963 3 省令又は規則 12 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 各省からの報告を集計した統計 11 該当なし 2 無
1-1 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに掲載）

年次報告書 1 OD

https://www.jinji.
go.jp/toukei/013
1_saigaihosho/sa
igaihosho.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月頃

203332 03 人事院 放射線に関する緊急時等の人事院報告
人事院規則10-5（職員の
放射線障害の防止）

1963 3 省令又は規則 21 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203333 03 人事院 放射線障害防止管理規程の人事院報告
人事院規則10-5（職員の
放射線障害の防止）

1963 3 省令又は規則 27 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203335 03 人事院 期末手当の一時差止処分
一般職の職員の給与に関
する法律

1950 1 法律 95 19 6 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203336 03 人事院 期末手当等の一時差止処分の取消しの申立
一般職の職員の給与に関
する法律

1950 1 法律 95 19 6 2 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203337 03 人事院 勤勉手当の一時差止処分
一般職の職員の給与に関
する法律

1950 1 法律 95 19 7 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203338 03 人事院 休職者に対する期末手当の一時差止処分
一般職の職員の給与に関
する法律

1950 1 法律 95 23 8
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203339 03 人事院 降格の同意
人事院規則9―8（初任
給、昇格、昇給等の基準）

1969 3 省令又は規則 24 3 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203340 03 人事院 通勤届に関する確認書類
人事院規則9－24（通勤手
当）

1958 3 省令又は規則 4 1 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203341 03 人事院 通勤手当の事後の確認
人事院規則9－24（通勤手
当）

1958 3 省令又は規則 21
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる
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203342 03 人事院 住居届に関する証明書類
人事院規則9－54（住居手
当）

1974 3 省令又は規則 5 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203343 03 人事院 住居手当の事後の確認
人事院規則9－54（住居手
当）

1974 3 省令又は規則 9
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203344 03 人事院 扶養親族届に関する証明書類
人事院規則9－80（扶養手
当）

1985 3 省令又は規則 4 3 1 申請等 1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203345 03 人事院 扶養手当の事後の確認
人事院規則9－80（扶養手
当）

1985 3 省令又は規則 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203346 03 人事院 単身赴任手当に関する証明書類
人事院規則9－89（単身赴
任手当）

1990 3 省令又は規則 7 1 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203347 03 人事院 単身赴任手当の事後の確認
人事院規則9－89（単身赴
任手当）

1990 3 省令又は規則 10
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203348 03 人事院 勤務延長及び勤務延長の期限の延長の同意
人事院規則11-8（職員の
定年）

1984 3 省令又は規則 8
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203349 03 人事院 再任用の任期の更新の同意
人事院規則11-9（定年退
職者等の再任用）

1999 3 省令又は規則 5 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 再任用意向調査票 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203350 03 人事院 健康管理者の指名
人事院規則10－4(職員の
保健及び安全保持）

1973 3 省令又は規則 5 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 健康管理者の指名 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203351 03 人事院 安全管理者の指名
人事院規則10－4(職員の
保健及び安全保持）

1973 3 省令又は規則 6 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 安全管理者の指名 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203352 03 人事院 健康管理担当者及び安全管理担当者の設置
人事院規則10－4(職員の
保健及び安全保持）

1973 3 省令又は規則 7
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
健康管理担当者及び安全管理担当
者の設置

11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203353 03 人事院
２以上の省庁で野外実験等を行う場合の健
康管理又は安全管理の総括責任者の設置

人事院規則10－4(職員の
保健及び安全保持）

1973 3 省令又は規則 8 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203354 03 人事院
野外実験等を行う場合の健康管理又は安全
管理の責任者の指名

人事院規則10－4(職員の
保健及び安全保持）

1973 3 省令又は規則 8 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203355 03 人事院 健康管理医の指名又は委嘱
人事院規則10－4(職員の
保健及び安全保持）

1973 3 省令又は規則 9 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
健康管理医の指名又は委嘱の決裁
文書

11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203356 03 人事院 危害防止主任者の指名
人事院規則10－4(職員の
保健及び安全保持）

1973 3 省令又は規則 10 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 4 無

203357 03 人事院 火元責任者の設置
人事院規則10－4(職員の
保健及び安全保持）

1973 3 省令又は規則 11
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
火元責任者の指名に係る決裁文書
等

11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203358 03 人事院 健康安全管理規程の周知
人事院規則10－4(職員の
保健及び安全保持）

1973 3 省令又は規則 12 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 健康安全管理規定 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

203359 03 人事院 指導区分決定等のための職務内容等の提示
人事院規則10－4(職員の
保健及び安全保持）

1973 3 省令又は規則 23 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 職務内容等 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203360 03 人事院 就業禁止に関する手続き
人事院規則10－4(職員の
保健及び安全保持）

1973 3 省令又は規則 24 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203361 03 人事院 健康診断結果の通知
人事院規則10－4(職員の
保健及び安全保持）

1973 3 省令又は規則 24 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203362 03 人事院 線量当量の測定等の結果の職員への通知
人事院規則10－5（職員の
放射線障害の防止）

1963 3 省令又は規則 24 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203363 03 人事院 放射線障害防止管理規程の職員への周知
人事院規則10－5（職員の
放射線障害の防止）

1963 3 省令又は規則 27 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 放射線障害防止管理規定 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

203365 03 人事院 年金証書の交付
人事院規則16－4（補償及
び福祉事業の実施）

1973 3 省令又は規則 7 1
人事院規則16－4（補償
及び福祉事業の実施）第7
条第2項

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構、
日本郵政株式会社

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203366 03 人事院
裁量勤務職員に特定の時間帯等を勤務する
ことを命じる際の通知

人事院規則20－0（任期付
研究員の採用、給与及び
勤務時間の特例）

1997 3 省令又は規則 10 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203367 03 人事院 裁量勤務の状況についての報告
人事院規則20－0（任期付
研究員の採用、給与及び
勤務時間の特例）

1997 3 省令又は規則 11 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203370 03 人事院 権衡職員に係る協議
人事院規則9-89（単身赴
任手当）

1990 3 省令又は規則 5 2 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203371 03 人事院 権衡職員に係る協議
人事院規則9-89（単身赴
任手当）

1990 3 省令又は規則 5 2 4 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203372 03 人事院 権衡職員に係る協議
人事院規則9-89（単身赴
任手当）

1990 3 省令又は規則 5 2 6 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203373 03 人事院 権衡職員に係る協議
人事院規則9-89（単身赴
任手当）

1990 3 省令又は規則 5 2 7 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203374 03 人事院
特地官署等の移転・名称変更等における人
事院への報告

人事院規則9-55（特地勤
務手当等）

1970 3 省令又は規則 8 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203375 03 人事院
別表第ニ又は別表第三に掲げる官署が移転
する場合における人事院への報告

人事院規則9-49（地域手
当）

2006 3 省令又は規則 17 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203376 03 人事院
期末手当等の一時差止処分の取消しに関す
る通知書

人事院規則9-40（期末手
当及び勤勉手当）

1963 3 省令又は規則 6 6 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203377 03 人事院 勤勉手当の成績率に関する協議
人事院規則9-40（期末手
当及び勤勉手当）

1963 3 省令又は規則 13 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203378 03 人事院
再任用職員の勤勉手当の成績率に関する協
議

人事院規則9-40（期末手
当及び勤勉手当）

1963 3 省令又は規則 13 2 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203379 03 人事院 勤務延長の期限の繰上げの同意書
人事院規則11-8（職員の
定年）

1984 3 省令又は規則 9
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203380 03 人事院 期末手当等の一時差止処分の説明書
一般職の職員の給与に関
する法律

1950 1 法律 95 19 6 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203381 03 人事院 特定官職に係る人事院への報告
人事院規則8‒12（職員の
任免）

2009 3 省令又は規則 30 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省
特定官職への任命結果
報告

○ 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203382 03 人事院 任命権者の人事院への報告
人事院規則24-0（検察官
その他の職員の法科大学
院への派遣）

2003 3 省令又は規則 17 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203383 03 人事院 人事異動通知書

人事院規則1-64（職員の
公益財団法人東京オリン
ピック・パラリンピック競技
大会組織委員会への派
遣）

2015 3 省令又は規則 9
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203385 03 人事院 派遣職員の任命権者への報告
人事院規則24-0（検察官
その他の職員の法科大学
院への派遣）

2003 3 省令又は規則 17 1 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203386 03 人事院 派遣職員の任命権者への報告

人事院規則1-64（職員の
公益財団法人東京オリン
ピック・パラリンピック競技
大会組織委員会への派
遣）

2015 3 省令又は規則 13 1 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203388 03 人事院
育児・介護を行うフレックスタイム制適用職員
等の勤務時間の申告

人事院規則15－14（職員
の勤務時間、休日及び休
暇）

1994 3 省令又は規則 4 3 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

203389 03 人事院
育児・介護を行うフレックスタイム制適用職員
等の状況変更届

人事院規則15－14（職員
の勤務時間、休日及び休
暇）

1994 3 省令又は規則 4 6 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

203390 03 人事院 懲戒手続進行の承認 国家公務員法 1947 1 法律 120 85
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203391 03 人事院 措置を講じた職員の報告

人事院規則14－21（株式
所有により営利企業の経
営に参加し得る地位にあ
る職員の報告等）

2000 3 省令又は規則 6 2 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203392 03 人事院
職務上適当でないと認められなかった職員等
の報告等

人事院規則14－21（株式
所有により営利企業の経
営に参加し得る地位にあ
る職員の報告等）

2000 3 省令又は規則 8 2 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203393 03 人事院 経営に参加し得る地位の変更の場合の報告

人事院規則14－21（株式
所有により営利企業の経
営に参加し得る地位にあ
る職員の報告等）

2000 3 省令又は規則 9 2 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203394 03 人事院 組織変更等の通知
人事院規則17－0（管理職
員等の範囲）

1966 3 省令又は規則 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 管理職員等の範囲変更の内容 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

203395 03 人事院 介護時間の請求
一般職の職員の勤務時
間、休暇等に関する法律

1994 1 法律 33 21 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

203397 03 人事院
当初から５年を超える派遣期間の国際機関
派遣の協議

人事院規則18-0（職員の
国際機関等への派遣）

1970 3 省令又は規則 4 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203398 03 人事院 扶養親族届
一般職の職員の給与に関
する法律

1950 1 法律 95 11 2 1 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
支給者、支給額等に関する台帳及
びデータベース

11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203399 03 人事院 介護を行う職員の早出遅出勤務の通知

人事院規則10－11（育児
又は介護を行う職員の早
出遅出勤務並びに深夜勤
務及び超過勤務の制限）

1998 3 省令又は規則 13
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 4 無

203400 03 人事院 育児を行う職員の深夜勤務制限の通知

人事院規則10－11（育児
又は介護を行う職員の早
出遅出勤務並びに深夜勤
務及び超過勤務の制限）

1998 3 省令又は規則 7 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 4 無

203401 03 人事院 介護を行う職員の深夜勤務制限の通知

人事院規則10－11（育児
又は介護を行う職員の早
出遅出勤務並びに深夜勤
務及び超過勤務の制限）

1998 3 省令又は規則 13
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 4 無

203402 03 人事院 育児を行う職員の超過勤務制限の通知

人事院規則10－11（育児
又は介護を行う職員の早
出遅出勤務並びに深夜勤
務及び超過勤務の制限）

1998 3 省令又は規則 11 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 4 無

203403 03 人事院 介護を行う職員の超過勤務制限の通知

人事院規則10－11（育児
又は介護を行う職員の早
出遅出勤務並びに深夜勤
務及び超過勤務の制限）

1998 3 省令又は規則 13
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 4 無

203404 03 人事院
裁量勤務職員が勤務官署以外で終日勤務す
る場合の申出

人事院規則20－0（任期付
研究員の採用、給与及び
勤務時間の特例）

1997 3 省令又は規則 10 1 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203405 03 人事院 育児を行う職員の早出遅出勤務の通知

人事院規則10－11（育児
又は介護を行う職員の早
出遅出勤務並びに深夜勤
務及び超過勤務の制限）

1998 3 省令又は規則 4 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 4 無

203406 03 人事院 年次休暇の承認
一般職の職員の勤務時
間、休暇等に関する法律

1994 1 法律 33 17 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203407 03 人事院 介護休暇の承認
一般職の職員の勤務時
間、休暇等に関する法律

1994 1 法律 33 21
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203408 03 人事院 特別休暇の承認
一般職の職員の勤務時
間、休暇等に関する法律

1994 1 法律 33 21
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203409 03 人事院 病気休暇の承認
一般職の職員の勤務時
間、休暇等に関する法律

1994 1 法律 33 21
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203410 03 人事院 年次休暇の承認
人事院規則15－15（非常
勤職員の勤務時間及び休
暇）

1994 3 省令又は規則 3 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203411 03 人事院 年次休暇以外の休暇の承認
人事院規則15－15（非常
勤職員の勤務時間及び休
暇）

1994 3 省令又は規則 4 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203412 03 人事院 介護時間の承認
一般職の職員の勤務時
間、休暇等に関する法律

1994 1 法律 33 21
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203414 03 人事院
人事異動通知書の交付（育児休業の期間の
満了又は承認の失効による職務復帰）

人事院規則19－0（職員の
育児休業等）

1992 3 省令又は規則 12 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 人事情報に関するデータベース 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203415 03 人事院
人事異動通知書の交付（育児短時間勤務の
期間の満了又は承認の失効）

人事院規則19－0（職員の
育児休業等）

1992 3 省令又は規則 24 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203416 03 人事院
人事異動通知書の交付（自己啓発等休業の
期間の満了による職務復帰）

人事院規則25－0（職員の
自己啓発等休業）

2007 3 省令又は規則 11
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203417 03 人事院
人事異動通知書の交付（配偶者同行休業の
期間の満了又は承認の失効による職務復
帰）

人事院規則26－0（職員の
配偶者同行休業）

2014 3 省令又は規則 12 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 人事情報に関するデータベース 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203418 03 人事院
心理的な負担の程度を把握するための検査
等の結果の提供の同意

人事院規則10－4(職員の
保健及び安全保持）

1973 3 省令又は規則 22 4 3 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 結果の提供の同意 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203419 03 人事院 懲戒手続進行の申請 国家公務員法 1947 1 法律 120 85 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203420 03 人事院 役員兼業等承認申請 国家公務員法 1947 1 法律 120 103 2 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203422 03 人事院 技術移転兼業承認
人事院規則14－17（研究
職員の技術移転事業者の
役員等との兼業）

2000 3 省令又は規則 4 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203423 03 人事院 技術移転兼業承認の取消し
人事院規則14－17（研究
職員の技術移転事業者の
役員等との兼業）

2000 3 省令又は規則 8
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし
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公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

203424 03 人事院 研究成果活用兼業承認
人事院規則14－18（研究
職員の研究成果活用企業
の役員等との兼業）

2000 3 省令又は規則 4 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203425 03 人事院 研究成果活用兼業承認の取消し
人事院規則14－18（研究
職員の研究成果活用企業
の役員等との兼業）

2000 3 省令又は規則 8
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203426 03 人事院 監査役兼業承認
人事院規則14－19（研究
職員の株式会社の監査役
との兼業）

2000 3 省令又は規則 4 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203427 03 人事院 監査役兼業承認の取消し
人事院規則14－19（研究
職員の株式会社の監査役
との兼業）

2000 3 省令又は規則 8
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203428 03 人事院 役員兼業等承認
人事院規則14－8（営利企
業の役員等との兼業）

1950 3 省令又は規則 1
項立てのみで条がないた
め、「条」番号は空欄

2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

5 国民等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203429 03 人事院 専従許可の更新の文書の交付
人事院規則17－2（職員団
体のための職員の行為）

1968 3 省令又は規則 2 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203430 03 人事院 短期従事の許可
人事院規則17－2（職員団
体のための職員の行為）

1968 3 省令又は規則 6
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203431 03 人事院 人事異動通知書
人事院規則1-69（職員の
公益社団法人福島相双復
興推進機構への派遣）

2017 3 省令又は規則 9
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203432 03 人事院 派遣職員の任命権者への報告
人事院規則1-69（職員の
公益社団法人福島相双復
興推進機構への派遣）

2017 3 省令又は規則 13 1 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203433 03 人事院 任命権者の人事院への報告
人事院規則1-69（職員の
公益社団法人福島相双復
興推進機構への派遣）

2017 3 省令又は規則 13 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203434 03 人事院 辞職の申出の承認
人事院規則8‒12（職員の
任免）

2009 3 省令又は規則 51
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203435 03 人事院 招へい型研究員の採用の申請
一般職の任期付研究員の
採用、給与及び勤務時間
の特例に関する法律

1997 1 法律 65 3 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203436 03 人事院 若手育成型研究員の採用計画の協議
一般職の任期付研究員の
採用、給与及び勤務時間
の特例に関する法律

1997 1 法律 65 3 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203437 03 人事院 招へい型研究員の任期５年超の申請
一般職の任期付研究員の
採用、給与及び勤務時間
の特例に関する法律

1997 1 法律 65 4 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203438 03 人事院 若手育成型研究員の任期３年超の申請
一般職の任期付研究員の
採用、給与及び勤務時間
の特例に関する法律

1997 1 法律 65 4 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203439 03 人事院 特定任期付職員採用の申請
一般職の任期付職員の採
用及び給与の特例に関す
る法律

2000 1 法律 125 3 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203440 03 人事院
特定任期付職員以外の任期付職員採用に関
する申請

一般職の任期付職員の採
用及び給与の特例に関す
る法律

2000 1 法律 125 3 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203441 03 人事院 任期付職員の任期更新に関する申請
一般職の任期付職員の採
用及び給与の特例に関す
る法律

2000 1 法律 125 5 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203442 03 人事院
任期付職員の他の官職への任用に関する申
請

一般職の任期付職員の採
用及び給与の特例に関す
る法律

2000 1 法律 125 6 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203443 03 人事院 人事異動通知書
人事院規則21－0（国と民
間企業との間の人事交
流）

2014 3 省令又は規則 46
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203444 03 人事院 派遣実施計画に関する申請
国と民間企業との間の人
事交流に関する法律

1999 1 法律 224 7 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203445 03 人事院
交流派遣の実施に関する計画書の変更の申
請

人事院規則21－0（国と民
間企業との間の人事交
流）

2014 3 省令又は規則 34 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203446 03 人事院 交流採用計画に関する申請
国と民間企業との間の人
事交流に関する法律

1999 1 法律 224 19 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203447 03 人事院
交流採用の実施に関する計画書の変更の申
請

人事院規則21－0（国と民
間企業との間の人事交
流）

2014 3 省令又は規則 44 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203448 03 人事院 人事交流の制度の運用状況の報告
国と民間企業との間の人
事交流に関する法律

1999 1 法律 224 23 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203449 03 人事院 配偶者の転居に係る協議
一般職の職員の給与に関
する法律

1950 1 法律 95 12 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203450 03 人事院 広域異動手当の異動等直前の住居の確認
人事院規則9-121（広域異
動手当）

2006 3 省令又は規則 8 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 人事情報に関するデータベース 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203451 03 人事院 寒冷地手当の確認 寒冷地手当支給規則 1964 3 省令又は規則 33 7 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203452 03 人事院
福島相双復興推進機構派遣職員が職務復
帰した場合の号俸の決定に係る協議

人事院規則1-69（職員の
公益社団法人福島相双復
興推進機構への派遣）

2017 3 省令又は規則 12 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203453 03 人事院 非常の場合の俸給の請求
人事院規則9－7（俸給等
の支給）

1953 3 省令又は規則 4 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203454 03 人事院 勤務時間報告書の送付 人事院規則9-5（給与簿） 1951 3 省令又は規則 4 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる
203455 03 人事院 給与計算に必要な事項の通知 人事院規則9-5（給与簿） 1951 3 省令又は規則 7 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 給与計算に関する情報 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203456 03 人事院 職務専念義務の免除に係る請求
人事院規則13－5（職員か
らの苦情相談）

2000 3 省令又は規則 5 2 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203457 03 人事院 職務専念義務の免除に係る請求の承認
人事院規則13－5（職員か
らの苦情相談）

2000 3 省令又は規則 5 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203461 03 人事院 職員の勤務時間に関する情報等の提供
人事院規則10－4(職員の
保健及び安全保持）

1973 3 省令又は規則 9 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203462 03 人事院 健康管理医の業務内容等の周知
人事院規則10－4(職員の
保健及び安全保持）

1973 3 省令又は規則 9 7
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203463 03 人事院
心理的な負担の程度を把握するための検査
等の意見聴取

人事院規則10－4(職員の
保健及び安全保持）

1973 3 省令又は規則 22 4 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

203464 03 人事院 技術移転兼業承認申請
人事院規則14－17（研究
職員の技術移転事業者の
役員等との兼業）

2000 3 省令又は規則 5 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203465 03 人事院 研究成果活用兼業承認申請
人事院規則14－18（研究
職員の研究成果活用企業
の役員等との兼業）

2000 3 省令又は規則 5 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203466 03 人事院 監査役兼業承認申請
人事院規則14－19（研究
職員の株式会社の監査役
との兼業）

2000 3 省令又は規則 5 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203468 03 人事院
特別な事情があると認められる職員に係る協
議

人事院規則9－34（初任給
調整手当）

1961 3 省令又は規則 6 4 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203469 03 人事院 権衡職員に係る協議
人事院規則9-89（単身赴
任手当）

1990 3 省令又は規則 5 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203470 03 人事院 権衡職員に係る協議
人事院規則9-89（単身赴
任手当）

1990 3 省令又は規則 5 2 8 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203471 03 人事院 給与法第22条第１項の準ずる職に係る申請
一般職の職員の給与に関
する法律

1950 1 法律 95 22 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

203472 03 人事院
３年を超えて引き続き特地官署等に勤務させ
る必要がある職員に関する協議

一般職の職員の給与に関
する法律

1950 1 法律 95 14 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

204001 04 内閣府
指定行政機関の長等から指定公共機関（行
政機関等以外）への災害応急対策必要物資
の運送に係る要請等

災害対策基本法 1961 1 法律 223 86 18 1 災害対策基本法
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204002 04 内閣府
指定行政機関等による行政機関等以外への
処分に係る公用変更令書又は公用取消令書
の交付

災害対策基本法施行令 1962 2 政令 288 34 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204003 04 内閣府
都道府県知事による指定行政機関の長等へ
の応援の要求

災害対策基本法 1961 1 法律 223 74 3 1 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204004 04 内閣府
行政機関から国立公文書館等に移管するこ
と

公文書等の管理に関する
法律

2009 1 法律 66 8 1 1 申請等 1 国
4-1 国又は独立行政
法人等

独立行政法人国立公
文書館及びその他の
施設（備考A参照）

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204005 04 内閣府
内閣総理大臣と指定行政機関等との職員に
関する資料提出、交換等

災害対策基本法 1961 1 法律 223 33 災害対策基本法 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

204006 04 内閣府
指定行政機関の長から内閣総理大臣等への
防災業務計画の作成又は修正の報告・通知

災害対策基本法 1961 1 法律 223 36 2 災害対策基本法 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

204007 04 内閣府
指定行政機関の長から関係指定公共機関
（行政機関等以外）への防災業務計画の作
成又は修正の通知

災害対策基本法 1961 1 法律 223 36 2 災害対策基本法 1 申請等 1 国 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

204008 04 内閣府
指定行政機関の長から指定行政機関等への
必要な協力要求

災害対策基本法 1961 1 法律 223 36 3 災害対策基本法 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204009 04 内閣府
指定行政機関の長から指定公共機関等（行
政機関等以外）への必要な協力要求

災害対策基本法 1961 1 法律 223 36 3 災害対策基本法 1 申請等 1 国 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204010 04 内閣府
指定公共機関から所管大臣を経由して行う
内閣総理大臣等への防災業務計画の作成
又は修正の報告・通知

災害対策基本法 1961 1 法律 223 39 2 災害対策基本法 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国 1 国

国立研究開発法人防
災科学技術研究所、
国立研究開発法人量
子科学技術研究開発
機構、国立研究開発
法人日本原子力研究
開発機構、独立行政
法人国立病院機構、
独立行政法人地域医
療機能推進機構、国
立研究開発法人農
業・食品産業技術総
合研究機構、国立研
究開発法人森林研
究・整備機構、国立研
究開発法人水産研
究・教育機構、国立研
究開発法人土木研究
所、国立研究開発法
人海上・港湾・航空記
述研究所、独立行政
法人水資源機構、独
立行政法人都市再生
機構、独立行政法人
日本高速道路保有・
債務返済機構

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

204011 04 内閣府
指定公共機関（行政機関等以外）から所管大
臣を経由して行う内閣総理大臣等への防災
業務計画の作成又は修正の報告・通知

災害対策基本法 1961 1 法律 223 39 2 災害対策基本法 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

204012 04 内閣府
指定公共機関から指定行政機関等への必要
な協力要求

災害対策基本法 1961 1 法律 223 39 3 災害対策基本法 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国

国立研究開発法人防
災科学技術研究所、
国立研究開発法人量
子科学技術研究開発
機構、国立研究開発
法人日本原子力研究
開発機構、独立行政
法人国立病院機構、
独立行政法人地域医
療機能推進機構、国
立研究開発法人農
業・食品産業技術総
合研究機構、国立研
究開発法人森林研
究・整備機構、国立研
究開発法人水産研
究・教育機構、国立研
究開発法人土木研究
所、国立研究開発法
人海上・港湾・航空記
述研究所、独立行政
法人水資源機構、独
立行政法人都市再生
機構、独立行政法人
日本高速道路保有・
債務返済機構

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204013 04 内閣府
指定公共機関（行政機関等以外）から指定行
政機関等への必要な協力要求

災害対策基本法 1961 1 法律 223 39 3 災害対策基本法 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204014 04 内閣府
指定行政機関から内閣総理大臣への災害状
況等の報告

災害対策基本法 1961 1 法律 223 53 4 災害対策基本法 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無
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204015 04 内閣府
指定行政機関の長等による指定公共機関等
（行政機関等）への応急措置の実施要請・指
示

災害対策基本法 1961 1 法律 223 77 2 災害対策基本法 1 申請等 1 国 2 独立行政法人等

国立研究開発法人防
災科学技術研究所、
国立研究開発法人量
子科学技術研究開発
機構、国立研究開発
法人日本原子力研究
開発機構、独立行政
法人国立病院機構、
独立行政法人地域医
療機能推進機構、国
立研究開発法人農
業・食品産業技術総
合研究機構、国立研
究開発法人森林研
究・整備機構、国立研
究開発法人水産研
究・教育機構、国立研
究開発法人土木研究
所、国立研究開発法
人海上・港湾・航空記
述研究所、独立行政
法人水資源機構、独
立行政法人都市再生
機構、独立行政法人
日本高速道路保有・
債務返済機構

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204016 04 内閣府
指定行政機関の長等による指定公共機関等
（行政機関等以外）への応急措置の実施要
請・指示

災害対策基本法 1961 1 法律 223 77 2 災害対策基本法 1 申請等 1 国 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204017 04 内閣府
指定行政機関の長等による業者（行政機関
等）への物資の保管命令

災害対策基本法 1961 1 法律 223 78 1 災害対策基本法 1 申請等 1 国 4-3 国又は地方等 4 地方の事務でない ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204018 04 内閣府
指定行政機関の長等による業者（行政機関
等以外）への物資の保管命令

災害対策基本法 1961 1 法律 223 78 1 災害対策基本法 1 申請等 1 国 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204019 04 内閣府
指定行政機関の長等による業者（行政機関
等）からの報告

災害対策基本法 1961 1 法律 223 78 3 災害対策基本法 1 申請等 1 国 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204020 04 内閣府
指定行政機関の長等による業者（行政機関
等以外）からの報告

災害対策基本法 1961 1 法律 223 78 3 災害対策基本法 1 申請等 1 国 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204021 04 内閣府
指定公共機関等（行政機関等）による指定行
政機関等への応援要求

災害対策基本法 1961 1 法律 223 80 2 災害対策基本法 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国

国立研究開発法人防
災科学技術研究所、
国立研究開発法人量
子科学技術研究開発
機構、国立研究開発
法人日本原子力研究
開発機構、独立行政
法人国立病院機構、
独立行政法人地域医
療機能推進機構、国
立研究開発法人農
業・食品産業技術総
合研究機構、国立研
究開発法人森林研
究・整備機構、国立研
究開発法人水産研
究・教育機構、国立研
究開発法人土木研究
所、国立研究開発法
人海上・港湾・航空記
述研究所、独立行政
法人水資源機構、独
立行政法人都市再生
機構、独立行政法人
日本高速道路保有・
債務返済機構

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204022 04 内閣府
指定行政機関等による国の行政機関等への
処分に係る公用令書の交付

災害対策基本法 1961 1 法律 223 81 災害対策基本法 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204023 04 内閣府
指定行政機関等による行政機関等以外への
処分に係る公用令書の交付

災害対策基本法 1961 1 法律 223 81 災害対策基本法 1 申請等 1 国 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204024 04 内閣府
指定行政機関等の職員からの立ち入りの際
の国の行政機関等への事前通知

災害対策基本法 1961 1 法律 223 83 災害対策基本法 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204025 04 内閣府
指定行政機関等の職員からの立ち入りの際
の行政機関等以外への事前通知

災害対策基本法 1961 1 法律 223 83 災害対策基本法 1 申請等 1 国 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204026 04 内閣府
都道府県知事から内閣総理大臣へ応援の要
求の要求

災害対策基本法 1961 1 法律 223 74 2 災害対策基本法 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

204027 04 内閣府
内閣総理大臣から災害発生都道府県知事以
外の都道府県知事への応援の要求

災害対策基本法 1961 1 法律 223 74 2 2 災害対策基本法 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 4 無

204028 04 内閣府
内閣総理大臣から災害発生都道府県知事へ
の通知

災害対策基本法 1961 1 法律 223 74 2 3 災害対策基本法 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 4 無

204029 04 内閣府
都道府県知事から内閣総理大臣への被災住
民の受入れの協議に関する報告

災害対策基本法 1961 1 法律 223 86 9 3 災害対策基本法 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 4 無

204030 04 内閣府
都道府県知事等から指定行政機関の長等へ
の物資又は資材の供給の要請等

災害対策基本法 1961 1 法律 223 86 16 1 災害対策基本法 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 4 無

204031 04 内閣府
指定行政機関の長等から指定公共機関への
災害応急対策必要物資の運送に係る要請等

災害対策基本法 1961 1 法律 223 86 18 1 災害対策基本法 1 申請等 1 国 2 独立行政法人等

国立研究開発法人防
災科学技術研究所、
国立研究開発法人量
子科学技術研究開発
機構、国立研究開発
法人日本原子力研究
開発機構、独立行政
法人国立病院機構、
独立行政法人地域医
療機能推進機構、国
立研究開発法人農
業・食品産業技術総
合研究機構、国立研
究開発法人森林研
究・整備機構、国立研
究開発法人水産研
究・教育機構、国立研
究開発法人土木研究
所、国立研究開発法
人海上・港湾・航空記
述研究所、独立行政
法人水資源機構、独
立行政法人都市再生
機構、独立行政法人
日本高速道路保有・
債務返済機構

○（全府省） 21 環境省 4 無

204032 04 内閣府
指定行政機関の長等から指定公共機関（行
政機関等以外）への災害応急対策必要物資
の運送に係る要請等

災害対策基本法 1961 1 法律 223 86 18 災害対策基本法 1 申請等 1 国 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省 4 無

204033 04 内閣府
指定行政機関等による行政機関等への処分
に係る公用変更令書又は公用取消令書の交
付

災害対策基本法施行令 1962 2 政令 288 34
災害対策基本法施行令
＜災害対策基本法＞

1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204034 04 内閣府
指定行政機関等による行政機関等以外への
処分に係るへの公用変更令書又は公用取消
令書の交付

災害対策基本法施行令 1962 2 政令 288 34
災害対策基本法施行令
＜災害対策基本法＞

1 申請等 1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204035 04 内閣府 物資の保管命令 災害対策基本法 1961 1 法律 223 78 1 1 申請等 1 国 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204036 04 内閣府
管区海上保安部事務所長等による工作物等
の保管等に要した費用の行政機関等への納
付命令（行政代執行法第５条の準用）

災害対策基本法 1961 1 法律 223 64 10 1 申請等 1 国 4-3 国又は地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204037 04 内閣府
海上保安官及び自衛官等による工作物等の
一時使用等の占有者等（行政機関）への通
知

災害対策基本法 1961 1 法律 223 64 7 1 申請等 1 国 4-3 国又は地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204038 04 内閣府 児童手当の認定の請求 児童手当法施行規則 1971 3 省令又は規則 33 1 4 1 申請等 5 国民等 4-3 国又は地方等 2 第1号法定受託事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため
204039 04 内閣府 児童手当の額改定請求(増額) 児童手当法施行規則 1971 3 省令又は規則 33 2 1 申請等 5 国民等 4-3 国又は地方等 2 第1号法定受託事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため
204040 04 内閣府 児童手当の額改定の届出(減額) 児童手当法施行規則 1971 3 省令又は規則 33 3 1 申請等 5 国民等 4-3 国又は地方等 2 第1号法定受託事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204041 04 内閣府
児童手当の受給資格及び所得に関する現況
の届出

児童手当法施行規則 1971 3 省令又は規則 33 4 1 申請等 5 国民等 4-3 国又は地方等 2 第1号法定受託事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204042 04 内閣府 児童手当の受給者の氏名変更の届出 児童手当法施行規則 1971 3 省令又は規則 33 5 1 申請等 5 国民等 4-3 国又は地方等 2 第1号法定受託事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため
204043 04 内閣府 児童手当の受給者の住所変更の届出 児童手当法施行規則 1971 3 省令又は規則 33 6 1 申請等 5 国民等 4-3 国又は地方等 2 第1号法定受託事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため
204044 04 内閣府 児童手当受給事由消滅の届出 児童手当法施行規則 1971 3 省令又は規則 33 7 1 申請等 5 国民等 4-3 国又は地方等 2 第1号法定受託事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため
204045 04 内閣府 未支払児童手当の請求 児童手当法施行規則 1971 3 省令又は規則 33 9 1 申請等 5 国民等 4-3 国又は地方等 2 第1号法定受託事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204046 04 内閣府 児童手当の支給の制限の通知 児童手当法施行規則 1971 3 省令又は規則 33 10
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 5 国民等 2 第1号法定受託事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204047 04 内閣府
被応援地方公共団体による繰り替え支弁請
求

災害対策基本法 1961 1 法律 223 92 2 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204048 04 内閣府 主務大臣による財務大臣への協議
沖縄振興特別措置法施行
令

2002 2 政令 102 19 1 3 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

204049 04 内閣府
関係行政機関による事業の実施の状況の報
告の徴収

地域再生法 2005 1 法律 24 8 2 地域再生法
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204050 04 内閣府
認定地域再生計画の実施に関し必要な措置
の要求

地域再生法 2005 1 法律 24 9 地域再生法
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 4 無

204051 04 内閣府
関係行政機関による認定の取消しに関する
意見の申し出

地域再生法 2005 1 法律 24 10 2 地域再生法 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

204052 04 内閣府
関係行政機関の事務の調整に係る勧告及び
報告の徴収

地域再生法 2005 1 法律 24 10 2 3 地域再生法
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

204053 04 内閣府
指定行政機関の長の権限委任の告示（非常
災害対策本部）

災害対策基本法 1961 1 法律 223 27 2 3 縦覧等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204054 04 内閣府
都道府県知事等から指定行政機関の長等へ
の職員派遣要請

災害対策基本法 1961 1 法律 223 29 1 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204055 04 内閣府
市町村長等から指定地方行政機関の長等へ
の職員派遣要請

災害対策基本法 1961 1 法律 223 29 2 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204056 04 内閣府
内閣総理大臣と指定行政機関等との職員に
関する資料提出、交換等

災害対策基本法 1961 1 法律 223 33 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204057 04 内閣府
指定行政機関の長から内閣総理大臣への防
災業務計画の作成又は修正の報告

災害対策基本法 1961 1 法律 223 36 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204058 04 内閣府
指定行政機関の長から都道府県知事への防
災業務計画の作成又は修正の通知

災害対策基本法 1961 1 法律 223 36 2 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204059 04 内閣府
指定行政機関の長から関係指定公共機関へ
の防災業務計画の作成又は修正の通知

災害対策基本法 1961 1 法律 223 36 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204060 04 内閣府
指定行政機関の長から防災業務計画の作成
又は修正の公表

災害対策基本法 1961 1 法律 223 36 2 3 縦覧等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204061 04 内閣府
指定行政機関の長から指定公共機関等への
必要な協力要求

災害対策基本法 1961 1 法律 223 36 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204062 04 内閣府
地方防災会議等の指定行政機関の長等に対
する資料又は情報提供等の協力要求

災害対策基本法 1961 1 法律 223 42 7 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204063 04 内閣府
地方防災会議の会長等から指定地方行政機
関等の関係者に要請、勧告、指示

災害対策基本法 1961 1 法律 223 45 1 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204064 04 内閣府
地方防災会議の会長等から指定地方行政機
関等の関係者に報告又は資料の提出要求

災害対策基本法 1961 1 法律 223 45 2 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204065 04 内閣府
教育機関等に対する防災教育の実施につい
ての協力要求

災害対策基本法 1961 1 法律 223 47 2 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204066 04 内閣府
指定行政機関から内閣総理大臣への災害状
況等の報告

災害対策基本法 1961 1 法律 223 53 4 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204067 04 内閣府
都道府県知事からの関係指定地方行政機関
等に対する通知等

災害対策基本法 1961 1 法律 223 55 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204068 04 内閣府
管区海上保安部事務所長による物件管理者
等（国の機関）への必要な措置の指示

災害対策基本法 1961 1 法律 223 59 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204069 04 内閣府
都道府県知事から指定行政機関の長等への
応急措置の実施要請等

災害対策基本法 1961 1 法律 223 70 3 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204070 04 内閣府
都道府県知事による（国の行政機関等への）
従事命令等

災害対策基本法 1961 1 法律 223 71 1 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204071 04 内閣府
都道府県知事による（国の行政機関等の）物
資保管者からの報告

災害対策基本法 1961 1 法律 223 71 1 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204072 04 内閣府
指定行政機関の長等による知事等（行政機
関等）への応急措置の実施要請等

災害対策基本法 1961 1 法律 223 77 2 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204073 04 内閣府
指定行政機関の長等による指定公共機関等
への応急措置の実施要請等

災害対策基本法 1961 1 法律 223 77 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204074 04 内閣府
指定行政機関の長等による業者への物資の
保管命令等

災害対策基本法 1961 1 法律 223 78 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204075 04 内閣府
指定行政機関の長等による業者からの報告
等

災害対策基本法 1961 1 法律 223 78 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204076 04 内閣府
指定公共機関等による指定行政機関等によ
る応援要求

災害対策基本法 1961 1 法律 223 80 2 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204077 04 内閣府
指定行政機関等による地方行政機関等への
処分に係る公用令書の交付

災害対策基本法 1961 1 法律 223 81 1 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204079 04 内閣府
都道府県等の職員からの立ち入りの際の国
の行政機関等への事前通知

災害対策基本法 1961 1 法律 223 83 1 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204080 04 内閣府
指定行政機関等の職員からの立ち入りの際
の地方行政機関等への事前通知

災害対策基本法 1961 1 法律 223 83 1 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204081 04 内閣府
市町村長から関係指定地方行政機関への被
災住民を受け入れるべき公共施設等につい
ての通知

災害対策基本法 1961 1 法律 223 86 8 4 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204082 04 内閣府
市町村長から関係指定地方行政機関への被
災住民を受け入れるべき公共施設等につい
ての通知

災害対策基本法 1961 1 法律 223 86 8 6 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204083 04 内閣府
市町村長から関係指定地方行政機関への広
域一時滞在の必要がなくなった旨の通知

災害対策基本法 1961 1 法律 223 86 8 7 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204084 04 内閣府
市町村長から関係指定地方行政機関への広
域一時滞在の必要がなくなった旨の通知

災害対策基本法 1961 1 法律 223 86 8 8 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204085 04 内閣府
市町村長から関係指定地方行政機関への被
災住民を受け入れるべき公共施設等につい
ての通知

災害対策基本法 1961 1 法律 223 86 9 6 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204086 04 内閣府
市町村長から関係指定地方行政機関への被
災住民を受け入れるべき公共施設等につい
ての通知

災害対策基本法 1961 1 法律 223 86 9 10 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204087 04 内閣府
市町村長から関係指定地方行政機関への広
域一時滞在の必要がなくなった旨の通知

災害対策基本法 1961 1 法律 223 86 9 11 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204088 04 内閣府
市町村長から関係指定地方行政機関への広
域一時滞在の必要がなくなった旨の通知

災害対策基本法 1961 1 法律 223 86 9 14 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204089 04 内閣府
都道府県知事から指定行政機関の長等への
物資又は資材の供給についての要請等

災害対策基本法 1961 1 法律 223 86 16 1 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204090 04 内閣府
指定行政機関の長等から指定公共機関への
運送の要請

災害対策基本法 1961 1 法律 223 86 18 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204091 04 内閣府
指定行政機関の長等から指定公共機関への
運送の指示

災害対策基本法 1961 1 法律 223 86 18 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204092 04 内閣府
指定行政機関の長による市町村長の応急措
置代行終了についての都道府県知事への通
知

災害対策基本法施行令 1962 2 政令 288 33 6 3 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204093 04 内閣府
指定行政機関等による行政機関等への処分
に係る公用変更令書又は公用取消令書の交
付

災害対策基本法施行令 1962 2 政令 288 34 1 1 申請等 1 国 4-3 国又は地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204094 04 内閣府
指定行政機関等による行政機関等以外への
処分に係るへの公用変更令書又は公用取消
令書の交付

災害対策基本法施行令 1962 2 政令 288 34 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204095 04 内閣府
被害者からの書面による満了日の延長に関
する申出

特定非常災害の被害者の
権利利益の保全等を図る
ための特別措置に関する
法律

1996 1 法律 85 3 3

特定非常災害の被害者の
権利利益の保全等を図る
ための特別措置に関する
法律

1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-3 国又は地方等 4 地方の事務でない ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

204096 04 内閣府
指定行政機関の長等による指定公共機関等
（行政機関等）への応急措置の実施要請・指
示

災害対策基本法 1961 1 法律 223 77 2 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため
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月
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月
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ファイ
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式

更新
頻度

204097 04 内閣府
指定行政機関の長等による指定公共機関等
（行政機関等以外）への応急措置の実施要
請・指示

災害対策基本法 1961 1 法律 223 77 2 1 申請等 1 国 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204098 04 内閣府
指定行政機関の長等による業者（行政機関
等以外）への物資の保管命令

災害対策基本法 1961 1 法律 223 78 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204100 04 内閣府
指定行政機関の長等による指定公共機関等
への災害応急対策必要物資の運送の指示

災害対策基本法 1961 1 法律 223 86 18 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204101 04 内閣府
指定行政機関の長等による警戒本部に対す
る地震防災応急対策に係る措置の実施状況
の報告

大規模地震対策特別措置
法

1978 1 法律 73 28 2 1 申請等
4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

1 国

国立研究開発法人防
災科学技術研究所、
国立研究開発法人量
子科学技術研究開発
機構、国立研究開発
法人日本原子力研究
開発機構、独立行政
法人国立病院機構、
独立行政法人地域医
療機能推進機構、国
立研究開発法人農
業・食品産業技術総
合研究機構、国立研
究開発法人森林研
究・整備機構、国立研
究開発法人水産研
究・教育機構、国立研
究開発法人土木研究
所、国立研究開発法
人海上・港湾・航空記
述研究所、独立行政
法人水資源機構、独
立行政法人都市再生
機構、独立行政法人
日本高速道路保有・
債務返済機構

1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 4 無

204102 04 内閣府
褒章の候補者についての都道府県知事から
所管大臣への具申

褒章条例取扱手続 1894 3 省令又は規則 1 1 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204103 04 内閣府
褒章の候補者が授与前に死亡した場合等に
おける都道府県知事から所管大臣への申報

褒章条例取扱手続 1894 3 省令又は規則 1 6 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204104 04 内閣府
指定行政機関の長から指定公共機関等（行
政機関等以外）への必要な協力要求

災害対策基本法 1961 1 法律 223 36 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204105 04 内閣府
指定公共機関から指定行政機関等への必要
な協力要求

災害対策基本法 1961 1 法律 223 39 3 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204107 04 内閣府
指定行政機関の長等による指定公共機関等
（行政機関等以外）への応急措置の実施要
請・指示

災害対策基本法 1961 1 法律 223 77 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204108 04 内閣府
指定行政機関の長等による業者（行政機関
等以外）からの報告

災害対策基本法 1961 1 法律 223 78 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204109 04 内閣府
指定公共機関等（行政機関等以外）による指
定行政機関等への応援要求

災害対策基本法 1961 1 法律 223 80 2 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204111 04 内閣府
指定行政機関等による国の行政機関等への
処分に係る公用令書の交付

災害対策基本法 1961 1 法律 223 81 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204114 04 内閣府 位置境界の確認に係る勧告の申出

沖縄県の区域内における
位置境界不明地域内の各
筆の土地の位置境界の明
確化等に関する特別措置
法

1977 1 法律 40 13 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

204115 04 内閣府
認定事業者による事業開始等の主務大臣へ
の届出

沖縄振興特別措置法施行
令

2002 2 政令 102 18 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

204116 04 内閣府
内閣総理大臣及び経済産業大臣への届出書
の記載事項の変更の届出

国際物流拠点産業集積地
域の区域内における事業
の認定申請等に関する命
令

2002 3 省令又は規則 4 3 2 内閣府・経済産業省令 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

204117 04 内閣府
主務大臣への国際物流拠点産業集積地域に
おける事業認定の申請

沖縄振興特別措置法施行
令

2002 2 政令 102 17 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

204118 04 内閣府 債券の募集
沖縄振興開発金融公庫法
施行令

1972 2 政令 186 7 4 1
・沖縄振興開発金融公庫
法施行令第7条の4第1項 1 申請等 6 民間事業者等 2 独立行政法人等

沖縄振興開発金融公
庫

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

公開することにより、事業
等の適正な執行に支障を
及ぼすおそれがある情報

204119 04 内閣府 債券の募集 住宅宅地債券令 1963 2 政令 146 3 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

2 独立行政法人等
沖縄振興開発金融公
庫

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

公開することにより、事業
等の適正な執行に支障を
及ぼすおそれがある情報

204120 04 内閣府 債券の募集 財形住宅債券令 1976 2 政令 146 3 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

2 独立行政法人等
沖縄振興開発金融公
庫

●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

204121 04 内閣府 債券の発行
沖縄振興開発金融公庫法
施行令

1972 2 政令 186 7 8 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 6 民間事業者等
沖縄振興開発金融公
庫

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

公開することにより、事業
等の適正な執行に支障を
及ぼすおそれがある情報

204122 04 内閣府 債券の発行 住宅宅地債券令 1963 2 政令 146 7 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等
7 国民等、民間事業者
等

沖縄振興開発金融公
庫

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

公開することにより、事業
等の適正な執行に支障を
及ぼすおそれがある情報

204123 04 内閣府 債券の発行 財形住宅債券令 1976 2 政令 322 7 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等
7 国民等、民間事業者
等

沖縄振興開発金融公
庫

●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

204124 04 内閣府 債券原簿の備え置き
沖縄振興開発金融公庫法
施行令

1972 2 政令 186 7 9 1 3 縦覧等 2 独立行政法人等
沖縄振興開発金融公
庫

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

債券原簿（写） 1 OD
www.okinawakou
ko.go.jp

6 非構造
化PDF

1 年1回 6

204125 04 内閣府 債券原簿の備え置き 住宅宅地債券令 1963 2 政令 146 8 1 3 縦覧等 2 独立行政法人等
沖縄振興開発金融公
庫

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

債券原簿（写） 1 OD
www.okinawakou
ko.go.jp

6 非構造
化PDF

1 年1回 3

204126 04 内閣府 債券原簿の備え置き 財形住宅債券令 1976 2 政令 322 8 1 3 縦覧等 2 独立行政法人等
沖縄振興開発金融公
庫

●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

204127 04 内閣府 行政文書の管理に関する定めの公表
公文書等の管理に関する
法律

2009 1 法律 66 10 4 3 縦覧等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204129 04 内閣府 国庫納付金の納付 沖縄振興開発金融公庫法 1972 1 法律 31 25 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
沖縄振興開発金融公
庫

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

公開することにより、事業
等の適正な執行に支障を
及ぼすおそれがある情報

204130 04 内閣府 監事の意見の提出 沖縄振興開発金融公庫法 1972 1 法律 31 9 5 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
沖縄振興開発金融公
庫

●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

204131 04 内閣府 副理事長及び理事の任命の認可 沖縄振興開発金融公庫法 1972 1 法律 31 10 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
沖縄振興開発金融公
庫

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

公開することにより、事業
等の適正な執行に支障を
及ぼすおそれがある情報

204132 04 内閣府 役員の解任の認可 沖縄振興開発金融公庫法 1972 1 法律 31 12 2 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
沖縄振興開発金融公
庫

●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

204133 04 内閣府 役員の兼職の承認 沖縄振興開発金融公庫法 1972 1 法律 31 13
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
沖縄振興開発金融公
庫

●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

204134 04 内閣府 出資の認可 沖縄振興開発金融公庫法 1972 1 法律 31 19 1 1 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
沖縄振興開発金融公
庫

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

公開することにより、事業
等の適正な執行に支障を
及ぼすおそれがある情報

204135 04 内閣府 業務の委託の認可 沖縄振興開発金融公庫法 1972 1 法律 31 20 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
沖縄振興開発金融公
庫

●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

204136 04 内閣府 業務の受託の認可 沖縄振興開発金融公庫法 1972 1 法律 31 21 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
沖縄振興開発金融公
庫

●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

204137 04 内閣府 業務方法書の作成、変更の認可 沖縄振興開発金融公庫法 1972 1 法律 31 22 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
沖縄振興開発金融公
庫

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

公開することにより、事業
等の適正な執行に支障を
及ぼすおそれがある情報

204138 04 内閣府 事業計画、資金計画等の認可 沖縄振興開発金融公庫法 1972 1 法律 31 23
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
沖縄振興開発金融公
庫

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

公開することにより、事業
等の適正な執行に支障を
及ぼすおそれがある情報

204139 04 内閣府 政府からの資金の借入の認可 沖縄振興開発金融公庫法 1972 1 法律 31 26 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
沖縄振興開発金融公
庫

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

公開することにより、事業
等の適正な執行に支障を
及ぼすおそれがある情報

204140 04 内閣府 政府以外の者からの資金の借入の認可 沖縄振興開発金融公庫法 1972 1 法律 31 26 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
沖縄振興開発金融公
庫

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

公開することにより、事業
等の適正な執行に支障を
及ぼすおそれがある情報

204141 04 内閣府 寄託金の受入れの認可 沖縄振興開発金融公庫法 1972 1 法律 31 26 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
沖縄振興開発金融公
庫

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

公開することにより、事業
等の適正な執行に支障を
及ぼすおそれがある情報

204142 04 内閣府 債券の発行の認可 沖縄振興開発金融公庫法 1972 1 法律 31 27
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
沖縄振興開発金融公
庫

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

公開することにより、事業
等の適正な執行に支障を
及ぼすおそれがある情報

204143 04 内閣府 理事長及び監事の任命 沖縄振興開発金融公庫法 1972 1 法律 31 10 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
沖縄振興開発金融公
庫

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

公開することにより、事業
等の適正な執行に支障を
及ぼすおそれがある情報

204144 04 内閣府 厚生労働大臣への協議 沖縄振興開発金融公庫法 1972 1 法律 31 35 4 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

公開することにより、事業
等の適正な執行に支障を
及ぼすおそれがある情報

204145 04 内閣府 都道府県労働局長の意見の参酌
産業労働者住宅資金融通
法

1953 1 法律 63 8 2 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
沖縄振興開発金融公
庫

●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

204146 04 内閣府 貸付けの条件の変更等の認可
産業労働者住宅資金融通
法

1953 1 法律 63 9 7
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
沖縄振興開発金融公
庫

●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

204147 04 内閣府 業務の委託の認可
産業労働者住宅資金融通
法

1953 1 法律 63 10 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
沖縄振興開発金融公
庫

●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

204148 04 内閣府 業務方法書の認可に係る協議
産業労働者住宅資金融通
法

1953 1 法律 63 11 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

204149 04 内閣府 事業計画、資金計画の認可に係る協議
産業労働者住宅資金融通
法

1953 1 法律 63 12 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

204150 04 内閣府 厚生労働大臣への協議
産業労働者住宅資金融通
法

1953 1 法律 63 13 2 4 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

204151 04 内閣府 厚生労働大臣への協議
産業労働者住宅資金融通
法

1953 1 法律 63 13 3 3 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

204152 04 内閣府 沖縄労働局長の意見の参酌
沖縄振興開発金融公庫に
よる産業労働者住宅資金
の融通に関する命令

1973 3 省令又は規則 2 2 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

204153 04 内閣府 沖縄労働局長の意見の参酌
沖縄振興開発金融公庫に
よる産業労働者住宅資金
の融通に関する命令

1973 3 省令又は規則 2 3 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

204157 04 内閣府 役員の解任の認可 沖縄振興開発金融公庫法 1972 1 法律 31 12 2 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
沖縄振興開発金融公
庫

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

204158 04 内閣府 役員の兼職の承認 沖縄振興開発金融公庫法 1972 1 法律 31 13
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
沖縄振興開発金融公
庫

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

204168 04 内閣府 理事長及び監事の任命 沖縄振興開発金融公庫法 1972 1 法律 31 10 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
沖縄振興開発金融公
庫

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

本件は特殊法人の人事に
係る手続きであり、公正か
つ円滑な人事を確保する
ため非公開としている

204179 04 内閣府
国際戦略総合特別区域計画の認定に係る関
係行政機関の長の同意を求める通知

総合特別区域法 2011 1 法律 81 12 12 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
国際戦略総合特別区域計画の認定
に係る関係行政機関の長の同意を
求める通知

9 契約・決裁 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

単純なテキストデータの資
料であり、「機械判読に適
したもの」に該当しない

204180 04 内閣府
地域活性化総合特別区域計画の認定に係る
関係行政機関の長の同意を求める通知

総合特別区域法 2011 1 法律 81 35 12 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
地域活性化総合特別区域計画の認
定に係る関係行政機関の長の同意
を求める通知

9 契約・決裁 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

単純なテキストデータの資
料であり、「機械判読に適
したもの」に該当しない

204181 04 内閣府
国家戦略特別区域計画の認定に係る関係行
政機関の長の同意を求める通知

国家戦略特別区域法 2013 1 法律 107 8 9 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
国家戦略特別区域計画の認定に係
る関係行政機関の長の同意を求め
る通知

11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
単なる通知文であり、「機
械判読に適したもの」に該
当しない

204182 04 内閣府 児童手当の認定に係る通知 児童手当法施行規則 1971 3 省令又は規則 33 10
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 5 国民等 2 第1号法定受託事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204183 04 内閣府 児童手当の額改定に係る通知 児童手当法施行規則 1971 3 省令又は規則 33 10
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 5 国民等 2 第1号法定受託事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204184 04 内閣府 児童手当の支給事由消滅の通知 児童手当法施行規則 1971 3 省令又は規則 33 10
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 5 国民等 2 第1号法定受託事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204185 04 内閣府 児童手当の支払の通知 児童手当法施行規則 1971 3 省令又は規則 33 10
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 5 国民等 2 第1号法定受託事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204186 04 内閣府 未支払児童手当の支給に係る通知 児童手当法施行規則 1971 3 省令又は規則 33 10
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 5 国民等 2 第1号法定受託事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204187 04 内閣府 児童手当の支払差止めの通知 児童手当法施行規則 1971 3 省令又は規則 33 10
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 5 国民等 2 第1号法定受託事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204188 04 内閣府
児童手当の支給状況についての報告書の提
出

児童手当法施行規則 1971 3 省令又は規則 33 14
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 1 国 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 児童手当の事業の実施状況 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-1 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに掲載）

児童手当の支
給状況

1 OD

https://www8.ca
o.go.jp/shoushi/j
idouteate/nenpo
u.html

1 EXCEL 1 年1回 1月頃

204191 04 内閣府
公安委員会による関係都道府県の公安委員
会への歩行者等の通行を禁止又は制限 の
対象、区間及び期間の通知

大規模地震対策特別措置
法施行令

1978 2 政令 385 18 4 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

204193 04 内閣府
指定行政機関の長から指定行政機関等への
必要な協力要求

災害対策基本法 1961 1 法律 223 36 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204196 04 内閣府
指定行政機関等の職員からの立ち入りの際
の国の行政機関等への事前通知

災害対策基本法 1961 1 法律 223 83 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204197 04 内閣府
指定行政機関等の職員からの立ち入りの際
の行政機関等以外への事前通知

災害対策基本法 1961 1 法律 223 83 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204199 04 内閣府
指定行政機関の長等による業者（行政機関
等）への物資の保管命令

災害対策基本法 1961 1 法律 223 78 1 1 申請等 1 国 4-3 国又は地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204200 04 内閣府
指定行政機関の長等による業者（行政機関
等）からの報告

災害対策基本法 1961 1 法律 223 78 3 1 申請等 1 国 4-3 国又は地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204201 04 内閣府
指定行政機関の長等による業者（行政機関
等以外）からの報告

災害対策基本法 1961 1 法律 223 78 3 1 申請等 1 国 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204202 04 内閣府
指定公共機関等（行政機関等）による指定行
政機関等への応援要求

災害対策基本法 1961 1 法律 223 80 2 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国

国立研究開発法人防
災科学技術研究所、
国立研究開発法人量
子科学技術研究開発
機構、国立研究開発
法人日本原子力研究
開発機構、独立行政
法人国立病院機構、
独立行政法人地域医
療機能推進機構、国
立研究開発法人農
業・食品産業技術総
合研究機構、国立研
究開発法人森林研
究・整備機構、国立研
究開発法人水産研
究・教育機構、国立研
究開発法人土木研究
所、国立研究開発法
人海上・港湾・航空記
述研究所、独立行政
法人水資源機構、独
立行政法人都市再生
機構、独立行政法人
日本高速道路保有・
債務返済機構

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため
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204209 04 内閣府

指定公共機関から所管大臣を経由して行う
内閣総理大臣等への防災業務計画の作成
又は修正の報告・通知

災害対策基本法 1961 1 法律 223 39 2 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国

国立研究開発法人防
災科学技術研究所、
国立研究開発法人量
子科学技術研究開発
機構、国立研究開発
法人日本原子力研究
開発機構、独立行政
法人国立病院機構、
独立行政法人地域医
療機能推進機構、国
立研究開発法人農
業・食品産業技術総
合研究機構、国立研
究開発法人森林研
究・整備機構、国立研
究開発法人水産研
究・教育機構、国立研
究開発法人土木研究
所、国立研究開発法
人海上・港湾・航空記
述研究所、独立行政
法人水資源機構、独
立行政法人都市再生
機構、独立行政法人
日本高速道路保有・
債務返済機構

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

204213 04 内閣府
指定行政機関の長等による業者（行政機関
等）からの報告

災害対策基本法 1961 1 法律 223 78 3 1 申請等 1 国 2 独立行政法人等

国立研究開発法人防
災科学技術研究所、
国立研究開発法人量
子科学技術研究開発
機構、国立研究開発
法人日本原子力研究
開発機構、独立行政
法人国立病院機構、
独立行政法人地域医
療機能推進機構、国
立研究開発法人農
業・食品産業技術総
合研究機構、国立研
究開発法人森林研
究・整備機構、国立研
究開発法人水産研
究・教育機構、国立研
究開発法人土木研究
所、国立研究開発法
人海上・港湾・航空記
述研究所、独立行政
法人水資源機構、独
立行政法人都市再生
機構、独立行政法人
日本高速道路保有・
債務返済機構

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

204225 04 内閣府

指定公共機関から所管大臣を経由して行う
内閣総理大臣等への防災業務計画の作成
又は修正の報告・通知

災害対策基本法 1961 1 法律 223 39 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

204227 04 内閣府 公益信託の引受けの許可の申請

内閣総理大臣の所管に属
する公益信託の引受けの
許可及び監督に関する内
閣府令

1980 3 省令又は規則 42 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省
公益信託の引受けの許
可に関する申請等 ○ 5 実績なし

204228 04 内閣府 公益信託の受託者の辞任の許可の申請

内閣総理大臣の所管に属
する公益信託の引受けの
許可及び監督に関する内
閣府令

1980 3 省令又は規則 42 11 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省
公益信託の引受けの許
可に関する申請等 5 実績なし

204229 04 内閣府 公益信託の財産移転の報告

内閣総理大臣の所管に属
する公益信託の引受けの
許可及び監督に関する内
閣府令

1980 3 省令又は規則 42 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省
公益信託の引受けの許
可に関する申請等 5 実績なし

204230 04 内閣府
公益信託の事業計画書及び収支予算書の届
出

内閣総理大臣の所管に属
する公益信託の引受けの
許可及び監督に関する内
閣府令

1980 3 省令又は規則 42 3 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省
公益信託の引受けの許
可に関する申請等 5 実績なし

204231 04 内閣府
公益信託の事業計画書及び収支予算書の変
更の届出

内閣総理大臣の所管に属
する公益信託の引受けの
許可及び監督に関する内
閣府令

1980 3 省令又は規則 42 3 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省
公益信託の引受けの許
可に関する申請等 5 実績なし

204232 04 内閣府 公益信託の事業状況報告書等の提出

内閣総理大臣の所管に属
する公益信託の引受けの
許可及び監督に関する内
閣府令

1980 3 省令又は規則 42 4 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省
公益信託の引受けの許
可に関する申請等 5 実績なし

204233 04 内閣府 公益信託の受託者の氏名等の変更の届出

内閣総理大臣の所管に属
する公益信託の引受けの
許可及び監督に関する内
閣府令

1980 3 省令又は規則 42 25 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省
公益信託の引受けの許
可に関する申請等 5 実績なし

204234 04 内閣府 公益信託の終了の報告

内閣総理大臣の所管に属
する公益信託の引受けの
許可及び監督に関する内
閣府令

1980 3 省令又は規則 42 28 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省
公益信託の引受けの許
可に関する申請等 5 実績なし

204235 04 内閣府 書類及び帳簿の備付け

内閣総理大臣の所管に属
する公益信託の引受けの
許可及び監督に関する内
閣府令

1980 3 省令又は規則 42 26 4 作成・保存等 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省
公益信託の引受けの許
可に関する申請等 5 実績なし

204236 04 内閣府 公益信託の公告

内閣総理大臣の所管に属
する公益信託の引受けの
許可及び監督に関する内
閣府令

1980 3 省令又は規則 42 5 3 縦覧等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省
公益信託の引受けの許
可に関する申請等 5 実績なし

204237 04 内閣府 公益信託の変更に係る書類の提出

内閣総理大臣の所管に属
する公益信託の引受けの
許可及び監督に関する内
閣府令

1980 3 省令又は規則 42 6 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省
公益信託の引受けの許
可に関する申請等 5 実績なし

204238 04 内閣府 公益信託の変更の許可の申請

内閣総理大臣の所管に属
する公益信託の引受けの
許可及び監督に関する内
閣府令

1980 3 省令又は規則 42 7 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省
公益信託の引受けの許
可に関する申請等 5 実績なし

204239 04 内閣府 公益信託の併合の許可の申請

内閣総理大臣の所管に属
する公益信託の引受けの
許可及び監督に関する内
閣府令

1980 3 省令又は規則 42 8 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省
公益信託の引受けの許
可に関する申請等 5 実績なし

204240 04 内閣府 公益信託の吸収信託分割の許可の申請

内閣総理大臣の所管に属
する公益信託の引受けの
許可及び監督に関する内
閣府令

1980 3 省令又は規則 42 9 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省
公益信託の引受けの許
可に関する申請等 5 実績なし

204241 04 内閣府 公益信託の新規信託分割の許可の申請

内閣総理大臣の所管に属
する公益信託の引受けの
許可及び監督に関する内
閣府令

1980 3 省令又は規則 42 10 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省
公益信託の引受けの許
可に関する申請等 5 実績なし

204242 04 内閣府 公益信託の検査役の選任の請求

内閣総理大臣の所管に属
する公益信託の引受けの
許可及び監督に関する内
閣府令

1980 3 省令又は規則 42 12 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省
公益信託の引受けの許
可に関する申請等 5 実績なし

204243 04 内閣府 公益信託の受託者の解任の請求

内閣総理大臣の所管に属
する公益信託の引受けの
許可及び監督に関する内
閣府令

1980 3 省令又は規則 42 13 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省
公益信託の引受けの許
可に関する申請等 5 実績なし

204244 04 内閣府 公益信託の新たな受託者の選任の請求

内閣総理大臣の所管に属
する公益信託の引受けの
許可及び監督に関する内
閣府令

1980 3 省令又は規則 42 14 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省
公益信託の引受けの許
可に関する申請等 5 実績なし

204245 04 内閣府 公益信託の信託財産管理命令の請求

内閣総理大臣の所管に属
する公益信託の引受けの
許可及び監督に関する内
閣府令

1980 3 省令又は規則 42 15 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省
公益信託の引受けの許
可に関する申請等 5 実績なし

204246 04 内閣府
公益信託の保存行為等の範囲を超える行為
の許可の申請

内閣総理大臣の所管に属
する公益信託の引受けの
許可及び監督に関する内
閣府令

1980 3 省令又は規則 42 16 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省
公益信託の引受けの許
可に関する申請等 5 実績なし

204247 04 内閣府
公益信託の信託財産管理者等の辞任の許
可の申請

内閣総理大臣の所管に属
する公益信託の引受けの
許可及び監督に関する内
閣府令

1980 3 省令又は規則 42 17 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省
公益信託の引受けの許
可に関する申請等 5 実績なし

204248 04 内閣府
公益信託の信託財産管理者等の解任の請
求

内閣総理大臣の所管に属
する公益信託の引受けの
許可及び監督に関する内
閣府令

1980 3 省令又は規則 42 18 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省
公益信託の引受けの許
可に関する申請等 5 実績なし

204249 04 内閣府 公益信託の信託財産法人管理命令の請求

内閣総理大臣の所管に属
する公益信託の引受けの
許可及び監督に関する内
閣府令

1980 3 省令又は規則 42 19 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省
公益信託の引受けの許
可に関する申請等 5 実績なし

204250 04 内閣府 公益信託の信託管理人の選任の請求

内閣総理大臣の所管に属
する公益信託の引受けの
許可及び監督に関する内
閣府令

1980 3 省令又は規則 42 20 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省
公益信託の引受けの許
可に関する申請等 5 実績なし

204251 04 内閣府
公益信託の信託管理人の辞任の許可の申
請

内閣総理大臣の所管に属
する公益信託の引受けの
許可及び監督に関する内
閣府令

1980 3 省令又は規則 42 21 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省
公益信託の引受けの許
可に関する申請等 5 実績なし

204252 04 内閣府 公益信託の信託管理人の解任の請求

内閣総理大臣の所管に属
する公益信託の引受けの
許可及び監督に関する内
閣府令

1980 3 省令又は規則 42 22 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省
公益信託の引受けの許
可に関する申請等 5 実績なし

204253 04 内閣府 公益信託の新たな信託管理人の選任の請求

内閣総理大臣の所管に属
する公益信託の引受けの
許可及び監督に関する内
閣府令

1980 3 省令又は規則 42 23 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省
公益信託の引受けの許
可に関する申請等 5 実績なし

204254 04 内閣府 公益信託の終了の請求

内閣総理大臣の所管に属
する公益信託の引受けの
許可及び監督に関する内
閣府令

1980 3 省令又は規則 42 24 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省
公益信託の引受けの許
可に関する申請等 5 実績なし

207001
07 国家公安委
員会・警察庁

是正命令
犯罪による収益の移転防
止に関する法律

2007 1 法律 22 18
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

207002
07 国家公安委
員会・警察庁

疑わしい取引の届出の受理に係る通知
犯罪による収益の移転防
止に関する法律

2007 1 法律 22 8 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 疑わしい取引に関する情報 11 該当なし 1 有 6 その他 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

マネー・ローンダリング等
対策のため

個人情報が含まれるほ
か、法人や個人の権利利
益を侵害するおそれがあ
る

208001
08 個人情報保
護委員会

行政機関非識別加工情報をその用に供して
行う事業に関する提案

行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律

2003 1 法律 58 44 5 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

208002
08 個人情報保
護委員会

行政機関非識別加工情報をその用に供しよ
うとする事業の提案に対する審査結果の通
知(適合)

行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律

2003 1 法律 58 44 7 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

208003
08 個人情報保
護委員会

行政機関非識別加工情報をその用に供しよ
うとする事業の提案に対する審査結果の通
知（不適合）

行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律

2003 1 法律 58 44 7 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

208004
08 個人情報保
護委員会

行政機関非識別加工情報の利用に関する契
約の締結

行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律

2003 1 法律 58 44 9
2-3 交付等（民間手
続）

1 国 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

208005
08 個人情報保
護委員会

作成された行政機関非識別加工情報をその
用に供しようとする事業の提案

行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律

2003 1 法律 58 44 12 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

208006
08 個人情報保
護委員会

作成された行政機関非識別加工情報をその
用に供しようとする事業の提案に対する審査
結果の通知（適合）

行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律

2003 1 法律 58 44 12 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

208007
08 個人情報保
護委員会

作成された行政機関非識別加工情報をその
用に供しようとする事業の提案に対する審査
結果の通知（不適合）

行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律

2003 1 法律 58 44 12 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

208008
08 個人情報保
護委員会

作成された行政機関非識別加工情報の利用
に関する契約の締結

行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律

2003 1 法律 58 44 12 2
2-3 交付等（民間手
続）

1 国 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

208009
08 個人情報保
護委員会

独立行政法人等非識別加工情報をその用に
供しようとする事業の提案書の提出

独立行政法人等の保有す
る個人情報の保護に関す
る法律

2003 1 法律 59 44 5 2 1 申請等 6 民間事業者等 2 独立行政法人等
全ての独立行政法人
等

○（全府省） 21 環境省 6 不明

独立行政法人における手
続であり、国への報告義
務がないため、データの管
理状況を把握していない。

208010
08 個人情報保
護委員会

独立行政法人等非識別加工情報をその用に
供しようとする事業の提案に対する審査結果
の通知(適合)

独立行政法人等の保有す
る個人情報の保護に関す
る法律

2003 1 法律 59 44 7 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 6 民間事業者等
全ての独立行政法人
等

○（全府省） 21 環境省 6 不明

独立行政法人における手
続であり、国への報告義
務がないため、データの管
理状況を把握していない。

208011
08 個人情報保
護委員会

独立行政法人等非識別加工情報をその用に
供しようとする事業の提案に対する審査結果
の通知(不適合)

独立行政法人等の保有す
る個人情報の保護に関す
る法律

2003 1 法律 59 44 7 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 6 民間事業者等
全ての独立行政法人
等

○（全府省） 21 環境省 6 不明

独立行政法人における手
続であり、国への報告義
務がないため、データの管
理状況を把握していない。

208012
08 個人情報保
護委員会

独立行政法人等非識別加工情報の利用に関
する契約の締結

独立行政法人等の保有す
る個人情報の保護に関す
る法律

2003 1 法律 59 44 9
2-3 交付等（民間手
続）

2 独立行政法人等 6 民間事業者等
全ての独立行政法人
等

○（全府省） 21 環境省 6 不明

独立行政法人における手
続であり、国への報告義
務がないため、データの管
理状況を把握していない。

208013
08 個人情報保
護委員会

作成された独立行政法人等非識別加工情報
をその用に供しようとする事業の提案書の提
出

独立行政法人等の保有す
る個人情報の保護に関す
る法律

2003 1 法律 59 44 12 2 1 申請等 6 民間事業者等 2 独立行政法人等
全ての独立行政法人
等

○（全府省） 21 環境省 6 不明

独立行政法人における手
続であり、国への報告義
務がないため、データの管
理状況を把握していない。

208014
08 個人情報保
護委員会

作成された独立行政法人等非識別加工情報
をその用に供しようとする事業の提案に対す
る審査結果の通知(適合)

独立行政法人等の保有す
る個人情報の保護に関す
る法律

2003 1 法律 59 44 12 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 6 民間事業者等
全ての独立行政法人
等

○（全府省） 21 環境省 6 不明

独立行政法人における手
続であり、国への報告義
務がないため、データの管
理状況を把握していない。

208015
08 個人情報保
護委員会

作成された独立行政法人等非識別加工情報
をその用に供しようとする事業の提案に対す
る審査結果の通知（不適合）

独立行政法人等の保有す
る個人情報の保護に関す
る法律

2003 1 法律 59 44 12 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 6 民間事業者等
全ての独立行政法人
等

○（全府省） 21 環境省 6 不明

独立行政法人における手
続であり、国への報告義
務がないため、データの管
理状況を把握していない。

208016
08 個人情報保
護委員会

作成された独立行政法人等非識別加工情報
の利用に関する契約の締結

独立行政法人等の保有す
る個人情報の保護に関す
る法律

2003 1 法律 59 44 12 2
2-3 交付等（民間手
続）

2 独立行政法人等 6 民間事業者等
全ての独立行政法人
等

○（全府省） 21 環境省 6 不明

独立行政法人における手
続であり、国への報告義
務がないため、データの管
理状況を把握していない。

209001 17 厚生労働省
確定拠出年金運営管理機関登録変更の届
出

確定拠出年金法 2001 1 法律 88 92 1

確定拠出年金法第92条
第1項、確定拠出年金運
営管理機関に関する命令
第5条

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

共管先省庁において「登
録事業者一覧」としてデー
タを公開しているため

209002 09 金融庁
郵便貯金銀行に係る完全民営化の決定につ
いての民営化委員会の意見聴取

郵政民営化法 2005 1 法律 97 105 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

209003 09 金融庁
郵便貯金銀行に係る完全民営化の決定につ
いての郵便貯金銀行及び機構への通知

郵政民営化法 2005 1 法律 97 105 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

209004 09 金融庁
郵便貯金銀行に係る業務の制限の拡大につ
いての民営化委員会の意見聴取

郵政民営化法 2005 1 法律 97 110 6
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 4 その他 手続の受け手が公開

209005 09 金融庁
郵便貯金銀行に係る子会社保有及び例外子
会社の認可についての民営化委員会の意見
聴取

郵政民営化法 2005 1 法律 97 111 6
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

209006 09 金融庁

郵便貯金銀行に係る営業所等の届出及び業
務の代理・仲介の委託契約の締結・終了に
関する届出についての民営化委員会への通
知

郵政民営化法 2005 1 法律 97 112 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 4 その他
手続によって得られるデー
タはない

209007 09 金融庁
郵便貯金銀行に係る合併、会社分割又は事
業の譲渡若しくは譲受けの認可についての
民営化委員会の意見聴取

郵政民営化法 2005 1 法律 97 113 8
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

209008 09 金融庁
郵便貯金銀行に係る廃業及び解散の認可に
ついての民営化委員会の意見聴取

郵政民営化法 2005 1 法律 97 115 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

209009 09 金融庁
郵便貯金銀行に係る業務報告書等の提出に
ついての民営化委員会への通知

郵政民営化法 2005 1 法律 97 116 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 4 その他
手続によって得られるデー
タはない

209010 09 金融庁
郵便貯金銀行に係る監督上の措置について
の民営化委員会への通知

郵政民営化法 2005 1 法律 97 119 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

209011 09 金融庁
郵便貯金銀行に係る信用秩序の維持を図る
ために必要な措置に関する財務大臣への協
議

郵政民営化法 2005 1 法律 97 119 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

209012 09 金融庁
郵便貯金銀行に係る業務の全部又は一部停
止命令についての財務大臣への通知

郵政民営化法 2005 1 法律 97 119 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

209013 09 金融庁
郵便貯金銀行に係る郵政民営化法120条第
１項各号の届出についての民営化委員会へ
の通知

郵政民営化法 2005 1 法律 97 120 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 4 その他
手続によって得られるデー
タはない

209014 09 金融庁
郵便貯金銀行に係る認可の条件変更につい
ての民営化委員会の意見聴取

郵政民営化法 2005 1 法律 97 121 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

209015 09 金融庁
郵便貯金銀行に係る命令の制定等について
の民営化委員会の意見聴取

郵政民営化法 2005 1 法律 97 123
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 4 その他 手続の受け手が公開

209016 09 金融庁
郵便保険会社に係る完全民営化の決定につ
いての民営化委員会の意見聴取

郵政民営化法 2005 1 法律 97 135 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

209017 09 金融庁
郵便保険会社に係る完全民営化の決定につ
いての郵便保険会社及び機構への通知

郵政民営化法 2005 1 法律 97 135 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

209018 09 金融庁
郵便保険会社に係る業務の制限の拡大につ
いての民営化委員会の意見聴取

郵政民営化法 2005 1 法律 97 138 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 4 その他 手続の受け手が公開

209019 09 金融庁
郵便保険会社に係る子会社保有及び例外子
会社の認可についての民営化委員会の意見
聴取

郵政民営化法 2005 1 法律 97 139 6
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

209020 09 金融庁
郵便保険会社に係る事務所の設置等の届出
についての民営化委員会への通知

郵政民営化法 2005 1 法律 97 140 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 4 その他
手続によって得られるデー
タはない

209021 09 金融庁

郵便保険会社に係る保険契約の包括移転、
事業の譲渡若しくは譲受け、合併又は会社分
割の認可についての民営化委員会の意見聴
取

郵政民営化法 2005 1 法律 97 141 10
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

209022 09 金融庁
郵便保険会社に係る廃業及び解散の認可に
ついての民営化委員会の意見聴取

郵政民営化法 2005 1 法律 97 142 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

209023 09 金融庁
郵便保険会社に係る業務報告書等の提出に
ついての民営化委員会への通知

郵政民営化法 2005 1 法律 97 144 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 4 その他
手続によって得られるデー
タはない

209024 09 金融庁
郵便保険会社に係る監督上の措置について
の民営化委員会への通知

郵政民営化法 2005 1 法律 97 147 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

209025 09 金融庁
郵便保険会社に係る業務の停止等による保
険業に対する信頼性の維持を図るために必
要な措置に関する財務大臣への協議

郵政民営化法 2005 1 法律 97 147 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

209026 09 金融庁
郵便保険会社に係る業務の全部又は一部停
止命令についての財務大臣への通知

郵政民営化法 2005 1 法律 97 147 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

209027 09 金融庁
郵便保険会社に係る郵政民営化法149条第
１項各号の届出についての民営化委員会へ
の通知

郵政民営化法 2005 1 法律 97 149 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 4 その他
手続によって得られるデー
タはない

209028 09 金融庁
郵便保険会社に係る認可の条件変更につい
ての民営化委員会の意見聴取

郵政民営化法 2005 1 法律 97 150 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

209029 09 金融庁
郵便保険会社に係る命令の制定等について
の民営化委員会の意見聴取

郵政民営化法 2005 1 法律 97 151
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 4 その他 手続の受け手が公開

209030 09 金融庁
実施計画の認可についての民営化委員会の
意見聴取

郵政民営化法 2005 1 法律 97 163 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209031 09 金融庁
実施計画の認可についての財務大臣への協
議

郵政民営化法 2005 1 法律 97 163 6
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

209033 09 金融庁

郵便貯金銀行に係る商号を変更したときの届
出従属業務又は金融関連業務を専ら営む会
社又は新たな事業分野を開拓する会社として
内閣府令で定める会社を子会社としようとす
るときの届出その子会社が子会社でなくなっ
たときの届出資本金の額を増加しようとする
ときの届出郵政民営化法第8章第3節の規定
による認可を受けた事項を実行したときの届
出外国において駐在員事務所を設置しようと
するときの届出業務改善命令・停止命令等、
破綻金融機関に対して金融整理管財人によ
る業務及び財産の管理を命ずる処分、取締
役の兼職の認可

郵政民営化法 2005 1 法律 97 120 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209034 09 金融庁 郵便保険会社に係る新種業務の認可 郵政民営化法 2005 1 法律 97 138 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209035 09 金融庁 郵便保険会社に係る運用方法の認可 郵政民営化法 2005 1 法律 97 138 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

209036 09 金融庁 郵便保険会社に係るその他業務の認可 郵政民営化法 2005 1 法律 97 138 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209037 09 金融庁 郵便保険会社に係る子会社保有の認可 郵政民営化法 2005 1 法律 97 139 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

209038 09 金融庁 郵便保険会社に係る例外子会社の認可 郵政民営化法 2005 1 法律 97 139 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

209039 09 金融庁 郵便保険会社に係る事務所の設置等の届出 郵政民営化法 2005 1 法律 97 140 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209040 09 金融庁
郵便保険会社に係る保険契約の包括移転の
認可

郵政民営化法 2005 1 法律 97 141 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

209041 09 金融庁 郵便保険会社に係る事業の譲渡等の認可 郵政民営化法 2005 1 法律 97 141 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

209042 09 金融庁 郵便保険会社に係る合併の認可 郵政民営化法 2005 1 法律 97 141 5 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

209043 09 金融庁 郵便保険会社に係る会社分割の認可 郵政民営化法 2005 1 法律 97 141 7 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

209044 09 金融庁 郵便保険会社に係る廃業及び解散の認可 郵政民営化法 2005 1 法律 97 142 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

209045 09 金融庁 郵便保険会社に係る業務報告書等の提出 郵政民営化法 2005 1 法律 97 144 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 業務報告書等 9 契約・決裁 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他 手続主体が公開

209046 09 金融庁 郵便貯金銀行に係る子会社保有の認可 郵政民営化法 2005 1 法律 97 111 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

209047 09 金融庁 郵便貯金銀行に係る例外子会社の認可 郵政民営化法 2005 1 法律 97 111 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

209048 09 金融庁
郵便貯金銀行に係る営業所の設置、種類の
変更、廃止、位置の変更の届出

郵政民営化法 2005 1 法律 97 112 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209049 09 金融庁
郵便貯金銀行に係る銀行代理業を委託する
旨の契約を締結・終了する届出

郵政民営化法 2005 1 法律 97 112 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

209050 09 金融庁 郵便貯金銀行に係る合併の認可 郵政民営化法 2005 1 法律 97 113 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

209051 09 金融庁 郵便貯金銀行に係る会社分割の認可 郵政民営化法 2005 1 法律 97 113 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

209052 09 金融庁
郵便貯金銀行に係る事業の全部又は一部の
譲渡又は譲受けの認可

郵政民営化法 2005 1 法律 97 113 5 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

209053 09 金融庁
郵便貯金銀行に係る銀行業の廃止に係る定
款の変更及び解散についての株主総会の決
議の認可

郵政民営化法 2005 1 法律 97 115 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

209054 09 金融庁 郵便貯金銀行に係る業務報告書等の提出 郵政民営化法 2005 1 法律 97 116 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 業務報告書等 9 契約・決裁 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他 手続主体が公開

209055 09 金融庁
郵便貯金銀行に係る連結業務報告書等の提
出

郵政民営化法 2005 1 法律 97 116 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 業務報告書等 9 契約・決裁 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他 手続主体が公開

209056 09 金融庁

郵便保険会社に係る商号を変更したときの届
出子会社対象会社を子会社と使用とするとき
の届出その子会社が子会社でなくなったとき
の届出資本金の額を増加し、又は減少しよう
とするときの届出認可を実行したときの届出
外国における支店等を設置しようとするとき
の届出処分を受けたときの届出定款を変更し
たときの届出事業方法書等を変更したときの
届出新株予約権又は新株予約権付社債を発
行しようとするときの届出郵便保険会社を代
表する取締役、郵便保険会社の常務に従事
する取締役又は監査役の就任又は退任が
あったときの届出

郵政民営化法 2005 1 法律 97 149 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209057 09 金融庁
認可特定保険業者の資産の運用方法の承
認

認可特定保険業者等に関
する命令

2011 3 省令又は規則 1 22 1 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209058 09 金融庁
認可特定保険業者の業務報告書の提出期
限の延期に係る承認

認可特定保険業者等に関
する命令

2011 3 省令又は規則 1 33 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209059 09 金融庁
認可特定保険業者の業務及び財産の状況を
記載した説明書類の縦覧開始期限の延期に
係る承認

認可特定保険業者等に関
する命令

2011 3 省令又は規則 1 31 2
認可特定保険業者等に関
する命令第31条第2項、
第35条第2項

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209060 09 金融庁
認可特定保険業者の価格変動準備金の不
積立て・取崩しの認可申請

保険業法の一部を改正す
る法律附則

2005 1 法律 38 4 1

保険業法の一部を改正す
る法律附則第4条第1項及
び第2項（第115条第1項た
だし書及び第2項ただし書
準用）

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209061 09 金融庁
認可特定保険業者の事業方法書等の変更
の認可申請

保険業法の一部を改正す
る法律附則

2005 1 法律 38 4 1

保険業法の一部を改正す
る法律附則第4条第1項及
び第2項（第123条第1項
準用）

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209062 09 金融庁 認可特定保険業者の他業の承認申請
保険業法の一部を改正す
る法律附則

2005 1 法律 38 4 1

保険業法の一部を改正す
る法律附則第4条第1項及
び第2項（第272条の11第
2項ただし書準用）

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209063 09 金融庁
認可特定保険業者の子会社の保有の承認
申請

保険業法の一部を改正す
る法律附則

2005 1 法律 38 4 4
保険業法の一部を改正す
る法律附則第4条第4項た
だし書

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209064 09 金融庁
認可特定保険業者の区分経理に係る禁止行
為の解除の承認申請

保険業法の一部を改正す
る法律附則

2005 1 法律 38 4 7
保険業法の一部を改正す
る法律附則第4条第7項た
だし書

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209065 09 金融庁
認可特定保険業者の定款の変更の認可申
請

保険業法の一部を改正す
る法律附則

2005 1 法律 38 4 8
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209066 09 金融庁
認可特定保険業者の保険契約の移転の認
可申請

保険業法の一部を改正す
る法律附則

2005 1 法律 38 4 11
保険業法の一部を改正す
る法律附則第4条第11項
（第139条第1項準用）

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209067 09 金融庁
認可特定保険業者の事業譲渡、譲受けの認
可

保険業法の一部を改正す
る法律附則

2005 1 法律 38 4 12
保険業法の一部を改正す
る法律附則第4条第12項
（第142条）

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209068 09 金融庁
認可特定保険業者の業務及び財産の管理の
委託の認可申請

保険業法の一部を改正す
る法律附則

2005 1 法律 38 4 14
保険業法の一部を改正す
る法律附則第4条第14項
（第145条第1項準用）

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209069 09 金融庁
認可特定保険業者の管理委託契約の変更・
解除の認可申請

保険業法の一部を改正す
る法律附則

2005 1 法律 38 4 14
保険業法の一部を改正す
る法律附則第4条第14項
（第149条第2項準用）

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209070 09 金融庁 認可特定保険業者の合併等の認可申請
保険業法の一部を改正す
る法律附則

2005 1 法律 38 4 17
保険業法の一部を改正す
る法律附則第4条17項（第
153条第1項準用）

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209071 09 金融庁
認可特定保険業者の清算に係る債権申出期
間中における弁済の許可申請

保険業法の一部を改正す
る法律附則

2005 1 法律 38 4 17

保険業法の一部を改正す
る法律附則第4条第17項
（第178条において適用す
る一般社団法人及び一般
財団法人に関する法律第
234条第2項）

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209072 09 金融庁 認可特定保険業者の業務報告書の提出
保険業法の一部を改正す
る法律附則

2005 1 法律 38 4 1
保険業法の一部を改正す
る法律附則第4条第1項及
び第2項（第110条第1項）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209073 09 金融庁
認可特定保険業者の保険計理人の選任又
は退任の届出

保険業法の一部を改正す
る法律附則

2005 1 法律 38 4 1

保険業法の一部を改正す
る法律附則第4条第1項及
び第2項（第120条第3項
準用）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

209074 09 金融庁
認可特定保険業者の保険計理人の意見書
の写しの提出

保険業法の一部を改正す
る法律附則

2005 1 法律 38 4 1

保険業法の一部を改正す
る法律附則第4条第1項及
び第2項（第121条第2項
準用）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209075 09 金融庁
認可特定保険業者の事業方法書等に定めた
事項の変更の届出

保険業法の一部を改正す
る法律附則

2005 1 法律 38 4 1

保険業法の一部を改正す
る法律附則第4条第1項及
び第2項（第123条第2項
準用）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209081 09 金融庁
郵便貯金銀行に係る報告及び資料の提出命
令

郵政民営化法 2005 1 法律 97 117 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

209082 09 金融庁
郵便貯金銀行に係る子法人等に対する報告
及び資料の提出命令

郵政民営化法 2005 1 法律 97 117 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

209083 09 金融庁 郵便貯金銀行に係る立入検査 郵政民営化法 2005 1 法律 97 118 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

209084 09 金融庁
郵便貯金銀行に係る子法人等に対する立入
検査

郵政民営化法 2005 1 法律 97 118 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

209085 09 金融庁 郵便貯金銀行に係る業務改善命令等 郵政民営化法 2005 1 法律 97 119 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

209087 09 金融庁
郵便貯金銀行に係る認可の条件付与及び変
更

郵政民営化法 2005 1 法律 97 121 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

209089 09 金融庁
郵便保険会社に係る業務の制限の拡大に係
る認可

郵政民営化法 2005 1 法律 97 138 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

209090 09 金融庁
郵便保険会社に係る子会社保有及び例外子
会社の認可

郵政民営化法 2005 1 法律 97 139 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

209091 09 金融庁
郵便保険会社に係る保険契約の包括移転、
事業の譲渡若しくは譲受け、合併又は会社分
割の認可

郵政民営化法 2005 1 法律 97 141 9
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

209092 09 金融庁 郵便保険会社に係る廃業及び解散の認可 郵政民営化法 2005 1 法律 97 142 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

209093 09 金融庁
郵便保険会社に係る報告及び資料の提出命
令

郵政民営化法 2005 1 法律 97 145 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209094 09 金融庁
郵便保険会社に係る子法人等に対する立入
検査

郵政民営化法 2005 1 法律 97 146 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

209095 09 金融庁 郵便保険会社に係る業務改善命令等 郵政民営化法 2005 1 法律 97 147 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

209097 09 金融庁
郵便保険会社に係る認可の条件付与及び変
更

郵政民営化法 2005 1 法律 97 150 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

209100 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、株
式等の引受け等に係る申込みを行った金融
機関等の経営強化計画が提出された旨の通
知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 1 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209101 09 金融庁
労働金庫に係るものである場合について、金
融組織再編を行う金融機関等の経営強化計
画が提出された旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 1 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209102 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、信
託受益権等の買取りの申込み等に係る対象
協同組織金融機関の経営強化計画が提出さ
れた旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 1 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209103 09 金融庁
労働金庫に係るものである場合について、特
定震災特例協同組織金融機関に係る特定震
災特例経営強化計画が提出された旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 1 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209104 09 金融庁
労働金庫に係るものである場合について、特
別対象協同組織金融機関等に係る特別経営
強化計画が提出された旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 1 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209105 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、株
式等の引受け等に係る申込みを行った金融
機関等の変更後の経営強化計画が提出され
た旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 1 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209106 09 金融庁
労働金庫に係るものである場合について、承
継金融機関等の変更後の経営強化計画が
提出された旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 1 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209107 09 金融庁
労働金庫に係るものである場合について、金
融組織再編を行う金融機関等の変更後の経
営強化計画が提出された旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 1 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209108 09 金融庁
労働金庫に係るものである場合について、承
継組織再編成金融機関等の変更後の経営
強化計画が提出された旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 1 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209109 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、信
託受益権等の買取りの申込み等に係る対象
協同組織金融機関の変更後の経営強化計
画が提出された旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 1 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209110 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、株
式等の引受け等に係る申込みを行った金融
機関等の経営強化計画の履行状況の報告
があった旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 1 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209111 09 金融庁
労働金庫に係るものである場合について、承
継金融機関等の経営強化計画の履行状況
の報告があった旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 1 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209112 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、金
融組織再編を行う金融機関等の変更後の経
営強化計画の履行状況の報告があった旨の
通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 1 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209113 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、信
託受益権等の買取りの申込み等に係る対象
協同組織金融機関の経営強化計画の履行
状況の報告があった旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 1 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209114 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、株
式等の引受け等に係る申込みを行った金融
機関等の経営強化計画の履行状況の参考と
なるべき報告又は資料の提出があった旨の
通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 1 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209115 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、承
継金融機関等の経営強化計画の履行状況
の参考となるべき報告又は資料の提出が
あった旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 1 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209116 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、金
融組織再編を行う金融機関等の変更後の経
営強化計画の履行状況の参考となるべき報
告又は資料の提出があった旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 1 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209117 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、承
継組織再編成金融機関等の経営強化計画
（基本計画ではない）等の変更後の経営強化
計画の履行状況の参考となるべき報告又は
資料の提出があった旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 1 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209118 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、金
融組織再編に係る経営強化計画等実施期間
終了後に新たに提出された経営強化計画の
履行状況の参考となるべき報告又は資料の
提出があった旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 1 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209119 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、承
継組織再編成金融機関等の経営強化計画
（基本計画ではない）等の実施期間終了後に
新たに提出された経営強化計画の履行状況
の参考となるべき報告又は資料の提出が
あった旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 1 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209120 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、信
託受益権等の買取りの申込み等に係る対象
協同組織金融機関の経営強化計画の履行
状況の参考となるべき報告又は資料の提出
があった旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 1 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209121 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、信
託受益権等の買取りの申込み等に係る組織
再編成金融機関の経営強化計画の履行状
況の参考となるべき報告又は資料の提出が
あった旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 1 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209122 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、信
託受益権等の買取りの申込み等に係る対象
協同組織金融機関の提出した経営強化計画
の履行状況の参考となるべき報告又は資料
の提出があった旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 1 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209123 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、株
式等の引受け等に係る申込みを行った金融
機関等の経営強化計画の実施期間終了後に
新たに経営強化計画が提出された旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 1 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209124 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、承
継金融機関等の経営強化計画の実施期間
終了後に新たに経営強化計画が提出された
旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 2 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209125 09 金融庁
労働金庫に係るものである場合について、合
併等に係る承継金融機関等の経営強化計画
が提出された旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 1 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209126 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、金
融組織再編に係る経営強化計画等実施期間
終了後に新たに経営強化計画が提出された
旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 1 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209127 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、経
営強化計画を実施している金融機関等と合
併を行った承継組織再編金融機関等の経営
強化計画が提出された旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 1 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209128 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、信
託受益権等の買取りの申込み等に係る対象
協同組織金融機関の経営強化計画実施期
間終了後に新たに経営強化計画が提出され
た旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 1 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209129 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、信
託受益権等の買取りの申込み等に係る対象
協同組織金融機関の承継協同組織金融機
関の経営強化計画が提出された旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 1 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209130 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、経
営強化計画を実施している対象協同組織金
融機関と合併を行った承継協同組織金融機
関等の経営強化計画が提出された旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 1 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209131 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、金
融組織再編に係る経営強化計画（基本計画
ではない）等の実施期間終了後に新たに経
営強化計画が提出された旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 1 6
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209132 09 金融庁
労働金庫に係るものである場合について、変
更後の経営強化計画が提出された旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 1 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209133 09 金融庁
労働金庫に係るものである場合について、承
継組織再編成金融機関等の経営強化計画
が提出された旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 1 6
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209134 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、信
託受益権等の買取りの申込みを行った協同
組織金融機関から強化計画実施期間終了後
に新たに経営計画が提出された旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 1 6
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209135 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、金
融組織再編成を行い、かつ信託受益権等の
買取りの申込みを行った協同組織金融機関
が合併した承継協同組織金融機関から強化
計画実施期間終了後に経営計画が提出され
た旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 1 6
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209136 09 金融庁
労働金庫に係るものである場合について、承
継協同組織金融機関の経営計画が提出され
た旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 1 6
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209137 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、事
業再構築に伴う資本整理を行うための事項を
記載した資本整理等実施要項の提出があっ
た旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 1 7
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209138 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、特
別対象協同組織金融機関等が資本整理の
為の優先出資の償却を行うための金銭の贈
与の申込みを行った旨の報告があった旨の
通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 1 8
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209139 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、認
定特別対象協同組織金融機関等が損害担
保契約に係る損失の補填をするための契約
の申込みを行った旨の報告があった旨の通
知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 1 8
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209140 09 金融庁
労働金庫に係るものである場合について、株
式等の引受等の決定があった旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 2 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209141 09 金融庁
労働金庫に係るものである場合について、金
融組織再編に係る株式等の引受等の決定が
あった旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 2 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209142 09 金融庁
労働金庫に係るものである場合について、協
同組織中央金融機関に係る信託受益権等の
買取りの決定があった旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 2 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209143 09 金融庁
労働金庫に係るものである場合について、協
同組織中央金融機関に係る信託受益権等の
買取りの決定（震災特例）があった旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 2 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209144 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、株
式等の引受け等に係る申込みを行った金融
機関等の変更後の経営強化計画が承認され
た旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 2 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209145 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、株
式等の引受け等に係る申込みを行った金融
機関等の経営強化計画の実施期間終了後に
新たに提出された経営強化計画が承認され
た旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 2 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209146 09 金融庁
労働金庫に係るものである場合について、承
継金融機関等の変更後の経営強化計画が
承認された旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 2 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209147 09 金融庁
労働金庫に係るものである場合について、金
融組織再編を行う金融機関等の変更後の経
営強化計画が承認された旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 2 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209148 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、金
融組織再編に係る経営強化計画等実施期間
終了後に新たに提出された経営強化計画が
承認された旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 2 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209149 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、承
継協同組織金融機関の経営強化計画の履
行状況の参考となるべき報告又は資料の提
出があった旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 2 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209150 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、信
託受益権等の買取りの申込み等に係る対象
協同組織金融機関の変更後の経営強化計
画が承認された旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 2 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209151 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、信
託受益権等の買取りの申込み等に係る対象
協同組織金融機関の経営強化計画実施期
間終了後に新たに提出された経営強化計画
が承認された旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 2 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209152 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、承
継組織再編成金融機関の経営経営強化計
画実施期間終了後に新たに提出された経営
強化計画が承認された旨の通知が提出され
た旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 2 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209153 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、株
式等の引受け等に係る申込みを行った金融
機関等に対する、経営強化計画の履行状況
の参考となるべき報告又は資料の提出、経
営強化計画に従って実施されていないものの
実施その他監督上必要な措置の命令があっ
た旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 2 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209154 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、承
継金融機関等に対する、経営強化計画の履
行状況の参考となるべき報告又は資料の提
出、経営強化計画に従って実施されていない
ものの実施その他監督上必要な措置の命令
があった旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 2 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209155 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、金
融組織再編を行う金融機関等に対する、経営
強化計画の履行状況の参考となるべき報告
又は資料の提出、経営強化計画に従って実
施されていないものの実施その他監督上必
要な措置の命令があった旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 2 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209156 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、承
継組織再編成金融機関等の経営強化計画
（基本計画ではない）等に対する、経営強化
計画の履行状況の参考となるべき報告又は
資料の提出、経営強化計画に従って実施さ
れていないものの実施その他監督上必要な
措置の命令があった旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 2 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
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更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

209157 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、金
融組織再編に係る経営強化計画等実施期間
終了後に新たに提出された経営強化計画に
従って実施されていないものの実施その他監
督上必要な措置の命令があった旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 2 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209158 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、承
継組織再編成金融機関等の経営強化計画
（基本計画ではない）等の実施期間終了後に
新たに提出された経営強化計画に従って実
施されていないものの実施その他監督上必
要な措置の命令があった旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 2 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209159 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、信
託受益権等の買取りの申込み等に係る対象
協同組織金融機関に対する、経営強化計画
の履行状況の参考となるべき報告又は資料
の提出、経営強化計画に従って実施されてい
ないものの実施その他監督上必要な措置の
命令があった旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 2 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209160 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、信
託受益権等の買取りの申込み等に係る対象
協同組織金融機関の経営強化計画実施期
間終了後に新たに提出された経営強化計画
の履行状況の参考となるべき報告又は資料
の提出、経営強化計画に従って実施されてい
ないものの実施その他監督上必要な措置の
命令があった旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 2 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209161 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、信
託受益権等の買取りの申込み等に係る対象
協同組織金融機関の承継協同組織金融機
関に対する、経営強化計画の履行状況の参
考となるべき報告又は資料の提出、経営強
化計画に従って実施されていないものの実施
その他監督上必要な措置の命令があった旨
の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 2 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209162 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、事
業再構築に伴う資本整理を行うための事項
の履行状況の参考となるべき報告又は資料
の提出、当該事項に従って実施されていない
ものの実施その他監督上必要な措置の命令
があった旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 2 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209163 09 金融庁
労働金庫に係るものである場合について、株
式等の引受け等を受けた金融機関等の合併
等に係る認可があった旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 2 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209164 09 金融庁
労働金庫に係るものである場合について、株
式等の引受け等を受けた組織再編成金融機
関等の合併等に係る認可があった旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 2 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209165 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、信
託受益権等の買取りの申込み等に係る対象
協同組織金融機関の合併等に係る認可が
あった旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 2 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209166 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、特
別経営強化計画を提出した特別対象協同組
織金融機関等の経営が改善した旨の認定が
あった旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 2 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209167 09 金融庁

労働金庫に係るものである場合について、特
別対象協同組織金融機関等に対する事業再
構築に伴う資本整理を可とする旨の認定が
あった旨の通知

金融機能の強化のための
特別措置に関する法律施
行令

2004 2 政令 240 36 2 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209168 09 金融庁

協定銀行が金融機関等の資本の増強のため
に株式等の引受等を行った旨の報告（農水
産業協同組合連合会等に係るものである場
合）があった旨の機構から内閣総理大臣へ
の報告

金融機能の早期健全化の
ための緊急措置に関する
法律

1998 1 法律 143 4 6 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国 預金保険機構等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれる、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある、法人や個
人の権利利益を害するお
それがある

209170 09 金融庁
優先出資者による優先出資者総会招集の認
可（信用組合、信用組合連合会）

協同組織金融機関の優先
出資に関する法律

1993 1 法律 44 35 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209171 09 金融庁 資本準備金の資本組入れの認可
協同組織金融機関の優先
出資に関する法律

1993 1 法律 44 42 4 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209173 09 金融庁 優先出資募集事項の認可
協同組織金融機関の優先
出資に関する法律

1993 1 法律 44 4 1 申請等 1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

209177 09 金融庁 労働金庫の認可効力の延長の承認 労働金庫法 1953 1 法律 227 91 3 第91条の3ただし書 1 申請等 4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

209178 09 金融庁 会員からの金庫運営に関する不服の申出 労働金庫法 1953 1 法律 227 92 1 1 申請等 5 国民等 4-3 国又は地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

209179 09 金融庁 会員からの検査請求 労働金庫法 1953 1 法律 227 93 1 1 申請等 5 国民等 4-3 国又は地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

209181 09 金融庁
労働金庫及び労働金庫連合会の休日とする
ことがやむを得ない日の休日の承認

労働金庫法施行令 1982 2 政令 46 6 2 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

209182 09 金融庁
会員から不服の申出があった場合の報告徴
求命令

労働金庫法 1953 1 法律 227 92 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

209183 09 金融庁 会員からの検査請求 中小漁業融資保証法 1952 1 法律 346 66 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

209184 09 金融庁 業務又は財産の状況の報告徴求 中小漁業融資保証法 1952 1 法律 346 65
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

209185 09 金融庁 帳簿書類
土地の再評価に関する法
律

1998 1 法律 34 11 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明
民間における手続であり、
当該手続関係書類の国へ
の報告義務がないため

209188 09 金融庁 予備審査の求め 労働金庫法施行規則 1982 3 省令又は規則 1 157 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

209189 09 金融庁 労働金庫及び労働金庫連合会の事業免許 労働金庫法 1953 1 法律 227 6 第6条 1 申請等 1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

209190 09 金融庁
労働金庫連合会の員外預金の受入れ又は
員外貸付の認可

労働金庫法 1953 1 法律 227 58 2 2 第58条の2第2項 1 申請等 1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

209191 09 金融庁
労働金庫の認可対象会社を子会社とする旨
の認可

労働金庫法 1953 1 法律 227 58 3 3 第58条の3第3項 1 申請等 1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

209192 09 金融庁
特定の事由により、認可不要で子会社となっ
た会社を引き続き子会社とする旨の認可（労
働金庫）

労働金庫法 1953 1 法律 227 58 3 4 第58条の3第4項ただし書 1 申請等 1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

209193 09 金融庁
子会社としている会社の業種等の変更等の
認可

労働金庫法 1953 1 法律 227 58 3 5
第58条の3第5項（第58条
の3第3項準用）

1 申請等 1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

209194 09 金融庁
労働金庫又はその子会社が、国内の会社の
議決権を合算基準株式数等を超えて取得又
は所有する場合の承認

労働金庫法 1953 1 法律 227 58 4 2 第58条の4第2項ただし書 1 申請等 1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

209195 09 金融庁
労働金庫連合会が認可対象会社を子会社と
する旨の認可

労働金庫法 1953 1 法律 227 58 5 3 第58条の5第3項 1 申請等 1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

209196 09 金融庁
労働金庫連合会が子会社としている会社の
業種等の変更等の認可

労働金庫法 1953 1 法律 227 58 5 4
第58条の5第4項（第58条
の5第3項準用）

1 申請等 1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

209197 09 金融庁
特定の事由により、認可不要で子会社となっ
た会社を引き続き子会社とする旨の認可（労
働金庫連合会）

労働金庫法 1953 1 法律 227 58 5 5
第58条の5第5項（第58条
の3第4項準用）

1 申請等 1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

209198 09 金融庁
労働金庫連合会又はその子会社が、国内の
会社の議決権を合算基準株式数等を超えて
取得又は所有する場合の承認

労働金庫法 1953 1 法律 227 58 7 3
第58条の6第3項（第58条
の4第2項準用）

1 申請等 1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

209199 09 金融庁
労働金庫及び労働金庫連合会の事業の譲渡
又は譲受けの認可

労働金庫法 1953 1 法律 227 62 6 第62条第6項 1 申請等 1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

209200 09 金融庁 労働金庫及び労働金庫連合会の合併の認可 労働金庫法 1953 1 法律 227 64 4 第64条第4項 1 申請等 1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

209201 09 金融庁 労働金庫代理業の許可 労働金庫法 1953 1 法律 227 89 3 1 第89条の3第1項 1 申請等 1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

209202 09 金融庁
労働金庫代理業者の届出（１）労働金庫代理
業を開始したとき（２）その他内閣府令・厚生
労働省令で定める場合に該当するとき

労働金庫法 1953 1 法律 227 91 2 第91条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

209203 09 金融庁
労働金庫連合会の連結ベースの大口信用供
与規制の特例の承認

労働金庫法 1953 1 法律 227 94 1
第94条第1項（銀行法　第
13条第2項準用）

1 申請等 1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

209204 09 金融庁
労働金庫連合会の特定関係者との間の取引
等規制の特例の承認

労働金庫法 1953 1 法律 227 94 1
第94条第1項（銀行法　第
13条の2ただし書準用）

1 申請等 1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

209205 09 金融庁
労働金庫代理業者の添付書類の変更の届
出

労働金庫法 1953 1 法律 227 94 3
第94条第3項（銀行法　第
52条の39第2項準用）

1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

209206 09 金融庁 労働金庫代理業者の業務範囲の承認 労働金庫法 1953 1 法律 227 94 3
第94条第3項（銀行法　第
52条の42第1項準用）

1 申請等 1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

209207 09 金融庁
金庫等が保有する議決権に含まない株式等
の承認

労働金庫法施行規則 1982 3 省令又は規則 1 14 1 5 第14条第1項第5号 1 申請等 1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

209208 09 金融庁
労働金庫又はその子会社の議決権の取得に
合理的な理由があることの承認

労働金庫法施行規則 1982 3 省令又は規則 1 48 1 10 第48条第1項第10号 1 申請等 1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

209209 09 金融庁
労働金庫及び労働金庫連合会の業務報告書
の提出の延期の承認

労働金庫法施行規則 1982 3 省令又は規則 1 113 3 第113条第3項ただし書 1 申請等 1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

209210 09 金融庁 縦覧書類の縦覧開始の延期の承認 労働金庫法施行規則 1982 3 省令又は規則 1 116 2 第116条第2項 1 申請等 1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

209211 09 金融庁
労働金庫代理業に関する報告書の提出延期
の承認

労働金庫法施行規則 1982 3 省令又は規則 1 147 2 第147条第2項 1 申請等 1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

209212 09 金融庁
労働金庫代理業の所属労働金庫の説明書
類縦覧開始延期の承認

労働金庫法施行規則 1982 3 省令又は規則 1 148 2 第148条第2項 1 申請等 1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

209213 09 金融庁
郵便保険会社及び当該子会社等に係る業務
報告書の提出

郵政民営化法 2005 1 法律 97 144 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 業務報告書等 9 契約・決裁 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他 手続主体が公開

209214 09 金融庁 基本計画に関する財務大臣との協議 郵政民営化法 2005 1 法律 97 161 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

209215 09 金融庁
郵便貯金銀行に係る業務の制限に関する認
可申請

郵政民営化法 2005 1 法律 97 110 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209216 09 金融庁
保険の引受け、資産の運用及び業務実行の
届出

郵政民営化法 2005 1 法律 97 138 2 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

209217 09 金融庁
保険の引受け、資産の運用及び業務実行の
届出に係る民営化委員会への通知

郵政民営化法 2005 1 法律 97 138 2 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

209219 09 金融庁
郵便貯金銀行の業務報告書等の提出延期
の承認

郵便貯金銀行及び郵便保
険会社に係る移行期間中
の業務の制限等に関する
命令

2006 3 省令又は規則 3 11 5 内閣府・総務省令
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

209220 09 金融庁
郵便貯金銀行の業務報告書等の提出延期
の承認の通知

郵便貯金銀行及び郵便保
険会社に係る移行期間中
の業務の制限等に関する
命令

2006 3 省令又は規則 3 11 8 内閣府・総務省令
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

209228 09 金融庁
行政庁による金融機関等への報告又は資料
の提出の求め

民間公益活動を促進する
ための休眠預金等に係る
資金の活用に関する法律

2016 1 法律 101 43
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209229 09 金融庁
農林水産大臣・金融庁長官による農水産業
協同組合等に係る権限行使の結果の通知

民間公益活動を促進する
ための休眠預金等に係る
資金の活用に関する法律
施行令

2017 2 政令 24 5 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209230 09 金融庁
農林水産大臣・金融庁長官による農水産業
協同組合等に係る権限行使の結果の都道府
県知事への通知

民間公益活動を促進する
ための休眠預金等に係る
資金の活用に関する法律
施行令

2017 2 政令 24 5 8
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209231 09 金融庁
農林水産大臣・金融庁長官による農林中央
金庫等に係る権限行使の結果の通知

民間公益活動を促進する
ための休眠預金等に係る
資金の活用に関する法律
施行令

2017 2 政令 24 6
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209232 09 金融庁
経済産業大臣・財務大臣・金融庁長官による
株式会社商工中央金庫等に係る権限行使の
結果の通知

民間公益活動を促進する
ための休眠預金等に係る
資金の活用に関する法律
施行令

2017 2 政令 24 7 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209233 09 金融庁

郵便貯金銀行が郵便貯金銀行又はその子会
社が合算してその基準議決権数を超える議
決権を保有している銀行法第16条の２第１項
に規定する子会社対象会社（郵便貯金銀行
の子会社及び同項第12号の３に掲げる会社
を除く。）が同号に掲げる会社となったことを
知ったときに、引き続き１年を超えてその基準
議決権数を超える議決権を保有することにつ
いての認可

郵政民営化法 2005 1 法律 97 111 4 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

209234 09 金融庁
認可特定保険業者の資産の運用方法の承
認申請

認可特定保険業者等に関
する命令

2011 3 省令又は規則 1 22 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

209235 09 金融庁
認可特定保険業者の業務報告書の提出期
限の延期に係る承認申請

認可特定保険業者等に関
する命令

2011 3 省令又は規則 1 33 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

209236 09 金融庁
認可特定保険業者の業務及び財産の状況を
記載した説明書類の縦覧開始期限の延期に
係る承認申請

認可特定保険業者等に関
する命令

2011 3 省令又は規則 1 31 2
認可特定保険業者等に関
する命令第31条第2項、
第35条第2項

1 申請等 6 民間事業者等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

209242 09 金融庁
労働金庫及び労働金庫連合会の定款変更等
の認可（１）定款の変更（２）業務の種類又は
方法の変更

労働金庫法 1953 1 法律 227 31 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209243 09 金融庁
労働金庫及び労働金庫連合会を代表する理
事並びに常務に従事する役員又は参事の兼
職についての認 可

労働金庫法 1953 1 法律 227 35 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

209244 09 金融庁
労働金庫及び労働金庫連合会の会員による
総会の招集にかかる認可

労働金庫法 1953 1 法律 227 48 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

209250 09 金融庁
労働金庫及び労働金庫連合会の休日とする
ことがやむを得ない日の休日の承認

労働金庫法施行令 1982 2 政令 46 6 2 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

209274 09 金融庁
労働金庫代理業者の添付書類の変更の届
出

労働金庫法 1953 1 法律 227 94 3
第94条第3項（銀行法　第
52条の39第2項準用）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

209282 09 金融庁
郵便保険会社に係る子法人等に対する報告
及び資料の提出命令

郵政民営化法 2005 1 法律 97 145 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

209283 09 金融庁 郵便保険会社に係る立入検査 郵政民営化法 2005 1 法律 97 146 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

210001 10 消費者庁
協定又は規約の締結又は設定の認定に係る
申請

不当景品類及び不当表示
防止法

1962 1 法律 134 31 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

210003 10 消費者庁 協定又は規約の変更の認定に係る申請
不当景品類及び不当表示
防止法

1962 1 法律 134 31 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

210004 10 消費者庁 大臣への申出 家庭用品品質表示法 1962 1 法律 104 10 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 申出書 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

210005 10 消費者庁 報告及び立入検査 家庭用品品質表示法 1962 1 法律 104 19 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 報告書及び物件書 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

210007 10 消費者庁 協定又は規約の認定取消し
不当景品類及び不当表示
防止法

1962 1 法律 134 31 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

212003 12 総務省 財務大臣との協議 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 67 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212004 12 総務省 行政文書に係る開示の実施の申出
行政機関の保有する情報
の公開に関する法律

1999 1 法律 42 14 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

212005 12 総務省
行政文書に係る開示実施手数料の減額又は
免除の申請

行政機関の保有する情報
の公開に関する法律施行
令

2000 2 政令 41 14 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

212006 12 総務省 保有個人情報の開示請求
行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律

2003 1 法律 58 13 1 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

212007 12 総務省 開示の実施の申出
行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律

2003 1 法律 58 24 3 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

212009 12 総務省 保有個人情報の利用停止請求
行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律

2003 1 法律 58 37 1 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

212012 12 総務省 審査の進行状況・処分時期の見通しの提示 行政手続法 1993 1 法律 88 9 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため
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公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先
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データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
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法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式
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頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

212013 12 総務省 申請書の記載等申請に必要な情報の提供 行政手続法 1993 1 法律 88 9 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212015 12 総務省 代理人の資格の証明 行政手続法 1993 1 法律 88 16 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212016 12 総務省 代理人の資格喪失の届出 行政手続法 1993 1 法律 88 16 4 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212017 12 総務省 関係人の聴聞手続への参加の許可 行政手続法 1993 1 法律 88 17 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212018 12 総務省 関係人の聴聞手続への参加の求め 行政手続法 1993 1 法律 88 17 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212019 12 総務省 参加人の代理人の資格の証明等 行政手続法 1993 1 法律 88 17 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212020 12 総務省 文書等の閲覧の求め 行政手続法 1993 1 法律 88 18 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212022 12 総務省 行政庁の職員に対する質問の許可 行政手続法 1993 1 法律 88 20 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212023 12 総務省 補佐人と出頭することの許可 行政手続法 1993 1 法律 88 20 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212024 12 総務省 陳述書等の提出 行政手続法 1993 1 法律 88 21 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212025 12 総務省 陳述書等の提示 行政手続法 1993 1 法律 88 21 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212026 12 総務省 聴聞調書等の閲覧の求め 行政手続法 1993 1 法律 88 24 4 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212027 12 総務省 弁明書の提出 行政手続法 1993 1 法律 88 29 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212028 12 総務省 弁明をするときの証拠書類等の提出 行政手続法 1993 1 法律 88 29 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212029 12 総務省 命令等を定めようとする場合の意見の公募 行政手続法 1993 1 法律 88 39 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212030 12 総務省 審査請求書の提出 行政不服審査法 2014 1 法律 68 19 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212032 12 総務省 代表者等の資格喪失の届出 行政不服審査法施行令 2015 2 政令 391 3 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212033 12 総務省 利害関係人の審査請求への参加の許可 行政不服審査法 2014 1 法律 68 13 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212034 12 総務省
利害関係人の審査請求への参加の許可(第
61条：再調査の請求に準用）

行政不服審査法 2014 1 法律 68 13 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212035 12 総務省
利害関係人の審査請求への参加の許可（第
66条：再審査請求に準用）

行政不服審査法 2014 1 法律 68 13 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212036 12 総務省
審査請求人等による口頭での意見陳述の機
会付与の申立て

行政不服審査法 2014 1 法律 68 31 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212037 12 総務省
審査請求人等による口頭での意見陳述の機
会付与の申立て(第61条：再調査の請求に準
用）

行政不服審査法 2014 1 法律 68 31 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212038 12 総務省
審査請求人等による口頭での意見陳述の機
会付与の申立て（第66条：再審査請求に準
用）

行政不服審査法 2014 1 法律 68 31 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212039 12 総務省 補佐人と出頭することの許可 行政不服審査法 2014 1 法律 68 31 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212040 12 総務省
補佐人と出頭することの許可(第61条：再調
査の請求に準用）

行政不服審査法 2014 1 法律 68 31 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212041 12 総務省
補佐人と出頭することの許可（第66条：再審
査請求に準用）

行政不服審査法 2014 1 法律 68 31 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212042 12 総務省 証拠書類等の提出 行政不服審査法 2014 1 法律 68 32 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212043 12 総務省
証拠書類等の提出(第61条：再調査の請求に
準用）

行政不服審査法 2014 1 法律 68 32 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212044 12 総務省
証拠書類等の提出（第66条：再審査請求に
準用）

行政不服審査法 2014 1 法律 68 32 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212045 12 総務省 参考人の陳述等要求の申立て 行政不服審査法 2014 1 法律 68 34 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212046 12 総務省
参考人の陳述等要求の申立て（第66条：再
審査請求に準用）

行政不服審査法 2014 1 法律 68 34 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212048 12 総務省 検証の申立て 行政不服審査法 2014 1 法律 68 35 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212049 12 総務省 検証の申立て（第66条：再審査請求に準用） 行政不服審査法 2014 1 法律 68 35 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212050 12 総務省 執行停止の申立て 行政不服審査法 2014 1 法律 68 25 2 または3項 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212051 12 総務省
執行停止の申立て（第66条：再審査請求に準
用）

行政不服審査法 2014 1 法律 68 25 2 または3項 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212052 12 総務省 審査請求人の地位の承継の届出 行政不服審査法 2014 1 法律 68 15 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212053 12 総務省
審査請求人の地位の承継の届出(第61条：再
調査の請求に準用）

行政不服審査法 2014 1 法律 68 15 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212054 12 総務省
審査請求人の地位の承継の届出（第66条：
再審査請求に準用）

行政不服審査法 2014 1 法律 68 15 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212055 12 総務省 審査請求の取下げ 行政不服審査法 2014 1 法律 68 27 1 及び2項 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212056 12 総務省
審査請求の取下げ(第61条：再調査の請求に
準用）

行政不服審査法 2014 1 法律 68 27 1 及び2項 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212057 12 総務省 利害関係人からの求めに応じた教示 行政不服審査法 2014 1 法律 68 82 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212059 12 総務省 教示をしなかった場合の不服申立書の提出 行政不服審査法 2014 1 法律 68 83 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212060 12 総務省 行政文書の開示請求
行政機関の保有する情報
の公開に関する法律

1999 1 法律 42 4 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

212061 12 総務省 行政文書に係る更なる開示の申出
行政機関の保有する情報
の公開に関する法律

1999 1 法律 42 14 4 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

212063 12 総務省
個人情報ファイルの保有等に関する事前通
知

行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律

2003 1 法律 58 10 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 4 その他 他省庁管理のため不明

212064 12 総務省
電磁的記録についての開示の方法に関する
定めの閲覧

行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律

2003 1 法律 58 24 2 3 縦覧等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 電磁的記録の開示の方法 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
電磁的記録の
開示の方法

2 非OD

http://www.sou
mu.go.jp/menu_si
nsei/pdf/kojin_jy
ouhou/kojin_jyou
hou_04.pdf

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 4 その他 他省庁管理のため不明

212065 12 総務省 個人情報ファイル簿の公表
行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律
施行令

2003 2 政令 548 10 5 3 縦覧等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 個人情報ファイル簿 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

e-Gov 1 OD

http://gkjh.e-
gov.go.jp/servlet
/Ksearch?CLAS
SNAME=KJNMS
TSEARCH

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

212067 12 総務省 複数行政庁間の相互連絡等 行政手続法 1993 1 法律 88 11 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212072 12 総務省 聴聞の通知 行政手続法 1993 1 法律 88 15 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212073 12 総務省 閲覧の日時・場所の指定 行政手続法 1993 1 法律 88 18 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212074 12 総務省 聴聞の主宰者の指名 行政手続法 1993 1 法律 88 19 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212075 12 総務省 次回の聴聞期日等の通知 行政手続法 1993 1 法律 88 22 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212076 12 総務省
当事者等の所在不明時における聴聞期日等
の通知

行政手続法 1993 1 法律 88 22 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212077 12 総務省
当事者等の出頭が引き続き見込めないとき
における陳述書等の提出の求め

行政手続法 1993 1 法律 88 23 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212078 12 総務省 聴聞調書・報告書の提出 行政手続法 1993 1 法律 88 24 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212079 12 総務省 聴聞の再開の命令 行政手続法 1993 1 法律 88 25
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212080 12 総務省 弁明の機会の付与の通知 行政手続法 1993 1 法律 88 30
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212082 12 総務省 行政指導の中止等の求めの申出書の提出 行政手続法 1993 1 法律 88 36 2 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212083 12 総務省 処分等の求めの申出書の提出 行政手続法 1993 1 法律 88 36 3 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212084 12 総務省
独立行政法人の長となるべき者及び監事と
なるべき者の指名

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 14 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212085 12 総務省 設立委員の任命 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 15 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212086 12 総務省 設立準備行為の届出 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 15 2 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212088 12 総務省
役員の不正行為等に係る監事の主務大臣へ
の報告

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 19 2 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212089 12 総務省 主務大臣による監事の任命 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 20 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212090 12 総務省 主務大臣による法人の長の任命 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 20 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212091 12 総務省 役員の任命にかかる公募 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 20 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212092 12 総務省 法人の長による役員任命の届出 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 20 5 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212093 12 総務省
主務大臣又は法人の長による役員の解任
（必要的解任）

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 23 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212094 12 総務省
主務大臣又は法人の長による役員の解任
（任意的解任（心身故障等））

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 23 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212095 12 総務省
主務大臣又は法人の長による役員の解任
（任意的解任（業績悪化））

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 23 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212096 12 総務省 法人の長による役員解任の届出 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 23 4 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212097 12 総務省
主務大臣による役員等の損害賠償責任免除
の承認

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 25 2 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212098 12 総務省
主務大臣による役員等の損害賠償責任免除
の承認にかかる総務大臣への協議

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 25 2 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212099 12 総務省 業務方法書の認可（変更の場合を含む） 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 28 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
国立環境研究所業務方法書につい
て

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない

212100 12 総務省
中期目標策定（変更）の際の評価制度委員
会への意見聴取

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 29 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

212101 12 総務省 中期目標の指示（変更の場合を含む） 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 29 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全中期目標
管理法人（53法人）

○（全府省） 21 環境省 4 無

212102 12 総務省 中期計画の認可（変更の場合を含む） 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 30 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全中期目標
管理法人（53法人）

○（全府省） 21 環境省 4 無

212103 12 総務省 中期計画の変更命令 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 30 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全中期目標
管理法人（53法人）

○（全府省） 21 環境省 4 無

212104 12 総務省 年度計画の届出（変更の場合を含む） 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 31 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人通則法
における全中期目標
管理法人（53法人）

○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 年度計画書 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応） 年度計画 2 非OD

http://www.nies.
go.jp/kihon/nen
dokeikaku/index.
html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月
3-2 二次利用可能なルー
ルを定めていない

212105 12 総務省 業務運営の改善その他の必要な措置の命令 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 32 6
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全中期目標
管理法人（53法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212106 12 総務省
中期目標管理法人の業務実績等報告書の
提出

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 32 2 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人通則法
における全中期目標
管理法人（53法人）

○（全府省） 21 環境省 4 無

212107 12 総務省 主務大臣による評価結果の通知 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 32 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
4-1 国又は独立行政
法人等

独立行政法人通則法
における全中期目標
管理法人（53法人）

○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 業務実績評価書 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

業務実績評価
書

2 非OD
http://www.env.
go.jp/info/hojin/i
ndex.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

212108 12 総務省
主務大臣による措置内容の評価制度委員会
への通知

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 35 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
措置内容の評価制度委員会への通
知

11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

212109 12 総務省 主務大臣による違法行為等の是正命令 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 35 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全中期目標
管理法人（53法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212110 12 総務省 中長期目標の指示（変更の場合を含む） 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 35 4 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全国立研究
開発法人（27法人）

○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
国立環境研究所への次期中長期目
標への指示

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない

212111 12 総務省
中長期目標策定（変更）の際の評価制度委
員会への意見聴取

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 35 4 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212112 12 総務省
中長期目標策定（変更）の際の研究開発に
関する審議会への意見聴取

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 35 4 4 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
中長期目標策定の際の審議会への
意見聴取

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応） 審議会議事録 2 非OD

https://www.env
.go.jp/council/42
kokuken/16_1.ht
ml

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

212113 12 総務省 中長期計画の認可（変更の場合を含む） 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 35 5 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全国立研究
開発法人（27法人）

○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 国立環境研究所中長期計画 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない

212114 12 総務省 中長期計画の変更命令 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 35 5 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全国立研究
開発法人（27法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212116 12 総務省
国立研究開発法人の業務実績等報告書の
提出

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 35 6 3 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人通則法
における全国立研究
開発法人（27法人）

○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 業務実績等報告書 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
業務実績等報
告書

2 非OD

http://www.nies.
go.jp/kihon/gyo
mu_hokoku/inde
x.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月 4 その他 他省庁管理のため不明

212117 12 総務省
国立研究開発法人の中間期間終了時までの
業務実績等報告書の提出

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 35 6 4 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人通則法
における全国立研究
開発法人（27法人）

○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
中長期期間終了時までの業務実績
等報告書

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
業務実績等報
告書

2 非OD

http://www.nies.
go.jp/kihon/gyo
mu_hokoku/inde
x.html

7 構造化
PDF

5 その他 6月
3-2 二次利用可能なルー
ルを定めていない

212118 12 総務省
評価の際の研究開発に関する審議会への意
見聴取

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 35 6 6 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
国立研究開発法人審議会での意見
聴取

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応） 審議会議事録 1 OD

https://www.env
.go.jp/council/42
kokuken/yoshi4
2.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

212119 12 総務省 主務大臣による評価結果の通知 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 35 6 7
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
4-1 国又は独立行政
法人等

独立行政法人通則法
における全国立研究
開発法人（27法人）

○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 業務実績評価書 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

業務実績評価
書

2 非OD
http://www.env.
go.jp/info/hojin/i
ndex.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

212120 12 総務省 業務運営の改善その他の必要な措置の命令 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 35 6 9
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全国立研究
開発法人（27法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212121 12 総務省
中長期目標の期間の終了時の検討の際の
研究開発に関する審議会への意見聴取

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 35 7 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 審議会開催通知 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他 他省庁管理のため不明

212122 12 総務省
主務大臣による措置内容の評価制度委員会
への通知

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 35 7 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
措置内容の評価制度委員会への通
知

11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

212124 12 総務省 主務大臣による違法行為等の是正命令 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 35 8
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全国立研究
開発法人（27法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212125 12 総務省 年度目標の指示（変更の場合を含む） 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 35 9 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全行政執行
法人（7法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212126 12 総務省 事業計画の認可（変更の場合を含む） 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 35 10 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全行政執行
法人（7法人）

○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 事業計画書 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 4 その他 他省庁管理のため不明



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

212127 12 総務省 事業計画の変更命令 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 35 10 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全行政執行
法人（7法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212128 12 総務省 行政執行法人の業務実績等報告書の提出 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 35 11 3 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人通則法
における全行政執行
法人（7法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212129 12 総務省
主務省令で定める期間に係る実施状況等報
告書の提出

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 35 11 4 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人通則法
における全行政執行
法人（7法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212130 12 総務省 主務大臣による評価結果の通知 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 35 11 6
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
4-1 国又は独立行政
法人等

独立行政法人通則法
における全行政執行
法人（7法人）

○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 業務実績評価書 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

業務実績評価
書

2 非OD
http://www.env.
go.jp/info/hojin/i
ndex.html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月

212131 12 総務省 主務大臣による監督命令 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 35 12
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全行政執行
法人（７法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212132 12 総務省 財務諸表の承認 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 38 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 財務諸表の承認書 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

212133 12 総務省 主務大臣による会計監査人の選任 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 40
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 会計監査人の選任 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

212134 12 総務省 主務大臣による会計監査人の解任 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 43
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212135 12 総務省 目的積立金に係る主務大臣の承認 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 44 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等

独立行政法人通則法
における全中期目標
管理法人（53法人）及
び全国立研究開発法
人（27法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212136 12 総務省
中期計画等に記載する限度額を超えた短期
借入金に係る主務大臣の認可

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 45 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212137 12 総務省 短期借入金の借換えに係る主務大臣の認可 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 45 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212138 12 総務省
政府出資等に係る不要財産の国庫納付に係
る主務大臣の認可

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 46 2 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 不要財産受渡証書 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

212139 12 総務省
政府出資等に係る不要財産の譲渡により生
じた収入の額（簿価超過額を除く。）の国庫納
付に係る主務大臣の認可

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 46 2 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212140 12 総務省
簿価超過額の全部又は一部を国庫納付しな
いことに係る主務大臣の認可

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 46 2 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212141 12 総務省
民間等出資に係る不要財産の払戻しに係る
主務大臣の認可

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 46 3 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212142 12 総務省 重要な財産の処分等に係る主務大臣の認可 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 48
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212143 12 総務省 会計規程の届出（変更の場合を含む） 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 49 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

212144 12 総務省
中期目標管理法人の役員の報酬等支給基
準の届出（変更の場合を含む）

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 50 2 2 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人通則法
における全中期目標
管理法人（53法人）

○（全府省） 21 環境省 4 無

212145 12 総務省
中期目標管理法人の役職員の離職後の就
職援助の計画に係る主務大臣の認定

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 50 4 2 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全中期目標
管理法人（53法人）

○（全府省） 21 環境省 4 無

212146 12 総務省
中期目標管理法人の長による主務大臣への
法令等違反行為の届出及び抑止措置行為の
報告

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 50 8 3 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人通則法
における全中期目標
管理法人（53法人）

○（全府省） 21 環境省 4 無

212147 12 総務省
中期目標管理法人の職員の給与等支給基
準の届出（変更の場合を含む）

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 50 10 2 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人通則法
における全中期目標
管理法人（53法人）

○（全府省） 21 環境省 4 無

212148 12 総務省
国立研究開発法人の役員の報酬等支給基
準の届出（変更の場合を含む）

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 50 11 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人通則法
における全国立研究
開発法人（27法人）

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212149 12 総務省
国立研究開発法人の役職員の離職後の就
職援助の計画に係る主務大臣の認定

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 50 11
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全国立研究
開発法人（27法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212150 12 総務省
国立研究開発法人の長による主務大臣への
法令等違反行為の届出及び抑止措置行為の
報告

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 50 11 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人通則法
における全国立研究
開発法人（27法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212151 12 総務省
国立研究開発法人の職員の給与等支給基
準の届出（変更の場合を含む）

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 50 11 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人通則法
における全国立研究
開発法人（27法人）

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212152 12 総務省
行政執行法人の役員の報酬等支給基準の
届出（変更の場合を含む）

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 52 2 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人通則法
における全行政執行
法人（７法人）

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212153 12 総務省
行政執行法人の職員の給与支給基準の届
出（変更の場合を含む）

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 57 2 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人通則法
における全行政執行
法人（７法人）

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212154 12 総務省
職員の勤務時間等に係る規程の届出（変更
の場合を含む）

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 58 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人通則法
における全行政執行
法人（７法人）

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212155 12 総務省
行政執行法人常勤職員数の主務大臣への
報告

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 60 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人通則法
における全行政執行
法人（７法人）

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212156 12 総務省
行政執行法人による内閣総理大臣が定める
事項の届出

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 60 3 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人通則法
における全行政執行
法人（７法人）

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212157 12 総務省
主務大臣に対する業務・資産・債務状況に関
する報告

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 64 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

212194 12 総務省
中期計画等に定めた不要財産の現物による
国庫納付に係る主務大臣への通知

独立行政法人の組織、運
営及び管理に係る共通的
な事項に関する政令

2000 2 政令 316 5 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

中期計画等に
定めた不要財
産の現物によ
る国庫納付に
係る主務大臣
への通知

2 非OD
https://www.nie
s.go.jp/johokokai
/johoteikyo.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

6月

212195 12 総務省
中期計画等に定めた不要財産の現物による
国庫納付に係る財務大臣への通知

独立行政法人の組織、運
営及び管理に係る共通的
な事項に関する政令

2000 2 政令 316 5 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212196 12 総務省
政府出資等に係る不要財産の譲渡により生
じた収入の額（簿価超過額を除く。）の国庫納
付に係る算定金額の通知

独立行政法人の組織、運
営及び管理に係る共通的
な事項に関する政令

2000 2 政令 316 6 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212197 12 総務省
中期計画等に定めた不要財産の譲渡収入に
よる国庫納付に係る算定金額の通知

独立行政法人の組織、運
営及び管理に係る共通的
な事項に関する政令

2000 2 政令 316 7 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212198 12 総務省
中期計画等に定めた不要財産の譲渡収入に
よる国庫納付に係る主務大臣への通知

独立行政法人の組織、運
営及び管理に係る共通的
な事項に関する政令

2000 2 政令 316 7 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212199 12 総務省
中期計画等に定めた不要財産の譲渡収入に
よる国庫納付に係る財務大臣への通知

独立行政法人の組織、運
営及び管理に係る共通的
な事項に関する政令

2000 2 政令 316 7 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212200 12 総務省
政府からの出資に係る不要財産の国庫納付
に係る資本金減少金額の通知

独立行政法人の組織、運
営及び管理に係る共通的
な事項に関する政令

2000 2 政令 316 10 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 資本金減少額にかかる通知 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

212201 12 総務省
政府からの出資に係る不要財産の国庫納付
に係る資本金減少についての主務大臣への
報告

独立行政法人の組織、運
営及び管理に係る共通的
な事項に関する政令

2000 2 政令 316 10 2 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

政府からの出
資に係る不要
財産の国庫納
付に係る資本
金減少につい
ての主務大臣
への報告

2 非OD
https://www.nie
s.go.jp/johokokai
/johoteikyo.html
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212202 12 総務省
政府からの出資に係る不要財産の国庫納付
に係る資本金減少についての財務大臣への
通知

独立行政法人の組織、運
営及び管理に係る共通的
な事項に関する政令

2000 2 政令 316 10 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 資本金減少額にかかる通知 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

212203 12 総務省 積立金の処分に係る承認
独立行政法人の組織、運
営及び管理に係る共通的
な事項に関する政令

2000 2 政令 316 21 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等

独立行政法人の組
織、運営及び管理に
係る共通的な事項に
関する政令別表第一
～三に掲げられる独
立行政法人

○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 積立金の処分に係る承認書 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

212204 12 総務省 国庫納付金の計算書等の提出
独立行政法人の組織、運
営及び管理に係る共通的
な事項に関する政令

2000 2 政令 316 22 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国

独立行政法人の組
織、運営及び管理に
係る共通的な事項に
関する政令別表第一
～三に掲げられる独
立行政法人

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

212222 12 総務省 法人文書に係る開示の実施の申出
独立行政法人等の保有す
る情報の公開に関する法
律

2001 1 法律 140 15 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

2 独立行政法人等
全独立行政法人等
（計193法人）

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

212223 12 総務省 保有個人情報の開示請求
独立行政法人等の保有す
る個人情報の保護に関す
る法律

2003 1 法律 59 13 1 1 申請等 5 国民等 2 独立行政法人等
全独立行政法人等
（192法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212224 12 総務省 開示の実施の申出
独立行政法人等の保有す
る個人情報の保護に関す
る法律

2003 1 法律 59 24 3 1 申請等 5 国民等 2 独立行政法人等
全独立行政法人等
（192法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212225 12 総務省 保有個人情報の訂正請求
独立行政法人等の保有す
る個人情報の保護に関す
る法律

2003 1 法律 59 28 1 1 申請等 5 国民等 2 独立行政法人等
全独立行政法人等
（192法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212226 12 総務省 保有個人情報の利用停止請求
独立行政法人等の保有す
る個人情報の保護に関す
る法律

2003 1 法律 59 37 1 1 申請等 5 国民等 2 独立行政法人等
全独立行政法人等
（192法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212227 12 総務省
民間等出資に係る不要財産の払戻しに係る
出資者の払戻しの請求

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 46 3 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212228 12 総務省 電磁的記録の開示方法に関する定めの閲覧
独立行政法人等の保有す
る情報の公開に関する法
律

2001 1 法律 140 15 2 3 縦覧等 2 独立行政法人等
全独立行政法人等
（計193法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212229 12 総務省 手数料に関する定めの閲覧
独立行政法人等の保有す
る情報の公開に関する法
律

2001 1 法律 140 17 4 3 縦覧等 2 独立行政法人等
全独立行政法人等
（計193法人）

○（全府省） 21 環境省 4 無

212230 12 総務省 電磁的記録の開示方法に関する定めの閲覧
独立行政法人等の保有す
る個人情報の保護に関す
る法律

2003 1 法律 59 24 2 3 縦覧等 2 独立行政法人等
全独立行政法人等
（192法人）

○（全府省） 21 環境省 4 無

212231 12 総務省 手数料に関する定めの閲覧
独立行政法人等の保有す
る個人情報の保護に関す
る法律

2003 1 法律 59 26 3 3 縦覧等 2 独立行政法人等
全独立行政法人等
（192法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212232 12 総務省 個人情報ファイル簿の公表
独立行政法人等の保有す
る個人情報の保護に関す
る法律施行令

2003 2 政令 549 4 5 3 縦覧等 2 独立行政法人等
全独立行政法人等
（192法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212233 12 総務省
職員に対する監事の事務及び事業の報告等
の請求

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 19 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 事務及び事業についての報告等 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

212234 12 総務省 子法人に対する監事の事業の報告等の請求 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 19 7
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212235 12 総務省 子法人による事業の報告等の請求の拒否 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 19 8
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212236 12 総務省
監査結果に基づく法人の長又は主務大臣へ
の意見提出

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 19 9 1 申請等 2 独立行政法人等
4-1 国又は独立行政
法人等

独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212237 12 総務省
役員の不正行為等に係る監事の法人の長へ
の報告

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 19 2 1 申請等 2 独立行政法人等 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212238 12 総務省 法人の長による役員の任命 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 20 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212239 12 総務省 監事に対する役員の報告 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 21 5 1 申請等 2 独立行政法人等 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212243 12 総務省 財務諸表等の閲覧 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 38 3 3 縦覧等 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212244 12 総務省
会計監査人による会計帳簿等の閲覧及び謄
写、会計に関する報告の請求

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 39 2 3 縦覧等 6 民間事業者等
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

212245 12 総務省 会計監査人の監事に対する報告 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 39 2 1 1 申請等 6 民間事業者等 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212246 12 総務省 会計監査人の独立行政法人への通知 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 41 2 1 申請等 6 民間事業者等 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

212248 12 総務省
中期目標管理法人の役職員に対する再就職
者による法令等違反行為の依頼等の届出

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 50 6 1 1 申請等 2 独立行政法人等 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全中期目標
管理法人（53法人）

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212249 12 総務省
中期目標管理法人の役職員における営利企
業等への再就職の届出

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 50 7 1 1 申請等 2 独立行政法人等 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全中期目標
管理法人（53法人）

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212250 12 総務省
国立研究開発法人の役職員に対する再就職
者による法令等違反行為の依頼等の届出

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 50 11 1 申請等 2 独立行政法人等 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全国立研究
開発法人（27法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212251 12 総務省
国立研究開発法人の役職員における営利企
業等への再就職の届出

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 50 11 1 申請等 2 独立行政法人等 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全国立研究
開発法人（27法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212258 12 総務省 代理人の選任 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 25
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212259 12 総務省 職員の任命 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 26
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

212322 12 総務省
中期目標管理法人の役員の兼職に係る任命
権者の承認

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 50 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全中期目標
管理法人（53法人）

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212323 12 総務省
国立研究開発法人の役員の兼職に係る任命
権者の承認

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 50 11
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全国立研究
開発法人（27法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212333 12 総務省 財務諸表の提出 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 38 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

財務諸表等 1 OD
https://www.nie
s.go.jp/kihon/zai
mu/index.html
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212344 12 総務省
行政執行法人の役員の兼職に係る任命権者
の承認

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 53 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全行政執行
法人（7法人）

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212348 12 総務省 審理員の指名 行政不服審査法 2014 1 法律 68 9 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212349 12 総務省 審理員の指名した旨の通知 行政不服審査法 2014 1 法律 68 9 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212350 12 総務省 総代の互選命令 行政不服審査法 2014 1 法律 68 11 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため
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府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続
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212351 12 総務省 代理人の参加の許可 行政不服審査法 2014 1 法律 68 12 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212352 12 総務省 代理人の参加の求め 行政不服審査法 2014 1 法律 68 12 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212353 12 総務省 裁決をする権限の引継ぎ 行政不服審査法 2014 1 法律 68 14
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212354 12 総務省
裁決をする権限の引継ぎを受けた行政庁か
らの通知

行政不服審査法 2014 1 法律 68 14
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212357 12 総務省 口頭による審査請求 行政不服審査法 2014 1 法律 68 20 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212358 12 総務省 処分庁等から審査庁への審査請求書の送付 行政不服審査法 2014 1 法律 68 21 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212359 12 総務省
誤って教示された場合の行政庁から審査庁
等への審査請求書の送付

行政不服審査法 2014 1 法律 68 22 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212360 12 総務省
誤って教示された場合の行政庁から審査請
求人への通知

行政不服審査法 2014 1 法律 68 22 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212361 12 総務省
誤って教示された場合の処分庁から審査庁
への審査請求書の送付

行政不服審査法 2014 1 法律 68 22 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212362 12 総務省
誤って教示された場合の処分庁から審査請
求人への通知

行政不服審査法 2014 1 法律 68 22 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212363 12 総務省
誤って再調査の請求をすることができると教
示された場合の処分庁から審査庁への再調
査の請求書等の送付

行政不服審査法 2014 1 法律 68 22 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212364 12 総務省
誤って再調査の請求をすることができると教
示された場合の処分庁から請求人への通知

行政不服審査法 2014 1 法律 68 22 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212365 12 総務省

再調査の請求ができる処分につき、誤って審
査請求をできると教示しなかった場合におけ
る再調査の請求があった場合の、請求人か
らの審査請求と見なすことを求める申立て

行政不服審査法 2014 1 法律 68 22 4 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212366 12 総務省

再調査の請求ができる処分につき、誤って審
査請求をできると教示しなかった場合におけ
る再調査の請求があった場合の、処分庁か
ら審査庁への請求書等の送付

行政不服審査法 2014 1 法律 68 22 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212367 12 総務省

再調査の請求ができる処分につき、誤って審
査請求をできると教示しなかった場合におけ
る再調査の請求があった場合の、処分庁か
ら請求人への通知

行政不服審査法 2014 1 法律 68 22 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212368 12 総務省 補正命令 行政不服審査法 2014 1 法律 68 23
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212369 12 総務省 処分庁への審査請求書の送付 行政不服審査法 2014 1 法律 68 29 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212370 12 総務省 弁明書の提出の求め 行政不服審査法 2014 1 法律 68 29 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212371 12 総務省 弁明書の提出 行政不服審査法 2014 1 法律 68 29 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212373 12 総務省 弁明書の送付 行政不服審査法 2014 1 法律 68 29 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212374 12 総務省 反論書の提出 行政不服審査法 2014 1 法律 68 30 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212375 12 総務省 反論書の提出の求め 行政不服審査法 2014 1 法律 68 30 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212376 12 総務省 意見書の提出 行政不服審査法 2014 1 法律 68 30 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212377 12 総務省 意見書の提出期限の通知 行政不服審査法 2014 1 法律 68 30 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212378 12 総務省 反論書等の送付 行政不服審査法 2014 1 法律 68 30 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212379 12 総務省 処分庁による証拠書類等の提出 行政不服審査法 2014 1 法律 68 32 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212380 12 総務省 証拠書類等の提出の求め 行政不服審査法 2014 1 法律 68 32 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212381 12 総務省 物件の提出要求の申立て 行政不服審査法 2014 1 法律 68 33 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212382 12 総務省 物件の提出要求 行政不服審査法 2014 1 法律 68 33
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212384 12 総務省 検証の日時の通知 行政不服審査法 2014 1 法律 68 35 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212385 12 総務省 質問の申立て 行政不服審査法 2014 1 法律 68 36 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212386 12 総務省 質問の実施 行政不服審査法 2014 1 法律 68 36
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212387 12 総務省 審理手続の申立てに関する意見の聴取 行政不服審査法 2014 1 法律 68 37 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212388 12 総務省 審理手続の期日等の通知 行政不服審査法 2014 1 法律 68 37 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212389 12 総務省 提出書類等の閲覧等の求め 行政不服審査法 2014 1 法律 68 38 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212390 12 総務省 提出書類等の閲覧等の実施 行政不服審査法 2014 1 法律 68 38 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212391 12 総務省 提出人の意見の聴取 行政不服審査法 2014 1 法律 68 38 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212392 12 総務省 閲覧の日時の指定 行政不服審査法 2014 1 法律 68 38 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212393 12 総務省 執行停止の意見書の提出 行政不服審査法 2014 1 法律 68 40
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212394 12 総務省 審理手続の終結等の通知 行政不服審査法 2014 1 法律 68 41 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212395 12 総務省 審理員意見書の作成 行政不服審査法 2014 1 法律 68 42 1 4 作成・保存等
4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212396 12 総務省 審理員意見書の提出 行政不服審査法 2014 1 法律 68 42 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212397 12 総務省 行政不服審査会等への諮問 行政不服審査法 2014 1 法律 68 43 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212399 12 総務省 諮問した旨等の通知 行政不服審査法 2014 1 法律 68 43 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212400 12 総務省 裁決 行政不服審査法 2014 1 法律 68 50 1 4 作成・保存等
4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212401 12 総務省 再審査請求ができる旨等の教示 行政不服審査法 2014 1 法律 68 50 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212402 12 総務省 裁決の送達 行政不服審査法 2014 1 法律 68 51 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212403 12 総務省 裁決書謄本の参加人等への送付 行政不服審査法 2014 1 法律 68 51 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212404 12 総務省 利害関係人に対する処分の取消し等の通知 行政不服審査法 2014 1 法律 68 52 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212406 12 総務省
誤った教示をした場合の審査庁から処分庁
への審査請求書等の送付

行政不服審査法 2014 1 法律 68 55 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212407 12 総務省 再調査請求の三月後の教示 行政不服審査法 2014 1 法律 68 57
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212408 12 総務省 再調査の請求に対する決定 行政不服審査法 2014 1 法律 68 60 1 4 作成・保存等
4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212409 12 総務省 原裁決に係る裁決書の送付の求め 行政不服審査法 2014 1 法律 68 63
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212410 12 総務省 審査請求人及び参加人への審査会の調査 行政不服審査法 2014 1 法律 68 74
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212411 12 総務省 意見の陳述の申立て 行政不服審査法 2014 1 法律 68 75 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212412 12 総務省 補佐人と出頭することの許可 行政不服審査法 2014 1 法律 68 75 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212413 12 総務省 主張書面等の提出 行政不服審査法 2014 1 法律 68 76 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212414 12 総務省 提出書類の閲覧等の求め 行政不服審査法 2014 1 法律 68 78 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212415 12 総務省 提出書類の閲覧等の実施 行政不服審査法 2014 1 法律 68 78 1 3 縦覧等
4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212416 12 総務省 答申書の送付等 行政不服審査法 2014 1 法律 68 79
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212417 12 総務省 不服申立てをすべき行政庁等の教示 行政不服審査法 2014 1 法律 68 82 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212418 12 総務省 処分庁からの不服申立書の送付 行政不服審査法 2014 1 法律 68 83 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212419 12 総務省 情報の提供の求め 行政不服審査法 2014 1 法律 68 84 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212422 12 総務省 手数料の減免の求め 行政不服審査法施行令 2015 2 政令 391 13 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212425 12 総務省
裁決をする権限の引継ぎ（第61条：再調査の
請求に準用 ）

行政不服審査法 2014 1 法律 68 14
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212426 12 総務省
裁決をする権限の引継ぎ（第66条第１項：再
審査請求に準用）

行政不服審査法 2014 1 法律 68 14
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212427 12 総務省
裁決をする権限の引継ぎを受けた行政庁か
らの通知（第61条：再調査に準用 ）

行政不服審査法 2014 1 法律 68 14
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212428 12 総務省
裁決をする権限の引継ぎを受けた行政庁か
らの通知（第66条第１項：再審査請求に準
用）

行政不服審査法 2014 1 法律 68 14
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212431 12 総務省 審査請求書の提出（第61条：再調査に準用） 行政不服審査法 2014 1 法律 68 19 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212432 12 総務省
審査請求書の提出（第66条第1項：再審査請
求に準用）

行政不服審査法 2014 1 法律 68 19 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212433 12 総務省
口頭による審査請求（第61条：再調査に準
用）

行政不服審査法 2014 1 法律 68 20 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212434 12 総務省
口頭による審査請求（第66条第1項：再審査
請求に準用）

行政不服審査法 2014 1 法律 68 20 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212435 12 総務省
処分庁等から審査庁への審査請求書の送付
（第66条第1項：再審査請求に準用）

行政不服審査法 2014 1 法律 68 21 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212438 12 総務省
処分庁への審査請求書の送付（第66条：再
審査請求に準用）

行政不服審査法 2014 1 法律 68 29 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212439 12 総務省
意見書の提出（第66条第1項：再審査請求に
準用）

行政不服審査法 2014 1 法律 68 30 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212441 12 総務省
反論書等の送付（第66条第1項：再審査請求
に準用）

行政不服審査法 2014 1 法律 68 30 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212442 12 総務省
処分庁による証拠書類等の提出（第66条：再
審査請求に準用）

行政不服審査法 2014 1 法律 68 32 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212443 12 総務省
物件の提出要求の申立て（第66条第1項：再
審査請求に準用）

行政不服審査法 2014 1 法律 68 33 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212444 12 総務省
物件の提出要求（第66条第1項：再審査請求
に準用）

行政不服審査法 2014 1 法律 68 33
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212445 12 総務省
提出書類等の閲覧等の求め（第66条第1項：
再審査請求に準用）

行政不服審査法 2014 1 法律 68 38 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212446 12 総務省
提出書類等の閲覧等の実施（第66条第1項：
再審査請求に準用）

行政不服審査法 2014 1 法律 68 38 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212447 12 総務省
執行停止の意見書の提出（第66条第1項：再
審査請求に準用）

行政不服審査法 2014 1 法律 68 40
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212448 12 総務省
審理員意見書の作成（第66条第1項：再審査
請求に準用）

行政不服審査法 2014 1 法律 68 42 1 4 作成・保存等
4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212449 12 総務省
審理員意見書の提出（第66条第1項：再審査
請求に準用）

行政不服審査法 2014 1 法律 68 42 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212450 12 総務省 裁決（第66条第1項：再審査請求に準用） 行政不服審査法 2014 1 法律 68 50 1 4 作成・保存等
4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212452 12 総務省 裁決の送達（第61条：再調査に準用） 行政不服審査法 2014 1 法律 68 51 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212453 12 総務省 裁決の送達（第66条：再審査請求に準用） 行政不服審査法 2014 1 法律 68 51 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212454 12 総務省
裁決書謄本の参加人等への送付（第61条：
再調査に準用）

行政不服審査法 2014 1 法律 68 51 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212455 12 総務省
裁決書謄本の参加人等への送付（第66条：
再審査請求に準用）

行政不服審査法 2014 1 法律 68 51 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212461 12 総務省
代表者等の資格の喪失の届出（第18条：再
調査に準用）

行政不服審査法施行令 2015 2 政令 391 3 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212462 12 総務省
代表者等の資格の喪失の届出（第19条：再
審査に準用）

行政不服審査法施行令 2015 2 政令 391 3 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212468 12 総務省
手数料の減免の求め（第19条：再審査に準
用）

行政不服審査法施行令 2015 2 政令 391 13 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212469 12 総務省
手数料の減免の求め（第23条：提出資料の
交付に準用）

行政不服審査法施行令 2015 2 政令 391 13 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212473 12 総務省 審理員の指名（第66条：再審査請求に準用） 行政不服審査法 2014 1 法律 68 9 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212474 12 総務省
審理員の指名した旨の通知（第66条：再審査
請求に準用）

行政不服審査法 2014 1 法律 68 9 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212477 12 総務省 利害関係人の審査請求への参加の求め 行政不服審査法 2014 1 法律 68 13 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212483 12 総務省 職権による質問の実施 行政不服審査法 2014 1 法律 68 36
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212484 12 総務省 審査庁への審査会の調査 行政不服審査法 2014 1 法律 68 74
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212485 12 総務省 情報の提供の求めに対する情報の提供 行政不服審査法 2014 1 法律 68 84
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212487 12 総務省 基本計画の通知
行政機関が行う政策の評
価に関する法律

2001 1 法律 86 6 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 4 その他
各府省で公表しているも
のであり、政策評価課は
公表を担当していない。

212488 12 総務省 基本計画の変更の通知
行政機関が行う政策の評
価に関する法律

2001 1 法律 86 6 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 4 その他
各府省で公表しているも
のであり、政策評価課は
公表を担当していない。

212489 12 総務省 実施計画の通知及び変更の通知
行政機関が行う政策の評
価に関する法律

2001 1 法律 86 7 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 4 その他
各府省で公表しているも
のであり、政策評価課は
公表を担当していない。

212490 12 総務省
行政機関の長による総務大臣への評価書の
送付

行政機関が行う政策の評
価に関する法律

2001 1 法律 86 10 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 4 その他
各府省で公表しているも
のであり、政策評価課は
公表を担当していない。

212491 12 総務省
政策評価の結果の政策への反映状況の通
知

行政機関が行う政策の評
価に関する法律

2001 1 法律 86 11
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 4 その他
各府省で公表しているも
のであり、政策評価課は
公表を担当していない。

212494 12 総務省 基幹統計調査の承認申請 統計法 2007 1 法律 53 9 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 所管府省管理のため
212496 12 総務省 基幹統計調査の変更又は中止の承認申請 統計法 2007 1 法律 53 11 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 所管府省管理のため
212497 12 総務省 一般統計調査の承認申請 統計法 2007 1 法律 53 19 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 所管府省管理のため
212498 12 総務省 一般統計調査の変更の承認申請 統計法 2007 1 法律 53 21 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 所管府省管理のため
212499 12 総務省 一般統計調査の中止の通知 統計法 2007 1 法律 53 21 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 所管府省管理のため
212501 12 総務省 基幹統計の作成方法の通知 統計法 2007 1 法律 53 26 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

212502 12 総務省
事業所母集団データベースに記録されている
情報の提供の受領

統計法 2007 1 法律 53 27 2 1 申請等
4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

1 国 日本銀行 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

212503 12 総務省
他の行政機関への行政記録情報の提供の
要請

統計法 2007 1 法律 53 29 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

212504 12 総務省
他の行政機関への調査、報告その他の協力
の要請

統計法 2007 1 法律 53 29 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

212505 12 総務省 関係者への協力の要請 統計法 2007 1 法律 53 30 1 1 申請等 1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

212506 12 総務省 調査票情報の提供 統計法 2007 1 法律 53 33 1 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

7 国民等、民間事業者
等

日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請様式等 11 該当なし 2 無 備考Ｃ参照

調査票情報の提供に係る
データの公開、非公開に
ついては、政府統計共同
利用システム等を所掌す
る、所管府省の総務省が
回答すべき事項と考えま
す。



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

212507 12 総務省 委託による統計の作成等に係る申出 統計法施行規則 2008 3 省令又は規則 145 25 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-1 国又は独立行政
法人等

日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

212508 12 総務省
委託による統計の作成等に係る申出の訂正
等の要求

統計法施行規則 2008 3 省令又は規則 145 25 3 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

7 国民等、民間事業者
等

日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

212509 12 総務省 委託による統計の作成等を行う旨の通知 統計法施行規則 2008 3 省令又は規則 145 26 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

7 国民等、民間事業者
等

日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

212510 12 総務省
委託による統計の作成等を行う際の契約書
の提出

統計法施行規則 2008 3 省令又は規則 145 26 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-1 国又は独立行政
法人等

日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

212511 12 総務省
委託による統計の作成等の利用実績報告書
の提出

統計法施行規則 2008 3 省令又は規則 145 32 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-1 国又は独立行政
法人等

日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

212614 12 総務省 必要な調査実施の申立
鉱業等に係る土地利用の
調整手続等に関する法律

1950 1 法律 292 33 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

212615 12 総務省 代理人の権限の証明
鉱業等に係る土地利用の
調整手続等に関する法律

1950 1 法律 292 38 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

212617 12 総務省 新しい証拠の申出
鉱業等に係る土地利用の
調整手続等に関する法律

1950 1 法律 292 53 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212618 12 総務省 新しい証拠の申出の理由の疎明
鉱業等に係る土地利用の
調整手続等に関する法律

1950 1 法律 292 53 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212619 12 総務省 除斥・忌避の原因の疎明等
鉱業等に係る土地利用の
調整手続等に関する法律
の施行等に関する規則

1951 3 省令又は規則 2 1 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

212620 12 総務省 準備書面の提出
鉱業等に係る土地利用の
調整手続等に関する法律
の施行等に関する規則

1951 3 省令又は規則 2 14 2 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

212621 12 総務省 反論のための準備書面の提出・証拠の添付
鉱業等に係る土地利用の
調整手続等に関する法律
の施行等に関する規則

1951 3 省令又は規則 2 14 4 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

212627 12 総務省 証拠説明書の提出
鉱業等に係る土地利用の
調整手続等に関する法律
の施行等に関する規則

1951 3 省令又は規則 2 14 10 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

212628 12 総務省 文書等の写しの提出
鉱業等に係る土地利用の
調整手続等に関する法律
の施行等に関する規則

1951 3 省令又は規則 2 14 10 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

212629 12 総務省 証拠説明書等の直送
鉱業等に係る土地利用の
調整手続等に関する法律
の施行等に関する規則

1951 3 省令又は規則 2 14 10 3
2-3 交付等（民間手
続）

7 国民等、民間事業者
等

7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212630 12 総務省
主務大臣に対するレイアウト事業所の新設に
関する計画の届出

石油コンビナート等災害防
止法

1950 1 法律 84 5 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 届出書 7 インフラ 3 防災 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

212631 12 総務省
主務大臣に対するレイアウト事業所の経過措
置に関する届出

石油コンビナート等災害防
止法

1950 1 法律 84 6 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

212632 12 総務省
主務大臣に対するレイアウト事業所の変更に
関する計画の届出

石油コンビナート等災害防
止法

1950 1 法律 84 7 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 届出書 7 インフラ 3 防災 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

212633 12 総務省 主務大臣に対する氏名等の変更の届出
石油コンビナート等災害防
止法

1950 1 法律 84 13 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 届出書 7 インフラ 3 防災 2 無 3 非公開 4 その他 他省庁管理のため不明

212634 12 総務省 主務大臣に対する地位の承継の届出
石油コンビナート等災害防
止法

1950 1 法律 84 14 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 届出書 7 インフラ 3 防災 2 無 3 非公開 4 その他 他省庁管理のため不明

212635 12 総務省
主務大臣に対するレイアウト事業所の新設又
は変更に関する確認の届出

石油コンビナート等災害防
止法

1950 1 法律 84 11 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 届出書 7 インフラ 3 防災 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

212640 12 総務省 法人文書の開示請求
独立行政法人等の保有す
る情報の公開に関する法
律

2001 1 法律 140 4 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

2 独立行政法人等
全独立行政法人等
（計193法人）

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

212643 12 総務省 諮問したことの通知
行政機関の保有する情報
の公開に関する法律

1999 1 法律 42 19 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212645 12 総務省 諮問したことの通知
行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律

2003 1 法律 58 43 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212647 12 総務省 法人文書に係る更なる開示の申出
独立行政法人等の保有す
る情報の公開に関する法
律

2001 1 法律 140 15 5 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

2 独立行政法人等
全独立行政法人等
（計193法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212653 12 総務省 必要な調査実施の申立
鉱業等に係る土地利用の
調整手続等に関する法律
の施行等に関する規則

1951 3 省令又は規則 2 14 11 3
2-3 交付等（民間手
続）

7 国民等、民間事業者
等

7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

212656 12 総務省 原本の提出命令に基づく提出
鉱業等に係る土地利用の
調整手続等に関する法律
の施行等に関する規則

1951 3 省令又は規則 2 14 10 6 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

212657 12 総務省 謄本・抄本の提出の求めに基づく提出
鉱業等に係る土地利用の
調整手続等に関する法律
の施行等に関する規則

1951 3 省令又は規則 2 14 10 7 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

212658 12 総務省 内容説明書の提出の求めに基づく提出
鉱業等に係る土地利用の
調整手続等に関する法律
の施行等に関する規則

1951 3 省令又は規則 2 14 10 8 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

212659 12 総務省 調査票情報の提供に係る申出 統計法施行規則 2008 3 省令又は規則 145 8 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-1 国又は独立行政
法人等

日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申出様式等 11 該当なし 2 無 備考Ｃ参照

調査票情報の提供に係る
データの公開、非公開に
ついては、政府統計共同
利用システム等を所掌す
る、所管府省の総務省が
回答すべき事項と考えま
す。

212660 12 総務省
調査票情報の提供に係る申出の訂正等の要
求

統計法施行規則 2008 3 省令又は規則 145 8 3 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

7 国民等、民間事業者
等

日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申出様式等 11 該当なし 2 無 備考Ｃ参照

調査票情報の提供に係る
データの公開、非公開に
ついては、政府統計共同
利用システム等を所掌す
る、所管府省の総務省が
回答すべき事項と考えま
す。

212661 12 総務省 調査票情報の提供を行う旨の通知 統計法施行規則 2008 3 省令又は規則 145 9 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

7 国民等、民間事業者
等

日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 通知様式等 11 該当なし 2 無 備考Ｃ参照

調査票情報の提供に係る
データの公開、非公開に
ついては、政府統計共同
利用システム等を所掌す
る、所管府省の総務省が
回答すべき事項と考えま
す。

212662 12 総務省 調査票情報の提供を行う際の依頼書の提出 統計法施行規則 2008 3 省令又は規則 145 9 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-1 国又は独立行政
法人等

日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 依頼書様式等 11 該当なし 2 無 備考Ｃ参照

調査票情報の提供に係る
データの公開、非公開に
ついては、政府統計共同
利用システム等を所掌す
る、所管府省の総務省が
回答すべき事項と考えま
す。

212663 12 総務省
調査票情報を利用して作成した統計等の提
出

統計法施行規則 2008 3 省令又は規則 145 14 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-1 国又は独立行政
法人等

日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 報告様式等 11 該当なし 2 無 備考Ｃ参照

調査票情報の提供に係る
データの公開、非公開に
ついては、政府統計共同
利用システム等を所掌す
る、所管府省の総務省が
回答すべき事項と考えま
す。

212664 12 総務省 調査票情報の提供 統計法 2007 1 法律 53 33 2 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

7 国民等、民間事業者
等

日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

212665 12 総務省 調査票情報の提供に係る申出 統計法施行規則 2008 3 省令又は規則 145 17 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-1 国又は独立行政
法人等

日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

212666 12 総務省
調査票情報の提供に係る申出の訂正等の要
求

統計法施行規則 2008 3 省令又は規則 145 17 3 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

7 国民等、民間事業者
等

日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

212667 12 総務省 調査票情報の提供を行う旨の通知 統計法施行規則 2008 3 省令又は規則 145 18 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

7 国民等、民間事業者
等

日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

212668 12 総務省 調査票情報の提供を行う際の依頼書の提出 統計法施行規則 2008 3 省令又は規則 145 18 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-1 国又は独立行政
法人等

日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

212669 12 総務省
調査票情報を利用して作成した統計等の提
出

統計法施行規則 2008 3 省令又は規則 145 22 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-1 国又は独立行政
法人等

日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

212670 12 総務省 匿名データの提供 統計法 2007 1 法律 53 36 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

7 国民等、民間事業者
等

日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

212671 12 総務省 匿名データの提供に係る申出 統計法施行規則 2008 3 省令又は規則 145 33 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-1 国又は独立行政
法人等

日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

212672 12 総務省
匿名データの提供に係る申出の訂正等の要
求

統計法施行規則 2008 3 省令又は規則 145 33 3 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

7 国民等、民間事業者
等

日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

212673 12 総務省 匿名データの提供を行う旨の通知 統計法施行規則 2008 3 省令又は規則 145 34 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

7 国民等、民間事業者
等

日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

212674 12 総務省 匿名データの提供を行う際の依頼書の提出 統計法施行規則 2008 3 省令又は規則 145 34 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-1 国又は独立行政
法人等

日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

212675 12 総務省 匿名データを利用して作成した統計等の提出 統計法施行規則 2008 3 省令又は規則 145 38 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-1 国又は独立行政
法人等

日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

212676 12 総務省
行政文書に係る開示請求に対する決定及び
通知（全部開示・部分開示）

行政機関の保有する情報
の公開に関する法律

1999 1 法律 42 9 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212677 12 総務省
行政文書に係る開示請求に対する決定及び
通知（不開示）

行政機関の保有する情報
の公開に関する法律

1999 1 法律 42 9 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212678 12 総務省
行政文書に係る開示実施手数料の減額又は
免除

行政機関の保有する情報
の公開に関する法律

1999 1 法律 42 16 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212679 12 総務省
法人文書に係る開示請求に対する決定及び
通知（全部開示・部分開示）

独立行政法人等の保有す
る情報の公開に関する法
律

2001 1 法律 140 9 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等
7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等
（計193法人）

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

212680 12 総務省
法人文書に係る開示請求に対する決定及び
通知（不開示）

独立行政法人等の保有す
る情報の公開に関する法
律

2001 1 法律 140 9 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等
7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等
（計193法人）

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

212681 12 総務省
法人文書に係る開示実施手数料の減額又は
免除

独立行政法人等の保有す
る情報の公開に関する法
律

2001 1 法律 140 17 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等
7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等
（計193法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212682 12 総務省
開示請求に対する決定及び通知（全部開示
又は一部開示）

行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律

2003 1 法律 58 18 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212683 12 総務省 開示請求に対する決定及び通知（不開示）
行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律

2003 1 法律 58 18 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212684 12 総務省 訂正請求に対する決定及び通知（訂正）
行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律

2003 1 法律 58 30 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212685 12 総務省 訂正請求に対する決定及び通知（不訂正）
行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律

2003 1 法律 58 30 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212686 12 総務省
利用停止請求に対する決定及び通知（利用
停止）

行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律

2003 1 法律 58 39 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212687 12 総務省
利用停止請求に対する決定及び通知（不利
用停止）

行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律

2003 1 法律 58 39 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212688 12 総務省
開示請求に対する決定及び通知（全部開示
又は一部開示）

独立行政法人等の保有す
る個人情報の保護に関す
る法律

2003 1 法律 59 18 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 5 国民等
全独立行政法人等
（192法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212689 12 総務省 開示請求に対する決定及び通知（不開示）
独立行政法人等の保有す
る個人情報の保護に関す
る法律

2003 1 法律 59 18 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 5 国民等
全独立行政法人等
（192法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212690 12 総務省 訂正請求に対する決定及び通知（訂正）
独立行政法人等の保有す
る個人情報の保護に関す
る法律

2003 1 法律 59 30 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 5 国民等
全独立行政法人等
（192法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212691 12 総務省 訂正請求に対する決定及び通知（不訂正）
独立行政法人等の保有す
る個人情報の保護に関す
る法律

2003 1 法律 59 30 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 5 国民等
全独立行政法人等
（192法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212692 12 総務省
利用停止請求に対する決定及び通知（利用
停止）

独立行政法人等の保有す
る個人情報の保護に関す
る法律

2003 1 法律 59 39 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 5 国民等
全独立行政法人等
（192法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212693 12 総務省
利用停止請求に対する決定及び通知（不利
用停止）

独立行政法人等の保有す
る個人情報の保護に関す
る法律

2003 1 法律 59 39 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 5 国民等
全独立行政法人等
（192法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212694 12 総務省 諮問したことの通知
独立行政法人等の保有す
る個人情報の保護に関す
る法律

2003 1 法律 59 43 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等
7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等
（192法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212695 12 総務省 保有個人情報の受領者に対する措置要求
行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律

2003 1 法律 58 9
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等
（192法人）

4 地方の事務でない ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212696 12 総務省 開示請求に係る補正の求め
行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律

2003 1 法律 58 13 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212697 12 総務省 開示決定等の期限延長の通知
行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律

2003 1 法律 58 19 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212698 12 総務省
開示決定等の期限の特例を適用する旨の通
知

行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律

2003 1 法律 58 20
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212699 12 総務省 開示請求に係る事案の移送（対行政機関）
行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律

2003 1 法律 58 21 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212700 12 総務省
開示請求に係る事案を移送した旨の通知（対
行政機関）

行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律

2003 1 法律 58 21 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212701 12 総務省
開示請求に係る事案の移送（対独立行政法
人等）

行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律

2003 1 法律 58 22 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
全独立行政法人等
（192法人）

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212702 12 総務省
開示請求に係る事案を移送した旨の通知（対
独立行政法人等）

行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律

2003 1 法律 58 22 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212703 12 総務省 意見書提出の機会付与の通知（任意的）
行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律

2003 1 法律 58 23 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212704 12 総務省 意見書提出の機会付与の通知（必要的）
行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律

2003 1 法律 58 23 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212705 12 総務省
反対意見書提出者に対する開示決定した旨
の通知

行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律

2003 1 法律 58 23 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212706 12 総務省 訂正請求に係る補正の求め
行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律

2003 1 法律 58 28 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212707 12 総務省 訂正決定等の期限延長の通知
行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律

2003 1 法律 58 31 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212708 12 総務省
訂正決定等の期限の特例を適用する旨の通
知

行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律

2003 1 法律 58 32
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212709 12 総務省 訂正請求に係る事案の移送（対行政機関）
行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律

2003 1 法律 58 33 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212710 12 総務省
訂正請求に係る事案を移送した旨の通知（対
行政機関）

行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律

2003 1 法律 58 33 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212711 12 総務省
訂正請求に係る事案の移送（対独立行政法
人等）

行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律

2003 1 法律 58 34 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
全独立行政法人等
（192法人）

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212712 12 総務省
訂正請求に係る事案を移送した旨の通知（対
独立行政法人等）

行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律

2003 1 法律 58 34 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212713 12 総務省 訂正を実施した旨の通知
行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律

2003 1 法律 58 35
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等
（192法人）

4 地方の事務でない ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212714 12 総務省 利用停止請求に係る補正の求め
行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律

2003 1 法律 58 37 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212715 12 総務省 利用停止決定等の期限延長の通知
行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律

2003 1 法律 58 40 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212716 12 総務省
利用停止決定等の期限の特例を適用する旨
の通知

行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律

2003 1 法律 58 41
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212717 12 総務省 審査会への諮問
行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律

2003 1 法律 58 43 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212720 12 総務省 保有個人情報の受領者に対する措置要求
独立行政法人等の保有す
る個人情報の保護に関す
る法律

2003 1 法律 59 10
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等
4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等
（192法人）

4 地方の事務でない ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212721 12 総務省 開示請求に係る補正の求め
独立行政法人等の保有す
る個人情報の保護に関す
る法律

2003 1 法律 59 13 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 5 国民等
全独立行政法人等
（192法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212722 12 総務省 開示決定等の期限延長の通知
独立行政法人等の保有す
る個人情報の保護に関す
る法律

2003 1 法律 59 19 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 5 国民等
全独立行政法人等
（192法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212723 12 総務省
開示決定等の期限の特例を適用する旨の通
知

独立行政法人等の保有す
る個人情報の保護に関す
る法律

2003 1 法律 59 20
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 5 国民等
全独立行政法人等
（192法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212724 12 総務省
開示請求に係る事案の移送（対独立行政法
人等）

独立行政法人等の保有す
る個人情報の保護に関す
る法律

2003 1 法律 59 21 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等 2 独立行政法人等
全独立行政法人等
（192法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212725 12 総務省
開示請求に係る事案を移送した旨の通知（対
独立行政法人等）

独立行政法人等の保有す
る個人情報の保護に関す
る法律

2003 1 法律 59 21 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 5 国民等
全独立行政法人等
（192法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

212726 12 総務省 開示請求に係る事案の移送（対行政機関）
独立行政法人等の保有す
る個人情報の保護に関す
る法律

2003 1 法律 59 22 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等 1 国
全独立行政法人等
（192法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212727 12 総務省
開示請求に係る事案を移送した旨の通知（対
行政機関）

独立行政法人等の保有す
る個人情報の保護に関す
る法律

2003 1 法律 59 22 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 5 国民等
全独立行政法人等
（192法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212728 12 総務省 意見書提出の機会付与の通知（任意的）
独立行政法人等の保有す
る個人情報の保護に関す
る法律

2003 1 法律 59 23 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等
7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等
（192法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212729 12 総務省 意見書提出の機会付与の通知（必要的）
独立行政法人等の保有す
る個人情報の保護に関す
る法律

2003 1 法律 59 23 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等
7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等
（192法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212730 12 総務省
反対意見書提出者に対する開示決定した旨
の通知

独立行政法人等の保有す
る個人情報の保護に関す
る法律

2003 1 法律 59 23 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等
7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等
（192法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212731 12 総務省 訂正請求に係る補正の求め
独立行政法人等の保有す
る個人情報の保護に関す
る法律

2003 1 法律 59 28 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 5 国民等
全独立行政法人等
（192法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212732 12 総務省 訂正決定等の期限延長の通知
独立行政法人等の保有す
る個人情報の保護に関す
る法律

2003 1 法律 59 31 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 5 国民等
全独立行政法人等
（192法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212733 12 総務省
訂正決定等の期限の特例を適用する旨の通
知

独立行政法人等の保有す
る個人情報の保護に関す
る法律

2003 1 法律 59 32
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 5 国民等
全独立行政法人等
（192法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212734 12 総務省
訂正請求に係る事案の移送（対独立行政法
人等）

独立行政法人等の保有す
る個人情報の保護に関す
る法律

2003 1 法律 59 33 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等 2 独立行政法人等
全独立行政法人等
（192法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212735 12 総務省
訂正請求に係る事案を移送した旨の通知（対
独立行政法人等）

独立行政法人等の保有す
る個人情報の保護に関す
る法律

2003 1 法律 59 33 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 5 国民等
全独立行政法人等
（192法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212736 12 総務省 訂正請求に係る事案の移送（対行政機関）
独立行政法人等の保有す
る個人情報の保護に関す
る法律

2003 1 法律 59 34 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等 1 国
全独立行政法人等
（192法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212737 12 総務省
訂正請求に係る事案を移送した旨の通知（対
行政機関）

独立行政法人等の保有す
る個人情報の保護に関す
る法律

2003 1 法律 59 34 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 5 国民等
全独立行政法人等
（192法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212738 12 総務省 訂正を実施した旨の通知
独立行政法人等の保有す
る個人情報の保護に関す
る法律

2003 1 法律 59 35
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等
4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等
（192法人）

4 地方の事務でない ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212739 12 総務省 利用停止請求に係る補正の求め
独立行政法人等の保有す
る個人情報の保護に関す
る法律

2003 1 法律 59 37 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 5 国民等
全独立行政法人等
（192法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212740 12 総務省 利用停止決定等の期限延長の通知
独立行政法人等の保有す
る個人情報の保護に関す
る法律

2003 1 法律 59 40 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 5 国民等
全独立行政法人等
（192法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212741 12 総務省
利用停止決定等の期限の特例を適用する旨
の通知

独立行政法人等の保有す
る個人情報の保護に関す
る法律

2003 1 法律 59 41
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 5 国民等
全独立行政法人等
（192法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212742 12 総務省 審査会への諮問
独立行政法人等の保有す
る個人情報の保護に関す
る法律

2003 1 法律 59 43 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
全独立行政法人等
（192法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212743 12 総務省 開示請求に係る補正の求め
行政機関の保有する情報
の公開に関する法律

1999 1 法律 42 4 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212744 12 総務省 開示決定等の期限の延長の通知
行政機関の保有する情報
の公開に関する法律

1999 1 法律 42 10 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212745 12 総務省
開示決定等の期限の特例を適用する旨の通
知

行政機関の保有する情報
の公開に関する法律

1999 1 法律 42 11
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212746 12 総務省 開示請求に係る事案の移送（対行政機関）
行政機関の保有する情報
の公開に関する法律

1999 1 法律 42 12 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212747 12 総務省
開示請求に係る事案を移送した旨の通知（対
行政機関）

行政機関の保有する情報
の公開に関する法律

1999 1 法律 42 12 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212748 12 総務省 開示請求に係る事案の移送（対独法等）
行政機関の保有する情報
の公開に関する法律

1999 1 法律 42 12 2 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
全独立行政法人等
（計193法人）

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212749 12 総務省
開示請求に係る事案を移送した旨の通知（対
独法等）

行政機関の保有する情報
の公開に関する法律

1999 1 法律 42 12 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等
（計193法人）

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212750 12 総務省 意見書提出の機会付与の通知（任意的）
行政機関の保有する情報
の公開に関する法律

1999 1 法律 42 13 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212751 12 総務省 意見書提出の機会付与の通知（必要的）
行政機関の保有する情報
の公開に関する法律

1999 1 法律 42 13 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212752 12 総務省
反対意見書提出者に対する開示決定した旨
の通知

行政機関の保有する情報
の公開に関する法律

1999 1 法律 42 13 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212753 12 総務省 審査会への諮問
行政機関の保有する情報
の公開に関する法律

1999 1 法律 42 19 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

212754 12 総務省 開示請求に係る補正の求め
独立行政法人等の保有す
る情報の公開に関する法
律

2001 1 法律 140 4 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等
7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等
（計193法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212755 12 総務省 開示決定等の期限の延長の通知
独立行政法人等の保有す
る情報の公開に関する法
律

2001 1 法律 140 10 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等
7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等
（計193法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212756 12 総務省
開示決定等の期限の特例を適用する旨の通
知

独立行政法人等の保有す
る情報の公開に関する法
律

2001 1 法律 140 11
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等
7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等
（計193法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212757 12 総務省 開示請求に係る事案の移送（対独法等）
独立行政法人等の保有す
る情報の公開に関する法
律

2001 1 法律 140 12 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等 2 独立行政法人等
全独立行政法人等
（計193法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212758 12 総務省
開示請求に係る事案を移送した旨の通知（対
行政機関）

独立行政法人等の保有す
る情報の公開に関する法
律

2001 1 法律 140 12 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等
7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等
（計193法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212759 12 総務省 開示請求に係る事案の移送（対行政機関）
独立行政法人等の保有す
る情報の公開に関する法
律

2001 1 法律 140 13 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等 1 国
全独立行政法人等
（計193法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212760 12 総務省
開示請求に係る事案を移送した旨の通知（対
独法等）

独立行政法人等の保有す
る情報の公開に関する法
律

2001 1 法律 140 13 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等
7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等
（計193法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212761 12 総務省 意見書提出の機会付与の通知（任意的）
独立行政法人等の保有す
る情報の公開に関する法
律

2001 1 法律 140 14 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等
7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等
（計193法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212762 12 総務省 意見書提出の機会付与の通知（必要的）
独立行政法人等の保有す
る情報の公開に関する法
律

2001 1 法律 140 14 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等
7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等
（計193法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212763 12 総務省
反対意見書提出者に対する開示決定した旨
の通知

独立行政法人等の保有す
る情報の公開に関する法
律

2001 1 法律 140 14 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等
7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等
（計193法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212764 12 総務省 審査会への諮問
独立行政法人等の保有す
る情報の公開に関する法
律

2001 1 法律 140 19 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
全独立行政法人等
（計193法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

212765 12 総務省 諮問したことの通知
独立行政法人等の保有す
る情報の公開に関する法
律

2001 1 法律 140 19 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等
7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等
（計193法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

213001 13 法務省 電子債権記録業を営む者の指定 電子記録債権法 2007 1 法律 102 51 1 第51条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報又は法人や個人
の権利利益を害するおそ
れがあるものであり，第三
者への提供又は一般公開
すること予定されたもので
はないため。

213002 13 法務省 電子債権記録業の一部委託の承認 電子記録債権法 2007 1 法律 102 58 1 第58条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報又は法人や個人
の権利利益を害するおそ
れがあるものであり，第三
者への提供又は一般公開
すること予定されたもので
はないため。

213003 13 法務省 業務及び財産に関する報告書の提出 電子記録債権法 2007 1 法律 102 68 1 第68条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報又は法人や個人
の権利利益を害するおそ
れがあるものであり，第三
者への提供又は一般公開
すること予定されたもので
はないため。

213004 13 法務省 資本金額の変更（減少）の認可 電子記録債権法 2007 1 法律 102 69 1 第69条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

213005 13 法務省 資本金額の変更（増加）の届出 電子記録債権法 2007 1 法律 102 69 2 第69条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報又は法人や個人
の権利利益を害するおそ
れがあるものであり，第三
者への提供又は一般公開
すること予定されたもので
はないため。

213006 13 法務省 定款又は業務規程の変更の認可 電子記録債権法 2007 1 法律 102 70 第70条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報又は法人や個人
の権利利益を害するおそ
れがあるものであり，第三
者への提供又は一般公開
すること予定されたもので
はないため。

213007 13 法務省 電子債権記録業の休止の認可 電子記録債権法 2007 1 法律 102 71 第71条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

213008 13 法務省 商号等変更の届出 電子記録債権法 2007 1 法律 102 72 1 第72条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報又は法人や個人
の権利利益を害するおそ
れがあるものであり，第三
者への提供又は一般公開
すること予定されたもので
はないため。

213009 13 法務省 特定合併の認可 電子記録債権法 2007 1 法律 102 78 1 第78条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

213010 13 法務省 新設分割の認可 電子記録債権法 2007 1 法律 102 79 1 第79条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

213011 13 法務省 吸収分割の認可 電子記録債権法 2007 1 法律 102 80 1 第80条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

213012 13 法務省 事業譲渡の認可 電子記録債権法 2007 1 法律 102 81 1 第81条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

213013 13 法務省 解散等の認可 電子記録債権法 2007 1 法律 102 82 第82条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

213014 13 法務省 指定失効の届出 電子記録債権法 2007 1 法律 102 83 2 第83条第2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報又は法人や個人
の権利利益を害するおそ
れがあるものであり，第三
者への提供又は一般公開
すること予定されたもので
はないため。

213015 13 法務省 電子債権記録業の結了の届出 電子記録債権法施行規則 2008 3 省令又は規則 4 41 1
第41条第1項
内閣府・法務省令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報又は法人や個人
の権利利益を害するおそ
れがあるものであり，第三
者への提供又は一般公開
すること予定されたもので
はないため。

213016 13 法務省

電子債権記録機関の届出（１）代表者の氏名
の変更（２）取締役の担当業務を記載した書
面の記載事項の変更（３）使用人の確保状況
等を記載した書面の記載事項の変更（４）一
部委託の承認申請書に記載されている業務
を委託する相手方の商号等又は業務の委託
契約の内容を記載した書面等の記載事項の
変更（５）業務規程に基づく規則の設定、廃止
又は変更（６）電子債権記録機関における事
故の発生（７）電子債権記録機関における事
故の詳細

電子記録債権法施行規則 2008 3 省令又は規則 4 42 1
第42条第1項
内閣府・法務省令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報又は法人や個人
の権利利益を害するおそ
れがあるものであり，第三
者への提供又は一般公開
すること予定されたもので
はないため。

215001 15 財務省 戻入手続をした旨の通知 予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 35 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

215002 15 財務省 不納欠損の場合の書面の作成 歳入徴収官事務規程 1952 3 省令又は規則 141 27 1 4 作成・保存等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

215003 15 財務省 繰越計算書の送付 財政法 1947 1 法律 34 43 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし
215004 15 財務省 歳出予算繰越の財務大臣等への通知 財政法 1947 1 法律 34 43 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし
215005 15 財務省 繰越しの手続の事務委任にかかる通知 予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 25 4 5 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215006 15 財務省 譲与を求める申出
民間海外援助事業の推進
のための物品の譲与に関
する法律

1993 1 法律 80 2 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215007 15 財務省 援助事業実施の報告
民間海外援助事業の推進
のための物品の譲与に関
する法律

1993 1 法律 80 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215008 15 財務省 納入者への督促 歳入徴収官事務規程 1952 3 省令又は規則 141 21
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215009 15 財務省 納入告知書等の作成に必要な事項の記録 歳入徴収官事務規程 1952 3 省令又は規則 141 21 3 2 4 作成・保存等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし
215010 15 財務省 差額仕訳書の作成 歳入徴収官事務規程 1952 3 省令又は規則 141 35 1 4 作成・保存等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215011 15 財務省 帳簿への記載
国の債権の管理等に関す
る法律

1956 1 法律 114 11 4 作成・保存等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

215012 15 財務省 事務引継における書類の作成 出納官吏事務規程 1947 3 省令又は規則 95 72 4 作成・保存等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215013 15 財務省
保管金取扱店の変更に係る保管金現在額証
明書の交付

保管金払込事務等取扱規
程

1951 3 省令又は規則 30 13 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215014 15 財務省 現金出納簿の登記 予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 135 4 作成・保存等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215018 15 財務省 入札における応募 会計法 1947 1 法律 35 29 5 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215019 15 財務省 一般競争参加者の資格申請（建設工事） 予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 72 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215020 15 財務省
一般競争参加者の資格申請（設計・コンサル
タント）

予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 72 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215023 15 財務省 補助金等の交付の申請
補助金等に係る予算の執
行の適正化に関する法律

1955 1 法律 179 5 1 1 申請等
4-2 独立行政法人等
又は地方等

1 国 全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215024 15 財務省 補助金等の交付の決定の通知
補助金等に係る予算の執
行の適正化に関する法律

1955 1 法律 179 8 1
第10条第4項及び第17条
第4項により準用する場合
を含む。

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
4-2 独立行政法人等
又は地方等

全独立行政法人等 4 地方の事務でない ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215025 15 財務省 補助事業等の実績報告
補助金等に係る予算の執
行の適正化に関する法律

1955 1 法律 179 14
第16条第2項により準用
する場合を含む。

1 申請等
4-2 独立行政法人等
又は地方等

1 国 全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215026 15 財務省 補助金等の額の確定等の通知
補助金等に係る予算の執
行の適正化に関する法律

1955 1 法律 179 15
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
4-2 独立行政法人等
又は地方等

全独立行政法人等 4 地方の事務でない ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215027 15 財務省
行政機関の長等の国税庁長官に対する情報
提供の求め

行政手続における特定の
個人を識別するための番
号の利用等に関する法律

2013 1 法律 27 40 2 1 申請等
4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

1 国 全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省
行政機関の長等からの
情報提供の求め

○ 1 有（データベースでの管理）
行政機関の長等の国税庁長官に対
する情報提供の求めに係る件数等

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
3-1 データ変換の作業が
負担

215028 15 財務省 予定経費要求書等の送付 財政法 1947 1 法律 34 20 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
215029 15 財務省 支払計画の送付 財政法 1947 1 法律 34 34 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
215030 15 財務省 支出負担行為実施計画の送付 財政法 1947 1 法律 34 34 2 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
215031 15 財務省 予備費使用のための調書の送付 財政法 1947 1 法律 34 35 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
215032 15 財務省 予備費使用調書の送付 財政法 1947 1 法律 34 36 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
215033 15 財務省 決算報告書等の送付 財政法 1947 1 法律 34 37 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
215036 15 財務省 現金亡失の財務大臣通知 会計法 1947 1 法律 35 42 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
215037 15 財務省 予定経費要求書等の各目明細の送付 予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 12 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
215038 15 財務省 歳出予算等の各目の細分協議 予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 14 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215039 15 財務省
非特定議決の国庫債務負担行為調書の送
付

予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 18 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215040 15 財務省 歳入徴収額計算書の送付 予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 21 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215041 15 財務省 支出計算書の送付 予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 22 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

215043 15 財務省 歳入徴収事務の委任にかかる協議 予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 26 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無
215044 15 財務省 徴収済額報告書の送付 予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 36 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
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215045 15 財務省 徴収総報告書の送付 予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 37 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215046 15 財務省
支出負担行為の確認又は認証のための書類
の送付

予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 39 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215047 15 財務省 官署支出官等の官職氏名等の通知 予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 39 6 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215048 15 財務省
支払計画の示達に係るセンター支出官への
通知

予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 41 4 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215049 15 財務省 前渡資金の繰替使用に係る協議 予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 55 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無
215050 15 財務省 前金払に係る協議 予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 57 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無
215051 15 財務省 概算払に係る協議 予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 58 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
215052 15 財務省 支出総報告書の送付 予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 65 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
215053 15 財務省 低価格入札調査の基準金額に係る協議 予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 84 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215054 15 財務省 最低価格入札者排除に係る調書の提出 予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 90 1
関連法令：予算決算及び
会計令第90条第2項

1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215055 15 財務省 落札者の決定条件に係る協議 予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 91 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
215056 15 財務省 指名基準の財務大臣への通知 予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 96 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無
215057 15 財務省 契約書の作成省略基準の協議 予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 100 2 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215058 15 財務省
競争に参加させないことができる者について
の書面による財務大臣への報告

予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 102 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215059 15 財務省 競争参加資格の財務大臣協議 予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 102 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215060 15 財務省
指名競争又は随意契約によろうとする場合の
財務大臣協議

予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 102 4 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215061 15 財務省 収入官吏の出納計算書の提出 予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 120 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
215062 15 財務省 資金前渡官吏の出納計算書の提出 予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 121 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215063 15 財務省
歳入歳出外現金出納官吏の出納計算書の
提出

予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 122 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215064 15 財務省 分任出納官吏の出納計算報告書等の提出 予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 124 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215065 15 財務省
都道府県が行う歳入徴収及び歳出の支出事
務に係る事務範囲の財務大臣協議

予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 140 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215066 15 財務省
都道府県知事の同意又は不同意に係る通知
内容の財務大臣への通知

予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 140 6 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215067 15 財務省 前渡資金の繰替使用に係る財務大臣協議
予算決算及び会計令臨時
特例

1947 2 政令 558 1 2 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215068 15 財務省 前金払・概算払に係る財務大臣協議
予算決算及び会計令臨時
特例

1947 2 政令 558 4 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215069 15 財務省 随意契約実施に係る財務大臣協議
予算決算及び会計令臨時
特例

1947 2 政令 558 5 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215070 15 財務省
事実発生の財務大臣及び会計検査院への通
知

予算執行職員等の責任に
関する法律

1950 1 法律 172 4 4 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215071 15 財務省 口頭納告の出納官吏等への通知 歳入徴収官事務規程 1952 3 省令又は規則 141 10 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215072 15 財務省 支出官等への徴収決定外誤納の通知 歳入徴収官事務規程 1952 3 省令又は規則 141 13 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

215073 15 財務省
他の徴収官所属の歳入を誤納した場合の通
知

歳入徴収官事務規程 1952 3 省令又は規則 141 13 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215074 15 財務省 分任官分掌歳入の徴収簿への登記 歳入徴収官事務規程 1952 3 省令又は規則 141 28 2 4 作成・保存等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215075 15 財務省
出納官吏からの領収済報告に係る訂正済の
通知

歳入徴収官事務規程 1952 3 省令又は規則 141 28 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215076 15 財務省 徴収済額報告書及び添付書類の送付 歳入徴収官事務規程 1952 3 省令又は規則 141 29 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

215077 15 財務省 出納官吏に対する分割収納の通知 歳入徴収官事務規程 1952 3 省令又は規則 141 49 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無
215078 15 財務省 すえ置整理報告書の財務大臣への送付 歳入徴収官事務規程 1952 3 省令又は規則 141 52 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無
215079 15 財務省 すえ置整理の分任官への通知 歳入徴収官事務規程 1952 3 省令又は規則 141 52 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215080 15 財務省
特定分任歳入徴収官等の所掌に属する債権
に係る歳入についての通知

歳入徴収官事務規程 1952 3 省令又は規則 141 54 2 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

215081 15 財務省
歳入金領収済証明請求書の出納官吏等へ
の送付

歳入徴収官事務規程 1952 3 省令又は規則 141 58 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215082 15 財務省 収入予定総表の送付 支出負担行為等取扱規則 1952 3 省令又は規則 18 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
215083 15 財務省 支払計画予定総表の送付 支出負担行為等取扱規則 1952 3 省令又は規則 18 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215084 15 財務省
支出負担行為実施計画及び支払計画の承認
取消の通知

支出負担行為等取扱規則 1952 3 省令又は規則 18 8 1 関連条項：同条第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215085 15 財務省
支出負担行為計画及び支払計画の取消の通
知

支出負担行為等取扱規則 1952 3 省令又は規則 18 11 1 関連条項：同条第2項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215086 15 財務省 認証を受ける書類省略の財務大臣協議 支出負担行為等取扱規則 1952 3 省令又は規則 18 16 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215087 15 財務省
支出に関係のある事実の支出負担行為担当
官からの支出官への通知

支出負担行為等取扱規則 1952 3 省令又は規則 18 19
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215088 15 財務省 支出官の廃止に伴う引継ぎの通知 支出官事務規程 1947 3 省令又は規則 94 26 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215089 15 財務省
支出官が相殺又は充当した場合の歳入徴収
官等への書面の送付

支出官事務規程 1947 3 省令又は規則 94 8 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

215090 15 財務省
センター支出官から官署支出官への支出済
の通知

支出官事務規程 1947 3 省令又は規則 94 41
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215091 15 財務省
誤びゅう訂正をした国庫金送金通知書等の
受取人等への送付

支出官事務規程 1947 3 省令又は規則 94 43 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215092 15 財務省
国庫金送金通知書が受取人の受領前に亡失
した場合の財務大臣への通知

支出官事務規程 1947 3 省令又は規則 94 22 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215093 15 財務省 納入者への領収証書の交付 出納官吏事務規程 1947 3 省令又は規則 95 12 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

215094 15 財務省
収入官吏による領収済通知書の歳入徴収官
等への送付

出納官吏事務規程 1947 3 省令又は規則 95 12 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215095 15 財務省
収入官吏による現金払込仕訳書の歳入徴収
官等への送付

出納官吏事務規程 1947 3 省令又は規則 95 23 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215096 15 財務省
資金前渡官吏が振替をする場合の相殺額表
等の歳入徴収官への送付

出納官吏事務規程 1947 3 省令又は規則 95 32 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215097 15 財務省
資金前渡官吏が振替により出納官吏に資金
交付した場合の国庫金振替送金通知書の送
付

出納官吏事務規程 1947 3 省令又は規則 95 32 4 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215098 15 財務省
相殺等の場合の歳入徴収官等への書面の
送付

出納官吏事務規程 1947 3 省令又は規則 95 41 2 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215099 15 財務省 支払未済小切手の歳入徴収官への報告 出納官吏事務規程 1947 3 省令又は規則 95 44 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215100 15 財務省
振込みの請求を行った場合の出納官吏等へ
の通知

出納官吏事務規程 1947 3 省令又は規則 95 50 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215101 15 財務省
返納金が納入された場合の歳入徴収官等へ
の領収済通知書の送付

出納官吏事務規程 1947 3 省令又は規則 95 52 5 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215102 15 財務省 相殺超過の場合の歳入徴収官への報告 出納官吏事務規程 1947 3 省令又は規則 95 56 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215103 15 財務省
収納済とならなかった返納金の歳入徴収官
への報告

出納官吏事務規程 1947 3 省令又は規則 95 58 2 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215104 15 財務省
預託金現在高引継通知書の所属官庁への
送付

出納官吏事務規程 1947 3 省令又は規則 95 73 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215105 15 財務省 現金亡失時の所属官庁への報告 出納官吏事務規程 1947 3 省令又は規則 95 76 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215106 15 財務省 随意契約に係る協議
国の物品等又は特定役務
の調達手続の特例を定め
る政令

1980 2 政令 300 13 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215107 15 財務省 延納等の協議
国の所有に属する物品の
売払代金の納付に関する
法律

1949 1 法律 176 4 1
同条第2項において準用
する場合を含む。

1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215108 15 財務省 債権管理事務の状況報告
国の債権の管理等に関す
る法律

1956 1 法律 114 9 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215109 15 財務省 相殺・充当の請求
国の債権の管理等に関す
る法律

1956 1 法律 114 22 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215110 15 財務省 相殺等可能の通知
国の債権の管理等に関す
る法律

1956 1 法律 114 22 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215111 15 財務省 相殺等実施の通知
国の債権の管理等に関す
る法律

1956 1 法律 114 22 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215112 15 財務省 消滅に関する通知
国の債権の管理等に関す
る法律

1956 1 法律 114 23 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

215113 15 財務省 徴収停止等に係る財務大臣への協議
国の債権の管理等に関す
る法律

1956 1 法律 114 38 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215114 15 財務省 債権現在額報告書の送付
国の債権の管理等に関す
る法律

1956 1 法律 114 39 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215115 15 財務省 債権の異動通知
国の債権の管理等に関す
る法律施行令

1956 2 政令 337 12 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215116 15 財務省 外国を債務者とする債権の延納利率協議
国の債権の管理等に関す
る法律施行令

1956 2 政令 337 29 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215117 15 財務省
貸付金債権に関する納付の承認のための協
議

国の債権の管理等に関す
る法律施行令

1956 2 政令 337 37 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215118 15 財務省 引継書面の送付 債権管理事務取扱規則 1956 3 省令又は規則 86 7 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215119 15 財務省
歳入外債権の納入告知書を送付した場合の
支出事務担当職員への通知

債権管理事務取扱規則 1956 3 省令又は規則 86 14 5 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215120 15 財務省
口頭納入告知した場合の現金出納職員への
通知

債権管理事務取扱規則 1956 3 省令又は規則 86 14 6 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215121 15 財務省 支出官等に対する調査確認事項の通知 債権管理事務取扱規則 1956 3 省令又は規則 86 15 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無
215122 15 財務省 徴収停止の承認申請 債権管理事務取扱規則 1956 3 省令又は規則 86 27 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215123 15 財務省
歳入外から歳入金に債権を整理替する場合
の通知

債権管理事務取扱規則 1956 3 省令又は規則 86 31 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215124 15 財務省
債権の消滅・相殺・返納金の領収済に関する
通知

債権管理事務取扱規則 1956 3 省令又は規則 86 32 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

215125 15 財務省 履行延期申請書等の所管長への送付 債権管理事務取扱規則 1956 3 省令又は規則 86 34 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無
215126 15 財務省 利率引下申請書等の所管長への送付 債権管理事務取扱規則 1956 3 省令又は規則 86 38 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無
215127 15 財務省 債権免除申請書等の所管長への送付 債権管理事務取扱規則 1956 3 省令又は規則 86 39 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215128 15 財務省
支出官、出納官吏に対する返納金納入告知
書の訂正等の通知

債権管理事務取扱規則 1956 3 省令又は規則 86 39 2 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215129 15 財務省
特定分任歳入徴収官等の所掌に属する債権
に係る諸通知

債権管理事務取扱規則 1956 3 省令又は規則 86 39 3 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

215130 15 財務省 分任官の債権現在額の通知 債権管理事務取扱規則 1956 3 省令又は規則 86 40 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
215131 15 財務省 主任官の債権現在額の通知 債権管理事務取扱規則 1956 3 省令又は規則 86 40 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
215132 15 財務省 亡失又は損傷等の通知 物品管理法 1956 1 法律 113 32 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
215133 15 財務省 物品増減及び現在額報告書の送付 物品管理法 1956 1 法律 113 37 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
215134 15 財務省 管理換に係る協議 物品管理法施行令 1956 2 政令 339 21 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
215135 15 財務省 関係職員の譲受を制限しない物品の協議 物品管理法施行令 1956 2 政令 339 23 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし
215136 15 財務省 適用除外の協議 物品管理法施行令 1956 2 政令 339 47 2 7 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215137 15 財務省 財務大臣への協議
物品の無償貸付及び譲与
等に関する法律

1947 1 法律 229 5 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215138 15 財務省 型式陳腐化のための交換の協議
国の所有に属する自動車
等の交換に関する法律施
行令

1971 2 政令 357
備考
参照

2 条建てしていない 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215139 15 財務省 物品に係る財務大臣協議
国の所有に属する自動車
等の交換に関する法律施
行令

1971 2 政令 357
備考
参照

1 3 条建てしていない 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215140 15 財務省 繰越しの通知 特別会計に関する法律 2007 1 法律 23 18 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215141 15 財務省 歳入歳出予定額各目明細書の送付
特別会計に関する法律施
行令

2007 2 政令 124 9 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215142 15 財務省 徴収済額報告書の送付
特別会計に関する法律施
行令

2007 2 政令 124 17 1
第17条第3項及び第4項
並びに附則第57条に基づ
くものを含む。

1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215143 15 財務省 支出済額報告書の送付
特別会計に関する法律施
行令

2007 2 政令 124 18 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215144 15 財務省 歳入歳出決定計算書の送付 特別会計に関する法律 2007 1 法律 23 9 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
215145 15 財務省 歳入歳出予定計算書等の送付 特別会計に関する法律 2007 1 法律 23 3 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215146 15 財務省
歳入歳出予定額各目明細書の目の区分及び
各目の細分に係る協議

特別会計に関する法律施
行令

2007 2 政令 124 9 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215148 15 財務省 貸借対照表等の様式に係る協議
特別会計に関する法律施
行令

2007 2 政令 124 11 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215149 15 財務省 企業会計の慣行を参考とした書類の送付 特別会計に関する法律 2007 1 法律 23 19 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215150 15 財務省 譲与することとするための協議
民間海外援助事業の推進
のための物品の譲与に関
する法律

1993 1 法律 80 2 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215151 15 財務省
補助金等の返還の期限の延長等に係る財務
大臣協議

補助金等に係る予算の執
行の適正化に関する法律
施行令

1955 2 政令 255 9 3
第12条及び第14条第2項
により準用する場合を含
む。

1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215152 15 財務省
事務の委任の範囲及び手続に係る財務大臣
協議

補助金等に係る予算の執
行の適正化に関する法律
施行令

1955 2 政令 255 16 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215153 15 財務省
都道府県が行う事務の範囲及び手続に係る
財務大臣協議

補助金等に係る予算の執
行の適正化に関する法律
施行令

1955 2 政令 255 17 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215154 15 財務省
歳出金月計突合表等に誤謬を発見した旨の
日本銀行への通知

支出官事務規程 1947 3 省令又は規則 94 51 2 1 申請等 1 国 2 独立行政法人等 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215155 15 財務省
歳入徴収官が歳入金月計突合表に誤りを発
見した場合の日銀への通知

歳入徴収官事務規程 1952 3 省令又は規則 141 34 2 1 申請等 1 国 2 独立行政法人等 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215156 15 財務省
契約書、請書その他これに準ずる書面、検査
調書及び見積書等の作成

契約事務取扱規則 1947 3 省令又は規則 52 28 4 作成・保存等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215157 15 財務省 納入の告知 会計法 1947 1 法律 35 6
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

215158 15 財務省 隔地払の債権者への通知 予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 49
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 4 無

215159 15 財務省 公庫における事実発生通知
予算執行職員等の責任に
関する法律

1950 1 法律 172 9 4 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
沖縄振興開発金融公
庫

○（全府省） 21 環境省 4 無

215160 15 財務省 支払の請求
証券ヲ以テスル歳入納付
ニ関スル法律施行細則

1916 3 省令又は規則 32 3 1 1 申請等 1 国 2 独立行政法人等 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215161 15 財務省 領収済額の取消の報告
証券ヲ以テスル歳入納付
ニ関スル法律施行細則

1916 3 省令又は規則 32 5 1 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215162 15 財務省
領収済額取消時における日銀から出納官吏
等に対する通知

証券ヲ以テスル歳入納付
ニ関スル法律施行細則

1916 3 省令又は規則 32 5 2 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215163 15 財務省 受領証書の送付
証券ヲ以テスル歳入納付
ニ関スル法律施行細則

1916 3 省令又は規則 32 5 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215164 15 財務省 証券の支払のない旨及び還付請求の通知書
証券ヲ以テスル歳入納付
ニ関スル法律施行細則

1916 3 省令又は規則 32 7 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

7 国民等、民間事業者
等

日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215165 15 財務省 支払のない証券の還付の請求
証券ヲ以テスル歳入納付
ニ関スル法律施行細則

1916 3 省令又は規則 32 8 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-1 国又は独立行政
法人等

日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215166 15 財務省 現金納付の場合の保管金受領証書の交付 保管金取扱規程 1922 3 省令又は規則 5 6
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 4 無

215167 15 財務省 振込みの場合の保管金領収証書等の提出 保管金取扱規程 1922 3 省令又は規則 5 5 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215168 15 財務省
保管金払渡請求書又は保管金領収証書の
提出

保管金取扱規程 1922 3 省令又は規則 5 7 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215169 15 財務省 保管金保管替請求書の提出 保管金取扱規程 1922 3 省令又は規則 5 12 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215170 15 財務省 保管金保管替通知書の送付 保管金取扱規程 1922 3 省令又は規則 5 15 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215171 15 財務省 保管金証明請求書の提出 保管金取扱規程 1922 3 省令又は規則 5 19 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215172 15 財務省 国庫金送金通知書の再発行 保管金取扱規程 1922 3 省令又は規則 5 20
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 4 無

215173 15 財務省 照合のための印鑑の送付
保管金払込事務等取扱規
程

1951 3 省令又は規則 30 2 2 1 申請等 1 国 2 独立行政法人等 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

215174 15 財務省 日本銀行からの保管金領収証書の交付
保管金払込事務等取扱規
程

1951 3 省令又は規則 30 3 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215175 15 財務省 供託金返納請求書の交付
保管金払込事務等取扱規
程

1951 3 省令又は規則 30 10
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 4 無

215176 15 財務省 保管金月計突合表の送付
保管金払込事務等取扱規
程

1951 3 省令又は規則 30 12 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215177 15 財務省 保管金取扱店変更申込書の提出
保管金払込事務等取扱規
程

1951 3 省令又は規則 30 13 1 1 申請等 1 国 2 独立行政法人等 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 4 無



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）
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PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由
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215178 15 財務省 納入の告知
国の債権の管理等に関す
る法律

1956 1 法律 114 13 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

215179 15 財務省 督促
国の債権の管理等に関す
る法律

1956 1 法律 114 13 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

215180 15 財務省
特定の歳入金に係る債権についての納入の
告知等

国の債権の管理等に関す
る法律施行令

1956 2 政令 337 14 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

215181 15 財務省 納付委託に係る証券等の受領証書の交付 債権管理事務取扱規則 1956 3 省令又は規則 86 20 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 4 無

215182 15 財務省
有価証券による納付に応じられなくなった場
合の債務者への通知

債権管理事務取扱規則 1956 3 省令又は規則 86 20 8
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 4 無

215183 15 財務省 担保の提供の手続等 債権管理事務取扱規則 1956 3 省令又は規則 86 26 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215184 15 財務省 収納済歳入額の取消しの登記にかかる通知 歳入徴収官事務規程 1952 3 省令又は規則 141 54 3 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215185 15 財務省
相殺の申出があった場合の特定分任歳入徴
収官等への書面の送付

歳入徴収官事務規程 1952 3 省令又は規則 141 54 3 4 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215186 15 財務省 官署支出官への誤びゅう訂正済の通知 支出官事務規程 1947 3 省令又は規則 94 43 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215187 15 財務省
収入官吏による収納の報告書の歳入徴収官
等への送付

出納官吏事務規程 1947 3 省令又は規則 95 12 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

215188 15 財務省
収入官吏による一部収納の報告書の歳入徴
収官への送付

出納官吏事務規程 1947 3 省令又は規則 95 12 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215189 15 財務省
収入官吏による一部収納の際の納入者への
領収証書の交付

出納官吏事務規程 1947 3 省令又は規則 95 12 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 4 無

215190 15 財務省 売買等の契約に係る入札手続 会計法 1947 1 法律 35 29 5 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215191 15 財務省 契約書の作成 会計法 1947 1 法律 35 29 8 4 作成・保存等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215192 15 財務省 一般競争参加者の資格申請 予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 72 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215193 15 財務省 予定価格調書の作成 予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 79 4 作成・保存等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
215194 15 財務省 決算報告書等の送付 財政法 1947 1 法律 34 37 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215195 15 財務省 補助事業等の遂行状況に関する報告
補助金等に係る予算の執
行の適正化に関する法律

1955 1 法律 179 12 1 申請等
4-2 独立行政法人等
又は地方等

1 国 全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215196 15 財務省 役員等の選任、解任（認可）
株式会社日本政策金融公
庫法

2007 1 法律 57 6 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
株式会社日本政策金
融公庫

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法令等に基づく行政手続
を執行しているのみであ
り、特段オープンデータ化
が必要となるものではない
ため

215197 15 財務省 役員等の兼職（承認）
株式会社日本政策金融公
庫法

2007 1 法律 57 8
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
株式会社日本政策金
融公庫

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法令等に基づく行政手続
を執行しているのみであ
り、特段オープンデータ化
が必要となるものではない
ため

215198 15 財務省 危機対応業務が必要である旨の認定
株式会社日本政策金融公
庫法

2007 1 法律 57 11 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
株式会社日本政策金
融公庫

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法令等に基づく行政手続
を執行しているのみであ
り、特段オープンデータ化
が必要となるものではない
ため

215199 15 財務省 業務の方法（認可）
株式会社日本政策金融公
庫法

2007 1 法律 57 12 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
株式会社日本政策金
融公庫

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法令等に基づく行政手続
を執行しているのみであ
り、特段オープンデータ化
が必要となるものではない
ため

215200 15 財務省 危機対応円滑化業務実施方針（承認）
株式会社日本政策金融公
庫法

2007 1 法律 57 15 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
株式会社日本政策金
融公庫

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法令等に基づく行政手続
を執行しているのみであ
り、特段オープンデータ化
が必要となるものではない
ため

215201 15 財務省 危機対応円滑化業務実施方針（公表）
株式会社日本政策金融公
庫法

2007 1 法律 57 15 3 3 縦覧等 2 独立行政法人等
株式会社日本政策金
融公庫

●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

215202 15 財務省 指定金融機関の指定（申請）
株式会社日本政策金融公
庫法

2007 1 法律 57 16 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

215203 15 財務省 指定金融機関の指定（公示）
株式会社日本政策金融公
庫法

2007 1 法律 57 17 1 3 縦覧等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

215204 15 財務省 指定金融機関における商号等の変更（届出）
株式会社日本政策金融公
庫法

2007 1 法律 57 17 2 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国 指定金融機関
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法令等に基づく行政手続
を執行しているのみであ
り、特段オープンデータ化
が必要となるものではない
ため

215205 15 財務省 指定金融機関における商号等の変更（公示）
株式会社日本政策金融公
庫法

2007 1 法律 57 17 3 3 縦覧等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理）
危機対応業務を行う営業所若しくは
事務所の所在地の変更等について

9 契約・決裁 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 官報 2 非OD
https://kanpou.n
pb.go.jp/

7 構造化
PDF

4 都度更
新

-
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法令等に基づく行政手続
を執行しているのみであ
り、特段オープンデータ化
が必要となるものではない
ため

215206 15 財務省 指定の効力（公示）
株式会社日本政策金融公
庫法

2007 1 法律 57 18 3 3 縦覧等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

215207 15 財務省
指定金融機関の事業譲渡の際の地位承継
（認可）

株式会社日本政策金融公
庫法

2007 1 法律 57 19 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等 指定金融機関
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

215208 15 財務省
指定金融機関の合併・分割の際の地位承継
（認可）

株式会社日本政策金融公
庫法

2007 1 法律 57 19 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等 指定金融機関
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

215209 15 財務省 業務規定の変更（認可）
株式会社日本政策金融公
庫法

2007 1 法律 57 20 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等 指定金融機関
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

215210 15 財務省
代行機関から日本銀行本店等への電磁的記
録媒体返付書の送付

歳入徴収官事務規程 1952 3 省令又は規則 141 21 5 4 1 申請等 1 国 2 独立行政法人等 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215211 15 財務省 主務大臣からの業務規定変更（命令）
株式会社日本政策金融公
庫法

2007 1 法律 57 20 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等 指定金融機関
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

215212 15 財務省 協定の締結・変更（認可）
株式会社日本政策金融公
庫法

2007 1 法律 57 21 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
株式会社日本政策金
融公庫

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法令等に基づく行政手続
を執行しているのみであ
り、特段オープンデータ化
が必要となるものではない
ため

215214 15 財務省
危機対応円滑化業務の実施事項の通知・公
示

株式会社日本政策金融公
庫法

2007 1 法律 57 22 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
指定金融機関及び株
式会社日本政策金融
公庫

●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 危機対応認定に係る通知文 9 契約・決裁 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 官報 2 非OD
https://kanpou.n
pb.go.jp/
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2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法令等に基づく行政手続
を執行しているのみであ
り、特段オープンデータ化
が必要となるものではない
ため

215215 15 財務省 危機対応業務に関する監督上必要な命令
株式会社日本政策金融公
庫法

2007 1 法律 57 24
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等 指定金融機関
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法令等に基づく行政手続
を執行しているのみであ
り、特段オープンデータ化
が必要となるものではない
ため

215216 15 財務省 業務の休廃止（届出）
株式会社日本政策金融公
庫法

2007 1 法律 57 25 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国 指定金融機関
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

215217 15 財務省 業務の休廃止（公示）
株式会社日本政策金融公
庫法

2007 1 法律 57 25 2 3 縦覧等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

215218 15 財務省 指定の取り消し・停止（命令）
株式会社日本政策金融公
庫法

2007 1 法律 57 26 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等 指定金融機関
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

215219 15 財務省 指定の取り消し・停止（公示）
株式会社日本政策金融公
庫法

2007 1 法律 57 26 2 3 縦覧等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

215220 15 財務省 予算の提出
株式会社日本政策金融公
庫法

2007 1 法律 57 29 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国 1 国
株式会社日本政策金
融公庫

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握
1-1 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに掲載）

日本政策金融
公庫予算

1 OD

https://www.mof
.go.jp/budget/bu
dger_workflow/b
udget/index.html
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215222 15 財務省 予算の通知（公庫への通知）
株式会社日本政策金融公
庫法

2007 1 法律 57 34 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等 1 国
株式会社日本政策金
融公庫

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法令等に基づく行政手続
を執行しているのみであ
り、特段オープンデータ化
が必要となるものではない
ため

215223 15 財務省 補正予算の提出
株式会社日本政策金融公
庫法

2007 1 法律 57 35 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国 1 国
株式会社日本政策金
融公庫

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握
1-1 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに掲載）

日本政策金融
公庫予算

1 OD

https://www.mof
.go.jp/budget/bu
dger_workflow/b
udget/index.html
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215224 15 財務省 暫定予算の提出
株式会社日本政策金融公
庫法

2007 1 法律 57 36 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国 1 国
株式会社日本政策金
融公庫

●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

215225 15 財務省 予算の流用（財務大臣の承認）
株式会社日本政策金融公
庫法

2007 1 法律 57 38 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
株式会社日本政策金
融公庫

●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

215226 15 財務省
国庫金送金通知書の亡失の支出官への届
出

支出官事務規程 1947 3 省令又は規則 94 52 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215228 15 財務省 予備費の使用（財務大臣への通知）
株式会社日本政策金融公
庫法

2007 1 法律 57 39 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国 1 国
株式会社日本政策金
融公庫

●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

215229 15 財務省 財務諸表の提出
株式会社日本政策金融公
庫法

2007 1 法律 57 40 2 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国 1 国
株式会社日本政策金
融公庫

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

財務諸表 1 OD

https://www.jfc.
go.jp/n/company
/f_statements.ht
ml
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215230 15 財務省
経営改善資金特別準備金にかかる株主総会
の決議（認可）

株式会社日本政策金融公
庫法

2007 1 法律 57 43 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
株式会社日本政策金
融公庫

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法令等に基づく行政手続
を執行しているのみであ
り、特段オープンデータ化
が必要となるものではない
ため

215231 15 財務省 決算報告書の提出
株式会社日本政策金融公
庫法

2007 1 法律 57 44 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国 1 国
株式会社日本政策金
融公庫

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

決算報告書 1 OD

https://www.jfc.
go.jp/n/company
/f_statements.ht
ml
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215232 15 財務省 借入の実施・社債発行（認可）
株式会社日本政策金融公
庫法

2007 1 法律 57 49 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
株式会社日本政策金
融公庫

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

ＩＲ情報 1 OD
https://www.jfc.
go.jp/n/ir/index.
html
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215233 15 財務省 特定短期借入金等の借り換え（認可）
株式会社日本政策金融公
庫法

2007 1 法律 57 51 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
株式会社日本政策金
融公庫

●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

215234 15 財務省 貸付債権・社債の信託・譲渡等（認可）
株式会社日本政策金融公
庫法

2007 1 法律 57 53
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
株式会社日本政策金
融公庫

●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

215235 15 財務省 監督上必要な命令
株式会社日本政策金融公
庫法

2007 1 法律 57 58 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
株式会社日本政策金
融公庫

●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

215236 15 財務省 定款変更決議の認可
株式会社日本政策金融公
庫法

2007 1 法律 57 61 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
株式会社日本政策金
融公庫

●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

215237 15 財務省
指定金融機関の指定等の内閣総理大臣等
への通知

株式会社日本政策金融公
庫法

2007 1 法律 57 66 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

215238 15 財務省
指定金融機関の指定等の内閣総理大臣等
への通知

株式会社日本政策金融公
庫法

2007 1 法律 57 66 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

215239 15 財務省 会計の整理（承認）
株式会社日本政策金融公
庫の会計に関する省令

2008 3 省令又は規則 3 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
株式会社日本政策金
融公庫

●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

215240 15 財務省 共通経費等の配賦基準の整理（承認）
株式会社日本政策金融公
庫の会計に関する省令

2008 3 省令又は規則 3 11 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
株式会社日本政策金
融公庫

●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

215241 15 財務省 共通経費等の配賦基準の変更（承認）
株式会社日本政策金融公
庫の会計に関する省令

2008 3 省令又は規則 3 11 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
株式会社日本政策金
融公庫

●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

215250 15 財務省
決算調整資金に関する計算書の会計検査院
への送付

決算調整資金に関する法
律

1978 1 法律 4 10 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215251 15 財務省
決算調整資金から一般会計への組み入れが
行われないこととなったときの通知

決算調整資金事務取扱規
則

1978 3 省令又は規則 7 2 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215252 15 財務省 移用又は流用の承認にかかる書類の送付 予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 17 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
215253 15 財務省 支払計画変更の申請 予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 18 12 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215254 15 財務省
繰越明許費に係る翌年度にわたる債務の負
担の承認についての書類の送付

予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 25 5 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215255 15 財務省 支出負担行為の事務委任についての通知 予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 38 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215256 15 財務省
支出負担行為の計画等の示達についての通
知

予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 39 4 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215257 15 財務省 契約審査委員の指定の通知 予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 69 5 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無
215258 15 財務省 帳簿金庫の検査書の提出 予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 118 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
215259 15 財務省 会計検査院に対する検定の請求 物品管理法施行令 1956 2 政令 339 39 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215260 15 財務省 納付書の納入者への送付 歳入徴収官事務規程 1952 3 省令又は規則 141 12 3
関連条項：第12条の２、第
13～15条、15条の3、15
条の4、第16条、第18条

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

215261 15 財務省 調査決定が超過した旨の納入者への通知 歳入徴収官事務規程 1952 3 省令又は規則 141 13 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

215262 15 財務省 納入者への徴収決定外誤納の通知 歳入徴収官事務規程 1952 3 省令又は規則 141 13 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

215263 15 財務省
相殺があった場合の資金前渡官吏への納付
書の送付

歳入徴収官事務規程 1952 3 省令又は規則 141 15 2 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215264 15 財務省
相殺があった場合の官署支出官への納付書
の送付

歳入徴収官事務規程 1952 3 省令又は規則 141 15 2 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

215265 15 財務省
保証人に対して納付を請求する場合の納付
書の送付

歳入徴収官事務規程 1952 3 省令又は規則 141 21 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215266 15 財務省
納入告知書等の送付に関する代行機関への
指示

歳入徴収官事務規程 1952 3 省令又は規則 141 21 3 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

215267 15 財務省
第二号代行機関による歳入徴収官等への領
収済通知

歳入徴収官事務規程 1952 3 省令又は規則 141 21 5 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215268 15 財務省 調査決定報告書の歳入徴収官への送付 歳入徴収官事務規程 1952 3 省令又は規則 141 42 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215269 15 財務省
領収済みの報告書等の歳入徴収官への送
付

歳入徴収官事務規程 1952 3 省令又は規則 141 44 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215270 15 財務省 不納欠損の整理の歳入徴収官への通知 歳入徴収官事務規程 1952 3 省令又は規則 141 46 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
215271 15 財務省 徴収額集計表の歳入徴収官への送付 歳入徴収官事務規程 1952 3 省令又は規則 141 46 6 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
215272 15 財務省 訂正請求書の収入官吏への送付 歳入徴収官事務規程 1952 3 省令又は規則 141 50 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215273 15 財務省 訂正請求書の日本銀行への送付 歳入徴収官事務規程 1952 3 省令又は規則 141 50 1 1 申請等 1 国 2 独立行政法人等 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

215274 15 財務省
歳入徴収官口座更正請求書の日本銀行へ
の送付

歳入徴収官事務規程 1952 3 省令又は規則 141 51 1 申請等 1 国 2 独立行政法人等 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

215275 15 財務省 出納計算書の会計検査院への送付 歳入徴収官事務規程 1952 3 省令又は規則 141 54 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215276 15 財務省
領収済みの報告書等の特定分任歳入徴収
官等への回付

歳入徴収官事務規程 1952 3 省令又は規則 141 54 3 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215277 15 財務省
領収済みの旨を記載した書面の特定分任歳
入徴収官等への送付

歳入徴収官事務規程 1952 3 省令又は規則 141 54 3 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215278 15 財務省
歳入徴収官の新設に伴う日本銀行本店への
通知

歳入徴収官事務規程 1952 3 省令又は規則 141 55 1 1 申請等 1 国 2 独立行政法人等 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215279 15 財務省
歳入徴収官の廃止に伴う日本銀行本店への
通知

歳入徴収官事務規程 1952 3 省令又は規則 141 57 2 1 申請等 1 国 2 独立行政法人等 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215280 15 財務省
保管金の保管替えのための国庫金振替書の
交付

保管金払込事務等取扱規
程

1951 3 省令又は規則 30 7 1 申請等 1 国 2 独立行政法人等 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215281 15 財務省
保管金の払戻し等のための国庫金振替書の
交付

保管金払込事務等取扱規
程

1951 3 省令又は規則 30 8 2 1 申請等 1 国 2 独立行政法人等 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215282 15 財務省
保管金月計突合表に誤りがあった場合の日
本銀行に対する通知

保管金払込事務等取扱規
程

1951 3 省令又は規則 30 12 2 1 申請等 1 国 2 独立行政法人等 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215283 15 財務省 出納官吏による日銀への書面の送付 出納官吏事務規程 1947 3 省令又は規則 95 7 2 1 1 申請等 1 国 2 独立行政法人等 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215284 15 財務省
収入官吏による歳入徴収官又は分任歳入徴
収官への報告書の送付

出納官吏事務規程 1947 3 省令又は規則 95 13 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215285 15 財務省
分任徴収官の作製した現金払込仕訳書の歳
入徴収官への送付

出納官吏事務規程 1947 3 省令又は規則 95 23 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215286 15 財務省
資金前渡官吏等を任命した者による資金前
渡官吏等への通知

出納官吏事務規程 1947 3 省令又は規則 95 24 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215287 15 財務省
資金前渡官吏による国庫金振替書の日銀へ
の交付

出納官吏事務規程 1947 3 省令又は規則 95 32 1 1 申請等 1 国 2 独立行政法人等 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215288 15 財務省
資金前渡官吏による支払通知書等の官署支
出官への交付

出納官吏事務規程 1947 3 省令又は規則 95 39 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215289 15 財務省
資金前渡官吏による納入申告書の市町村長
への提出

出納官吏事務規程 1947 3 省令又は規則 95 42 3 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし
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(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

215290 15 財務省
資金前渡官吏による国庫金請求申請書の日
銀への交付

出納官吏事務規程 1947 3 省令又は規則 95 49 1 1 申請等 1 国 2 独立行政法人等 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215291 15 財務省
資金前渡官吏による国庫金送金通知書の出
納官吏等への送付

出納官吏事務規程 1947 3 省令又は規則 95 49 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215292 15 財務省
資金前渡官吏による納入通知書の市町村へ
の送付

出納官吏事務規程 1947 3 省令又は規則 95 49 3 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215293 15 財務省
資金前渡官吏による国庫金振込請求書の日
銀への交付

出納官吏事務規程 1947 3 省令又は規則 95 50 1 1 申請等 1 国 2 独立行政法人等 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215294 15 財務省
支払店変更の請求を受けた場合における日
銀への通知

出納官吏事務規程 1947 3 省令又は規則 95 51 1 1 申請等 1 国 2 独立行政法人等 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215295 15 財務省 住民税の振込をした場合の市町村への通知 出納官吏事務規程 1947 3 省令又は規則 95 52 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

215296 15 財務省
給与の振込をした場合の職員への書面の交
付

出納官吏事務規程 1947 3 省令又は規則 95 52 6
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

215297 15 財務省 外国送金請求書の日銀への交付 出納官吏事務規程 1947 3 省令又は規則 95 52 2 1
関連条項：第52条の3第1
項

1 申請等 1 国 2 独立行政法人等 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215298 15 財務省
外国送金請求書の日銀への交付に係る債権
者への通知

出納官吏事務規程 1947 3 省令又は規則 95 52 2 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215299 15 財務省
預託金月計突合表に誤りがあった場合の日
銀への通知

出納官吏事務規程 1947 3 省令又は規則 95 59 2 1 申請等 1 国 2 独立行政法人等 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215300 15 財務省 領収証書の交付に係る取扱庁への報告 出納官吏事務規程 1947 3 省令又は規則 95 60 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215301 15 財務省
領収証書を徴した場合における取扱庁への
報告

出納官吏事務規程 1947 3 省令又は規則 95 62 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215302 15 財務省
誤謬訂正請求があった場合における歳入徴
収官への通知

出納官吏事務規程 1947 3 省令又は規則 95 77 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215303 15 財務省
領収済の旨を証明した歳入金領収証明請求
書の歳入徴収官への送付

出納官吏事務規程 1947 3 省令又は規則 95 80 2 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215304 15 財務省
国庫金送金通知書の亡失等の場合における
国庫金送金通知書の受取人への送付

出納官吏事務規程 1947 3 省令又は規則 95 81 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215305 15 財務省
国庫金送金通知書の亡失等の場合における
日銀への通知

出納官吏事務規程 1947 3 省令又は規則 95 81 1 1 申請等 1 国 2 独立行政法人等 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215306 15 財務省
国庫金送金通知書の亡失等の場合における
財務大臣への書面の送付

出納官吏事務規程 1947 3 省令又は規則 95 82 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215307 15 財務省
受取人による国庫金送金通知書の亡失等の
場合における出納官吏への届出

出納官吏事務規程 1947 3 省令又は規則 95 82 2 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215308 15 財務省
日銀への国庫金送金又は振込取消請求書
等の送付

出納官吏事務規程 1947 3 省令又は規則 95 83 1 1 申請等 1 国 2 独立行政法人等 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215309 15 財務省 日銀への国庫金振込取消請求書等の送付 出納官吏事務規程 1947 3 省令又は規則 95 83 2 1 申請等 1 国 2 独立行政法人等 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215310 15 財務省 保管金提出書の提出 保管金取扱規程 1922 3 省令又は規則 5 5 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215311 15 財務省 国庫内移換の場合の保管金提出書の提出 保管金取扱規程 1922 3 省令又は規則 5 5 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215312 15 財務省 履行延期の特約等の申請
国の債権の管理等に関す
る法律施行令

1956 2 政令 337 25 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

215313 15 財務省 利率引き下げの特約及び債権の免除の申請
国の債権の管理等に関す
る法律施行令

1956 2 政令 337 33 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

215314 15 財務省 債権の発生又は帰属の通知
国の債権の管理等に関す
る法律

1956 1 法律 114 12 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人・個人情報が含まれ
るため。

215315 15 財務省 物品管理簿等の作成 物品管理法施行令 1956 2 政令 339 42 4 作成・保存等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 物品管理(取得・廃棄等) 11 該当なし 1 有 6 その他 3 非公開 3-3 検討を行っていない
財務大臣や会計検査院へ
の報告書の基礎データと
して使用

215316 15 財務省 年度開始前支出の承認の申請 会計法 1947 1 法律 35 18 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215317 15 財務省
国有財産増減及び現在額報告書の財務大臣
への送付

国有財産法 1948 1 法律 73 33 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
国有財産増減及び現在額報告書の
計数データ

11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他

当該報告書を基に作成す
る「国有財産増減及び現
在額総計算書」を公開して
いるため。

215318 15 財務省
国有財産無償貸付状況報告書の財務大臣
への送付

国有財産法 1948 1 法律 73 36 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
国有財産無償貸付状況報告書の計
数データ

11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他

当該報告書を基に作成す
る「国有財産無償貸付総
計算書」を公開しているた
め。

215319 15 財務省 取引関係通知書の送付
政府保管有価証券取扱規
程

1922 3 省令又は規則 8 3 1 1 申請等 1 国 2 独立行政法人等 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215320 15 財務省 政府保管有価証券払込済通知書の交付
政府保管有価証券取扱規
程

1922 3 省令又は規則 8 7 1
政府保管有価証券取扱規
程7条第2項

2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等
7 国民等、民間事業者
等

日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215321 15 財務省 政府保管有価証券一部払渡請求書の交付
政府保管有価証券取扱規
程

1922 3 省令又は規則 8 13 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215323 15 財務省
政府保管有価証券受託証書又は政府保管
有価証券払込済通知書に寄託替する記載を
した書類の送付

政府保管有価証券取扱規
程

1922 3 省令又は規則 8 18
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215324 15 財務省 取扱官庁から主務官庁への報告
政府保管有価証券取扱規
程

1922 3 省令又は規則 8 20 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215325 15 財務省
政府保管有価証券月計突合表に誤りを含ん
だ際の通知

政府保管有価証券取扱規
程

1922 3 省令又は規則 8 21 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215326 15 財務省 証明請求書の提出
政府保管有価証券取扱規
程

1922 3 省令又は規則 8 22 1 申請等 1 国 2 独立行政法人等 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215327 15 財務省 証明請求書の提出
政府保管有価証券取扱規
程

1922 3 省令又は規則 8 23 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215328 15 財務省 政府保管有価証券保管請求書の提出
政府保管有価証券取扱規
程

1922 3 省令又は規則 8 17 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215329 15 財務省 会計検査院への審査依頼 国有財産法 1948 1 法律 73 25 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215330 15 財務省 会計検査院からの審査結果通知 国有財産法 1948 1 法律 73 25 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215331 15 財務省 用途指定契約解除の損害賠償の協議 国有財産法 1948 1 法律 73 30 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215332 15 財務省 用途指定契約解除の損害賠償の協議 国有財産法 1948 1 法律 73 30 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215333 15 財務省
農林水産大臣または経済産業大臣による税
関長に対する報告の求め

関税割当制度に関する政
令

1961 2 政令 153 3 3 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

2-1～2-3について検討し
た結果。

215335 15 財務省
農林水産大臣または経済産業大臣による税
関長に対する報告の求め

経済連携協定に基づく関
税割当制度に関する政令

2005 2 政令 35 3 3

(H30.12.30)
関税法施行令等の一部を
改正する政令（平成29年
政令第6号）の施行に伴う
条ズレ

1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

2-1～2-3について検討し
た結果。

215336 15 財務省 歳入歳出等の見積書類の送付 財政法 1947 1 法律 34 17 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
215337 15 財務省 歳入簿、歳出簿及び支払計画差引簿の登記 予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 130 4 作成・保存等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215338 15 財務省 補助事業等の遂行等の命令
補助金等に係る予算の執
行の適正化に関する法律

1955 1 法律 179 13
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
4-2 独立行政法人等
又は地方等

全独立行政法人等 4 地方の事務でない ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215339 15 財務省
行政機関の長等の他の行政機関の長等に対
する特定法人情報の提供の求め

行政手続における特定の
個人を識別するための番
号の利用等に関する法律

2013 1 法律 27 40 1 1 申請等
4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省
行政機関の長等からの
情報提供の求め

1 有（データベースでの管理）
行政機関の長等に対する特定法人
情報の提供の求めに係る件数等

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
3-1 データ変換の作業が
負担

215340 15 財務省
継続費年割額の逓次繰越の財務大臣及び会
計検査院への通知

財政法 1947 1 法律 34 43 2 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215341 15 財務省
センター支出官の日本銀行への支払指図書
の交付又は送信

支出官事務規程 1947 3 省令又は規則 94 37 1 1 申請等 1 国 2 独立行政法人等 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215342 15 財務省
センター支出官の日本銀行への国庫金振替
書の交付又は送信

支出官事務規程 1947 3 省令又は規則 94 39 1 1 申請等 1 国 2 独立行政法人等 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215343 15 財務省
センター支出官の小切手等の誤びゅうに係る
科目等訂正請求書の日本銀行への送付又
は送信

支出官事務規程 1947 3 省令又は規則 94 44 1 1 申請等 1 国 2 独立行政法人等 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215344 15 財務省 事務の取扱いに係る特例の財務大臣協議 出納官吏事務規程 1947 3 省令又は規則 94 19 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215345 15 財務省
誤びゅう訂正の登記等に係る歳入徴収官か
ら分任歳入徴収官への訂正済の旨の通知

歳入徴収官事務規程 1952 3 省令又は規則 141 28 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 会計情報 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

215346 15 財務省
政府保管有価証券提出書及び有価証券の提
出

政府保管有価証券取扱規
程

1922 3 省令又は規則 8 5 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215347 15 財務省
政府保管有価証券払込済通知書及び印鑑の
提出

政府保管有価証券取扱規
程

1922 3 省令又は規則 8 7 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215348 15 財務省 政府保管有価証券受領証書の交付
政府保管有価証券取扱規
程

1922 3 省令又は規則 8 19
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215349 15 財務省 取扱店又は臨時取扱店への通知
政府保管有価証券取扱規
程

1922 3 省令又は規則 8 23 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215363 15 財務省
政府保管有価証券払渡請求書及び政府保管
有価証券受領証書の提出

政府保管有価証券取扱規
程

1922 3 省令又は規則 8 12 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215364 15 財務省 貸付契約の解除 国有財産法 1948 1 法律 73 24 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215365 15 財務省 損失補償請求 国有財産法 1948 1 法律 73 24 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

215366 15 財務省 資金調達の請求
政府資金調達事務取扱規
則

1999 3 省令又は規則 6 3 1
政府資金調達事務取扱規
則第3条第2項において準
用する場合を含む。

1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215367 15 財務省 償還の請求
政府資金調達事務取扱規
則

1999 3 省令又は規則 6 12 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215368 15 財務省 口座振替を希望する申出、承認 国有財産法 1948 1 法律 73 23 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人・個人情報が含まれ
るため。

215369 15 財務省 口座振替を希望する申出、承認 国有財産法 1948 1 法律 73 23 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人・個人情報が含まれ
るため。

215370 15 財務省 交換前の会計検査院への通知 国有財産法 1948 1 法律 73 27 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報や法人・個人の
権利利益を害するおそれ
がある情報等を含んでい
るため。

215371 15 財務省 延納の特約の協議 国有財産法 1948 1 法律 73 31 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため。

215372 15 財務省 延納の特約の協議 国有財産法 1948 1 法律 73 31 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため。

215373 15 財務省 他人の土地への立入りの通知 国有財産法 1948 1 法律 73 31 2 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 4 無

215374 15 財務省 境界確定の協議の求め 国有財産法 1948 1 法律 73 31 3 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人・個人情報が含まれ
るため。

215375 15 財務省 境界確定協議書の交付 国有財産法 1948 1 法律 73 31 3 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人・個人情報が含まれ
るため。

215376 15 財務省 境界確定の立会不可の旨の通知 国有財産法 1948 1 法律 73 31 4 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人・個人情報が含まれ
るため。

215377 15 財務省 境界決定の通知 国有財産法 1948 1 法律 73 31 4 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人・個人情報が含まれ
るため。

215378 15 財務省 境界への異議申出 国有財産法 1948 1 法律 73 31 5 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人・個人情報が含まれ
るため。

215379 15 財務省 境界確定の通知 国有財産法 1948 1 法律 73 31 5 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人・個人情報が含まれ
るため。

215380 15 財務省 台帳又は総括簿の備え付け 国有財産法 1948 1 法律 73 32 1 4 作成・保存等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 国有財産台帳、総括簿 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
「台帳への記載又は記録」
の手続きにより台帳データ
を公開しているため。

215381 15 財務省 台帳への記載又は記録 国有財産法 1948 1 法律 73 32 2 4 作成・保存等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
国有財産に係る台帳異動データ、
ストックデータ

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-1 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに掲載）

国有財産一件
別情報

1 OD
https://www.kok
uyuzaisan.mof.go
.jp/info/

2 CSV 1 年1回 11月 国有財産統計 1 OD

https://www.mof
.go.jp/national_pr
operty/referenc
e/statistics/data
.htm

1 EXCEL 1 年1回 3月
財政金融統計月報（国
有財産特集）

1 OD

https://w
ww.mof.go.
jp/pri/publ
ication/zai
kin_geppo
/index.ht
m

1 EXCEL 1 年1回 3月

215382 15 財務省
国有財産見込現在額報告書の財務大臣へ
の送付

国有財産法 1948 1 法律 73 35 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
国有財産見込現在額報告書の計数
データ

11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他

実質的には財政法第28条
6号に規定されている予算
参考書類作成に利用する
資料であり、予算参考書
類を例年公開しているた
め。

215385 15 財務省 口座振替の申出の承認等の通知

国有財産の貸付料を口座
振替により納付する場合
における手続等に関する
省令

2010 3 省令又は規則 3 5 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人・個人情報が含まれ
るため。

215386 15 財務省 口座振替の申出に係る納付情報の送信

国有財産の貸付料を口座
振替により納付する場合
における手続等に関する
省令

2010 3 省令又は規則 3 6 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
債務者情報、金融機関口座情報、
債権情報

11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人・個人情報が含まれ
るため。

215387 15 財務省 口座振替の申出に係る納付情報の送信

国有財産の貸付料を口座
振替により納付する場合
における手続等に関する
省令

2010 3 省令又は規則 3 6 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
債務者情報、金融機関口座情報、
債権情報

11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人・個人情報が含まれ
るため。

215388 15 財務省 口座振替の取りやめの申出

国有財産の貸付料を口座
振替により納付する場合
における手続等に関する
省令

2010 3 省令又は規則 3 7 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人・個人情報が含まれ
るため。

215389 15 財務省 口座振替の申出の承認の取消し

国有財産の貸付料を口座
振替により納付する場合
における手続等に関する
省令

2010 3 省令又は規則 3 8
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人・個人情報が含まれ
るため。

215390 15 財務省
・独立行政法人職員の住宅事情に関する資
料の求め

国家公務員宿舎法 1949 1 法律 117 6 3 1 申請等 1 国 2 独立行政法人等
国家公務員宿舎を貸
与している独立行政法
人

○（全府省） 21 環境省
独立行政法人職員の住
宅事情に関する調査

○ 2 有（電子媒体での管理） 住宅事情調査（A票） 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれるた
め。

215391 15 財務省
・独立行政法人職員の住宅事情に関する資
料の提出

国家公務員宿舎法 1949 1 法律 117 6 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 1 国
国家公務員宿舎を貸
与している独立行政法
人

○（全府省） 21 環境省
独立行政法人職員の住
宅事情に関する調査

2 有（電子媒体での管理） 住宅事情調査 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれるた
め。

215392 15 財務省
・独立行政法人職員の宿舎の明渡し等の報
告

国家公務員宿舎法 1949 1 法律 117 18 5 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
国家公務員宿舎を貸
与している独立行政法
人

○（全府省） 21 環境省 4 無

215393 15 財務省
・事務の委任に係る他の各省各庁からの同
意を得るための申請

国家公務員宿舎法施行令 1958 2 政令 341 5 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省
事務の委任に係る他の
各省各庁からの同意を
得るための申請手続き

○ 5 実績なし

215394 15 財務省 ・事務の委任に係る他の各省各庁の同意 国家公務員宿舎法施行令 1958 2 政令 341 5 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省
事務の委任に係る他の
各省各庁からの同意を
得るための申請手続き

5 実績なし

215395 15 財務省 政府保管有価証券隔地払込認可書の交付
政府保管有価証券取扱規
程

1922 3 省令又は規則 8 6 2 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215396 15 財務省 政府保管有価証券受領証書の交付
政府保管有価証券取扱規
程

1922 3 省令又は規則 8 8
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215397 15 財務省
政府保管有価証券受託証書又は政府保管
有価証券払込済通知書の交付

政府保管有価証券取扱規
程

1922 3 省令又は規則 8 13 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215398 15 財務省 有価証券附属の利札又は賦札の交付
政府保管有価証券取扱規
程

1922 3 省令又は規則 8 15 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215400 15 財務省
公益法人等に対して財産を寄附した場合の
譲渡所得等の非課税措置における基金に関
する証明申請

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 25 17 7 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

215401 15 財務省
公益法人等に対して財産を寄附した場合の
譲渡所得等の非課税措置における基金明細
書の提出

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 25 17 9 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

215402 15 財務省 検査調書の作成 予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 101 9 1 4 作成・保存等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

215408 15 財務省
行政機関の長等が他の行政機関の長等に対
して特定法人情報の提供を求める際の法人
番号の通知

行政手続における特定の
個人を識別するための番
号の利用等に関する法律

2013 1 法律 27 40 1 1 申請等
4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215409 15 財務省 公告した場合の報告
準備預金制度に関する法
律施行令

1957 2 政令 135 13 2 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215410 15 財務省
法務大臣に対する強制履行の請求等の書面
の送付

債権管理事務取扱規則 1956 3 省令又は規則 86 21 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215411 15 財務省 日本銀行への取引関係通知書の送付
保管金払込事務等取扱規
程

1951 3 省令又は規則 30 2 1
同条第2項、第4項及び第
5項による場合を含む。

1 申請等 1 国 2 独立行政法人等 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215415 15 財務省
競争参加者を指名する際の競争入札に付す
る事項等の通知

予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 97 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215416 15 財務省 予定経費増額要求明細書の送付 予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 11 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215417 15 財務省
年度開始前の資金交付についての計算書の
送付

予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 54 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215418 15 財務省
監督及び検査を契約担当官等及びその補助
者以外の職員に行わせる場合の通知

予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 101 6 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215419 15 財務省 補助金等の返還の期限の延長等の申請
補助金等に係る予算の執
行の適正化に関する法律
施行令

1955 2 政令 255 9 1 1 申請等
4-2 独立行政法人等
又は地方等

1 国 全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
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215420 15 財務省
補助金等の返還の期限の延長等の承認に係
る財務大臣協議

補助金等に係る予算の執
行の適正化に関する法律
施行令

1955 2 政令 255 9 5
第16条第3項により準用
する場合を含む。

1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215421 15 財務省 地方公共団体による不服申出書の提出
補助金等に係る予算の執
行の適正化に関する法律
施行令

1955 2 政令 255 15 1 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215422 15 財務省
現金払込済仕訳書の各省各庁の長への送
付

歳入徴収官事務規程 1952 3 省令又は規則 141 33 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215423 15 財務省
相殺した場合の納入告知書又は納付書の官
署支出官への提出

支出官事務規程 1947 3 省令又は規則 94 7 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215424 15 財務省
相殺した場合の差額、相手方の氏名等の歳
入徴収官への通知

支出官事務規程 1947 3 省令又は規則 94 7 6 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215425 15 財務省
小切手の指定受取人の印鑑のセンター支出
官への送付

支出官事務規程 1947 3 省令又は規則 94 13 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215426 15 財務省
国税収納資金等に払い込む際の納付書及び
計算書のセンター支出官への交付

支出官事務規程 1947 3 省令又は規則 94 14 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215427 15 財務省
特例払の際の支払請求書の資金前渡官吏
への交付

支出官事務規程 1947 3 省令又は規則 94 15 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215428 15 財務省
職員に対する旅費等の振込のための支出の
決定等の官署支出官による通知

支出官事務規程 1947 3 省令又は規則 94 16 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215429 15 財務省
振込のための支出の決定等の官署支出官に
よる通知又は適宜の書面の交付

支出官事務規程 1947 3 省令又は規則 94 16 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215430 15 財務省
住民税の振込のための支出決定の際の市町
村への通知

支出官事務規程 1947 3 省令又は規則 94 16 4 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215431 15 財務省 センター支出官に対する誤びゅう訂正の請求 支出官事務規程 1947 3 省令又は規則 94 17 1 関連条項：同条第2項 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215432 15 財務省
住民税の誤びゅう訂正を記入した通知書の
市町村への返付

支出官事務規程 1947 3 省令又は規則 94 17 3 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215433 15 財務省
センター支出官に対する振込み又は送金の
取消し請求

支出官事務規程 1947 3 省令又は規則 94 18 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215434 15 財務省
センター支出官に対する振込み又は送金の
訂正請求

支出官事務規程 1947 3 省令又は規則 94 18 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215435 15 財務省
給与からの控除額に係る金額表の関係歳入
徴収官への送付

支出官事務規程 1947 3 省令又は規則 94 19 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215436 15 財務省
職員給与と相殺を行った際の相殺額表の関
係歳入徴収官への送付

支出官事務規程 1947 3 省令又は規則 94 19 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215437 15 財務省 返納すべき職員への納入告知書の送付 支出官事務規程 1947 3 省令又は規則 94 20 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215438 15 財務省
返納すべき職員が納付告知書等を亡失した
際の納付書の送付

支出官事務規程 1947 3 省令又は規則 94 21 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215439 15 財務省
国庫金送金通知書受領前に亡失した旨のセ
ンター支出官への通知

支出官事務規程 1947 3 省令又は規則 94 22 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215440 15 財務省
再発行した国庫金送金通知の受取人への送
付

支出官事務規程 1947 3 省令又は規則 94 22 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215441 15 財務省
再発行した国庫金送金通知書を送付した旨
の日本銀行への通知

支出官事務規程 1947 3 省令又は規則 94 22 2 1 申請等 1 国 2 独立行政法人等 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215442 15 財務省
支払い場所変更の請求のための国庫金送金
通知書のセンター支出官への送付

支出官事務規程 1947 3 省令又は規則 94 23 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215443 15 財務省
支払い場所を訂正した国庫金送金通知書の
受取人への送付

支出官事務規程 1947 3 省令又は規則 94 23 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215444 15 財務省
支払い場所を訂正した国庫金送金通知書を
送付した旨の日本銀行への通知

支出官事務規程 1947 3 省令又は規則 94 23 3 1 申請等 1 国 2 独立行政法人等 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215445 15 財務省
支払い場所を訂正した国庫金送金通知書を
送付した旨のセンター支出官への通知

支出官事務規程 1947 3 省令又は規則 94 23 4 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215446 15 財務省
振出し後1年経過した小切手の支払をすべき
旨の資金前渡官吏への通知

支出官事務規程 1947 3 省令又は規則 94 24 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215447 15 財務省
資金前渡官吏等の新設された場合等の取引
関係通知書の日銀への送付

出納官吏事務規程 1947 3 省令又は規則 94 24 1
関係条項：同条第2項、第
4項及び第5項

1 申請等 1 国 2 独立行政法人等 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215448 15 財務省 収納済歳入額計算書の送付
決算調整資金事務取扱規
則

1978 3 省令又は規則 7 1 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215449 15 財務省 収納済歳入額総計算書の送付
決算調整資金事務取扱規
則

1978 3 省令又は規則 7 1 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215450 15 財務省
支出負担行為の限度額の分任官への示達に
係る資金前渡官吏への通知

予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 39 7 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215451 15 財務省 証券の金額等の制限に係る財務大臣協議
歳入納付ニ使用スル証券
ニ関スル件

1916 2 政令 256 6 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215452 15 財務省
分任支出負担行為担当官からの支出官等へ
の通知

支出負担行為等取扱規則 1952 3 省令又は規則 18 19 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215453 15 財務省
更生計画案等についての同意に係る財務大
臣への求意見

国の債権の管理等に関す
る法律

1956 1 法律 114 38 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215454 15 財務省
浸水面積に関する農林水産大臣と財務大臣
との協議

激甚災害に対処するため
の特別の財政援助等に関
する法律施行令

1962 2 政令 403 22 3 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

215455 15 財務省
災害関係保証期間の特例期間に関する経済
産業大臣と財務大臣との協議

激甚災害に対処するため
の特別の財政援助等に関
する法律施行令

1962 2 政令 403 24 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

215456 15 財務省
公立社会教育施設を定めるための文部大臣
と財務大臣との協議

激甚災害に対処するため
の特別の財政援助等に関
する法律施行令

1962 2 政令 403 33 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

215457 15 財務省
設備費の額を算定するための文部科学大臣
と財務大臣との協議

激甚災害に対処するため
の特別の財政援助等に関
する法律施行令

1962 2 政令 403 34 4 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

215458 15 財務省
年金等の受取人に対する国庫金送金通知書
の送付

支出官事務規程 1947 3 省令又は規則 94 16 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215460 15 財務省
国会、裁判所、会計検査院の歳入歳出等の
見積書類の財務大臣への送付

予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 8 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215461 15 財務省 一般競争参加資格を有する者の名簿の作成 予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 72 3 4 作成・保存等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215462 15 財務省 競争参加者の資格の審査の結果の通知 契約事務取扱規則 1947 3 省令又は規則 52 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215463 15 財務省
定期預金債権を担保とすることについての銀
行等の承諾を証する書面の提出の求め

契約事務取扱規則 1947 3 省令又は規則 52 5 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215464 15 財務省 金融機関の保証を証する書面の提出の求め 契約事務取扱規則 1947 3 省令又は規則 52 5 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215465 15 財務省
最低価格をもって申込みをした者以外の者を
落札者とした場合の落札者等への通知

契約事務取扱規則 1947 3 省令又は規則 52 10 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215466 15 財務省 契約の履行に必要な細部設計図等の作成 契約事務取扱規則 1947 3 省令又は規則 52 18 1 4 作成・保存等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215467 15 財務省
監督又は検査を委託して行った場合の確認
結果を記載した書面の作成

契約事務取扱規則 1947 3 省令又は規則 52 23 1 4 作成・保存等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215468 15 財務省 都道府県が事務を行う場合の同意の通知
補助金等に係る予算の執
行の適正化に関する法律
施行令

1955 2 政令 255 17 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 1 国 2 第1号法定受託事務 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215469 15 財務省 支出官引継書の作成 支出官事務規程 1947 3 省令又は規則 94 26 1
関係条項：同条第3項及び
第50条第1項

4 作成・保存等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215470 15 財務省 徴収簿の登記 予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 131 4 作成・保存等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし
215471 15 財務省 支出決定簿の登記 予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 132 4 作成・保存等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし
215472 15 財務省 支出負担行為差引簿の登記 予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 134 4 作成・保存等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215475 15 財務省 歳入徴収官代理開始及び終止整理表の作成 歳入徴収官事務規程 1952 3 省令又は規則 141 56 3 4 作成・保存等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215476 15 財務省 支出の決定の書類作成 支出官事務規程 1947 3 省令又は規則 94 5 4 作成・保存等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215477 15 財務省
特別調達資金出納官吏から国庫金振替書等
を受領した場合における振替済書の送信

日本銀行特別調達資金出
納取扱規程

1951 3 省令又は規則 100 11 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国 日本銀行
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

215480 15 財務省 供託有価証券受託証書の送付
日本銀行政府有価証券取
扱規程

1922 3 省令又は規則 11 17
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 1 国 日本銀行
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

215481 15 財務省
供託番号に係る振替口座における減額の通
知

供託振替国債取扱規程 2002 3 省令又は規則 69 4 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 1 国 日本銀行
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

215482 15 財務省
特別調達資金債権管理職員への領収済通
知書の送付

日本銀行特別調達資金出
納取扱規程

1951 3 省令又は規則 100 8 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 1 国 日本銀行
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

215483 15 財務省
特定公益信託の証明及び認定特定公益信託
の認定の協議

法人税法施行令 1965 2 政令 97 77 4 4 1 申請等 4-3 国又は地方等 1 国 2 第1号法定受託事務 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215484 15 財務省
特定公益信託の証明及び認定特定公益信託
の認定の協議

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 40 4 4 1 申請等 4-3 国又は地方等 1 国 2 第1号法定受託事務 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215486 15 財務省
特定公益信託の証明及び認定特定公益信託
の認定の協議

所得税法施行令 1965 2 政令 96 217 2 4 1 申請等 4-3 国又は地方等 1 国 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

215491 15 財務省
日本銀行に対する払渡請求者の口座への振
替申請

供託振替国債取扱規程 2002 3 省令又は規則 69 4 1 1 申請等 1 国 2 独立行政法人等 日本銀行
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

215492 15 財務省
日本銀行からの振替国債の償還金又は利息
の保管に当たっての必要事項の通知

供託振替国債取扱規程 2002 3 省令又は規則 69 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等 1 国 日本銀行
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

215497 15 財務省
日本銀行への供託振替国債口座開設等依
頼書の送付

供託振替国債取扱規程 2002 3 省令又は規則 69 2 1 1 申請等 1 国 2 独立行政法人等 日本銀行
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

215498 15 財務省
供託所に供託された振替国債に係る償還金
又は利息の支払いがされる際の必要事項の
通知

日本銀行供託振替国債取
扱規程

2002 3 省令又は規則 70 3 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等 1 国 日本銀行
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

215499 15 財務省
供託所の指図に基づき供託所の保管金に受
入た旨の通知

日本銀行供託振替国債取
扱規程

2002 3 省令又は規則 70 3 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 1 国 日本銀行
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

215507 15 財務省 取引関係通知書の作成
政府所有有価証券取扱規
程

1922 3 省令又は規則 7 10 1
政府所有有価証券取扱規
程第10条第2項

4 作成・保存等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

215508 15 財務省 供託有価証券払渡請求書の提出 供託有価証券取扱規程 1922 3 省令又は規則 9 3 1 1 申請等 1 国 2 独立行政法人等 日本銀行
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

215509 15 財務省 供託有価証券の交付 供託有価証券取扱規程 1922 3 省令又は規則 9 3 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 1 国 日本銀行
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

215510 15 財務省 供託有価証券一部払渡請求書の提出 供託有価証券取扱規程 1922 3 省令又は規則 9 3 2 1 申請等 1 国 2 独立行政法人等 日本銀行
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

215511 15 財務省 供託有価証券の一部交付 供託有価証券取扱規程 1922 3 省令又は規則 9 3 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 1 国 日本銀行
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

215512 15 財務省
供託有価証券払渡請求書及び供託有価証券
一部払渡請求書の作成

供託有価証券取扱規程 1922 3 省令又は規則 9 3 3 4 作成・保存等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

215513 15 財務省 供託有価証券利札・賦札請求書の提出 供託有価証券取扱規程 1922 3 省令又は規則 9 4 1 申請等 1 国 2 独立行政法人等 日本銀行
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

215514 15 財務省
供託有価証券附属利札又は供託有価証券
附属賦札の交付

供託有価証券取扱規程 1922 3 省令又は規則 9 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 1 国 日本銀行
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

215515 15 財務省
供託有価証券利息（配当金）請求書の提出
及び附属供託請求書の提出

供託有価証券取扱規程 1922 3 省令又は規則 9 5 1 申請等 1 国 2 独立行政法人等 日本銀行
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

215516 15 財務省 供託振替国債口座開設等依頼書の作成 供託振替国債取扱規程 2002 3 省令又は規則 69 2 1 4 作成・保存等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

215517 15 財務省 前条に係る記録の保存 供託振替国債取扱規程 2002 3 省令又は規則 69 6 4 作成・保存等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

215523 15 財務省 代供託請求書の提出 供託有価証券取扱規程 1922 3 省令又は規則 9 3 5 1 申請等 1 国 2 独立行政法人等 日本銀行
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

215524 15 財務省 保管金取扱店の変更届
保管金払込事務等取扱規
程

1951 3 省令又は規則 30 13 1 1 申請等 1 国 2 独立行政法人等 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

217001 17 厚生労働省 試験事業者の認定 産業標準化法 1949 1 法律 185 57 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし
217002 17 厚生労働省 認定試験事業者の地位の承継の届出 産業標準化法 1949 1 法律 185 60 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし
217003 17 厚生労働省 登録認証機関の地位承継の届出 産業標準化法 1949 1 法律 185 29 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

217004 17 厚生労働省
指定試験機関がした処分等に係る不服申立
て

公認心理師法 2015 1 法律 68 24 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

217005 17 厚生労働省 指定登録機関の事業計画の認可等の申請 公認心理師法 2015 1 法律 68 38
第38条により、第12条を
準用する

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

217006 17 厚生労働省 登録事務規程の認可と変更の申請 公認心理師法 2015 1 法律 68 38
第38条により、第13条第１
項を準用する

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

217007 17 厚生労働省 登録事務の休廃止の申請 公認心理師法 2015 1 法律 68 38
第38条により、第21条を
準用する

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

217008 17 厚生労働省 指定試験機関の指定の申請 公認心理師法 2015 1 法律 68 10 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

217009 17 厚生労働省 指定試験機関の役員の選任及び解任の申請 公認心理師法 2015 1 法律 68 11 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

217010 17 厚生労働省 指定試験機関の事業計画の認可等の申請 公認心理師法 2015 1 法律 68 12 第12条第1、2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

217011 17 厚生労働省 試験事務規程の認可と変更の申請 公認心理師法 2015 1 法律 68 13 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

217012 17 厚生労働省 公認心理師試験委員の選任、変更の申請 公認心理師法 2015 1 法律 68 14 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

217013 17 厚生労働省 試験事務の休廃止の申請 公認心理師法 2015 1 法律 68 21 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

217014 17 厚生労働省 指定登録機関の指定の申請 公認心理師法 2015 1 法律 68 36 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

217015 17 厚生労働省 指定登録機関の役員の選任及び解任の申請 公認心理師法 2015 1 法律 68 38
第38条により、第11条第１
項を準用する

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

217016 17 厚生労働省 受験者に対する試験の受験禁止処分 公認心理師法 2015 1 法律 68 8 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

217017 17 厚生労働省 指定試験機関の役員の解任命令 公認心理師法 2015 1 法律 68 11 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

217018 17 厚生労働省 試験事務規程の変更命令 公認心理師法 2015 1 法律 68 13 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

217019 17 厚生労働省 公認心理師試験委員の解任命令 公認心理師法 2015 1 法律 68 14 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

217020 17 厚生労働省 指定試験機関に対する監督命令 公認心理師法 2015 1 法律 68 18
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

217021 17 厚生労働省 指定試験機関の指定取消し等 公認心理師法 2015 1 法律 68 22 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

217022 17 厚生労働省 指定試験機関の指定取消し 公認心理師法 2015 1 法律 68 22 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

217023 17 厚生労働省 登録の取消し 公認心理師法 2015 1 法律 68 32 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

217024 17 厚生労働省 登録の取消し等 公認心理師法 2015 1 法律 68 32 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

217025 17 厚生労働省 登録事務規程の変更命令 公認心理師法 2015 1 法律 68 38
第38条により、第13条第３
項を準用する

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

217026 17 厚生労働省 指定登録機関の指定取消し等 公認心理師法 2015 1 法律 68 38
第38条により、第22条第２
項を準用する

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

217027 17 厚生労働省 指定登録機関の役員の解任命令 公認心理師法 2015 1 法律 68 38
第38条により、第11条第２
項を準用する

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

217028 17 厚生労働省 指定登録機関に対する監督命令 公認心理師法 2015 1 法律 68 38
第38条により、第18条を
準用する

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

217029 17 厚生労働省
公認心理師法施行規則第５条で定める施設
の認定

公認心理師法 2015 1 法律 68 7 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

217030 17 厚生労働省
外国の大学等を卒業した者等の受験資格の
認定

公認心理師法 2015 1 法律 68 7 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

217031 17 厚生労働省 指定試験機関の帳簿 公認心理師法 2015 1 法律 68 17 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

217032 17 厚生労働省 指定登録機関の帳簿 公認心理師法 2015 1 法律 68 38
第38条により、第17条を
準用する

4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

217033 17 厚生労働省 指定試験機関の名称等変更時の届出
公認心理師法に基づく指
定試験機関及び指定登録
機関に関する省令

2016 3 省令又は規則 1 2 第2条第1、2項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

217034 17 厚生労働省 指定試験機関による試験結果の報告
公認心理師法に基づく指
定試験機関及び指定登録
機関に関する省令

2016 3 省令又は規則 1 10
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

217035 17 厚生労働省
指定試験機関による受験停止の処分等の報
告

公認心理師法に基づく指
定試験機関及び指定登録
機関に関する省令

2016 3 省令又は規則 1 11
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

217036 17 厚生労働省 指定登録機関による登録状況の報告
公認心理師法に基づく指
定試験機関及び指定登録
機関に関する省令

2016 3 省令又は規則 1 19
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）
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府省共
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公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

217037 17 厚生労働省 指定登録機関による虚偽登録者等の報告
公認心理師法に基づく指
定試験機関及び指定登録
機関に関する省令

2016 3 省令又は規則 1 20
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

217038 17 厚生労働省 指定登録機関の名称等変更時の届出
公認心理師法に基づく指
定試験機関及び指定登録
機関に関する省令

2016 3 省令又は規則 1 22
第22条により第2条を準用
する

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

217039 17 厚生労働省
管理栄養士養成施設の生徒の定員等の変
更の承認の申請（学校の管理栄養士養成施
設）

管理栄養士学校指定規則 1966 3 省令又は規則 2 4
併せて、「35 文部科学省
令」

1 申請等 6 民間事業者等 1 国 3 地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省
栄養士養成施設及び管
理栄養士養成施設の指
定等

1 有（データベースでの管理） 施設台帳 1 健康・医療・介護 11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない

217040 17 厚生労働省
加工技術が日本工業規格に該当する表示の
認定

産業標準化法 1949 1 法律 185 20 1
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

217041 17 厚生労働省
外国において加工する技術が日本工業規格
に該当する表示の認定

産業標準化法 1949 1 法律 185 23 3
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

217042 17 厚生労働省
外国において製造する鉱工業品が日本工業
規格に該当する表示の認定

産業標準化法 1949 1 法律 185 23 1
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

217043 17 厚生労働省 外国試験事業者の認定 産業標準化法 1949 1 法律 185 65 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

217044 17 厚生労働省
外国登録認証機関の業務の休止又は廃止
の届出

産業標準化法 1949 1 法律 185 41 2 第34条第１項の準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

217045 17 厚生労働省 外国登録認証機関の業務規程の届出 産業標準化法 1949 1 法律 185 41 2 第33条第１項の準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

217046 17 厚生労働省
外国登録認証機関の業務規程の変更の届
出

産業標準化法 1949 1 法律 185 41 2 第33条第１項の準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

217047 17 厚生労働省
外国登録認証機関の事務所所在地の変更
の届出

産業標準化法 1949 1 法律 185 41 2 第32条第１項の準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

217048 17 厚生労働省
外国登録認証機関の認証した製造業者等又
は加工事業者の氏名等の報告

産業標準化法 1949 1 法律 185 41 2 第31条第3項の準用
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

217049 17 厚生労働省
管理栄養士養成施設の指定申請手続（学校
の管理栄養士養成施設）

管理栄養士学校指定規則 1966 3 省令又は規則 2 3 1
併せて、「35 文部科学省
令」

1 申請等 6 民間事業者等 1 国 3 地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省
栄養士養成施設及び管
理栄養士養成施設の指
定等

○ 1 有（データベースでの管理） 施設台帳 1 健康・医療・介護 11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない

217050 17 厚生労働省 技能実習計画の認定申請
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 8 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 申請等情報 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない

217051 17 厚生労働省 技能実習計画の変更申請
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 11 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 申請等情報 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない

217052 17 厚生労働省 技能実習計画の認定
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 9
第12条第１項により外国
人技能実習機構の事務

2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

6 民間事業者等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 技能実習計画の認定 ○ 1 有（データベースでの管理） 申請等情報 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

外国人技能実
習機構業務統
計

1 OD

https://www.otit.
go.jp/files/user/
docs/201002-
1-1.pdf

4 RDF 1 年1回 10月頃

217053 17 厚生労働省 技能実習計画の認定の報告
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 12 4 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 認定件数等情報 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない

217054 17 厚生労働省 技能実習計画の変更認定
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 11 1
第12条第１項により外国
人技能実習機構の事務

2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

6 民間事業者等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省
技能実習計画の変更認
定

○ 1 有（データベースでの管理） 申請等情報 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない

217055 17 厚生労働省 実習実施者等からの報告徴収
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 13 1
第14条１項により外国人
技能実習機構の事務

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

6 民間事業者等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

217056 17 厚生労働省
外国人技能実習機構による報告徴収実施の
報告

外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 14 3 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 実績の定期報告 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

217057 17 厚生労働省 実習実施者への改善命令
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 15 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 命令書写 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

217058 17 厚生労働省 実習実施者への改善命令の公示
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 15 2 3 縦覧等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） プレスリリース 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

プレスリリース 1 OD
https://www.mhl
w.go.jp/stf/houd
ou/

7 構造化
PDF

4 都度更
新

改善命令
日

217059 17 厚生労働省 実習認定の取消
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 16 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 取消通知書写 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

217060 17 厚生労働省 実習認定の取消の公示
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 16 2 3 縦覧等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） プレスリリース 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

プレスリリース 1 OD
https://www.mhl
w.go.jp/stf/houd
ou/

7 構造化
PDF

4 都度更
新

認定取消
日

217061 17 厚生労働省 技能実習開始の届出
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 17
第18条第１項により外国
人技能実習機構の事務

1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 技能実習開始の届出 ○ 1 有（データベースでの管理） 申請等情報 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない

217062 17 厚生労働省 技能実習開始届出受理の報告
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 18 3 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 届出件数 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない

217064 17 厚生労働省 技能実習継続困難の届出
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 19 1
第18条第１項により外国
人技能実習機構の事務

1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 申請等情報 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

外国人技能実
習機構業務統
計

1 OD

https://www.otit.
go.jp/files/user/
docs/201002-
3-1.pdf

4 RDF 1 年1回 10月頃

217066 17 厚生労働省 技能実習継続困難届出受理の報告
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 19 3 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 届出件数 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない

217068 17 厚生労働省 帳簿の備付け
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 20 4 作成・保存等
7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

217069 17 厚生労働省 実施状況報告書の提出
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 21 1
第18条第１項により外国
人技能実習機構の事務

1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 申請等情報 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない

217070 17 厚生労働省 実施状況報告書受理の報告
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 21 2 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 提出件数等 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない

217072 17 厚生労働省 技能実習計画の認定の通知

外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律施行規
則

2016 3 省令又は規則 3 5 1
第12条第１項により外国
人技能実習機構の事務

2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

6 民間事業者等 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 技能実習計画の認定 1 有（データベースでの管理） 申請等情報 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

217073 17 厚生労働省 技能実習計画の変更の認定の通知

外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律施行規
則

2016 3 省令又は規則 3 18 2
第12条第１項により外国
人技能実習機構の事務

2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

6 民間事業者等 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省
技能実習計画の変更の
認定

1 有（データベースでの管理） 申請等情報 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

217074 17 厚生労働省 技能実習開始の届出受理の通知

外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律施行規
則

2016 3 省令又は規則 3 20 3
第18条第１項により外国
人技能実習機構の事務

2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-1 国又は独立行政
法人等

6 民間事業者等 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 技能実習開始の届出 1 有（データベースでの管理） 申請等情報 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

217075 17 厚生労働省 公認心理師登録証の交付 公認心理師法 2015 1 法律 68 30
民間事業者等が事務を実
施（第37条の読替規定）

2-1 申請等に基づく処
分通知等

6 民間事業者等 5 国民等
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理）
公認心理師登録者の申請書類に基
づく情報

11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

217076 17 厚生労働省 資料の提供その他必要な協力の要求
育児休業、介護休業等育
児又は家族介護を行う労
働者の福祉に関する法律

1991 1 法律 76 55 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

217077 17 厚生労働省
都道府県知事に対する必要な調査報告の要
求

育児休業、介護休業等育
児又は家族介護を行う労
働者の福祉に関する法律

1991 1 法律 76 55 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

217078 17 厚生労働省 資料の提供等
育児休業、介護休業等育
児又は家族介護を行う労
働者の福祉に関する法律

1991 1 法律 76 55 2 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

217079 17 厚生労働省 都道府県知事からの調査報告
育児休業、介護休業等育
児又は家族介護を行う労
働者の福祉に関する法律

1991 1 法律 76 55 3 1 申請等 3 地方等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

217080 17 厚生労働省
指定登録機関への登録の取り消しに関する
通知

公認心理師法に基づく指
定試験機関及び指定登録
機関に関する省令

2016 3 省令又は規則 1 21
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

217081 17 厚生労働省 指定登録機関の指定取消し 公認心理師法 2015 1 法律 68 38
第38条により、第22条第１
項を準用する

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

217082 17 厚生労働省 指定試験機関に対する受験禁止処分の通知
公認心理師法に基づく指
定試験機関及び指定登録
機関に関する省令

2016 3 省令又は規則 1 12
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

217083 17 厚生労働省
指定登録機関がした処分等に係る不服申立
て

公認心理師法 2015 1 法律 68 38
第38条により、第24条を
準用する

1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

217084 17 厚生労働省 公認心理師登録証再交付の申請等 公認心理師法施行規則 2017 3 省令又は規則 3 16 1
民間事業者等が事務を実
施（第21条の読替規定）

1 申請等 5 国民等 2 独立行政法人等
●（一部の
府省）

21 環境省 ○ 1 有（データベースでの管理）
公認心理師登録者の申請書類に基
づく情報

11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

217085 17 厚生労働省 公認心理師登録証の返納 公認心理師法施行規則 2017 3 省令又は規則 3 16 2
他、第19条第２項。民間
事業者等が事務を実施
（第21条の読替規定）

1 申請等 5 国民等 2 独立行政法人等
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理）
公認心理師登録者の申請書類に基
づく情報

11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

217086 17 厚生労働省 公認心理師登録事項の変更の届出等 公認心理師法 2015 1 法律 68 31

・第31条第１、２項
・民間事業者等が事務を
実施（第37条の読替規
定）

1 申請等 5 国民等 2 独立行政法人等
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理）
公認心理師登録者の申請書類に基
づく情報

11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

217087 17 厚生労働省 公認心理師試験合格証書の交付 公認心理師法施行規則 2017 3 省令又は規則 3 11
民間事業者等が事務を実
施（第９条の読替規定）

2-1 申請等に基づく処
分通知等

6 民間事業者等 5 国民等
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理）
公認心理師試験受験者の申請書類
に基づく情報

11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

217088 17 厚生労働省 受験者に対する試験の無効等の処分 公認心理師法 2015 1 法律 68 8 1
民間事業者等が事務を実
施（第37条の読替規定）

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

6 民間事業者等 5 国民等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

217089 17 厚生労働省 公認心理師試験の受験手続き 公認心理師法施行規則 2017 3 省令又は規則 3 9
民間事業者等が事務を実
施

1 申請等 5 国民等 2 独立行政法人等
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理）
公認心理師試験受験者の申請書類
に基づく情報

11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

217090 17 厚生労働省 公認心理師の登録申請 公認心理師法施行規則 2017 3 省令又は規則 3 13
民間事業者等が事務を実
施（第21条の読替規定）

1 申請等 5 国民等 2 独立行政法人等
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理）
公認心理師登録者の申請書類に基
づく情報

11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

217091 17 厚生労働省 公認心理師の死亡等の届出 公認心理師法施行規則 2017 3 省令又は規則 3 18 1 申請等 5 国民等 2 独立行政法人等
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理）
公認心理師登録者の申請書類に基
づく情報

11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

217092 17 厚生労働省 公認心理師登録簿 公認心理師法 2015 1 法律 68 29
民間事業者等が事務を実
施（第37条の読替規定）

4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理）
公認心理師登録者の申請書類に基
づく情報

11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

217093 17 厚生労働省 都道府県等食品衛生監視指導計画の報告 食品衛生法 1947 1 法律 233 24 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 1 国 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 4 その他

食品衛生法第24条第４項
により、都道府県知事等
が公表することと定められ
ているため。

217094 17 厚生労働省 監視指導指針の通知 食品衛生法 1947 1 法律 233 22 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

218002 18 農林水産省 信用事業規程の承認 農業協同組合法 1947 1 法律 132 11 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218003 18 農林水産省 信用事業規程の変更又は廃止の承認 農業協同組合法 1947 1 法律 132 11 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218004 18 農林水産省 信用事業規程の変更（軽微な事項）の届出 農業協同組合法 1947 1 法律 132 11 4 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218005 18 農林水産省 大口信用供与規制の特例の承認 農業協同組合法 1947 1 法律 132 11 8 1 ただし書 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

218006 18 農林水産省
連結ベースの大口信用供与規制の特例の承
認

農業協同組合法 1947 1 法律 132 11 8 2 （同条第1項ただし書 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

218007 18 農林水産省
農業協同組合の信託任務の辞任の許可の
申請

農業協同組合法 1947 1 法律 132 11 26 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218008 18 農林水産省
農業協同組合が子会社対象会社を子会社と
することについての届出

農業協同組合法 1947 1 法律 132 97 3 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218009 18 農林水産省

信用事業会社である国内の会社の議決権
を、基準議決権数を超えて取得等する場合
に、１年を超えて保有することについての承
認

農業協同組合法 1947 1 法律 132 11 65 2 ただし書 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218010 18 農林水産省 信用事業の譲渡又は譲受けの認可 農業協同組合法 1947 1 法律 132 50 2 3 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

218011 18 農林水産省 全部事業譲渡終了の届出 農業協同組合法 1947 1 法律 132 50 2 7 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
3-1 データ変換の作業が
負担

218012 18 農林水産省
農業協同組合又は連合会の共済事業の譲
渡の届出

農業協同組合法 1947 1 法律 132 50 4 5 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218013 18 農林水産省 業務報告書の提出（単体 農業協同組合法 1947 1 法律 132 54 2 1 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

218014 18 農林水産省 業務報告書の提出（連結 農業協同組合法 1947 1 法律 132 54 2 2 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

218015 18 農林水産省
総会における農業協同組合又は連合会の解
散の議決の認可に関する証明の請求

農業協同組合法 1947 1 法律 132 64 3
（農業協同組合法第61条
第2項

2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 4 その他 他省庁管理のため

218016 18 農林水産省
会員が一人になった連合会の権利義務の当
該会員への承継の認可の申請

農業協同組合法 1947 1 法律 132 70 2
（農業協同組合法第65条
第2項

1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218017 18 農林水産省 連合会の報告及び資料の提出 水産業協同組合法 1948 1 法律 242 122 1
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

218018 18 農林水産省 組合の報告及び資料の提出 水産業協同組合法 1948 1 法律 242 122 2
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

218019 18 農林水産省 業務又は財産の状況の報告徴求 農業信用保証保険法 1961 1 法律 204 55
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

218020 18 農林水産省
報告徴求又は検査を行った際の都道府県知
事から主務大臣への報告

農業信用保証保険法施行
令

1961 2 政令 308 8 3 1 申請等 3 地方等 1 国 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

218021 18 農林水産省 関係行政機関との協議
食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律

2000 1 法律 116 3 3 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法に基づく基本方針を定
め、又は改定しようとする
ときの協議内容であり、公
開の必要がない。

218022 18 農林水産省
登録再生利用事業者の登録、変更、廃止の
届出の受理の都道府県知事への通知

食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律

2000 1 法律 116 11 6
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理）

氏名又は名称及び住所並びに法人
のあってはその代表者の氏名、再
生利用事業の内容、事業場の名称
及び所在地、特定肥飼料量等の製
造のように供する施設の種類及び
規模、特定肥飼料等を保管する施
設及びこれを販売する事業場の所
在地

5 農業・水産業（スマートフー
ドチェーン）

11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法に基づき、届出を受理し
た旨を都道府県知事へ通
知するものであり、公開の
必要がない。

218023 18 農林水産省
登録再生利用事業者の更新の都道府県知
事への通知

食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律

2000 1 法律 116 12 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理）

登録再生利用事業者の住所及び氏
名（法人にあっては名称及び代表
者の氏名）、電話番号、再生利用事
業の内容等

5 農業・水産業（スマートフー
ドチェーン）

11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法に基づき、登録を更新し
た旨を都道府県知事へ通
知するものであり、公開の
必要がない。

218024 18 農林水産省
再生利用事業計画の認定の都道府県知事
への通知

食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律

2000 1 法律 116 19 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理）

認定事業者の住所及び氏名（法人
にあっては名称及び代表者の氏
名）、電話番号、再生利用事業計画
の内容等

5 農業・水産業（スマートフー
ドチェーン）

11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法に基づき、事業計画を
認定した旨を都道府県知
事へ通知するものであり、
公開の必要がない。

218025 18 農林水産省
再生利用事業計画の変更、取消の都道府県
知事への通知

食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律

2000 1 法律 116 20 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理）

認定事業者の住所及び氏名（法人
にあっては名称及び代表者の氏
名）、電話番号、再生利用事業計画
の内容等

5 農業・水産業（スマートフー
ドチェーン）

11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法に基づき、事業計画の
変更の認定又は認定の取
消しをした旨を都道府県知
事へ通知するものであり、
公開の必要がない。

218026 18 農林水産省
登録再生利用事業者の登録の取消の都道
府県知事への通知

食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律

2000 1 法律 116 17 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理）

取消を受けた事業者の住所及び氏
名（法人にあっては名称及び代表
者の氏名）、当該取消を受けた理由
等

5 農業・水産業（スマートフー
ドチェーン）

11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法に基づき、登録の取消
しをした旨を都道府県知事
へ通知するものであり、公
開の必要がない。

218027 18 農林水産省
報告徴求又は検査を行った際の都道府県知
事から主務大臣への報告

農業信用保証保険法施行
令

1961 2 政令 348 8 3 1 申請等 3 地方等 1 国 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

218028 18 農林水産省
震災特例組合等に係る特定優先出資等の取
得の決定についての財務大臣への協議（主
務大臣→財務大臣）

農林中央金庫及び特定農
水産業協同組合等による
信用事業の再編及び強化
に関する法律

1996 1 法律 118 5 2 附則第5条第2項 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218029 18 農林水産省 信用事業強化計画等の公表（主務大臣）

農林中央金庫及び特定農
水産業協同組合等による
信用事業の再編及び強化
に関する法律

1996 1 法律 118 6 附則第6条 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218030 18 農林水産省
管理を命ずる処分又は処分の取消しの通知・
登記(主務大臣→登記所等）

農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 87 1 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218031 18 農林水産省
管理を命ずる処分又は処分の取消しの変更
(主務大臣→登記所等）

農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 87 3 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

218032 18 農林水産省 都道府県知事の意見の事前聴取
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 97 2 1 申請等 1 国 3 地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218033 18 農林水産省 認定の取消しの際の都道府県知事意見聴取
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 98 2 1 申請等 1 国 3 地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218034 18 農林水産省 都道府県知事の意見の事前聴取
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 99 3 1 申請等 1 国 3 地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218035 18 農林水産省 財務大臣の意見の聴取
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 99 6 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218036 18 農林水産省 都道府県知事の意見の事前聴取
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 99 7 1 申請等 1 国 3 地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218037 18 農林水産省 都道府県知事の意見の事前聴取
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 99 9 1 申請等 1 国 3 地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218039 18 農林水産省
優先出資の引受け等の決定についての財務
大臣への協議（主務大臣→財務大臣）

農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 100 4 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218040 18 農林水産省 財務大臣の意見の事前聴取
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 100 7 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218041 18 農林水産省 都道府県知事の意見の事前聴取
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 100 7 1 申請等 1 国 3 地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218042 18 農林水産省 認定の取消しの報告(主務大臣→国会）
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 100 7 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218043 18 農林水産省 都道府県知事の意見の事前聴取
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 100 7 1 申請等 1 国 3 地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218044 18 農林水産省
第二号措置に係る認定の報告(主務大臣→
国会）

農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 100 7 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218046 18 農林水産省
農林水産大臣から内閣総理大臣への検査結
果の通知

水産業協同組合法 1948 1 法律 242 127 5 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

218047 18 農林水産省
内閣総理大臣及び農林水産大臣と財務大臣
との協議

水産業協同組合法 1948 1 法律 242 127 2 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218048 18 農林水産省 信用事業規程の軽微な変更の届出 水産業協同組合法 1948 1 法律 242 11 5 4 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない

218049 18 農林水産省 決算速報及び仮決算速報の提出延期の承認
漁業協同組合等の信用事
業等に関する命令

1993 4 その他 2 52 3 大蔵省・農林水産省令 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218050 18 農林水産省
農業協同組合又は連合会の定款変更の認
可の申請

農業協同組合法 1947 1 法律 132 44 2 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218051 18 農林水産省
農業協同組合又は連合会の解散の議決の
認可の申請

農業協同組合法 1947 1 法律 132 64 2 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218052 18 農林水産省 組合の解散の届出 農業協同組合法 1947 1 法律 132 64 4 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218053 18 農林水産省
農業協同組合又は連合会の合併の認可の
申請

農業協同組合法 1947 1 法律 132 65 2 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218054 18 農林水産省
農業協同組合又は連合会の合併の認可に関
する証明書の請求

農業協同組合法 1947 1 法律 132 65 3 第61条第２項 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218055 18 農林水産省
会員が一人になった連合会の権利義務の当
該会員への承継 の認可に関する報告書の
請求

農業協同組合法 1947 1 法律 132 70 2
第65条第３項、第59条第
２項

1 申請等 4-3 国又は地方等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218056 18 農林水産省
地方公共団体等に対する貸付 の最高限度
の認可

水産業協同組合法 1948 1 法律 242 92 1 第１１条の７準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない

218058 18 農林水産省
地方公共団体等に対する貸付 けの最高限
度の認可

水産業協同組合法 1948 1 法律 242 100 1 第１１条の７準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218059 18 農林水産省
都道府県知事から機構への第二種保険事故
の通知

農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 57 3 1 申請等 3 地方等 2 独立行政法人等
農水産業協同組合貯
金保険機構

2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218060 18 農林水産省
適格性の認定の通知(知事又は主務大臣→
機構)

農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 63 8 1 申請等 3 地方等 2 独立行政法人等
農水産業協同組合貯
金保険機構

2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218061 18 農林水産省 あっせん等の協力要請(知事→機構)
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 64 7 1 申請等 3 地方等 2 独立行政法人等
農水産業協同組合貯
金保険機構

2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218062 18 農林水産省
農業協同組合又は連合会の一時理事の選
任又は総会の招集の 請求

農業協同組合法 1947 1 法律 132 40 1 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218063 18 農林水産省
農業協同組合又は連合会の定款変更の認
可に関する証明の請求

農業協同組合法 1947 1 法律 132 44 3 第61条第２項 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218064 18 農林水産省
農業協同組合又は連合会の 軽微な事項等
に係る定款の 変更の届出

農業協同組合法 1947 1 法律 132 44 4 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218065 18 農林水産省
農業協同組合又は連合会の設立の認可の
申請

農業協同組合法 1947 1 法律 132 59 1 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218066 18 農林水産省
農業協同組合又は連合会の設立の認可に関
する証明の請求

農業協同組合法 1947 1 法律 132 61 2 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218067 18 農林水産省
農業協同組合又は連合会の 設立の認可の
取消

農業協同組合法 1947 1 法律 132 63 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218068 18 農林水産省
農業協同組合又 は連合会の解散の議決の
認可 の申請

農業協同組合法 1947 1 法律 132 64 2 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218069 18 農林水産省 連合会の解散の届出 農業協同組合法 1947 1 法律 132 64 8 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218070 18 農林水産省
会員が一人になった連合会の権利義務の当
該会員への承継の認可の申請

農業協同組合法 1947 1 法律 132 70 2 第65条第２項 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218071 18 農林水産省
会員が一人になった連合会の権利義務の当
該会員への承継の認可に関する証明の請求

農業協同組合法 1947 1 法律 132 70 2
第65条第３項、第61条第
２項

1 申請等 4-3 国又は地方等 4-3 国又は地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218072 18 農林水産省
農業協同組合又は連合会の総会の議決又
は選挙若しくは当選の取消の請求

農業協同組合法 1947 1 法律 132 96 1 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

218073 18 農林水産省 信用事業規程の認可 水産業協同組合法 1948 1 法律 242 11 5 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない

218074 18 農林水産省 信用事業規程の変更又は廃止の認可 水産業協同組合法 1948 1 法律 242 11 5 3 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない

218075 18 農林水産省
地方公共団体等に対する貸付の最高限度の
認可

水産業協同組合法 1948 1 法律 242 11 7 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない

218076 18 農林水産省
信用供与等限度額を超える信用供与等の特
例の承認

水産業協同組合法 1948 1 法律 242 11 14 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

218077 18 農林水産省
合算信用供与等限度額を超える合算信用供
与等の特例 の承認

水産業協同組合法 1948 1 法律 242 11 14 2
第１１条の１4第１項ただし
書準用

1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

218078 18 農林水産省 役員等の兼職又は兼業の特例の認可 水産業協同組合法 1948 1 法律 242 34 5 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない

218079 18 農林水産省 信用事業の全部の譲渡の届出 水産業協同組合法 1948 1 法律 242 54 2 7 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

218080 18 農林水産省 認可対象会社を子会社とする場合の認可 水産業協同組合法 1948 1 法律 242 87 2 4 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218081 18 農林水産省 従属会社を子会社とする場合等の届出 水産業協同組合法 1948 1 法律 242 87 3 4 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218082 18 農林水産省
基準議決権数を超える議決権の取得，所有
に係る承認（第１７条の１５第２項ただし書準
用）

水産業協同組合法 1948 1 法律 242 87 3 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218083 18 農林水産省 信用事業規程の認可 水産業協同組合法 1948 1 法律 242 92 1 第１１条の５第１項準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない

218084 18 農林水産省 信用事業規定の変更又は廃止の認可 水産業協同組合法 1948 1 法律 242 92 1 第１１条の５第３項準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない

218085 18 農林水産省
信用供与等限度額を超える信用供与等の特
例の承認

水産業協同組合法 1948 1 法律 242 92 1
第１１条の１４第１項ただし
書準用

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない

218086 18 農林水産省
合算信用供与等限度額を超える合算信用供
与等の特例 の承認

水産業協同組合法 1948 1 法律 242 92 1
第１１条の１４第２項後段
（第１１条の１４第１項ただ
し書準用）準用

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218087 18 農林水産省 特定関係者との取引の承認 水産業協同組合法 1948 1 法律 242 92 1
第１１条の１５ただし書準
用

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218088 18 農林水産省 役員等の兼職又は兼業の特例の認可 水産業協同組合法 1948 1 法律 242 92 3
第３４条の５第１項ただし
書準用

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218089 18 農林水産省 信用事業の全部の譲渡の届出 水産業協同組合法 1948 1 法律 242 92 3 第５４条の２第７項準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 4 業界（産業）動向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない

218090 18 農林水産省 信用事業規程の認可 水産業協同組合法 1948 1 法律 242 96 1 第１１条の５第１項準用 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218091 18 農林水産省 信用事業規定の変更又は廃止の認可 水産業協同組合法 1948 1 法律 242 96 1 第１１条の５第３項準用 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218092 18 農林水産省
地方公共団体等に対する貸付けの最高限度
の認可

水産業協同組合法 1948 1 法律 242 96 1 第１１条の７準用 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218093 18 農林水産省
信用供与等限度額を超える信用供与等の特
例の承認

水産業協同組合法 1948 1 法律 242 96 1
第１１条の１４第１項ただし
書準用

1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218094 18 農林水産省
合算信用供与等限度額を超える合算信用供
与等の特例の承認

水産業協同組合法 1948 1 法律 242 96 1
（第１１条の１４第２項後段
（第１１条の１４第１項ただ
し書準用）準用）

1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218095 18 農林水産省 特定関係者との取引の承認 水産業協同組合法 1948 1 法律 242 96 1
第１１条の１５ただし書準
用

1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218096 18 農林水産省 役員等の兼職又は兼業の特例の認可 水産業協同組合法 1948 1 法律 242 96 3
第３４条の５第１項ただし
書準用

1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

218097 18 農林水産省 信用事業の全部の譲渡の届出 水産業協同組合法 1948 1 法律 242 96 3 第５４条の２第７項準用 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218098 18 農林水産省 信用事業規程の認可 水産業協同組合法 1948 1 法律 242 100 1 第１１条の５第１項準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218099 18 農林水産省 信用事業規程の変更又は廃止の認可 水産業協同組合法 1948 1 法律 242 100 1 第１１条の５第３項準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218100 18 農林水産省
地方公共団体等に対する貸付けの最高限度
の認可

水産業協同組合法 1948 1 法律 242 100 1 第１１条の７準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218101 18 農林水産省
信用供与等限度額を超える信用供与等の特
例の承認

水産業協同組合法 1948 1 法律 242 100 1
第１１条の１４第１項ただ
し書準用

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218102 18 農林水産省
合算信用供与等限度額を超える合算信用供
与等の特例 の承認

水産業協同組合法 1948 1 法律 242 100 1
第１１条の１４第２項後段
第１１条の１４第１項ただし
書準用）準用

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218103 18 農林水産省 特定関係者との取引の承認 水産業協同組合法 1948 1 法律 242 100 1
第１１条の１５ただし書準
用

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218104 18 農林水産省 認可対象会社を子会社とする場合の認可 水産業協同組合法 1948 1 法律 242 100 1 第８７条の２第４項準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218105 18 農林水産省
子会社対象会社を認可対象会社に変更する
場合の認可

水産業協同組合法 1948 1 法律 242 100 1
第８７条の２第４項（第８７
条の２第６項準用）準用

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218106 18 農林水産省 従属会社を子会社とする場合等の届出 水産業協同組合法 1948 1 法律 242 100 1 第８７条の２第６項準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218107 18 農林水産省
基準議決権数を超える議決権の取得，所有
に係る承認

水産業協同組合法 1948 1 法律 242 100 1
第８７条の３第２項（第１７
条の１５第２項ただし書準
用）準用

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218108 18 農林水産省 役員等の兼職又は兼業の特例の認可 水産業協同組合法 1948 1 法律 242 100 3
第３４条の５第１項ただし
書準用

1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

218109 18 農林水産省 信用事業の全部の譲渡の届出 水産業協同組合法 1948 1 法律 242 100 3 第５４条の２第７項準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218110 18 農林水産省 連合会の報告及び資料の提出
漁業協同組合等の信用事
業等に関する命令

1993 4 その他 2 52 1 大蔵省・農林水産省令 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 4 業界（産業）動向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない

218111 18 農林水産省 子会社情報の届出
漁業協同組合等の信用事
業等に関する命令

1993 4 その他 2 51 1 大蔵省・農林水産省令 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 4 業界（産業）動向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない

218112 18 農林水産省 縦覧書類の縦覧遅延に係る事前承認
漁業協同組合等の信用事
業等に関する命令

1993 4 その他 2 49 2 大蔵省・農林水産省令 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218113 18 農林水産省 資料の交付、閲覧
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 37 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 2 独立行政法人等
農水産業協同組合貯
金保険機構

2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218114 18 農林水産省 適格性の認定の協議（主務大臣→知事）
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 63 6 1 申請等 1 国 3 地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218115 18 農林水産省 あっせんの協議（主務大臣→知事）
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 64 5 1 申請等 1 国 3 地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218116 18 農林水産省
貯金等債権買取りの概算払率の決定の認可
の協議（主務大臣→知事）

農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 71 3 1 申請等 1 国 3 地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218117 18 農林水産省
優先出資の引受け等の内容の報告(機構→
知事）

農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 101 2 1 申請等 2 独立行政法人等 3 地方等
農水産業協同組合貯
金保険機構

2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218118 18 農林水産省
報告・資料の提出の要請(主務大臣又は知事
→組合）

農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 116 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218119 18 農林水産省
子会社に対する報告・資料の徴求(主務大臣
又は知事→子会社）

農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 116 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218120 18 農林水産省
主務大臣から都道府県知事への計画の承認
の事前協議（法第63条第6項準用）

農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 6 7 3 附則第6条の7 1 申請等 1 国 3 地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218121 18 農林水産省 組合等に対する報告徴求 農業協同組合法 1947 1 法律 132 93 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

218122 18 農林水産省 組合等の子会社に対する報告 徴求 農業協同組合法 1947 1 法律 132 93 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218123 18 農林水産省
報告徴求、検査等により法令、 規定等に違
反する事が認められ た場合に必要な措置を
採るべき 旨の命令

農業協同組合法 1947 1 法律 132 95 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218124 18 農林水産省
法令、規定等の違反に対する措 置命令に従
わない場合の、業務 停止又は役員の改選の
命令

農業協同組合法 1947 1 法律 132 95 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218125 18 農林水産省 組合等の解散命令 農業協同組合法 1947 1 法律 132 95 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218127 18 農林水産省 組合等に対する報告徴求 水産業協同組合法 1948 1 法律 242 122 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

218128 18 農林水産省 組合等の子会社に対する報告徴求 水産業協同組合法 1948 1 法律 242 122 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

218129 18 農林水産省
組合に対する業務の改善計画又は改善計画
の変更の命令

水産業協同組合法 1948 1 法律 242 123 2 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

218130 18 農林水産省
貯金の受入れを行う組合に対する業務の改
善計画又は改善計画の変更の命令

水産業協同組合法 1948 1 法律 242 123 2 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない

218131 18 農林水産省
組合に対する業務の全部又は一部の停止等
の命令

水産業協同組合法 1948 1 法律 242 123 2 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

218132 18 農林水産省
貯金の受入れを行う組合に対する業務の全
部又は一部の停止等の命令

水産業協同組合法 1948 1 法律 242 123 2 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218133 18 農林水産省
報告徴求、検査等により法令、規定等に違反
する事が認められた場合に必要な措置を採
るべき旨の命令

水産業協同組合法 1948 1 法律 242 124 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

218134 18 農林水産省
報告徴求、検査等により法令、規定等に違反
する事が認められた場合に必要な措置 を採
るべき旨の命令

水産業協同組合法 1948 1 法律 242 124 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218135 18 農林水産省
法令、規定等の違反に対する措置命令に従
わない場合の、業務停止又は役員の改 選の
命令

水産業協同組合法 1948 1 法律 242 124 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

218136 18 農林水産省
法令、規定等の違反に対する措置命令に従
わない場合の、業務停止又は役員の改 選の
命令

水産業協同組合法 1948 1 法律 242 124 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218137 18 農林水産省

信用事業規程等承認を要する規程に定めた
特に重要な事項の違反に対する措置命 令に
従わなかった場合の、当該規程の承 認の取
り消し

水産業協同組合法 1948 1 法律 242 124 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218138 18 農林水産省 組合等の解散命令 水産業協同組合法 1948 1 法律 242 124 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

218139 18 農林水産省 組合等の解散命令 水産業協同組合法 1948 1 法律 242 124 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218140 18 農林水産省 貯金者等に対する情報の提供
漁業協同組合等の信用事
業等に関する命令

1993 4 その他 2 8 1 4

漁業協同組合等の信用事
業に関する命令第8条第1
項第4号　　第2,3,4項
大蔵省・農林水産省令

2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等
7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

218141 18 農林水産省 組合員名簿 農業協同組合法 1947 1 法律 132 27 2 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

218142 18 農林水産省
定款、規約、信用事業規程、共済規程、信託
規程、宅地等供給事業実施規程、農業経営
規程

農業協同組合法 1947 1 法律 132 29 2 1 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

218143 18 農林水産省 議決 農業協同組合法 1947 1 法律 132 50 2 4
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218144 18 農林水産省 大口信用供与規制の特例の承認 農業協同組合法 1947 1 法律 132 11 8 1 ただし書 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218145 18 農林水産省
連結ベースの大口信用供与規制の特例の承
認

農業協同組合法 1947 1 法律 132 11 8 2
第11条の８第1項ただし書
準用

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218146 18 農林水産省
海外で行う外国銀行の業務の代理又は媒介
に係る認可

農業協同組合法 1947 1 法律 132 11 12 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218147 18 農林水産省
特定農業協同組合の余裕金運用の特例の
承認

農業協同組合法施行令 1962 2 政令 271 32 5
ただし書き
18 農林水産省令；04 内
閣府令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218148 18 農林水産省
連合会等の取引先である会社の株式取得の
特例の承認

農業協同組合及び農業協
同組合連合会の信用事業
に関する命令

1993 4 その他 1 41 1 10
18 農林水産省令；04 内
閣府令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218149 18 農林水産省
特定信用事業代理業に関する報告書提出延
期の承認

農業協同組合及び農業協
同組合連合会の信用事業
に関する命令

1993 4 その他 1 57 25 2
18 農林水産省令；04 内
閣府令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218150 18 農林水産省
特定信用事業代理業の所属組合の説明書
類縦覧開始延期の承認

農業協同組合及び農業協
同組合連合会の信用事業
に関する命令

1993 4 その他 1 57 26 2
18 農林水産省令；04 内
閣府令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218151 18 農林水産省 基金協会の区域の承認申請 農業信用保証保険法 1961 1 法律 204 4 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218152 18 農林水産省 基金協会の区域外業務の承認申請 農業信用保証保険法 1961 1 法律 204 8 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218153 18 農林水産省 農業信用基金協会の合併の認可申請 農業信用保証保険法 1961 1 法律 204 48 2 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218154 18 農林水産省
農業信用基金協会の事業の譲渡又は譲受け
の認可申請

農業信用保証保険法 1961 1 法律 204 48 9 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218155 18 農林水産省 農業信用基金協会の解散の認可申請 農業信用保証保険法 1961 1 法律 204 49 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218156 18 農林水産省 基金協会の創立総会決議の取消し請求 農業信用保証保険法 1961 1 法律 204 58 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218157 18 農林水産省
海外で行う外国銀行の業務の代理又は媒介
に係る認可

水産業協同組合法 1948 1 法律 242 11 6 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218158 18 農林水産省
海外で行う外国銀行の業務の代理又は媒介
に係る認可

水産業協同組合法 1948 1 法律 242 92 3 第11条の６準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218159 18 農林水産省
信用事業の全部又は一部の譲渡又は譲受け
の認可

水産業協同組合法 1948 1 法律 242 92 3 第54条の2第3項準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 4 業界（産業）動向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない

218160 18 農林水産省
海外で行う外国銀行の業務の代理又は媒介
に係る認可

水産業協同組合法 1948 1 法律 242 96 1 第11条の６準用 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218161 18 農林水産省
海外で行う外国銀行の業務の代理又は媒介
に係る認可

水産業協同組合法 1948 1 法律 242 100 1 第11条の６準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218162 18 農林水産省 特定信用事業代理業の許可 水産業協同組合法 1948 1 法律 242 106 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218163 18 農林水産省 みなし特定信用事業代理業の廃業等の届出 水産業協同組合法 1948 1 法律 242 107 2
第108条第1項の読替適
用（銀行法　第52条の52
準用）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218164 18 農林水産省 特定信用事業代理業の廃業等の届出 水産業協同組合法 1948 1 法律 242 108 1 銀行法　第52条の52準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218165 18 農林水産省 設立の認可 中小漁業融資保証法 1952 1 法律 346 50 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため

218166 18 農林水産省 解散の決議の認可 中小漁業融資保証法 1952 1 法律 346 53 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため

218167 18 農林水産省 合併の認可 中小漁業融資保証法 1952 1 法律 346 54 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため

218168 18 農林水産省 事業の譲渡又は譲受けの認可 中小漁業融資保証法 1952 1 法律 346 59 2 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218169 18 農林水産省 食品廃棄物等多量発生事業者の定期報告
食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律

2000 1 法律 116 9 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理）
食品廃棄物等の発生量、食品循環
資源の再生利用等の実施量等

5 農業・水産業（スマートフー
ドチェーン）

11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

食品リサイク
ル法に基づく
定期報告の取
りまとめ結果

1 OD

http://www.maff.
go.jp/j/shokusan
/recycle/syokuh
in/s_houkoku/ke
kka/gaiyou.html

7 構造化
PDF

1 年1回
３月下旬
～４月上
旬

食品リサイクル法に基
づく「再生利用等実施
率目標値（業種別）」を
達成した事業者

1 OD

http://www.maff.
go.jp/j/shokusan
/recycle/syokuh
in/s_houkoku/ke
kka/gaiyou.html

7 構造化
PDF

1 年1回 未定

218170 18 農林水産省 再生利用事業を行う事業場の登録の申請
食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律

2000 1 法律 116 11 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理）
申請者の住所及び氏名（法人に
あっては名称及び代表者の氏名）、
電話番号、再生利用事業の内容等

5 農業・水産業（スマートフー
ドチェーン）

11 該当なし 1 有 6 その他
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

登録再生利用
事業者一覧表

1 OD

https://www.maf
f.go.jp/j/shokusa
n/recycle/syoku
_loss/161227_7.h
tml

7 構造化
PDF

2 年2～11
回

不定期
法に基づく登録を受けた再
生利用事業を行う事業場
の把握

218171 18 農林水産省 再生利用事業の登録事項の変更の届出
食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律

2000 1 法律 116 11 5 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理）
届出者の住所及び氏名（法人に
あっては名称及び代表者の氏名）、
電話番号、再生利用事業の内容等

5 農業・水産業（スマートフー
ドチェーン）

11 該当なし 1 有 6 その他
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

登録再生利用
事業者一覧表

1 OD

https://www.maf
f.go.jp/j/shokusa
n/recycle/syoku
_loss/161227_7.h
tml

7 構造化
PDF

2 年2～11
回

不定期
法に基づく登録を受けた再
生利用事業を行う事業場
の把握

218172 18 農林水産省 再生利用事業の廃止の届出
食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律

2000 1 法律 116 11 5 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理）
届出者の住所及び氏名（法人に
あっては名称及び代表者の氏名）、
電話番号、廃止の理由等

5 農業・水産業（スマートフー
ドチェーン）

11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他 他省庁管理のため

218173 18 農林水産省 再生利用事業の登録の更新の申請
食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律

2000 1 法律 116 12 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理）
申請者の住所及び氏名（法人に
あっては名称及び代表者の氏名）、
電話番号、再生利用事業の内容等

5 農業・水産業（スマートフー
ドチェーン）

11 該当なし 1 有 6 その他
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

登録再生利用
事業者一覧表

1 OD

https://www.maf
f.go.jp/j/shokusa
n/recycle/syoku
_loss/161227_7.h
tml

7 構造化
PDF

2 年2～11
回

不定期
法に基づく登録を受けた再
生利用事業を行う事業場
の把握

218174 18 農林水産省 再生利用事業に係る料金の届出
食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律

2000 1 法律 116 15 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 4 その他

法に基づき、事業者は当
該料金の公示義務があ
り、国が公開する主旨のも
のではない。

218175 18 農林水産省 再生利用事業に係る料金の変更の届出
食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律

2000 1 法律 116 15 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 4 その他

法に基づき、事業者は当
該料金の公示義務があ
り、国が公開する主旨のも
のではない。

218176 18 農林水産省 再生利用事業計画の認定の申請
食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律

2000 1 法律 116 19 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理）

申請者の住所及び氏名（法人に
あっては名称及び代表者の氏名）、
電話番号、再生利用事業計画の内
容等

5 農業・水産業（スマートフー
ドチェーン）

11 該当なし 1 有 6 その他
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

認定計画の一
覧

1 OD

https://www.maf
f.go.jp/j/shokusa
n/recycle/syoku
_loss/161227_7.h
tml

7 構造化
PDF

2 年2～11
回

不定期
法に基づく認定を受けた再
生利用事業計画の把握

218177 18 農林水産省 再生利用事業計画の変更の認定の申請
食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律

2000 1 法律 116 20 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理）

申請者の住所及び氏名（法人に
あっては名称及び代表者の氏名）、
電話番号、再生利用事業計画の変
更内容等

5 農業・水産業（スマートフー
ドチェーン）

11 該当なし 1 有 6 その他
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

認定計画の一
覧

1 OD

https://www.maf
f.go.jp/j/shokusa
n/recycle/syoku
_loss/161227_7.h
tml

7 構造化
PDF

2 年2～11
回

不定期
法に基づく認定を受けた再
生利用事業計画の把握

218178 18 農林水産省
信用事業の全部又は一部の譲渡又は譲受け
の認可

水産業協同組合法 1948 1 法律 242 54 2 3 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

218179 18 農林水産省 信用事業規程の軽微な変更の届出 水産業協同組合法 1948 1 法律 242 92 1 第11条の５第４項準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない

218180 18 農林水産省 信用事業規程の軽微な変更の届出 水産業協同組合法 1948 1 法律 242 96 1 第11条の５第４項準用 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218181 18 農林水産省
信用事業の全部又は一部の譲渡又は譲受け
の認可

水産業協同組合法 1948 1 法律 242 96 3 第54条の２第３項準用 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218182 18 農林水産省 信用事業規程の軽微な変更の届出 水産業協同組合法 1948 1 法律 242 100 1 第11条の５第４項準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218183 18 農林水産省
信用事業の全部又は一部の譲渡又は譲受け
の認可

水産業協同組合法 1948 1 法律 242 100 3 第54条の２第３項準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218184 18 農林水産省
みなし特定信用事業代理業に係る変更事項
の届出

水産業協同組合法 1948 1 法律 242 107 2
第108条第1項の読替適
用（銀行法第52条の39第
１項準用）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218185 18 農林水産省
みなし特定信用事業代理業者の添付書類の
変更の届出

水産業協同組合法 1948 1 法律 242 107 2
第108条第1項の読替適
用（銀行法第52条の39第
２項準用）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218186 18 農林水産省
みなし特定信用事業代理業に関する報告書
の提出

水産業協同組合法 1948 1 法律 242 107 2
第108条第1項の読替適
用（銀行法第52条の50第
１項準用）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218187 18 農林水産省
みなし特定信用事業代理業者が特定信用事
業代理業を開始した際の届出

水産業協同組合法 1948 1 法律 242 107 2
第108条第1項の読替適
用（銀行法第53条第４項
準用）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218188 18 農林水産省
みなし特定信用事業代理業者の業務開始の
届出

水産業協同組合法 1948 1 法律 242 107 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218189 18 農林水産省 特定信用事業代理業に係る変更事項の届出 水産業協同組合法 1948 1 法律 242 108 1
銀行法第52条の39第１項
準用

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218190 18 農林水産省
特定信用事業代理業者の添付書類の変更
の届出

水産業協同組合法 1948 1 法律 242 108 1
銀行法第52条の39第２項
準用

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218191 18 農林水産省 特定信用事業代理業者の業務範囲の承認 水産業協同組合法 1948 1 法律 242 108 1
銀行法第52条の42第１項
準用

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218192 18 農林水産省 特定信用事業代理業に関する報告書の提出 水産業協同組合法 1948 1 法律 242 108 1
銀行法第52条の50第１項
準用

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218193 18 農林水産省 許可の効力の延長の承認 水産業協同組合法 1948 1 法律 242 108 1
銀行法第52条の57第３号
準用

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218194 18 農林水産省
特定信用事業代理業者が特定信用事業代
理業を開始した際の届出

水産業協同組合法 1948 1 法律 242 108 1 銀行法第53条第４項準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218195 18 農林水産省
基準議決権数を超える株式等の取得・保有
の承認

漁業協同組合等の信用事
業等に関する命令

1993 4 その他 2 34 1 10 大蔵省・農林水産省令 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218196 18 農林水産省
特定信用事業代理業に関する報告書提出延
期の承認

漁業協同組合等の信用事
業等に関する命令

1993 4 その他 2 50 25 2 大蔵省・農林水産省令 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218197 18 農林水産省
特定信用事業代理業の所属組合の説明書
類縦覧開始延期の承認

漁業協同組合等の信用事
業等に関する命令

1993 4 その他 2 50 26 2 大蔵省・農林水産省令 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218198 18 農林水産省 定款又は業務方法書の変更の認可 中小漁業融資保証法 1952 1 法律 346 38 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため

218199 18 農林水産省 農業信用基金協会の設立の認可申請 農業信用保証保険法 1961 1 法律 204 25 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 4 その他 他省庁管理のため

218200 18 農林水産省
農業信用基金協会の定款等の変更の認可
申請

農業信用保証保険法 1961 1 法律 204 45 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 4 その他 他省庁管理のため

218201 18 農林水産省 農業信用基金協会の解散の認可 農業信用保証保険法 1961 1 法律 204 49 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218202 18 農林水産省 会員からの決議の取消 農業信用保証保険法 1961 1 法律 204 58 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

218203 18 農林水産省 業務又は財産の状況の報告徴求 農業信用保証保険法 1961 1 法律 204 55
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 4 業界（産業）動向の把握 3 非公開 4 その他 他省庁管理のため

218204 18 農林水産省 法令等の違反に対する必要な措置命令 農業信用保証保険法 1961 1 法律 204 57 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

218205 18 農林水産省 役員の解任、解散命令 農業信用保証保険法 1961 1 法律 204 57 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

218219 18 農林水産省 信用事業規程の承認 農業協同組合法 1947 1 法律 132 11 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218220 18 農林水産省 信用事業規程の変更又は廃止の承認 農業協同組合法 1947 1 法律 132 11 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218221 18 農林水産省
総代会における農業協同組合又は連合会の
解散の議決の認可の申請

農業協同組合法 1947 1 法律 132 64 4 第６４条第２項準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218222 18 農林水産省 信用事業の譲渡又は譲受けの認可 農業協同組合法 1947 1 法律 132 50 2 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218223 18 農林水産省 指定支援法人の指定

農林中央金庫及び特定農
水産業協同組合等による
信用事業の再編及び強化
に関する法律

1996 1 法律 118 32 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218224 18 農林水産省
変更信用事業強化計画等の承認（計画提出
組合等→主務大臣）

農林中央金庫及び特定農
水産業協同組合等による
信用事業の再編及び強化
に関する法律

1996 1 法律 118 7 1 附則第7条第1項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218225 18 農林水産省
変更信用事業強化指導計画等の承認（農林
中央金庫→主務大臣）

農林中央金庫及び特定農
水産業協同組合等による
信用事業の再編及び強化
に関する法律

1996 1 法律 118 7 3 附則第7条第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218226 18 農林水産省 基本方針の変更命令

農林中央金庫及び特定農
水産業協同組合等による
信用事業の再編及び強化
に関する法律

1996 1 法律 118 4 7
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218227 18 農林水産省
支援業務の適正な運用確保のための報告徴
求・立入検査

農林中央金庫及び特定農
水産業協同組合等による
信用事業の再編及び強化
に関する法律

1996 1 法律 118 38 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

218228 18 農林水産省 支援業務に係る監督上必要な命令

農林中央金庫及び特定農
水産業協同組合等による
信用事業の再編及び強化
に関する法律

1996 1 法律 118 39
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218229 18 農林水産省 指定支援法人の指定の取消

農林中央金庫及び特定農
水産業協同組合等による
信用事業の再編及び強化
に関する法律

1996 1 法律 118 40 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218230 18 農林水産省
計画提出組合等に対する報告徴求等（主務
大臣）

農林中央金庫及び特定農
水産業協同組合等による
信用事業の再編及び強化
に関する法律

1996 1 法律 118 9 附則第9条
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218231 18 農林水産省
農林中央金庫に対する報告徴求等（主務大
臣）

農林中央金庫及び特定農
水産業協同組合等による
信用事業の再編及び強化
に関する法律

1996 1 法律 118 9 附則第9条
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218232 18 農林水産省
信用事業再構築に伴う資本整理を可とする
旨の認定を行う場合の意見聴取（主務大臣
→機構）

農林中央金庫及び特定農
水産業協同組合等による
信用事業の再編及び強化
に関する法律

1996 1 法律 118 17 3 附則第17条第3項 1 申請等 1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218233 18 農林水産省
特別対象組合等に対する報告徴求等（主務
大臣）

農林中央金庫及び特定農
水産業協同組合等による
信用事業の再編及び強化
に関する法律

1996 1 法律 118 17 4 附則第17条第4項
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218234 18 農林水産省 資本金の増加の認可申請
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 5 2 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218235 18 農林水産省 運営委員会の委員の任命の認可申請
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 17 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218236 18 農林水産省 運営委員の解任の認可申請
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 19 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218237 18 農林水産省 監事から主務大臣への意見の提出の受理
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 25 4 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218238 18 農林水産省 主務大臣の理事長及び監事の任命
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 26 1 1 申請等 1 国 2 独立行政法人等
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218239 18 農林水産省
機構から主務大臣への理事の任命の認可申
請

農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 26 2 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218240 18 農林水産省 役員（理事長及び監事）の解任
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 29 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218241 18 農林水産省 役員（理事長及び監事）の解任
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 29 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218242 18 農林水産省 役員の兼職の承認申請
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 30 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218243 18 農林水産省
機構から主務大臣への業務の一部委託の認
可申請

農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 35 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218244 18 農林水産省
機構から主務大臣への業務方法書の認可申
請

農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 36 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218245 18 農林水産省 機構から主務大臣への予算等の認可申請
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 39 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218246 18 農林水産省
機構から主務大臣への資金の借入れの認可
申請

農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 42 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218247 18 農林水産省
機構から主務大臣への日銀からの借入認可
申請

農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 42 2 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218248 18 農林水産省
主務大臣から機構に対しての業務に関して
監督上必要な命令の発出

農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 45 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218249 18 農林水産省
機構から主務大臣に対する定款の変更の認
可申請

農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 47 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218250 18 農林水産省
機構から主務大臣への保険料の変更認可申
請

農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 51 4 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218251 18 農林水産省
機構から主務大臣への保険料の強制徴収の
認可申請

農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 52 5 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218252 18 農林水産省

第一種保険事故及び第二種保険事故発生の
通知（内閣総理大臣又は都道府県知事から
の通知）を受けた機構からの通知の受理（単
独）

農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 57 4 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218253 18 農林水産省
機構から主務大臣への保険金、仮払金支払
の決定の報告

農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 58 4 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218254 18 農林水産省 資金援助の決定の認可申請
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 65 4 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218255 18 農林水産省
優先出資の引受け等に係る資金援助の決定
の事前承認申請（機構→主務大臣）

農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 65 2 3 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218256 18 農林水産省
追加的資金援助の決定の認可申請（法第65
条第4項準用：単独）

農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 69 4 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218257 18 農林水産省
機構から主務大臣への優先出資の引受等に
係る追加的資金援助の決定についての事前
承認の申請（法第65条の2第3項準用）

農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 69 4 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218258 18 農林水産省
貯金等債権買取りの概算払率の決定の認可
申請

農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 71 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218259 18 農林水産省
回収業務に関する協定の締結の認可申請の
受理

農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 75 2 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218260 18 農林水産省
協定債権回収会社に対する出資の認可申請
書の受理

農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 76 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218261 18 農林水産省
債権回収会社との間で締結した委託契約の
内容についての機構からの報告の受理

農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 77 3 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218262 18 農林水産省
貸付け又は債務保証に係る契約内容の報告
（機構→主務大臣）

農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 79 2 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218263 18 農林水産省 必要性の認定等の通知
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 97 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218264 18 農林水産省 第一号措置に係る認定の取消し
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 98 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218265 18 農林水産省 認定の取消しの通知
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 98 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218266 18 農林水産省 計画を適当と認めるときの認定の取消し
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 99 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218267 18 農林水産省 認定の取消しの通知
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 99 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218268 18 農林水産省 計画を提出しなかったときの認定の取消し
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 99 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218269 18 農林水産省 計画を適当と認めないときの認定の取消し
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 99 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218270 18 農林水産省 認定の取消しの通知(主務大臣→機構）
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 99 7
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218271 18 農林水産省 都道府県知事の意見の事前聴取
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 99 9
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218272 18 農林水産省 第二号措置に係る認定の通知
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 99 9
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218274 18 農林水産省
優先出資の引受け等の決定の通知(主務大
臣→組合及び機構）

農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 100 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218275 18 農林水産省 認定の取消し
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 100 6
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218276 18 農林水産省 認定の取消しの通知
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 100 7
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218277 18 農林水産省 第二号措置に係る認定の通知
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 100 7
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218278 18 農林水産省 第一号措置認定の取消しの通知
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 100 7
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218279 18 農林水産省
取得優先出資又は取得貸付債権の処分の
承認申請

農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 103 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218280 18 農林水産省 管理を命ずる処分
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 104 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218281 18 農林水産省
危機対応勘定の収支の報告（機構→主務大
臣）

農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 106 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218282 18 農林水産省 負担金過不足の報告（機構→主務大臣）
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 108 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218283 18 農林水産省
機構から主務大臣への危機対応業務に係る
借入の認可申請

農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 110 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218284 18 農林水産省
機構から都道府県知事への貯金の払戻しの
ための貸付けについての報告（法第65条第5
項準用）

農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 111 1 申請等 2 独立行政法人等 3 地方等
農水産業協同組合貯
金保険機構

2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218285 18 農林水産省
機構から主務大臣への資産価値減少防止の
ための貸付けについての認可申請（法第65
条第4項準用）

農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 112 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218287 18 農林水産省 主務大臣から機構への立入検査の要請
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 117 6
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218288 18 農林水産省 主務大臣から組合等に対する命令
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 118
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218289 18 農林水産省
特定合併に係る資金貸付け等援助について
の決定の認可申請（法第65条第4項準用）

農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 6 6 2 附則第6条の6第2項 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218290 18 農林水産省 あっせん等の協力要請(国→機構）
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 64 6 1 申請等 1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

218291 18 農林水産省 第一号措置の申込み期間の通知
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 97 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218292 18 農林水産省
優先出資の引受け等の決定の通知の受理
（主務大臣→機構）

農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 100 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218293 18 農林水産省
第一号措置を行わない決定をしたときの認定
の取消しの通知の受理

農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 100 5 1 申請等 1 国 2 独立行政法人等
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218294 18 農林水産省 第二号措置認定の取消しの通知
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 100 7
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218295 18 農林水産省
主務大臣から機構への意見の陳述、報告、
資料の提出請求の受理

農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 106 5 1 申請等 1 国 2 独立行政法人等
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218296 18 農林水産省
優先出資の引受け等に係る資金援助におけ
る財務の健全性確保のための方策を定めた
計画の公表

農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 65 2 4 3 縦覧等 2 独立行政法人等
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218297 18 農林水産省
優先出資の引受け等に係る追加的資金援助
における財務の健全性確保のための方策を
定めた計画の公表（法第65の2第4項準用）

農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 69 4 3 縦覧等 2 独立行政法人等
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218298 18 農林水産省 業務報告書の提出（連結） 農業協同組合法 1947 1 法律 132 54 2 2 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218299 18 農林水産省 業務報告書提出延期の承認 農業協同組合法施行規則 2001 3 省令又は規則 148 202 7 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218300 18 農林水産省 業務報告書縦覧開始の延期の承認 農業協同組合法施行規則 2001 3 省令又は規則 148 206 2 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218301 18 農林水産省
決算速報及び仮決算速報等の報告及び資料
の提出

農業協同組合法施行規則 2001 3 省令又は規則 148 232 1 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218302 18 農林水産省
内閣総理大臣（金融庁長官）が単独で検査を
行った場合の農林水産大臣に対する通知

農業協同組合法 1947 1 法律 132 98 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218303 18 農林水産省
都道府県知事からの報告徴収、検査等実施
報告

農業協同組合法施行令 1962 2 政令 271 11 3 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

地方における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

218304 18 農林水産省 木材関連事業者の登録の申請
合法伐採木材等の流通及
び利用の促進に関する法
律

2016 1 法律 48 9 1
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

218305 18 農林水産省 木材関連事業者登録簿への登録
合法伐採木材等の流通及
び利用の促進に関する法
律

2016 1 法律 48 10 1 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理）  許可、登録、認定に関する台帳
5 農業・水産業（スマートフー
ドチェーン）

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

登録木材関連
事業者に関す
る情報

1 OD
各登録実施機関
のＨＰにて公表し
ている。

8 その他
4 都度更
新

随時
ファイル形式（HTML、
PDF)、更新月（不定期）

218306 18 農林水産省 木材関連事業者の登録の通知
合法伐採木材等の流通及
び利用の促進に関する法
律

2016 1 法律 48 10 2
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

218307 18 農林水産省 木材関連事業者の登録の拒否通知
合法伐採木材等の流通及
び利用の促進に関する法
律

2016 1 法律 48 11 2
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

218308 18 農林水産省 木材関連事業者の登録の更新の通知
合法伐採木材等の流通及
び利用の促進に関する法
律

2016 1 法律 48 12 2
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

218316 18 農林水産省 登録実施事務機関の財務諸表等の備付け
合法伐採木材等の流通及
び利用の促進に関する法
律

2016 1 法律 48 24 1 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

218317 18 農林水産省
登録実施事務機関の財務諸表等の閲覧等
の請求

合法伐採木材等の流通及
び利用の促進に関する法
律

2016 1 法律 48 24 2
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

218318 18 農林水産省 登録実施機関の帳簿の記載等
合法伐採木材等の流通及
び利用の促進に関する法
律

2016 1 法律 48 28 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

218319 18 農林水産省

農業協同組合の再生手続の申立てをするこ
とが信用秩序の維持に重大な影響を与える
おそれがあると認めるときの農林水産大臣及
び内閣総理大臣による財務大臣への協議

農水産業協同組合の再生
手続の特例等に関する法
律

2000 1 法律 95 3 2 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218320 18 農林水産省

農業協同組合の破産の申立てをすることが
信用秩序の維持に重大な影響を与えるおそ
れがあると認めるときの農林水産大臣及び内
閣総理大臣による財務大臣への協議

農水産業協同組合の再生
手続の特例等に関する法
律

2000 1 法律 95 29 2 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218321 18 農林水産省 機構の設立認可
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 11
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218322 18 農林水産省
運営委員会に出席し意見を述べることができ
る職員の指名

農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 21 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218323 18 農林水産省 機構への報告等
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 46 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218324 18 農林水産省 保険料の一部の返還についての認可
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 50 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218325 18 農林水産省 決済用貯金に係る保険料率の変更の認可
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 51 2 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218326 18 農林水産省 保険金の支払の期限の延長
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 58 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218327 18 農林水産省
決済用預金に係る保険金の支払等のための
措置に係る命令

農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 60 3 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218328 18 農林水産省 負担率及び納付期限の決定
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 106 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218329 18 農林水産省 負担率及び納付期間の公告
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 106 4 3 縦覧等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218330 18 農林水産省 負担率及び納付期限の変更
農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 108 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218331 18 農林水産省
特定合併に係る資金援助の決定の認可（法
第65条準用）

農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 6 5 3 附則第6条の5第3項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218332 18 農林水産省
特定合併における優先出資引受け等に係る
資金援助の決定の事前承認（法第65条の2
準用）

農水産業協同組合貯金保
険法

1973 1 法律 53 6 5 3 附則第6条の5第3項
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
農水産業協同組合貯
金保険機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

218333 18 農林水産省 銀行代理業許可申請
漁業協同組合等の信用事
業等に関する命令

1993 3 省令又は規則 2 50 4 2
準用銀行法第52条の37
第２項第３号

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218334 18 農林水産省
設備整備計画の認定の申請に関する市町村
から環境大臣への協議

農林漁業の健全な発展と
調和のとれた再生可能エ
ネルギー電気の発電の促
進に関する法律

2013 1 法律 81 7 4 7 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218335 18 農林水産省
設備整備計画の認定の申請に関する都道府
県知事から環境大臣又は農林水産大臣への
協議

農林漁業の健全な発展と
調和のとれた再生可能エ
ネルギー電気の発電の促
進に関する法律

2013 1 法律 81 7 9 1 申請等 3 地方等 1 国 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218336 18 農林水産省 生産製造連携事業計画の申請
農林漁業有機物資源のバ
イオ燃料の原材料としての
利用の促進に関する法律

2008 1 法律 45 4 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書類
5 農業・水産業（スマートフー
ドチェーン）

11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

218337 18 農林水産省 生産製造連携事業計画の変更等
農林漁業有機物資源のバ
イオ燃料の原材料としての
利用の促進に関する法律

2008 1 法律 45 5 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218338 18 農林水産省 研究開発事業計画の申請
農林漁業有機物資源のバ
イオ燃料の原材料としての
利用の促進に関する法律

2008 1 法律 45 6 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書類
5 農業・水産業（スマートフー
ドチェーン）

11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

218339 18 農林水産省 研究開発事業計画の変更等
農林漁業有機物資源のバ
イオ燃料の原材料としての
利用の促進に関する法律

2008 1 法律 45 7 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218340 18 農林水産省 業務報告書の提出 農業協同組合法 1947 1 法律 132 54 2 1 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

地方における手続であり、
当該手続関係書類の国へ
の報告義務がないため

218341 18 農林水産省 農業信用基金協会の設立の認可 農業信用保証保険法 1961 1 法律 204 26
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 4 その他 他省庁管理のため

218342 18 農林水産省 農業信用基金協会の定款等の変更の認可 農業信用保証保険法 1961 1 法律 204 45 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 4 その他 他省庁管理のため

218343 18 農林水産省 農業信用基金協会の合併の認可 農業信用保証保険法 1961 1 法律 204 48 2 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218344 18 農林水産省
農業信用基金協会の事業の譲渡又は譲受け
の認可

農業信用保証保険法 1961 1 法律 204 48 9 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218345 18 農林水産省 清算人による清算結了の届出 農業信用保証保険法 1961 1 法律 204 54 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218346 18 農林水産省 会員からの決議の取消し請求 農業信用保証保険法 1961 1 法律 204 58 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

218347 18 農林水産省 基金協会の創立総会決議の取消し請求 農業信用保証保険法 1961 1 法律 204 58 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218348 18 農林水産省
信用基金による譲受者との保険契約の認可
申請

農業信用保証保険法 1961 1 法律 204 59 4 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人農林漁
業信用基金

●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218349 18 農林水産省
信用基金に対する譲受者との保険契約の解
除等命令

農業信用保証保険法 1961 1 法律 204 65 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
独立行政法人農林漁
業信用基金

●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218350 18 農林水産省 主務大臣からの報告徴収、検査等実施報告 農業協同組合法施行令 1962 2 政令 271 63 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218351 18 農林水産省 都道府県知事からの処分の内容の報告 農業協同組合法施行令 1962 2 政令 271 63 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218353 18 農林水産省 食品関連事業者に対する指導及び助言
食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律

2000 1 法律 116 8
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218354 18 農林水産省 食品廃棄物等多量発生事業者に対する勧告
食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律

2000 1 法律 116 10 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218355 18 農林水産省 食品廃棄物等多量発生事業者に対する命令
食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律

2000 1 法律 116 10 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218356 18 農林水産省
登録再生利用事業者に対する再生利用事業
料金の変更の指示

食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律

2000 1 法律 116 15 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218357 18 農林水産省 登録再生利用事業者の登録の取消し
食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律

2000 1 法律 116 17 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理）
取消を受けた事業者の住所及び氏
名（法人にあっては名称及び代表
者の氏名）、当該取消の理由等

5 農業・水産業（スマートフー
ドチェーン）

11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218358 18 農林水産省 認定事業者の認定の取消
食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律

2000 1 法律 116 20 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218359 18 農林水産省 食品関連事業者に対する報告徴収
食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律

2000 1 法律 116 24 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218360 18 農林水産省 登録再生利用事業者に対する報告徴収
食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律

2000 1 法律 116 24 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218361 18 農林水産省 認定事業者に対する報告徴収
食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律

2000 1 法律 116 24 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218363 18 農林水産省
農業協同組合又は連合会の一時理事の選
任又は総会の招集の 請求

農業協同組合法 1947 1 法律 132 40 1 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218364 18 農林水産省
農業協同組合又は連合会の設立の認可の
申請

農業協同組合法 1947 1 法律 132 59 1 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218365 18 農林水産省
農業協同組合又は連合会の設立の認可に関
する証明の請求

農業協同組合法 1947 1 法律 132 61 2 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218366 18 農林水産省 連合会の解散の届出 農業協同組合法 1947 1 法律 132 64 8 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218367 18 農林水産省
会員が一人になった連合会の権利義務の当
該会員への承継 の認可の申請

農業協同組合法 1947 1 法律 132 70 2
農業協同組合法 第65条
第３項、第59条第２項、第
60条第１項、第61条

1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218368 18 農林水産省
農業協同組合又は連合会の総会の議決又
は選挙若しくは当 選の取消の請求

農業協同組合法 1947 1 法律 132 96 1 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

218369 18 農林水産省
農業協同組合又は連合会の定款変更の認
可の申請

農業協同組合法 1947 1 法律 132 44 2 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

218370 18 農林水産省 特定関係者との取引等の特例の承認 農業協同組合法 1947 1 法律 132 11 9 ただし書 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218375 18 農林水産省 基金協会の区域の承認 農業信用保証保険法 1961 1 法律 204 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

218376 18 農林水産省 基金協会の区域外業務の承認 農業信用保証保険法 1961 1 法律 204 8 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219001 19 経済産業省 エネルギー使用量等に関する報告
エネルギーの使用の合理
化等に関する法律

1979 1 法律 49 16 1 1 申請等
4-2 独立行政法人等
又は地方等

1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 特定事業者情報 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 4 その他 他省庁管理のため不明

219002 19 経済産業省 中長期的な計画書の作成と提出
エネルギーの使用の合理
化等に関する法律

1979 1 法律 49 15 1 1 申請等
4-2 独立行政法人等
又は地方等

1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 特定事業者情報 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 4 その他 他省庁管理のため不明

219003 19 経済産業省 登録調査機関が行った確認調査の結果報告
エネルギーの使用の合理
化等に関する法律

1979 1 法律 49 80 3 1 申請等
4-2 独立行政法人等
又は地方等

1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 特定事業者情報 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 4 その他 他省庁管理のため不明

219006 19 経済産業省
特定中小企業者及び特定組合等による経営
革新計画の変更の沖縄県知事への承認の
申請

沖縄振興特別措置法 2002 1 法律 14 66 5 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

219007 19 経済産業省
特定民間中心市街地活性化事業計画の認
定申請

中心市街地の活性化に関
する法律

1998 1 法律 92 48 1 農林水産省、国土交通省 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 3 地方等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個別法による定めは無い
が、個人情報等があるた
め公開していない

他省庁管理のため不明

219008 19 経済産業省
認定特定民間中心市街地活性化事業計画
の変更の認定申請

中心市街地の活性化に関
する法律

1998 1 法律 92 49 1 農林水産省、国土交通省 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 3 地方等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個別法による定めは無い
が、個人情報等があるた
め公開していない

他省庁管理のため不明

219009 19 経済産業省 報告の徴収
中心市街地の活性化に関
する法律

1998 1 法律 92 60 1 農林水産省、国土交通省 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個別法による定めは無い
が、個人情報等があるた
め公開していない

他省庁管理のため不明



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

219010 19 経済産業省
特定中小企業者及び特定組合等による経営
革新計画の沖縄県知事への承認の申請

沖縄振興特別措置法 2002 1 法律 14 66 5 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

219011 19 経済産業省 技術研究組合の設立の認可の申請 技術研究組合法 1961 1 法律 81 13 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
設立認可関係書類の電子媒体によ
る保存

11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

219012 19 経済産業省 技術研究組合の定款の変更の認可の申請 技術研究組合法 1961 1 法律 81 17 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
定款についての電子媒体による保
存

11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

219013 19 経済産業省
技術研究組合の規約の設定、変更、廃止の
届出

技術研究組合法 1961 1 法律 81 18 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

219014 19 経済産業省
技術研究組合の事業計画及び収支予算書の
届出

技術研究組合法 1961 1 法律 81 20 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

219015 19 経済産業省
技術研究組合の事業計画又は収支予算書
の変更の届出

技術研究組合法 1961 1 法律 81 20 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

219016 19 経済産業省
技術研究組合の役員の氏名又は住所の変
更の届出

技術研究組合法 1961 1 法律 81 22 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

219017 19 経済産業省 組合員による総会の招集の承認の申請 技術研究組合法 1961 1 法律 81 46 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219018 19 経済産業省 技術研究組合の解散の届出 技術研究組合法 1961 1 法律 81 58 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

219019 19 経済産業省
技術研究組合の業務、会計又は運営につい
ての不服の申出

技術研究組合法 1961 1 法律 81 173 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219020 19 経済産業省
技術研究組合の業務又は会計に係る検査の
請求

技術研究組合法 1961 1 法律 81 174 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219021 19 経済産業省 技術研究組合の事業報告書等の提出 技術研究組合法 1961 1 法律 81 175 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

219022 19 経済産業省
特定大学技術移転事業実施計画の承認申
請

大学等における技術に関
する研究成果の民間事業
者への移転の促進に関す
る法律

1998 1 法律 52 4 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 6 その他
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

大学の技術移
転（TLO）

1 OD

http://www.meti.
go.jp/policy/inno
vation_corp/tlo.h
tml

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 他省庁管理のため不明

219023 19 経済産業省
特定大学技術移転事業実施計画の変更承
認申請

大学等における技術に関
する研究成果の民間事業
者への移転の促進に関す
る法律

1998 1 法律 52 5 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 6 その他
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

大学の技術移
転（TLO）

1 OD

http://www.meti.
go.jp/policy/inno
vation_corp/tlo.h
tml

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 他省庁管理のため不明

219024 19 経済産業省
特定大学技術移転事業実施計画の実施状
況報告

大学等における技術に関
する研究成果の民間事業
者への移転の促進に関す
る法律

1998 1 法律 52 12 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 6 その他
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

大学の技術移
転（TLO）

1 OD

http://www.meti.
go.jp/policy/inno
vation_corp/tlo.h
tml

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 他省庁管理のため不明

219025 19 経済産業省 定款等の備置き及び閲覧等 技術研究組合法 1961 1 法律 81 19 1 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明
民間における手続であり、
当該手続関係書類の国へ
の報告義務がないため。

219026 19 経済産業省 理事会の議事録の作成、備置き及び閲覧等 技術研究組合法 1961 1 法律 81 30 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明
民間における手続であり、
当該手続関係書類の国へ
の報告義務がないため。

219027 19 経済産業省
決算関係書類及び事業報告書の作成、備置
及び閲覧等

技術研究組合法 1961 1 法律 81 38 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明
民間における手続であり、
当該手続関係書類の国へ
の報告義務がないため。

219028 19 経済産業省 会計帳簿の作成、保存及び閲覧等 技術研究組合法 1961 1 法律 81 39 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明
民間における手続であり、
当該手続関係書類の国へ
の報告義務がないため。

219029 19 経済産業省 総会の議事録の作成、備置き及び閲覧等 技術研究組合法 1961 1 法律 81 54 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明
民間における手続であり、
当該手続関係書類の国へ
の報告義務がないため。

219030 19 経済産業省
組織変更計画に関する書面等の備置き及び
閲覧等

技術研究組合法 1961 1 法律 81 63 1 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明
民間における手続であり、
当該手続関係書類の国へ
の報告義務がないため。

219031 19 経済産業省
組織変更計画手続の経過等の書面等の備
置き及び閲覧等

技術研究組合法 1961 1 法律 81 79 1 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明
民間における手続であり、
当該手続関係書類の国へ
の報告義務がないため。

219032 19 経済産業省
吸収合併消滅組合の吸収合併契約に関する
書面等の備置き及び閲覧等

技術研究組合法 1961 1 法律 81 91 1 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明
民間における手続であり、
当該手続関係書類の国へ
の報告義務がないため。

219033 19 経済産業省
吸収合併手続の経過等の書面等の備置き及
び閲覧等

技術研究組合法 1961 1 法律 81 98 1 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明
民間における手続であり、
当該手続関係書類の国へ
の報告義務がないため。

219034 19 経済産業省
新設合併契約に関する書面等の備置き及び
閲覧等

技術研究組合法 1961 1 法律 81 102 1 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明
民間における手続であり、
当該手続関係書類の国へ
の報告義務がないため。

219035 19 経済産業省
新設合併手続の経過等の書面等の備置き及
び閲覧等

技術研究組合法 1961 1 法律 81 107 1 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明
民間における手続であり、
当該手続関係書類の国へ
の報告義務がないため。

219036 19 経済産業省
新設分割計画に関する書面等の備置き及び
閲覧等

技術研究組合法 1961 1 法律 81 111 1 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明
民間における手続であり、
当該手続関係書類の国へ
の報告義務がないため。

219037 19 経済産業省
新設分割手続の経過等の書面等の備置き及
び閲覧等

技術研究組合法 1961 1 法律 81 116 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明
民間における手続であり、
当該手続関係書類の国へ
の報告義務がないため。

219039 19 経済産業省 組合を設立する新設分割の認可の申請 技術研究組合法 1961 1 法律 81 113 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219040 19 経済産業省 新設分割計画に関する書面 技術研究組合法 1961 1 法律 81 116 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明
民間における手続であり、
当該手続関係書類の国へ
の報告義務がないため。

219041 19 経済産業省 株式会社を設立する新設分割の認可の申請 技術研究組合法 1961 1 法律 81 131 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

219042 19 経済産業省 合同会社を設立する新設分割の認可の申請 技術研究組合法 1961 1 法律 81 140 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

219043 19 経済産業省
特定研究成果活用支援事業計画の認定申
請

特定研究成果活用支援事
業計画の認定等に関する
省令

2014 3 省令又は規則 2 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
国立大学等に
よるVC等への
出資

2 非OD

http://www.meti.
go.jp/policy/inno
vation_corp/syus
shi.html

7 構造化
PDF

2 年2～11
回

不定期
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

219044 19 経済産業省
認定特定研究成果活用支援事業計画の変
更認定申請

特定研究成果活用支援事
業計画の認定等に関する
省令

2014 3 省令又は規則 4 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
国立大学等に
よるVC等への
出資

2 非OD

http://www.meti.
go.jp/policy/inno
vation_corp/syus
shi.html

7 構造化
PDF

2 年2～11
回

不定期
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

219045 19 経済産業省 規格制定等の手続 産業標準化法 1949 1 法律 185 12 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） JIS関連データベース 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応） JIS検索 2 非OD

http://www.jisc.g
o.jp/app/jis/gen
eral/GnrJISSear
ch.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

常時
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

219046 19 経済産業省 公聴会の開催の請求 産業標準化法 1949 1 法律 185 21 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219047 19 経済産業省 登録認証機関の略称の承認申請

鉱工業品及びその加工技
術に係る日本産業規格へ
の適合性の認証に関する
省令

2005 3 省令又は規則 1 5
厚生労働省・農林水産
省・経済産業省・国土交
通省令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 機関略称 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 機関略称 2 非OD
https://www.jisc.
go.jp/index.html

8 その他
4 都度更
新

不定期
3-1 データ変換の作業が
負担

HTML

219048 19 経済産業省 登録認証機関の登録商標の届出

鉱工業品及びその加工技
術に係る日本産業規格へ
の適合性の認証に関する
省令

2005 3 省令又は規則 1 5
厚生労働省・農林水産
省・経済産業省・国土交
通省令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 登録商標 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 登録商標 2 非OD
https://www.jisc.
go.jp/index.html

8 その他
4 都度更
新

不定期
3-1 データ変換の作業が
負担

HTML

219049 19 経済産業省 認証機関の登録申請 産業標準化法 1949 1 法律 185 39 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 登録認証機関情報 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
登録認証機関
一覧

2 非OD
https://www.jisc.
go.jp/index.html

8 その他
4 都度更
新

不定期
3-1 データ変換の作業が
負担

HTML

219050 19 経済産業省 登録認証機関の更新申請 産業標準化法 1949 1 法律 185 42 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 登録認証機関情報 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）
登録認証機関
一覧

2 非OD
https://www.jisc.
go.jp/index.html

8 その他
4 都度更
新

不定期
3-1 データ変換の作業が
負担

HTML

219051 19 経済産業省 登録認証機関の事業承継の届出 産業標準化法 1949 1 法律 185 43 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219052 19 経済産業省 登録認証機関による認証の報告

鉱工業品及びその加工技
術に係る日本産業規格へ
の適合性の認証に関する
省令

2005 3 省令又は規則 22 1
厚生労働省・農林水産
省・経済産業省・国土交
通省令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 認証取得者情報 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
JISマーク認証
取得者一覧

2 非OD
https://www.jisc.
go.jp/index.html

8 その他
4 都度更
新

不定期
3-1 データ変換の作業が
負担

HTML

219053 19 経済産業省
登録認証機関による表示停止等の請求の実
施報告

鉱工業品及びその加工技
術に係る日本産業規格へ
の適合性の認証に関する
省令

2005 3 省令又は規則 22 3
厚生労働省・農林水産
省・経済産業省・国土交
通省令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 認証取得者情報 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
認証取得者一
時停止・失効
一覧

2 非OD
https://www.jisc.
go.jp/index.html

8 その他
4 都度更
新

不定期
3-1 データ変換の作業が
負担

HTML

219054 19 経済産業省 登録認証機関による認証の取消し報告

鉱工業品及びその加工技
術に係る日本産業規格へ
の適合性の認証に関する
省令

2005 3 省令又は規則 22 4
厚生労働省・農林水産
省・経済産業省・国土交
通省令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 認証取得者情報 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
認証取得者一
時停止・失効
一覧

2 非OD
https://www.jisc.
go.jp/index.html

8 その他
4 都度更
新

不定期
3-1 データ変換の作業が
負担

HTML

219055 19 経済産業省 登録認証機関による認証契約終了報告

鉱工業品及びその加工技
術に係る日本産業規格へ
の適合性の認証に関する
省令

2005 3 省令又は規則 22 5
厚生労働省・農林水産
省・経済産業省・国土交
通省令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 認証取得者情報 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
認証取得者一
時停止・失効
一覧

2 非OD
https://www.jisc.
go.jp/index.html

8 その他
4 都度更
新

不定期
3-1 データ変換の作業が
負担

HTML

219056 19 経済産業省 登録認証機関の登録時申請内容の変更届

鉱工業品及びその加工技
術に係る日本産業規格へ
の適合性の認証に関する
省令

2005 3 省令又は規則 27 2
厚生労働省・農林水産
省・経済産業省・国土交
通省令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
登録認証機関
一覧

2 非OD
https://www.jisc.
go.jp/index.html

8 その他
4 都度更
新

不定期
3-1 データ変換の作業が
負担

HTML

219057 19 経済産業省 登録認証機関の業務規程の届出 産業標準化法 1949 1 法律 185 47 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

219058 19 経済産業省 登録認証機関の業務規程の変更届 産業標準化法 1949 1 法律 185 47 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 登録認証機関情報 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
登録認証機関
一覧

2 非OD
https://www.jisc.
go.jp/index.html

8 その他
4 都度更
新

不定期
3-1 データ変換の作業が
負担

HTML

219059 19 経済産業省 登録認証機関の認証業務の休廃止届 産業標準化法 1949 1 法律 185 48 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 登録認証機関情報 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
登録認証機関
一覧

2 非OD
https://www.jisc.
go.jp/index.html

8 その他
4 都度更
新

不定期
3-1 データ変換の作業が
負担

HTML

219060 19 経済産業省 試験事業者の登録に係る申請（新規・追加） 産業標準化法 1949 1 法律 185 57 1 申請等 6 民間事業者等 2 独立行政法人等
独立行政法人製品評
価技術基盤機構

●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 試験事業者情報 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
JNLA登録試験
事業者一覧

2 非OD
https://www.nite
.go.jp/iajapan/jnl
a/lab/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
3-1 データ変換の作業が
負担

219061 19 経済産業省 登録試験事業者の地位の継承の届出 産業標準化法 1949 1 法律 185 60 1 申請等 6 民間事業者等 2 独立行政法人等
独立行政法人製品評
価技術基盤機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
JNLA登録試験
事業者一覧

2 非OD
https://www.nite
.go.jp/iajapan/jnl
a/lab/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
3-1 データ変換の作業が
負担

219062 19 経済産業省 登録試験事業者の事業の廃止届出 産業標準化法 1949 1 法律 185 61 1 申請等 6 民間事業者等 2 独立行政法人等
独立行政法人製品評
価技術基盤機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
JNLA登録試験
事業者一覧

2 非OD
https://www.nite
.go.jp/iajapan/jnl
a/lab/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
3-1 データ変換の作業が
負担

219063 19 経済産業省
外国試験事業者の登録に係る申請（新規・追
加）

産業標準化法 1949 1 法律 185 66 1 1 申請等 6 民間事業者等 2 独立行政法人等
独立行政法人製品評
価技術基盤機構

●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 試験事業者情報 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
JNLA登録試験
事業者一覧

2 非OD
https://www.nite
.go.jp/iajapan/jnl
a/lab/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
3-1 データ変換の作業が
負担

219064 19 経済産業省 登録外国試験事業者の地位の継承の届出 産業標準化法 1949 1 法律 185 66 2 1 申請等 6 民間事業者等 2 独立行政法人等
独立行政法人製品評
価技術基盤機構

●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219065 19 経済産業省
登録試験事業者の法定申請事項に変更が
あった旨の届出

産業標準化法に基づく登
録試験事業者等に関する
省令

1997 3 省令又は規則 2 2
厚生省・通商産業省・運
輸省令

1 申請等 6 民間事業者等 2 独立行政法人等
独立行政法人製品評
価技術基盤機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
JNLA登録試験
事業者一覧

2 非OD
https://www.nite
.go.jp/iajapan/jnl
a/lab/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
3-1 データ変換の作業が
負担

219066 19 経済産業省 登録試験事業者の登録の取り消し 産業標準化法 1949 1 法律 185 63
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等 6 民間事業者等
独立行政法人製品評
価技術基盤機構

●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219067 19 経済産業省 組合員名簿の作成、備置き及び閲覧等 技術研究組合法 1961 1 法律 81 7 2 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

219068 19 経済産業省
登録外国試験事業者の法定申請事項に変更
があった旨の届出

産業標準化法に基づく登
録試験事業者等に関する
省令

1997 3 省令又は規則 13
厚生省・通商産業省・運
輸省令

1 申請等 6 民間事業者等 2 独立行政法人等
独立行政法人製品評
価技術基盤機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
JNLA登録試験
事業者一覧

2 非OD
https://www.nite
.go.jp/iajapan/jnl
a/lab/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
3-1 データ変換の作業が
負担

219069 19 経済産業省 登録試験事業者の登録更新に係る申請 産業標準化法 1949 1 法律 185 59 1 申請等 6 民間事業者等 2 独立行政法人等
独立行政法人製品評
価技術基盤機構

●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 試験事業者情報 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
JNLA登録試験
事業者一覧

2 非OD
https://www.nite
.go.jp/iajapan/jnl
a/lab/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
3-1 データ変換の作業が
負担

219070 19 経済産業省 登録認証機関による認証内容の変更の報告

鉱工業品及びその加工技
術に係る日本産業規格へ
の適合性の認証に関する
省令

2005 3 省令又は規則 22 2
厚生労働省・農林水産
省・経済産業省・国土交
通省令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 認証取得者情報 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
JISマーク認証
取得者一覧

2 非OD
https://www.jisc.
go.jp/index.html

8 その他
4 都度更
新

不定期
3-1 データ変換の作業が
負担

HTML

219071 19 経済産業省 登録外国試験事業者の事業の廃止の届出 産業標準化法 1949 1 法律 185 66 2 1 申請等 6 民間事業者等 2 独立行政法人等
独立行政法人製品評
価技術基盤機構

●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219072 19 経済産業省 登録外国試験事業者の登録更新に係る申請 産業標準化法 1949 1 法律 185 66 2 1 申請等 6 民間事業者等 2 独立行政法人等
独立行政法人製品評
価技術基盤機構

●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 試験事業者情報 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
JNLA登録試験
事業者一覧

2 非OD
https://www.nite
.go.jp/iajapan/jnl
a/lab/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
3-1 データ変換の作業が
負担

219073 19 経済産業省 登録外国試験事業者の登録の取り消し 産業標準化法 1949 1 法律 185 66 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等 6 民間事業者等
独立行政法人製品評
価技術基盤機構

●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219074 19 経済産業省 登録認証機関による認証の事務所変更届 産業標準化法 1949 1 法律 185 46 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 登録認証機関情報 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
登録認証機関
一覧

2 非OD
https://www.jisc.
go.jp/index.html

8 その他
4 都度更
新

不定期
3-1 データ変換の作業が
負担

HTML

219075 19 経済産業省
低懸念・高分子新規化学物質製造・輸入確
認申出

化学物質の審査及び製造
等の規制に関する法律

1973 1 法律 117 3 1 6 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219076 19 経済産業省 少量新規化学物質製造・輸入申出
化学物質の審査及び製造
等の規制に関する法律

1973 1 法律 117 3 1 5 少量新規化学物質の申出 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理）
事業者による申出された、新規化学
物質の名称、構造コード等

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219077 19 経済産業省 新規化学物質の製造又は輸入の届出
化学物質の審査及び製造
等の規制に関する法律

1973 1 法律 117 3 1 通常新規化学物質の届出 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理）
事業者による申出された、新規化学
物質の名称、構造式、有害性データ
等

11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219078 19 経済産業省
外国における新規化学物質の製造又は輸出
の届出

化学物質の審査及び製造
等の規制に関する法律

1973 1 法律 117 7 1
通常新規化学物質の届出
（海外）法7条1項

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
事業者による申出された、新規化学
物質の名称、構造式、有害性データ
等

11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219079 19 経済産業省
法第４条第１項第６号の通知を受けた新規化
学物質に関し提出を求められた資料の求め

化学物質の審査及び製造
等の規制に関する法律

1973 1 法律 117 4 3
試験データの要求（通常
新規）

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219080 19 経済産業省
輸出専用新規化学物質の製造等の確認申
出

化学物質の審査及び製造
等の規制に関する法律

1973 1 法律 117 3 1 4
中間物等（法第３条第１項
第４号）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 6 その他 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明 他省庁管理のため不明

219081 19 経済産業省
閉鎖系用途の新規化学物質の製造等の確
認申出

化学物質の審査及び製造
等の規制に関する法律

1973 1 法律 117 3 1 4
中間物等（法第３条第１項
第４号）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 6 その他 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明 他省庁管理のため不明

219082 19 経済産業省
全量中間物として使用する新規化学物質の
製造等の確認申出

化学物質の審査及び製造
等の規制に関する法律

1973 1 法律 117 3 1 4
中間物等（法第３条第１項
第４号）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 6 その他 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明 他省庁管理のため不明

219083 19 経済産業省
新規化学物質の製造予定数量等が一定の
数量以下である場合における審査の特例の
申出

化学物質の審査及び製造
等の規制に関する法律

1973 1 法律 117 5 1
低生産量新規化学物質の
特例申出（判定）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219084 19 経済産業省
法第５条第２項第３号の通知を受けた新規化
学物質に関する資料の求め

化学物質の審査及び製造
等の規制に関する法律

1973 1 法律 117 5 9
試験データの要求（低生
産）法5条9項

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219085 19 経済産業省
低生産量新規化学物質の審査の継続の申
出

化学物質の審査及び製造
等の規制に関する法律

1973 1 法律 117 5 7 継続物質の申出 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219086 19 経済産業省
法第４条第１項第６号の通知を受けた外国に
おける製造者等に係る新規化学物質に関し
提出を求められた資料の求め

化学物質の審査及び製造
等の規制に関する法律

1973 1 法律 117 7 2
試験データの要求（海外
版）法7条2項

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219087 19 経済産業省 有害性情報の報告
化学物質の審査及び製造
等の規制に関する法律

1973 1 法律 117 41 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
届出事業者に関する情報、物質の
名称、構造式、有害性データ等

11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219092 19 経済産業省
審査の特例である旨の通知を受けた新規化
学物質の製造又は輸入数量等の確認

化学物質の審査及び製造
等の規制に関する法律

1973 1 法律 117 5 4
低生産新規化学物物質の
数量確認申出

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理）
事業者による申出された、新規化学
物質の名称、構造コード等

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219093 19 経済産業省 確認を受けた新規化学物質に係る報告
新規化学物質の製造又は
輸入に係る届出等に関す
る省令

1974 3 省令又は規則 1 3 2
厚生省・通商産業省令
（改正　厚生労働省・経済
産業省・環境省令）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

219100 19 経済産業省 特定水銀使用製品の製造の許可
水銀による環境の汚染の
防止に関する法律

2015 1 法律 42 6 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219101 19 経済産業省
特定水銀使用製品の製造の許可事項の変
更の許可

水銀による環境の汚染の
防止に関する法律

2015 1 法律 42 9 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219102 19 経済産業省
特定水銀使用製品の製造の許可事項の変
更の届出

水銀による環境の汚染の
防止に関する法律

2015 1 法律 42 9 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219103 19 経済産業省 許可製造者の地位の継承の届出
水銀による環境の汚染の
防止に関する法律

2015 1 法律 42 11 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219104 19 経済産業省
特定水銀使用製品の部品としての使用にお
ける用途適合承認（法附則第3条）

水銀による環境の汚染の
防止に関する法律

2015 1 法律 42 法附則第3条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省
特定水銀使用製品の部
品としての使用における
用途適合承認

○ 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

219105 19 経済産業省
特定水銀使用製品の部品としての使用にお
ける用途適合承認（令附則第4条）

水銀による環境の汚染の
防止に関する法律施行令

2015 2 政令 378 令附則第4条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省
特定水銀使用製品の部
品としての使用における
用途適合承認

5 実績なし

219106 19 経済産業省 再商品化等の実施の認定の申請
特定家庭用機器再商品化
法

1998 1 法律 97 23 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

219107 19 経済産業省 再商品化等の業務の変更の認定の申請
特定家庭用機器再商品化
法

1998 1 法律 97 24 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

219108 19 経済産業省 市町村長等による申出
特定家庭用機器再商品化
法

1998 1 法律 97 30 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

219109 19 経済産業省 指定法人の指定の申請
特定家庭用機器再商品化
法

1998 1 法律 97 32 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

219110 19 経済産業省
指定法人の再商品化等業務規程の変更の
認可の申請

特定家庭用機器再商品化
法

1998 1 法律 97 35 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

219111 19 経済産業省
指定法人の再商品化等業務規程の認可の
申請

特定家庭用機器再商品化
法

1998 1 法律 97 35 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

219112 19 経済産業省
再商品化等業務に関する事業計画書及び収
支予算書の変更の認可の申請

特定家庭用機器再商品化
法

1998 1 法律 97 36 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

219113 19 経済産業省
再商品化等業務に関する事業計画書及び収
支予算書の認可の申請

特定家庭用機器再商品化
法

1998 1 法律 97 36 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

219114 19 経済産業省 再商品化等業務の休廃止の許可の申請
特定家庭用機器再商品化
法

1998 1 法律 97 37 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219129 19 経済産業省 小売業者の料金に関する勧告
特定家庭用機器再商品化
法

1998 1 法律 97 14 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219130 19 経済産業省 小売業者の料金に関する命令
特定家庭用機器再商品化
法

1998 1 法律 97 14 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219131 19 経済産業省 小売業者に対する指導助言
特定家庭用機器再商品化
法

1998 1 法律 97 15
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

219132 19 経済産業省 小売業者の引取り及び引渡しに関する勧告
特定家庭用機器再商品化
法

1998 1 法律 97 16 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

小売業者の引
取り及び引渡
しに関する勧
告について

1 OD

当省のニュース
リリースとして、
当該行為発生毎
に掲載

8 その他 5 その他 不定期 html形式

219133 19 経済産業省
小売業者の引取り及び引渡しに関する措置
命令

特定家庭用機器再商品化
法

1998 1 法律 97 16 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

219134 19 経済産業省 製造業者等の料金に関する勧告
特定家庭用機器再商品化
法

1998 1 法律 97 21 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219135 19 経済産業省 製造業者等の料金に関する措置命令
特定家庭用機器再商品化
法

1998 1 法律 97 21 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219136 19 経済産業省 再商品化等の実施の認定
特定家庭用機器再商品化
法

1998 1 法律 97 23 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219137 19 経済産業省 再商品化等の業務の変更の認定
特定家庭用機器再商品化
法

1998 1 法律 97 24 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219138 19 経済産業省 再商品化等の実施の認定の取消し
特定家庭用機器再商品化
法

1998 1 法律 97 25
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219139 19 経済産業省 製造業者等に対する指導助言
特定家庭用機器再商品化
法

1998 1 法律 97 27
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

219140 19 経済産業省
製造業者等の引取り及び再商品化等実施に
関する勧告

特定家庭用機器再商品化
法

1998 1 法律 97 28 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219141 19 経済産業省
製造業者等の引取り及び再商品化等実施に
関する措置命令

特定家庭用機器再商品化
法

1998 1 法律 97 28 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219142 19 経済産業省 指定引取場所に係る勧告
特定家庭用機器再商品化
法

1998 1 法律 97 31
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219143 19 経済産業省 指定法人の指定
特定家庭用機器再商品化
法

1998 1 法律 97 32 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219144 19 経済産業省 指定法人の住所等の変更の届出
特定家庭用機器再商品化
法

1998 1 法律 97 32 3 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219145 19 経済産業省 指定法人の再商品化等業務規程の認可
特定家庭用機器再商品化
法

1998 1 法律 97 35 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219146 19 経済産業省
指定法人の再商品化等業務規程の変更の
認可

特定家庭用機器再商品化
法

1998 1 法律 97 35 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219147 19 経済産業省
指定法人の再商品化等業務規程の変更命
令

特定家庭用機器再商品化
法

1998 1 法律 97 35 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219149 19 経済産業省
指定法人の事業計画書及び予算収支報告書
の認可

特定家庭用機器再商品化
法

1998 1 法律 97 36 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219150 19 経済産業省
指定法人の事業計画書及び予算収支報告書
の変更の認可

特定家庭用機器再商品化
法

1998 1 法律 97 36 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219152 19 経済産業省 事業報告書及び収支決算書の提出
特定家庭用機器再商品化
法

1998 1 法律 97 36 2
2-3 交付等（民間手
続）

2 独立行政法人等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 2 公開（OD未対応） 事業報告書 2 非OD
指定法人のウェ
ブサイトに掲載

7 構造化
PDF

1 年1回 不明 4 その他
申請主体である指定法人
が自主的に公開している
ため。

219153 19 経済産業省 再商品化等業務の休廃止の許可
特定家庭用機器再商品化
法

1998 1 法律 97 37
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219154 19 経済産業省 指定法人に対する報告徴収
特定家庭用機器再商品化
法

1998 1 法律 97 40
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219155 19 経済産業省 指定法人に対する監督命令
特定家庭用機器再商品化
法

1998 1 法律 97 41
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219156 19 経済産業省 指定法人の指定の取消し
特定家庭用機器再商品化
法

1998 1 法律 97 42 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219157 19 経済産業省 管理票に係る勧告
特定家庭用機器再商品化
法

1998 1 法律 97 47
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219158 19 経済産業省 小売業者又は製造業者等に対する報告徴収
特定家庭用機器再商品化
法

1998 1 法律 97 52
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

219159 19 経済産業省
主務大臣の権限の地方支分部局の長への
委任

特定家庭用機器再商品化
法

1998 1 法律 97 56
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

219160 19 経済産業省
次の中期目標期間における業務の財源に充
てるための積立金の主務大臣承認申請

情報処理の促進に関する
法律

1970 1 法律 90 53 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人情報処
理推進機構

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 4 その他 他省庁管理のため不明

219161 19 経済産業省 積立金の残余の国庫への納付
情報処理の促進に関する
法律

1970 1 法律 90 53 3 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人情報処
理推進機構

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 4 その他 他省庁管理のため不明

219162 19 経済産業省
中期計画に定めた不要財産の払戻しの勧告
に係る通知

独立行政法人情報処理推
進機構の業務運営、財務
及び会計並びに人事管理
に関する省令

2002 3 省令又は規則 3 12 3 1

第十二条の三　機構は、
通則法第四十四条第三項
の中期計画において通則
法第三十条第二項第五号
の計画を定めた場合にお
いて、通則法第四十六条
の三第一項の規定によ
り、民間等出資に係る不
要財産について、出資者
に対し当該民間等出資に
係る不要財産に係る出資
額として経済産業大臣が
定める額の持分の全部又
は一部の払戻しの請求を
することができる旨を催告
しようとするときは、前条
第一項各号に掲げる事項
を経済産業大臣に通知し
なければならない。

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人情報処
理推進機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

219163 19 経済産業省
財務大臣に対する中期計画に定めた不要財
産の払戻しの勧告に係る通知の通知

独立行政法人情報処理推
進機構の業務運営、財務
及び会計並びに人事管理
に関する省令

2002 3 省令又は規則 3 12 3 2

2　経済産業大臣は、前項
の通知を受けたときは、遅
滞なく、財務大臣にその旨
を通知するものとする。

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

219164 19 経済産業省
不要財産に係る民間出資の払戻しに関する
払戻しの方法が前項第三号イの方法により
難い場合の払戻し相手方に対する通知

独立行政法人情報処理推
進機構の業務運営、財務
及び会計並びに人事管理
に関する省令

2002 3 省令又は規則 3 12 4 2

2　前項の規定により催告
するに際し、当該不要財
産の評価額が当該不要財
産の帳簿価額を超えるこ
とその他の事情があるた
め、払戻しの方法が前項
第三号イの方法により難
い場合には、その旨を当
該催告の相手方に対し、
通知するものとする。

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等 5 国民等
独立行政法人情報処
理推進機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

219165 19 経済産業省 民間出資等に係る不要財産の譲渡の報告

独立行政法人情報処理推
進機構の業務運営、財務
及び会計並びに人事管理
に関する省令

2002 3 省令又は規則 3 12 5 1

第十二条の五　機構は、
通則法第四十六条の三第
三項の規定により民間等
出資に係る不要財産の譲
渡を行ったときは、遅滞な
く、次に掲げる事項を記載
した報告書を経済産業大
臣に提出するものとする。

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人情報処
理推進機構

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

219166 19 経済産業省 資本金減少の報告

独立行政法人情報処理推
進機構の業務運営、財務
及び会計並びに人事管理
に関する省令

2002 3 省令又は規則 3 12 6 1

第十二条の六　機構は、
通則法第四十六条の三第
四項の規定により資本金
を減少したときは、遅滞な
く、その旨を経済産業大臣
に報告するものとする。

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人情報処
理推進機構

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 4 その他 他省庁管理のため不明

219176 19 経済産業省
補てんに係る損失が事故に起因するもので
あることの確認

商品先物取引法 1950 1 法律 239 240 17 1 第214条の3第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明 他省庁管理のため不明

219177 19 経済産業省 事業報告書の提出 商品先物取引法 1950 1 法律 239 240 21 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

219178 19 経済産業省 委託者保護基金加入の届出 商品先物取引法 1950 1 法律 239 276 4 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

219179 19 経済産業省 他の委託者保護基金脱退の承認 商品先物取引法 1950 1 法律 239 277 2 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

219180 19 経済産業省
特定店頭商品デリバティブ取引業者の名簿
作成

商品先物取引法 1950 1 法律 239 349 2 前段 4 作成・保存等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 法人名、所在地 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

法人名 1 OD

http://www.meti.
go.jp/policy/com
merce/f00/1710
02tokuteitentoug
yousha.pdf

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

219181 19 経済産業省
特定店頭商品デリバティブ取引業者名簿の
公衆の縦覧

商品先物取引法 1950 1 法律 239 349 2 後段 3 縦覧等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 法人名、所在地 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

法人名 1 OD

http://www.meti.
go.jp/policy/com
merce/f00/1710
02tokuteitentoug
yousha.pdf

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

219182 19 経済産業省 商品投資顧問業者の許可（申請等）
商品投資に係る事業の規
制に関する法律

1991 1 法律 66 5 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

219183 19 経済産業省 商品先物取引業者に対する勧告通知 商品先物取引法 1950 1 法律 239 233 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明 他省庁管理のため不明

219184 19 経済産業省 純資産額規制比率に関する許可取消通知 商品先物取引法 1950 1 法律 239 235 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明 他省庁管理のため不明

219185 19 経済産業省 商品先物取引仲介業者役員解任命令通知 商品先物取引法 1950 1 法律 239 240 23 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明 他省庁管理のため不明

219186 19 経済産業省 商品先物取引業の許可及び許可更新の申請 商品先物取引法 1950 1 法律 239 192 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明 他省庁管理のため不明

219187 19 経済産業省 商品先物取引業の開始届 商品先物取引法 1950 1 法律 239 195 1 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明 他省庁管理のため不明

219188 19 経済産業省 資産国内保有命令通知 商品先物取引法 1950 1 法律 239 234 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明 他省庁管理のため不明

219189 19 経済産業省
純資産額規制比率に関する業務停止命令通
知

商品先物取引法 1950 1 法律 239 235 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明 他省庁管理のため不明

219190 19 経済産業省
特定店頭商品デリバティブ取引業者の帳簿
作成及び保存

商品先物取引法 1950 1 法律 239 349 4 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理）
許可事業者に関する役前受金残高
等の状況

11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219191 19 経済産業省
特定店頭商品デリバティブ取引業者に対する
報告徴収

商品先物取引法 1950 1 法律 239 349 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219192 19 経済産業省
特定店頭商品デリバティブ取引業者に対する
業務改善命令

商品先物取引法 1950 1 法律 239 349 7
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219193 19 経済産業省
特定店頭商品デリバティブ取引業者に対する
業務停止命令

商品先物取引法 1950 1 法律 239 349 8
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219194 19 経済産業省 商品先物取引契約締結前書面の交付 商品先物取引法 1950 1 法律 239 217
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 5 国民等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

219195 19 経済産業省 商品先物取引成立の通知 商品先物取引法 1950 1 法律 239 220
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 5 国民等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

219196 19 経済産業省
商品先物取引証拠金等の受領に係る書面の
交付

商品先物取引法 1950 1 法律 239 220 2
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 5 国民等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

219197 19 経済産業省 商品投資顧問契約の締結前書面の交付
商品投資に係る事業の規
制に関する法律

1991 1 法律 66 18
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 5 国民等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

219198 19 経済産業省 商品投資顧問契約の締結時書面の交付
商品投資に係る事業の規
制に関する法律

1991 1 法律 66 19
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 5 国民等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

219199 19 経済産業省 商品投資顧問契約に係る報告書の交付
商品投資に係る事業の規
制に関する法律

1991 1 法律 66 20
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 5 国民等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

219200 19 経済産業省
商品投資顧問契約締結顧客への書面の交
付

商品投資に係る事業の規
制に関する法律

1991 1 法律 66 21
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 5 国民等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

219201 19 経済産業省
特定委託者である個人が一般顧客として取り
扱う場合の申出

商品先物取引法 1950 1 法律 239 197 4 3
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 5 国民等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

219202 19 経済産業省
特定委託者である法人が一般顧客として取り
扱う場合の申出

商品先物取引法 1950 1 法律 239 197 5 12
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 5 国民等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

219203 19 経済産業省 特定委託者とみなされる場合の申出 商品先物取引法 1950 1 法律 239 197 6 2
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 5 国民等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

219204 19 経済産業省 純資産額規制比率を記載した書面の縦覧 商品先物取引法 1950 1 法律 239 211 3 3 縦覧等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

219205 19 経済産業省 帳簿の作成・保存 商品先物取引法 1950 1 法律 239 222 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

219206 19 経済産業省
顧客が他社契約者でなければ契約を締結で
きない旨の説明を受けたことを証する書面の
保存

商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 102 2 1 2
農林水産省・経済産業省
令

4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

219207 19 経済産業省
顧客が他社契約者であることを自ら申告した
書面の保存

商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 102 2 1 2
農林水産省・経済産業省
令

4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

219208 19 経済産業省
顧客が要件を満たす者でなければ商品取引
契約を締結できない旨の説明を受けたことを
証する書面の保存

商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 102 2 1 3
農林水産省・経済産業省
令

4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

219209 19 経済産業省 顧客が要件を満たすことを証する書面の保存 商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 102 2 1 3
農林水産省・経済産業省
令

4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

219210 19 経済産業省
商品先物取引業者に対する取消し及び業務
停止命令通知

商品先物取引法 1950 1 法律 239 236 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明 他省庁管理のため不明

219211 19 経済産業省 商品先物取引業者役員解任命令通知 商品先物取引法 1950 1 法律 239 236 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明 他省庁管理のため不明

219212 19 経済産業省
商品先物取引仲介業に関する帳簿の作成・
保存

商品先物取引法 1950 1 法律 239 240 20 1 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明 他省庁管理のため不明

219213 19 経済産業省
商品先物取引仲介業者に対する報告徴収通
知

商品先物取引法 1950 1 法律 239 240 22 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明 他省庁管理のため不明

219214 19 経済産業省
商品先物取引仲介業者に対する取消し及び
業務停止命令通知

商品先物取引法 1950 1 法律 239 240 23 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明 他省庁管理のため不明

219215 19 経済産業省 合併及び分割の申請 商品先物取引法 1950 1 法律 239 225 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明 他省庁管理のため不明

219216 19 経済産業省 事業譲渡の申請 商品先物取引法 1950 1 法律 239 228 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明 他省庁管理のため不明

219217 19 経済産業省 商品先物取引業者に対する報告徴収通知 商品先物取引法 1950 1 法律 239 231 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明 他省庁管理のため不明

219218 19 経済産業省
商品先物取引業者に対する業務改善命令通
知

商品先物取引法 1950 1 法律 239 232 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明 他省庁管理のため不明

219219 19 経済産業省 商品先物取引業の許可 商品先物取引法 1950 1 法律 239 190 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可事業者に関する台帳 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

許可事業者の
リスト

1 OD

http://www.meti.
go.jp/policy/com
merce/f00/f000
0001.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

219220 19 経済産業省 商品先物取引業の許可の更新 商品先物取引法 1950 1 法律 239 190 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可事業者に関する台帳 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

許可事業者の
リスト

1 OD

http://www.meti.
go.jp/policy/com
merce/f00/f000
0001.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

219221 19 経済産業省 商号等変更の届出書の提出 商品先物取引法 1950 1 法律 239 195 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可事業者に関する台帳 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

許可事業者の
リスト

1 OD

http://www.meti.
go.jp/policy/com
merce/f00/f000
0001.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

219222 19 経済産業省 兼業業務の開始の届出書の提出 商品先物取引法 1950 1 法律 239 196 1 前段 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明 他省庁管理のため不明

219223 19 経済産業省
兼業業務届出事項の変更及び廃止の届出書
の提出

商品先物取引法 1950 1 法律 239 196 1 後段 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明 他省庁管理のため不明

219224 19 経済産業省 支配関係の発生の届出書の提出 商品先物取引法 1950 1 法律 239 196 2 前段 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明 他省庁管理のため不明

219225 19 経済産業省
支配関係届出事項の変更及び支配関係の解
消の届出書の提出

商品先物取引法 1950 1 法律 239 196 2 後段 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明 他省庁管理のため不明



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

219226 19 経済産業省 廃業の届出等 商品先物取引法 1950 1 法律 239 197 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可事業者に関する台帳 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

許可事業者の
リスト

1 OD

http://www.meti.
go.jp/policy/com
merce/f00/f000
0001.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

219227 19 経済産業省 商品先物取引業の廃止等の公告の届出 商品先物取引法 1950 1 法律 239 197 4 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

219228 19 経済産業省 純資産額規制比率の届出 商品先物取引法 1950 1 法律 239 211 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

219229 19 経済産業省
補てんに係る損失が事故に起因するもので
あることの確認

商品先物取引法 1950 1 法律 239 214 3 3 ただし書 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明 他省庁管理のため不明

219230 19 経済産業省 商品取引責任準備金の取崩しの承認 商品先物取引法 1950 1 法律 239 221 2 ただし書
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明 他省庁管理のため不明

219231 19 経済産業省 事業報告書の提出 商品先物取引法 1950 1 法律 239 224 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

219232 19 経済産業省 合併及び分割の認可 商品先物取引法 1950 1 法律 239 225 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可事業者に関する台帳 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

許可事業者の
リスト

1 OD

http://www.meti.
go.jp/policy/com
merce/f00/f000
0001.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

219233 19 経済産業省 事業譲渡の認可 商品先物取引法 1950 1 法律 239 228 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可事業者に関する台帳 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

許可事業者の
リスト

1 OD

http://www.meti.
go.jp/policy/com
merce/f00/f000
0001.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

219234 19 経済産業省 商品先物取引仲介業の登録 商品先物取引法 1950 1 法律 239 240 2 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可事業者に関する台帳 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

登録事業者の
リスト

1 OD

http://www.meti.
go.jp/policy/com
merce/youshiki/
210.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

219235 19 経済産業省 商品先物取引仲介業の登録の更新 商品先物取引法 1950 1 法律 239 240 2 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可事業者に関する台帳 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

登録事業者の
リスト

1 OD

http://www.meti.
go.jp/policy/com
merce/youshiki/
210.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

219236 19 経済産業省 商品先物取引仲介業の登録申請書の提出 商品先物取引法 1950 1 法律 239 240 3 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可事業者に関する台帳 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

登録事業者の
リスト

1 OD

http://www.meti.
go.jp/policy/com
merce/youshiki/
210.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

219237 19 経済産業省
商品先物取引仲介業の登録変更の届出書
の提出

商品先物取引法 1950 1 法律 239 240 6 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可事業者に関する台帳 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

登録事業者の
リスト

1 OD

http://www.meti.
go.jp/policy/com
merce/youshiki/
210.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

219238 19 経済産業省
商品先物取引仲介業の廃業の届出書の提
出

商品先物取引法 1950 1 法律 239 240 7 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可事業者に関する台帳 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

登録事業者の
リスト

1 OD

http://www.meti.
go.jp/policy/com
merce/youshiki/
210.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

219239 19 経済産業省 特定店頭商品デリバティブ取引業者の届出 商品先物取引法 1950 1 法律 239 349 1 前段 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明

219240 19 経済産業省
特定店頭商品デリバティブ取引業者の届出
事項変更の届出

商品先物取引法 1950 1 法律 239 349 1 後段 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため不明

219241 19 経済産業省
補てんに係る損失が事故に起因するもので
あることの確認

商品先物取引法 1950 1 法律 239 349 3 第214条の3第3項準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219242 19 経済産業省
商品又は商品指数が上場商品又は上場商
品指数となった場合の氏名等の届出

商品先物取引法 1950 1 法律 239 349 9 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 4 その他 他省庁管理のため不明

219243 19 経済産業省 短期劣後債務の期限前弁済等の承認 商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 38 4 3
農林水産省・経済産業省
令

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

219244 19 経済産業省 長期劣後債務の期限前弁済等の承認 商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 38 5 3
農林水産省・経済産業省
令

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

219245 19 経済産業省
委託者資産保全措置に関する契約の締結又
は変更の契約書の写しの提出

商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 98 2
農林水産省・経済産業省
令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

219246 19 経済産業省
委託者資産保全措置に関する契約の解除の
届出

商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 98 3
農林水産省・経済産業省
令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

219247 19 経済産業省
業務または財産の状況に関する報告書の提
出

商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 117 1 1
農林水産省・経済産業省
令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

219248 19 経済産業省
訴訟又は調停の発生状況及びその処理状況
についての報告書の提出

商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 117 1 2
農林水産省・経済産業省
令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

219249 19 経済産業省 商品投資顧問業者の許可
商品投資に係る事業の規
制に関する法律

1991 1 法律 66 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

219250 19 経済産業省
商品投資顧問業者の許可の有効期間の更
新

商品投資に係る事業の規
制に関する法律

1991 1 法律 66 8 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

219251 19 経済産業省
商品投資顧問業者の業務の種類及び方法の
変更及び資本金の額の減少の認可

商品投資に係る事業の規
制に関する法律

1991 1 法律 66 9
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

219252 19 経済産業省
商品投資顧問業者の許可申請書記載事項
の変更及び資本金の額の増加の届出

商品投資に係る事業の規
制に関する法律

1991 1 法律 66 10 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 業者一覧作成 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

商品投資顧問
業者一覧

2 非OD

https://www.met
i.go.jp/policy/co
mmerce/f00/f00
00005.html

4 RDF
4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

219253 19 経済産業省 商品投資顧問業者の廃業の届出
商品投資に係る事業の規
制に関する法律

1991 1 法律 66 11 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 業者一覧作成 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

商品投資顧問
業者一覧

2 非OD

https://www.met
i.go.jp/policy/co
mmerce/f00/f00
00005.html

4 RDF
4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

219254 19 経済産業省
経済産業大臣が経済産業省令を定める場合
の農林水産大臣への協議

商品投資に係る事業の規
制に関する法律施行令

1992 2 政令 45 12 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219255 19 経済産業省
農林水産大臣が農林水産省令を定める場合
の経済産業大臣への協議

商品投資に係る事業の規
制に関する法律施行令

1992 2 政令 45 12 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219256 19 経済産業省
内閣総理大臣及び経済産業大臣が内閣府
令、経済産業省令を定める場合の農林水産
大臣への協議

商品投資に係る事業の規
制に関する法律施行令

1992 2 政令 45 12 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219257 19 経済産業省
内閣総理大臣及び農林水産大臣が内閣府
令、農林水産省令を定める場合の経済産業
大臣への協議

商品投資に係る事業の規
制に関する法律施行令

1992 2 政令 45 12 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219258 19 経済産業省
経済産業大臣が経済産業省令を定める場合
の農林水産大臣への協議

商品投資に係る事業の規
制に関する法律施行令

1992 2 政令 45 13 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219259 19 経済産業省
短期・長期劣後債務の期限前弁済等の承認
申請

商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 38 7
農林水産省・経済産業省
令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

219260 19 経済産業省
特定店頭商品デリバティブ取引業者の主務
大臣への報告

商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 169 3
農林水産省・経済産業省
令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

219261 19 経済産業省 商品投資顧問業者の書類の閲覧
商品投資に係る事業の規
制に関する法律

1991 1 法律 66 23 3 縦覧等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明
民間における手続であり、
当該手続関係書類の国へ
の方向義務がないため

219262 19 経済産業省
商品投資顧問業者の帳簿書類の作成及び保
存

商品投資に係る事業の規
制に関する法律

1991 1 法律 66 29 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明
民間における手続であり、
当該手続関係書類の国へ
の方向義務がないため

219263 19 経済産業省 商品投資顧問業者等に対する報告徴収
商品投資に係る事業の規
制に関する法律

1991 1 法律 66 30 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219264 19 経済産業省 商品投資顧問業者に対する業務改善命令
商品投資に係る事業の規
制に関する法律

1991 1 法律 66 31
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219265 19 経済産業省 商品投資顧問業者に対する許可の取消し等
商品投資に係る事業の規
制に関する法律

1991 1 法律 66 32 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219266 19 経済産業省 商品投資販売業者に対する指示
商品投資に係る事業の規
制に関する法律

1991 1 法律 66 35
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219267 19 経済産業省 商品投資販売業者に対する業務停止命令
商品投資に係る事業の規
制に関する法律

1991 1 法律 66 36 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219268 19 経済産業省
商品投資顧問業者の許可の有効期間の更
新申請

商品投資顧問業者の許可
及び監督に関する省令

1992 3 省令又は規則 6 1
農林水産省・経済産業省
令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 業者一覧作成 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

商品投資顧問
業者一覧

2 非OD

https://www.met
i.go.jp/policy/co
mmerce/f00/f00
00005.html

4 RDF
4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

219269 19 経済産業省
商品投資顧問業者の業務の種類及び方法の
変更及び資本金の額の減少の認可申請

商品投資顧問業者の許可
及び監督に関する省令

1992 3 省令又は規則 7
農林水産省・経済産業省
令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 業者一覧作成 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

商品投資顧問
業者一覧

2 非OD

https://www.met
i.go.jp/policy/co
mmerce/f00/f00
00005.html

4 RDF
4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

219270 19 経済産業省 業務及び財産の状況を記載した書類の作成
商品投資顧問業者の業務
に関する省令

1992 3 省令又は規則 11 1 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明
民間における手続であり、
当該手続関係書類の国へ
の方向義務がないため

219271 19 経済産業省 業務及び財産の状況を記載した書類の提出
商品投資顧問業者の業務
に関する省令

1992 3 省令又は規則 11 4 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

219272 19 経済産業省
事業用電気工作物を設置する者の主任技術
者選任又は解任の届出

電気事業法 1964 1 法律 170 43 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219273 19 経済産業省 事業用電気工作物の保安規程の届出 電気事業法 1964 1 法律 170 42 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219274 19 経済産業省
事業用電気工作物の保安規程の変更の届
出

電気事業法 1964 1 法律 170 42 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219275 19 経済産業省 事業用電気工作物の工事計画の認可 電気事業法 1964 1 法律 170 47 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 認可手続書類・通知 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219276 19 経済産業省 事業用電気工作物の使用前検査 電気事業法 1964 1 法律 170 49 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 手続書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219278 19 経済産業省
事業用電気工作物を設置する者の地位の承
継の届出

電気事業法 1964 1 法律 170 55 2 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219279 19 経済産業省
原子炉本体を試験のために使用する場合の
使用の期間及び方法の承認

原子力発電工作物の保安
に関する命令

2012 3 省令又は規則 69 18 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 手続書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219280 19 経済産業省
事業用電気工作物の一部を使用しなければ
ならない特別の理由がある場合の使用の期
間及び方法の承認

原子力発電工作物の保安
に関する命令

2012 3 省令又は規則 69 18 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 手続書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219282 19 経済産業省 公害防止等に関する届出
原子力発電工作物に係る
電気関係報告規則

2012 3 省令又は規則 71 4 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 届出書、自治体への転送書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219283 19 経済産業省
事業協同組合及び事業協同小組合の組合員
以外の者の事業の利用の特例の認可（申
請）

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 2 3 1
中小企業等共同組合法施
行規則8条

1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

調査項目群Ｂに記載する
手続は経済産業省におい
て行われた手続

他省庁管理のため不明

219284 19 経済産業省
事業協同組合の責任共済等に関する共済規
程の認可（申請）

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 6 2 1
中小企業等共同組合法施
行規則第9条、第10条

1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

調査項目群Ｂに記載する
手続は経済産業省におい
て行われた手続

他省庁管理のため不明

219285 19 経済産業省
事業協同組合の責任共済等に関する共済規
程の変更又は廃止の認可（申請）

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 6 2 4
中小企業等共同組合法施
行規則第9条、第10条

1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

調査項目群Ｂに記載する
手続は経済産業省におい
て行われた手続

他省庁管理のため不明

219286 19 経済産業省
事業協同組合連合会の会員以外の者の事
業の利用の特例の承認（申請）

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 9 4
中小企業等共同組合法施
行令第17条

1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

調査項目群Ｂに記載する
手続は経済産業省におい
て行われた手続

他省庁管理のため不明

219287 19 経済産業省
協同組合連合会の責任共済等に関する共済
規程の認可（申請）

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 9 5
中小企業等共同組合法施
行令、中小企業等共同組
合法施行規則

1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

調査項目群Ｂに記載する
手続は経済産業省におい
て行われた手続

他省庁管理のため不明

219288 19 経済産業省
協同組合連合会の責任共済等に関する共済
規程の変更又は廃止の認可（申請）

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 9 5
中小企業等共同組合法施
行令、中小企業等共同組
合法施行規則

1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

調査項目群Ｂに記載する
手続は経済産業省におい
て行われた手続

他省庁管理のため不明

219289 19 経済産業省 事業協同組合等の設立認可(申請） 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 27 2 1
中小企業等共同組合法施
行規則第57条第1項、第4
項

1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

調査項目群Ｂに記載する
手続は経済産業省におい
て行われた手続

他省庁管理のため不明

219290 19 経済産業省 役員の変更の届出 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 35 2 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

調査項目群Ｂに記載する
手続は経済産業省におい
て行われた手続

他省庁管理のため不明

219291 19 経済産業省
総会の招集請求があつた日から１０日以内に
理事が総会招集の手続をしない場合等の総
会招集の承認（申請）

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 48 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

調査項目群Ｂに記載する
手続は経済産業省におい
て行われた手続

他省庁管理のため不明

219292 19 経済産業省 定款の変更の認可（申請） 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 51 2 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

調査項目群Ｂに記載する
手続は経済産業省におい
て行われた手続

他省庁管理のため不明

219293 19 経済産業省
責任共済等の事業を行う組合又は火災共済
協同組合等の余裕金運用の制限の緩和の
認可（申請）

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 57 5 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

調査項目群Ｂに記載する
手続は経済産業省におい
て行われた手続

他省庁管理のため不明

219294 19 経済産業省 事業協同組合等の解散の届出 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 62 2 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

調査項目群Ｂに記載する
手続は経済産業省におい
て行われた手続

他省庁管理のため不明

219295 19 経済産業省
責任共済等の事業を行う組合、再共済事業
を行う連合会及び火災等共済組合等の解散
申請

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 62 4 省令171条に様式を規定 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

調査項目群Ｂに記載する
手続は経済産業省におい
て行われた手続

他省庁管理のため不明

219296 19 経済産業省
事業協同組合等の合併に係る行政庁への認
可申請

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 66 1 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

調査項目群Ｂに記載する
手続は経済産業省におい
て行われた手続

他省庁管理のため不明

219297 19 経済産業省 中央会の設立の認可申請 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 82 2 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

調査項目群Ｂに記載する
手続は経済産業省におい
て行われた手続

他省庁管理のため不明

219298 19 経済産業省 中央会の役員の変更届出 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 82 8 35条の2（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

調査項目群Ｂに記載する
手続は経済産業省におい
て行われた手続

他省庁管理のため不明

219300 19 経済産業省 中央会の定款変更の認可申請 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 82 10 4 51条第2項（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

調査項目群Ｂに記載する
手続は経済産業省におい
て行われた手続

他省庁管理のため不明

219301 19 経済産業省 中小企業団体中央会の解散の届出 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 82 13 2 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

調査項目群Ｂに記載する
手続は経済産業省におい
て行われた手続

他省庁管理のため不明

219302 19 経済産業省 組合及び中央会の決算関係書類の提出 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 105 2 1 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

調査項目群Ｂに記載する
手続は経済産業省におい
て行われた手続

他省庁管理のため不明

219303 19 経済産業省 あっせん又は調停の申請（申請） 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 2 2 1 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明
調査項目群Ｂに記載する
手続は経済産業省におい
て行われた手続

219304 19 経済産業省 協業組合の事業転換の認可（申請）
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 7 2 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219305 19 経済産業省 協業組合の設立の認可（申請）
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 17 1 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219306 19 経済産業省 協業組合の役員の変更の届出
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23 3 組合法35条の2（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219307 19 経済産業省
協業組合に係る総会の招集請求があった日
から10日以内に理事が総会招集の手続をし
ない場合等の総会招集の承認

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23 3 組合法49条3項（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219308 19 経済産業省 協業組合の定款の変更の認可
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23 3 組合法51条2項（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219309 19 経済産業省 協業組合の解散の届出
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23 4 組合法62条2項（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219310 19 経済産業省 協業組合の合併の認可
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23 4 組合法66条1項（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219311 19 経済産業省 協業組合の決算関係書類の提出
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23 6 組合法105条の2（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219312 19 経済産業省 商工組合の特例の地区の承認（申請）
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 9 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219313 19 経済産業省
商工組合の組合員以外の者の事業の利用
の特例の認可

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 17 2 1 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219314 19 経済産業省
商工組合連合会の会員以外の者の事業の
利用の特例の認可（申請）

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 33 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219315 19 経済産業省 商工組合及び商工組合連合会の設立の認可
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 42 1 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219316 19 経済産業省
商工組合及び商工組合連合会の役員の変更
の届出

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 47 2 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219317 19 経済産業省

商工組合及び商工組合連合会の総会の招集
請求があった日から10日以内に理事が総会
招集の手続をしない場合等の総会招集の承
認

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 47 2 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219318 19 経済産業省
商工組合及び商工組合連合会の定款変更の
認可

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 47 2 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219319 19 経済産業省 商工組合及び商工組合連合会の解散の届出
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 47 3 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219320 19 経済産業省 商工組合及び商工組合連合会の合併の認可
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 47 3 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明
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(公開データのファイル
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他」を選択した場合、具
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219321 19 経済産業省
商工組合及び商工組合連合会の決算関係書
類の提出

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 71
中小企業等協同組合法
105条の2第1項（準用）

1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等

商工組合の組合員資
格が酒製造業又は酒
販売業の場合、条件
により国税庁長官、管
轄国税局長、管轄税
務署長のいずれかを
経由して財務大臣

1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219322 19 経済産業省 協業組合への組織変更の認可申請
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 95 4 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219323 19 経済産業省 協業組合に組織変更した旨の届出
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 95 7 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219324 19 経済産業省 事業協同組合への組織変更の認可申請
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 96 5 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219325 19 経済産業省 事業協同組合に組織変更した旨の届出
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 96 8 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等

商工組合の組合員資
格が酒製造業又は酒
販売業の場合、条件
により国税庁長官、管
轄国税局長、管轄税
務署長のいずれかを
経由して財務大臣

1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219326 19 経済産業省 商工組合への組織変更の認可申請
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 97 2 96条第5項（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等

商工組合の組合員資
格が酒製造業又は酒
販売業の場合、条件
により国税庁長官、管
轄国税局長、管轄税
務署長のいずれかを
経由して財務大臣

1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219327 19 経済産業省 商工組合に組織変更した旨の届出
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 97 2 96条第8項（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219328 19 経済産業省
事業協同組合等から株式会社への組織変更
した場合の組織変更前の組合の登記

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 100 14 1
中小企業等協同組合法第
91条、商業登記法100条、
103条

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219329 19 経済産業省 商工組合等の組合員の異動の報告
中小企業団体の組織に関
する法律施行規則

2007 3 省令又は規則 98 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等

商工組合の組合員資
格が酒製造業又は酒
販売業の場合、条件
により国税庁長官、管
轄国税局長、管轄税
務署長のいずれかを
経由して財務大臣

1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219330 19 経済産業省 発起人への通知
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 42 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219338 19 経済産業省 火災共済事業の認可（申請） 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 7 2 2
中小企業等共同組合法施
行規則第14条

1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

調査項目群Ｂに記載する
手続は経済産業省におい
て行われた手続

他省庁管理のため不明

219339 19 経済産業省
組合員等による組合又は中央会に対する不
服申出

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 104 1 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

調査項目群Ｂに記載する
手続は経済産業省におい
て行われた手続

他省庁管理のため不明

219340 19 経済産業省
組合員等による組合又は中央会に対する不
服申出に対する行政庁の措置

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 104 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

調査項目群Ｂに記載する
手続は経済産業省におい
て行われた手続

他省庁管理のため不明

219341 19 経済産業省
組合員等による組合又は中央会への行政庁
の検査請求

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 105 1 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

調査項目群Ｂに記載する
手続は経済産業省におい
て行われた手続

他省庁管理のため不明

219342 19 経済産業省
組合及び中央会に対する一般的状況に関す
る報告の徴収

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 105 3 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

調査項目群Ｂに記載する
手続は経済産業省におい
て行われた手続

他省庁管理のため不明

219343 19 経済産業省 組合及び中央会に対する検査 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 105 4 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

調査項目群Ｂに記載する
手続は経済産業省におい
て行われた手続

他省庁管理のため不明

219344 19 経済産業省
組合及び中央会に対する法令等の違反に対
する命令

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 106 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

調査項目群Ｂに記載する
手続は経済産業省におい
て行われた手続

他省庁管理のため不明

219345 19 経済産業省 組合及び中央会に対する解散命令 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 106 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

調査項目群Ｂに記載する
手続は経済産業省におい
て行われた手続

他省庁管理のため不明

219346 19 経済産業省 解散命令の通知の特例（官報掲載） 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 106 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

調査項目群Ｂに記載する
手続は経済産業省におい
て行われた手続

他省庁管理のため不明

219347 19 経済産業省
組合又は中央会に解散命令した際の解散登
記の嘱託

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 96 5 1 申請等 4-3 国又は地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

調査項目群Ｂに記載する
手続は経済産業省におい
て行われた手続

他省庁管理のため不明

219348 19 経済産業省 調停案の公表 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 2 2 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明

調査項目群Ｂに記載する
手続は経済産業省におい
て行われた手続
法令上は個別事案ごとに
公表するが、件数がなく公
開していない

219349 19 経済産業省 組合員以外の事業の利用の特例の取消し 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 2 3 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

調査項目群Ｂに記載する
手続は経済産業省におい
て行われた手続

他省庁管理のため不明

219350 19 経済産業省
組合員以外の者の事業の利用の特例の取
消し（商工組合）

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 17 2 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219351 19 経済産業省
組合員以外の者の事業の利用の特例の取
消し（商工組合連合会）

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 33
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219352 19 経済産業省
商工組合又は商工組合連合会の設立の認
可に関する証明の請求

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 42 4 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219353 19 経済産業省 関係行政機関への協議及び申請者への通知
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 42 5 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219354 19 経済産業省
商工組合又は商工組合連合会の解散命令に
よる解散登記の嘱託

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 54 1 申請等 4-3 国又は地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219355 19 経済産業省 協業組合の解散命令による解散登記の嘱託
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23 5 組合法96条5項（準用） 1 申請等 4-3 国又は地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219356 19 経済産業省 協業組合の不服申出（申出）
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23 6 組合法104条1項（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219357 19 経済産業省 協業組合の検査の請求（請求）
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23 6 組合法105条1項（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219358 19 経済産業省 協業組合の法令等の違反に対する命令
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23 6 組合法105条の3（準用）
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219359 19 経済産業省 協業組合に対する解散命令
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23 6 組合法106条2項（準用）
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219360 19 経済産業省 協業組合の一般的状況に関する報告の徴収
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23 6 組合法105条の3（準用）
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219361 19 経済産業省 協業組合の解散命令の通知の特例
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23 6 組合法106条3項（準用）
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219362 19 経済産業省 協業組合の検査等（報告の徴収に係るもの）
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23 6 組合法105条の4（準用）
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219363 19 経済産業省
商工組合又は商工組合連合会の法令等の
違反に対する措置命令

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 67
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219364 19 経済産業省 商工組合に対する解散命令
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 69 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219365 19 経済産業省 商工組合連合会に対する解散命令
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 69 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219366 19 経済産業省
商工組合又は商工組合連合会に対する解散
命令

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 69 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219367 19 経済産業省
商工組合又は商工組合連合会の解散の命
令の通知の特例（官報掲載）

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 69 4
中小企業等協同組合法
106条第3項（準用）

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219368 19 経済産業省
組合員等による商工組合又は商工組合連合
会に対する不服申出

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 71
中小企業等協同組合法
104条第1項（準用）

1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等

商工組合の組合員資
格が酒製造業又は酒
販売業の場合、条件
により国税庁長官、管
轄国税局長、管轄税
務署長のいずれかを
経由して財務大臣

1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219369 19 経済産業省
組合員等による商工組合又は商工組合連合
会への主務大臣等の検査請求

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 71
中小企業等協同組合法
105条第1項（準用）

1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等

商工組合の組合員資
格が酒製造業又は酒
販売業の場合、条件
により国税庁長官、管
轄国税局長、管轄税
務署長のいずれかを
経由して財務大臣

1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219370 19 経済産業省
組合員等による商工組合又は商工組合連合
会に対する不服申出に対する行政庁の措置

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 71
中小企業等協同組合法
104条第2項（準用）

2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219371 19 経済産業省
商工組合又は商工組合連合会の業務・経理
に関する報告の徴収

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 92
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219373 19 経済産業省 経営力向上計画の変更申請 中小企業等経営強化法 1999 1 法律 18 18 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

219374 19 経済産業省
協業組合の余裕金運用制限に係る例外の認
可

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23 3 組合法57条の5（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219375 19 経済産業省
商工組合及び商工組合連合会の余裕金運用
制限に係る例外の認可

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 47 2 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219376 19 経済産業省
商工組合及び商工組合連合会に対する業務
又は経理に係る立入検査

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 93 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219377 19 経済産業省
特定共済組合における兼業禁止の特例に係
る承認（申請）

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 2 7
中小企業等共同組合法施
行規則第6条

1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

219378 19 経済産業省 火災共済規程の変更又は廃止（申請） 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 7 2 5 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

調査項目群Ｂに記載する
手続は経済産業省におい
て行われた手続

他省庁管理のため不明

219379 19 経済産業省
信用協同組合又は特定の事業を行う協同組
合連合会の成立に係る届出

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 31 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

調査項目群Ｂに記載する
手続は経済産業省におい
て行われた手続

他省庁管理のため不明

219380 19 経済産業省
火災共済事業を行う際の共済責任の再共済
事業を行う協同組合連合会の火災共済規程
の変更認可(申請）

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 57 2 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

調査項目群Ｂに記載する
手続は経済産業省におい
て行われた手続

他省庁管理のため不明

219381 19 経済産業省 共済計理人による意見書の行政庁への提出 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 58 7 2 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

調査項目群Ｂに記載する
手続は経済産業省におい
て行われた手続

他省庁管理のため不明

219382 19 経済産業省 行政庁による清算人の選任 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 68 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

調査項目群Ｂに記載する
手続は経済産業省におい
て行われた手続

他省庁管理のため不明

219383 19 経済産業省 組合及び中央会に対する報告の徴収 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 105 3 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

調査項目群Ｂに記載する
手続は経済産業省におい
て行われた手続

他省庁管理のため不明

219384 19 経済産業省 共済事業を行う組合に対する報告徴収 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 105 3 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

調査項目群Ｂに記載する
手続は経済産業省におい
て行われた手続

他省庁管理のため不明

219385 19 経済産業省 共済事業を行う組合に対する検査 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 105 4 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

調査項目群Ｂに記載する
手続は経済産業省におい
て行われた手続

他省庁管理のため不明

219386 19 経済産業省
責任共済等の事業を行う組合に対する定期
的な検査

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 105 4 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

調査項目群Ｂに記載する
手続は経済産業省におい
て行われた手続

他省庁管理のため不明

219387 19 経済産業省 共済事業を行う組合に対する監督上の処分 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 106 2 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

調査項目群Ｂに記載する
手続は経済産業省におい
て行われた手続

他省庁管理のため不明

219388 19 経済産業省
事業分野別経営力向上推進機関の認定申
請

中小企業等経営強化法 1999 1 法律 18 39 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 認定申請書 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

機関や個人情報が含ま
れ、掲載することで権利利
益を害するおそれがある
ため。

219389 19 経済産業省
事業分野別経営力向上推進機関の変更申
請

中小企業等経営強化法 1999 1 法律 18 39 4 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

219390 19 経済産業省 農商工等連携支援事業計画の申請
中小企業者と農林漁業者
との連携による事業活動
の促進に関する法律

2008 1 法律 38 6 1

登記事項証明書の添付を
求める根拠法令は、中小
企業者と農林漁業者との
連携による事業活動の促
進に関する法律施行規則
第２条第２項第３号及び第
２条第３項第３号

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

219391 19 経済産業省 農商工等連携支援事業計画の認定
中小企業者と農林漁業者
との連携による事業活動
の促進に関する法律

2008 1 法律 38 6 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
事業者名、法人番号、地域名、事業
テーマ、事業概要

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応） 認定一覧 2 非OD

https://www.chu
sho.meti.go.jp/sh
ogyo/noushoko/
index.html

7 構造化
PDF

2 年2～11
回

該当案件
がある偶
数月

2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

219392 19 経済産業省 農商工等連携事業計画の申請
中小企業者と農林漁業者
との連携による事業活動
の促進に関する法律

2008 1 法律 38 4 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

219393 19 経済産業省 農商工等連携事業計画の認定
中小企業者と農林漁業者
との連携による事業活動
の促進に関する法律

2008 1 法律 38 4 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
事業者名、法人番号、地域名、事業
テーマ、事業概要

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応） 認定一覧 2 非OD

https://www.chu
sho.meti.go.jp/sh
ogyo/noushoko/
index.html

7 構造化
PDF

2 年2～11
回

該当案件
がある偶
数月

2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

219394 19 経済産業省 農商工等連携事業計画の変更の申請
中小企業者と農林漁業者
との連携による事業活動
の促進に関する法律

2008 1 法律 38 5 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

219395 19 経済産業省 農商工等連携事業計画の変更認定
中小企業者と農林漁業者
との連携による事業活動
の促進に関する法律

2008 1 法律 38 5 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

219396 19 経済産業省 農商工等連携事業計画の軽微な変更の届出
中小企業者と農林漁業者
との連携による事業活動
の促進に関する法律

2008 1 法律 38 5 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

219397 19 経済産業省 農商工等連携事業計画の認定の取消し
中小企業者と農林漁業者
との連携による事業活動
の促進に関する法律

2008 1 法律 38 5 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219398 19 経済産業省 農商工等連携支援事業計画の変更の申請
中小企業者と農林漁業者
との連携による事業活動
の促進に関する法律

2008 1 法律 38 7 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219399 19 経済産業省 農商工等連携支援事業計画の変更の認定
中小企業者と農林漁業者
との連携による事業活動
の促進に関する法律

2008 1 法律 38 7 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219400 19 経済産業省 農商工等連携支援事業計画の認定の取消し
中小企業者と農林漁業者
との連携による事業活動
の促進に関する法律

2008 1 法律 38 7 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219401 19 経済産業省
農商工等連携事業計画の実施状況の報告
徴収

中小企業者と農林漁業者
との連携による事業活動
の促進に関する法律

2008 1 法律 38 18 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219402 19 経済産業省
農商工等連携支援事業計画の実施状況の
報告徴収

中小企業者と農林漁業者
との連携による事業活動
の促進に関する法律

2008 1 法律 38 18 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219403 19 経済産業省
事業分野別経営力向上推進機関の更新申
請

中小企業等経営強化法 1999 1 法律 18 42 33 1 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

219404 19 経済産業省
特定民間中心市街地活性化事業計画の認
定申請

中心市街地の活性化に関
する法律

1998 1 法律 92 48 5 農林水産省、国土交通省
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 事業者からの申請書等 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

219405 19 経済産業省
認定特定民間中心市街地活性化事業計画
の変更の認定申請

中心市街地の活性化に関
する法律

1998 1 法律 92 49 3 農林水産省、国土交通省
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 事業者からの申請書等 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

219406 19 経済産業省 株式会社への組織変更の認可の申請 技術研究組合法 1961 1 法律 81 77 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

219407 19 経済産業省 合同会社への組織変更の認可の申請 技術研究組合法 1961 1 法律 81 85 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

219408 19 経済産業省 吸収合併の認可の申請 技術研究組合法 1961 1 法律 81 96 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219409 19 経済産業省 新設合併の認可の申請 技術研究組合法 1961 1 法律 81 104 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219410 19 経済産業省
吸収合併存続組合の吸収合併契約に関する
書面等の備置き及び閲覧等

技術研究組合法 1961 1 法律 81 94 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219411 19 経済産業省 鉱工業品に係るJISマーク表示の除去命令等 産業標準化法 1949 1 法律 185 36 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

219412 19 経済産業省
鉱工業品の加工技術に係るJISマークの表示
除去命令等

産業標準化法 1949 1 法律 185 36 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219413 19 経済産業省 登録認証機関の登録証の交付

鉱工業品及びその加工技
術に係る日本産業規格へ
の適合性の認証に関する
省令

2005 3 省令又は規則 6
厚生労働省・農林水産
省・経済産業省・国土交
通省令

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
登録認証機関
一覧

2 非OD
https://www.jisc.
go.jp/index.html

8 その他
4 都度更
新

不定期
3-1 データ変換の作業が
負担

HTML

219414 19 経済産業省 登録認証機関への適合命令 産業標準化法 1949 1 法律 185 50
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219415 19 経済産業省 登録認証機関への改善命令 産業標準化法 1949 1 法律 185 51
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

219416 19 経済産業省 登録認証機関の取消し 産業標準化法 1949 1 法律 185 52 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

219417 19 経済産業省 登録認証機関の登録証の返納

鉱工業品及びその加工技
術に係る日本産業規格へ
の適合性の認証に関する
省令

2005 3 省令又は規則 33
厚生労働省・農林水産
省・経済産業省・国土交
通省令

2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
登録認証機関
一覧

2 非OD
https://www.jisc.
go.jp/index.html

8 その他
4 都度更
新

不定期
3-1 データ変換の作業が
負担

HTML

219418 19 経済産業省 登録試験事業者の登録証の交付
産業標準化法に基づく登
録試験事業者等に関する
省令

1997 3 省令又は規則 3
厚生省・通商産業省・運
輸省令

2-1 申請等に基づく処
分通知等

2 独立行政法人等 6 民間事業者等
独立行政法人製品評
価技術基盤機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
JNLA登録試験
事業者一覧

2 非OD
https://www.nite
.go.jp/iajapan/jnl
a/lab/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
3-1 データ変換の作業が
負担

219419 19 経済産業省 登録試験事業者の登録証の返納
産業標準化法に基づく登
録試験事業者等に関する
省令

1997 3 省令又は規則 9
厚生省・通商産業省・運
輸省令

2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 2 独立行政法人等
独立行政法人製品評
価技術基盤機構

●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
JNLA登録試験
事業者一覧

2 非OD
https://www.nite
.go.jp/iajapan/jnl
a/lab/index.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
3-1 データ変換の作業が
負担

219420 19 経済産業省
少量新規化学物質製造・輸入申出に対する
不確認通知

化学物質の審査及び製造
等の規制に関する法律

1973 1 法律 117 3 2
少量新規化学物質製造・
輸入申出に対する不確認
通知

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

219421 19 経済産業省
新規化学物質の製造又は輸入の届出に対す
る通知

化学物質の審査及び製造
等の規制に関する法律

1973 1 法律 117 4 1
新規化学物質の製造又は
輸入の届出に対する通知

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

219422 19 経済産業省
法第４条第１項第６号の通知を受けた新規化
学物質の試験結果に基づく判定通知

化学物質の審査及び製造
等の規制に関する法律

1973 1 法律 117 4 2

法第４条第１項第６号の通
知を受けた新規化学物質
の試験結果に基づく判定
通知

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

219423 19 経済産業省
新規化学物質の製造予定数量等が一定の
数量以下である場合における審査の特例の
申出に対する判定通知

化学物質の審査及び製造
等の規制に関する法律

1973 1 法律 117 5 2

新規化学物質の製造予定
数量等が一定の数量以下
である場合における審査
の特例の申出に対する判
定通知

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

219424 19 経済産業省
法第５条第２項第３号の通知を受けた新規化
学物質の試験結果に基づく判定通知

化学物質の審査及び製造
等の規制に関する法律

1973 1 法律 117 5 3

法第５条第２項第３号の通
知を受けた新規化学物質
の試験結果に基づく判定
通知

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

219425 19 経済産業省
新規化学物質の製造予定数量等が一定の
数量以下である場合における審査の特例の
申出に対する不確認通知

化学物質の審査及び製造
等の規制に関する法律

1973 1 法律 117 5 5
低生産量新規化学物質申
出の不確認通知

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

219426 19 経済産業省
法第５条８項に基づく低生産量新規化学物質
の審査の継続に関する通知

化学物質の審査及び製造
等の規制に関する法律

1973 1 法律 117 5 8

低生産量新規化学物質の
性状ではないことが明ら
かになった又は新規化学
物質の製造予定数量等が
一定の数量以下であるこ
とが確認できなかった申
出に対する判定通知

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

219427 19 経済産業省
外国における製造者等に係る新規化学物質
の製造又は輸出の届出に対する通知

化学物質の審査及び製造
等の規制に関する法律

1973 1 法律 117 7 2
外国における製造者等に
係る新規化学物質の確
認・不確認通知

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

219428 19 経済産業省
輸出専用新規化学物質の製造等の確認申
出に対する確認通知

化学物質の審査及び製造
等の規制に関する法律

1973 1 法律 117 3 1 4
中間物等（法第３条第１項
第４号）

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

219429 19 経済産業省
閉鎖系用途の新規化学物質の製造等の確
認申出に対する確認通知

化学物質の審査及び製造
等の規制に関する法律

1973 1 法律 117 3 1 4
中間物等（法第３条第１項
第４号）

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

219430 19 経済産業省
全量中間物として使用する新規化学物質の
製造等の確認申出に対する確認通知

化学物質の審査及び製造
等の規制に関する法律

1973 1 法律 117 3 1 4
中間物等（法第３条第１項
第４号）

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

219431 19 経済産業省
少量新規化学物質製造・輸入申出に対する
確認通知

化学物質の審査及び製造
等の規制に関する法律

1973 1 法律 117 3 1 5
少量新規化学物質製造・
輸入申出に対する確認通
知

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

219432 19 経済産業省
低懸念・高分子新規化学物質製造・輸入確
認申出に対する確認通知

化学物質の審査及び製造
等の規制に関する法律

1973 1 法律 117 3 1 6
低懸念・高分子新規化学
物質製造・輸入確認申出
に対する確認通知

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

219433 19 経済産業省
少量新規化学物質製造・輸入申出に対する
確認取り消し通知

化学物質の審査及び製造
等の規制に関する法律

1973 1 法律 117 3 4
少量新規化学物質製造・
輸入申出に対する取り消
し通知

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

219434 19 経済産業省
低懸念・高分子新規化学物質製造・輸入確
認申出に対する確認取り消し通知

化学物質の審査及び製造
等の規制に関する法律

1973 1 法律 117 3 5
低懸念・高分子新規化学
物質製造・輸入確認申出
に対する取り消し通知

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

219435 19 経済産業省
新規化学物質の製造予定数量等が一定の
数量以下である場合における審査の特例の
申出に対する確認取り消し通知

化学物質の審査及び製造
等の規制に関する法律

1973 1 法律 117 5 6

新規化学物質の製造予定
数量等が一定の数量以下
である場合における審査
の特例の申出に対する確
認取り消し通知

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

220001 20 国土交通省
総務大臣による指定又は指定の取消しに係
る国土交通大臣への協議

モーターボート競走法 1951 1 法律 242 2 4 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 4 その他 他省庁管理のため不明

220002 20 国土交通省 総務大臣による指定の取消し モーターボート競走法 1951 1 法律 242 2 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 4 その他 他省庁管理のため不明

220003 20 国土交通省
総務大臣による指定又は指定の取消しに係
る地方財政審議会への意見聴取

モーターボート競走法 1951 1 法律 242 2 4 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 4 その他 他省庁管理のため不明

220004 20 国土交通省 国有地を庁舎の敷地に供するための申出
官公庁施設の建設等に関
する法律

1951 1 法律 181 5 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

220005 20 国土交通省
国有地以外の土地を庁舎の敷地に供するた
めの市町村の長への申出

官公庁施設の建設等に関
する法律

1951 1 法律 181 5 3 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 4 無

220006 20 国土交通省
改築、移築、修繕、模様替等の勧告に対する
措置の方針及び結果の通知

官公庁施設の建設等に関
する法律

1951 1 法律 181 8 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

220007 20 国土交通省 営繕計画書の送付
官公庁施設の建設等に関
する法律

1956 1 法律 181 9 1 4 作成・保存等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

220008 20 国土交通省
特別の事情により国土交通大臣以外の各省
各庁の長が行うべき営繕等についての国土
交通大臣協議

官公庁施設の建設等に関
する法律

1951 1 法律 181 10 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 協議案件の内訳 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

各府省の所管する施設の
内容や工事の発注等に関
わるデータであり、一律に
公開すべき情報ではない
と考えられるため。

220009 20 国土交通省
豪雪地帯の指定のための国土審議会の意見
の聴取

豪雪地帯対策特別措置法 1962 1 法律 73 2 1 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 4 その他
近年事例がないが、今後
事案があれば、審議会議
事録として公開されるもの

220010 20 国土交通省
豪雪地帯対策基本計画の変更のための関係
行政機関の長への協議

豪雪地帯対策特別措置法 1962 1 法律 73 3 4 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 関係行政機関の長への協議資料 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない

220011 20 国土交通省
豪雪地帯対策基本計画の変更のための国土
審議会の意見の聴取

豪雪地帯対策特別措置法 1962 1 法律 73 3 4 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 国土審議会での意見聴取資料 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 4 その他
審議会議事録として公開
されている。

220012 20 国土交通省
道府県豪雪地帯対策基本計画の提出（道府
県→国）

豪雪地帯対策特別措置法 1962 1 法律 73 6 5 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
策定された道府県豪雪地帯対策基
本計画資料

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 4 その他
提出手続きは公表してい
ないが、計画自体は作成
主体で公表している。

220013 20 国土交通省
道府県豪雪地帯対策基本計画の関係行政
機関の長への通知（国→国）

豪雪地帯対策特別措置法 1962 1 法律 73 6 6 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
策定された道府県豪雪地帯対策基
本計画資料

11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
情報共有のための手続き
にすぎないため

220014 20 国土交通省
基本計画の実施について作成した事業計画
の提出

豪雪地帯対策特別措置法 1962 1 法律 73 10 1 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 事業計画書 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 4 その他

現状一部は公開している
が、今後は全データにつ
いて公開を前提で作業し
ていく

220016 20 国土交通省
変更した道府県豪雪地帯対策基本計画の提
出（道府県→国）

豪雪地帯対策特別措置法 1962 1 法律 73 6 7 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
変更された道府県豪雪地帯対策基
本計画資料

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 4 その他
提出手続きは公表してい
ないが、計画自体は作成
主体で公表している。

220017 20 国土交通省
変更した道府県豪雪地帯対策基本計画の関
係行政機関の長への通知（国→国）

豪雪地帯対策特別措置法 1962 1 法律 73 6 7 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 関係行政機関の長への通知資料 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
情報共有のための手続き
にすぎないため

220018 20 国土交通省
都道府県知事から国土交通大臣、総務大臣
及び農林水産大臣に対する半島振興対策実
施地域の指定の申請

半島振興法 1985 1 法律 63 2 1 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省
半島振興対策実施地域
の指定の手続き

○ 4 無

220019 20 国土交通省
国土交通大臣、総務大臣及び農林水産大臣
が半島振興対策実施地域に指定する際の関
係行政機関の長への協議

半島振興法 1985 1 法律 63 2 1 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省
半島振興対策実施地域
の指定の手続き

4 無

220020 20 国土交通省
半島振興対策実施地域の指定の際の国土
審議会への意見聴取

半島振興法 1985 1 法律 63 2 1 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省
半島振興対策実施地域
の指定の手続き

4 無

220021 20 国土交通省

都道府県知事から国土交通大臣、総務大臣
及び農林水産大臣に対する沖縄県の区域内
に係る半島振興対策実施地域の指定の申請
の際の内閣総理大臣の経由

半島振興法 1985 1 法律 63 2 3 1 申請等 3 地方等 1 国 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省
半島振興対策実施地域
の指定の手続き

4 無

220022 20 国土交通省
関係都道府県知事が半島振興計画を作成
（変更）する際の主務大臣への協議

半島振興法 1985 1 法律 63 3 1 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省
半島振興計画（の変更）
の手続き

○ 4 無

220023 20 国土交通省
主務大臣が半島振興計画（の変更）に同意す
る際の関係行政機関の長への協議

半島振興法 1985 1 法律 63 3 2 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省
半島振興計画（の変更）
の手続き

4 無

220024 20 国土交通省
主務大臣が半島振興計画（の変更）に同意す
る際の国土審議会への意見聴取

半島振興法 1985 1 法律 63 3 2 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省
半島振興計画（の変更）
の手続き

4 無

220025 20 国土交通省
主務大臣に対する沖縄県の区域内に係る半
島振興計画（の変更）の協議の際の内閣総
理大臣の経由

半島振興法 1985 1 法律 63 3 4 1 申請等 3 地方等 1 国 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省
半島振興計画（の変更）
の手続き

4 無

220026 20 国土交通省
国土交通大臣、総務大臣及び農林水産大臣
の諮問に対する国土審議会の答申

半島振興法 1985 1 法律 63 18 1 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省
国土審議会の調査審議
の手続

○ 4 無

220027 20 国土交通省
国土交通大臣、総務大臣若しくは農林水産
大臣又はこれらの大臣以外の関係行政機関
の長に対する国土審議会の意見申出

半島振興法 1985 1 法律 63 18 2 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

220028 20 国土交通省 基本構想の変更の協議、同意 総合保養地域整備法※ 1987 1 法律 71 6 1 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

220029 20 国土交通省
地方拠点都市地域の基本計画の同意の通
知

地方拠点都市地域の整備
及び産業業務施設の再配
置の促進に関する法律※

1992 1 法律 76 6 8 法第6条第8項準用 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

220030 20 国土交通省
地方拠点都市地域の基本計画の変更に関す
る通知

地方拠点都市地域の整備
及び産業業務施設の再配
置の促進に関する法律※

1992 1 法律 76 7 2 法第6条第8項準用 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

220033 20 国土交通省
豪雪地帯対策基本計画の変更のための関係
道府県知事の意見の聴取

豪雪地帯対策特別措置法
※

1962 1 法律 73 3 4 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 関係道府県知事の意見の聴取資料 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない

220034 20 国土交通省
変更した豪雪地帯対策基本計画の関係道府
県知事への通知

豪雪地帯対策特別措置法
※

1962 1 法律 73 3 4 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 関係道府県知事への通知資料 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
情報共有のための手続き
にすぎないため

220035 20 国土交通省 不動産特定共同事業の許可 不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 5 1 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 2 公開（OD未対応）
不動産特定共
同事業者許可
一覧

2 非OD

http://www.mlit.g
o.jp/totikensang
yo/const/1_6_bt_
000263.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれるため

220036 20 国土交通省 不動産特定共同事業の変更の許可 不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 8 1 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 2 公開（OD未対応）
不動産特定共
同事業者許可
一覧

2 非OD

http://www.mlit.g
o.jp/totikensang
yo/const/1_6_bt_
000263.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれるため

220037 20 国土交通省
不動産特定共同事業の業務の種別の変更
等の認可

不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 9 1 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 2 公開（OD未対応）
不動産特定共
同事業者許可
一覧

2 非OD

http://www.mlit.g
o.jp/totikensang
yo/const/1_6_bt_
000263.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれるため

220038 20 国土交通省
不動産特定共同事業の事務所の追加設置
の認可

不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 9 2 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 2 公開（OD未対応）
不動産特定共
同事業者許可
一覧

2 非OD

http://www.mlit.g
o.jp/totikensang
yo/const/1_6_bt_
000263.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれるため

220039 20 国土交通省
不動産特定共同事業の許可内容の変更の
届出

不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 10 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれるため

220040 20 国土交通省 不動産特定共同事業の廃業等の届出 不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 11 1 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれるため

220041 20 国土交通省 不動産特定共同事業の事業報告書の提出 不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 33 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220042 20 国土交通省 特例事業の開始の届出 不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 58 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220043 20 国土交通省 特例事業の届出内容の変更の届出 不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 58 4 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220044 20 国土交通省 特例事業の不該当事由の届出 不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 58 8 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220045 20 国土交通省 不動産特定共同事業協会の成立の届出 不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 62 4 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220046 20 国土交通省
特定信託会社による不動産特定共同事業の
届出

不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 67 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれるため

220047 20 国土交通省 特定信託会社による変更等の届出 不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 67 4 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれるため

220048 20 国土交通省
特別金融機関等による不動産特定共同事業
の届出

不動産特定共同事業法施
行令

1994 2 政令 413 17 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれるため

220049 20 国土交通省 特別金融機関等による変更等の届出
不動産特定共同事業法施
行令

1994 2 政令 413 17 4 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれるため

220050 20 国土交通省 登録証明事業の登録
不動産特定共同事業法施
行規則

1995 3 省令又は規則 2 22 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 2 公開（OD未対応） 官報公示 1 OD 不明
6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれるため

220051 20 国土交通省 登録の更新
不動産特定共同事業法施
行規則

1995 3 省令又は規則 2 25 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 2 公開（OD未対応） 官報公示 1 OD 不明
6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれるため

220052 20 国土交通省 登録事項の変更の届出
不動産特定共同事業法施
行規則

1995 3 省令又は規則 2 27 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 2 公開（OD未対応） 官報公示 1 OD 不明
6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれるため

220053 20 国土交通省 登録証明事業実施規程の届出
不動産特定共同事業法施
行規則

1995 3 省令又は規則 2 28 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220054 20 国土交通省 登録証明事業の休廃止の届出
不動産特定共同事業法施
行規則

1995 3 省令又は規則 2 29 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 2 公開（OD未対応） 官報公示 1 OD 不明
6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220055 20 国土交通省 不動産特定共同事業者名簿等の閲覧 不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 13 3 縦覧等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 2 公開（OD未対応）
不動産特定共
同事業者名簿
等

1 OD 不明
6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220056 20 国土交通省 許可権者による指示 不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 34 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220057 20 国土交通省 許可権者による業務停止命令 不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 35 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220058 20 国土交通省 許可の取消し 不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 36
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220059 20 国土交通省 業務管理者の解任命令 不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 37 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220060 20 国土交通省
不動産特定共同事業者に対する指導、助言
及び勧告

不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 39
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220061 20 国土交通省 特例事業者に対する措置是正命令 不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 58 7
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220062 20 国土交通省 再資源化等に関する助言又は勧告
建設工事に係る資材の再
資源化等に関する法律

2000 1 法律 104 19
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

220063 20 国土交通省 再資源化等に関する命令
建設工事に係る資材の再
資源化等に関する法律

2000 1 法律 104 20
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

220064 20 国土交通省 許可権者に対する通知 不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 34 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220065 20 国土交通省 許可権者に対する通知 不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 35 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220066 20 国土交通省 許可権者に対する通知 不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 36 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220067 20 国土交通省 立入検査等 不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 40 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220068 20 国土交通省
区域内に主たる事務所を有する不動産特定
共同事業者の名簿の備え付け

不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 12 4 作成・保存等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 2 公開（OD未対応）
不動産特定共
同事業者名簿

1 OD 不明
6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220069 20 国土交通省
不動産特定共同事業契約の成立前の書面
の交付

不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 24 1
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等
7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

民ｰ民の手続きのため、
データの管理状況は把握
していない。
データの種類に関しては、
該当するものはない。

220070 20 国土交通省
不動産特定共同事業契約の成立時の書面
の交付

不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 25 1
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等
7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

民ｰ民の手続きのため、
データの管理状況は把握
していない。
データの種類に関しては、
該当するものはない。



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

220071 20 国土交通省 不動産特定共同事業契約の書面による解除 不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 26 1 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

民ｰ民の手続きのため、
データの管理状況は把握
していない。
データの種類に関しては、
該当するものはない。

220072 20 国土交通省 財産管理報告書の交付 不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 28 2
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等
7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

民ｰ民の手続きのため、
データの管理状況は把握
していない。
データの種類に関しては、
該当するものはない。

220073 20 国土交通省 標識 不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 16 1 3 縦覧等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

民ｰ民の手続きのため、
データの管理状況は把握
していない。
データの種類に関しては、
該当するものはない。

220074 20 国土交通省 歴史的風致維持向上計画の認定の申請
地域における歴史的風致
の維持及び向上に関する
法律

2008 1 法律 40 5 1 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 認定件数、計画書
5 農業・水産業（スマートフー
ドチェーン）

1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

認定件数 1 OD

http://www.mlit.g
o.jp/toshi/rekim
achi/toshi_histor
y_tk_000010.html

6 非構造
化PDF

2 年2～11
回

10月、3月

220075 20 国土交通省 歴史的風致維持向上計画の変更の申請
地域における歴史的風致
の維持及び向上に関する
法律

2008 1 法律 40 7 1 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 変更認定件数、計画書
5 農業・水産業（スマートフー
ドチェーン）

1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 4 その他 他省庁管理のため不明

220076 20 国土交通省
広域処理対象区域又は広域処理場整備対
象港湾の指定における環境大臣と国土交通
大臣の協議

広域臨海環境整備セン
ター法

1981 1 法律 76 2 4 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

220077 20 国土交通省
広域処理対象区域又は広域処理場整備対
象港湾の指定における港湾管理者の意見聴
取

広域臨海環境整備セン
ター法

1981 1 法律 76 2 4 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

220078 20 国土交通省
基本計画の認可における関係行政機関との
協議

広域臨海環境整備セン
ター法

1981 1 法律 76 20 4 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

220079 20 国土交通省 基本測量のための土地立入りの通知 測量法 1949 1 法律 188 15 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

220080 20 国土交通省 基本測量のための障害物伐除の通知 測量法 1949 1 法律 188 17
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

220081 20 国土交通省 基本測量のための土地等の一時使用の通知 測量法 1949 1 法律 188 18
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

220082 20 国土交通省 公共測量のための土地立入りの通知 測量法 1949 1 法律 188 15 2 測量法第39条により準用
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-2 独立行政法人等
又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

220083 20 国土交通省 公共測量のための障害物伐除の通知 測量法 1949 1 法律 188 17 測量法第39条により準用
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-2 独立行政法人等
又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

220084 20 国土交通省 公共測量のための土地等の一時使用の通知 測量法 1949 1 法律 188 18 測量法第39条により準用
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-2 独立行政法人等
又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

220085 20 国土交通省
公共測量の永久標識又は一時標識の移転
等の都道府県知事への通知

測量法 1949 1 法律 188 23 1 測量法第39条により準用
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-2 独立行政法人等
又は地方等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

220086 20 国土交通省 公共測量の仮設標識の移転の請求 測量法 1949 1 法律 188 25 測量法第39条により準用 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-2 独立行政法人等
又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

220087 20 国土交通省 公共測量の測量標の使用承認申請 測量法 1949 1 法律 188 26 測量法第39条により準用 1 申請等
4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

4-2 独立行政法人等
又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

220088 20 国土交通省 公共測量の測量成果の複製の承認申請 測量法 1949 1 法律 188 43 1 申請等
4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

4-2 独立行政法人等
又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

220089 20 国土交通省 公共測量の測量成果の使用の承認申請 測量法 1949 1 法律 188 44 1 1 申請等
4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

4-2 独立行政法人等
又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

220090 20 国土交通省
関係市町村長に対する公共測量実施のため
に必要な情報の提供の要求

測量法 1949 1 法律 188 37 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-2 独立行政法人等
又は地方等

3 地方等 全独立行政法人等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

220091 20 国土交通省
公共測量の永久標識又は一時標識の移転
等の請求

測量法 1949 1 法律 188 24 1 測量法第39条により準用 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-2 独立行政法人等
又は地方等

3 地方等 全独立行政法人等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

220092 20 国土交通省
公共測量の永久標識又は一時標識の移転
等の請求者への通知

測量法 1949 1 法律 188 24 3 測量法第39条により準用
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-2 独立行政法人等
又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

220093 20 国土交通省 公共測量の実施の通知 測量法 1949 1 法律 188 14 1 測量法第39条により準用
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-2 独立行政法人等
又は地方等

3 地方等 全独立行政法人等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

220094 20 国土交通省
公共測量において設置した永久標識又は一
時標識に関する通知

測量法 1949 1 法律 188 21 1 測量法第39条により準用
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-2 独立行政法人等
又は地方等

3 地方等 全独立行政法人等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

220095 20 国土交通省
公共測量の永久標識又は一時標識の移転
等の請求に係る意見の送付

測量法 1949 1 法律 188 24 2 測量法第39条により準用 1 申請等 3 地方等
4-2 独立行政法人等
又は地方等

全独立行政法人等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

220096 20 国土交通省
公共測量の永久標識又は一時標識について
異状発見の通知

測量法 1949 1 法律 188 21 3 測量法第39条により準用 1 申請等 3 地方等
4-2 独立行政法人等
又は地方等

全独立行政法人等 2 第1号法定受託事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

220097 20 国土交通省 公共測量の測量成果の使用の承認 測量法 1949 1 法律 188 44 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-2 独立行政法人等
又は地方等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

220098 20 国土交通省 養成業務に関する帳簿の記載 測量法 1949 1 法律 188 51 16 4 作成・保存等
4-2 独立行政法人等
又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

220099 20 国土交通省
紛争処理機関の役員及び紛争処理委員の解
任の命令

自動車損害賠償保障法 1955 1 法律 97 23 8 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

220100 20 国土交通省 紛争処理機関の業務規程の変更の命令 自動車損害賠償保障法 1955 1 法律 97 23 11 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

220101 20 国土交通省 紛争処理機関に対する監督上必要な命令 自動車損害賠償保障法 1955 1 法律 97 23 18
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

220102 20 国土交通省 紛争処理機関の指定取消しの命令 自動車損害賠償保障法 1955 1 法律 97 23 19 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

220103 20 国土交通省 紛争処理機関の業務の停止の命令 自動車損害賠償保障法 1955 1 法律 97 23 19 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

220104 20 国土交通省 紛争処理機関の指定申請 自動車損害賠償保障法 1955 1 法律 97 23 5 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

自動車損害賠
償保障法の規
定による指定
紛争処理機関
の指定につい
て

1 OD

https://www.mlit.
go.jp/kisha/kish
a02/09/090401_
.html

8 その他
4 都度更
新

不定期 HTML

220105 20 国土交通省 指定紛争処理機関の名称等の変更の届出 自動車損害賠償保障法 1955 1 法律 97 23 5 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

第三者機関に
よる紛争処理
制度

1 OD

https://www.mlit.
go.jp/jidosha/an
zen/04relief/jiba
i/proper.html

8 その他
4 都度更
新

不定期 HTML

220106 20 国土交通省
紛争処理機関の事業計画及び収支予算の認
可申請

自動車損害賠償保障法 1955 1 法律 97 23 14 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

事業計画/予
算書

1 OD

https://www.mlit.
go.jp/jidosha/an
zen/04relief/jiba
i/proper.html

8 その他 1 年1回 4月頃 HTML

220107 20 国土交通省
紛争処理機関の事業報告書及び収支決算書
の提出

自動車損害賠償保障法 1955 1 法律 97 23 14 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

事業報告/決
算書

1 OD

https://www.mlit.
go.jp/jidosha/an
zen/04relief/jiba
i/proper.html

8 その他 1 年1回 7月頃 HTML

220108 20 国土交通省 帳簿の備付け及び保存 自動車損害賠償保障法 1955 1 法律 97 23 16 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明

民間における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

220109 20 国土交通省
紛争処理機関の役員及び紛争処理委員の選
任及び解任の認可申請

自動車損害賠償保障法 1955 1 法律 97 23 8 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

220110 20 国土交通省 紛争処理機関の業務規程の認可申請 自動車損害賠償保障法 1955 1 法律 97 23 11 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

紛争処理業務
規定

1 OD

https://www.mlit.
go.jp/jidosha/an
zen/04relief/jiba
i/proper.html

8 その他
4 都度更
新

不定期 HTML

220111 20 国土交通省
紛争処理機関の事業計画及び収支予算の変
更の認可申請

自動車損害賠償保障法 1955 1 法律 97 23 14 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

220112 20 国土交通省 紛争処理機関の業務の休廃止の許可申請 自動車損害賠償保障法 1955 1 法律 97 23 15 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

220113 20 国土交通省 紛争処理機関の業務規程の変更認可申請 自動車損害賠償保障法 1955 1 法律 97 23 11 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

紛争処理業務
規定

1 OD

https://www.mlit.
go.jp/jidosha/an
zen/04relief/jiba
i/proper.html

8 その他
4 都度更
新

不定期 HTML

220114 20 国土交通省
支払基準の制定、変更等の事業所管大臣へ
の協議

自動車損害賠償保障法 1955 1 法律 97 23 3 2
自動車損害賠償保障法第
23条の3第2項 1 申請等 1 国 1 国

●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

220115 20 国土交通省
保険会社等に対する共同プール事務規約の
変更等の共同命令

自動車損害賠償保障法 1955 1 法律 97 28 4 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

220116 20 国土交通省 公共測量の終了の通知 測量法 1949 1 法律 188 14 2 測量法第39条により準用
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-2 独立行政法人等
又は地方等

3 地方等 全独立行政法人等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

220117 20 国土交通省 基本測量のための障害物伐除の承諾の取得 測量法 1949 1 法律 188 16
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

220118 20 国土交通省 公共測量のための障害物伐除の承諾の取得 測量法 1949 1 法律 188 16 測量法第39条により準用
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-2 独立行政法人等
又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

220119 20 国土交通省 調停における期日調書等の保存

自動車損害賠償責任保険
の保険金等及び自動車損
害賠償責任共済金等の支
払の適正化のための措置
に関する命令

2001 3 省令又は規則 2 16
自動車損害賠償保障法第
23条の21

4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明

民間における手続きであ
り、当該手続関係書類の
国への報告義務がないた
め

220120 20 国土交通省 書類の閲覧 不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 29 3 縦覧等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

民ｰ民の手続きのため、
データの管理状況は把握
していない。
データの種類に関しては、
該当するものはない。

220121 20 国土交通省 事業参加者名簿の作成 不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 30 1 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

民ｰ民の手続きのため、
データの管理状況は把握
していない。
データの種類に関しては、
該当するものはない。

220122 20 国土交通省 事業参加者名簿の閲覧 不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 30 1 3 縦覧等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

民ｰ民の手続きのため、
データの管理状況は把握
していない。
データの種類に関しては、
該当するものはない。

220123 20 国土交通省 監督処分の公告 不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 38 3 縦覧等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 2 公開（OD未対応） 官報公示 1 OD 不明
6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220124 20 国土交通省 特例事業者に対する立入検査 不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 58 9
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220125 20 国土交通省 登録証明事業の財務諸表等の閲覧
不動産特定共同事業法施
行規則

1995 3 省令又は規則 2 30 3 縦覧等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220126 20 国土交通省 登録証明事業の適合命令
不動産特定共同事業法施
行規則

1995 3 省令又は規則 2 31
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220127 20 国土交通省 登録証明事業の改善命令
不動産特定共同事業法施
行規則

1995 3 省令又は規則 2 32
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220128 20 国土交通省 登録証明事業の取消し等の命令
不動産特定共同事業法施
行規則

1995 3 省令又は規則 2 33
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 2 公開（OD未対応） 官報公示 1 OD 不明
6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220129 20 国土交通省 登録証明事業の帳簿の備付
不動産特定共同事業法施
行規則

1995 3 省令又は規則 2 34 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

民ｰ民の手続きのため、
データの管理状況は把握
していない。
データの種類に関しては、
該当するものはない。

220130 20 国土交通省 登録証明事業の報告徴求等
不動産特定共同事業法施
行規則

1995 3 省令又は規則 2 35
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220131 20 国土交通省 登録証明事業の指定の公示
不動産特定共同事業法施
行規則

1995 3 省令又は規則 2 36 3 縦覧等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 2 公開（OD未対応） 官報公示 1 OD 不明
6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220132 20 国土交通省 適格特例投資家の届出
不動産特定共同事業法施
行規則

1995 3 省令又は規則 2 5 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 2 公開（OD未対応）
適格特例投資
家届出一覧

2 非OD

http://www.mlit.g
o.jp/totikensang
yo/const/1_6_bt_
000263.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220133 20 国土交通省 適格特例投資家の届出内容の変更の届出
不動産特定共同事業法施
行規則

1995 3 省令又は規則 2 5 5 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220134 20 国土交通省 適格特例投資家の届出の公示
不動産特定共同事業法施
行規則

1995 3 省令又は規則 2 5 6 3 縦覧等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 2 公開（OD未対応） 官報公示 1 OD 不明
6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220135 20 国土交通省
適格特例投資家の届出内容の変更の届出
の公示

不動産特定共同事業法施
行規則

1995 3 省令又は規則 2 5 7 3 縦覧等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 2 公開（OD未対応） 官報公示 1 OD 不明
6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220136 20 国土交通省 適格特例投資家限定事業の開始届出 不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 59 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 2 公開（OD未対応）
適格特例投資
家限定事業者
届出一覧

2 非OD

http://www.mlit.g
o.jp/totikensang
yo/const/1_6_bt_
000263.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220137 20 国土交通省
適格特例投資家限定事業の届出内容の変
更の届出

不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 59 5 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220138 20 国土交通省
適格特例投資家限定事業の事業報告書の
提出

不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 61 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220139 20 国土交通省
適格特例投資家限定事業に対する措置是正
命令

不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 61 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220140 20 国土交通省
適格特例投資家限定事業の不該当事由の
届出

不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 61 4 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220141 20 国土交通省
適格特例投資家限定事業届出権者による指
示

不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 61 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220142 20 国土交通省
適格特例投資家限定事業届出権者による業
務停止命令

不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 61 6
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220143 20 国土交通省
適格特例投資家限定事業届出権者に対する
通知

不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 61 7
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220144 20 国土交通省
適格特例投資家限定事業届出権者による業
務廃止命令

不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 61 8
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220145 20 国土交通省
適格特例投資家限定事業届出権者による聴
聞

不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 61 9
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220146 20 国土交通省
適格特例投資家限定事業届出権者による公
告

不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 61 10 3 縦覧等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 2 公開（OD未対応） 官報公示 1 OD 不明
6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220147 20 国土交通省 小規模不動産特定共同事業の登録 不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 41 1 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 2 公開（OD未対応）
小規模不動産
特定共同事業
者登録一覧

2 非OD

http://www.mlit.g
o.jp/totikensang
yo/const/1_6_bt_
000263.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれるため

220148 20 国土交通省 小規模不動産特定共同事業の登録の更新 不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 41 3 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 2 公開（OD未対応）
小規模不動産
特定共同事業
者登録一覧

2 非OD

http://www.mlit.g
o.jp/totikensang
yo/const/1_6_bt_
000263.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれるため

220149 20 国土交通省
小規模不動産特定共同事業の登録簿への
登録

不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 43 1 4 作成・保存等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220150 20 国土交通省 小規模不動産特定共同事業の登録の通知 不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 43 2
2-3 交付等（民間手
続）

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220151 20 国土交通省 小規模不動産特定共同事業の変更の登録 不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 46 1 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 2 公開（OD未対応）
小規模不動産
特定共同事業
者登録一覧

2 非OD

http://www.mlit.g
o.jp/totikensang
yo/const/1_6_bt_
000263.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれるため

220152 20 国土交通省
小規模不動産特定共同事業の事務所の追
加設置の変更の登録

不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 46 2 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220153 20 国土交通省 小規模不動産特定共同事業の変更の届出 不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 47 1 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれるため

220154 20 国土交通省
小規模不動産特定共同事業の変更の届出
事項の登録簿への登録

不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 47 2 4 作成・保存等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれるため

220155 20 国土交通省
小規模不動産特定共同事業の廃業等の届
出

不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 48 1 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれるため

220156 20 国土交通省
小規模不動産特定共同事業者登録簿等の
閲覧

不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 49 3 縦覧等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 2 公開（OD未対応）
登録申請書添
付書類

2 非OD
なし（登録申請書
類原本）

6 非構造
化PDF

5 その他 不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220157 20 国土交通省
小規模不動産特定共同事業の登録権者によ
る指示

不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 51 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220158 20 国土交通省
小規模不動産特定共同事業の登録権者によ
る業務停止命令

不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 52 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220159 20 国土交通省 小規模不動産特定共同事業の登録の取消し 不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 53 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220160 20 国土交通省
小規模不動産特定共同事業の業務管理者
の解任命令

不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 54 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220161 20 国土交通省 小規模不動産特定共同事業の登録の抹消 不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 56
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220162 20 国土交通省 都道府県への通知 不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 71
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

220165 20 国土交通省 紛争当事者による解決の求め
育児休業、介護休業等育
児又は家族介護を行う労
働者の福祉に関する法律

1991 1 法律 76 52 4 1 ６０条２項による特例 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

220166 20 国土交通省 紛争解決の援助
育児休業、介護休業等育
児又は家族介護を行う労
働者の福祉に関する法律

1991 1 法律 76 52 4 1 ６０条２項による特例
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

220167 20 国土交通省 紛争当事者による調停の申請
育児休業、介護休業等育
児又は家族介護を行う労
働者の福祉に関する法律

1991 1 法律 76 52 5 ６０条２項による特例 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

220171 20 国土交通省 資料の提供その他必要な協力の要求
育児休業、介護休業等育
児又は家族介護を行う労
働者の福祉に関する法律

1991 1 法律 76 55 2 ６０条２項による特例
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 4-3 国又は地方等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

220172 20 国土交通省
都道府県知事に対する必要な調査報告の要
求

育児休業、介護休業等育
児又は家族介護を行う労
働者の福祉に関する法律

1991 1 法律 76 55 3 ６０条２項による特例
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 4-3 国又は地方等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

220173 20 国土交通省 報告の徴収並びに助言、指導及び勧告
育児休業、介護休業等育
児又は家族介護を行う労
働者の福祉に関する法律

1991 1 法律 76 56 ６０条２項による特例
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

220174 20 国土交通省 労働政策審議会への諮問
育児休業、介護休業等育
児又は家族介護を行う労
働者の福祉に関する法律

1991 1 法律 76 57 ６０条２項による特例
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

220175 20 国土交通省 漁業離職者による手帳の発給申請
国際協定の締結等に伴う
漁業離職者に関する臨時
措置法

1977 1 法律 94 4 1 6条の2による読替え 1 申請等 5 国民等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 4 業界（産業）動向の把握 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる 他省庁管理のため不明

220176 20 国土交通省 手帳の失効の認定通知
国際協定の締結等に伴う
漁業離職者に関する臨時
措置法

1977 1 法律 94 4 5 6条の2による読替え
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無 他省庁管理のため不明

220177 20 国土交通省
一般旅客定期航路事業等離職者求職手帳
の発給申請（船員となろうとするもの）

本州四国連絡橋の建設に
伴う一般旅客定期航路事
業等に関する特別措置法

1981 1 法律 72 16 1 18条による読み替え 1 申請等 5 国民等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 4 業界（産業）動向の把握 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる 他省庁管理のため不明

220178 20 国土交通省

一般旅客定期航路事業等離職者求職手帳
の発給申請（やむを得ない理由により実施計
画の認定がない場合）（船員となろうとするも
の）

本州四国連絡橋の建設に
伴う一般旅客定期航路事
業等に関する特別措置法

1981 1 法律 72 16 2 18条による読み替え 1 申請等 5 国民等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 4 業界（産業）動向の把握 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる 他省庁管理のため不明

220179 20 国土交通省 地方運輸局に対する青少年雇用情報の要求
青少年の雇用の促進等に
関する法律

1970 1 法律 98 14 2 33条の特例 1 申請等 5 国民等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる 他省庁管理のため不明

220180 20 国土交通省 青少年雇用情報の提供
青少年の雇用の促進等に
関する法律

1970 1 法律 98 14 2 33条の特例
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無 他省庁管理のため不明

220181 20 国土交通省 報告の徴収並びに助言、指導及び勧告
青少年の雇用の促進等に
関する法律

1970 1 法律 98 28 33条の特例
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし 他省庁管理のため不明

220182 20 国土交通省 特例事業者の廃業等の届出 不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 58 5 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

220183 20 国土交通省
小規模不動産特定共同事業の種別の変更
の登録

不動産特定共同事業法 1994 1 法律 77 46 1 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 2 公開（OD未対応）
小規模不動産
特定共同事業
者登録一覧

2 非OD

http://www.mlit.g
o.jp/totikensang
yo/const/1_6_bt_
000263.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれるため

221011 21 環境省 再資源化事業計画の認定の取り消し
使用済小型電子機器等の
再資源化の促進に関する
法律

2012 1 法律 57 11 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 書類の写し 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

221012 21 環境省 常時監視の結果の報告
ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 26 2 1 申請等 3 地方等 1 国 2 第1号法定受託事務 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
自治体からの送付データ及び統計
資料の保管

1 健康・医療・介護 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）

・ダイオキシン
類に係る環境
調査結果
  

2 非OD
http://www.env.
go.jp/chemi/diox
in/report.html

7 構造化
PDF

1 年1回 3月
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

環境省HPで調査結果を公
開

221013 21 環境省 調査測定に関する協議
ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 27 1 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
3-2 二次利用可能なルー
ルを定めていない

221014 21 環境省 対策地域の指定の報告
ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 29 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 3 地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため

221015 21 環境省 対策計画に係る環境大臣への協議
ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 31 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 1 国 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

近年実績なし

221016 21 環境省 対策計画の策定の同意
ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 31 4 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

近年実績なし

221017 21 環境省
環境大臣による対策計画に係る関係行政機
関との協議

ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 31 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし 近年実績なし

221018 21 環境省
環境大臣による対策計画変更に係る関係行
政機関との協議

ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 32 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし 近年実績なし

221019 21 環境省
対策計画の変更の協議（法第31条第4項関
係）

ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 32 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 1 国 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし 近年実績なし

221020 21 環境省 対策計画の変更の同意
ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 32 2 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし 近年実績なし

221021 21 環境省 ダイオキシン排出削減計画の公表
ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 33 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

近年実績なし

221022 21 環境省 ダイオキシン排出削減計画の変更の公表
ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 33 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため

221023 21 環境省 対策地域の指定に関する指示
ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 37 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため

221024 21 環境省
対策地域の区域の変更又は対策地域の指
定の解除に関する指示

ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 37 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため

221025 21 環境省 特定施設の設置の届出
ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 12 1 申請等 5 国民等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため

221026 21 環境省 経過措置としての特定施設の設置
ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 13 1 35780と35715は重複 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため

221027 21 環境省 特定施設の構造等の変更の届出
ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 14 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため

221028 21 環境省 氏名の変更の届出
ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 18 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため

221029 21 環境省 施設使用廃止の届出
ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 18 1 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため

221030 21 環境省 設置者による測定結果の報告
ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 28 3 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 測定結果のデータ 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221031 21 環境省 特定施設の状況等に関する報告
ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 28 3 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 自治体の取り組みに関する情報 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221032 21 環境省 事故時の都道府県知事への通報
ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 23 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため

221033 21 環境省
総量規制地域の指定に関する都道府県知事
の環境大臣への申出

ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 10 5 1 申請等 3 地方等 1 国 2 第1号法定受託事務 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

近年実績なし

221034 21 環境省 継承の届出
ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 19 3 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため

221035 21 環境省
特定施設の状況その他必要な事項等に関す
る報告

ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 34 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため

221036 21 環境省
適用除外関係（特定施設の届出事項の都道
府県知事への通知）

ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 35 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

6 民間事業者等
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため

221037 21 環境省
適用除外関係（計画変更命令等の措置の行
政機関の長への要請）

ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 35 3 1 申請等 3 地方等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため

221038 21 環境省
適用除外関係（要請に基づく措置の都道府県
への通知）

ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 35 4 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし 近年実績なし

221039 21 環境省
適用除外関係（改善命令等の実施の際の行
政機関の長への協議）

ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 35 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため

221040 21 環境省
都道府県による上乗せ排出基準の関係都道
府県への通知

ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 8 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 1 国 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし 近年実績なし

221041 21 環境省
住民による都道府県知事への指定地域の政
令の立案に関する申出

ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 10 6 1 申請等 5 国民等 3 地方等 2 第1号法定受託事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため

221042 21 環境省 都道府県知事からの総量規制基準の公示
ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 10 8
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

2 第1号法定受託事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため

221043 21 環境省
総量削減計画に係る都道府県知事から関係
市町村への意見の聴取

ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 11 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 3 地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため

221044 21 環境省
総量削減計画に係る都道府県知事から指定
地域の住民への意見の聴取

ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 11 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 5 国民等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため

221045 21 環境省 総量削減計画の公表
ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 11 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため

221046 21 環境省 特定施設の計画変更命令
ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 15 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため

221047 21 環境省 特定施設の計画の廃止命令
ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 15 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため

221048 21 環境省 総量規制基準適用事業場への改善命令
ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 16
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため

221049 21 環境省 排出基準超過施設の改善命令
ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 22 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため

221050 21 環境省 排出基準超過施設の一時停止命令
ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 22 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため

221051 21 環境省 総量規制基準適用事業場への改善命令
ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 22 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため

221052 21 環境省 事故時の命令
ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 23 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため

221053 21 環境省
都道府県による調査測定に係る地方公共団
体への協議

ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 27 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 3 地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため

221054 21 環境省
地方公共団体が行う調査測定結果の都道府
県知事への送付

ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 27 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 3 地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため

221055 21 環境省 施設等設置者が行う測定結果の公表
ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 28 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため

221056 21 環境省 対策地域の指定の公告
ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 29 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため

221057 21 環境省
対策地域指定に係る関係市町村長の意見の
聴取

ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 29 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 3 地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため

221058 21 環境省 市町村長による対策地域指定に関する要請
ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 29 5 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため

221059 21 環境省 対策地域の変更又は指定解除の公告
ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 30 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため

221060 21 環境省
対策地域の変更又は指定解除に係る関係市
町村長の意見の聴取

ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 30 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 3 地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため

221090 21 環境省
登録再生利用事業者に対する再生利用事業
料金の変更の指示

食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律

2000 1 法律 116 15 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省
再生利用事業者の登録
等

5 実績なし

221091 21 環境省 登録再生利用事業者の登録の取消し
食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律

2000 1 法律 116 17 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省
再生利用事業者の登録
等

1 有（データベースでの管理） 登録事業者一覧表
5 農業・水産業（スマートフー
ドチェーン）

11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221092 21 環境省
登録再生利用事業者の登録の取消の都道
府県知事への通知

食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律

2000 1 法律 116 17 2

食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律第
17条第2項(第11条第6項
を準用)

1 申請等 1 国 3 地方等 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省
再生利用事業者の登録
等

1 有（データベースでの管理）

氏名又は名称及び住所並びに法人
のあってはその代表者の氏名、再
生利用事業の内容、事業場の名称
及び所在地、特定肥飼料量等の製
造のように供する施設の種類及び
規模、特定肥飼料等を保管する施
設及びこれを販売する事業場の所
在地

5 農業・水産業（スマートフー
ドチェーン）

11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

221093 21 環境省
再生利用事業計画の認定の都道府県知事
への通知

食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律

2000 1 法律 116 19 4 1 申請等 1 国 3 地方等 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省
再生利用事業計画の認
定等

1 有（データベースでの管理）

 内容、事業場の名称及び所在地、
特定肥飼料量等の製造のように供
する施設の種類及び規模、特定肥
飼料等を保管する施設及びこれを
販売する事業場の所在地

5 農業・水産業（スマートフー
ドチェーン）

11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

221094 21 環境省 認定事業者の認定の取消
食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律

2000 1 法律 116 20 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省
再生利用事業計画の認
定等

5 実績なし



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

221095 21 環境省
再生利用事業計画の変更の認定の都道府
県知事への通知

食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律

2000 1 法律 116 20 3

食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律第
20条第3項(第19条第4項
を準用)

1 申請等 1 国 3 地方等 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省
再生利用事業計画の認
定等

1 有（データベースでの管理）

 内容、事業場の名称及び所在地、
特定肥飼料量等の製造のように供
する施設の種類及び規模、特定肥
飼料等を保管する施設及びこれを
販売する事業場の所在地

5 農業・水産業（スマートフー
ドチェーン）

11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

221096 21 環境省
認定事業者の認定の取消の都道府県知事
への通知

食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律

2000 1 法律 116 20 3

食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律第
20条第3項(第19条第4項
を準用)

1 申請等 1 国 3 地方等 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省
再生利用事業計画の認
定等

1 有（データベースでの管理）

氏名又は名称及び住所並びに法人
のあってはその代表者の氏名、再
生利用事業の内容、事業場の名称
及び所在地、特定肥飼料量等の製
造のように供する施設の種類及び
規模、特定肥飼料等を保管する施
設及びこれを販売する事業場の所
在地

5 農業・水産業（スマートフー
ドチェーン）

11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

221097 21 環境省
食品関連事業者及び認定事業者に対する報
告徴収

食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律

2000 1 法律 116 24 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省
再生利用事業計画の認
定等

5 実績なし

221098 21 環境省 方法書に対する意見の提出 環境影響評価法 1997 1 法律 81 10 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 地方管理のため

221099 21 環境省 準備書に対する意見提出 環境影響評価法 1997 1 法律 81 20 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 地方管理のため

221102 21 環境省
第二種事業判定の結果、アセス実施の必要
の有無の通知の受理

環境影響評価法 1997 1 法律 81 4 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省 4 無

221128 21 環境省
都計特例（２６－２）／補正後の評価書、要約
書及び免許等権者の意見の受理

環境影響評価法 1997 1 法律 81 40 2 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 4 無

221146 21 環境省
都計特例（１１－２）／アセス実施に際して、
技術的な助言を記載した書面の交付を受け
たい旨の申出の受理及び当該書面の交付

環境影響評価法 1997 1 法律 81 40 2
環境影響評価法※

1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申出事項等 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221151 21 環境省 再資源化事業の廃止の届出
使用済小型電子機器等の
再資源化の促進に関する
法律施行規則

2013 3 省令又は規則 3 13 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 書類の写し 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

221164 21 環境省
指定試験機関の事業計画及び収支予算の認
可申請

特定工場における公害防
止組織の整備に関する法
律

1971 1 法律 107 8 7 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
一般社団法人産業環
境管理協会

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221165 21 環境省
指定試験機関の事業計画及び収支予算の変
更の認可申請

特定工場における公害防
止組織の整備に関する法
律

1971 1 法律 107 8 7 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
一般社団法人産業環
境管理協会

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221166 21 環境省
指定試験機関の事業報告書及び収支決算書
の提出

特定工場における公害防
止組織の整備に関する法
律

1971 1 法律 107 8 7 2 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
一般社団法人産業環
境管理協会

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221167 21 環境省
公害防止管理者等国家試験指定試験機関
の指定申請

特定工場における公害防
止組織の整備に関する法
律に基づく指定試験機関
に関する省令

1986 3 省令又は規則 3 2 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
一般社団法人産業環
境管理協会

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221168 21 環境省 指定試験機関の名称等の変更届出

特定工場における公害防
止組織の整備に関する法
律に基づく指定試験機関
に関する省令

1986 3 省令又は規則 3 3 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
一般社団法人産業環
境管理協会

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 4 その他
手続が行われた実績がな
い。

221169 21 環境省 指定試験機関の試験事務規程の認可申請

特定工場における公害防
止組織の整備に関する法
律に基づく指定試験機関
に関する省令

1986 3 省令又は規則 3 4 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
一般社団法人産業環
境管理協会

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 4 その他
必要に応じて、公表を検討
する。

221170 21 環境省
指定試験機関の試験事務規程変更認可申
請

特定工場における公害防
止組織の整備に関する法
律に基づく指定試験機関
に関する省令

1986 3 省令又は規則 3 4 2 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
一般社団法人産業環
境管理協会

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 4 その他
必要に応じて、公表を検討
する。

221171 21 環境省
指定試験機関の試験事務の休廃止の許可
の申請

特定工場における公害防
止組織の整備に関する法
律に基づく指定試験機関
に関する省令

1986 3 省令又は規則 3 5 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
一般社団法人産業環
境管理協会

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 4 その他
手続が行われた実績がな
い。

221172 21 環境省
指定試験機関の役員の選任及び解任の認可
申請

特定工場における公害防
止組織の整備に関する法
律に基づく指定試験機関
に関する省令

1986 3 省令又は規則 3 6 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
一般社団法人産業環
境管理協会

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221173 21 環境省
指定試験機関の試験員の選任又は変更の
届出

特定工場における公害防
止組織の整備に関する法
律に基づく指定試験機関
に関する省令

1986 3 省令又は規則 3 8 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
一般社団法人産業環
境管理協会

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれるた
め。

221174 21 環境省 国家試験結果の報告

特定工場における公害防
止組織の整備に関する法
律に基づく指定試験機関
に関する省令

1986 3 省令又は規則 3 9 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
一般社団法人産業環
境管理協会

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221175 21 環境省 公害防止管理者等国家試験の受験申請
特定工場における公害防
止組織の整備に関する法
律施行規則

1971 3 省令又は規則 3 15 2 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 氏名、資格区分、生年月日 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれるた
め。

221176 21 環境省 講習機関の登録申請
特定工場における公害防
止組織の整備に関する法
律施行規則

1971 3 省令又は規則 3 19 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221177 21 環境省 講習機関の登録の更新
特定工場における公害防
止組織の整備に関する法
律施行規則

1971 3 省令又は規則 3 22 2 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国

一般社団法人産業環
境管理協会,一般社団
法人東京都金属プレ
ス工業会、一般社団
法人日本砕石協会

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221178 21 環境省 変更の届出（登録講習機関の氏名等）
特定工場における公害防
止組織の整備に関する法
律施行規則

1971 3 省令又は規則 3 24 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国

一般社団法人産業環
境管理協会,一般社団
法人東京都金属プレ
ス工業会、一般社団
法人日本砕石協会

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221179 21 環境省 変更の届出（科目別担当講師）
特定工場における公害防
止組織の整備に関する法
律施行規則

1971 3 省令又は規則 3 24 2 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国

一般社団法人産業環
境管理協会,一般社団
法人東京都金属プレ
ス工業会、一般社団
法人日本砕石協会

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれるた
め。

221180 21 環境省 変更の届出（修了試験委員）
特定工場における公害防
止組織の整備に関する法
律施行規則

1971 3 省令又は規則 3 24 3 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国

一般社団法人産業環
境管理協会,一般社団
法人東京都金属プレ
ス工業会、一般社団
法人日本砕石協会

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれるた
め。

221181 21 環境省 業務規程（講習の業務に関する規程）
特定工場における公害防
止組織の整備に関する法
律施行規則

1971 3 省令又は規則 3 25 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国

一般社団法人産業環
境管理協会,一般社団
法人東京都金属プレ
ス工業会、一般社団
法人日本砕石協会

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

必要に応じて、公表を検討
する。

221182 21 環境省 講習業務の休廃止
特定工場における公害防
止組織の整備に関する法
律施行規則

1971 3 省令又は規則 3 26 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国

一般社団法人産業環
境管理協会,一般社団
法人東京都金属プレ
ス工業会、一般社団
法人日本砕石協会

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 4 その他
手続が行われた実績がな
い。

221183 21 環境省 講習の実施計画
特定工場における公害防
止組織の整備に関する法
律施行規則

1971 3 省令又は規則 3 27 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国

一般社団法人産業環
境管理協会,一般社団
法人東京都金属プレ
ス工業会、一般社団
法人日本砕石協会

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

必要に応じて、公表を検討
する。

221184 21 環境省 講習修了者の報告
特定工場における公害防
止組織の整備に関する法
律施行規則

1971 3 省令又は規則 3 28 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国

一般社団法人産業環
境管理協会,一般社団
法人東京都金属プレ
ス工業会、一般社団
法人日本砕石協会

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれるた
め。

221185 21 環境省 講習業務の報告
特定工場における公害防
止組織の整備に関する法
律施行規則

1971 3 省令又は規則 3 28 2 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国

一般社団法人産業環
境管理協会,一般社団
法人東京都金属プレ
ス工業会、一般社団
法人日本砕石協会

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

必要に応じて、公表を検討
する（個人情報以外の部
分について）。

221186 21 環境省 修了証書の再交付
特定工場における公害防
止組織の整備に関する法
律施行規則

1971 3 省令又は規則 3 36 2 1 申請等 5 国民等
4-1 国又は独立行政
法人等

一般社団法人産業環
境管理協会,一般社団
法人東京都金属プレ
ス工業会、一般社団
法人日本砕石協会

○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理）

有資格者ID、氏、名、資格区分、合
格番号、生年月日、取得コード、取
得方法、年号、年度、発行日コー
ド、外字データ、再発行日、再発行
先住所（郵便番号含む）

11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個人情報が含まれるた
め。

221187 21 環境省 自主回収の認定
容器包装に係る分別収集
及び再商品化の促進等に
関する法律

1995 1 法律 112 18 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理） 書類の写し 11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個社の出荷量等の情報に
関わるため

221188 21 環境省 基本方針の公表
容器包装に係る分別収集
及び再商品化の促進等に
関する法律

1995 1 法律 112 3 3 3 縦覧等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 ○ 3 有（紙媒体での管理） 2 無 2 公開（OD未対応）

容器包装廃棄
物の排出の抑
制並びにその
分別収集及び
分別基準適合
物の再商品化
の促進等に関
する基本方針

2 非OD
http://www.env.
go.jp/hourei/11/
000617.html

6 非構造
化PDF

5 その他 不定期 4 その他
告示により公表済みのた
め

221189 21 環境省 再商品化計画の公表
容器包装に係る分別収集
及び再商品化の促進等に
関する法律

1995 1 法律 112 7 3 3 縦覧等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理） 書類の写し 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応）

令和二年度以
降の五年間に
ついての分別
基準適合物の
再商品化に関
する計画

2 非OD 官報掲載 4 RDF 5 その他 3年ごと 4 その他
告示により公表済みのた
め

221190 21 環境省 認定の取消し
容器包装に係る分別収集
及び再商品化の促進等に
関する法律

1995 1 法律 112 17
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省 ○ 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

個社の出荷量等の情報に
関わるため

221191 21 環境省 自主回収の認定の公示
容器包装に係る分別収集
及び再商品化の促進等に
関する法律

1995 1 法律 112 18 2 3 縦覧等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理） 書類の写し 11 該当なし 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応）

容器包装に係
る分別収集及
び再商品化の
促進等に関す
る法律第十八
条第一項の規
定に基づく自
主回収の認定
に関して公示
する件

2 非OD 官報掲載 4 RDF 5 その他 不定期 4 その他
告示により公表済みのた
め

221192 21 環境省 自主回収の認定の取消し
容器包装に係る分別収集
及び再商品化の促進等に
関する法律

1995 1 法律 112 18 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理） 書類の写し 11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）

容器包装に係
る分別収集及
び再商品化の
促進等に関す
る法律第十八
条第一項の規
定に基づく自
主回収の認定
の取消しに関
して公示する
件

2 非OD 官報掲載 4 RDF 5 その他 不定期
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

個社の出荷量等の情報に
関わるため

221193 21 環境省 指導及び助言
容器包装に係る分別収集
及び再商品化の促進等に
関する法律

1995 1 法律 112 19
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理） 書類の写し 11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

221194 21 環境省 勧告に従わなかった場合の公表
容器包装に係る分別収集
及び再商品化の促進等に
関する法律

1995 1 法律 112 20 2 3 縦覧等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理） 書類の写し 11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）

「容器包装に
係る分別収集
及び再商品化
の促進等に関
する法律第20
条第2項」に基
づく公表につ
いて

2 非OD
http://www.env.
go.jp/press/104
258.html

6 非構造
化PDF

5 その他 不定期 4 その他 公表済みのため

221195 21 環境省 特定事業者に対する勧告及び命令
容器包装に係る分別収集
及び再商品化の促進等に
関する法律

1995 1 法律 112 20 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省 ○ 2 有（電子媒体での管理） 書類の写し 11 該当なし 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

221196 21 環境省 指定法人の指定をした場合の公示
容器包装に係る分別収集
及び再商品化の促進等に
関する法律

1995 1 法律 112 21 2 3 縦覧等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 ○ 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 4 その他 公示済みのため

221197 21 環境省 指定法人の名称等の変更を公示
容器包装に係る分別収集
及び再商品化の促進等に
関する法律

1995 1 法律 112 21 4 3 縦覧等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 ○ 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 4 その他 公示済みのため

221198 21 環境省
指定法人の再商品化業務規程の変更の命
令

容器包装に係る分別収集
及び再商品化の促進等に
関する法律

1995 1 法律 112 24 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
日本容器包装リサイク
ル協会

○（全府省） 21 環境省 ○ 4 無

221199 21 環境省 指定法人に対する監督命令
容器包装に係る分別収集
及び再商品化の促進等に
関する法律

1995 1 法律 112 31
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
日本容器包装リサイク
ル協会

○（全府省） 21 環境省 ○ 4 無

221200 21 環境省 指定の取消しの公示
容器包装に係る分別収集
及び再商品化の促進等に
関する法律

1995 1 法律 112 32 2 3 縦覧等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 ○ 4 無

221201 21 環境省 指定法人の指定の取消し
容器包装に係る分別収集
及び再商品化の促進等に
関する法律

1995 1 法律 112 32 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
日本容器包装リサイク
ル協会

○（全府省） 21 環境省 ○ 4 無

221202 21 環境省 市町村長の申出
容器包装に係る分別収集
及び再商品化の促進等に
関する法律

1995 1 法律 112 35 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 ○ 4 無

221203 21 環境省
命令の制定等による経過措置等に関する文
書の作成根拠が行政指導である時の環境大
臣からの意見陳述要請の受理と意見の提出

環境影響評価法 1997 1 法律 81 53 2 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 意見等 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221212 21 環境省 準備書についての公告・縦覧 環境影響評価法 1997 1 法律 81 16 3 縦覧等 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 事業の概要、縦覧の日時等 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

手続き中の環
境アセスメント
事例

1 OD

http://www.env.
go.jp/policy/ass
ess/3-
1procedure/

1 EXCEL
4 都度更
新

不定期

221214 21 環境省 方法書についての公告・縦覧 環境影響評価法 1997 1 法律 81 7 3 縦覧等 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 事業の概要、縦覧の日時等 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

手続き中の環
境アセスメント
事例

1 OD

http://www.env.
go.jp/policy/ass
ess/3-
1procedure/

1 EXCEL
4 都度更
新

不定期

221218 21 環境省 エコツーリズム推進全体構想の認定申請 エコツーリズム推進法 2007 1 法律 105 6 1 1 申請等 3 地方等 1 国 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） エコツーリズム全体構想 2 教育 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
各地域のエコ
ツーリズム推
進全体構想

2 非OD

https://www.env
.go.jp/nature/ec
otourism/try-
ecotourism/

7 構造化
PDF

5 その他 不定期 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

221219 21 環境省 エコツーリズム推進全体構想の作成の報告 エコツーリズム推進法 2007 1 法律 105 5 4 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221220 21 環境省
エコツーリズム推進全体構想の変更（廃止）
の報告

エコツーリズム推進法 2007 1 法律 105 5 5 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221221 21 環境省 エコツーリズム推進全体構想の変更申請 エコツーリズム推進法 2007 1 法律 105 6 5 1 申請等 3 地方等 1 国 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） エコツーリズム全体構想 2 教育 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
各地域のエコ
ツーリズム推
進全体構想

2 非OD

https://www.env
.go.jp/nature/ec
otourism/try-
ecotourism/

7 構造化
PDF

5 その他 不定期 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

221222 21 環境省
エコツーリズム推進全体構想の認定の取り
消し

エコツーリズム推進法 2007 1 法律 105 6 6
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221223 21 環境省 特定国内種事業の届出
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 30 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 届出書 11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221224 21 環境省 特定国内種事業の届出（加工品に係るもの）
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 30 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221225 21 環境省 特定国内種事業の変更届出
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 30 4 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 届出書 11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221226 21 環境省
特定国内種事業の変更届出（加工品に係る
もの）

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 30 6 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221227 21 環境省
特定国内種事業の譲渡し等に係る書類の作
成・保存

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 31 2 4 作成・保存等
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

221228 21 環境省
特定国内種事業の譲渡し等に係る書類の作
成・保存（加工品に係るもの）

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 31 4 4 作成・保存等
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221229 21 環境省 特定国内種事業の業務停止命令
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 32 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221230 21 環境省
特定国内種事業の業務停止命令（加工品に
係るもの）

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 32 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221231 21 環境省 特定国内種事業者に対する報告徴収
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

221232 21 環境省
特定国内種事業者に対する報告徴収（加工
品に係るもの）

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221233 21 環境省 特定国際種事業の届出
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 届出書 11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221234 21 環境省
特定国際種事業の譲渡し等に係る書類の作
成・保存

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 3 2 4 作成・保存等
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

221235 21 環境省 特定国際種事業の業務停止命令
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 4 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

221236 21 環境省 特定国際種事業の変更届出
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 5 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 届出書 11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221237 21 環境省 特定国際種事業者に対する報告徴収
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 5 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 取引先、取引量、在庫量 11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221238 21 環境省 管理票の作成
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 23 1 4 作成・保存等
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221239 21 環境省 管理票の作成禁止命令
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 23 6
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221240 21 環境省
適正に入手された原材料に係る製品である
旨の認定の申請

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 25 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 6 民間事業者等 認定機関 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221241 21 環境省 標章の交付
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 25 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

6 民間事業者等 認定機関 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 認定に関する台帳 11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221242 21 環境省 認定関係事務の規程の認可申請
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 27 5 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221243 21 環境省 認定機関に対する適合命令
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 29 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221244 21 環境省 認定機関に対する改善命令
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 29 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221245 21 環境省 認定関係事務の規程の変更命令
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 29 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221246 21 環境省 機関登録の取消し
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 29 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221247 21 環境省 機関登録の取消し又は業務停止命令
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 29 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221248 21 環境省 認定機関に対する報告徴収
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 33 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221249 21 環境省 第一種使用規程の承認

遺伝子組換え生物等の使
用等の規制による生物の
多様性の確保に関する法
律

2003 1 法律 97 4 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
第1種使用規定の承認に関する内
容

5 農業・水産業（スマートフー
ドチェーン）

1 健康・医療・介護 2 無 2 公開（OD未対応）
第1種使用規
定の承認に関
する内容

2 非OD
http://www.biodi
c.go.jp/bch/inde
x.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期
3-1 データ変換の作業が
負担

221250 21 環境省
第一種使用等を行う者の氏名及び住所の変
更届出

遺伝子組換え生物等の使
用等の規制による生物の
多様性の確保に関する法
律

2003 1 法律 97 6 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 事業者からの報告の集計 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221251 21 環境省
本邦への輸出者等に係る第一種使用規程の
承認

遺伝子組換え生物等の使
用等の規制による生物の
多様性の確保に関する法
律

2003 1 法律 97 9 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 措置内容のわかる資料
5 農業・水産業（スマートフー
ドチェーン）

2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221252 21 環境省 国内管理人の変更届出

遺伝子組換え生物等の使
用等の規制による生物の
多様性の確保に関する法
律

2003 1 法律 97 9 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 事業者からの報告の集計 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221253 21 環境省
本邦への輸出者等に係る第一種使用等を行
う者の氏名及び住所の変更届出

遺伝子組換え生物等の使
用等の規制による生物の
多様性の確保に関する法
律

2003 1 法律 97 9 4 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 事業者からの報告の集計 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221254 21 環境省 第一種使用等に係る回収命令

遺伝子組換え生物等の使
用等の規制による生物の
多様性の確保に関する法
律

2003 1 法律 97 10 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 措置内容のわかる資料 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221255 21 環境省 第一種使用等に係る中止命令

遺伝子組換え生物等の使
用等の規制による生物の
多様性の確保に関する法
律

2003 1 法律 97 10 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 措置内容のわかる資料 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221256 21 環境省 第一種使用等に関する事故時の届出

遺伝子組換え生物等の使
用等の規制による生物の
多様性の確保に関する法
律

2003 1 法律 97 11 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 事業者からの報告の集計 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221257 21 環境省
第一種使用等に関する事故時の応急措置命
令

遺伝子組換え生物等の使
用等の規制による生物の
多様性の確保に関する法
律

2003 1 法律 97 11 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 措置内容のわかる資料 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221258 21 環境省 輸入の届出

遺伝子組換え生物等の使
用等の規制による生物の
多様性の確保に関する法
律

2003 1 法律 97 16 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 事業者からの報告の集計 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221259 21 環境省 生物検査命令

遺伝子組換え生物等の使
用等の規制による生物の
多様性の確保に関する法
律

2003 1 法律 97 17 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 措置内容のわかる資料 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221260 21 環境省 措置命令

遺伝子組換え生物等の使
用等の規制による生物の
多様性の確保に関する法
律

2003 1 法律 97 17 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 措置内容のわかる資料 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221261 21 環境省 登録検査機関の登録

遺伝子組換え生物等の使
用等の規制による生物の
多様性の確保に関する法
律

2003 1 法律 97 18 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 事業者からの報告の集計 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221262 21 環境省 登録検査機関の住所の変更届出

遺伝子組換え生物等の使
用等の規制による生物の
多様性の確保に関する法
律

2003 1 法律 97 19 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 事業者からの報告の集計 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221263 21 環境省 生物検査の業務規程の認可

遺伝子組換え生物等の使
用等の規制による生物の
多様性の確保に関する法
律

2003 1 法律 97 19 4 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 措置内容のわかる資料 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221264 21 環境省 登録検査機関の休止又は廃止の許可

遺伝子組換え生物等の使
用等の規制による生物の
多様性の確保に関する法
律

2003 1 法律 97 19 8 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 措置内容のわかる資料 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221265 21 環境省 登録検査機関に対する適合命令

遺伝子組換え生物等の使
用等の規制による生物の
多様性の確保に関する法
律

2003 1 法律 97 21 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 措置内容のわかる資料 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221266 21 環境省 登録検査機関に対する改善命令

遺伝子組換え生物等の使
用等の規制による生物の
多様性の確保に関する法
律

2003 1 法律 97 21 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 措置内容のわかる資料 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221267 21 環境省 登録検査機関の規程の変更命令

遺伝子組換え生物等の使
用等の規制による生物の
多様性の確保に関する法
律

2003 1 法律 97 21 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 措置内容のわかる資料 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221268 21 環境省 登録の取消し

遺伝子組換え生物等の使
用等の規制による生物の
多様性の確保に関する法
律

2003 1 法律 97 21 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 措置内容のわかる資料 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221269 21 環境省 登録の取消し又は業務停止命令

遺伝子組換え生物等の使
用等の規制による生物の
多様性の確保に関する法
律

2003 1 法律 97 21 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 措置内容のわかる資料 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221270 21 環境省 登録検査機関への報告徴収

遺伝子組換え生物等の使
用等の規制による生物の
多様性の確保に関する法
律

2003 1 法律 97 22 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 事業者からの報告の集計 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221271 21 環境省 適正使用情報違反に係る回収命令

遺伝子組換え生物等の使
用等の規制による生物の
多様性の確保に関する法
律

2003 1 法律 97 26 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 措置内容のわかる資料 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221272 21 環境省 輸出に関する命令

遺伝子組換え生物等の使
用等の規制による生物の
多様性の確保に関する法
律

2003 1 法律 97 29
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 措置内容のわかる資料 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221273 21 環境省 水銀等の貯蔵に関する報告
水銀による環境の汚染の
防止に関する法律

2015 1 法律 42 22 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 報告の集計表 11 該当なし 1 有 6 その他 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

国内の水銀フローの把握
個社の情報が含まれるた
め

221274 21 環境省 水銀含有再生資源の管理に関する報告
水銀による環境の汚染の
防止に関する法律

2015 1 法律 42 24 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 報告の集計表 11 該当なし 1 有 6 その他 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

国内の水銀フローの把握
個社の情報が含まれるた
め

221275 21 環境省 食品廃棄物等多量発生事業者の定期報告
食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律

2000 1 法律 116 9 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省
食品廃棄物等多量発生
事業者の定期報告

○ 2 有（電子媒体での管理）
食品循環資源の再生利用等の実施
量等

5 農業・水産業（スマートフー
ドチェーン）

11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

食品リサイク
ル法に基づく
「再生利用等
実施率目標値
（業種別）を達
成した事業者

1 OD

http://www.maff.
go.jp/j/shokusan
/recycle/syokuh
in/s_houkoku/ke
kka/gaiyou.html

7 構造化
PDF

1 年1回
３月下旬
～４月上
旬

食品リサイクル法に基
づく「再生利用等実施
率目標値（業種別）」を
達成した事業者

1 OD

http://www.maff.
go.jp/j/shokusan
/recycle/syokuh
in/s_houkoku/ke
kka/gaiyou.html

7 構造化
PDF

1 年1回 未定

221276 21 環境省 再生利用事業を行う事業場の登録の申請
食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律

2000 1 法律 116 11 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省
再生利用事業者の登録
等

○ 2 有（電子媒体での管理） 登録事業者一覧表
5 農業・水産業（スマートフー
ドチェーン）

11 該当なし 1 有 6 その他
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

登録再生利用
事業者一覧表

1 OD

http://www.maff.
go.jp/j/shokusan
/recycle/syoku_l
oss/attach/pdf/
161227_7-5.pdf

7 構造化
PDF

2 年2～11
回

不定期
法に基づく登録を受けた再
生利用事業を行う事業場
の把握

221277 21 環境省 再生利用事業の登録事項の変更の届出
食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律

2000 1 法律 116 11 5 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省
再生利用事業者の登録
等

2 有（電子媒体での管理） 登録事業者一覧表
5 農業・水産業（スマートフー
ドチェーン）

11 該当なし 1 有 6 その他
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

登録再生利用
事業者一覧表

1 OD

http://www.maff.
go.jp/j/shokusan
/recycle/syoku_l
oss/attach/pdf/
161227_7-5.pdf

7 構造化
PDF

2 年2～11
回

不定期
法に基づく登録を受けた再
生利用事業を行う事業場
の把握

221278 21 環境省 再生利用事業の廃止の届出
食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律

2000 1 法律 116 11 5 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省
再生利用事業者の登録
等

2 有（電子媒体での管理） 登録事業者一覧表
5 農業・水産業（スマートフー
ドチェーン）

11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他

法に基づき、事業者は当
該届出を行うもので、国が
公開する主旨のものでは
ない。

221279 21 環境省 再生利用事業の登録の更新の申請
食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律

2000 1 法律 116 12 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省
再生利用事業者の登録
等

2 有（電子媒体での管理） 登録事業者一覧表
5 農業・水産業（スマートフー
ドチェーン）

11 該当なし 1 有 6 その他
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

登録再生利用
事業者一覧表

1 OD

http://www.maff.
go.jp/j/shokusan
/recycle/syoku_l
oss/attach/pdf/
161227_7-5.pdf

7 構造化
PDF

2 年2～11
回

不定期
法に基づく登録を受けた再
生利用事業を行う事業場
の把握

221280 21 環境省 再生利用事業に係る料金の届出
食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律

2000 1 法律 116 15 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省
再生利用事業者の登録
等

○ 2 有（電子媒体での管理） 処理費用
5 農業・水産業（スマートフー
ドチェーン）

11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他

法に基づき、事業者は当
該料金の公示義務があ
り、国が公開する主旨のも
のではない。

221281 21 環境省 再生利用事業に係る料金の変更の届出
食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律

2000 1 法律 116 15 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省
再生利用事業者の登録
等

2 有（電子媒体での管理） 処理費用
5 農業・水産業（スマートフー
ドチェーン）

11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他

法に基づき、事業者は当
該料金の公示義務があ
り、国が公開する主旨のも
のではない。

221282 21 環境省 再生利用事業計画の認定の申請
食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律

2000 1 法律 116 19 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省
再生利用事業計画の認
定等

○ 2 有（電子媒体での管理） 再生利用事業計画認定一覧表
5 農業・水産業（スマートフー
ドチェーン）

11 該当なし 1 有 6 その他
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

再生利用事業
計画認定一覧
表

1 OD

http://www.maff.
go.jp/j/shokusan
/recycle/syoku_l
oss/attach/pdf/
161227_7-5.pdf

7 構造化
PDF

2 年2～11
回

不定期
法に基づく認定を受けた再
生利用事業計画の把握

221283 21 環境省 再生利用事業計画の変更の認定の申請
食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律

2000 1 法律 116 20 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省
再生利用事業計画の認
定等

2 有（電子媒体での管理） 再生利用事業計画認定一覧表
5 農業・水産業（スマートフー
ドチェーン）

11 該当なし 1 有 6 その他
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

再生利用事業
計画認定一覧
表

1 OD

http://www.maff.
go.jp/j/shokusan
/recycle/syoku_l
oss/attach/pdf/
161227_7-5.pdf

7 構造化
PDF

2 年2～11
回

不定期
法に基づく認定を受けた再
生利用事業計画の把握

221295 21 環境省 新用途水銀使用製品の製造の届出
水銀による環境の汚染の
防止に関する法律

2015 1 法律 42 14 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

221296 21 環境省
事業が実施されるべき区域その他の事項を
定める主務省令の協議

環境影響評価法 1997 1 法律 81 3 2 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 協議事項 11 該当なし 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

221297 21 環境省 計画段階配慮事項に係る主務省令の協議 環境影響評価法 1997 1 法律 81 3 2 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 協議事項 11 該当なし 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

221299 21 環境省 配慮書の受理と環境大臣への送付 環境影響評価法 1997 1 法律 81 3 4 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 協議事項 11 該当なし 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

221300 21 環境省 配慮書についての環境大臣意見の提出 環境影響評価法 1997 1 法律 81 3 5 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 協議事項 11 該当なし 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

221301 21 環境省 配慮書についての主務大臣意見の提出 環境影響評価法 1997 1 法律 81 3 6 1 申請等 1 国 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 協議事項 11 該当なし 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

221303 21 環境省
配慮書についての意見を求める措置の指針
に係る協議

環境影響評価法 1997 1 法律 81 3 7 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 協議事項 11 該当なし 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

221304 21 環境省
計画段階配慮事項選定指針及び意見聴取指
針に関する基本事項の協議

環境影響評価法 1997 1 法律 81 3 8 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 協議事項 11 該当なし 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

221306 21 環境省
第二種事業について環境の保全のために配
慮すべき事項についての検討その他の手続
を行うこととした旨の通知の受理

環境影響評価法 1997 1 法律 81 3 10 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 協議事項 11 該当なし 2 無 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

221307 21 環境省 第二種使用等に係る拡散防止措置命令

遺伝子組換え生物等の使
用等の規制による生物の
多様性の確保に関する法
律

2003 1 法律 97 14 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 措置内容のわかる資料 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221308 21 環境省 第二種使用等に係る拡散防止措置改善命令

遺伝子組換え生物等の使
用等の規制による生物の
多様性の確保に関する法
律

2003 1 法律 97 14 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 措置内容のわかる資料 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221309 21 環境省
第二種使用等に関する事故時の応急措置命
令

遺伝子組換え生物等の使
用等の規制による生物の
多様性の確保に関する法
律

2003 1 法律 97 15 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 措置内容のわかる資料 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221310 21 環境省 使用者等への報告徴収

遺伝子組換え生物等の使
用等の規制による生物の
多様性の確保に関する法
律

2003 1 法律 97 30
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 事業者からの報告の集計 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221311 21 環境省
食品循環資源の再生利用等の促進に関する
基本方針の関係行政機関への協議

食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律

2000 1 法律 116 3 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 基本方針に関する文書等
5 農業・水産業（スマートフー
ドチェーン）

11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

221312 21 環境省 食品関連事業者に対する助言、指導
食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律

2000 1 法律 116 8
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省
食品リサイクル法に基づ
く行政指導等

○ 4 無

221315 21 環境省
登録再生利用事業者の更新の都道府県知
事への通知

食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律

2000 1 法律 116 12 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省
再生利用事業者の登録
等

2 有（電子媒体での管理）

登録再生利用事業者の住所及び氏
名（法人にあっては名称及び代表
者の氏名）、電話番号、再生利用事
業の内容等

5 農業・水産業（スマートフー
ドチェーン）

11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

221352 03 人事院
勤務時間内にレクリエーション行事を実施す
る場合に勤務しないことの承認

人事院規則10－6（職員の
レクリエーションの根本基
準）

1964 3 省令又は規則 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

221353 03 人事院
産後一年以下の女子職員の危険有害業務
の就業制限の申出

人事院規則10－7（女子職
員及び年少職員の健康、
安全及び福祉）

1973 3 省令又は規則 3 1 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

221354 03 人事院
妊産婦である女子職員の深夜勤務又は時間
外勤務の制限の請求

人事院規則10－7（女子職
員及び年少職員の健康、
安全及び福祉）

1973 3 省令又は規則 4 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

221355 03 人事院
妊産婦である女子職員の健康診査等を受け
るために勤務しないことの請求

人事院規則10－7（女子職
員及び年少職員の健康、
安全及び福祉）

1973 3 省令又は規則 5 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

221356 03 人事院
妊産婦である女子職員の健康診査等を受け
るために勤務しないことの承認

人事院規則10－7（女子職
員及び年少職員の健康、
安全及び福祉）

1973 3 省令又は規則 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

221357 03 人事院 妊産婦である女子職員の業務軽減等の請求
人事院規則10－7（女子職
員及び年少職員の健康、
安全及び福祉）

1973 3 省令又は規則 6 1 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

221358 03 人事院
妊娠中の女子職員の休息又は補食のために
勤務しないことの請求

人事院規則10－7（女子職
員及び年少職員の健康、
安全及び福祉）

1973 3 省令又は規則 6 2 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

221359 03 人事院
妊娠中の女子職員の休息又は補食のために
勤務しないことの承認

人事院規則10－7（女子職
員及び年少職員の健康、
安全及び福祉）

1973 3 省令又は規則 6 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 4 無

221360 03 人事院 妊娠中の女子職員の通勤緩和の請求
人事院規則10－7（女子職
員及び年少職員の健康、
安全及び福祉）

1973 3 省令又は規則 7 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

221361 03 人事院 妊娠中の女子職員の通勤緩和の承認
人事院規則10－7（女子職
員及び年少職員の健康、
安全及び福祉）

1973 3 省令又は規則 7
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 4 無

221362 03 人事院 産前の就業制限の請求
人事院規則10－7（女子職
員及び年少職員の健康、
安全及び福祉）

1973 3 省令又は規則 8 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

221363 03 人事院 産後の就業の請求
人事院規則10－7（女子職
員及び年少職員の健康、
安全及び福祉）

1973 3 省令又は規則 9 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

221364 03 人事院 保育時間の請求
人事院規則10－7（女子職
員及び年少職員の健康、
安全及び福祉）

1973 3 省令又は規則 10 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

221365 03 人事院 介護休暇の指定期間の申出
一般職の職員の勤務時
間、休暇等に関する法律

1994 1 法律 33 20 1 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

221366 03 人事院 介護休暇の指定期間の指定
一般職の職員の勤務時
間、休暇等に関する法律

1994 1 法律 33 20 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

221367 03 人事院 介護をする場合の休暇の指定期間の申出
人事院規則15－15（非常
勤職員の勤務時間及び休
暇）

1994 3 省令又は規則 4 2 6 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

221368 03 人事院 介護をする場合の休暇の指定期間の指定
人事院規則15－15（非常
勤職員の勤務時間及び休
暇）

1994 3 省令又は規則 4 2 6
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 4 無

221369 03 人事院 育児休業の承認
国家公務員の育児休業等
に関する法律

1991 1 法律 109 3 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

221370 03 人事院 育児休業の期間の延長の承認
国家公務員の育児休業等
に関する法律

1991 1 法律 109 4 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

221371 03 人事院 育児休業の承認の取消し
国家公務員の育児休業等
に関する法律

1991 1 法律 109 6 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

221372 03 人事院 育児短時間勤務の承認
国家公務員の育児休業等
に関する法律

1991 1 法律 109 12 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

221373 03 人事院 育児短時間勤務の期間の延長の承認
国家公務員の育児休業等
に関する法律

1991 1 法律 109 13 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

221374 03 人事院 育児短時間勤務の承認の取消し
国家公務員の育児休業等
に関する法律

1991 1 法律 109 14
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

221375 03 人事院 育児時間の承認
国家公務員の育児休業等
に関する法律

1991 1 法律 109 26 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

221376 03 人事院 育児時間の承認の取消し
国家公務員の育児休業等
に関する法律

1991 1 法律 109 26 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

221377 03 人事院
育児短時間勤務により子を養育するための
計画の申出

人事院規則19－0（職員の
育児休業等）

1992 3 省令又は規則 18 6 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

221378 03 人事院
育児短時間勤務に係る子が死亡した場合等
の届出

人事院規則19－0（職員の
育児休業等）

1992 3 省令又は規則 22 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

221379 03 人事院 育児時間に係る子が死亡した場合等の届出
人事院規則19－0（職員の
育児休業等）

1992 3 省令又は規則 31 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

221380 03 人事院 自己啓発等休業の承認
国家公務員の自己啓発等
休業に関する法律

2007 1 法律 45 3 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

221381 03 人事院 自己啓発等休業の期間の延長の承認
国家公務員の自己啓発等
休業に関する法律

2007 1 法律 45 4 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

221382 03 人事院 自己啓発等休業の承認の取消し
国家公務員の自己啓発等
休業に関する法律

2007 1 法律 45 6 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

221383 03 人事院 配偶者同行休業の承認
国家公務員の配偶者同行
休業に関する法律

2013 1 法律 78 3 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

221384 03 人事院 配偶者同行休業の期間の延長の承認
国家公務員の配偶者同行
休業に関する法律

2013 1 法律 78 4 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

221385 03 人事院 配偶者同行休業の承認の取消し
国家公務員の配偶者同行
休業に関する法律

2013 1 法律 78 6 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

221386 03 人事院
特定有害業務の行われる場所の定期検査に
係る記録

人事院規則10―4(職員の
保健及び安全保持）

1973 3 省令又は規則 16 2 4 作成・保存等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

221387 03 人事院
特定有害業務の行われる場所の定期検査に
係る記録の保存

人事院規則10―4(職員の
保健及び安全保持）

1973 3 省令又は規則 16 3 4 作成・保存等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

221388 03 人事院
第二種有害物質の使用等の承認に関する手
続き

人事院規則10－4(職員の
保健及び安全保持）

1973 3 省令又は規則 16 2 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

221391 03 人事院 総合検診を受けるための請求
人事院規則10－4(職員の
保健及び安全保持）

1973 3 省令又は規則 21 2 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

221392 03 人事院 健康診断における検査の省略手続き
人事院規則10－4(職員の
保健及び安全保持）

1973 3 省令又は規則 22 1 1 申請等 1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

221393 03 人事院 職員の勤務時間の状況に関する記録
人事院規則10－4(職員の
保健及び安全保持）

1973 3 省令又は規則 22 2 2 4 作成・保存等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

221394 03 人事院
健康管理医による心理的な負担の程度を把
握するための検査の結果の記録

人事院規則10－4(職員の
保健及び安全保持）

1973 3 省令又は規則 22 4 2 4 作成・保存等 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 検査結果 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

221395 03 人事院
特定保健指導を受けるため勤務しない時間
の請求

人事院規則10－4(職員の
保健及び安全保持）

1974 3 省令又は規則 24 3 1 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

221396 03 人事院 健康管理の記録
人事院規則10－4(職員の
保健及び安全保持）

1973 3 省令又は規則 25 4 作成・保存等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

221399 03 人事院 設備等の検査結果の記録作成
人事院規則10-4(職員の
保健及び安全保持）

1973 3 省令又は規則 32 2 4 作成・保存等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 4 その他
業務の性質上、データ化
にそぐわないため

221400 03 人事院 任命権委任についての提示 国家公務員法 1947 1 法律 120 55 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

221401 03 人事院 人事異動通知書

人事院規則1-72（職員の
令和七年国際博覧会特措
法第十四条第一項の規定
により指定された博覧会
協会への派遣）

2019 3 省令又は規則 9
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

221402 03 人事院 派遣職員の任命権者への報告

人事院規則1-72（職員の
令和七年国際博覧会特措
法第十四条第一項の規定
により指定された博覧会
協会への派遣）

2019 3 省令又は規則 13 1 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

221403 03 人事院 任命権者の人事院への報告

人事院規則1-72（職員の
令和七年国際博覧会特措
法第十四条第一項の規定
により指定された博覧会
協会への派遣）

2019 3 省令又は規則 13 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

221404 03 人事院
博覧会協会派遣職員が職務復帰した場合の
号俸の決定に係る協議

人事院規則1-72(職員の
平成三十七年国際博覧会
特措法第十四条第一項の
規定により指定された博
覧会協会への派遣)

2019 3 省令又は規則 12 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

221405 04 内閣府
関係行政機関による特定事業関係事項の実
施の状況の報告の徴収

アイヌの人々の誇りが尊
重される社会を実現するた
めの施策の推進に関する
法律

2019 1 法律 16 12 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

221406 04 内閣府
関係行政機関による特定関係事業事項の実
施に関し必要な措置の要求

アイヌの人々の誇りが尊
重される社会を実現するた
めの施策の推進に関する
法律

2019 1 法律 16 13 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

221407 04 内閣府
関係行政機関による認定の取消しに関する
意見の申し出

アイヌの人々の誇りが尊
重される社会を実現するた
めの施策の推進に関する
法律

2019 1 法律 16 14 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

221408 04 内閣府 行政文書ファイル等の廃棄の協議
公文書等の管理に関する
法律

2009 1 法律 66 8 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 廃棄協議の内容 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221409 04 内閣府 行政文書管理規則の設置協議
公文書等の管理に関する
法律

2009 1 法律 66 10 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 管理規則の内容 11 該当なし 2 無 2 公開（OD未対応） 管理規則 1 OD

https://www8.ca
o.go.jp/chosei/k
oubun/about/kik
an/kanrikisoku_ic
hiran.html
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4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

221410
07 国家公安委
員会・警察庁

疑わしい取引の届出
犯罪による収益の移転防
止に関する法律

2007 1 法律 22 8 1 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 疑わしい取引に関する情報 11 該当なし 1 有 6 その他 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

マネー・ローンダリング等
対策のため

個人情報が含まれるほ
か、法人や個人の権利利
益を侵害するおそれがあ
る

221411
07 国家公安委
員会・警察庁

疑わしい取引の届出の受理に係る通知
犯罪による収益の移転防
止に関する法律

2007 1 法律 22 8 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 疑わしい取引に関する情報 11 該当なし 1 有 6 その他 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

マネー・ローンダリング等
対策のため

個人情報が含まれるほ
か、法人や個人の権利利
益を侵害するおそれがあ
る

221412
07 国家公安委
員会・警察庁

報告徴収
犯罪による収益の移転防
止に関する法律

2007 1 法律 22 15
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221414
07 国家公安委
員会・警察庁

指導等
犯罪による収益の移転防
止に関する法律

2007 1 法律 22 17
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221415
07 国家公安委
員会・警察庁

協議の求め
犯罪による収益の移転防
止に関する法律

2007 1 法律 22 19 5 1 申請等 4-3 国又は地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221416 11 復興庁 帰還・移住等環境整備交付金の交付 福島復興再生特別措置法 2012 1 法律 25 34 2
福島復興再生特別措置法
施行規則　第21条

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 4 地方の事務でない ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理）
各交付先ごとの交付実績に関する
情報

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221418 11 復興庁 生活拠点形成交付金の交付 福島復興再生特別措置法 2012 1 法律 25 46 2
福島復興再生特別措置法
施行規則　第30条第３項

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 4 地方の事務でない ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 交付可能額通知 7 インフラ 3 防災 1 有 1 制度設計や制度の見直し 2 公開（OD未対応） 交付金配分額 2 非OD

https://www.rec
onstruction.go.jp
/topics/main-
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9月、12月

3-3 検討を行っていない

221421 11 復興庁
地熱資源開発計画に許認可等の特例を記載
しようとすることについての協議

福島復興再生特別措置法 2012 1 法律 25 68 2

福島復興再生特別措置法
第六十八条第二項に規定
する農林水産大臣等に対
する協議に関する命令
（平成24年復興庁・農林
水産省令第1号）

1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221422 11 復興庁
地熱資源開発計画に許認可等の特例を記載
しようとすることについての協議及び通知

福島復興再生特別措置法 2012 1 法律 25 69 2

福島復興再生特別措置法
第六十九条第二項に規定
する経済産業大臣、環境
大臣等に対する協議等に
関する命令（平成24年復
興庁・農林水産省・経済
産業省・環境省令第1号）

1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221425 12 総務省 申請に対する補正の求め 行政手続法 1993 1 法律 88 7
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221427 12 総務省 総代の互選命令（第61条：再調査に準用） 行政不服審査法 2014 1 法律 68 11 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221428 12 総務省
総代の互選命令（第66条：再審査請求に準
用）

行政不服審査法 2014 1 法律 68 11 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221429 12 総務省 資料の提出人に対する意見の聴取 行政不服審査法 2014 1 法律 68 78 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221431 12 総務省 審査請求をすることができる旨等の教示 行政不服審査法 2014 1 法律 68 60 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221432 12 総務省 審査請求書等の送付を受けた旨の通知 行政不服審査法 2014 1 法律 68 55 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221433 12 総務省
利害関係人に対する処分の取消し等の通知
（第66条：再審査請求に準用）

行政不服審査法 2014 1 法律 68 52 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221434 12 総務省 裁決の公示 行政不服審査法 2014 1 法律 68 51 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221435 12 総務省 裁決の公示（第61条：再調査に準用） 行政不服審査法 2014 1 法律 68 51 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221436 12 総務省 裁決の公示（第66条：再審査請求に準用） 行政不服審査法 2014 1 法律 68 51 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221437 12 総務省
審理手続の終結等の通知（第66条：再審査
請求に準用）

行政不服審査法 2014 1 法律 68 41 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221438 12 総務省
提出人の意見の聴取（第66条：再審査請求
に準用）

行政不服審査法 2014 1 法律 68 38 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221440 12 総務省 交付手数料の納付 行政不服審査法 2014 1 法律 68 38 4 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221441 12 総務省
審理手続の申立てに関する意見の聴取（第
66条：再審査請求に準用）

行政不服審査法 2014 1 法律 68 37 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221442 12 総務省
審理手続の期日等の通知（第66条：再審査
請求に準用）

行政不服審査法 2014 1 法律 68 37 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221443 12 総務省 質問の申立て（第66条：再審査請求に準用） 行政不服審査法 2014 1 法律 68 36 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221444 12 総務省 質問の実施（第66条：再審査請求に準用） 行政不服審査法 2014 1 法律 68 36
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221445 12 総務省
検証の日時の通知（第66条：再審査請求に
準用）

行政不服審査法 2014 1 法律 68 35 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221447 12 総務省
執行停止の申立て（第61条：再調査の請求に
準用）

行政不服審査法 2014 1 法律 68 25 2 及び3項 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

221448 12 総務省 審査請求人の地位の承継の許可 行政不服審査法 2014 1 法律 68 15 6
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221449 12 総務省
審査請求人の地位の承継の許可(第61条：再
調査の請求に準用)

行政不服審査法 2014 1 法律 68 15 6
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221450 12 総務省
審査請求人の地位の承継の許可(第66条：再
審査請求に準用)

行政不服審査法 2014 1 法律 68 15 6
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221451 12 総務省
利害関係人の審査請求への参加の求め(第
61条：再調査の請求に準用)

行政不服審査法 2014 1 法律 68 13 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221452 12 総務省
利害関係人の審査請求への参加の求め(第
66条：再審査請求に準用)

行政不服審査法 2014 1 法律 68 13 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221454 12 総務省 名宛人の所在不明の場合の公示送達 行政手続法 1993 1 法律 88 15 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

7 国民等、民間事業者
等

全独立行政法人等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221460 12 総務省
主務大臣による役員等の損害賠償責任免除
の承認（善意かつ重過失がない場合）

独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 25 2 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

221469 12 総務省 年度計画の届出（変更の場合を含む） 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 35 8 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人通則法
における全国立研究
開発法人（27法人）

○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 年度計画書 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応） 年度計画 2 非OD

http://www.nies.
go.jp/kihon/nen
dokeikaku/index.
html

7 構造化
PDF

1 年1回 6月
3-2 二次利用可能なルー
ルを定めていない

221470 12 総務省 子法人の会計に関する報告等の請求 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 39 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

6 民間事業者等 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

221471 12 総務省 子法人の会計に関する報告等の請求の拒否 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 39 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等 6 民間事業者等
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

221472 12 総務省 監事の会計監査人に対する報告の請求 独立行政法人通則法 1999 1 法律 103 39 2 2 1 申請等 2 独立行政法人等 6 民間事業者等
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

221473 12 総務省
政府出資等に係る不要財産の国庫納付に係
る主務大臣の認可に関する申請書の提出

独立行政法人の組織、運
営及び管理に係る共通的
な事項に関する政令

2000 2 政令 316 4 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

221474 12 総務省
政府出資等に係る不要財産の譲渡収入によ
る国庫納付に係る主務大臣の認可に関する
申請書の提出

独立行政法人の組織、運
営及び管理に係る共通的
な事項に関する政令

2000 2 政令 316 6 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

221475 12 総務省
政府出資等に係る不要財産の譲渡を行った
ときの報告書の提出

独立行政法人の組織、運
営及び管理に係る共通的
な事項に関する政令

2000 2 政令 316 6 2 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

221476 12 総務省
中期計画等に定めた不要財産の譲渡を行っ
たときの報告書の提出

独立行政法人の組織、運
営及び管理に係る共通的
な事項に関する政令

2000 2 政令 316 7 3 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

221477 12 総務省
薄価超過額の全部又は一部を国庫納付しな
いことに係る主務大臣の認可に関する申請
書の提出

独立行政法人の組織、運
営及び管理に係る共通的
な事項に関する政令

2000 2 政令 316 8 2 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人通則法
における全独立行政
法人（87法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

221478 12 総務省
中期目標管理法人の役職員に対する再就職
者による法令等違反行為の依頼等の届出に
関する書面の提出

独立行政法人の組織、運
営及び管理に係る共通的
な事項に関する政令

2000 2 政令 316 15 1 申請等 2 独立行政法人等 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全中期目標
管理法人（53法人）

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221479 12 総務省
国立研究開発法人の役職員に対する再就職
者による法令等違反行為の依頼等の届出に
関する書面の提出

独立行政法人の組織、運
営及び管理に係る共通的
な事項に関する政令

2000 2 政令 316 18 1 申請等 2 独立行政法人等 2 独立行政法人等
独立行政法人通則法
における全国立研究
開発法人（27法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

221480 12 総務省 諮問庁の申出
情報公開・個人情報保護
審査会設置法施行令

2003 2 政令 550 3 1 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国
全ての独立行政法人
等

○（全府省） 21 環境省 諮問庁の申出 ○ 6 不明 他省庁管理のため

221481 12 総務省
基本計画の実施状況についての勧告に対す
る報告

統計法 2007 1 法律 53 4 8 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

221482 12 総務省
他の行政機関からの協力が得られなかった
旨の通知

統計法 2007 1 法律 53 29 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

221483 12 総務省
被要請者からの協力が得られなかった旨の
通知

統計法 2007 1 法律 53 30 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

221484 12 総務省
作成した統計又は行った統計的研究の成果
の提出（33条）

統計法 2007 1 法律 53 33 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-1 国又は独立行政
法人等

日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 報告様式等 11 該当なし 2 無 備考Ｃ参照

調査票情報の提供に係る
データの公開、非公開に
ついては、政府統計共同
利用システム等を所掌す
る、所管府省の総務省が
回答すべき事項と考えま
す。

221485 12 総務省
作成した統計又は行った統計的研究の成果
の提出（33条の２）

統計法 2007 1 法律 53 33 2 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-1 国又は独立行政
法人等

日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

221486 12 総務省 匿名データの作成 統計法 2007 1 法律 53 35 1 4 作成・保存等
4-1 国又は独立行政
法人等

日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

221487 12 総務省
作成した統計又は行った統計的研究の成果
の提出（36条）

統計法 2007 1 法律 53 36 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-1 国又は独立行政
法人等

日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

221488 12 総務省
国又は独立行政法人統計センターへの手数
料の納入

統計法 2007 1 法律 53 38 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-1 国又は独立行政
法人等

統計センター ○（全府省） 21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

221489 12 総務省 指定独立行政法人等への手数料の納入 統計法 2007 1 法律 53 38 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

2 独立行政法人等 日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

221490 12 総務省 調査票情報の提供に係る手数料の納入 統計法施行規則 2008 3 省令又は規則 145 18 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-1 国又は独立行政
法人等

日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

221491 12 総務省
委託による統計の作成等に係る手数料の納
入

統計法施行規則 2008 3 省令又は規則 145 26 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-1 国又は独立行政
法人等

日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

221492 12 総務省 匿名データの提供に係る手数料の納入 統計法施行規則 2008 3 省令又は規則 145 34 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

4-1 国又は独立行政
法人等

日本銀行 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

221493 12 総務省
郵便局舎の敷地に係る相続税の課税の特例
の証明申請

平成19年総務省告示第
547号

2007 4 その他 1 申請等 5 国民等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 証明番号の管理台帳 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

221494 12 総務省
印紙の亡失等の報告（対財務大臣、厚労大
臣、経産大臣（総務大臣経由））

・収入印紙及び自動車重
量税印紙の売りさばきに
関する省令
・雇用保険印紙及び健康
保険印紙の売りさばきに
関する省令
・特許印紙の売りさばきに
関する省令

・2003 3 省令又は規則 ・総69 ・6 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 報告書 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

221495 12 総務省
各主管大臣からの収入印紙等の売りさばき
の方法等に関する必要な指示等（財務大臣、
厚労大臣、経産大臣（総務大臣経由））

・収入印紙及び自動車重
量税印紙の売りさばきに
関する省令
・雇用保険印紙及び健康
保険印紙の売りさばきに
関する省令
・特許印紙の売りさばきに
関する省令

・2003 3 省令又は規則 ・総69 ・7 ・2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等 1 国 日本郵便株式会社
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221496 12 総務省
印紙を売りさばく日本郵便株式会社の営業所
等の設置状況の報告（対財務大臣、厚労大
臣、経産大臣（総務大臣経由））

・収入印紙及び自動車重
量税印紙の売りさばきに
関する省令
・雇用保険印紙及び健康
保険印紙の売りさばきに
関する省令
・特許印紙の売りさばきに
関する省令

・2003 3 省令又は規則 ・総69 ・7 ・3 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 報告書 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人や個人の権利利益を
害するおそれがあるため

221497 15 財務省 不服申出者に対する通知
補助金等に係る予算の執
行の適正化に関する法律

1955 1 法律 179 25 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 4 無

221498 15 財務省 見積書の徴取 予算決算及び会計令 1947 2 政令 165 99 6 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 ○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221501 15 財務省
一般競争又は指名競争に参加しようとする者
への通知

国の物品等又は特定役務
の調達手続の特例を定め
る省令

1980 3 省令又は規則 45 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221502 15 財務省 落札者の決定に関する通知
国の物品等又は特定役務
の調達手続の特例を定め
る省令

1980 3 省令又は規則 45 7
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

○（全府省） 21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221503 16 文部科学省
特定研究成果活用支援事業計画の認定申
請

特定研究成果活用支援事
業計画の認定等に関する
省令

2014 3 省令又は規則 2 2 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）

国立大学等に
よるVC等への
出資　認定状
況

2 非OD

https://www.met
i.go.jp/policy/inn
ovation_corp/syu
sshi.html

7 構造化
PDF

2 年2～11
回

不定期
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221504 16 文部科学省 特定研究成果活用支援事業計画の認定
特定研究成果活用支援事
業計画の認定等に関する
省令

2014 3 省令又は規則 2 3 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 認定書 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）

国立大学等に
よるVC等への
出資　認定状
況

2 非OD

https://www.met
i.go.jp/policy/inn
ovation_corp/syu
sshi.html

7 構造化
PDF

2 年2～11
回

不定期
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221505 16 文部科学省
認定特定研究成果活用支援事業計画の軽
微な変更の届出

特定研究成果活用支援事
業計画の認定等に関する
省令

2014 3 省令又は規則 2 4 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 届出書 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221506 16 文部科学省
認定特定研究成果活用支援事業計画の変
更認定申請

特定研究成果活用支援事
業計画の認定等に関する
省令

2014 3 省令又は規則 2 4 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）

国立大学等に
よるVC等への
出資　認定状
況

2 非OD

https://www.met
i.go.jp/policy/inn
ovation_corp/syu
sshi.html

7 構造化
PDF

2 年2～11
回

不定期
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221507 16 文部科学省
特定研究成果活用支援事業計画の変更認
定

特定研究成果活用支援事
業計画の認定等に関する
省令

2014 3 省令又は規則 2 4 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 認定書 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）

国立大学等に
よるVC等への
出資　認定状
況

2 非OD

https://www.met
i.go.jp/policy/inn
ovation_corp/syu
sshi.html

7 構造化
PDF

2 年2～11
回

不定期
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221508 16 文部科学省
認定特定研究成果活用支援事業計画の実
施状況報告

特定研究成果活用支援事
業計画の認定等に関する
省令

2014 3 省令又は規則 2 7 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 報告書 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221512 20 国土交通省
責任共済の事業についての共済事業規約に
係る処分に関して国土交通大臣及び内閣総
理大臣の同意を求める協議

自動車損害賠償保障法 1955 1 法律 97 28 2 3 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

221513 20 国土交通省
責任共済の事業についての共済事業規約に
係る省令の変更等に関して国土交通大臣及
び内閣総理大臣に対して行う協議

自動車損害賠償保障法 1955 1 法律 97 28 2 4 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

221515 18 農林水産省 生産製造連携事業計画の認定の取り消し
農林漁業有機物資源のバ
イオ燃料の原材料としての
利用の促進に関する法律

2008 1 法律 45 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221516 18 農林水産省 研究開発事業計画の認定の取り消し
農林漁業有機物資源のバ
イオ燃料の原材料としての
利用の促進に関する法律

2008 1 法律 45 7
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221517 18 農林水産省 生産製造連携事業計画の認定
農林漁業有機物資源のバ
イオ燃料の原材料としての
利用の促進に関する法律

2008 1 法律 45 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221518 18 農林水産省 研究開発事業計画の認定
農林漁業有機物資源のバ
イオ燃料の原材料としての
利用の促進に関する法律

2008 1 法律 45 6
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221552 19 経済産業省 基本計画の同意
地域経済牽引事業の促進
による地域の成長発展の
基盤強化に関する法律

2007 1 法律 40 4 6
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 基本計画記載事項 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 2 公開（OD未対応） 基本計画 1 OD

https://www.met
i.go.jp/policy/sm
e_chiiki/miraitous
hi/miraitoushi-
kihonkeikaku.htm
l

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

221553 19 経済産業省 基本計画の変更の同意
地域経済牽引事業の促進
による地域の成長発展の
基盤強化に関する法律

2007 1 法律 40 5 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 基本計画記載事項 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 2 公開（OD未対応） 基本計画 1 OD

https://www.met
i.go.jp/policy/sm
e_chiiki/miraitous
hi/miraitoushi-
kihonkeikaku.htm
l

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

221554 19 経済産業省
規制について規定する法律および法律の命
令に基づく命令の規定に関する照会

地域経済牽引事業の促進
による地域の成長発展の
基盤強化に関する法律

2007 1 法律 40 16 1 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221555 19 経済産業省
規制について規定する法律および法律の命
令に基づく命令の規定に関する回答

地域経済牽引事業の促進
による地域の成長発展の
基盤強化に関する法律

2007 1 法律 40 16 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221556 19 経済産業省 連携支援計画の申請
地域経済牽引事業の促進
による地域の成長発展の
基盤強化に関する法律

2007 1 法律 40 31 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 申請事業者に関する台帳 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221557 19 経済産業省 連携支援計画の承認
地域経済牽引事業の促進
による地域の成長発展の
基盤強化に関する法律

2007 1 法律 40 31 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 申請事業者に関する台帳 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221558 19 経済産業省 連携支援計画の変更の申請
地域経済牽引事業の促進
による地域の成長発展の
基盤強化に関する法律

2007 1 法律 40 32 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 申請事業者に関する台帳 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221559 19 経済産業省 連携支援計画の変更の承認
地域経済牽引事業の促進
による地域の成長発展の
基盤強化に関する法律

2007 1 法律 40 32 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 申請事業者に関する台帳 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221560 19 経済産業省 連携支援計画の取消し
地域経済牽引事業の促進
による地域の成長発展の
基盤強化に関する法律

2007 1 法律 40 32 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221561 19 経済産業省 連携支援計画の実施状況の報告

地域経済牽引事業の促進
による地域の成長発展の
基盤強化に関する法律第
三十三条に規定する承認
連携支援事業に関する省
令

2017 3 省令又は規則 2 3 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 事業者からの報告の集計 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221562 19 経済産業省
地域経済牽引事業の促進による地域の成長
発展の基盤強化に関する法律第二十五条の
規定に基づく確認申請

地域経済牽引事業の促進
による地域の成長発展の
基盤強化に関する法律

2007 1 法律 40 25 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理）
課税特例に係る設備投資に関する
事項

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221563 19 経済産業省
地域経済牽引事業の促進による地域の成長
発展の基盤強化に関する法律第二十五条の
規定に基づく確認

地域経済牽引事業の促進
による地域の成長発展の
基盤強化に関する法律

2007 1 法律 40 25
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理）
課税特例に係る設備投資に関する
事項

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221564 19 経済産業省 認定産業標準作成機関の認定申請 産業標準化法 1949 1 法律 185 22 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 認定機関情報 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 2 公開（OD未対応）
認定産業標準
作成機関の認
定

2 非OD

https://www.met
i.go.jp/policy/ec
onomy/hyojun-
kijun/jisho/ninte
ikikan.html

8 その他
4 都度更
新

不定期
3-1 データ変換の作業が
負担

HTML

221565 19 経済産業省 認定産業標準作成機関の認定の更新申請 産業標準化法 1949 1 法律 185 23 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221566 19 経済産業省 認定産業標準作成機関の変更認定申請 産業標準化法 1949 1 法律 185 24 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 認定機関情報 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221567 19 経済産業省 認定産業標準作成機関の軽微変更届出 産業標準化法 1949 1 法律 185 24 4 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 認定機関情報 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221568 19 経済産業省 認定産業標準作成機関の廃止の届出 産業標準化法 1949 1 法律 185 25 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221569 19 経済産業省 認定産業標準作成機関に対する改善命令 産業標準化法 1949 1 法律 185 26
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221570 19 経済産業省 認定産業標準作成機関の認定取消し 産業標準化法 1949 1 法律 185 27
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221571 19 経済産業省
規格制定等の手続（認定産業標準作成機
関）

産業標準化法 1949 1 法律 185 14 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221572 19 経済産業省
電子情報処理組織を使用して提出する際の
事前届出

商品先物取引法施行規則 3 省令又は規則 178 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

221573 19 経済産業省
電子情報処理組織を使用して提出する際の
変更届出

商品先物取引法施行規則 3 省令又は規則 178 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

221574 20 国土交通省
紛争処理業務の実施に必要な情報及び資料
の提供

自動車損害賠償保障法 1955 1 法律 97 23 20
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
紛争処理業務の実施に必要な情報
及び資料

11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

221575 20 国土交通省 紛争処理機関の指定 自動車損害賠償保障法 1955 1 法律 97 23 5 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

自動車損害賠
償保障法の規
定による指定
紛争処理機関
の指定につい
て

1 OD

https://www.mlit.
go.jp/kisha/kish
a02/09/090401_
.html

8 その他
4 都度更
新

不定期 HTML

221576 20 国土交通省
紛争処理機関の事業計画及び収支予算の認
可等

自動車損害賠償保障法 1955 1 法律 97 23 14 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

事業計画/予
算書

1 OD

https://www.mlit.
go.jp/jidosha/an
zen/04relief/jiba
i/proper.html

8 その他
4 都度更
新

不定期 HTML

221577 20 国土交通省
紛争処理機関の役員及び紛争処理委員の選
任及び解任の認可

自動車損害賠償保障法 1955 1 法律 97 23 8 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

221578 20 国土交通省 紛争処理機関の業務規程の認可等 自動車損害賠償保障法 1955 1 法律 97 23 11 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

紛争処理業務
規定

1 OD

https://www.mlit.
go.jp/jidosha/an
zen/04relief/jiba
i/proper.html

8 その他
4 都度更
新

不定期 HTML

221579 20 国土交通省 紛争処理機関の業務の休廃止の許可 自動車損害賠償保障法 1955 1 法律 97 23 15 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221580 20 国土交通省 共同プール事務に関する規約の届出 自動車損害賠償保障法 1955 1 法律 97 28 4 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

221581 20 国土交通省 長期借入金の認可申請
独立行政法人自動車事故
対策機構法

2002 1 法律 183 16 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人自動車
事故対策機構

●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 長期借入金の申請内容 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221582 20 国土交通省 長期借入金の償還計画の認可
独立行政法人自動車事故
対策機構法

2002 1 法律 183 17 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
独立行政法人自動車
事故対策機構

●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 長期借入金償還計画の認可内容 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221583 20 国土交通省
国土交通大臣、総務大臣及び農林水産大臣
から都道府県知事に対する半島振興対策実
施地域の指定

半島振興法 1985 1 法律 63 2 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省
半島振興対策実施地域
の指定の手続き

4 無

221584 20 国土交通省
主務大臣から関係都道府県知事に対する同
意

半島振興法 1985 1 法律 63 3 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省
半島振興計画（の変更）
の手続き

4 無

221585 20 国土交通省
半島地域市町村から国土交通大臣、総務大
臣及び農林水産大臣に対する産業振興促進
計画の認定の申請

半島振興法 1985 1 法律 63 9 2 1 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省
産業振興促進計画の認
定の手続き

○ 4 無

221586 20 国土交通省
国土交通大臣、総務大臣及び農林水産大臣
から半島地域市町村に対する産業振興促進
計画の認定

半島振興法 1985 1 法律 63 9 2 9
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省
産業振興促進計画の認
定の手続き

4 無

221587 20 国土交通省
関係行政機関の長から主務大臣に対する同
意

半島振興法 1985 1 法律 63 9 2 10
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省
産業振興促進計画の認
定の手続き

4 無

221588 20 国土交通省
国土交通大臣、総務大臣及び農林水産大臣
から認定半島地域市町村に対する報告徴収

半島振興法 1985 1 法律 63 9 5 1 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

221589 20 国土交通省
主務大臣又は関係行政機関の長から認定半
島地域市町村に対する措置請求

半島振興法 1985 1 法律 63 9 6 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

221590 20 国土交通省
国土交通大臣、総務大臣及び農林水産大臣
から半島地域市町村に対する産業振興促進
計画の認定の取り消し

半島振興法 1985 1 法律 63 9 7 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省
産業振興促進計画の認
定取り消しの手続き

○ 4 無

221591 20 国土交通省
国土交通大臣、総務大臣及び農林水産大臣
から関係行政機関に対する認定取り消しの
事前通知

半島振興法 1985 1 法律 63 9 7 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省
産業振興促進計画の認
定取り消しの手続き

4 無

221592 20 国土交通省
関係行政機関の長から主務大臣に対する意
見

半島振興法 1985 1 法律 63 9 7 2 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

221593 20 国土交通省
関係行政機関の長から主務大臣に対する意
見

半島振興法 1985 1 法律 63 9 7 3 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

221594 20 国土交通省
国土交通大臣、総務大臣及び農林水産大臣
から国土審議会に対する諮問

半島振興法 1985 1 法律 63 18 1 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省
国土審議会の調査審議
の手続

4 無

221595 20 国土交通省 地方拠点都市地域の基本方針定めの協議
地方拠点都市地域の整備
及び産業業務施設の再配
置の促進に関する法律※

1992 1 法律 76 3 3 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221596 20 国土交通省
地方拠点都市地域の基本方針の変更の協
議

地方拠点都市地域の整備
及び産業業務施設の再配
置の促進に関する法律※

1992 1 法律 76 3 6 法第3条第3項準用 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221597 20 国土交通省
地方拠点都市地域の指定の変更、解除の協
議

地方拠点都市地域の整備
及び産業業務施設の再配
置の促進に関する法律※

1992 1 法律 76 5 2 法第4条第2項準用 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221598 20 国土交通省
地方拠点都市地域の産業業務施設の移転
計画の提出

地方拠点都市地域の整備
及び産業業務施設の再配
置の促進に関する法律※

1992 1 法律 76 33 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221599 20 国土交通省
地方拠点都市地域の産業業務施設の移転
計画の認定

地方拠点都市地域の整備
及び産業業務施設の再配
置の促進に関する法律※

1992 1 法律 76 33 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221600 20 国土交通省
地方拠点都市地域の産業業務施設の移転
計画の変更

地方拠点都市地域の整備
及び産業業務施設の再配
置の促進に関する法律※

1992 1 法律 76 33 4 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221601 20 国土交通省
地方拠点都市地域の産業業務施設の移転
計画の変更の認定

地方拠点都市地域の整備
及び産業業務施設の再配
置の促進に関する法律※

1992 1 法律 76 33 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221602 20 国土交通省
地方拠点都市地域の産業業務施設の移転
計画の認定の取り消し

地方拠点都市地域の整備
及び産業業務施設の再配
置の促進に関する法律※

1992 1 法律 76 34
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221603 20 国土交通省
地方拠点都市地域の産業業務施設の認定
計画の実施状況の報告

地方拠点都市地域の整備
及び産業業務施設の再配
置の促進に関する法律※

1992 1 法律 76 38
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221604 20 国土交通省 基本方針の作成の意見聴取 総合保養地域整備法※ 1987 1 法律 71 4 3 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221605 20 国土交通省 基本方針の定めの協議 総合保養地域整備法※ 1987 1 法律 71 4 4 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221606 20 国土交通省 基本方針の変更の意見聴取、協議 総合保養地域整備法※ 1987 1 法律 71 4 7 法第4条第3､4項準用 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221607 20 国土交通省 基本構想の作成の協議、同意 総合保養地域整備法※ 1987 1 法律 71 5 1 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221608 20 国土交通省 基本構想の作成の協議、同意 総合保養地域整備法※ 1987 1 法律 71 5 6 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221609 20 国土交通省 基本構想の変更の協議、同意 総合保養地域整備法※ 1987 1 法律 71 6 2
法第5条第6項、6条第1項
準用

1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221613 21 環境省 特別国際種事業の登録申請
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 6 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 6 民間事業者等 事業登録機関 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221614 21 環境省 特別国際種事業の登録番号の通知
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 6 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

6 民間事業者等 事業登録機関 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 通知書 11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221615 21 環境省 特別国際種事業の登録拒否に係る通知
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 6 7
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

6 民間事業者等 事業登録機関 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 通知書 11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221616 21 環境省 特別国際種事業の変更届出
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 7 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 6 民間事業者等 事業登録機関 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 届出書 11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221617 21 環境省
特別国際種事業者登録簿の記載事項の公
表

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 8 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

6 民間事業者等 事業登録機関 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 特定国際種事業者台帳 11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

特別国際種事
業者登録簿

1 OD

http://www.jwrc.
or.jp/service/jig
yousha/index.ht
m

7 構造化
PDF

3 年12回
以上

毎月
3-2 二次利用可能なルー
ルを定めていない

221618 21 環境省 特別国際種事業の廃止届出
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 9 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 6 民間事業者等 事業登録機関 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 届出書 11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221619 21 環境省 特別国際種事業の登録更新申請
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 10 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 6 民間事業者等 事業登録機関 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221620 21 環境省 特別国際種事業の登録番号（更新）の通知
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 10 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

6 民間事業者等 事業登録機関 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 通知書 11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221621 21 環境省 特別国際種事業の登録更新拒否に係る通知
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 10 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

6 民間事業者等 事業登録機関 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 通知書 11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221622 21 環境省
特別国際種事業の譲渡し等に係る書類の作
成・保存

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 11 2 4 作成・保存等
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221623 21 環境省 特別国際種事業者に対する措置命令
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 12 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221624 21 環境省 特別国際種事業の業務停止命令
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 13 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221625 21 環境省 特別国際種事業者に対する報告徴収
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 14 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理）

取引先、取引量、在庫量、標章の有
無、登録票の番号、管理票の番号、
原材料となった商品番号または製
造した商品番号

11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221626 21 環境省
特別国際種事業者と取引する者に対する報
告又は資料の提出命令

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 14 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

221627 21 環境省 事業登録機関の機関登録申請
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 15 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221628 21 環境省 事業登録機関の名称、所在地等変更の届出
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 16 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 届出書 11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221629 21 環境省 登録内容の軽微な変更の届出
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 16 4 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 届出書 11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221630 21 環境省
事業登録関係事務の規程の認可申請及び変
更申請

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 16 5 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請書 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221631 21 環境省 事業登録関係事務の規程の認可
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 16 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 認可文書 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221632 21 環境省
事業登録機関による財務諸表等の作成・保
存

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 16 6 4 作成・保存等 6 民間事業者等 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221633 21 環境省 事業登録機関に対する適合命令
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 18 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221634 21 環境省 事業登録機関に対する改善命令
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 18 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221635 21 環境省 事業登録関係事務の規程の変更命令
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 18 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221637 21 環境省 事業登録機関の取消し又は業務停止命令
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 18 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221638 21 環境省 事業登録機関がした処分等に係る審査請求
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 19 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221639 21 環境省 管理票の写しの保存
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 23 5 4 作成・保存等
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221640 21 環境省 登録内容の軽微な変更の届出
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 27 4 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 届出書 11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221641 21 環境省 認定機関による財務諸表等の作成・保存
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 27 6 4 作成・保存等 6 民間事業者等 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221642 21 環境省 帳簿の記載及び保存（認定機関）
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 27 8 4 作成・保存等 6 民間事業者等 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221643 21 環境省 認定機関がした処分等に係る審査請求
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 30 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221644 21 環境省 定期の報告
容器包装に係る分別収集
及び再商品化の促進等に
関する法律

1995 1 法律 112 7 6 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省
容器包装多量利用事業
者の定期報告

2 有（電子媒体での管理） 書類の写し 11 該当なし 11 該当なし 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

221645 21 環境省
特定周辺整備地区の指定及び施設整備方針
の通知

産業廃棄物の処理に係る
特定施設の整備の促進に
関する法律

1992 1 法律 62 11 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 地区、方針 7 インフラ 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221646 21 環境省
特定周辺整備地区の指定及び施設整備方針
の変更の通知

産業廃棄物の処理に係る
特定施設の整備の促進に
関する法律

1992 1 法律 62 11 6 11条第５項の準用
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 地区、方針 7 インフラ 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221648 21 環境省 再生利用等事業者の認定の申請
特定有害廃棄物等の輸出
入等の規制に関する法律

1992 1 法律 108 15 1,2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請様式等 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221649 21 環境省
主任技術者の選任・解任の届出（ボイラー
タービン主任技術者）

電気事業法 1964 1 法律 170 43 3 法第43条第３項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 届出書 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応）

ボイラー・ター
ビン主任技術
者選任又は解
任届出書を受
理

2 非OD

https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law_new/PLK/31
0000152.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

221650 21 環境省
主任技術者の選任・解任の届出（電気主任
技術者）

電気事業法 1964 1 法律 170 43 3 法第43条第３項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 届出書 11 該当なし 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 2 公開（OD未対応）

電気主任技術
者選任又は解
任届出書を受
理

2 非OD

https://www.nsr.
go.jp/disclosure/
law_new/PLK/31
0000165.html

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

221651 20 国土交通省
責任共済の共済掛金が適正な原価を超える
組合に対する共済掛金率変更命令

自動車損害賠償保障法 1955 1 法律 97 27 2 1
第27条の2第１項において
準用する第27条第3項

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

221653 12 総務省 保有個人情報の訂正請求
行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律

2003 1 法律 58 27 1 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221655 04 内閣府
国家戦略特別区域の区域計画の変更認定に
係る関係行政機関の長の同意について

国家戦略特別区域法 2013 1 法律 107 9 2 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
国家戦略特別区域の区域計画の変
更認定に係る関係行政機関の長の
同意について

11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他
単なる通知文であり、「機
械判読に適したもの」に該
当しない

221656 04 内閣府
支援措置の内容等の確認等（他の関係行政
機関の長）

地域再生法 2005 1 法律 24 5 13 地域再生法
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 4 無

221657 04 内閣府 主務大臣による指定棚田地域の指定 棚田地域振興法 2019 1 法律 42 7 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 指定された指定棚田地域
5 農業・水産業（スマートフー
ドチェーン）

1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

指定棚田地域
に指定された
地域

1 OD

https://www.kan
tei.go.jp/jp/singi
/tiiki/tanada/shi
tei/index.html

7 構造化
PDF

2 年2～11
回

不定期

221658 04 内閣府 主務大臣による指定棚田地域の公示 棚田地域振興法 2019 1 法律 42 7 5 3 縦覧等 1 国 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 指定された指定棚田地域
5 農業・水産業（スマートフー
ドチェーン）

1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

指定棚田地域
に指定された
地域

1 OD

https://www.kan
tei.go.jp/jp/singi
/tiiki/tanada/shi
tei/index.html

7 構造化
PDF

2 年2～11
回

不定期

221659 04 内閣府 主務大臣による指定棚田地域の解除 棚田地域振興法 2019 1 法律 42 7 6
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221660 04 内閣府
主務大臣による指定棚田地域の解除（６項以
外）

棚田地域振興法 2019 1 法律 42 7 7
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221661 04 内閣府
主務大臣による指定棚田地域振興活動計画
の認定

棚田地域振興法 2019 1 法律 42 10 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 認定された棚田地域振興活動計画
5 農業・水産業（スマートフー
ドチェーン）

1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

認定棚田地域
振興活動計画

1 OD

https://www.kan
tei.go.jp/jp/singi
/tiiki/tanada/shi
tei/katsudo_keik
aku.html

7 構造化
PDF

2 年2～11
回

不定期

221662 04 内閣府
主務大臣による指定棚田地域振興活動計画
の概要の公表

棚田地域振興法 2019 1 法律 42 10 4 3 縦覧等 1 国 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 認定された棚田地域振興活動計画
5 農業・水産業（スマートフー
ドチェーン）

1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

認定棚田地域
振興活動計画
の公表

1 OD

https://www.kan
tei.go.jp/jp/singi
/tiiki/tanada/shi
tei/katsudo_keik
aku.html

7 構造化
PDF

2 年2～11
回

不定期

221663 04 内閣府
主務大臣による指定棚田地域振興活動計画
の認定の取り消し

棚田地域振興法 2019 1 法律 42 10 7
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 3 地方等 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221664 04 内閣府
主務大臣による指定棚田地域振興活動計画
の認定の取り消した旨の公表

棚田地域振興法 2019 1 法律 42 10 8 3 縦覧等 1 国 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221665 04 内閣府
認定棚田地域振興活動計画の実施の状況に
ついての報告

棚田地域振興法 2019 1 法律 42 11
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221666 04 内閣府 指定棚田地域の資する事業についての公表 棚田地域振興法 2019 1 法律 42 15 3 縦覧等 1 国 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 棚田地域振興関連予算 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

棚田地域振興
関係予算資料
等

1 OD
https://www.kan
tei.go.jp/jp/singi
/tiiki/tanada/

7 構造化
PDF

2 年2～11
回

概算要求
及び概算
決定後

221667 21 環境省
特定施設の整備計画認定の関係都道府県
への通知

産業廃棄物の処理に係る
特定施設の整備の促進に
関する法律

1992 1 法律 62 7 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 整備計画 7 インフラ 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221668 21 環境省
特定施設の整備計画に係る関係都道府県等
の意見の聴取

産業廃棄物の処理に係る
特定施設の整備の促進に
関する法律

1992 1 法律 62 6 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 都道府県等意見 7 インフラ 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221669 21 環境省
特定施設の整備計画に係る特定施設の整備
の事業の実施状況に関する報告

産業廃棄物の処理に係る
特定施設の整備の促進に
関する法律

1992 1 法律 62 9 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 事業の実施状況 7 インフラ 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

221670 21 環境省 再生利用等事業者の認定の更新の申請
特定有害廃棄物等の輸出
入等の規制に関する法律

1992 1 法律 108 15 4 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請様式等 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221671 21 環境省 再生利用等事業者の変更の認定の申請
特定有害廃棄物等の輸出
入等の規制に関する法律

1992 1 法律 108 15 5 14条第５項の準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請様式等 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221672 21 環境省 再生利用等事業者の廃止の届出
特定有害廃棄物等の輸出
入等の規制に関する法律
施行規則

1993 3 省令又は規則 1 26 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請様式等 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221673 21 環境省 再生利用等事業者の軽微な変更の届出
特定有害廃棄物等の輸出
入等の規制に関する法律

1992 1 法律 108 15 5 14条第７項の準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請様式等 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221674 21 環境省
再生利用等事業者の軽微な変更に係る認定
証の書替えの申請

特定有害廃棄物等の輸出
入等の規制に関する法律
施行規則

1993 3 省令又は規則 1 28 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請様式等 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221675 21 環境省
再生利用等事業者の認定証の再交付の申
請

特定有害廃棄物等の輸出
入等の規制に関する法律
施行令

1993 2 政令 282 11 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請様式等 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221676 21 環境省
輸入移動書類の交付を受けた者に係る届出
（輸入特定有害廃棄物等の処分を行ったと
き）

特定有害廃棄物等の輸出
入等の規制に関する法律

1992 1 法律 108 12 1 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請様式等 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221677 21 環境省
輸入移動書類の交付を受けた者に係る届出
（輸入特定有害廃棄物等の運搬又は処分を
行わないこととなったとき、失ったとき）

特定有害廃棄物等の輸出
入等の規制に関する法律

1992 1 法律 108 12 1 2,3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請様式等 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221678 21 環境省
再生利用等目的輸入事業者等に係る届出
（輸入特定有害廃棄物等の処分を行ったと
き）

特定有害廃棄物等の輸出
入等の規制に関する法律

1992 1 法律 108 16 12条第１項第１号の準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請様式等 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221679 21 環境省
再生利用等目的輸入事業者等に係る届出
（輸入特定有害廃棄物等の運搬又は処分を
行わないこととなったとき、失ったとき）

特定有害廃棄物等の輸出
入等の規制に関する法律

1992 1 法律 108 16
12条第１項第２号又は第
３号の準用

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 申請様式等 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221680 21 環境省 認定関係事務の規程の認可
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 27 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 認可文書 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221681 21 環境省 負担金の督促状の発出
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 52 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221682 21 環境省 特定国内種事業の届出番号の通知
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 30 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 通知書 11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221683 21 環境省 特定国内種事業の届出に係る事項の公表
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 30 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 特定国内種事業者台帳 11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

特定国内種事
業者届出簿

1 OD

https://www.env
.go.jp/nature/kis
ho/aces-
format.html

1 EXCEL
2 年2～11
回

４月、10月
3-2 二次利用可能なルー
ルを定めていない

221684 21 環境省 特定国内種事業者への指示
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 32 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 指示内容 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221686 21 環境省 特定国際種事業の届出番号の通知
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 5 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 通知書 11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

221687 21 環境省 特定国際種事業の届出に係る事項の公表
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 5 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 特定国際種事業者台帳 11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

特定国際種事
業の届出に係
る事項

1 OD

https://www.env
.go.jp/nature/kis
ho/aces-
format.html

7 構造化
PDF

2 年2～11
回

７月、１月
3-2 二次利用可能なルー
ルを定めていない

221690 19 経済産業省
社外高度人材活用新事業分野開拓計画の
認定の申請

中小企業等経営強化法 1999 1 法律 18 8 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 申請書 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

221691 19 経済産業省
社外高度人材活用新事業分野開拓計画の
変更に係る認定の申請

中小企業等経営強化法 1999 1 法律 18 9 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221692 19 経済産業省 解散命令 技術研究組合法 1961 1 法律 81 178 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221693 19 経済産業省 組合の業務の報告徴収 技術研究組合法 1961 1 法律 81 176
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

221694 19 経済産業省 組合の業務又は会計の状況の検査 技術研究組合法 1961 1 法律 81 177
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221695 19 経済産業省
清算組合の帳簿並びにその事業及び清算に
係る重要な資料の保存

技術研究組合法 1961 1 法律 81 60 会社法第508条の準用 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明
民間における手続であり、
当該手続関係書類の国へ
の報告義務がないため。

221696 19 経済産業省 必要な措置の命令 技術研究組合法 1961 1 法律 81 178 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221697 19 経済産業省
決算関係書類等の提出遅延に係る事前承認
申請

技術研究組合法施行規則 2009 3 省令又は規則 2 93 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221698 19 経済産業省
特定大学技術移転事業実施計画の承認申
請に対する承認

大学等における技術に関
する研究成果の民間事業
者への移転の促進に関す
る法律

1998 1 法律 52 4 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 6 その他
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

大学の技術移
転（TLO）

1 OD

http://www.meti.
go.jp/policy/inno
vation_corp/tlo.h
tml

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 他省庁管理のため不明

221699 19 経済産業省
特定大学技術移転事業実施計画の変更承
認申請に対する承認

大学等における技術に関
する研究成果の民間事業
者への移転の促進に関す
る法律

1998 1 法律 52 5 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 6 その他
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

大学の技術移
転（TLO）

1 OD

http://www.meti.
go.jp/policy/inno
vation_corp/tlo.h
tml

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期 他省庁管理のため不明

221700 19 経済産業省 特定研究成果活用支援事業計画の認定
特定研究成果活用支援事
業計画の認定等に関する
省令

2014 3 省令又は規則 3 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221701 19 経済産業省
特定研究成果活用支援事業計画の変更認
定

特定研究成果活用支援事
業計画の認定等に関する
省令

2014 3 省令又は規則 4 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221702 19 経済産業省
認定特定研究成果活用支援事業計画の軽
微な変更の届出

特定研究成果活用支援事
業計画の認定等に関する
省令

2014 3 省令又は規則 4 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221703 19 経済産業省
認定特定研究成果活用支援事業計画の実
施状況報告

特定研究成果活用支援事
業計画の認定等に関する
省令

2014 3 省令又は規則 7 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221704 19 経済産業省 登録認証機関による認証の取消し報告
電磁的記録に係る日本産
業規格への適合性の認証
に関する省令

2019 3 省令又は規則 22 4
厚生労働省・農林水産
省・経済産業省・国土交
通省令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221705 19 経済産業省 登録認証機関による認証の報告
電磁的記録に係る日本産
業規格への適合性の認証
に関する省令

2019 3 省令又は規則 22 1
厚生労働省・農林水産
省・経済産業省・国土交
通省令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221706 19 経済産業省 登録認証機関による認証契約終了報告
電磁的記録に係る日本産
業規格への適合性の認証
に関する省令

2019 3 省令又は規則 22 5
厚生労働省・農林水産
省・経済産業省・国土交
通省令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221707 19 経済産業省 登録認証機関による認証内容の変更の報告
電磁的記録に係る日本産
業規格への適合性の認証
に関する省令

2019 3 省令又は規則 22 2
厚生労働省・農林水産
省・経済産業省・国土交
通省令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221708 19 経済産業省
登録認証機関による表示停止等の請求の実
施報告

電磁的記録に係る日本産
業規格への適合性の認証
に関する省令

2019 3 省令又は規則 22 3
厚生労働省・農林水産
省・経済産業省・国土交
通省令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221709 19 経済産業省 登録認証機関の登録時申請内容の変更届
電磁的記録に係る日本産
業規格への適合性の認証
に関する省令

2019 3 省令又は規則 27 2
厚生労働省・農林水産
省・経済産業省・国土交
通省令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221710 19 経済産業省 登録認証機関の登録商標の届出
電磁的記録に係る日本産
業規格への適合性の認証
に関する省令

2019 3 省令又は規則 1 4
産業標準化法第32条第1
項

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221711 19 経済産業省 登録認証機関の登録証の交付
電磁的記録に係る日本産
業規格への適合性の認証
に関する省令

2019 3 省令又は規則 6
厚生労働省・農林水産
省・経済産業省・国土交
通省令

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221712 19 経済産業省 登録認証機関の登録証の返納
電磁的記録に係る日本産
業規格への適合性の認証
に関する省令

2019 3 省令又は規則 33
厚生労働省・農林水産
省・経済産業省・国土交
通省令

2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221713 19 経済産業省 登録認証機関の略称の承認申請
電磁的記録に係る日本産
業規格への適合性の認証
に関する省令

2019 3 省令又は規則 1 4
産業標準化法第32条第1
項

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221714 19 経済産業省 登録認証機関による認証の取消し報告
役務に係る日本産業規格
への適合性の認証に関す
る命令

2019 3 省令又は規則 22 4

内閣府・総務省・文部科
学省・厚生労働省・農林
水産省・経済産業省・国
土交通省・環境省令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221715 19 経済産業省 登録認証機関による認証の報告
役務に係る日本産業規格
への適合性の認証に関す
る命令

2019 3 省令又は規則 22 1

内閣府・総務省・文部科
学省・厚生労働省・農林
水産省・経済産業省・国
土交通省・環境省令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221716 19 経済産業省 登録認証機関による認証契約終了報告
役務に係る日本産業規格
への適合性の認証に関す
る命令

2019 3 省令又は規則 22 5

内閣府・総務省・文部科
学省・厚生労働省・農林
水産省・経済産業省・国
土交通省・環境省令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221717 19 経済産業省 登録認証機関による認証内容の変更の報告
役務に係る日本産業規格
への適合性の認証に関す
る命令

2019 3 省令又は規則 22 2

内閣府・総務省・文部科
学省・厚生労働省・農林
水産省・経済産業省・国
土交通省・環境省令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221718 19 経済産業省
登録認証機関による表示停止等の請求の実
施報告

役務に係る日本産業規格
への適合性の認証に関す
る命令

2019 3 省令又は規則 22 3

内閣府・総務省・文部科
学省・厚生労働省・農林
水産省・経済産業省・国
土交通省・環境省令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221719 19 経済産業省 登録認証機関の登録時申請内容の変更届
役務に係る日本産業規格
への適合性の認証に関す
る命令

2019 3 省令又は規則 27 2

内閣府・総務省・文部科
学省・厚生労働省・農林
水産省・経済産業省・国
土交通省・環境省令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221720 19 経済産業省 登録認証機関の登録商標の届出
役務に係る日本産業規格
への適合性の認証に関す
る命令

2019 3 省令又は規則 1 4

内閣府・総務省・文部科
学省・厚生労働省・農林
水産省・経済産業省・国
土交通省・環境省令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221721 19 経済産業省 登録認証機関の登録証の交付
役務に係る日本産業規格
への適合性の認証に関す
る命令

2019 3 省令又は規則 6

内閣府・総務省・文部科
学省・厚生労働省・農林
水産省・経済産業省・国
土交通省・環境省令

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221722 19 経済産業省 登録認証機関の登録証の返納
役務に係る日本産業規格
への適合性の認証に関す
る命令

2019 3 省令又は規則 33

内閣府・総務省・文部科
学省・厚生労働省・農林
水産省・経済産業省・国
土交通省・環境省令

2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221723 19 経済産業省 登録認証機関の略称の承認申請
役務に係る日本産業規格
への適合性の認証に関す
る命令

2019 3 省令又は規則 1 4

内閣府・総務省・文部科
学省・厚生労働省・農林
水産省・経済産業省・国
土交通省・環境省令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221808 21 環境省
型式指定特定原動機の製作等を行わなく
なった旨の届出

特定特殊自動車排出ガス
の規制等に関する法律

2005 1 法律 51 6 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 届出事業者に関する台帳 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 2 公開（OD未対応）
型式指定特定
原動機一覧表

2 非OD

https://www.env
.go.jp/air/car/to
kutei_law/ne_koji
/090814NE-
all.pdf

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期
3-2 二次利用可能なルー
ルを定めていない

221809 21 環境省
型式届出特定特殊自動車の記載事項の変
更の届出

特定特殊自動車排出ガス
の規制等に関する法律

2005 1 法律 51 10 3

特定特殊自動車排出ガス
の規制等に関する法律第
10条第3項、特定特殊自
動車排出ガスの規制等に
関する法律施行規則第14
条第2項

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 届出事業者に関する台帳 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 2 公開（OD未対応）

型式届出特定
特殊自動車の
変更届出の公
示

2 非OD

https://www.env
.go.jp/air/car/to
kutei_law/nv_koji.
html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期
3-2 二次利用可能なルー
ルを定めていない

221810 21 環境省 財務諸表等
特定特殊自動車排出ガス
の規制等に関する法律

2005 1 法律 51 21 5 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 届出書面のスキャンデータ 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

法人のHPにて公開すべき
ものであるため

221811 21 環境省 少数生産特定特殊自動車の特例承認申請
特定特殊自動車排出ガス
の規制等に関する法律

2005 1 法律 51 12 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 届出事業者に関する台帳 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 2 公開（OD未対応）
少数生産車の
承認の公示

2 非OD

https://www.env
.go.jp/air/car/to
kutei_law/ns_koji.
html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期
3-2 二次利用可能なルー
ルを定めていない

221812 21 環境省 特定原動機の型式指定申請
特定特殊自動車排出ガス
の規制等に関する法律

2005 1 法律 51 6 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 届出事業者に関する台帳 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 2 公開（OD未対応）
型式指定特定
原動機一覧表

2 非OD

https://www.env
.go.jp/air/car/to
kutei_law/ne_koji
/090814NE-
all.pdf

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期
3-2 二次利用可能なルー
ルを定めていない

221813 21 環境省
特定特殊自動車の技術基準適合の確認申
請

特定特殊自動車排出ガス
の規制等に関する法律

2005 1 法律 51 17 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 届出事業者に関する台帳 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

確認証は、個々の使用者
の申請に基づき、個々の
特定特殊自動車に対して
発行されるため。

221814 21 環境省 特定特殊自動車の型式届出
特定特殊自動車排出ガス
の規制等に関する法律

2005 1 法律 51 10 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 届出事業者に関する台帳 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 2 公開（OD未対応）
特定特殊自動
車の型式届出
の公示

2 非OD

https://www.env
.go.jp/air/car/to
kutei_law/nv_koji.
html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期
3-2 二次利用可能なルー
ルを定めていない

221815 21 環境省
型式指定特定原動機の記載事項の変更の
届出

特定特殊自動車排出ガス
の規制等に関する法律施
行規則

2006 3 省令又は規則 1 7 1
経済産業省・国土交通
省・環境省令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 届出事業者に関する台帳 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 2 公開（OD未対応）
型式指定特定
原動機一覧表

2 非OD

https://www.env
.go.jp/air/car/to
kutei_law/ne_koji
/090814NE-
all.pdf

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期
3-2 二次利用可能なルー
ルを定めていない

221816 21 環境省 型式指定特定原動機の変更の承認申請
特定特殊自動車排出ガス
の規制等に関する法律施
行規則

2006 3 省令又は規則 1 8 1
経済産業省・国土交通
省・環境省令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 届出事業者に関する台帳 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 2 公開（OD未対応）
型式指定特定
原動機一覧表

2 非OD

https://www.env
.go.jp/air/car/to
kutei_law/ne_koji
/090814NE-
all.pdf

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期
3-2 二次利用可能なルー
ルを定めていない

221817 21 環境省 少数生産車承認取消通知書の交付
特定特殊自動車排出ガス
の規制等に関する法律施
行規則

2006 3 省令又は規則 1 19 16 2
経済産業省・国土交通
省・環境省令

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 届出事業者に関する台帳 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 4 その他 実績がないため

221818 21 環境省 少数生産車承認通知書の交付
特定特殊自動車排出ガス
の規制等に関する法律施
行規則

2006 3 省令又は規則 1 19 16 1
経済産業省・国土交通
省・環境省令

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
届出・申請に係る特定原動機の台
帳

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221819 21 環境省 少数生産車変更承認通知書の交付
特定特殊自動車排出ガス
の規制等に関する法律施
行規則

2006 3 省令又は規則 1 19 16 3
経済産業省・国土交通
省・環境省令

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理）
届出・申請に係る特定原動機の台
帳

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221820 21 環境省
少数生産特定特殊自動車の記載事項の変
更の承認申請

特定特殊自動車排出ガス
の規制等に関する法律施
行規則

2006 3 省令又は規則 1 19 14
経済産業省・国土交通
省・環境省令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 届出事業者に関する台帳 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 2 公開（OD未対応）
少数生産車一
覧

2 非OD
https://www.env
.go.jp/air/car/to
kutei_law.html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期
3-2 二次利用可能なルー
ルを定めていない

221821 21 環境省
少数生産特定特殊自動車の記載事項の変
更の届出

特定特殊自動車排出ガス
の規制等に関する法律施
行規則

2006 3 省令又は規則 1 19 13
経済産業省・国土交通
省・環境省令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 届出事業者に関する台帳 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 2 公開（OD未対応）
少数生産車の
変更届出の公
示

2 非OD

https://www.env
.go.jp/air/car/to
kutei_law/ns_koji.
html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期
3-2 二次利用可能なルー
ルを定めていない

221822 21 環境省
少数生産特定特殊自動車の製作等の廃止
届出

特定特殊自動車排出ガス
の規制等に関する法律施
行規則

2006 3 省令又は規則 1 19 10
経済産業省・国土交通
省・環境省令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 届出事業者に関する台帳 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 2 公開（OD未対応）
少数生産車の
承認の取消し
の公示

2 非OD

https://www.env
.go.jp/air/car/to
kutei_law/ns_koji.
html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期
3-2 二次利用可能なルー
ルを定めていない

221823 21 環境省
少数生産特定特殊自動車の特例の失効届
出

特定特殊自動車排出ガス
の規制等に関する法律施
行規則

2006 3 省令又は規則 1 19 9
経済産業省・国土交通
省・環境省令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 届出事業者に関する台帳 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 2 公開（OD未対応）
少数生産車の
承認の失効届
出の公示

2 非OD

https://www.env
.go.jp/air/car/to
kutei_law/ns_koji.
html

7 構造化
PDF

4 都度更
新

不定期
3-2 二次利用可能なルー
ルを定めていない

221824 21 環境省 少数生産特定特殊自動車の報告
特定特殊自動車排出ガス
の規制等に関する法律施
行規則

2006 3 省令又は規則 1 19 6
経済産業省・国土交通
省・環境省令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 届出事業者に関する台帳 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない

検討を行っていない理由
は、出荷台数管理は申請
者（製造者）にて行う項目
であるため

221825 21 環境省 特定原動機型式指定取消通知書の交付
特定特殊自動車排出ガス
の規制等に関する法律施
行規則

2006 3 省令又は規則 1 9 1 3
経済産業省・国土交通
省・環境省令

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221826 21 環境省 特定原動機型式指定通知書の交付
特定特殊自動車排出ガス
の規制等に関する法律施
行規則

2006 3 省令又は規則 1 9 1 1
経済産業省・国土交通
省・環境省令

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理）
届出・申請に係る特定原動機の台
帳

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221827 21 環境省 特定原動機変更承認通知書の交付
特定特殊自動車排出ガス
の規制等に関する法律施
行規則

2006 3 省令又は規則 1 9 1 2
経済産業省・国土交通
省・環境省令

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理）
届出・申請に係る特定原動機の台
帳

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221828 21 環境省
特定特殊自動車の技術基準適合の確認証
の交付

特定特殊自動車排出ガス
の規制等に関する法律施
行規則

2006 3 省令又は規則 1 22 4
経済産業省・国土交通
省・環境省令

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理）
届出・申請に係る特定原動機の台
帳

11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221829 21 環境省
特定特殊自動車の技術基準適合の確認証
再交付申請

特定特殊自動車排出ガス
の規制等に関する法律施
行規則

2006 3 省令又は規則 1 22 6
経済産業省・国土交通
省・環境省令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221912 19 経済産業省 光ディスク提出票
新規化学物質の製造又は
輸入に係る届出等に関す
る省令

1974 3 省令又は規則 1 12 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

221913 19 経済産業省 電子情報処理組織使用開始申出
新規化学物質の製造又は
輸入に係る届出等に関す
る省令

1974 3 省令又は規則 1 16 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221914 19 経済産業省 電子情報処理組織使用廃止届出
新規化学物質の製造又は
輸入に係る届出等に関す
る省令

1974 3 省令又は規則 1 16 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221915 19 経済産業省 電子情報処理組織使用変更届出
新規化学物質の製造又は
輸入に係る届出等に関す
る省令

1974 3 省令又は規則 1 16 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221943 19 経済産業省 開発供給計画の認定

特定高度情報通信技術活
用システムの開発供給及
び導入の促進に関する法
律

2020 1 法律 37 7 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221944 19 経済産業省 開発供給計画の認定申請

特定高度情報通信技術活
用システムの開発供給及
び導入の促進に関する法
律

2020 1 法律 37 7 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221945 19 経済産業省 開発供給計画の不認定

特定高度情報通信技術活
用システムの開発供給及
び導入の促進に関する法
律

2020 1 法律 37 7 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221946 19 経済産業省 開発供給等促進業務休廃止届出

特定高度情報通信技術活
用システムの開発供給及
び導入の促進に関する法
律

2020 1 法律 37 19 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221947 19 経済産業省 指定金融機関の指定申請

特定高度情報通信技術活
用システムの開発供給及
び導入の促進に関する法
律

2020 1 法律 37 13 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221948 19 経済産業省 指定金融機関業務規程変更認可申請

特定高度情報通信技術活
用システムの開発供給及
び導入の促進に関する法
律

2020 1 法律 37 15 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221949 19 経済産業省 指定金融機関称号等変更届出

特定高度情報通信技術活
用システムの開発供給及
び導入の促進に関する法
律

2020 1 法律 37 14 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221950 19 経済産業省 導入計画の認定

特定高度情報通信技術活
用システムの開発供給及
び導入の促進に関する法
律

2020 1 法律 37 9 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221951 19 経済産業省 導入計画の認定申請

特定高度情報通信技術活
用システムの開発供給及
び導入の促進に関する法
律

2020 1 法律 37 9 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221952 19 経済産業省 導入計画の不認定

特定高度情報通信技術活
用システムの開発供給及
び導入の促進に関する法
律

2020 1 法律 37 9 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221953 19 経済産業省 認定開発供給計画の軽微変更の届出

特定高度情報通信技術活
用システムの開発供給及
び導入の促進に関する法
律

2020 1 法律 37 8 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221954 19 経済産業省 認定開発供給計画の実施状況報告

特定高度情報通信技術活
用システムの開発供給及
び導入の促進に関する法
律

2020 1 法律 37 29 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221955 19 経済産業省 認定開発供給計画の取消し

特定高度情報通信技術活
用システムの開発供給及
び導入の促進に関する法
律

2020 1 法律 37 8 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221956 19 経済産業省 認定開発供給計画の変更指示

特定高度情報通信技術活
用システムの開発供給及
び導入の促進に関する法
律

2020 1 法律 37 8 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221957 19 経済産業省 認定開発供給計画の変更申請

特定高度情報通信技術活
用システムの開発供給及
び導入の促進に関する法
律

2020 1 法律 37 8 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221958 19 経済産業省 認定開発供給計画の変更認定

特定高度情報通信技術活
用システムの開発供給及
び導入の促進に関する法
律

2020 1 法律 37 8 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221959 19 経済産業省 認定開発供給計画の変更不認定

特定高度情報通信技術活
用システムの開発供給及
び導入の促進に関する法
律

2020 1 法律 37 8 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221960 19 経済産業省 認定導入計画の軽微変更の届出

特定高度情報通信技術活
用システムの開発供給及
び導入の促進に関する法
律

2020 1 法律 37 10 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221961 19 経済産業省 認定導入計画の実施状況報告

特定高度情報通信技術活
用システムの開発供給及
び導入の促進に関する法
律

2020 1 法律 37 29 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221962 19 経済産業省 認定導入計画の取消し

特定高度情報通信技術活
用システムの開発供給及
び導入の促進に関する法
律

2020 1 法律 37 10 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221963 19 経済産業省 認定導入計画の変更指示

特定高度情報通信技術活
用システムの開発供給及
び導入の促進に関する法
律

2020 1 法律 37 10 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221964 19 経済産業省 認定導入計画の変更申請

特定高度情報通信技術活
用システムの開発供給及
び導入の促進に関する法
律

2020 1 法律 37 10 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221965 19 経済産業省 認定導入計画の変更認定

特定高度情報通信技術活
用システムの開発供給及
び導入の促進に関する法
律

2020 1 法律 37 10 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221966 19 経済産業省 認定導入計画の変更不認定

特定高度情報通信技術活
用システムの開発供給及
び導入の促進に関する法
律

2020 1 法律 37 10 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221967 19 経済産業省
法第26条の規定に基づく基準に適合すること
の確認の取消し

特定高度情報通信技術活
用システムの開発供給及
び導入の促進に関する法
律

2020 1 法律 37 26 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221968 19 経済産業省
法第26条の規定に基づく基準に適合すること
の確認申請及び適合証明

特定高度情報通信技術活
用システムの開発供給及
び導入の促進に関する法
律

2020 1 法律 37 26 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221969 19 経済産業省
法第26条の規定に基づく基準に適合すること
の変更確認申請及び適合証明

特定高度情報通信技術活
用システムの開発供給及
び導入の促進に関する法
律

2020 1 法律 37 26 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221970 19 経済産業省 事業用電気工作物の工事計画の認可申請 電気事業法施行規則 1995 3 省令又は規則 77 63 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221971 19 経済産業省
事業用電気工作物の工事計画の変更の認
可申請

電気事業法施行規則 1995 3 省令又は規則 77 63 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221972 19 経済産業省
バイオエタノール及びバイオETBEの関税無
税化のためのバイオ由来証明

関税暫定措置法施行令 1960 2 政令 69 4 1

様式については、経済産
業省省令及び「バイオエタ
ノール及びバイオETBEの
関税無税化のためのバイ
オ由来証明の取扱い（資
源エネルギー庁長官）」に
おいて定めている。

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない

221973 19 経済産業省 石油の使用の申出
石油需給適正化法に基づ
く石油の使用の制限に関
する省令

1974 3 省令又は規則 1 2 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221974 19 経済産業省
特定下請連携事業計画の軽微な変更に係る
届出

下請中小企業振興法 1970 1 法律 145 10 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221975 19 経済産業省 実施状況の報告 下請中小企業振興法 1970 1 法律 145 14 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221976 19 経済産業省 振興事業計画に係る承認の申請 下請中小企業振興法 1970 1 法律 145 5 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221977 19 経済産業省 振興事業計画の変更に係る承認の申請 下請中小企業振興法 1970 1 法律 145 7 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221978 19 経済産業省 特定下請連携事業計画に係る承認の申請 下請中小企業振興法 1970 1 法律 145 8 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221979 19 経済産業省
特定下請連携事業計画の変更に係る承認の
申請

下請中小企業振興法 1970 1 法律 145 10 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221981 19 経済産業省
海外支店、出張所の設置、移転、種類の変
更、廃止

株式会社商工組合中央金
庫法

2007 1 法律 74 2 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221982 19 経済産業省 株主の資格等
株式会社商工組合中央金
庫法

2007 1 法律 74 6 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

2 独立行政法人等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221983 19 経済産業省 特別準備金の額の見通し等
株式会社商工組合中央金
庫法

2007 1 法律 74 48 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221984 19 経済産業省 業務報告書･中間業務報告書
株式会社商工組合中央金
庫法

2007 1 法律 74 51 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221985 19 経済産業省 報告又は資料の提出
株式会社商工組合中央金
庫法

2007 1 法律 74 57 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221986 19 経済産業省
合併、会社分割、事業の譲渡又は譲受け及
び解散

株式会社商工組合中央金
庫法

2007 1 法律 74 61 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221988 19 経済産業省
国内出張所、本支店の設置、移転、種類の
変更、廃止

株式会社商工組合中央金
庫法

2007 1 法律 74 2 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221989 19 経済産業省 資本金の増加、減少
株式会社商工組合中央金
庫法

2007 1 法律 74 3 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

221991 19 経済産業省 主要株主に係る認可
株式会社商工組合中央金
庫法

2007 1 法律 74 8 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

2 独立行政法人等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221992 19 経済産業省 商工債の発行
株式会社商工組合中央金
庫法

2007 1 法律 74 35 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221993 19 経済産業省 剰余金処分
株式会社商工組合中央金
庫法

2007 1 法律 74 49 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221994 19 経済産業省 新株・新株予約権の発行
株式会社商工組合中央金
庫法

2007 1 法律 74 4 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221995 19 経済産業省 代表取締役、監査役の選任
株式会社商工組合中央金
庫法

2007 1 法律 74 18 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

221998 19 経済産業省 定款変更
株式会社商工組合中央金
庫法

2007 1 法律 74 16 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

222000 19 経済産業省 危機対応業務に関する事業計画
株式会社商工組合中央金
庫法

2007 1 法律 367 附則2 4 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222006 19 経済産業省 指定金融機関の業務の休廃止

株式会社日本政策金融公
庫の危機対応円滑化業務
の実施に関し必要な事項
を定める省令

2008 3 省令又は規則 2 12 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222007 19 経済産業省 指定金融機関の業務規程の変更

株式会社日本政策金融公
庫の危機対応円滑化業務
の実施に関し必要な事項
を定める省令

2008 3 省令又は規則 2 8 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222008 19 経済産業省 指定金融機関の指定

株式会社日本政策金融公
庫の危機対応円滑化業務
の実施に関し必要な事項
を定める省令

2008 3 省令又は規則 2 4 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222009 19 経済産業省 指定金融機関の商号等の変更

株式会社日本政策金融公
庫の危機対応円滑化業務
の実施に関し必要な事項
を定める省令

2008 3 省令又は規則 2 6 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222010 19 経済産業省 指定金融機関の地位の承継

株式会社日本政策金融公
庫の危機対応円滑化業務
の実施に関し必要な事項
を定める省令

2008 3 省令又は規則 2 7 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222011 19 経済産業省 株主総会の決議（認可）
株式会社日本政策金融公
庫法

2007 1 法律 57 43 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222025 19 経済産業省 予算の繰越し（承認）
株式会社日本政策金融公
庫法

2007 1 法律 57 46 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222030 19 経済産業省
株主総会に提出した事業報告書及び附属明
細書

経済産業省・財務省・内閣
府関係株式会社商工組合
中央金庫法施行規則

2008 3 省令又は規則 1 90 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222031 19 経済産業省 株主総会等の決議による自己株式の取得
経済産業省・財務省・内閣
府関係株式会社商工組合
中央金庫法施行規則

2008 3 省令又は規則 1 90 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222032 19 経済産業省
基準議決権数を超えて議決権を保有すること
についての承認の申請

経済産業省・財務省・内閣
府関係株式会社商工組合
中央金庫法施行規則

2008 3 省令又は規則 1 76 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222033 19 経済産業省 休日の承認申請
経済産業省・財務省・内閣
府関係株式会社商工組合
中央金庫法施行規則

2008 3 省令又は規則 1 66 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222034 19 経済産業省

取引先である会社との間の合理的な経営改
善のための計画に基づき取得した当該会社
の発行する株式を当該会社の経営の状況の
改善に伴い相当の期間内に処分するために
必要な当該株式の転換についての承認

経済産業省・財務省・内閣
府関係株式会社商工組合
中央金庫法施行規則

2008 3 省令又は規則 1 75 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222035 19 経済産業省
従属業務等を専ら営む会社等を子会社としよ
うとする場合等の届出

経済産業省・財務省・内閣
府関係株式会社商工組合
中央金庫法施行規則

2008 3 省令又は規則 1 74 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222036 19 経済産業省 組合等代理に係る契約の変更
経済産業省・財務省・内閣
府関係株式会社商工組合
中央金庫法施行規則

2008 3 省令又は規則 1 4 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222037 19 経済産業省 電子決済等代行業の開業
株式会社商工組合中央金
庫法

2007 1 法律 74 60 8 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222038 19 経済産業省 電子決済等代行業の登録
株式会社商工組合中央金
庫法

2007 1 法律 74 60 4 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222039 19 経済産業省 電子決済等代行業の廃業
株式会社商工組合中央金
庫法

2007 1 法律 74 60 9 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222040 19 経済産業省 電子決済等代行業の変更
株式会社商工組合中央金
庫法

2007 1 法律 74 60 7 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222042 19 経済産業省
同一人に対する合算信用供与等限度額を超
える場合

経済産業省・財務省・内閣
府関係株式会社商工組合
中央金庫法施行規則

2008 3 省令又は規則 1 30 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222043 19 経済産業省
同一人に対する信用供与等限度額を超える
場合

経済産業省・財務省・内閣
府関係株式会社商工組合
中央金庫法施行規則

2008 3 省令又は規則 1 27 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222044 19 経済産業省 特定関係者との間の取引等の承認申請
経済産業省・財務省・内閣
府関係株式会社商工組合
中央金庫法施行規則

2008 3 省令又は規則 1 33 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222045 19 経済産業省 認可事項の実行(一括届出）
経済産業省・財務省・内閣
府関係株式会社商工組合
中央金庫法施行規則

2008 3 省令又は規則 1 90 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222046 19 経済産業省 認可事項の実行(減資)
経済産業省・財務省・内閣
府関係株式会社商工組合
中央金庫法施行規則

2008 3 省令又は規則 1 90 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし
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条
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月
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掲載
URL

ファイ
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式
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222047 19 経済産業省
認可対象会社を子会社とすることについての
認可申請

経済産業省・財務省・内閣
府関係株式会社商工組合
中央金庫法施行規則

2008 3 省令又は規則 1 73 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222048 19 経済産業省 不祥事件等
経済産業省・財務省・内閣
府関係株式会社商工組合
中央金庫法施行規則

2008 3 省令又は規則 1 90 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222049 19 経済産業省 臨時休業等の届出等
経済産業省・財務省・内閣
府関係株式会社商工組合
中央金庫法施行規則

2008 3 省令又は規則 1 68 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222050 19 経済産業省 劣後ローン、劣後社債の期限前償還
経済産業省・財務省・内閣
府関係株式会社商工組合
中央金庫法施行規則

2008 3 省令又は規則 1 90 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222051 19 経済産業省 劣後ローンの借入、劣後社債の発行
経済産業省・財務省・内閣
府関係株式会社商工組合
中央金庫法施行規則

2008 3 省令又は規則 1 90 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222052 19 経済産業省 株主資格喪失者保有株式数等の1/2超過
経済産業省・財務省関係
株式会社商工組合中央金
庫法施行規則

2008 3 省令又は規則 1 25 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

222053 19 経済産業省 取締役の就任、退任
経済産業省・財務省関係
株式会社商工組合中央金
庫法施行規則

2008 3 省令又は規則 1 25 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222054 19 経済産業省 認可事項の実行(新株発行)
経済産業省・財務省関係
株式会社商工組合中央金
庫法施行規則

2008 3 省令又は規則 1 25 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222055 19 経済産業省 認可事項の実行(定款変更)
経済産業省・財務省関係
株式会社商工組合中央金
庫法施行規則

2008 3 省令又は規則 1 25 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

222056 19 経済産業省
無資格者に対する売渡請求による自己株式
取得

経済産業省・財務省関係
株式会社商工組合中央金
庫法施行規則

2008 3 省令又は規則 1 25 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222058 19 経済産業省
地域産業資源活用支援事業計画の変更申
請

中小企業による地域産業
資源を活用した事業活動
の促進に関する法律

2007 1 法律 39 9 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222060 19 経済産業省 地域産業資源活用事業計画の変更申請
中小企業による地域産業
資源を活用した事業活動
の促進に関する法律

2007 1 法律 39 7 4 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 3 地方等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222061 19 経済産業省 促進区域指定の公告・縦覧

海洋再生可能エネルギー
発電設備の整備に係る海
域の利用の促進に関する
法律

2018 1 法律 89 8 3 3 縦覧等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222062 19 経済産業省
促進区域の指定の案についての意見書の提
出

海洋再生可能エネルギー
発電設備の整備に係る海
域の利用の促進に関する
法律

2018 1 法律 89 8 4 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222063 19 経済産業省
促進区域指定に係る関係行政機関の長との
協議

海洋再生可能エネルギー
発電設備の整備に係る海
域の利用の促進に関する
法律

2018 1 法律 89 8 5 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222064 19 経済産業省
促進区域指定に係る関係都道府県知事の意
見の聴取

海洋再生可能エネルギー
発電設備の整備に係る海
域の利用の促進に関する
法律

2018 1 法律 89 8 5 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222065 19 経済産業省 促進区域指定に係る協議会の意見の聴取

海洋再生可能エネルギー
発電設備の整備に係る海
域の利用の促進に関する
法律

2018 1 法律 89 8 5 1 申請等 1 国 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222066 19 経済産業省 促進区域の指定の公告

海洋再生可能エネルギー
発電設備の整備に係る海
域の利用の促進に関する
法律

2018 1 法律 89 8 6 3 縦覧等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222067 19 経済産業省 促進区域の指定の解除・区域の変更

海洋再生可能エネルギー
発電設備の整備に係る海
域の利用の促進に関する
法律

2018 1 法律 89 8 7
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 3 地方等 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222068 19 経済産業省 促進区域指定解除・区域変更の公告・縦覧

海洋再生可能エネルギー
発電設備の整備に係る海
域の利用の促進に関する
法律

2018 1 法律 89 8 7 3 縦覧等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222069 19 経済産業省
促進区域の指定解除・区域変更の案につい
ての意見書の提出

海洋再生可能エネルギー
発電設備の整備に係る海
域の利用の促進に関する
法律

2018 1 法律 89 8 7 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222070 19 経済産業省
促進区域指定解除・区域変更に係る関係行
政機関の長との協議

海洋再生可能エネルギー
発電設備の整備に係る海
域の利用の促進に関する
法律

2018 1 法律 89 8 7 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222071 19 経済産業省
促進区域指定解除・区域変更に係る関係都
道府県知事の意見の聴取

海洋再生可能エネルギー
発電設備の整備に係る海
域の利用の促進に関する
法律

2018 1 法律 89 8 7 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222072 19 経済産業省
促進区域指定解除・区域変更に係る協議会
の意見の聴取

海洋再生可能エネルギー
発電設備の整備に係る海
域の利用の促進に関する
法律

2018 1 法律 89 8 7 1 申請等 1 国 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222073 19 経済産業省 調達価格等算定委員会の意見聴取

海洋再生可能エネルギー
発電設備の整備に係る海
域の利用の促進に関する
法律

2018 1 法律 89 13 4 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222074 19 経済産業省
関係都道府県知事及び学識経験者の意見聴
取

海洋再生可能エネルギー
発電設備の整備に係る海
域の利用の促進に関する
法律

2018 1 法律 89 13 5 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222075 19 経済産業省 公募占用指針の公示

海洋再生可能エネルギー
発電設備の整備に係る海
域の利用の促進に関する
法律

2018 1 法律 89 13 6 3 縦覧等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222076 19 経済産業省
公募占用指針の変更に係る関係都道府県知
事及び学識経験者の意見聴取

海洋再生可能エネルギー
発電設備の整備に係る海
域の利用の促進に関する
法律

2018 1 法律 89 13 7 1 申請等 1 国 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222077 19 経済産業省 公募占用指針の変更の公示

海洋再生可能エネルギー
発電設備の整備に係る海
域の利用の促進に関する
法律

2018 1 法律 89 13 7 3 縦覧等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222078 19 経済産業省 公募占用計画の提出

海洋再生可能エネルギー
発電設備の整備に係る海
域の利用の促進に関する
法律

2018 1 法律 89 14 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222079 19 経済産業省
選定事業者の選定に係る学識経験者の意見
の聴取

海洋再生可能エネルギー
発電設備の整備に係る海
域の利用の促進に関する
法律

2018 1 法律 89 15 4 1 申請等 1 国 5 国民等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222080 19 経済産業省 選定事業者を選定した旨の通知

海洋再生可能エネルギー
発電設備の整備に係る海
域の利用の促進に関する
法律

2018 1 法律 89 15 6
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222081 19 経済産業省 公募占用計画の認定に係る公示

海洋再生可能エネルギー
発電設備の整備に係る海
域の利用の促進に関する
法律

2018 1 法律 89 17 2 3 縦覧等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222082 19 経済産業省 公募占用計画の変更の申請

海洋再生可能エネルギー
発電設備の整備に係る海
域の利用の促進に関する
法律

2018 1 法律 89 18 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222083 19 経済産業省 公募占用計画の変更に係る公告

海洋再生可能エネルギー
発電設備の整備に係る海
域の利用の促進に関する
法律

2018 1 法律 89 18 3 3 縦覧等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222084 19 経済産業省 公募占用計画の軽微な変更の届出

海洋再生可能エネルギー
発電設備の整備に係る海
域の利用の促進に関する
法律

2018 1 法律 89 18 4 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222085 19 経済産業省 公募占用計画の認定の取消し

海洋再生可能エネルギー
発電設備の整備に係る海
域の利用の促進に関する
法律

2018 1 法律 89 21 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222086 19 経済産業省 選定事業者に対する報告徴収及び検査

海洋再生可能エネルギー
発電設備の整備に係る海
域の利用の促進に関する
法律

2018 1 法律 89 25 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222087 19 経済産業省 発電事業者等への情報提供

海洋再生可能エネルギー
発電設備の整備に係る海
域の利用の促進に関する
法律

2018 1 法律 89 4 2 1 申請等 1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222088 19 経済産業省
洋上風力発電設備の設置を目的とする
風況、海底地質等のデータ取得のための調
査について

海洋再生可能エネルギー
発電設備の整備に係る海
域の利用の促進に関する
法律

2018 1 法律 89 8 2 1 申請等 1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222089 19 経済産業省
発電事業者からの系統情報の提供及び系統
の活用に係る誓約書の提出について

海洋再生可能エネルギー
発電設備の整備に係る海
域の利用の促進に関する
法律

2018 1 法律 89 8 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222099 18 農林水産省
商品先物取引仲介業者による補てんに係る
損失が事故に起因するものであることの確認

商品先物取引法 1950 1 法律 239 240 17 1 第214条の3第3項 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

222100 18 農林水産省
商品先物取引仲介業者の事業報告書の提
出

商品先物取引法 1950 1 法律 239 240 21 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

222101 18 農林水産省
商品先物取引業者の委託者保護基金加入
の届出

商品先物取引法 1950 1 法律 239 276 4 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 4 業界（産業）動向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない

222102 18 農林水産省
主務大臣による商品先物取引業者の他の委
託者保護基金脱退の承認

商品先物取引法 1950 1 法律 239 277 2 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222103 18 農林水産省
特定店頭商品デリバティブ取引業者の名簿
作成

商品先物取引法 1950 1 法律 239 349 2 前段 4 作成・保存等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 法人名、所在地 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

法人名 2 非OD

http://www.maff.
go.jp/j/shokusan
/syoutori/dealin
g/attach/pdf/gy
ousha-95.pdf

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

222104 18 農林水産省
特定店頭商品デリバティブ取引業者名簿の
公衆の縦覧

商品先物取引法 1950 1 法律 239 349 2 後段 3 縦覧等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 法人名、所在地 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

法人名 2 非OD

http://www.maff.
go.jp/j/shokusan
/syoutori/dealin
g/attach/pdf/gy
ousha-95.pdf

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

222105 18 農林水産省 商品投資顧問業者の許可（申請等）
商品投資に係る事業の規
制に関する法律

1991 1 法律 66 5 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 業者一覧作成 11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

商品投資顧問
業者一覧

2 非OD

http://www.maff.
go.jp/j/shokusan
/syoutori/dealin
g/gyousha.html#l
icense_table

4 RDF
4 都度更
新

不定期

222106 18 農林水産省 商品先物取引業者に対する勧告通知 商品先物取引法 1950 1 法律 239 233 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222107 18 農林水産省
商品先物取引業者の純資産額規制比率に関
する許可取消通知

商品先物取引法 1950 1 法律 239 235 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222108 18 農林水産省 商品先物取引仲介業者役員解任命令通知 商品先物取引法 1950 1 法律 239 240 23 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222109 18 農林水産省 商品先物取引業の許可及び許可更新の申請 商品先物取引法 1950 1 法律 239 192 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

222110 18 農林水産省 商品先物取引業の開始届 商品先物取引法 1950 1 法律 239 195 1 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

222111 18 農林水産省
商品先物取引業者に対する資産国内保有命
令通知

商品先物取引法 1950 1 法律 239 234 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222112 18 農林水産省
商品先物取引業者に対する純資産額規制比
率に関する業務停止命令通知

商品先物取引法 1950 1 法律 239 235 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222113 18 農林水産省
特定店頭商品デリバティブ取引業者の帳簿
作成及び保存

商品先物取引法 1950 1 法律 239 349 4 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222114 18 農林水産省
特定店頭商品デリバティブ取引業者に対する
報告徴収

商品先物取引法 1950 1 法律 239 349 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222115 18 農林水産省
特定店頭商品デリバティブ取引業者に対する
業務改善命令

商品先物取引法 1950 1 法律 239 349 7
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222116 18 農林水産省
特定店頭商品デリバティブ取引業者に対する
業務停止命令

商品先物取引法 1950 1 法律 239 349 8
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222117 18 農林水産省 商品先物取引契約締結前書面の交付 商品先物取引法 1950 1 法律 239 217
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 5 国民等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222118 18 農林水産省
商品先物取引業者による商品先物取引成立
の通知

商品先物取引法 1950 1 法律 239 220
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 5 国民等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222119 18 農林水産省
商品先物取引証拠金等の受領に係る書面の
交付

商品先物取引法 1950 1 法律 239 220 2
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 5 国民等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222120 18 農林水産省 商品投資顧問契約の締結前書面の交付
商品投資に係る事業の規
制に関する法律

1991 1 法律 66 18
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 5 国民等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222121 18 農林水産省 商品投資顧問契約の締結時書面の交付
商品投資に係る事業の規
制に関する法律

1991 1 法律 66 19
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 5 国民等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222122 18 農林水産省 商品投資顧問契約に係る報告書の交付
商品投資に係る事業の規
制に関する法律

1991 1 法律 66 20
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 5 国民等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222123 18 農林水産省
商品投資顧問契約締結顧客への書面の交
付

商品投資に係る事業の規
制に関する法律

1991 1 法律 66 21
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 5 国民等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222124 18 農林水産省
特定委託者である個人が一般顧客として取り
扱う場合の申出

商品先物取引法 1950 1 法律 239 197 4 3
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 5 国民等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222125 18 農林水産省
特定委託者である法人が一般顧客として取り
扱う場合の申出

商品先物取引法 1950 1 法律 239 197 5 12
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 5 国民等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222126 18 農林水産省 特定委託者とみなされる場合の申出 商品先物取引法 1950 1 法律 239 197 6 2
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 5 国民等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222127 18 農林水産省
商品先物取引業者による純資産額規制比率
を記載した書面の縦覧

商品先物取引法 1950 1 法律 239 211 3 3 縦覧等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222128 18 農林水産省 商品先物取引業者による帳簿の作成・保存 商品先物取引法 1950 1 法律 239 222 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222129 18 農林水産省
顧客が他社契約者でなければ契約を締結で
きない旨の説明を受けたことを証する書面の
保存

商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 102 2 1 2
農林水産省・経済産業省
令

4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222130 18 農林水産省
顧客が他社契約者であることを自ら申告した
書面の保存

商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 102 2 1 2
農林水産省・経済産業省
令

4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222131 18 農林水産省
顧客が要件を満たす者でなければ商品取引
契約を締結できない旨の説明を受けたことを
証する書面の保存

商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 102 2 1 3
農林水産省・経済産業省
令

4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222132 18 農林水産省 顧客が要件を満たすことを証する書面の保存 商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 102 2 1 3
農林水産省・経済産業省
令

4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222133 18 農林水産省
商品先物取引業者に対する取消し及び業務
停止命令通知

商品先物取引法 1950 1 法律 239 236 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可事業者に関する台帳 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

222134 18 農林水産省 商品先物取引業者役員解任命令通知 商品先物取引法 1950 1 法律 239 236 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222135 18 農林水産省
商品先物取引仲介業に関する帳簿の作成・
保存

商品先物取引法 1950 1 法律 239 240 20 1 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222136 18 農林水産省
商品先物取引仲介業者に対する報告徴収通
知

商品先物取引法 1950 1 法律 239 240 22 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

222137 18 農林水産省
商品先物取引仲介業者に対する取消し及び
業務停止命令通知

商品先物取引法 1950 1 法律 239 240 23 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

222138 18 農林水産省 商品先物取引業者の合併及び分割の申請 商品先物取引法 1950 1 法律 239 225 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

222139 18 農林水産省 商品先物取引業者の事業譲渡の申請 商品先物取引法 1950 1 法律 239 228 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

222140 18 農林水産省 商品先物取引業者に対する報告徴収通知 商品先物取引法 1950 1 法律 239 231 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

222141 18 農林水産省
商品先物取引業者に対する業務改善命令通
知

商品先物取引法 1950 1 法律 239 232 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

222142 18 農林水産省 商品先物取引業の許可 商品先物取引法 1950 1 法律 239 190 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可事業者に関する台帳 11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

許可事業者の
リスト

2 非OD

http://www.maff.
go.jp/j/shokusan
/syoutori/dealin
g/gyousha.html#l
icense_table

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

222143 18 農林水産省 商品先物取引業の許可の更新 商品先物取引法 1950 1 法律 239 190 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可事業者に関する台帳 11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

許可事業者の
リスト

2 非OD

http://www.maff.
go.jp/j/shokusan
/syoutori/dealin
g/gyousha.html#l
icense_table

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

222144 18 農林水産省
商品先物取引業者の商号等変更の届出書
の提出

商品先物取引法 1950 1 法律 239 195 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可事業者に関する台帳 11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない

222145 18 農林水産省
商品先物取引業者の兼業業務の開始の届
出書の提出

商品先物取引法 1950 1 法律 239 196 1 前段 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

222146 18 農林水産省
商品先物取引業者の兼業業務届出事項の
変更及び廃止の届出書の提出

商品先物取引法 1950 1 法律 239 196 1 後段 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

222147 18 農林水産省
商品先物取引業者の支配関係の発生の届
出書の提出

商品先物取引法 1950 1 法律 239 196 2 前段 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

222148 18 農林水産省
商品先物取引業者の支配関係届出事項の
変更及び支配関係の解消の届出書の提出

商品先物取引法 1950 1 法律 239 196 2 後段 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

222149 18 農林水産省 商品先物取引業者の廃業の届出等 商品先物取引法 1950 1 法律 239 197 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可事業者に関する台帳 11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

許可事業者の
リスト

2 非OD

http://www.maff.
go.jp/j/shokusan
/syoutori/dealin
g/gyousha.html#l
icense_table

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

222150 18 農林水産省 商品先物取引業の廃止等の公告の届出 商品先物取引法 1950 1 法律 239 197 4 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 4 業界（産業）動向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない

222151 18 農林水産省
商品先物取引業者の純資産額規制比率の
届出

商品先物取引法 1950 1 法律 239 211 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 1 有 4 業界（産業）動向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない

222152 18 農林水産省
商品先物取引業者による補てんに係る損失
が事故に起因するものであることの確認

商品先物取引法 1950 1 法律 239 214 3 3 ただし書 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

222153 18 農林水産省
主務大臣による商品先物取引業者の商品取
引責任準備金の取崩しの承認

商品先物取引法 1950 1 法律 239 221 2 ただし書
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222154 18 農林水産省 商品先物取引業者の事業報告書の提出 商品先物取引法 1950 1 法律 239 224 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

222155 18 農林水産省 商品先物取引業者の合併及び分割の認可 商品先物取引法 1950 1 法律 239 225 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可事業者に関する台帳 11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

許可事業者の
リスト

2 非OD

http://www.maff.
go.jp/j/shokusan
/syoutori/dealin
g/gyousha.html#l
icense_table

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

222156 18 農林水産省 商品先物取引業者の事業譲渡の認可 商品先物取引法 1950 1 法律 239 228 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 許可事業者に関する台帳 11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

許可事業者の
リスト

2 非OD

http://www.maff.
go.jp/j/shokusan
/syoutori/dealin
g/gyousha.html#l
icense_table

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

222157 18 農林水産省 商品先物取引仲介業の登録 商品先物取引法 1950 1 法律 239 240 2 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 登録事業者に関する台帳 11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

登録事業者の
リスト

2 非OD

http://www.maff.
go.jp/j/shokusan
/syoutori/dealin
g/gyousha.html#l
icense_table

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

222158 18 農林水産省 商品先物取引仲介業の登録の更新 商品先物取引法 1950 1 法律 239 240 2 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 登録事業者に関する台帳 11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

登録事業者の
リスト

2 非OD

http://www.maff.
go.jp/j/shokusan
/syoutori/dealin
g/gyousha.html#l
icense_table

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

222159 18 農林水産省 商品先物取引仲介業の登録申請書の提出 商品先物取引法 1950 1 法律 239 240 3 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 登録事業者に関する台帳 11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

登録事業者の
リスト

2 非OD

http://www.maff.
go.jp/j/shokusan
/syoutori/dealin
g/gyousha.html#l
icense_table

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

222160 18 農林水産省
商品先物取引仲介業の登録変更の届出書
の提出

商品先物取引法 1950 1 法律 239 240 6 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 登録事業者に関する台帳 11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

登録事業者の
リスト

2 非OD

http://www.maff.
go.jp/j/shokusan
/syoutori/dealin
g/gyousha.html#l
icense_table

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

222161 18 農林水産省
商品先物取引仲介業の廃業の届出書の提
出

商品先物取引法 1950 1 法律 239 240 7 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 登録事業者に関する台帳 11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

登録事業者の
リスト

2 非OD

http://www.maff.
go.jp/j/shokusan
/syoutori/dealin
g/gyousha.html#l
icense_table

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

222162 18 農林水産省 特定店頭商品デリバティブ取引業者の届出 商品先物取引法 1950 1 法律 239 349 1 前段 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 届出事業者に関する台帳 11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

特定店頭商品
デリバティブ取
引業者一覧

2 非OD

http://www.maff.
go.jp/j/shokusan
/syoutori/dealin
g/gyousha.html#l
icense_table

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

222163 18 農林水産省
特定店頭商品デリバティブ取引業者の届出
事項変更の届出

商品先物取引法 1950 1 法律 239 349 1 後段 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 届出事業者に関する台帳 11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

特定店頭商品
デリバティブ取
引業者一覧

2 非OD

http://www.maff.
go.jp/j/shokusan
/syoutori/dealin
g/gyousha.html#l
icense_table

6 非構造
化PDF

4 都度更
新

不定期

222164 18 農林水産省
特定店頭商品デリバティブ取引業者による補
てんに係る損失が事故に起因するものである
ことの確認

商品先物取引法 1950 1 法律 239 349 3 第214条の3第3項準用 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222165 18 農林水産省
商品又は商品指数が上場商品又は上場商
品指数となった場合の特定店頭商品デリバ
ティブ業者の氏名等の届出

商品先物取引法 1950 1 法律 239 349 9 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 4 その他 他省庁管理のため

222166 18 農林水産省
商品先物取引業者の短期劣後債務の期限
前弁済等の承認

商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 38 4 3
農林水産省・経済産業省
令

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 承認申請書 11 該当なし 2 無 3 非公開 4 その他 他省庁管理のため

222167 18 農林水産省
商品先物取引業者の長期劣後債務の期限
前弁済等の承認

商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 38 5 3
農林水産省・経済産業省
令

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222168 18 農林水産省
商品先物取引業者の委託者資産保全措置に
関する契約の締結又は変更の契約書の写し
の提出

商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 98 2
農林水産省・経済産業省
令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

222169 18 農林水産省
商品先物取引業者の委託者資産保全措置に
関する契約の解除の届出

商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 98 3
農林水産省・経済産業省
令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

222170 18 農林水産省
商品先物取引業者の業務または財産の状況
に関する報告書の提出

商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 117 1 1
農林水産省・経済産業省
令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 財務状況 11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない

222171 18 農林水産省
商品先物取引業者の訴訟又は調停の発生
状況及びその処理状況についての報告書の
提出

商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 117 1 2
農林水産省・経済産業省
令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 訴訟又は調停の発生状況 11 該当なし 1 有 4 業界（産業）動向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない

222172 18 農林水産省 商品投資顧問業者の許可
商品投資に係る事業の規
制に関する法律

1991 1 法律 66 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 業者一覧作成 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

商品投資顧問
業者一覧

2 非OD

http://www.maff.
go.jp/j/shokusan
/syoutori/dealin
g/gyousha.html#l
icense_table

4 RDF
4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

222173 18 農林水産省
商品投資顧問業者の許可の有効期間の更
新

商品投資に係る事業の規
制に関する法律

1991 1 法律 66 8 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 業者一覧作成 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

商品投資顧問
業者一覧

2 非OD

http://www.maff.
go.jp/j/shokusan
/syoutori/dealin
g/gyousha.html#l
icense_table

4 RDF
4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

222174 18 農林水産省
商品投資顧問業者の業務の種類及び方法の
変更及び資本金の額の減少の認可

商品投資に係る事業の規
制に関する法律

1991 1 法律 66 9
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 認可申請書 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

222175 18 農林水産省
商品投資顧問業者の許可申請書記載事項
の変更及び資本金の額の増加の届出

商品投資に係る事業の規
制に関する法律

1991 1 法律 66 10 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 業者一覧作成 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

商品投資顧問
業者一覧

2 非OD

http://www.maff.
go.jp/j/shokusan
/syoutori/dealin
g/gyousha.html#l
icense_table

4 RDF
4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

222176 18 農林水産省 商品投資顧問業者の廃業の届出
商品投資に係る事業の規
制に関する法律

1991 1 法律 66 11 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 業者一覧作成 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

商品投資顧問
業者一覧

2 非OD

http://www.maff.
go.jp/j/shokusan
/syoutori/dealin
g/gyousha.html#l
icense_table

4 RDF
4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

222177 18 農林水産省
農林水産大臣が農林水産省令を定める場合
の経済産業大臣への協議

商品投資に係る事業の規
制に関する法律施行令

1992 2 政令 45 12 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222178 18 農林水産省
内閣総理大臣及び農林水産大臣が内閣府
令、農林水産省令を定める場合の経済産業
大臣への協議

商品投資に係る事業の規
制に関する法律施行令

1992 2 政令 45 12 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222179 18 農林水産省
商品先物取引業者による短期・長期劣後債
務の期限前弁済等の承認申請

商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 38 7
農林水産省・経済産業省
令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 承認申請書 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

222180 18 農林水産省
特定店頭商品デリバティブ取引業者の主務
大臣への報告

商品先物取引法施行規則 2005 3 省令又は規則 169 3
農林水産省・経済産業省
令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

222181 18 農林水産省 商品投資顧問業者の書類の閲覧
商品投資に係る事業の規
制に関する法律

1991 1 法律 66 23 3 縦覧等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222182 18 農林水産省
商品投資顧問業者の帳簿書類の作成及び保
存

商品投資に係る事業の規
制に関する法律

1991 1 法律 66 29 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222183 18 農林水産省 商品投資顧問業者等に対する報告徴収
商品投資に係る事業の規
制に関する法律

1991 1 法律 66 30 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222184 18 農林水産省 商品投資顧問業者に対する業務改善命令
商品投資に係る事業の規
制に関する法律

1991 1 法律 66 31
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222185 18 農林水産省 商品投資顧問業者に対する許可の取消し等
商品投資に係る事業の規
制に関する法律

1991 1 法律 66 32 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222186 18 農林水産省 商品投資販売業者に対する指示
商品投資に係る事業の規
制に関する法律

1991 1 法律 66 35
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222187 18 農林水産省 商品投資販売業者に対する業務停止命令
商品投資に係る事業の規
制に関する法律

1991 1 法律 66 36 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222188 18 農林水産省
商品投資顧問業者の許可の有効期間の更
新申請

商品投資顧問業者の許可
及び監督に関する省令

1992 3 省令又は規則 6 1
農林水産省・経済産業省
令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 業者一覧作成 11 該当なし 2 無
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

商品投資顧問
業者一覧

2 非OD

http://www.maff.
go.jp/j/shokusan
/syoutori/dealin
g/gyousha.html#l
icense_table

4 RDF
4 都度更
新

不定期 3-3 検討を行っていない

222189 18 農林水産省
商品投資顧問業者の業務の種類及び方法の
変更及び資本金の額の減少の認可申請

商品投資顧問業者の許可
及び監督に関する省令

1992 3 省令又は規則 7
農林水産省・経済産業省
令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 変更認可申請書 11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

222190 18 農林水産省
商品投資顧問業者の業務及び財産の状況を
記載した書類の作成

商品投資顧問業者の業務
に関する省令

1992 3 省令又は規則 11 1 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222191 18 農林水産省
商品投資顧問業者の業務及び財産の状況を
記載した書類の提出

商品投資顧問業者の業務
に関する省令

1992 3 省令又は規則 11 4 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

222192 21 環境省 違法輸入者に対する費用負担命令
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 16 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 費用負担命令 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開

2-2 国や公共の安全、秩
序の維持に支障を及ぼす
おそれがある情報が含ま
れる

222194 17 厚生労働省
国及び地方公共団体の公共職業安定所長に
対する障害者である職員の免職の届出

障害者の雇用の促進等に
関する法律

1960 1 法律 123 81 2 1 申請等 4-3 国又は地方等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 ○ 1 有（データベースでの管理）
障害者である労働者の解雇の届出
に関する情報

11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

障害者の職業
紹介状況等

1 OD

https://www.mhl
w.go.jp/content/
11704000/0006
41906.pdf

7 構造化
PDF

1 年1回 5月頃

222195 17 厚生労働省 カリキュラム等の確認の申請 公認心理師法 2015 1 法律 68 7 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

222196 17 厚生労働省 カリキュラム等の変更の届出 公認心理師法 2015 1 法律 68 7 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

222197 17 厚生労働省 現任者講習会の指定 公認心理師法附則 2015 1 法律 68 2 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

222198 17 厚生労働省 現任者講習会の報告 公認心理師法附則 2015 1 法律 68 2 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

222199 19 経済産業省
技術者試験の受験手続き（指定試験機関に
よる試験を除く）

電気事業法の規定に基づ
く主任技術者の資格等に
関する省令

1965 3 省令又は規則 52 10 1 申請等 5 国民等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 手続書類 11 該当なし 2 無 3 非公開
2-4 個別法令以外の合
理的な理由

他省庁管理のため不明

222200 21 環境省 温室効果ガス算定排出量の報告
地球温暖化対策の推進に
関する法律

1998 1 法律 117 26 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 各事業者の温室効果ガス排出量 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

地球温暖化対
策の推進に関
する法律に基
づく温室効果
ガス排出量算
定・報告・公表
制度による温
室効果ガス排
出量の集計結
果

1 OD
https://ghg-
santeikohyo.env.
go.jp/result

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期

地球温暖化対策の推
進に関する法律に基づ
く温室効果ガス排出量
算定・報告・公表制度
による温室効果ガス排
出量の集計結果

1 OD
https://ghg-
santeikohyo.env.
go.jp/result

1 EXCEL 1 年1回 不定期

222201 21 環境省 権利利益の保護に係る請求
地球温暖化対策の推進に
関する法律

1998 1 法律 117 27 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

222202 21 環境省
温室効果ガス算定排出量に関する情報の提
供

地球温暖化対策の推進に
関する法律

1998 1 法律 117 32 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 各事業者の関連情報 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

地球温暖化対
策の推進に関
する法律に基
づく温室効果
ガス排出量算
定・報告・公表
制度による温
室効果ガス排
出量の集計結
果

1 OD
https://ghg-
santeikohyo.env.
go.jp/result

7 構造化
PDF

1 年1回 不定期
3-1 データ変換の作業が
負担

本手続きは、2023年度以
降、OD化を予定していま
す。

222203 21 環境省 フロン類算定漏えい量等の報告
フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す
る法律

2001 1 法律 64 19 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 ○（全府省） 21 環境省
フロン類算定漏えい量
等の報告

○ 1 有（データベースでの管理） 事業者からの報告に係る事項 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握
1-2 公開（ODとして公開かつ
カタログサイトに未掲載）

特定漏えい者
のリスト

1 OD

http://www.env.
go.jp/earth/furo
n/operator/resul
t.html

1 EXCEL 1 年1回 2月頃

222204 21 環境省 第二種使用等拡散防止措置確認申請

遺伝子組換え生物等の使
用等の規制による生物の
多様性の確保に関する法
律

2003 1 法律 97 13 2 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222205 21 環境省 第二種使用等に関する事故時の届出

遺伝子組換え生物等の使
用等の規制による生物の
多様性の確保に関する法
律

2003 1 法律 97 15 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222206 21 環境省 再資源化事業計画の認定
使用済小型電子機器等の
再資源化の促進に関する
法律

2012 1 法律 57 10 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 書類の写し 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

222207 21 環境省 再資源化事業計画の変更の認定
使用済小型電子機器等の
再資源化の促進に関する
法律

2012 1 法律 57 11 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 書類の写し 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

222208 21 環境省 再資源化事業計画の軽微な変更の届出
使用済小型電子機器等の
再資源化の促進に関する
法律

2012 1 法律 57 11 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 書類の写し 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

222209 21 環境省 再資源化事業計画の氏名等の変更の届出
使用済小型電子機器等の
再資源化の促進に関する
法律

2012 1 法律 57 11 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 1 有（データベースでの管理） 書類の写し 11 該当なし 1 有 3 課題や傾向の把握 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

222210 21 環境省
対策計画に係わる関係市町村への意見の聴
取

ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 31 3 1 申請等 3 地方等 3 地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため

222211 21 環境省
対策計画に係わる指定地域の住民への意見
の聴取

ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 31 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 5 国民等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表

PD 自由 自由 数値 PD 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 数値 自由 PD PD PD PD 自由 PD PD PD 自由 PD PD 自由 PD PD PD PD 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 自由 PD 自由 PD PD 自由 PD 自由 自由 自由 自由

データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

222212 21 環境省 対策計画の公告
ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 31 6
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 3 地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため

222213 21 環境省 対策計画の関係市町村への通知
ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 31 6
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 3 地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため

222214 21 環境省
対策計画変更に係る関係市町村への意見の
聴取

ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 32 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 3 地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため

222215 21 環境省
対策計画変更に係る指定地域の住民への意
見の聴取

ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 32 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 5 国民等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため

222216 21 環境省 対策計画変更の公告
ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 32 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため

222217 21 環境省 対策計画変更の関係市町村への通知
ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 32 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 3 地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため

222218 21 環境省
関係行政機関の長又は関係地方公共団体
の長に対する協力要求等

ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 36 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 4-3 国又は地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため

222219 21 環境省 調査測定の結果の送付
ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 27 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等 3 地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため

222220 21 環境省 調査測定の結果の公表
ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 27 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため

222221 21 環境省
設置者の測定結果の都道府県知事への報
告

ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 28 3 36282と35720は重複 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため

222222 21 環境省 設置者の測定結果の公表
ダイオキシン類対策特別
措置法

1999 1 法律 105 28 4 36283と36079は重複
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明

地方（民間）における手続
きであり、当該手続関係
書類の国への報告義務が
ないため

222223 21 環境省 帳簿

遺伝子組換え生物等の使
用等の規制による生物の
多様性の確保に関する法
律

2003 1 法律 97 19 7 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222224 21 環境省
財産目録、貸借対照表及び損益計算書又は
収支計算書並びに営業報告書又は事業報告
書

遺伝子組換え生物等の使
用等の規制による生物の
多様性の確保に関する法
律

2003 1 法律 97 19 5 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222225 21 環境省 特定施設の整備計画の認定
産業廃棄物の処理に係る
特定施設の整備の促進に
関する法律

1992 1 法律 62 4 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 3 地方等
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 整備主体、事業計画概要 11 該当なし 1 有 6 その他 3 非公開 3-3 検討を行っていない 担当者参照用

222226 21 環境省 特定施設の整備計画の変更 の認定
産業廃棄物の処理に係る
特定施設の整備の促進に
関する法律

1992 1 法律 62 8 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 3 地方等
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 整備主体、事業計画概要 11 該当なし 1 有 6 その他 3 非公開 3-3 検討を行っていない 担当者参照用

222227 21 環境省 認定事業者の認定の取消
産業廃棄物の処理に係る
特定施設の整備の促進に
関する法律

1992 1 法律 62 10
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 3 有（紙媒体での管理） 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない

222228 21 環境省 認定事業者の表示等
使用済小型電子機器等の
再資源化の促進に関する
法律施行規則

2013 3 省令又は規則 3 8 2 4 作成・保存等 6 民間事業者等 ○（全府省） 21 環境省 4 無

222230 21 環境省 食品関連事業者に対する勧告及び命令
食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律

2000 1 法律 116 10 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省
食品リサイクル法に基づ
く行政指導等

5 実績なし

222231 21 環境省
登録再生利用事業者の登録、登録事項の変
更又は廃止の都道府県知事への通知

食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律

2000 1 法律 116 11 6

食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律第
11条第6項及び第12条第
2項

1 申請等 1 国 3 地方等 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省
再生利用事業者の登録
等

○ 1 有（データベースでの管理）

氏名又は名称及び住所並びに法人
のあってはその代表者の氏名、再
生利用事業の内容、事業場の名称
及び所在地、特定肥飼料量等の製
造のように供する施設の種類及び
規模、特定肥飼料等を保管する施
設及びこれを販売する事業場の所
在地

5 農業・水産業（スマートフー
ドチェーン）

11 該当なし 2 無 3 非公開 3-3 検討を行っていない
今後、環境省データマ
ネージメント推進において
検討

222232 03 人事院 人事異動通知書

人事院規則1-74（職員の
公益財団法人福島イノ
ベーション・コースト構想推
進機構への派遣）

2020 3 省令又は規則 9
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222233 03 人事院 派遣職員の任命権者への報告

人事院規則1-74（職員の
公益財団法人福島イノ
ベーション・コースト構想推
進機構への派遣）

2020 3 省令又は規則 13 1 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222234 03 人事院 任命権者の人事院への報告

人事院規則1-74（職員の
公益財団法人福島イノ
ベーション・コースト構想推
進機構への派遣）

2020 3 省令又は規則 13 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222235 03 人事院 人事異動通知書
人事院規則18-0（職員の
国際機関等への派遣）

1970 3 省令又は規則 6
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222236 03 人事院 派遣職員の任命権者への報告
人事院規則18-0（職員の
国際機関等への派遣）

1970 3 省令又は規則 9 1 1 申請等 5 国民等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222237 03 人事院 人事異動通知書
人事院規則24-0（検察官
その他の職員の法科大学
院への派遣）

2003 3 省令又は規則 16
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222238 03 人事院 派遣期間延長の申請
国と民間企業との間の人
事交流に関する法律

1999 1 法律 224 8 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222240 03 人事院 交流採用に係る任期３年超の更新の申請
国と民間企業との間の人
事交流に関する法律

1999 1 法律 224 19 5 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222242 03 人事院
福島イノベーション・コースト構想推進機構派
遣職員が職務復帰した場合の号俸の決定に
係る協議

人事院規則1-74（職員の
公益財団法人福島イノ
ベーション・コースト構想推
進機構への派遣）

2020 3 省令又は規則 12 2 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222243 03 人事院 交通距離に係る協議
人事院規則9－89（単身赴
任手当）

1990 3 省令又は規則 4 1 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222244 03 人事院 住居手当の月額に相当する額に係る協議
人事院規則9－146（令和
元年改正法附則第三条の
規定による住居手当）

2020 3 省令又は規則 2 3 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222245 03 人事院
贈与等報告書の閲覧に関し必要な事項につ
いての同意の申請

国家公務員倫理規程 2000 2 政令 101 13 3 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222247 03 人事院 閲覧除外事項の認定の申請 国家公務員倫理法 1999 1 法律 66 9 2 1 申請等
4-1 国又は独立行政
法人等

1 国

国立公文書館、統計
センター、造幣局、国
立印刷局、農林水産
消費安全技術セン
ター、製品評価技術基
盤機構、駐留軍等労
働者労務管理機構

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222248 04 内閣府
独立行政法人から国立公文書館に移管する
こと

公文書等の管理に関する
法律

2009 1 法律 66 11 4 1 申請等 2 独立行政法人等 2 独立行政法人等

公文書管理法第２条
第２項にて規定されて
いる「独立行政法人
等」（193法人）、独立
行政法人国立公文書
館

○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222249 04 内閣府
認定計画特定施設内の場所を既存の製造場
と一の清酒の製造場とみなす承認申請書

構造改革特別区域法 2002 1 法律 189 27 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222255 12 総務省 意見書の提出（行政機関）
行政機関の保有する情報
の公開に関する法律

1999 1 法律 42 13 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222256 12 総務省 意見書の提出（独立行政法人）
独立行政法人等の保有す
る情報の公開に関する法
律

2001 1 法律 140 14 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

2 独立行政法人等
全独立行政法人等
（計193法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

222257 12 総務省 意見書の提出（行政機関）
行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律

2003 1 法律 58 23 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222258 12 総務省 意見書の提出（独立行政法人）
独立行政法人等の保有す
る個人情報の保護に関す
る法律

2003 1 法律 59 23 3 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

2 独立行政法人等
全独立行政法人等
（計193法人）

○（全府省） 21 環境省 5 実績なし

222259 15 財務省 代表取締役等の選任、解任（認可）
株式会社日本政策金融公
庫法

2007 1 法律 57 6 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
株式会社日本政策金
融公庫

●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222260 15 財務省 決算報告書の縦覧
株式会社日本政策金融公
庫法

2007 1 法律 57 44 3 3 縦覧等 2 独立行政法人等
株式会社日本政策金
融公庫

●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222261 15 財務省 決算報告書の会計検査院への送付
株式会社日本政策金融公
庫法

2007 1 法律 57 45
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222262 15 財務省 報告徴求命令
株式会社日本政策金融公
庫法

2007 1 法律 57 59 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
株式会社日本政策金
融公庫

●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222263 15 財務省 指定金融機関に対する報告徴求命令
株式会社日本政策金融公
庫法

2007 1 法律 57 59 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等 指定金融機関
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222264 15 財務省
都道府県が行う特別措置適用申請書の農林
水産大臣への提出

激甚災害に対処するため
の特別の財政援助等に関
する法律施行令

1962 2 政令 403 18 1 1 申請等 3 地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222265 15 財務省

国土交通大臣と財務大臣との協議（住宅借
入金等特別控除の適用を受ける書類（耐震
基準に適合する家屋である旨を証する書
類））

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 18 21 2 1 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222266 15 財務省

国土交通大臣と財務大臣との協議（住宅借
入金等特別控除の適用を受ける書類（認定
長期優良住宅建築等計画に基づき建築され
た家屋に該当する旨を証する書類））

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 18 21 12 2 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222267 15 財務省

国土交通大臣と財務大臣との協議（住宅借
入金等特別控除の適用を受ける書類（認定
低炭素建築物新築等計画に基づき建築され
た家屋に該当する旨を証する書類））

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 18 21 13 2 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222268 15 財務省

国土交通大臣と財務大臣との協議（住宅借
入金等特別控除の適用を受ける書類（大規
模の修繕等の工事に該当する旨を証する書
類））

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 18 21 15 1 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222269 15 財務省

国土交通大臣と財務大臣との協議（住宅借
入金等特別控除の適用を受ける書類（区分
所有する部分について行う修繕等の工事に
該当する旨を証する書類））

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 18 21 15 2 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222270 15 財務省

国土交通大臣と財務大臣との協議（住宅借
入金等特別控除の適用を受ける書類（一室
の床又は壁の全部について行う修繕等の工
事に該当する旨を証する書類））

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 18 21 15 3 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222271 15 財務省

国土交通大臣と財務大臣との協議（既存住
宅に係る特定の改修工事の特別控除におけ
る高齢者が自立した日常生活を営む改修工
事等を定める書類）

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 19 11 3 1 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222272 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（エネル
ギーの使用の合理化に相当程度資する修繕
等を定める書類）

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 19 11 3 2 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222273 15 財務省

国土交通大臣及び経済産業大臣と財務大臣
との協議（設備と一体となって効用を果たす
エネルギーの使用の合理化に著しく資する設
備を定める書類）

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 19 11 3 3 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222274 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（家屋と一
体となって効用を果たす太陽光を電気に変換
する設備を定める書類）

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 19 11 3 4 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222275 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（他の世
帯との同居をするのに必要な設備の数を増
加させるための増築等を定める書類）

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 19 11 3 5 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222276 15 財務省
国土交通大臣と財務大臣との協議（構造の
腐食等を防止し、又は維持保全を容易にする
ための増築等を定める書類）

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 19 11 3 6 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222277 15 財務省

国土交通大臣と財務大臣との協議（特定の
事業用資産の買換えの場合の譲渡所得の課
税の特例で、進水の日から取得の日までの
期間が耐用年数以下であり、かつ、譲渡船舶
の譲渡の日までの期間に満たない船舶のう
ち環境への負荷の軽減に資する船舶）

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 25 15 2 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222278 15 財務省

国土交通大臣と財務大臣との協議（住宅借
入金等特別控除の適用を受ける書類（地震
に対する安全性に係る基準に適合させるた
めの修繕等の工事に該当する旨を証する書
類））

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 18 21 15 4 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222279 15 財務省

国土交通大臣と財務大臣との協議（住宅借
入金等特別控除の適用を受ける書類（高齢
者等が自立した日常生活を営むのに必要な
構造等の基準に適合させるための修繕等の
工事に該当する旨を証する書類）

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 18 21 15 5 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222280 15 財務省

国土交通大臣と財務大臣との協議（住宅借
入金等特別控除の適用を受ける書類（エネ
ルギーの使用の合理化に著しく若しくは相当
程度資する修繕等の工事に該当する旨を証
する書類））

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 18 21 15 6 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222281 15 財務省

国土交通大臣と財務大臣との協議（住宅借
入金等特別控除の適用を受ける書類（要耐
震改修住宅の耐震改修を行うことを定める書
類））

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 18 21 23 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222282 15 財務省

国土交通大臣と財務大臣との協議（住宅借
入金等特別控除の適用を受ける書類（要耐
震改修住宅が耐震改修により耐震基準に適
合することとなったことを定める書類））

租税特別措置法施行規則 1957 3 省令又は規則 15 18 21 24 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222283 15 財務省
寄附財産が認定地域拠点計画又は認定地
域計画に記載された一定の事業の用に供さ
れる旨の証明申請

租税特別措置法施行令 1957 2 政令 43 25 17 8 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222284 17 厚生労働省 技能実習計画の軽微な変更の届出

外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律施行規
則

2016 3 省令又は規則 3 17 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222285 17 厚生労働省 監理団体許可の申請
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 23 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222287 17 厚生労働省 監理団体の許可申請に係る不許可の通知
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 25 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構  
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222288 17 厚生労働省 監理団体許可証の交付
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 29 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222289 17 厚生労働省 監理団体許可証の備付け
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 29 2 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため
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222290 17 厚生労働省 監理団体許可証の再交付申請
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 29 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222291 17 厚生労働省 監理団体許可証の再交付
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 29 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222292 17 厚生労働省 監理団体の許可の有効期間の更新申請
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 31 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222293 17 厚生労働省 監理団体の許可の有効期間の更新許可
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 31 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222294 17 厚生労働省
監理団体の許可の有効期間更新後の許可
証の再交付申請

外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 31 5 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222295 17 厚生労働省
監理団体の許可の有効期間の更新不許可
の通知

外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 31 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222296 17 厚生労働省
監理団体の許可の有効期間更新後の許可
証交付

外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 31 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222297 17 厚生労働省
監理団体の許可の有効期間更新後の許可
証の再交付

外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 31 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222298 17 厚生労働省
監理団体の許可の有効期間更新後の許可
証の備付け

外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 31 5 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222299 17 厚生労働省 監理許可に係る事業区分の変更申請
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 32 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222300 17 厚生労働省
監理許可に係る事業区分の変更申請許可に
係る許可証の書換え交付

外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 32 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222301 17 厚生労働省
監理許可に係る事業区分の変更許可後の許
可証の再交付申請

外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 32 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222302 17 厚生労働省
監理許可に係る事業区分の変更不許可の通
知

外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 32 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222303 17 厚生労働省
監理許可に係る事業区分の変更許可後の許
可証交付

外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 32 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222304 17 厚生労働省
監理許可に係る事業区分の変更許可後の許
可証の再交付

外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 32 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222305 17 厚生労働省
監理許可に係る事業区分の変更許可後の許
可証の備付け

外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 32 2 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222306 17 厚生労働省 監理団体の名称等に係る変更の届出
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 32 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222307 17 厚生労働省 監理事務所の新設に係る変更の届出
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 32 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222308 17 厚生労働省
監理事務所の新設に係る変更の届出に対す
る許可証の交付

外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 32 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222309 17 厚生労働省
監理団体の名称等に係る変更の届出に対す
る許可証の書換え交付

外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 32 6
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222310 17 厚生労働省 技能実習実施困難時届出（団体監理型）
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 33 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222311 17 厚生労働省 監理団体の事業の休廃止届出
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 34 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222312 17 厚生労働省 改善命令
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 36 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222313 17 厚生労働省 改善命令の公示
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 36 2 3 縦覧等 1 国 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222314 17 厚生労働省 監理団体の許可の職権による区分変更
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 37 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222315 17 厚生労働省 事業停止命令
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 37 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222316 17 厚生労働省 監理団体の許可の取消し等の公示
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 37 4 3 縦覧等 1 国 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222317 17 厚生労働省
監理事業に関する帳簿書類の作成、備え付
け

外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 41 1 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222318 17 厚生労働省 監査報告書の提出
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 42 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222319 17 厚生労働省 監理事業報告書の提出
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 42 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222320 17 厚生労働省 主務大臣への申告
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 49 1 1 申請等 5 国民等 1 国 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222322 17 厚生労働省 外国人技能実習機構の定款の作成
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 65 1 4 作成・保存等 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222323 17 厚生労働省 外国人技能実習機構の設立の認可の申請
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 66 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222324 17 厚生労働省 外国人技能実習機構の設立の認可
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 66 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222325 17 厚生労働省
外国人技能実習機構の理事長及び監事の任
命

外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 71 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222326 17 厚生労働省 外国人技能実習機構の理事の任命の認可
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 71 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222327 17 厚生労働省 外国人技能実習機構の理事の任命
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 71 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等 5 国民等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222328 17 厚生労働省 外国人技能実習機構の理事の解任の認可
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 74 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222329 17 厚生労働省
外国人技能実習機構の理事長及び監事の解
任

外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 74 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222330 17 厚生労働省 外国人技能実習機構の理事の解任
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 74 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等 5 国民等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222331 17 厚生労働省 役員の兼職の承認
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 75
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 5 国民等 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222332 17 厚生労働省 評議員の任命の認可
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 84
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222333 17 厚生労働省 評議員の任命
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 84
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等 5 国民等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222334 17 厚生労働省 評議員の解任
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 84
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等 5 国民等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222335 17 厚生労働省 評議員の解任の認可
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 85
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222336 17 厚生労働省 業務の委託の認可
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 88 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222337 17 厚生労働省 業務の委託
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 88 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

2 独立行政法人等 6 民間事業者等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222338 17 厚生労働省 業務方法書の認可申請
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 89 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222339 17 厚生労働省 業務方法書の認可
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 89 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222340 17 厚生労働省 業務方法書の変更の認可
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 89 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222341 17 厚生労働省 定款の変更の認可
外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律

2016 1 法律 89 101 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222342 17 厚生労働省 取扱職種の範囲等の変更命令通知

外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律施行規
則

2016 3 省令又は規則 3 34 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222343 17 厚生労働省 事業区分職権変更の通知

外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律施行規
則

2016 3 省令又は規則 3 51 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 2 独立行政法人等 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222344 17 厚生労働省
外国人技能実習機構の理事の任命の認可
の申請

外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律施行規
則

2016 3 省令又は規則 3 57 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222345 17 厚生労働省 役員の兼職の承認申請

外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律施行規
則

2016 3 省令又は規則 3 58 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222346 17 厚生労働省
外国人技能実習機構の理事の解任の認可
の申請

外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律施行規
則

2016 3 省令又は規則 3 57 1 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222347 17 厚生労働省 評議員の任命の認可の申請

外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律施行規
則

2016 3 省令又は規則 3 59 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222348 17 厚生労働省 評議員の解任の認可の申請

外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律施行規
則

2016 3 省令又は規則 3 59 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222349 17 厚生労働省 業務の委託の認可の申請

外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律施行規
則

2016 3 省令又は規則 3 61 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222350 17 厚生労働省 業務方法書の変更の認可の申請

外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律施行規
則

2016 3 省令又は規則 3 62 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222351 17 厚生労働省 定款の変更の認可の申請

外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の
保護に関する法律施行規
則

2016 3 省令又は規則 3 65 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国 外国人技能実習機構
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222352 18 農林水産省 輸出証明書の発行の申請
農林水産物及び食品の輸
出の促進に関する法律

2019 1 法律 57 15 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222353 18 農林水産省 輸出証明書の発行
農林水産物及び食品の輸
出の促進に関する法律

2019 1 法律 57 15 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222354 18 農林水産省 輸出証明書の発行の申請
農林水産物及び食品の輸
出の促進に関する法律

2019 1 法律 57 15 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222355 18 農林水産省 輸出証明書の発行
農林水産物及び食品の輸
出の促進に関する法律

2019 1 法律 57 15 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222356 18 農林水産省 適合施設の認定の申請
農林水産物及び食品の輸
出の促進に関する法律

2019 1 法律 57 17 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222357 18 農林水産省 適合施設の認定
農林水産物及び食品の輸
出の促進に関する法律

2019 1 法律 57 17 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222358 18 農林水産省 適合施設の認定の申請
農林水産物及び食品の輸
出の促進に関する法律

2019 1 法律 57 17 2 1 申請等 6 民間事業者等 3 地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222359 18 農林水産省 適合施設の認定
農林水産物及び食品の輸
出の促進に関する法律

2019 1 法律 57 17 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

3 地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222360 18 農林水産省
設備整備計画の認定の申請に関する市町村
から海岸管理者への協議

農林漁業の健全な発展と
調和のとれた再生可能エ
ネルギー電気の発電の促
進に関する法律

2013 1 法律 81 7 4 6 1 申請等 3 地方等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222361 18 農林水産省 バイオマス活用推進基本計画の策定
バイオマス活用推進基本
法

2009 1 法律 52 20 1 4 作成・保存等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222362 18 農林水産省 バイオマス活用推進基本計画の変更
バイオマス活用推進基本
法

2009 1 法律 52 20 5 4 作成・保存等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222363 18 農林水産省 センター等に対する立入検査等の指示

遺伝子組換え生物等の使
用等の規制による生物の
多様性の確保に関する法
律

2003 1 法律 97 32 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等

独立行政法人農林水
産消費安全技術セン
ター、独立行政法人家
畜改良センター、国立
研究開発法人農業・
食品産業技術総合研
究機構及び国立研究
開発法人水産研究・
教育機構

●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222364 18 農林水産省
センター等に対する立入検査等の業務に関
する命令

遺伝子組換え生物等の使
用等の規制による生物の
多様性の確保に関する法
律

2003 1 法律 97 33
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等

独立行政法人農林水
産消費安全技術セン
ター、独立行政法人家
畜改良センター、国立
研究開発法人農業・
食品産業技術総合研
究機構及び国立研究
開発法人水産研究・
教育機構

●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222365 18 農林水産省 都市農業振興基本計画の作成 都市農業振興基本法 2016 1 法律 14 9 4 作成・保存等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222366 18 農林水産省
都市農業振興基本計画の策定の際の関係
行政機関の長への協議

都市農業振興基本法 2016 1 法律 14 9 4 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222367 18 農林水産省
都市農業振興基本計画の策定の際の食料・
農業・農村政策審議会及び社会資本整備審
議会への意見聴取

都市農業振興基本法 2016 1 法律 14 9 5 1 申請等 1 国 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222368 18 農林水産省 都市農業振興基本計画の変更 都市農業振興基本法 2016 1 法律 14 9 7 4 作成・保存等 1 国 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため
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222369 18 農林水産省 木材関連事業者の登録の更新の申請
合法伐採木材等の流通及
び利用の促進に関する法
律

2016 1 法律 48 12 2
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222370 18 農林水産省 木材関連事業者の登録の更新の拒否通知
合法伐採木材等の流通及
び利用の促進に関する法
律

2016 1 法律 48 12 2
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222371 18 農林水産省 木材関連事業者の登録の取消しの通知
合法伐採木材等の流通及
び利用の促進に関する法
律

2016 1 法律 48 14 2
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222372 18 農林水産省 木材関連事業者の登録の抹消の申請
合法伐採木材等の流通及
び利用の促進に関する法
律

2016 1 法律 48 15
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222373 18 農林水産省 登録実施機関への適合命令
合法伐採木材等の流通及
び利用の促進に関する法
律

2016 1 法律 48 25
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222374 18 農林水産省 登録実施機関への改善命令
合法伐採木材等の流通及
び利用の促進に関する法
律

2016 1 法律 48 26
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222375 18 農林水産省 登録実施機関の登録の取消し
合法伐採木材等の流通及
び利用の促進に関する法
律

2016 1 法律 48 27
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222376 18 農林水産省 登録事務の停止命令
合法伐採木材等の流通及
び利用の促進に関する法
律

2016 1 法律 48 27
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222377 18 農林水産省 登録に係る公示事項等の閲覧
合法伐採木材等の流通及
び利用の促進に関する法
律施行規則

2017 3 省令又は規則 1 8 2 3 縦覧等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222378 18 農林水産省
木材関連事業者の登録事項の変更の登録
の申請

合法伐採木材等の流通及
び利用の促進に関する法
律施行規則

2017 3 省令又は規則 1 9 1
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222379 18 農林水産省 木材関連事業者の登録事項の変更の登録
合法伐採木材等の流通及
び利用の促進に関する法
律施行規則

2017 3 省令又は規則 1 9 3 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222380 18 農林水産省
木材関連事業者の登録事項の変更の登録
の通知

合法伐採木材等の流通及
び利用の促進に関する法
律施行規則

2017 3 省令又は規則 1 9 4
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222381 18 農林水産省
登録事項の変更の登録に係る公示事項等の
閲覧

合法伐採木材等の流通及
び利用の促進に関する法
律施行規則

2017 3 省令又は規則 1 9 5 3 縦覧等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222382 18 農林水産省 登録の抹消に係る公示事項等の閲覧
合法伐採木材等の流通及
び利用の促進に関する法
律施行規則

2017 3 省令又は規則 1 11 2 3 縦覧等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222383 18 農林水産省 登録実施機関の登録事項等の変更の届出
合法伐採木材等の流通及
び利用の促進に関する法
律施行規則

2017 3 省令又は規則 1 13 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222384 18 農林水産省 登録実施機関登録簿への変更事項の記載
合法伐採木材等の流通及
び利用の促進に関する法
律施行規則

2017 3 省令又は規則 1 13 3 4 作成・保存等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222385 18 農林水産省
木材関連事業者の登録の取消しをしようとす
る旨の通知

合法伐採木材等の流通及
び利用の促進に関する法
律施行規則

2017 3 省令又は規則 1 16
2-3 交付等（民間手
続）

6 民間事業者等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222386 19 経済産業省 電子情報処理組織の使用申請

鉱工業品及びその加工技
術に係る日本産業規格へ
の適合性の認証に関する
省令

2005 3 省令又は規則 24 1
厚生労働省・農林水産
省・経済産業省・国土交
通省令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222387 19 経済産業省 電子情報処理組織の変更申請

鉱工業品及びその加工技
術に係る日本産業規格へ
の適合性の認証に関する
省令

2005 3 省令又は規則 24 3
厚生労働省・農林水産
省・経済産業省・国土交
通省令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222388 19 経済産業省 電子情報処理組織の廃止申請

鉱工業品及びその加工技
術に係る日本産業規格へ
の適合性の認証に関する
省令

2005 3 省令又は規則 24 3
厚生労働省・農林水産
省・経済産業省・国土交
通省令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222389 19 経済産業省 電子情報処理組織の使用申請
電磁的記録に係る日本産
業規格への適合性の認証
に関する省令

2019 3 省令又は規則 24 1
厚生労働省・農林水産
省・経済産業省・国土交
通省令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222390 19 経済産業省 電子情報処理組織の変更申請
電磁的記録に係る日本産
業規格への適合性の認証
に関する省令

2019 3 省令又は規則 24 3
厚生労働省・農林水産
省・経済産業省・国土交
通省令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222391 19 経済産業省 電子情報処理組織の廃止申請
電磁的記録に係る日本産
業規格への適合性の認証
に関する省令

2019 3 省令又は規則 24 3
厚生労働省・農林水産
省・経済産業省・国土交
通省令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222392 19 経済産業省 電子情報処理組織の使用申請
役務に係る日本産業規格
への適合性の認証に関す
る命令

2019 3 省令又は規則 24 1

内閣府・総務省・文部科
学省・厚生労働省・農林
水産省・経済産業省・国
土交通省・環境省令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222393 19 経済産業省 電子情報処理組織の変更申請
役務に係る日本産業規格
への適合性の認証に関す
る命令

2019 3 省令又は規則 24 3

内閣府・総務省・文部科
学省・厚生労働省・農林
水産省・経済産業省・国
土交通省・環境省令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222394 19 経済産業省 電子情報処理組織の廃止申請
役務に係る日本産業規格
への適合性の認証に関す
る命令

2019 3 省令又は規則 24 3

内閣府・総務省・文部科
学省・厚生労働省・農林
水産省・経済産業省・国
土交通省・環境省令

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222395 19 経済産業省
事業協同組合又は信用協同組合が私的独
占禁止法第22条第一号の要件を備える組合
に該当するかどうかの認定

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 7 2
私的独占禁止法第22条
第一号

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222396 19 経済産業省
事業協同組合又は信用協同組合の公正取
引委員会への届出

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 7 3
中小企業等共同組合法第
7条第1項、第2項

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222397 19 経済産業省
特定共済組合における兼業禁止の特例に係
る承認（認可）

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 2 7
中小企業等共同組合法施
行規則第6条

2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222398 19 経済産業省
あっせん又は調停の申請（あっせん又は調
停）

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 2 2 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222399 19 経済産業省 調停案の諮問 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 2 2 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222400 19 経済産業省
事業協同組合及び事業協同小組合の組合員
以外の者の事業の利用の特例の認可（認
可）

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 2 3 1
中小企業等共同組合法施
行規則8条

2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222401 19 経済産業省
事業協同組合の責任共済等に関する共済規
程の認可（認可）

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 6 2 1
中小企業等共同組合法施
行規則第9条、第10条

2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222402 19 経済産業省
事業協同組合の責任共済等に関する共済規
程の変更又は廃止の認可（認可）

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 6 2 4
中小企業等共同組合法施
行規則第9条、第10条

2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222403 19 経済産業省 火災共済事業の認可（認可） 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 7 2 1
中小企業等共同組合法施
行規則第14条

2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222404 19 経済産業省 火災共済規程の変更又は廃止（認可） 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 7 2 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222405 19 経済産業省
共済事業を行う協同組合：特定保険募集人
及び保険仲立人の内閣総理大臣登録

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 7 5 1
保険業法275条2項（準
用）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222406 19 経済産業省
共済事業を行う協同組合：行政庁による、特
定保険募集人又は保険仲立人への、資料提
出命令・立入・検査・質問

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 7 5 1
保険業法305条1項（準
用）

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222407 19 経済産業省

共済事業を行う協同組合：行政庁による、特
定保険募集人又は保険仲立人との取引又は
委託関係にある者への、資料提出命令・立
入・検査・質問・検査

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 7 5 1
保険業法305条2項（準
用）

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222408 19 経済産業省

共済事業を行う協同組合：特定保険募集人、
保険仲立人、又はそれらと取引又は委託関
係にある者による、正当な理由がある際の拒
否

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 7 5 1
保険業法305条3項（準
用）

1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222409 19 経済産業省
共済事業を行う協同組合：行政庁による業務
改善命令

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 7 5 1 保険業法306条（準用）
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222410 19 経済産業省
事業協同組合連合会の会員以外の者の事
業の利用の特例の承認（認可）

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 9 4
中小企業等共同組合法施
行令第17条

2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222411 19 経済産業省
協同組合連合会の責任共済等に関する共済
規程の認可（認可）

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 9 5
中小企業等共同組合法施
行令、中小企業等共同組
合法施行規則

2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222412 19 経済産業省
協同組合連合会の責任共済等に関する共済
規程の変更又は廃止の認可（認可）

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 9 5
中小企業等共同組合法施
行令、中小企業等共同組
合法施行規則

2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222413 19 経済産業省
協同組合連合会：あっせん又は調停の申請
（あっせん又は調停）

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 9 5 9条の2の2第2項（準用）
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222414 19 経済産業省 協同組合連合会：調停案の諮問 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 9 5 9条の2の2第4項（準用）
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222415 19 経済産業省
協同組合連合会：事業協同組合及び事業協
同小組合の組合員以外の者の事業の利用
の特例の認可（認可）

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 9 5 9条の2の3第1項（準用）
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222416 19 経済産業省
協同組合連合会：事業協同組合の責任共済
等に関する共済規程の認可（認可）

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 9 5 9条の6の2第1項（準用）
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222417 19 経済産業省
協同組合連合会：事業協同組合の責任共済
等に関する共済規程の変更又は廃止の認可
（認可）

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 9 5 9条の6の2第4項（準用）
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222418 19 経済産業省
協同組合連合会：火災共済事業の認可（認
可）

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 9 5 9条の7の2第1項（準用）
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222419 19 経済産業省
協同組合連合会：火災共済規程の変更又は
廃止（認可）

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 9 5 9条の7の2第5項（準用）
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222420 19 経済産業省
協同組合連合会：特定保険募集人及び保険
仲立人の内閣総理大臣登録

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 9 5 9条の7の5第1項（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222421 19 経済産業省
協同組合連合会：行政庁による、特定保険募
集人又は保険仲立人への、資料提出命令・
立入・検査・質問

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 9 5 9条の7の5第1項（準用）
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222422 19 経済産業省

協同組合連合会：行政庁による、特定保険募
集人又は保険仲立人との取引又は委託関係
にある者への、資料提出命令・立入・検査・
質問・検査

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 9 5 9条の7の5第1項（準用）
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222423 19 経済産業省
協同組合連合会：特定保険募集人、保険仲
立人、又はそれらと取引又は委託関係にある
者による、正当な理由がある際の拒否

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 9 5 9条の7の5第1項（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222424 19 経済産業省
協同組合連合会：行政庁による業務改善命
令

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 9 5 9条の7の5第1項（準用）
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222425 19 経済産業省
火災共済の再共済事業を行う協同組合連合
会：事業協同組合の責任共済等に関する共
済規程の認可（認可）

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 9 8 9条の6の2第1項（準用）
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222426 19 経済産業省
火災共済の再共済事業を行う協同組合連合
会：事業協同組合の責任共済等に関する共
済規程の変更又は廃止の認可（認可）

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 9 8 9条の6の2第4項（準用）
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222427 19 経済産業省
火災共済の再共済事業を行う協同組合連合
会：特定保険募集人及び保険仲立人の内閣
総理大臣登録

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 9 8 9条の7の5第1項（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222428 19 経済産業省

火災共済の再共済事業を行う協同組合連合
会：行政庁による、特定保険募集人又は保険
仲立人への、資料提出命令・立入・検査・質
問

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 9 8 9条の7の5第1項（準用）
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222429 19 経済産業省

火災共済の再共済事業を行う協同組合連合
会：行政庁による、特定保険募集人又は保険
仲立人との取引又は委託関係にある者へ
の、資料提出命令・立入・検査・質問・検査

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 9 8 9条の7の5第1項（準用）
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222430 19 経済産業省

火災共済の再共済事業を行う協同組合連合
会：特定保険募集人、保険仲立人、又はそれ
らと取引又は委託関係にある者による、正当
な理由がある際の拒否

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 9 8 9条の7の5第1項（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222431 19 経済産業省
火災共済の再共済事業を行う協同組合連合
会：行政庁による業務改善命令

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 9 8 9条の7の5第1項（準用）
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222432 19 経済産業省
指定特定共済事業等紛争解決機関の紛争
解決等業務の休廃止申請（天災以外）

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 9 2 4 2
保険業法第308条の23第
1項（準用）

1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222433 19 経済産業省
指定特定共済事業等紛争解決機関の紛争
解決等業務の休廃止の許可（天災以外）

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 9 2 4 2
保険業法第308条の23第
1項（準用）

2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222434 19 経済産業省
行政庁による指定特定共済事業等紛争解決
機関の業務停止又は指定取消し

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 9 2 4 2
保険業法第308条の24第
1項（準用）

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222435 19 経済産業省
指定特定共済事業等紛争解決機関が不存
在となった場合の、苦情処理措置又は紛争
解決措置の義務履行を留保する期間の定め

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 9 2 4 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222436 19 経済産業省

指定特定共済事業等紛争解決機関が業務
廃止又は指定取消となった場合の、苦情処
理措置又は紛争解決措置の義務履行を留保
する期間の定め

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 9 2 4 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222437 19 経済産業省
指定特定共済事業等紛争解決機関が存在す
ることとなった場合の、契約締結の義務履行
を留保する期間の定め

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 9 9 2 4 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222438 19 経済産業省 創立総会：決議不存在の確認請求の訴え 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 27 8 会社法830条1項（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222439 19 経済産業省 創立総会：決議無効の確認請求の訴え 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 27 8 会社法830条2項（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222440 19 経済産業省 創立総会：決議の取消し請求の訴え 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 27 8 会社法831条1項（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222441 19 経済産業省
創立総会：裁判所による、決議不存在/無効/
取消し請求の訴えの棄却

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 27 8 会社法831条2項（準用）
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222442 19 経済産業省
創立総会：組合員による組合組織に関する訴
え

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 27 8 会社法836条1項（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222443 19 経済産業省 創立総会：裁判所による、担保提供命令 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 27 8 会社法836条1項（準用）
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222444 19 経済産業省 事業協同組合等の設立認可(認可） 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 27 2 1
中小企業等共同組合法施
行規則第57条第1項、第4
項

2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222445 19 経済産業省
信用協同組合又は信用協同組合連合会の
設立認可（申請）

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 27 2 2
中小企業等共同組合法施
行規則第57条第2項、第4
項

1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222446 19 経済産業省
信用協同組合又は信用協同組合連合会の
設立認可（認可）

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 27 2 2
中小企業等共同組合法施
行規則第57条第2項、第4
項

2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222447 19 経済産業省
会員が火災共済事業を行うことによって負う
共済責任の再共済の事業を行う協同組合連
合会の設立認可（申請）

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 27 2 3
中小企業等共同組合法施
行規則第57条第3項、第4
項

1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222448 19 経済産業省
会員が火災共済事業を行うことによって負う
共済責任の再共済の事業を行う協同組合連
合会の設立認可（認可）

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 27 2 3
中小企業等共同組合法施
行規則第57条第3項、第4
項

2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222449 19 経済産業省 設立の登記 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 30 1 申請等 1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222450 19 経済産業省
信用協同組合又は特定の事業を行う協同組
合連合会の成立の届出

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 31 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222451 19 経済産業省 組合設立無効の訴え 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 32 会社法828条1項（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222452 19 経済産業省 組合員による組合組織に関する訴え 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 32 会社法836条1項（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222453 19 経済産業省 裁判所による、担保提供命令 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 32 会社法836条1項（準用）
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222454 19 経済産業省
調査機関による法務大臣への調査委託者に
関する報告

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 33 7 会社法946条3項（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222455 19 経済産業省 法務大臣による調査機関への業務改善命令 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 33 7 会社法953条（準用）
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222456 19 経済産業省
裁判所による組合への和解の内容の通知と
異議申し立ての催告

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 39 会社法850条2項（準用）
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため
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備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月
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式
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222457 19 経済産業省
総会の招集請求があつた日から１０日以内に
理事が総会招集の手続をしない場合等の総
会招集の承認（承認）

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 48
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222458 19 経済産業省 定款の変更の認可（認可） 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 51 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222459 19 経済産業省 総会：決議不存在の確認請求の訴え 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 54 会社法830条1項（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222460 19 経済産業省 総会：決議無効の確認請求の訴え 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 54 会社法830条2項（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222461 19 経済産業省 総会：決議の取消し請求の訴え 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 54 会社法831条1項（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222462 19 経済産業省
総会：裁判所による、決議不存在/無効/取消
し請求の訴えの棄却

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 54 会社法831条2項（準用）
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222463 19 経済産業省 総会：組合員による組合組織に関する訴え 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 54 会社法836条1項（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222464 19 経済産業省 総会：裁判所による、担保提供命令 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 54 会社法836条1項（準用）
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222465 19 経済産業省
出資一口の金額の減少時における、官報公
告（申請）

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 56 2 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222466 19 経済産業省
出資一口の金額の減少時における、官報公
告（掲載）

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 56 2 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222467 19 経済産業省 組合員による組合組織に関する訴え 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 57 会社法836条1項（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222468 19 経済産業省 裁判所による、担保提供命令 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 57 会社法836条1項（準用）
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222469 19 経済産業省
火災共済事業を行う際の共済責任の再共済
事業を行う協同組合連合会の火災共済規程
の変更認可(認可）

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 57 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222470 19 経済産業省
信用協同組合等の事業等の譲渡又は譲受に
おける認可（申請）

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 57 3 5
中小企業等共同組合法施
行令第27条

1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222471 19 経済産業省
信用協同組合等の事業等の譲渡又は譲受に
おける認可（認可）

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 57 3 5
中小企業等共同組合法施
行令第27条

2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222472 19 経済産業省
責任共済等の事業を行う組合又は火災共済
協同組合等の余裕金運用の制限の緩和の
認可（認可）

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 57 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222473 19 経済産業省
行政庁による、共済計理人の意見書に関す
る聴取

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 58 7 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222474 19 経済産業省
共済計理人の違反時の、組合への共済計理
人解任命令

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 58 8
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222475 19 経済産業省
事業協同組合及び事業協同小組合の組合員
以外の者の事業の利用の特例の認可（申請
様式と申請書類の指定）

中小企業等共同組合法施
行規則

2008 3 省令又は規則 8 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222476 19 経済産業省
共済規程の認可（申請様式と申請書類の指
定）

中小企業等共同組合法施
行規則

2008 3 省令又は規則 9 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222477 19 経済産業省
責任共済等の共済規程の認可（申請様式と
申請書類の指定）

中小企業等共同組合法施
行規則

2008 3 省令又は規則 10 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222478 19 経済産業省
特定共済組合における兼業禁止の特例に係
る承認（申請様式と申請書類の指定）

中小企業等共同組合法施
行規則

2008 3 省令又は規則 6 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222479 19 経済産業省
事業協同組合等の設立認可(申請様式と申
請書類の指定）

中小企業等共同組合法施
行規則

2008 3 省令又は規則 57 1 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222480 19 経済産業省
子会社等を有する組合の業務及び財産の状
況に関する説明書類の縦覧の開始時期の延
長申請

中小企業等協同組合法施
行規則

2008 3 省令又は規則 169 2 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222481 19 経済産業省
子会社等を有する組合の業務及び財産の状
況に関する説明書類の縦覧の開始時期の延
長承認

中小企業等協同組合法施
行規則

2008 3 省令又は規則 169 4  
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222482 19 経済産業省
責任共済等の事業を行う組合、再共済事業
を行う連合会及び火災等共済組合等の解散
申請に対する許可

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 62 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222483 19 経済産業省 事業協同組合等の合併に係る行政庁の認可 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 66 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222484 19 経済産業省
組合合併無効判決の場合の組合毎の債務
の負担協議が整わない旨の申出

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 67  
会社法843条第4項（準
用）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222485 19 経済産業省 裁判所による清算人の選任申立て 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 69  
会社法478条第1項（準
用）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222486 19 経済産業省 裁判所による清算人の選任 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 69  
会社法478条第1項（準
用）

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222487 19 経済産業省 清算人による破産手続開始の申立て 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 69  会社法484条（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222488 19 経済産業省 紛争解決等業務の行政庁への指定申請 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 69 2 1 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222489 19 経済産業省 紛争解決等業務の指定申請に係る許可 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 69 2 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222490 19 経済産業省
紛争解決等業務を行う者の指定に係る法務
大臣協議

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 69 2 3 1 申請等 4-3 国又は地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222491 19 経済産業省
紛争解決等業務を行う者の指定に係る法務
大臣協議の結果

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 69 2 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222492 19 経済産業省
行政庁による紛争解決等業務を行う者の指
定した旨の官報公告

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 69 2 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222493 19 経済産業省
指定特定共済事業等紛争解決機関による手
続実施基本契約の不履行事実の行政庁へ
の報告

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 69 4  
保険業法第308条の8第1
項（準用）

1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222494 19 経済産業省
指定特定共済事業等紛争解決機関による行
政庁への登録事項変更届

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 69 4  
保険業法第308条の18第
1項（準用）

1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222495 19 経済産業省
指定特定共済事業等紛争解決機関からの登
録事項変更届を受けた行政庁による官報告
示

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 69 4  
保険業法第308条の18第
2項（準用）

2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222496 19 経済産業省
指定特定共済事業等紛争解決機関の手続
実施基本契約の締結等の行政庁への届出

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 69 4  
保険業法第308条の19
（準用）

1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222497 19 経済産業省
指定特定共済事業等紛争解決機関の紛争
解決等業務に関する年度報告書の行政庁へ
の届出

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 69 4  
保険業法第308条の20
（準用）

1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222498 19 経済産業省
指定特定共済事業等紛争解決機関に対する
報告徴収及び立入検査

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 69 4  
保険業法第308条の21
（準用）

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222499 19 経済産業省
指定特定共済事業等紛争解決機関に対する
業務改善命令

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 69 4  
保険業法第308条の22第
1項（準用）

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222500 19 経済産業省
指定特定共済事業等紛争解決機関に対する
業務改善命令に係る法務大臣協議申請

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 69 4  
保険業法第308条の22第
2項（準用）

1 申請等 4-3 国又は地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222501 19 経済産業省
指定特定共済事業等紛争解決機関に対する
業務改善命令に係る法務大臣協議に対する
回答

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 69 4  
保険業法第308条の22第
2項（準用）

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222502 19 経済産業省
指定特定共済事業等紛争解決機関の紛争
解決等業務の休廃止申請（天災以外）

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 69 4  
保険業法第308条の23第
1項（準用）

1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222503 19 経済産業省
指定特定共済事業等紛争解決機関の紛争
解決等業務の休廃止の許可（天災以外）

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 69 4  
保険業法第308条の23第
1項（準用）

2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222504 19 経済産業省
指定特定共済事業等紛争解決機関の天災
時の紛争解決等業務の休止届

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 69 4  
保険業法第308条の23第
2項（準用）

1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222505 19 経済産業省
指定特定共済事業等紛争解決機関の天災
時開けの紛争解決等業務の再開届

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 69 4  
保険業法第308条の23第
2項（準用）

1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222506 19 経済産業省
行政庁による指定特定共済事業等紛争解決
機関の業務停止又は指定取消し

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 69 4  
保険業法第308条の24第
1項（準用）

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222507 19 経済産業省
行政庁による指定特定共済事業等紛争解決
機関の業務停止又は指定取消しに係る法務
大臣協議申請

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 69 4  
保険業法第308条の24第
2項（準用）

1 申請等 4-3 国又は地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222508 19 経済産業省
行政庁による指定特定共済事業等紛争解決
機関の業務停止又は指定取消しに係る法務
大臣協議に対する回答

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 69 4  
保険業法第308条の24第
2項（準用）

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222509 19 経済産業省
行政庁による指定特定共済事業等紛争解決
機関の業務停止又は指定取消しに係る官報
告示

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 69 4  
保険業法第308条の24第
3項（準用）

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222510 19 経済産業省 中央会の総会決議の不存在の訴え 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 82  4
会社法830条第1項（準
用）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222511 19 経済産業省 中央会の総会決議の無効の訴え 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 82  4
会社法830条第2項（準
用）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222512 19 経済産業省 中央会の総会決議の取消しの訴え 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 82  4 会社法831条（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222513 19 経済産業省 中央会の組織に関する訴え（担保提供命令） 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 82  4 会社法836条（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222514 19 経済産業省 中小企業団体中央会の設立の認可 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 82 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222515 19 経済産業省 中央会の総会決議の不存在の訴え 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 82 10 4
会社法830条第1項（準
用）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222516 19 経済産業省 中央会の総会決議の無効の訴え 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 82 10 4
会社法830条第2項（準
用）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222517 19 経済産業省 中央会の総会決議の取消しの訴え 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 82 10 4 会社法831条（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222518 19 経済産業省 中央会の組織に関する訴え（担保提供命令） 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 82 10 4 会社法836条（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222519 19 経済産業省
中央会の総代会の招集請求があった日から
１０日以内に理事会が総会招集の手続をしな
い場合等の総会招集の承認（申請）

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 82 11 2 48条（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222520 19 経済産業省

中央会の役員改選総代会の招集請求があっ
た日から１０日以内に理事会が役員改選総
会招集の手続をしない場合等の役員改選総
会招集の承認

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 82 11 2 48条（準用）
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222521 19 経済産業省 中央会の定款変更の認可（総代会） 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 82 11 2 51条第2項（準用）
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222522 19 経済産業省 中央会の定款変更の認可申請（総代会） 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 82 11 2 51条第2項（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222523 19 経済産業省 中央会の総代会決議の不存在の訴え 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 82 11 2
会社法830条第1項（準
用）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222524 19 経済産業省 中央会の総代会決議の無効の訴え 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 82 11 2
会社法830条第2項（準
用）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222525 19 経済産業省 中央会の総代会決議の取消しの訴え 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 82 11 2 会社法831条（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222526 19 経済産業省
中央会の組織に関する訴え（担保提供命令）
総代会

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 82 11 2 会社法836条（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222527 19 経済産業省
中央会の解散・清算監督裁判所の行政庁に
対する意見の求め

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 82 17 2 3  1 申請等 1 国 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222528 19 経済産業省
中央会の解散・清算監督裁判所への行政庁
の意見陳述

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 82 17 2 4  
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222529 19 経済産業省 組合の設立登記 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 84   1  
98条、103条（商業登記簿
法の準用）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222530 19 経済産業省 中央会の設立登記 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 84   3  
98条、103条（商業登記簿
法の準用）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222531 19 経済産業省 組合及び中央会の変更登記 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 85     
99条、103条（商業登記簿
法の準用）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222532 19 経済産業省 組合及び中央会の移転等に伴う移転登記 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 84   1  
103条（商業登記簿法の
準用）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222533 19 経済産業省
組合及び中央会の職務執行停止の仮処分等
の登記

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 87     
103条（商業登記簿法の
準用）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222534 19 経済産業省 組合の参事の登記 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 88     
103条（商業登記簿法の
準用）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222535 19 経済産業省 組合の吸収合併の登記 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 89     
102条、103条（商業登記
簿法の準用）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222536 19 経済産業省 組合の新設合併の登記 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 90     
102条の2、103条（商業登
記簿法の準用）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222537 19 経済産業省 組合及び中央会の解散の登記 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 91     
100条、103条（商業登記
簿法の準用）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222538 19 経済産業省 組合及び中央会の清算結了の登記 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 92     
101条、103条（商業登記
簿法の準用）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222539 19 経済産業省 組合及び中央会が従たる事務所に係る登記 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 93   1  
103条（商業登記簿法の
準用）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222540 19 経済産業省
組合及び中央会が従たる事務所に係る変更
登記

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 93   3  
103条（商業登記簿法の
準用）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222541 19 経済産業省
組合及び中央会が他の登記所の管轄区域内
への従たる事務所の移転登記

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 94     
103条（商業登記簿法の
準用）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222542 19 経済産業省
組合及び中央会が従たる事務所に係る変更
登記等

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 95     
103条（商業登記簿法の
準用）

1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222543 19 経済産業省 申立書の写しの送付等 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 67  
会社法870条の2第1項
（準用）

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222544 19 経済産業省 抗告状の写しの送付等 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 67  
会社法872条の2第1項
（準用）

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222545 19 経済産業省
組合員等による組合又は中央会への行政庁
の検査請求に対する必要な検査

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 105 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222546 19 経済産業省
共済事業を行う組合の子法人等又は共済代
理店に対する報告徴収

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 105 3 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222547 19 経済産業省
共済事業を行う組合の子法人等又は共済代
理店に対する検査

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 105 4 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222548 19 経済産業省
共済事業を行う組合に対する業務停止等を
含めた監督上の処分

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 106 2 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222549 19 経済産業省 共済事業を行う組合に対する認可取消し 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 106 2 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222550 19 経済産業省 共済事業を行う組合に対する認可取消し 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 106 2 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222551 19 経済産業省
共済事業を行う組合が共済代理店を設置又
は廃止する場合の行政庁への届出

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 106 3  1 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222552 19 経済産業省
共済事業を行う組合が共済数理人を選任し
たとき又は共済数理人が退任したときの行政
庁への届出

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 106 3  2 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222553 19 経済産業省
共済事業を行う組合が子会社等を新たに有
することとなった場合の行政庁への届出

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 106 3  3 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222554 19 経済産業省
共済事業を行う組合の子会社等が子会社等
でなくなった場合の行政庁への届出

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 106 3  4 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222555 19 経済産業省
共済事業を行う組合が業務及び財産の状況
に関する説明書類の縦覧を開始した場合の
行政庁への届出

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 106 3  5 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222556 19 経済産業省
共済事業を行う組合の子会社等が名称変更
等した場合の行政庁への届出

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 106 3  6
中小企業等協同組合法施
行規則198条第1項第2号

1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222557 19 経済産業省
共済事業を行う組合が基準によらない異常
危険準備基金の積立又は取崩しを行う場合
の行政庁への届出

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 106 3  6
中小企業等協同組合法施
行規則198条第1項第2号

1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222558 19 経済産業省
共済事業を行う組合の子会社等又は共済代
理店が不祥事件の発生を知り得た場合の行
政庁への届出

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 106 3  6
中小企業等協同組合法施
行規則198条第1項第3号

1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222559 19 経済産業省
共済事業を行う組合が特定共済組合等に該
当することになった場合の行政庁への届出

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 106 3  6
中小企業等協同組合法施
行規則198条第1項第4号

1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222560 19 経済産業省
共済事業を行う組合が特定共済事業協同組
合等に該当することになった場合等の行政庁
への届出

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 106 3  6
中小企業等協同組合法施
行規則198条第1項第5号

1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222561 19 経済産業省
共済事業を行う組合が劣後特約付金銭金銭
消費賃借により借入れを行う場合の行政庁
への届出

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 106 3  6
中小企業等協同組合法施
行規則198条第1項第6号

1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222562 19 経済産業省
共済事業を行う組合が劣後特約付金銭金銭
消費賃借により債務について期限前弁済を
行う場合の行政庁への届出

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 106 3  6
中小企業等協同組合法施
行規則198条第1項第7号

1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222563 19 経済産業省
中央会の総会の招集請求があった日から１０
日以内に理事会が総会招集の手続をしない
場合等の総会招集の承認（申請）

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 82 10 4 48条（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため
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222564 19 経済産業省

中央会の役員改選総会の招集請求があった
日から１０日以内に理事会が役員改選総会
招集の手続をしない場合等の役員改選総会
招集の承認

中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 82 10 4 48条（準用）
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222565 19 経済産業省 中央会の定款変更の認可 中小企業等協同組合法 1949 1 法律 181 82 10 4 51条第2項（準用）
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 所管府省管理のため

222566 19 経済産業省 協業組合の事業転換の認可（認可）
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 7 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222567 19 経済産業省 協業組合の設立の認可（認可）
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 17 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222568 19 経済産業省
公正取引委員会による、主務大臣への報告
聴取及び検査等の請求

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 22

主務大臣による報告聴取
＆検査等については、組
合法105条の3、105条の4
を準用。

1 申請等 1 国 4-3 国又は地方等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222569 19 経済産業省
組合及び中央会に対する一般的状況に関す
る報告の徴収

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 22
組合法105条の3第2項
（準用）

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222570 19 経済産業省 組合及び中央会に対する検査
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 22
組合法105条の4第1項
（準用）

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222571 19 経済産業省 設立の登記
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23 2 組合法30条（準用） 1 申請等 1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222572 19 経済産業省
信用協同組合又は特定の事業を行う協同組
合連合会の成立の届出

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23 2 組合法31条（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222573 19 経済産業省 組合設立無効の訴え
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23 2 組合法32条（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222574 19 経済産業省 組合員による組合組織に関する訴え
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23 2 組合法32条（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222575 19 経済産業省 裁判所による、担保提供命令
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23 2 組合法32条（準用）
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222576 19 経済産業省 裁判所による清算人の選任申立て
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23 4 組合法69条（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222577 19 経済産業省 裁判所による清算人の選任
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23 4 組合法69条（準用）
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222578 19 経済産業省 清算人による破産手続開始の申立て
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23 4 組合法69条（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222579 19 経済産業省 紛争解決等業務の行政庁への指定申請
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23 4
組合法69条の2第1項（準
用）

1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222580 19 経済産業省 紛争解決等業務の指定申請に係る許可
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23 4
組合法69条の2第1項（準
用）

2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222581 19 経済産業省
紛争解決等業務を行う者の指定に係る法務
大臣協議

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23 4
組合法69条の2第3項（準
用）

1 申請等 4-3 国又は地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222582 19 経済産業省
紛争解決等業務を行う者の指定に係る法務
大臣協議の結果

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23 4
組合法69条の2第3項（準
用）

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222583 19 経済産業省
行政庁による紛争解決等業務を行う者の指
定した旨の官報公告

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23 4
組合法69条の2第5項（準
用）

2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222584 19 経済産業省
指定特定共済事業等紛争解決機関による手
続実施基本契約の不履行事実の行政庁へ
の報告

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23 4 組合法69条の4（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222585 19 経済産業省
指定特定共済事業等紛争解決機関による行
政庁への登録事項変更届

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23 4 組合法69条の4（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222586 19 経済産業省
指定特定共済事業等紛争解決機関からの登
録事項変更届を受けた行政庁による官報告
示

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23 4 組合法69条の4（準用）
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222587 19 経済産業省
指定特定共済事業等紛争解決機関の手続
実施基本契約の締結等の行政庁への届出

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23 4 組合法69条の4（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222588 19 経済産業省
指定特定共済事業等紛争解決機関の紛争
解決等業務に関する年度報告書の行政庁へ
の届出

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23 4 組合法69条の4（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222589 19 経済産業省
指定特定共済事業等紛争解決機関に対する
報告徴収及び立入検査

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23 4 組合法69条の4（準用）
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222590 19 経済産業省
指定特定共済事業等紛争解決機関に対する
業務改善命令

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23 4 組合法69条の4（準用）
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222591 19 経済産業省
指定特定共済事業等紛争解決機関に対する
業務改善命令に係る法務大臣協議申請

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23 4 組合法69条の4（準用） 1 申請等 4-3 国又は地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222592 19 経済産業省
指定特定共済事業等紛争解決機関に対する
業務改善命令に係る法務大臣協議に対する
回答

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23 4 組合法69条の4（準用）
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222593 19 経済産業省
指定特定共済事業等紛争解決機関の紛争
解決等業務の休廃止申請（天災以外）

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23 4 組合法69条の4（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222594 19 経済産業省
指定特定共済事業等紛争解決機関の紛争
解決等業務の休廃止の許可（天災以外）

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23 4 組合法69条の4（準用）
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222595 19 経済産業省
指定特定共済事業等紛争解決機関の天災
時の紛争解決等業務の休止届

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23 4 組合法69条の4（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222596 19 経済産業省
指定特定共済事業等紛争解決機関の天災
時開けの紛争解決等業務の再開届

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23 4 組合法69条の4（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222597 19 経済産業省
行政庁による指定特定共済事業等紛争解決
機関の業務停止又は指定取消し

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23 4 組合法69条の4（準用）
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222598 19 経済産業省
行政庁による指定特定共済事業等紛争解決
機関の業務停止又は指定取消しに係る法務
大臣協議申請

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23 4 組合法69条の4（準用） 1 申請等 4-3 国又は地方等 1 国 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222599 19 経済産業省
行政庁による指定特定共済事業等紛争解決
機関の業務停止又は指定取消しに係る法務
大臣協議に対する回答

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23 4 組合法69条の4（準用）
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222600 19 経済産業省
行政庁による指定特定共済事業等紛争解決
機関の業務停止又は指定取消しに係る官報
告示

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23 4 組合法69条の4（準用）
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等
7 国民等、民間事業者
等

1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222601 19 経済産業省 組合の設立登記
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23  5  組合法84条1項（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222602 19 経済産業省 組合及び中央会の変更登記
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23  5  組合法85条（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222603 19 経済産業省 組合及び中央会の移転等に伴う移転登記
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23  5  組合法84条1項（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222604 19 経済産業省
組合及び中央会の職務執行停止の仮処分等
の登記

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23  5  組合法87条（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222605 19 経済産業省 組合の参事の登記
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23  5  組合法88条（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222606 19 経済産業省 組合の吸収合併の登記
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23  5  組合法89条（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222607 19 経済産業省 組合の新設合併の登記
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23  5  組合法90条（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222608 19 経済産業省 組合及び中央会の解散の登記
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23  5  組合法91条（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222609 19 経済産業省 組合及び中央会の清算結了の登記
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23  5  組合法92条（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222610 19 経済産業省 組合及び中央会が従たる事務所に係る登記
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23  5  組合法93条1項（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222611 19 経済産業省
組合及び中央会が従たる事務所に係る変更
登記

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23  5  組合法93条3項（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222612 19 経済産業省
組合及び中央会が他の登記所の管轄区域内
への従たる事務所の移転登記

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23  5  組合法94条（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222613 19 経済産業省
組合及び中央会が従たる事務所に係る変更
登記等

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23  5  組合法95条（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222614 19 経済産業省 協業組合の不服申出（措置）
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23 6 組合法104条2項（準用）
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222615 19 経済産業省 協業組合の検査の請求（検査）
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 5 23 6 組合法105条2項（準用）
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222616 19 経済産業省 商工組合の特例の地区の承認（認可）
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 9
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222617 19 経済産業省
組合員以外の者の事業の利用の特例（申
請）

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 17 2 1 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222618 19 経済産業省
組合員以外の者の事業の利用の特例（認
可）

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 17 2 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222619 19 経済産業省
組合員以外の者の事業の利用の特例（認可
取り消し）

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 17 2 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222620 19 経済産業省
商工組合連合会：組合員以外の者の事業の
利用の特例（認可）

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 33 17条の2第1項（準用）
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222621 19 経済産業省
商工組合の設立の主務大臣による認可（申
請）

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 42 1 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222622 19 経済産業省
商工組合の設立の主務大臣による認可（認
可）

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 42 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222623 19 経済産業省
商工組合の設立の主務大臣による認可又は
不認可の通知

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 42 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222624 19 経済産業省
主務大臣による通知が発せられなかった際
の、発起人による認可証明の請求

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 42 4 1 申請等 6 民間事業者等 4-3 国又は地方等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222625 19 経済産業省 主務大臣の照会の発起人への通知
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 42 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222626 19 経済産業省 非出資組合から出資組合への移行の登記
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 45 4 組合法49条（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222627 19 経済産業省 組合設立の登記
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 48 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222628 19 経済産業省 非出資組合から出資組合への移行の登記
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 49 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222629 19 経済産業省
組合設立の登記への、出資払込を証する書
面の添付

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 51 2 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222630 19 経済産業省
非出資組合から出資組合への移行の登記へ
の、書面の添付

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 53 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222631 19 経済産業省 組合及び中央会の変更登記
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 54     組合法85条（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222632 19 経済産業省
組合及び中央会の職務執行停止の仮処分等
の登記

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 54     組合法87条（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222633 19 経済産業省 組合の参事の登記
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 54     組合法88条（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222634 19 経済産業省 組合の吸収合併の登記
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 54     組合法89条（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222635 19 経済産業省 組合の新設合併の登記
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 54     組合法90条（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222636 19 経済産業省 組合及び中央会の解散の登記
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 54     組合法91条（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222637 19 経済産業省 組合及び中央会の清算結了の登記
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 54     組合法92条（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222638 19 経済産業省 組合及び中央会が従たる事務所に係る登記
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 54    組合法93条（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222639 19 経済産業省
組合及び中央会が従たる事務所に係る変更
登記

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 54    組合法93条（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222640 19 経済産業省
組合及び中央会が他の登記所の管轄区域内
への従たる事務所の移転登記

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 54     組合法94条（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222641 19 経済産業省
組合及び中央会が従たる事務所に係る変更
登記等

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 54     組合法95条（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222642 19 経済産業省
組合員等による商工組合又は商工組合連合
会会への行政庁の検査請求に対する必要な
検査

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 71
中小企業等協同組合法
105条第2項（準用）

2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222643 19 経済産業省
都道府県中小企業調停審議会の関係行政
機関に対する資料提出要求等

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 87 2  
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

3 地方等
4-4 国、独立行政法
人等又は地方等

1 自治事務 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222644 19 経済産業省 協業組合への組織変更の認可
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 95 4
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222645 19 経済産業省 事業協同組合への組織変更の認可
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 96 5
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222646 19 経済産業省 商工組合への組織変更の認可
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 97 2 96条第5項（準用）
2-1 申請等に基づく処
分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222647 19 経済産業省 協業組合への組織変更に係る登記申請
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 98 2 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222648 19 経済産業省 事業協同組合への組織変更に係る登記申請
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 99   1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222649 19 経済産業省 商工組合への組織変更に係る登記申請
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 100   1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222650 19 経済産業省
事業協同組合等から株式会社への組織変更
した場合の組織変更後の株式会社の登記申
請

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 100 14 1 会社法第911条（準用） 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222651 19 経済産業省
事業協同組合等から株式会社への組織変更
した場合の組織変更後の株式会社の登記

中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 100 14 3
商業登記法第78条第3項
（準用）

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222652 19 経済産業省 協業組合への組織変更に係る登記
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 102  　
商業登記法第78条第3項
（準用）

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222653 19 経済産業省 事業協同組合への組織変更に係る登記
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 102   
商業登記法第78条第3項
（準用）

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222654 19 経済産業省 商工組合への組織変更に係る登記
中小企業団体の組織に関
する法律

1957 1 法律 185 102   
商業登記法第78条第3項
（準用）

2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222655 19 経済産業省
商工組合及び商工組合連合会に対する報告
の徴収

中小企業団体の組織に関
する法律施行令

1958 2 政令 45 8    
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

4-3 国又は地方等 6 民間事業者等 1 自治事務
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222656 19 経済産業省 特定再利用事業者に対する勧告
資源の有効な利用の促進
に関する法律

1991 1 法律 48 17 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222657 19 経済産業省 特定再利用事業者に対する命令
資源の有効な利用の促進
に関する法律

1991 1 法律 48 17 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222658 19 経済産業省 指定省資源化事業者に対する勧告
資源の有効な利用の促進
に関する法律

1991 1 法律 48 20 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222659 19 経済産業省 指定省資源化事業者に対する命令
資源の有効な利用の促進
に関する法律

1991 1 法律 48 20 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222660 19 経済産業省 指定再利用促進事業者に対する勧告
資源の有効な利用の促進
に関する法律

1991 1 法律 48 23 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222661 19 経済産業省 指定再利用促進事業者に対する命令
資源の有効な利用の促進
に関する法律

1991 1 法律 48 23 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222662 19 経済産業省 指定表示事業者に対する勧告
資源の有効な利用の促進
に関する法律

1991 1 法律 48 25 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222663 19 経済産業省 指定表示事業者に対する命令
資源の有効な利用の促進
に関する法律

1991 1 法律 48 25 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222664 19 経済産業省
使用済指定再資源化製品の自主回収及び再
資源化の認定

資源の有効な利用の促進
に関する法律

1991 1 法律 48 27 3
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222665 19 経済産業省
使用済指定再資源化製品の自主回収及び再
資源化の変更の認定

資源の有効な利用の促進
に関する法律

1991 1 法律 48 28 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222666 19 経済産業省
使用済指定再資源化製品の自主回収及び再
資源化の認定の取消し

資源の有効な利用の促進
に関する法律

1991 1 法律 48 29 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222667 19 経済産業省 指定再資源化事業者に対する勧告
資源の有効な利用の促進
に関する法律

1991 1 法律 48 33 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222668 19 経済産業省 指定再資源化事業者に対する命令
資源の有効な利用の促進
に関する法律

1991 1 法律 48 33 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222669 19 経済産業省 指定副産物事業者に対する勧告
資源の有効な利用の促進
に関する法律

1991 1 法律 48 36 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222670 19 経済産業省 指定副産物事業者に対数する勧告
資源の有効な利用の促進
に関する法律

1991 1 法律 48 36 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222671 19 経済産業省
特定省資源事業者又は特定再利用事業者に
係る業務の状況に関する報告徴収

資源の有効な利用の促進
に関する法律

1991 1 法律 48 37 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222672 19 経済産業省
指定省資源化事業者、指定再利用促進事業
者又は指定表示事業者に係る業務の状況に
関する報告徴収

資源の有効な利用の促進
に関する法律

1991 1 法律 48 37 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222673 19 経済産業省
認定に係る使用済指定再資源化製品の自主
回収又は再資源化の実施の状況に関する報
告徴収

資源の有効な利用の促進
に関する法律

1991 1 法律 48 37 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222674 19 経済産業省
使用済指定再資源化製品の自主回収又は
再資源化の実施の状況に関する報告徴収

資源の有効な利用の促進
に関する法律

1991 1 法律 48 37 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222675 19 経済産業省
指定副産物事業者に係る業務の状況に関す
る報告徴収

資源の有効な利用の促進
に関する法律

1991 1 法律 48 37 5
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222676 19 経済産業省
容器包装廃棄物の排出の抑制の促進に関す
る勧告

容器包装に係る分別収集
及び再商品化の促進等に
関する法律

1995 1 法律 112 7 7 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため



行政保有データ(行政手続等関連)の棚卸結果（令和３年３月31日時点、令和４年３月取りまとめ）

府省名環境省

公開データ① 公開データ② 公開データ③  備考C 備考C   備考C

データの活用先

の の の の 代表
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データの活用状況

独立行政法人
等の名称

調査項目群A 調査項目群B

公開
状況

法令の種別
法令番

号

条

管理データの内容　

データの分類

手続群の総称担当府省
府省共
通手続
の別

手続ID 所管府省 手続名

ファイ
ル形
式

データ名最も該当する分野 次に該当する分野 掲載URL
公開
状況

根拠法令名
法令の制

定年
（西暦）

経由機関

事務区分
（地方等が手続
主体又は手続

の受け手になる
場合）

項 号

根拠法令の備考 手続類型 手続主体 手続の受け手

更新
月

掲載URL
ファイ
ル形
式

更新
頻度

公開
状況

更新
頻度

調査項目群C

(データの活用状況の
データ活用先が「6その
他」の場合の具体的な
活用先)

(公開データのファイル
形式「8その他」の具体
的な形式)

(オープンデータ化未対
応・非公開の理由で「2-
4個別法令以外の合理
的な理由」又は「4その
他」を選択した場合、具
体的理由）

備考Cデータの管理状況
 オープンデータ
化未対応・非公

開の理由
データの公開状況

更新
月

データ名
更新
月

データ名

公開データ、掲載URL、ファイル形式、更新頻度、更新月

掲載
URL

ファイ
ル形
式

更新
頻度

222677 19 経済産業省
容器包装廃棄物の排出の抑制の促進に関す
る命令

容器包装に係る分別収集
及び再商品化の促進等に
関する法律

1995 1 法律 112 7 7 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222678 19 経済産業省 都道府県分別収集促進計画
容器包装に係る分別収集
及び再商品化の促進等に
関する法律

1995 1 法律 112 9 5 1 申請等 3 地方等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222679 19 経済産業省
容器包装廃棄物の排出の抑制の促進に関す
る再商品化の認定

容器包装に係る分別収集
及び再商品化の促進等に
関する法律

1995 1 法律 112 15 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222680 19 経済産業省
容器包装廃棄物の排出の抑制の促進に関す
る再商品化の認定

容器包装に係る分別収集
及び再商品化の促進等に
関する法律

1995 1 法律 112 15 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222681 19 経済産業省
容器包装廃棄物の排出の抑制の促進に関す
る再商品化の変更の認定

容器包装に係る分別収集
及び再商品化の促進等に
関する法律

1995 1 法律 112 16
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222682 19 経済産業省
容器包装廃棄物の排出の抑制の促進に関す
る再商品化の認定の取消し

容器包装に係る分別収集
及び再商品化の促進等に
関する法律

1995 1 法律 112 17
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222683 19 経済産業省 特定容器包装の自主回収の認定
容器包装に係る分別収集
及び再商品化の促進等に
関する法律

1995 1 法律 112 18 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222684 19 経済産業省 特定容器包装の自主回収状況報告
容器包装に係る分別収集
及び再商品化の促進等に
関する法律

1995 1 法律 112 18 3 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222685 19 経済産業省 特定容器包装の自主回収の認定の取消し
容器包装に係る分別収集
及び再商品化の促進等に
関する法律

1995 1 法律 112 18 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222686 19 経済産業省 再商品化の実施に関する指導及び助言
容器包装に係る分別収集
及び再商品化の促進等に
関する法律

1995 1 法律 112 19
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222687 19 経済産業省 特定事業者に対する再商品化に関する勧告
容器包装に係る分別収集
及び再商品化の促進等に
関する法律

1995 1 法律 112 20 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222688 19 経済産業省 特定事業者に対する再商品化に関する命令
容器包装に係る分別収集
及び再商品化の促進等に
関する法律

1995 1 法律 112 20 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222689 19 経済産業省 再商品化業務規程の認可
容器包装に係る分別収集
及び再商品化の促進等に
関する法律

1995 1 法律 112 24 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222690 19 経済産業省 再商品化業務規程の変更命令
容器包装に係る分別収集
及び再商品化の促進等に
関する法律

1995 1 法律 112 24 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222691 19 経済産業省
指定法人の再商品化業務に関する事業計画
書及び収支予算書の認可

容器包装に係る分別収集
及び再商品化の促進等に
関する法律

1995 1 法律 112 25 1
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国 2 独立行政法人等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222692 19 経済産業省
指定法人の再商品化業務に関する事業計画
書及び収支予算書の提出

容器包装に係る分別収集
及び再商品化の促進等に
関する法律

1995 1 法律 112 25 3 1 申請等 2 独立行政法人等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222693 19 経済産業省 指定法人の帳簿の記載と保存
容器包装に係る分別収集
及び再商品化の促進等に
関する法律

1995 1 法律 112 29 4 作成・保存等 2 独立行政法人等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222694 19 経済産業省 再商品化業務に関する監督命令
容器包装に係る分別収集
及び再商品化の促進等に
関する法律

1995 1 法律 112 31
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222695 19 経済産業省 指定の取消し
容器包装に係る分別収集
及び再商品化の促進等に
関する法律

1995 1 法律 112 32
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 2 独立行政法人等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222696 19 経済産業省
特定容器包装利用製造等事業者の帳簿の
作成

容器包装に係る分別収集
及び再商品化の促進等に
関する法律

1995 1 法律 112 38 4 作成・保存等 6 民間事業者等
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222697 19 経済産業省
特定容器包装利用製造等事業者に対する事
業及び再商品化状況に関する報告徴収

容器包装に係る分別収集
及び再商品化の促進等に
関する法律

1995 1 法律 112 39 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222698 20 国土交通省
基本指針の策定又は変更時の関係行政機
関の長への協議

空家等対策の推進に関す
る特別措置法

2014 1 法律 127 5 3 1 申請等 1 国 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222699 20 国土交通省 基本指針の策定及び変更時の公表
空家等対策の推進に関す
る特別措置法

2014 1 法律 127 5 4 3 縦覧等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

222700 21 環境省 第一種使用規程の修正指示

遺伝子組換え生物等の使
用等の規制による生物の
多様性の確保に関する法
律

2003 1 法律 97 5 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222701 21 環境省 第一種使用規程に関する情報収集

遺伝子組換え生物等の使
用等の規制による生物の
多様性の確保に関する法
律

2003 1 法律 97 6 2
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 4 無

222702 21 環境省
生物検査を受けようとする者等の財務諸表等
書面の閲覧又は謄写の請求

遺伝子組換え生物等の使
用等の規制による生物の
多様性の確保に関する法
律

2003 1 法律 97 19 6 1 3 縦覧等
7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222703 21 環境省
生物検査を受けようとする者等の財務諸表等
書面の謄本又は抄本の請求

遺伝子組換え生物等の使
用等の規制による生物の
多様性の確保に関する法
律

2003 1 法律 97 19 6 2
2-3 交付等（民間手
続）

7 国民等、民間事業者
等

7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222704 21 環境省
生物検査を受けようとする者等の財務諸表等
電磁的記録の閲覧又は謄写の請求

遺伝子組換え生物等の使
用等の規制による生物の
多様性の確保に関する法
律

2003 1 法律 97 19 6 3 3 縦覧等
7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222705 21 環境省
生物検査を受けようとする者等の財務諸表等
電磁的記録の提供又は書面交付の請求

遺伝子組換え生物等の使
用等の規制による生物の
多様性の確保に関する法
律

2003 1 法律 97 19 6 4
2-3 交付等（民間手
続）

7 国民等、民間事業者
等

7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222706 21 環境省 遺伝子組換え生物等の譲渡者等の情報提供

遺伝子組換え生物等の使
用等の規制による生物の
多様性の確保に関する法
律

2003 1 法律 97 26 1
2-3 交付等（民間手
続）

7 国民等、民間事業者
等

7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222707 21 環境省 特定国際種事業者への指示
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 4 1
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222708 21 環境省 機関登録の取消し
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 18 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 6 民間事業者等 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222709 21 環境省 事業者登録等に関する手数料の納付
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 21 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

6 民間事業者等 事業登録機関 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 入金データ 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

222710 21 環境省 認定に関する手数料の納付
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 32 1 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

6 民間事業者等 認定機関 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 1 有（データベースでの管理） 入金データ 11 該当なし 1 有 2 審査等の基準設定・見直し 3 非公開
2-3 法人や個人の権利
利益を害するおそれがあ
る

222711 21 環境省 負担金の延滞金の徴収
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 52 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222712 21 環境省 事業登録機関の財務諸表等の請求
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 16 7 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222713 21 環境省 認定機関の財務諸表等の請求
絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律

1992 1 法律 75 33 27 7 1 申請等
7 国民等、民間事業者
等

1 国 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222714 21 環境省
特定外来生物飼養等の中止等の措置命令
及び飼養等許可の取消

特定外来生物による生態
系等に係る被害の防止に
関する法律

2004 1 法律 78 9 3
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222715 21 環境省
輸入届出のあった未判定外来生物の判定結
果の通知

特定外来生物による生態
系等に係る被害の防止に
関する法律

2004 1 法律 78 22
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 2 有（電子媒体での管理） 未判定外来生物の判定結果 11 該当なし 1 有 1 制度設計や制度の見直し 3 非公開 2-1 個人情報が含まれる

222716 21 環境省
輸出届出のあった未判定外来生物の判定結
果の通知

特定外来生物による生態
系等に係る被害の防止に
関する法律

2004 1 法律 78 24 2
2-1 申請等に基づく処
分通知等

1 国
7 国民等、民間事業者
等

●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222717 21 環境省 事業登録関係事務の休廃止の許可の申請
特定国際種事業に係る届
出及び特別国際種事業に
係る登録等に関する省令

1995 3 省令又は規則 2 27 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222718 21 環境省 認定関係事務の休廃止の許可の申請
特定国際種事業に係る届
出及び特別国際種事業に
係る登録等に関する省令

1995 3 省令又は規則 2 43 1 1 申請等 6 民間事業者等 1 国 4 地方の事務でない
●（一部の
府省）

21 環境省 5 実績なし

222719 03 人事院
裁量勤務に従事させ、又は従事させることを
やめる場合の通知

人事院規則20－0（任期付
研究員の採用、給与及び
勤務時間の特例）

1997 3 省令又は規則 9 4
2-2 申請等に基づか
ない処分通知等

1 国 5 国民等 ○（全府省） 21 環境省 6 不明 他省庁管理のため

124072 21 環境省 引受けの許可の申請
環境大臣の所管に属する
公益信託の引受けの許可
及び監督に関する省令

2000 3 省令又は規則 98 3 規則第３条 1 申請等 6 民間事業者等 1 国
●（一部の
府省）

21 環境省 4 無


